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― 午前１０時 ０分 開会 ―

〇議長（坂本智徳君） 皆様、おはようございま

す。

ただいまから、令和4年6月定例会を開会いた
します。

これより、本日の会議を開きます。

この際、知事並びに教育委員会教育長、警察

本部長及び代表監査委員より、新任の幹部職員

を紹介いたしたい旨、申し出があっております

ので、これを受けることにいたします－知事。

〇知事（大石賢吾君） さきの令和4年3月定例
県議会におきまして、ご同意いただき、任命い

たしました特別職をご紹介いたします。

教育委員会教育長 中﨑謙司君。（拍手）監

査委員 下田芳之君。（拍手）

次に、令和4年4月1日付で発令いたしました
幹部職員を紹介いたします。

文化観光国際部長 前川謙介君。（拍手）産

業労働部長 松尾誠司君。（拍手）水産部長 川

口和宏君。（拍手）地域振興部政策監 渡辺大

祐君。（拍手）理事兼県北振興局長 村山弘司

君。（拍手）土木部技監 川添正寿君。（拍手）

地域振興部次長 小川雅純君。（拍手）文化観

光国際部参事監 佐々野一義君。（拍手）福祉

保健部次長 石田智久君。（拍手）福祉保健部

次長 中尾美恵子君。（拍手）水産部次長 吉

田 誠君。（拍手）水産部参事監 松田竜太君。

（拍手）

以上でございます。

どうぞ、よろしくお願いいたします。

〇議長（坂本智徳君） 教育委員会教育長。

〇教育委員会教育長（中﨑謙司君） 令和4年4
月1日付で発令いたしました教育委員会事務局
の幹部職員をご紹介いたします。

教育次長 狩野博臣君でございます。（拍手）

以上でございます。

どうぞ、よろしくお願いいたします。

〇議長（坂本智徳君） 警察本部長。

〇警察本部長（中村 亮君） 令和4年3月28日
付の人事異動で着任いたしました警察本部の幹

部職員をご紹介いたします。

生活安全部長 川口利也君。（拍手）地域部

長 鷺池満治君。（拍手）交通部長 植木 保

君。（拍手）警備部長 池園直隆君。（拍手）

首席監察官 平戸雄一君。（拍手）

以上でございます。

どうぞ、よろしくお願いいたします。
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〇議長（坂本智徳君） 代表監査委員。

〇代表監査委員（下田芳之君） 令和4年4月1日
付で発令いたしました監査事務局幹部職員をご

紹介いたします。

監査事務局長 上田彰二君。（拍手）

以上でございます。

どうぞ、よろしくお願いいたします。

〇議長（坂本智徳君） 次に、会期の決定をいた

します。

本定例会の会期は、本日より7月1日までの26
日間とすることにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長（坂本智徳君） ご異議なしと認めます。

よって、会期は、26日間と決定されました。
次に、会議録署名議員の指名をいたします。

本定例会の会議録署名議員につきましては、

堀江ひとみ議員及び松本洋介議員を指名いたし

ます。

この際、ご報告いたします。

去る5月26日、山本啓介議員から、一身上の
都合により、議員を辞職いたしたい旨の申し出

があり、地方自治法第126条の規定により、同
日付をもって、これを許可いたしました。

次に、山本啓介議員の辞職に伴い、欠員が生

じました議会運営委員会の委員に松本洋介議員

を5月30日付で選任いたしました。
また、松本洋介議員から、同日付で、ながさ

き新産業創造特別委員会委員の辞任の申し出が

ありましたので、これを許可いたしました。

次に、知事より、出資法人の経営状況説明書

等が先に配付いたしましたとおり提出されてお

りますので、ご報告いたします。

次に、知事より、第69号議案乃至第83号議案
及び報告第4号乃至報告第20号の送付がありま
したので、これを一括上程いたします。

ただいま上程いたしました議案について、知

事の説明を求めます－知事。

〇知事（大石賢吾君）〔登壇〕 本日、ここに、

令和4年6月定例県議会を招集いたしましたと
ころ、議員の皆様には、ご健勝にてご出席を賜

り、厚く御礼を申し上げます。

説明に入ります前に、新型コロナウイルス感

染症について、本県では、これまでに約6万人
の新規感染者が確認されており120人を超える
方がお亡くなりになりました。

お亡くなりになられた方々並びにご遺族の皆

様に深く哀悼の意を表しますとともに、感染さ

れた方々に心からお見舞いを申し上げます。

そして、医療・福祉関係者の方々におかれま

しては、県民の皆様の生命と健康を守るために

多大なるご尽力をいただいていることに対し、

厚くお礼を申し上げます。

また、去る4月23日に、北海道の知床半島沖
合で遊覧船が沈没し、多くの方がお亡くなりに

なる大変痛ましい事故が発生しました。

県民を代表して、お亡くなりになられた方々

に深く哀悼の意を表しますとともに、ご遺族並

びに関係者の皆様に衷心よりお悔やみを申し上

げます。そして、現在も行方がわからない方々

全員が、一刻も早くご家族のもとに帰ることが

できるようお祈り申し上げます。

今回の事故を受け、国においては、全国の旅

客船関係者に対し、安全性の確保にかかる周知

がなされたことから、本県としても、速やかに、

国と連携しながら県内の旅客船事業者の皆様方

に対して、安全確保の徹底をお願いしたところ

であり、今後も安全運航について要請してまい

りたいと考えております。

さらに、世界では、ロシアのウクライナ侵攻

により、罪のない多くの方々が犠牲となってお
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り、心痛に耐えない思いであります。

県では、本年4月に県内市町や関係機関等で
構成する「長崎県・市町等ウクライナ避難民受

入支援連絡会議」を設置し、オール長崎で受入

体制を整備しており、引き続き、避難民の方々

が安心して生活できるよう、関係機関と連携し

ながら適切に対応してまいります。

それでは、開会に当たり、県政運営について

所信を申し述べたいと存じます。

我が国においては、ロシアのウクライナ侵攻

等により、原油価格や穀物等の物価高騰が続く

など、国民生活や社会経済情勢へ大きな影響が

生じているものと認識しております。また、少

子・高齢化に伴う人口減少や労働人口不足、気

候変動問題をはじめ、様々な課題が山積してお

ります。

一方、本県においては、長引く新型コロナウ

イルス感染症の感染拡大の影響などを注視して

いく必要はあるものの、経済・雇用情勢は緩や

かに持ち直しているところであります。

また、本年9月23日の西九州新幹線開業をは
じめ、様々なプロジェクトが県内各地域で展開

され、日常生活の面でもテレワークの普及とい

ったデジタル化の流れが加速するなど、大きな

変革の時期を迎えるとともに、新たな動きが芽

生えております。

私は、こうした状況を的確に捉えつつ、公平・

公正な県政運営を推進し、県政の発展に繋げて

いくうえで、まずは、関係者の皆様との対話を

行い、信頼関係を構築することが重要であると

考えております。

そのため、本年3月2日の知事就任以来、常に
スピード感と真摯な対応を心がけてまいりまし

た。

例えば、去る3月23日には、就任のご挨拶の

ため佐賀県の山口知事を訪問した際、九州新幹

線西九州ルートに関しても意見交換を行ったと

ころであります。

また、5月12日には「県と市町の連携強化に
向けたキックオフ会議」を開催し、県内市町長

と人口減少対策や情報発信の強化、市町の取組

などについて、自由に意見を交わしました。

そして、県民の皆様の意見を広くお伺いする

ため、4月26日に、将来を担う若者との活発な
意見交換を実施したほか、5月28日には、名称
を「こんな長崎どがんです会」として、子育て

に携わる方々から、直接お話をお聞きしたとこ

ろであります。

引き続き、行動力を活かして、県民の皆様の

ご意見やお考えを幅広くお聞かせいただく機会

を創出のうえ、様々な声に耳を傾け、丁寧に議

論を尽くし、県政運営に反映するとともに、よ

り多くの県民の皆様のご理解を得られるよう、

努力を重ねてまいりたいと考えております。

これまで、本県においては、「長崎県総合計

画 チェンジ＆チャレンジ2025」や「第2期長崎
県まち・ひと・しごと創生総合戦略」などに

沿って、人口減少対策をはじめ各種施策に取り

組んでまいりました。       

その結果、若者の県内就職促進や移住者の増

加、企業誘致による雇用の拡大など、着実に成

果があらわれている分野もあります。

私は、こうした施策について、継続すべきも

のはしっかりと継承しつつ、予断を持つことな

く、事業の経過等を十分確認しながら、新たな

視点や発想を盛り込むことで、さらなる強化・

進化を図ってまいりたいと考えております。

また、県政の様々な課題の解決や地域の活性

化に向け、新しいことにチャレンジし、何かを

変えようとする県民の皆様の取組については、
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積極的に後押ししてまいりたいと考えておりま

す。

このように、県民の皆様のために必要な施策

を積極的に講じていくには、選択と集中の観点

から限られた財源をどのように有効活用してい

くのか、大胆な事業の見直しも含め、検討して

いくことが重要であると認識しております。

以上、申し述べた基本姿勢に基づき、施策の

推進に注力することで、多方面から選ばれる「新

しい長崎県づくり」の実現を県民の皆様と一緒

に目指してまいりたいと考えております。

私が掲げた様々な目標のうち、例えば「合計

特殊出生率2」については、庁内で議論を深め
ているところでありますが、これを達成するた

めには、今までにない、思い切った施策も必要

になると考えております。

子育て支援のあり方のように十分検討を重ね

るべき施策については、引き続き、県議会をは

じめ県民の皆様のご意見を伺い、市町や関係団

体、民間企業の皆様とも慎重に議論を尽くしな

がら、しっかりと方向性を見極めてまいりたい

と考えております。

私は、すべての県民の皆様が、幸福で、豊か

で、そして笑顔で、安心・継続して暮らしてい

ただける長崎県の実現を目指し、今できること

の一つひとつに、丁寧かつ真摯に向き合いなが

ら、全力を傾注する覚悟であります。

県議会をはじめ県民の皆様におかれましては、

今後ともご理解、ご協力並びにご支援を賜りま

すよう、お願い申し上げます。

苦境は次へのチャンスであります。目線を落

とすことなく、しっかりと前を見据え、「新し

い長崎県づくり」のため、汗をかき、精いっぱ

い、挑戦してまいりたいと考えております。

－新型コロナウイルス感染症にかかる本県の

対策－

本県における新型コロナウイルス感染症は、

感染力が非常に強いオミクロン株の流行による

第6波が、本年2月上旬をピークに、3月下旬に
かけて減少傾向で推移していたものの、人の移

動が多くなった年度末以降、再び上昇傾向に転

じ、家庭内や学校等を中心に感染が拡大するな

ど、予断を許さない状況が続いております。

そのため、去る4月20日から、県内全域の感
染段階をレベル2－Ⅰに引き上げるとともに、
警戒警報を発令し、さらなる感染拡大を招かな

いよう、県外との往来時や会食の際の感染防止

対策の徹底のほか、積極的なワクチン接種等に

ついて、お願いしたところであります。

また、今後においては、感染力がさらに高い

オミクロン株のＢＡ.2系統への置き換わりな
どにより、感染の再拡大が懸念されることから、

ゲノム解析などの検査体制の強化や医療提供体

制の整備をはじめ、感染予防・拡大防止対策に

注力しております。

現在、入院病床は必ずしも逼迫している状況

にはないものの、新規感染者数は依然として高

い水準で推移しており、自宅で療養をされてい

る方が一日当たり約3,000人という状況である
ことから、引き続き注視していく必要があると

考えております。

こうした自宅療養者に対しては、毎日の健康

観察を実施するとともに、自宅療養サポート医

として135名の医師に登録いただいており、24
時間体制で医療支援を行っているところであり

ます。

さらに、保健所においては、新型コロナウイ

ルス感染症へ対応しつつ、通常業務も実施して

いく必要があることから、新たなシステムを導

入することで業務のデジタル化を推進し、さら
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なる効率化と感染者への迅速な対応等に繋げて

まいります。

具体的には、国の感染者情報管理システムと

連携した疫学調査システムを導入し、資料等の

デジタル化による利便性の向上に努めるほか、

新規感染者等への電話連絡をＳＭＳ送信とする

ことで、迅速な情報伝達に加え、保健所の業務

負担軽減を図ることとしております。なお、高

齢者をはじめ、重症化リスクの高い方々に対し

ては、これまでどおり、電話等による個別の事

情に沿った対応を行ってまいります。

新型コロナウイルスワクチンの3回目接種に
ついては、若者の接種を促す施策を講じるとと

もに、県の大規模接種センターの設置期間を延

長するなど、接種機会の確保に努めてまいりま

した。

さらに、4回目接種についても、市町におい
て徐々に開始されているところであり、引き続

き、希望される県民の皆様へ円滑な接種ができ

るよう、市町と連携して、高齢者施設に対する

早期接種の働きかけや接種券の早期発送等に取

り組んでまいります。

このほか、後遺症にかかる診療については、

かかりつけ医や最寄りの医療機関を一次医療機

関と位置づけるとともに、より専門性の高い診

療が必要となる場合に備え、各医療圏に二次医

療の外来医療機関を設置したほか、長崎大学病

院に三次医療機関としての役割を担っていただ

くなど、その体制整備を図ったところでありま

す。

今後とも、県医師会及び長崎大学等の関係機

関や、市町との連携を図りながら、検査体制や

医療提供体制等のさらなる充実・強化、ワクチ

ン接種の推進に全力で取り組んでまいります。

こうした中、本県においては、度重なる感染

拡大を受け、様々な分野において、大きな経済

的影響が生じているものと認識しており、今後

は、ウイルスとの共生を前提にした社会経済活

動の回復・拡大のための対策の推進が重要であ

ると考えております。

また、国においても、段階的なインバウンド

受入再開が表明されたことから、ウィズコロナ

を見据えた本県の海外誘客対策についても、準

備を加速する必要があります。

そのため、令和4年度の当初予算等に計上し
た事業については、速やかな執行に努めつつ、

本議会に提案しております補正予算においては、

国内外からの観光客の誘客に向けた様々な施策

等を積極的に講じることとしております。

一方、去る4月26日、国では『コロナ禍にお
ける「原油価格・物価高騰等総合緊急対策」』

を決定され、5月31日には、これに基づく補正
予算が可決・成立いたしました。

県としては、こうした国の動きを踏まえ、必

要な独自の緊急対策を早急に検討しているとこ

ろであり、引き続き、県内の社会経済活動の回

復・拡大に向けて、しっかり取り組んでまいり

たいと考えております。

－人口減少対策の推進－

人口減少は、本県が直面している最大の課題

であり、社会減・自然減の両面から施策の充実・

強化を図っていく必要があります。

社会減に対しては、これまで、移住施策や新

規学卒者の県内就職促進、企業誘致による新た

な雇用の場の創出などに注力してきた結果、拡

大が一定抑制されているものの、依然として厳

しい状況であると考えております。

また、自然減に対しては、「長崎県長期人口

ビジョン」において、2030年に「合計特殊出生
率2.08」という目標を掲げ、これまでも結婚・
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妊娠・出産・子育て支援等に取り組んでまいり

ましたが、拡大傾向となっており、今後もさら

に厳しい状況が続くものと認識しております。

そのため、社会減対策については、社会経済

環境の変化を踏まえながら、若者や女性等が、

やりがいや魅力を感じる仕事を創出し、県内定

着や県外からの呼び込みに繋げるなど、関連施

策のさらなる推進を図ってまいります。

自然減対策については、これまで以上の危機

意識を持って、出生数の減少の抑制に向け、長

崎県で子どもを産み育てたいと思っていただけ

るような環境づくりや子育て支援施策等の充

実・強化に力を注いでまいりたいと考えており

ます。

加えて、子育て世代のＵＩターン対策を加速

させるなど社会減対策と自然減対策をより効果

的に連携させ、好循環を生み出すことで、施策

効果を高めてまいります。こうした施策展開を

図るとともに、まちや産業の変化を捉えた戦略

的な情報発信にも取り組みながら、県内外から

選ばれる長崎県の実現を目指し、総合的な人口

減少対策を推進してまいります。

このような基本的考えのもと、今回の補正予

算を編成しておりますが、主要な施策について、

「全世代の暮らしを安全・安心で豊かにする施

策」、「チャレンジし成長し続ける施策」、「選

ばれる長崎県を県民と一緒につくる施策」の3
つの柱に沿って、ご説明いたします。

一 全世代の暮らしを安全・安心で豊かにす

る施策 ―

少子化には様々な要因が複雑に絡み合ってい

るため、その一つひとつを紐解きながら、子育

て世代の皆様が安心して妊娠・出産・子育てで

きる環境づくりに努め、本県の未来を担う子ど

もたちが、いきいきと希望を持って、健やかに

成長する社会を実現したいと考えております。

また、県民の全世代・全地域の皆様が、これ

からも「ふるさと長崎県」において、安全・安

心な暮らしを続けていただくためには、医療・

福祉・介護サービスの充実のほか、日々の生活

を守るための環境整備が必要不可欠であります。

（「合計特殊出生率2」を目指す出産・子育
て支援の展開）

私が目標に掲げた「合計特殊出生率2」の達
成に向けては、未婚化・晩婚化に歯止めをかけ

るための結婚支援の強化と、県民の皆様が安心

して子育てできる環境の充実を両輪として取り

組んでいく必要があると考えております。

そのため、結婚支援については、長崎県婚活

サポートセンターに、専門的知見を有する婚活

アドバイザーを新たに配置し、会員の個別相談

に対応するほか、スタッフのスキルアップに努

めてまいります。また、相談までには至らず、

悩みを持っている会員に対し、スタッフ自らア

ドバイスを行うアウトリーチ型のサポートを実

施するなど、センター機能の強化を図り、これ

まで以上に結婚を希望する方へのきめ細かな支

援を行ってまいりたいと考えております。

子育て支援については、子育て世帯等のニー

ズに合った住まいの供給が進んでいないことか

ら、本年度はまず空き公舎を改修し、賃貸住宅

として提供する仕組みを構築することとしてお

ります。また、多子世帯等の中古住宅の取得や

改修を支援してまいります。

このほか、県内大学生向けに、就職情報と併

せて、結婚・子育てといったライフデザインに

関する情報を、移住者向けに、県内の子育て・

教育に関する情報を効果的に発信してまいりま

す。また、保育現場に精通したアドバイザーを

保育所等に派遣し、ＩＣＴ活用による業務効率
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化や多様な働き方の導入など、具体的な改善案

を示しながら、職場環境の見直しに取り組むこ

とで、保育士の離職防止に努めてまいります。

さらに、男女がともに働きやすい環境を目指

した各種施策に取り組むほか、子育てなどで通

勤を伴う就労が困難な方の新しい働き方として

自営型テレワークの普及を支援してまいります。

（県民に寄り添った医療・福祉・介護サービ

スの充実）

県民の皆様に、安全・安心して豊かな暮らし

を営んでいただくためには、本県のいずれの地

域においても、適切な医療・福祉・介護のサー

ビスを受けられる体制の整備・充実を図る必要

があると考えております。

そのため、県内離島の基幹病院において、ロ

ーカル5Ｇネットワークを構築し、専門医の遠
隔サポートを活用した高度専門医療の体制整備

を支援してまいります。また、離島やへき地に

おける受診機会の提供や、通院・待ち時間の短

縮、在宅医療の質の向上を図るため、医療

ＩＣＴによるオンライン診療など遠隔医療の効

果的な活用に向けた実証を行ってまいります。

このほか、骨髄移植等の造血幹細胞移植によ

り移植前に獲得した免疫が低下または消失する

ことを受け、免疫再獲得のためのワクチン再接

種に要する経費については、市町とともに新た

な支援措置を講じることとしております。

さらに、医療的ケア児とその家族からの各種

相談に対応する「医療的ケア児支援センター（仮

称）」を設置し、各地域の支援者や関係機関と

連携を図りながら総合的に支援してまいります。

また、軽費老人ホームの介護職員については、

看護、介護、障害福祉などの職員と同様に、新

たに処遇改善に必要な支援を行うこととしてお

ります。

本県の健康づくりについては、新たに「はじ

める！長崎健康革命」をキャッチフレーズとし

て掲げ、運動・食事・禁煙・健診の4つを柱に、
ポイント獲得によるインセンティブを付与した

「健康づくりアプリ」を新たに導入し、若い世

代でも気軽に楽しく健康づくりを続けられるよ

う工夫するなど、様々な施策を展開してまいり

ます。

（たくましく生き抜く力を育む教育の推進）

本県の次代を担う子どもたちが、予測困難な

社会を生き抜くためには、それに必要な資質や

能力を身につける教育の実践に努める必要があ

ると考えております。

小中学校においては、全国学力・学習状況調

査の結果から、「家庭学習時間の確保」等が課

題となっているため、ＡＩドリルなどのＩＣＴ

等を活用した学習環境改善の取組について、離

島と本土のモデル校で実践いたします。そして、

その内容を検証し、新しい時代の「学びの習慣

化メソッド」として取りまとめ、県内全ての小

中学校において活用を図ることにより、学力向

上に繋げてまいります。

高等学校においては、従来の学力向上施策に

加え、オンライン等で、ネイティブスピーカー

とマンツーマンの会話を実践するなど、英語に

よるコミュニケーション能力の土台構築を図っ

てまいります。また、本県の産業人材を育成す

るため、専門高校において、それぞれの特色を

活かした共同学習や、先端分野の企業への教員

派遣及び派遣企業からのオンライン授業を実施

するなど、ＡＩ・ＩｏＴ等に関する最先端の学

びを実現してまいりたいと考えております。

さらに、各市町における幅広い地域住民や団

体等が参画する「地域学校協働本部」の整備を

支援し、学校と地域が連携した地域活動等を通
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して、教育力向上を図るとともに、地域の活性

化にも繋げてまいります。

このほか、スクールカウンセラーやスクール

ソーシャルワーカーの資質向上を図り、いじめ

や不登校をはじめとする児童生徒や保護者が抱

える問題等について、適切に対応することとし

ております。

（防災・減災と国土強靭化への対策）

近年、地震や台風、豪雨といった自然災害等

が頻発しており、こうした災害から県民の皆様

の生命・財産をしっかりとお守りするため、積

極的に防災・減災対策を講じることが重要であ

ると考えております。

そのため、国の「防災・減災、国土強靭化の

ための5か年加速化対策」に対応する公共事業
費を確保するとともに、これと連動して、有利

な地方債を活用し、砂防、地すべり、急傾斜な

ど県単独事業による自然災害防止対策を講じる

ほか、河川やダムなどにおける浚渫工事等によ

り、防災・減災対策を集中的に実施してまいり

ます。

二 チャレンジし成長し続ける施策

新型コロナウイルス感染症の感染拡大をはじ

め、様々な事象が予測不可能なこの変革期にあ

る現代社会において、勇気を持ってチャレンジ

することにより、時代を切り開いていくことが

重要であると考えております。

県としては、長崎県で育った若者たちが、「こ

こ長崎だからこそチャレンジできる、思い切っ

たことがやれる」環境づくりを目指し、最先端

のテクノロジーを用いた新しい取組を後押しし

てまいります。

そうした先進的取組によって、県外から人や

企業を呼び込み、活気に満ちた長崎県が生まれ

る好循環を目指してまいります。

（スタートアップ企業の集積促進）

スタートアップ企業が集積し、成長していく

ためには、投資家からの資金調達の円滑化を図

るほか、長崎県において「チャレンジしやすい

環境」を整備することが重要だと考えておりま

す。

具体的には、投資家とスタートアップ企業と

のマッチングイベントを開催し、スタートアッ

プを目指す参加者に対して、専門家が事前指導

を行うことで事業のブラッシュアップ等を促し、

投資家からの資金獲得まで繋げてまいります。

また、ビジネス化にはまだ至らないものの、ア

イデアがすばらしい事業案については、投資家

からのアドバイスに沿った取組を県が支援する

ことで、スタートアップ企業の集積促進を図っ

てまいります。

また、交流拠点「ＣＯ－ＤＥＪＩＭＡ」を中

心として、幅広い人材の交流を促し、新たなビ

ジネスの創出を図るなど、スタートアップ企業

の集積に向け、アイデアや技術を高め合う場の

提供について、引き続き取り組んでまいります。

（県民の所得向上を目指した「強い産業」の

育成）

長引く新型コロナウイルス感染症の影響や世

界的な脱炭素化の動きの加速、ＡＩ・ＩｏＴの

進化によるイノベーションの活発化など、産業

界は大きな変革期にあると認識しております。

こうした時代において、造船業を中心に培われ

てきた高い技術力や優秀な人材など、本県の強

みを活かした力強い産業を育成していくことが

極めて重要であると考えております。

そのため、半導体、航空機、ロボット、造船・

プラント、医療の5分野について、企業間連携
による事業拡大や、関連技術の研究開発などの

取組を支援するほか、海洋エネルギー関連産業
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について、受注獲得や県内企業の新規参入にか

かる設備投資等を支援し、本県の基幹産業化に

向けて、しっかり後押ししてまいります。

こうした中、航空機関連産業においては、去

る4月22日、長崎市で航空機エンジン部品を製
造する三菱重工航空エンジン株式会社が、長崎

工場の隣接地に新たに工場を増設することを発

表されました。

航空機エンジンは、一つのタイプのエンジン

が長期間にわたり製造されることから、県内に

おける高度な技術や人材の集積が進むと見込ま

れ、今後さらに魅力ある雇用機会が創出される

ものと期待しております。

また、半導体関連産業においては、5月27日、
ソニーグループから、諫早市のソニーセミコン

ダクタマニュファクチャアリング株式会社長崎

テクノロジーセンターの工場について、令和3
年5月の増設発表に続き、今回さらなる増設の
発表がなされました。同工場は、スマートフォ

ンのカメラに使用される半導体画像センサーで

世界のトップシェアを誇る最新鋭の工場であり、

今回の増設により、数百人規模の新たな雇用に

繋がるものと考えております。

県としては、こうした規模拡大の動きを半導

体関連産業の集積に結びつけるため、引き続き、

人材確保や立地環境の整備に係る支援等に努め

てまいります。

加えて、サービス産業におけるＤＸを活用し

た新サービスの創出や生産性向上を図る企業を

伴走支援するほか、さらなる企業誘致について

も、市町と一体となって力を注いでまいります。

（基幹産業である農林水産業の活性化）

農林水産業については、環境の変化に対応し

つつ、持続可能な生産体制の構築と生産者の所

得の向上を目指すため、スマート農林水産業の

推進や新規就業者の確保・育成が求められてお

ります。

農林業については、国の「みどりの食料シス

テム戦略」に基づき、有機栽培など農業のグリ

ーン化を図るためのビジョン等を策定するとと

もに、環境負荷低減につながる栽培技術の開発

や、九州・長崎ＩＲへの地元農畜産物の供給及

び輸出拡大に向けた生産販売対策に取り組むこ

とで、本県農業の活性化を図ってまいります。

また、園芸や畜産の農家を主体にスマート機器

を活用し、生産に必要なデータの収集・分析を

行い、実証された効果を県下全域へ普及するこ

とで、スマート農業の推進を図ってまいります。

このほか、新規就農者の初期投資の負担軽減

や就農後の定着支援に加え、輸出対策に取り組

むなど、農林業の成長に向けた支援を切れ目な

く実施してまいります。

水産業については、関係団体や中小企業診断

士等と連携して、個々の漁業者の経営強化に向

けた計画づくりや取組の支援を継続して行って

いるところであります。

また、好漁場が広がる沖合養殖への進出支援

や、ＡＩ・ＩｏＴ機器の導入によるコスト削減・

高品質化を図るスマート水産業を推進し、養殖

経営の安定化を支援してまいります。

このほか、マーケットインの発想に基づき、

各地域の小規模な経営体を「産地」として集約

し、連携・協力して養殖産地として取り組む体

制を整備してまいります。

（デジタル化やＤＸの推進）

デジタル化やデジタル技術を活用して社会環

境等の変革を図るＤＸの推進は、様々な分野に

おける産業の振興や、庁内業務の効率化に伴う

県民サービスの向上に向け、喫緊に取り組むべ

き課題であると認識しております。



令和４年長崎県議会・６月定例会（６月６日）

- 12 -

現在、副知事をＣＩＯとしてＤＸに向けた取

組を進めておりますが、今後さらに展開を加速

させるため、デジタル社会の最前線で活躍する

民間人材を「デジタル戦略補佐監」として登用

し、最新のデジタル関連情報を共有しながら、

推進力を強化させてまいります。また、各部局

の個別事業・技術について、専門的知見から、

提案や職員の技術取得支援等を担う「デジタル

コーディネーター」を配置し、デジタル関連施

策の事業精度向上を図ってまいります。

さらに、県庁内業務の効率化・コスト削減を

図るスマート県庁を推進するため、ＩＣＴに高

い専門性を持つ民間人材を配置し、内部事務の

電子化をはじめ、県民サービスの向上に繋がる

行政手続のオンライン化にも取り組むこととし

ております。

県立図書館については、電子図書館システム

を導入し、オンライン化することで、図書館サ

ービスの利便性の向上に努めてまいります。ま

た、郷土資料のデジタル化及びアーカイブの構

築により、貴重資料を保存し、ふるさと長崎の

魅力を伝えてまいりたいと考えております。

さらに、建築基準法の指定道路や指定区域等

の地図情報をデジタル化・オンライン化するこ

とで県民サービスの向上を図ってまいります。

また、県内中小企業に対しては、ＤＸ推進に

よる生産性向上や付加価値創出を図るため、

ＤＸに関する相談窓口の対応や、意欲のある企

業に対して、コンサルタントや金融機関等、専

門家による伴走支援を行うなど、引き続きＤＸ

の推進に向けて、しっかりと後押ししてまいり

たいと考えております。

三 選ばれる長崎県を県民と一緒につくる施

策

これまで説明しました2つの柱に沿った施策

の着実な推進に加え、県民の皆様と膝を突き合

せた対話を積極的に行い、県政運営に反映させ

るほか、行動力を活かし、私自身が先頭に立っ

て、本県の魅力を積極的にＰＲしてまいります。

また、観光・文化・スポーツの振興や、在留

外国人との共生、関係人口や交流の拡大により

地域活性化を促進し、幅広く県民の皆様と一体

となって「にぎわい」を創出してまいります。

そうすることで、国内外の方々から多くの注目

を集め、様々な場面で本県を選んでいただける

ような「新しい長崎県」を目指してまいりたい

と考えております。

（車座集会による県民との対話）

今後の県政運営や施策展開に当たっては、県

民の皆様との対話を積極的に実施することが重

要であると考えております。

そのため、去る4月26日、将来を担う若者と
の意見交換の場である「ＮＥＸＴ長崎ミーティ

ング」を県民車座集会（仮称）としても位置づ

け、実施いたしました。

当日は、若者の皆様の「長崎を良くしていき

たい」という思いを直接お聞きするとともに、

効果的な情報発信の方法などについて意見を交

わしたところであります。

また、5月28日には、名称を「こんな長崎ど
がんです会」として、子育てをテーマに実施し、

子育て中の方や、子どもに関わる方々と、「地

域で安心して子どもを産み育てるためには何が

大切か」など、現場の声を直接お聞きいたしま

した。

今後も様々な手法を取り入れながら、この会

を積極的に実施し、県政運営や諸課題の解決に

繋げてまいります。

（知事のトップセールスやリーダーシップの

発揮）
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本県が有する地場産業や県産品、観光資源は、

地域間競争に負けることがない、すばらしいも

のに溢れていると考えております。

そこで私自身が先頭に立ち、本県のＰＲ隊長

として、その魅力を県外・海外に売り込んでま

いります。

まず、県産品の販路拡大を図るため、一般消

費者向けに、台湾及び香港の百貨店等や、中国

の飲食店で長崎フェアを開催いたします。水産

物については、中国の現地パートナーとの連携

やトップセールスにより、さらなる輸出拡大に

繋げていきたいと考えております。また、農産

物については、シンガポールやマレーシア等へ

の輸出拡大に向けたルート開拓や、新規ターゲ

ット国への輸出可能性調査等を実施してまいり

ます。

さらに、今年は、福建省友好県省締結40周年
の節目の年であり、記念事業の開催に併せて、

現地法人と県産品商談会を執り行うこととして

おります。私も出席して、一つでも多くの商談

が成立するよう、しっかり売り込んでまいりま

す。

そのほか、関西をはじめ、国内主要エリアで

開催を予定している本県の誘客促進等のＰＲイ

ベントにも積極的に参加し、トップセールスを

行ってまいりたいと考えております。

（しまと本土の資源を活かした地域活性化）

離島を含む各地域の活性化のためには、現状

の分析と課題解決を図りながら、県と市町が連

携のうえ、住民主体の地域づくりを進めていく

ことが肝要であります。

そのため、地域づくり活動に取り組んでいる

方々の連携を拡大しながら地域の魅力を発信し、

地域課題の解決に向けた自発的な動きを創出す

るなど、集落の維持・活性化に繋げる体制づく

りを展開してまいります。

このほか、関係人口を創出するため、長崎に

興味・関心のある県外の方と地域住民が交流で

きるオンラインコミュニティを新たに構築し、

将来的な移住に繋げてまいります。また、リモ

ートワークやワーケーションを促進するため、

都市部企業の人事担当者等にワーク環境や滞在

プログラムを直接体験していただくマッチング

ツアーを開催し、多くの人材・企業を県内に呼

び込むことで地域の活性化を促進してまいりま

す。

また、離島住民の移動手段及び、交流人口の

拡大に必要不可欠な離島航路・航空路の維持・

確保についても、引き続き必要な支援を行って

まいります。

なお、令和4年度末で期限を迎える離島振興
法の改正・延長については、現在、法案の意見

調整等が進められていると伺っております。県

としては、新たな離島振興法の早期成立が図ら

れるよう、国等に対して働きかけを行っていく

とともに、法案成立後は、新たな離島振興法の

趣旨を踏まえた、実効性のある離島振興計画を

速やかに策定し、関係市町と連携しながら、離

島地域のさらなる振興に努めてまいります。

（若者の県内定着促進とＵＩターン施策の強

化）

今春卒業の高校生の県内就職率については、

学校や企業と連携し県内就職の促進に取り組ん

できた結果、速報値において、過去最高を更新

し、前年比2.1ポイント増の72.0％となるなど、
一定の成果があらわれてきております。

一方、大学生の県内就職率は、オンライン企

業説明会の充実などに努めてきた結果、前年度

と同率の40.8％を維持したものの、依然として
厳しい状況が続いているものと認識しておりま



令和４年長崎県議会・６月定例会（６月６日）

- 14 -

す。

そのため、これまでの取組に加えて、企業説

明会等のオンデマンドによる動画配信や、学生

目線に立った企業と学生との交流の場の創出な

ど、より実効性の高い施策を展開してまいりま

す。

ＵＩターンについては、本県の魅力やまちづ

くりの進展等を一元的・効果的に情報発信し、

若者や女性をはじめ多くの方々の定着や呼び込

みに繋げてまいります。また、秋頃に集中して

Ｕターン促進キャンペーンを実施するほか、国

の政策パッケージ等を活用した移住支援や創業

支援を継続的に実施してまいります。

（だれもが活躍できるダイバーシティ社会の

実現）

「新しい長崎県づくり」の基軸となるものは、

県民の皆様の誰もが、生きがいを感じ、その多

様性が尊重される社会の実現であると考えてお

ります。

また、近年、全国的に外国人技能実習生の受

入体制整備が進む中、これまで「国際県長崎」

として培ってきた海外との交流の歴史等を活か

し、多文化共生社会の実現を目指していく必要

があります。

そのため、地域住民が学習支援者として参画

する日本語教室の取組を推進してまいります。

技能実習生などの在留外国人が日本語を学習し

ながら、地域住民と交流し、お互いの文化的背

景や考え方等への理解を深める機会を創出する

ことで、外国人から選ばれる長崎県を目指して

まいります。

そのほか、農業や建設業などもっと女性が多

分野で活躍できる環境を整備するための各種施

策に取り組んでまいります。

（長崎県の魅力発信による観光客の誘致促

進・県産品の消費拡大）

ウィズコロナを見据え、観光関連産業を含む

本県経済の早期回復に向けて、本県の特色ある

文化・歴史・観光資源等を活かした誘客対策を

積極的かつ戦略的に展開するなど、交流人口の

拡大に注力していく必要があると考えておりま

す。

国内観光については、近年、観光地を選定す

る情報収集ツールとして、インターネット記事

やＳＮＳ・ブログ記事が主流となっております。

そのため、Ｗebマガジンを活用するなど、ター

ゲット層に応じた戦略的なプロモーションに努

めてまいります。

インバウンドについては、旅の価値観の変化

や個人旅行化の進展を見据え、情報発信の強化

と観光コンテンツの磨き上げを行い、誘客の多

角化に向けた取組を推進してまいります。県と

しては、今後の水際対策緩和の動向を見極めつ

つ、需要回復に向けた積極的な誘客対策を他に

先んじて取り組んでまいります。

県産食材に関しては、県内料理人と連携した

「食」の魅力づくりや都市圏の高級ホテル・料

飲店でのフェア等を実施するとともに、本取組

をコンテンツとして、デジタルマーケティング

を取り入れた効果的な情報発信等を実施してま

いります。

さらに、令和5年度には、潜伏キリシタン関
連遺産の世界遺産登録5周年を控えております。
構成資産等を有する地元関係者が、世界遺産全

体として連携できる取組について、県、市町、

関係者一体となって企画検討し、にぎわいの創

出と構成資産の維持保存に努めてまいります。

（スポーツを通じたにぎわいづくり）

本県に「にぎわい」を創出するための一環と

して、スポーツの振興は、交流人口の拡大や地
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域活性化に繋がる重要な要素であると考えてお

ります。

現在、株式会社ジャパネットホールディング

スを事業主とした、長崎スタジアムシティプロ

ジェクトが進められております。

本プロジェクトは、スタジアムを中心とした

多機能複合施設の整備により、多くの県民市民

が楽しみ賑わう良好な市街地環境が形成される

ことから、県としても、しっかり支援してまい

ります。完成の暁には、新たな雇用の創出や多

様な交流人口の拡大などにより、長崎市はもと

より、県下全域の活性化につながるものと期待

しております。

また、離島を含む県内複数地域でＶ・ファー

レン長崎公式戦のパブリックビューイングを実

施するほか、来場されたアウェイサポーターを

対象に、借上げバスでの県内周遊ツアーを実施

し、本県の食や観光資源を堪能いただくことで、

リピーターとしての来訪に繋げてまいります。

加えて、本県にとって誘致可能性の高い国際

大会競技について、中央団体への誘致活動や県

内競技団体との意見交換などを行いながら、誘

致に向けた取組に力を注いでまいります。

（地域文化への積極的な支援と国民文化祭へ

の意識醸成）

新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、

県内の多くの文化団体が活動自粛を余儀なくさ

れ、地域の文化芸術振興に大きな影響が生じて

いるほか、高齢化等による地域文化団体の活力

低下が懸念されるところであります。こうした

課題を解決するためには、官民の連携を強化し、

本県の文化施策の持続可能な推進体制を整備す

る必要があると考えております。

そのため、地域で守るべき特徴的な伝統文化

の継承や、音楽、アートなどの芸術文化に取り

組む団体等に対して、市町と一体となって支援

するほか、若者の地域文化芸術活動への参画な

どについてもしっかり取り組んでまいります。

また、令和7年度の「国民文化祭及び全国障
害者芸術・文化際」については、今後、県の実

行委員会を設立し、実施計画の策定など開催に

向けた準備を進めることとしております。

県としては、文化芸術の振興を通して観光振

興やまちづくり、国際交流の発展にも繋がるよ

うな本県ならではの国民文化祭及び全国障害者

芸術・文化祭の実現を市町や関係団体の皆様と

ともに目指してまいります。

（脱炭素社会の実現）

本県の脱炭素社会づくりについては、「第2
次長崎県地球温暖化（気候変動）対策実行計画」

に基づき、2030年度までに温室効果ガス排出量
を、2013年度比で45.2％削減する目標を掲げ、
多様な主体と連携しながら、各種取組を実施し

ているところであります。

そのうち、本議会に提案しております補正予

算においては、県有施設への太陽光発電設備の

導入検討を進めるほか、自動車販売店と連携し

た電気自動車等の導入促進キャンペーンや、企

業向けの省エネセミナーを開催することとして

おります。

今後、重点施策を検証し、事業をブラッシュ

アップするほか、国の補助事業等も有効に活用

しながら、目標達成に向け、様々な施策を展開

してまいります。

それでは次に、これまでの3つの柱に沿った
事業以外の主な施策や懸案事項などについて、

ご報告を申し上げます。

（特定複合観光施設（ＩＲ）区域整備の推進）

去る4月19日及び20日の臨時県議会において
議決いただいた本県ＩＲの区域整備計画につい
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ては、4月27日付で認定申請を行い、国から正
式に受理されました。

また、去る5月31日の九州地方知事会議及び
6月1日の九州地域戦略会議において、本県から、
区域整備計画の認定申請について報告を行い、

区域認定の獲得に向け、引き続き「オール九州」

で推進していくことが確認されました。

この間、本県ＩＲの推進について多大なるご

支援・ご協力を賜りました県議会並びに関係者

の皆様に対し、心から感謝申し上げます。

今後は、本県と大阪府の区域整備計画につい

て、国が設置した審査委員会における審査が予

定されており、設置運営事業予定者と連携しな

がら、適切に対応してまいりたいと考えており

ます。

引き続き、本県のみならず、九州の観光並び

に地域経済の活性化に寄与し、我が国の発展に

も貢献する九州・長崎ＩＲの実現を目指して、

全力で取り組んでまいります。

（九州新幹線西九州ルートの整備促進）

西九州新幹線（長崎～武雄温泉間）について

は、本年9月23日の開業まで、いよいよ残り100
日余りとなりました。

去る5月10日には、新幹線車両の走行試験が
開始され、沿線市では、新設された新幹線駅に

初めて入線した新幹線車両を多くの地元の方々

がお迎えされております。走行試験は、今月16
日まで実施される予定であり、県民の皆様の期

待や機運がますます高まるものと考えておりま

す。

また、県では、今月18日、開業100日前の節
目を捉え、長崎市において、長崎のまちの変化

や開業に向けた県内の取組等を県民の皆様に幅

広く周知するイベントを開催することとしてお

ります。

本県を訪れていただく多くの方々が満足して

いただけるよう、開業までの残された期間、万

全の準備を整えてまいります。

一方、新鳥栖～武雄温泉間の整備のあり方に

ついては、現在、国土交通省と佐賀県の幅広い

協議が行われております。

去る3月に、私が佐賀県の山口知事を訪問し
た際には、九州新幹線西九州ルートの整備に関

し、西九州地域全体で利益を享受できるようコ

ミュニケーションを取りながら模索したいこと

などについて意見交換を行ってまいりました。

また、5月31日からの九州地方知事会議及び九
州地域戦略会議の際には、西九州地域の発展に

向けて、今後も連携しながら取り組んでいきた

いというお話をしてまいりました。

ＪＲ九州については、去る4月に古宮新社長
と面談を行い、新幹線開業に向けて、連携して

いくことを確認させていただいたところであり

ます。

県としては、こうした機会を捉えながら、引

き続き様々な議論を積み重ねるなど、フル規格

による整備の実現を目指してまいりたいと考え

ております。

（県庁舎の跡地活用）

県庁舎の跡地活用については、基本構想素案

に対する県議会でのご議論や、パブリックコメ

ント等における県民の皆様からのご意見などを

踏まえながら、内容の精査を行い、今般、「県

庁舎跡地整備基本構想案」を取りまとめたとこ

ろであります。

基本構想では、この地の歴史や果たしてきた

役割を受け継ぎ、新たな賑わいと交流の場の創

出を目指すこととしております。

そのため、現存する石垣等を活かしつつ、県

民市民の憩いの場やイベント等による賑わいの
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場として利用できる広場機能のほか、歴史・世

界遺産など本県の魅力を体感していただく情報

発信機能を整備してまいります。

また、若者や女性、ＮＰＯ等の多様な交流を

推進する交流支援機能を整備し、社会課題の解

決や地域活性化などに資する持続的な活動を支

援するほか、産学官等の連携によるオープンイ

ノベーションを推進する機能を整備し、新たな

ビジネスやサービスの創出を支援してまいりた

いと考えております。

県としては、基本構想に基づき、まずは、広

場等の整備を先行して進めることにより、速や

かに賑わいの場を創出しながら、利用状況など

を検証し、時代の変化にも柔軟に対応できるよ

う可変性を確保しつつ、各施設等の設計・整備

を検討してまいります。

さらに、跡地の効果的な機能整備や運営の仕

組みづくりについて、検討を深めることとして

おり、周辺地域はもとより本県全域に活力をも

たらすような利活用に向け、しっかりと取り組

んでまいります。

（石木ダムの推進）

石木ダムについては、去る4月20日に、再度、
現地を訪問いたしました。

3月10日、川原地区にお住まいの皆様にご挨
拶した際、「川原を歩いて見てほしい」とのお

話をいただいており、今回は、川原地区の皆様

のお話をお聞きしながら、現地を歩いて見て回

りましたが、その中で、改めて自然の豊かさを

実感したところであります。

私としては、川原地区にお住いの皆様と直接

お会いして、まずは、しっかりお話をお聞きす

ることが大切であると考えており、引き続き、

皆様にお会いする機会をいただきながら、ダム

の必要性について、ご理解をいただけるよう、

佐世保市及び川棚町と一体となって、令和7年
度のダム完成に向けて努力を重ねてまいります。

（幹線道路の整備）

県では、産業の振興や交流人口の拡大による

地域の活性化と併せて、強靭な県土づくりに向

けて、西九州自動車道など高規格道路の整備を

重点的に進めております。

こうした中、島原道路の諫早市長野町から栗

面町間の2.7キロメートルについては、去る5月
21日に無事開通したところであり、島原半島地
域へのアクセス向上や諫早市内の渋滞緩和に大

きく寄与するものと期待しております。

また、西彼杵道路の時津工区3.4キロメートル
について、今年度中の完成を目指し順調に進捗

しているほか、長崎南環状線の新戸町から江川

町工区においては、今年度から全長約2キロメ
ートルのトンネル工事に着手する予定としてお

ります。

引き続き、産業の振興や地域の活性化に寄与

する高規格道路をはじめ、道路ネットワークの

整備を推進してまいります。

（長崎ヴェルカのＢ2リーグ昇格）
男子プロバスケットボールチーム長崎ヴェル

カは、Ｂ3リーグで通算成績45勝3敗、勝率9割
を超える見事な成績により優勝を飾り、Ｂ2リ
ーグへの昇格が決定いたしました。

今シーズンからＢ3リーグに参入し、初年度
でのＢ2リーグ昇格決定を、県民の皆様ととも
に心からお祝い申し上げますとともに、監督や

選手、関係者の方々のたゆまぬご努力と、経済

界、関係団体をはじめ県民の皆様のご支援に対

して、深く敬意を表し、感謝申し上げる次第で

あります。

来シーズンから、Ｂ2リーグの舞台に臨むこ
ととなりますが、地域に根差した長崎ヴェルカ
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の存在は、県民に夢や感動を与え、地域の活性

化にも大きく寄与するものであり、念願のＢ1
リーグ昇格に向けて、さらなる活躍を期待して

おります。

県としても、引き続き、市町や関係者の皆様

と一体となって、長崎ヴェルカを応援する環境

づくりに努めてまいりたいと考えております。

次に、議案関係について、ご説明申し上げま

す。

まず、補正予算でありますが、本年度の当初

予算は、政策的経費を除いた骨格予算としてお

りましたので、今回の補正予算において具体的

な肉付けを行い、編成いたしております。

現在、県の施策は、長崎県総合計画等に基づ

き取り組んでいるところでありますが、肉付け

予算の編成に当たり、着実に成果があらわれて

いる事業については、継続的に実施していくこ

ととしております。

その中で、新しい視点や私の思いを施策に盛

り込むため、関係部局と闊達な議論を積み重ね、

各種施策を可能な限り検討いたしました。その

結果、現時点で実施可能な各分野のデジタル化

やＤＸの推進、スタートアップ支援等の新たな

取組、県民にしっかり寄り添う施策など、「新

しい長崎県」を皆様とつくるための第一歩とな

る予算を編成できたと考えております。

一般会計626億8,322万2,000円の増額、特別
会計16億5,609万5,000円の増額補正をしてお
ります。

この結果、現計予算と合算した本年度の一般

会計の歳入歳出予算額は、7,510億961万2,000
円となり、前年度の当初予算に比べ、23億7,840
万円の増となっております。

次に、予算以外の議案のうち主なものについ

て、ご説明いたします。

第74号議案「長崎県県営空港条例の一部を改
正する条例」は、対馬空港の運用時間の変更に

伴い、所要の改正をしようとするものでありま

す。

第78号議案「契約の締結について」は、一般
県道渡良浦初瀬線道路改良工事（（仮称）坪触

トンネル）の請負契約を締結しようとするもの

であります。

第81号議案は、長崎県教育委員会の委員の任
命について議会の同意を得ようとするものであ

ります。

委員といたしまして、嶋崎真英君を任命しよ

うとするものであります。

第82号議案は、長崎県人事委員会の委員の選
任について議会の同意を得ようとするものであ

ります。

委員といたしまして、● 良子君を選任しよ

うとするものであります。

第83号議案は、長崎県収用委員会の委員の任
命について議会の同意を得ようとするものであ

ります。

委員といたしまして、楠本 愛君、山口雄二

君を任命しようとするものであります。

いずれも適任と存じますので、ご決定を賜り

ますよう、よろしくお願いいたします。

なお、教育委員会委員を退任されます、小松

雄介君、人事委員会委員を退任されます、本田

哲士君、収用委員会委員会を退任されます、江

口道信君には、在任中、多大のご尽力をいただ

きました。この機会に厚くお礼申し上げます。

その他の案件については、説明を省略させて

いただきますので、ご了承を賜りたいと存じま

す。

以上をもちまして、本日提出いたしました議

案の説明を終わります。
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何とぞ、慎重にご審議のうえ、適正なるご決

定を賜りますようお願い申し上げます。

〇議長（坂本智徳君） 本日の会議は、これにて

終了いたします。

明日から6月9日までは、議案調査等のため本
会議は休会、6月10日は、定刻より本会議を開
きます。

本日は、これをもって散会いたします。

― 午前１１時１４分 散会 ―
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３５番 小 林 克 敏 君

３６番 山 口 初 實 君

３７番 山 田 朋 子 君

３８番 西 川 克 己 君

３９番 浅 田 ますみ 君

４０番 外 間 雅 広 君

４１番 徳 永 達 也 君

４２番 中 島 ● 義 君

４３番 瀬 川 光 之 君

４４番 坂 本 智 徳 君

４５番 田 中 愛 国 君

４６番 八 江 利 春 君

説明のため出席した者
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危 機 管 理 監 多 田 浩 之 君

企 画 部 長 浦   真 樹 君

総 務 部 長 大 田   圭 君

地域 振興部 長 早稲田 智 仁 君

文化観光国際部長 前 川 謙 介 君

県民生活環境部長 貞 方   学 君

福祉 保健部 長 寺 原 朋 裕 君

こども政策局長 田 中 紀久美 君

産業 労働部 長 松 尾 誠 司 君

水 産 部 長 川 口 和 宏 君

農 林 部 長 綾 香 直 芳 君

土 木 部 長 奥 田 秀 樹 君

会 計 管 理 者 吉 野 ゆき子 君

交 通 局 長 太 田 彰 幸 君

地域振興部政策監 渡 辺 大 祐 君

産業労働部政策監 村 田   誠 君
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教育委員会教育長 中 﨑 謙 司 君

選挙管理委員会委員長 葺 本 昭 晴 君

代表 監査委 員 下 田 芳 之 君

人事委員会委員 中牟田 真 一 君

公安委員会委員長 山 中 勝 義 君

警 察 本 部 長 中 村   亮 君

監査 事務局 長 上 田 彰 二 君

人事委員会事務局長
(労働委員会事務局長併任)

大 﨑 義 郎 君

教 育 次 長 狩 野 博 臣 君

財 政 課 長 小 林   純 君

秘 書 課 長 大瀬良   潤 君

選挙管理委員会書記長 大 塚 英 樹 君

警察本部総務課長 車   康 之 君

議会事務局職員出席者

局 長 黒 﨑   勇 君

次長兼総務課長 藤 田 昌 三 君

議 事 課 長 川 原 孝 行 君

政務 調査課 長 濵 口   孝 君

議事課課長補佐 永 尾 弘 之 君

議 事 課 係 長 山 脇   卓 君

議事課会計年度任用職員 天 雨 千代子 君

― 午前１０時 ０分 開議 ―

〇議長（坂本智徳君） 皆様、おはようございま

す。

ただいまから、本日の会議を開きます。

これより、一般質問を行います。

徳永議員―41番。
〇４１番（徳永達也君）（拍手）〔登壇〕 おは

ようございます。

自由民主党、雲仙市選出の徳永達也でござい

ます。

質問に入ります前に、新型コロナウイルス感

染症によりお亡くなりになられた方々に謹んで

お悔やみを申し上げますとともに、罹患された

方々及びそのご家族、関係者の皆様、感染拡大

により日常生活に影響を受けられている全ての

皆様に、衷心よりお見舞いを申し上げます。

また、去る4月23日に北海道の知床半島沖合
で遊覧船が沈没し、多くの貴い人命が失われま

した。お亡くなりになられた方々に深く哀悼の

意を表します。

それでは、県政の重要課題につきまして、通

告に従い、質問いたしますので、知事をはじめ、

関係者皆様方の適切なご答弁をお願いいたしま

す。

1、知事の政治姿勢について。
（1）令和4年度6月補正予算案について。
大石知事におかれましては、本年3月2日の知
事就任後、今回の予算が初めての政策予算であ

り、これからの県政運営をどのように進めよう

とされているのか、県民は大いに注目をし、ま

た、新しい知事に期待しているところでありま

す。

知事は、開会の冒頭、「新しい長崎県づくり

の実現を県民の皆様と一緒に目指してまいりた

い」と所信を述べられました。さらに、「全て

の県民の皆様が幸福で豊かで、そして、笑顔で

安心・継続して暮らしていただける長崎県の実

現を目指し、今できることの一つひとつに丁寧、

かつ真摯に向き合いながら全力を傾注する覚悟

であり、しっかりと前を見据え、新しい長崎県

づくりのため、汗をかき、精いっぱい挑戦して

まいりたい」と強い決意を示されました。

そして、「全世代の暮らしを安全・安心で豊

かにする施策」、「チャレンジし成長し続ける

施策」、「選ばれる長崎県を県民と一緒につく

る施策」の3つの柱に沿って、今回の補正予算
を編成した」とのことであります。
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そこで、今回の補正予算には知事のどういっ

た思いが込められているのか、改めてお尋ねを

いたします。

また、子育て支援をはじめ、知事が公約に掲

げられた政策の今後の事業展開について、どの

ようなビジョンをお持ちなのか、お尋ねをいた

します。

（2）新型コロナウイルス感染症対策につい
て。

ワクチン接種の促進について。

新型コロナウイルス感染症につきましては、

連日多くの感染者が報告をされていますが、最

近の傾向を見ると、特に、若い方の感染が多く

を占めている状況であります。

新型コロナウイルスがオミクロン株に置き換

わったことで、若い方は感染しても重症化しな

いと言われており、無症状の方も多いと思われ

ますが、そのために本人も感染したことに気づ

いていない、いわゆる潜在的感染者が職場や家

庭に入り、新たなクラスター発生につながると

いったことも、若い方の感染が増加する一つの

要因となっているのではないかと思います。

新型コロナウイルスの感染症対策の大きな柱

であるワクチン接種については、本県でも、昨

年12月から3回目の接種が各市町において進め
られており、6月5日時点では本県の全人口に対
する接種率は63.1％、全国平均よりも進んでい
ると認識しているところでありますが、若年層

に目を向けると、まだ多くの方が接種されてい

ない状況であります。

若い方の中には、副反応への不安から接種を

ちゅうちょしておられる方も多いのではないか

と思いますが、最近の感染状況を見ますと、若

年層へのワクチン接種が急務であると思います。

また、一方で3回目の接種と並行して、5月末

から、60歳以上の方や18歳以上60歳未満で基礎
疾患の方などを対象に4回目の接種も開始され
たところです。感染した場合に重症化するリス

クの高い方々が対象となりますので、こちらも

積極的に接種を促進していく必要があります。

そこで、新型コロナウイルスワクチンの接種

に関し、3回目接種における若年層への接種と4
回目接種の促進に向けて、県としてどのように

取り組んでいくのか、お尋ねします。

新型コロナウイルス感染症の影響を受けてい

る宿泊事業者への支援について。

本県の宿泊業や飲食業などを中心とした観光

産業は、地域経済の核と言える産業であり、地

域の雇用を支えているだけでなく、地場の食材

や特産品の提供など、域内消費率が高く、地域

経済への波及効果は他業種に比べて大きいため、

地域にとって非常に重要な存在であると、この

コロナ禍で再認識したところであります。

また、コロナ禍の中、原油・物価高騰も重な

り、こうした厳しい局面が続けば、観光産業へ

の消費支出のさらなる減少により、観光事業者

の倒産、廃業、ひいては地域経済の疲弊につな

がっていくものと危惧をしております。

そこで、現状として、県は観光事業者からど

のような声を聞き、どのような対応をしようと

しているのか、お尋ねをいたします。

次に、コロナ禍における原油価格・物価高騰

等総合緊急対策への県の対応について、お尋ね

します。

国においては、去る4月26日、コロナ禍にお
ける「原油価格・物価高騰等総合緊急対策」を

決定され、5月31日には、これに基づく補正予
算案が可決、成立をいたしました。

ご承知のとおり、本対策は、新型コロナウイ

ルス感染症による影響が続く中、ロシアのウク
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ライナ侵攻等に伴う原油価格や物価の高騰によ

る国民生活や経済活動への影響に緊急かつ機動

的に対応するための措置であり、1、原油価格
高騰対策、2、エネルギー・原材料・食料等の
安定供給対策、3、新たな価格体系への円滑化
に向けた中小企業対策、4、コロナ禍において
物価高騰等に直面する生活困窮者等への支援の

4つの柱が盛り込まれています。
また、地方公共団体が、コロナ禍において原

油価格や電気・ガス料金を含む物価の高騰の影

響を受けた生活者や事業者の負担の軽減を実施

できるよう、新型コロナウイルス感染症対応地

方創生臨時交付金のコロナ禍における原油価格

や物価高騰に対応する新たな枠も創設をされて

おり、県としても、これを財源に、コロナ禍に

おいて原油価格や物価高騰に直面する県内の生

活者や事業者に対して早急に対策を講じるべき

と思いますが、県のお考えをお尋ねいたします。

（3）人口減少対策の推進について。
本県最大の課題である人口減少対策について

は、これまで「長崎県総合計画チェンジ＆チャ

レンジ2025」や「まち・ひと・しごと創生総合
戦略」において、様々な施策を掲げ、県の総力

を挙げて取り組んできたものと認識をしており

ます。

その結果、移住者数の増加や高校生の県内就

職率向上など、順調に成果が得られている分野

があることは承知しておりますが、いまだ人口

減少の抑制には至っておらず、令和3年の一年
間で人口の1.1％、約1万5,000人の人口減少が生
じております。

こうした本県が置かれている状況を変えた時、

人口減少対策については、もっと新しい視点を

取り入れた見直しをしていかなければならない

のではないかと感じております。

また、知事自身も、「人口減少に歯止めをか

けるため、合計特殊出生率2を目指す」と宣言
をされております。

つきましては、新知事として、改めて人口減

少に対し、どのような思いを持たれているのか、

また、どのような視点で対策を進めていこうと

されているのか、お尋ねをします。

また、人口減少対策をさらに効果的に推進す

るためには、現状の把握や分析に基づいた施策

を構築していくことが重要と考えますが、県は

どのように考えているのか、お尋ねします。

産業振興について。

人口減少や県民所得の向上など、本県を取り

巻く大きな課題を解決していくためには、産業

の振興が不可欠であり、特に、雇用創出効果が

大きく所得も比較的高い製造業の振興は重要で

あります。

このようなことから、全国的に各県は製造業

の振興や企業誘致に熱心に取り組んでおり、と

りわけ九州においては、各県が支援策の拡充や

企業誘致活動などにしのぎを削っており、本県

だけが手を緩めるわけにはいかないと思います。

県が産業振興に熱心に取り組むことにより、

製造業などの企業が収益を上げ、新たな雇用を

創出することで、飲食業など他の産業への経済

波及とともに、県全体の税収についても上がっ

てくるものと考えます。

このような経済の好循環を促進する取組のう

えに、子育て支援策など実施可能となってくる

ものと思います。

一方、アメリカと中国の対立やロシアのウク

ライナ侵攻による軍事的緊張の高まりなど、国

際情勢における影響から、世界的に半導体の供

給不足が続いている中、シリコンアイランドと

呼ばれる九州においては、台湾の半導体受託生
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産世界最大手のＴＳＭＣが、熊本県での工場建

設に着工するなど、各地で設備増強に向けた投

資が活発となっております。

そのような情勢の中、これまでの本県の取組

が一定、実を結び、諫早市にある世界的な半導

体製造拠点であるソニーの規模拡大といった、

今後の成長が期待される半導体産業や、三菱重

工航空エンジンなど航空機産業の集積などが目

に見えてきております。

長く本県の基幹産業であった造船業が一時の

勢いを失っている今こそ、県の支援の継続が必

要と考えますが、今後の本県の製造業振興につ

いて、どのように考えているのか、知事のお考

えをお尋ねいたします。

産業人材の確保について。

産業の振興を図るうえで、それを支える人材

の確保が大変重要でありますが、少子・高齢化

による生産年齢人口の減少や長引くコロナ禍の

影響などにより、県内企業の人材確保は大変厳

しい状況となっております。特に、半導体業界

においては、熊本県を中心に九州各地で設備増

強が続いており、全国的な人材の獲得競争の激

化も懸念をされており、県内においても、大学

や工業高等専門学校での積極的な人材育成が求

められているところであります。

ついては、本県の半導体産業を担う人材の育

成・確保にどのように取り組もうとしているの

か、見解をお尋ねします。

（4）九州新幹線西九州ルートの整備促進に
ついて。

フル規格実現に向けた現状と今後の取組につ

いて、お尋ねをいたします。

九州新幹線西九州ルートについては、運賃が

公表され、新幹線かもめ車両の試験走行が行わ

れるなど、着々と準備が進められており、政府・

与党や長崎・佐賀両県をはじめ、多くの関係の

方々のご尽力により、ようやく9月23日に武雄
温泉・長崎間が「西九州新幹線」として開業を

迎えます。

しかしながら、新鳥栖・武雄温泉間について

は、国土交通省と佐賀県の幅広い協議が行われ

ているものの、整備方式は決まっておりません。

この幅広い協議ではなかなか進展が見られず、

このままでは武雄温泉駅での対面乗換えが固定

化してしまうのではないかと非常に不安に感じ

ているところであります。

私は、西九州地域の発展のためには、武雄温

泉・長崎間だけでなく、新鳥栖・武雄温泉間も

含めて全線がフル規格で整備をされ、全国の高

速鉄道ネットワークにつながることで、大阪ま

で乗り換えることなく行き来できることが、こ

の西九州ルートの本来の姿であると考えており

ます。

知事は、就任後、3月には佐賀県知事と会談
をされるなど、「話し合える環境をつくってい

きたい」とされているが、対面乗換えを早期に

解消し、全線フル規格を実現するために、県と

して今後どのように取り組んでいくのか、知事

の考えをお尋ねいたします。

長崎本線（諫早・肥前山口）の上下分離につ

いて、お尋ねをいたします。

長崎本線の諫早から肥前山口間については、

平成19年の長崎県、佐賀県、ＪＲ九州との3者
基本合意、平成28年の国、鉄道・運輸機構等を
含めた関係6者による6者合意において、新幹線
開業時点で上下分離方式へ移行をし、開業後23
年間はＪＲ九州が運行し、長崎県と佐賀県は鉄

道施設を所有し、維持管理を行うことが合意を

されております。

今年9月に西九州新幹線の開業が迫っており、
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並行して長崎本線の諫早から肥前山口間の上下

分離に向けた準備についても、最終段階になっ

てきているものと思いますが、沿線の住民にと

って一番気になるところが、上下分離後の列車

の運行状況であります。

上下分離後のこの路線の運行本数は、ＪＲ九

州において、開業から3年間は博多・肥前鹿島
間の特急列車については上下14本、普通列車に
ついては現行どおりを維持していくこととされ

ております。

先般、ＪＲ九州は、新幹線開業後の運行ダイ

ヤのイメージを公表し、利用者からの意見を広

く求めているとのことですが、上下分離後、順

調に運行することが長崎県、佐賀県にとって非

常に重要なことと考えております。利用者の利

便性の確保は維持されているのか、また、今後

も維持されるのかをお尋ねいたします。

（5）特定複合観光施設（ＩＲ）区域整備の
着実な推進について。

ＩＲについては、4月の臨時県議会で、区域
整備計画案を圧倒的な賛成多数で可決をいたし

ました。

これまでの間、理事者の皆さんは、これまで

経験したことがないＩＲ誘致というビッグプロ

ジェクトに熱心に取り組んでこられたと思いま

す。

3か所を上限として区域認定がなされるわけ
ですけれど、国へ申請を行ったのは大阪府と本

県長崎県の2地域です。上限3か所に対し2地域
が申請を行ったということで、競争相手が減り、

少し楽観的な意見を言う方もいらっしゃいます

が、決してそうではないと思います。気を緩め

ることなく、万全な体制で何としても国の区域

認定を勝ち取りＩＲを実現すること、国へ申請

した後、これからの対応がまさに重要となって

きます。

そこで、区域認定獲得に向けて、県はどのよ

うに対応していくのか、お尋ねをいたします。

（6）石木ダムの整備について。
石木ダムについては、県と佐世保市が昭和50
年度の事業採択以来、40年以上の長きにわたり
取り組んできた重要な課題であり、川棚川の洪

水被害を軽減し、佐世保市の水源不足を解消す

るため、必要不可欠な事業であることから、ダ

ムの早期完成が求められております。

知事におかれましては、先般の選挙公約にお

いて、「石木ダムの早期完成実現」を掲げ、自

ら現地へ足を運び、対応を行っていくと表明を

され、就任直後の3月10日に事業に反対をされ
ている地元住民の方々に挨拶を、去る4月20日
には一緒に現地を見て回ったとのことでありま

すが、地元住民の方々とお会いしたことについ

ての知事の所感をお尋ねいたします。

また、地元住民の方々との対話について、今

後どのように進めていくのか、併せてお尋ねを

いたします。

2、島原半島の振興について。
（1）幹線道路網の整備促進について。
島原道路の進捗と今後の見通しについて、お

尋ねをいたします。

島原半島において、企業誘致や農水産物の輸

送、観光の周遊など、産業振興や地域活性化を

図っていくためには、幹線道路網の整備が重要

です。

このうち、島原道路については整備が着々と

進められており、先月21日には諫早市内の長野
栗面工区2.7キロメートルが開通をし、地元も大
変喜んでいるところであります。

また、国が整備している森山拡幅についても、

目に見えて工事が進んでおり、先月20日には、



令和４年長崎県議会・６月定例会（６月１０日）

- 28 -

国から森山東インターから森山西インター間の

令和5年度の完成が発表されたところであり、
一日も早い開通を待ち望んでおります。

さらに、半島内の区域においては、昨年度か

ら島原振興局の執行体制が強化されるなど、こ

れまで以上に事業進捗が図られるものと期待を

しています。

そこで、島原道路の現在の進捗状況と今後の

見通しについて、お尋ねをいたします。

（2）企業誘致（多比良港）について。
多比良港については、雲仙市が工業団地整備

を実施しており、昨年の11月から分譲を開始し
ていると聞いていますが、同団地はどういう点

を売りにし、企業誘致を進めているのか。また、

今後の島原半島の工業団地整備をどのように考

えているのか、知事の見解をお尋ねいたします。

3、農業の振興について。
（1）肥料・飼料等の高騰対策について。
現在、農業用ハウスの暖房に必要な燃油、農

作物の育成に不可欠な肥料、畜産に必要な飼料

の価格は、コロナ発生前と比較をして非常に高

い水準で推移しております。

また、今後は、現在のコロナ禍の経済情勢に

加え、不安定かつ先行きの不透明な国際情勢等

を考慮すれば、価格が上昇するだけでなく、高

止まりする懸念もあり、このような農業経営に

直結する資材等の高騰が長引けば、離農が加速

化することも考えられ、本県の基幹産業である

農業において悪影響を及ぼすことは明らかであ

ると考えます。

工業、加工製造業においては、こうした原材

料高騰も、販売価格に一部転嫁することで何と

か経営への影響を抑えることができますが、農

業の生産物価格は、生産供給量と消費需要量と

のバランスで成り立っている関係上、農業経費

の高騰分を販売価格として転嫁することが困難

であります。そのため、農業における燃油、肥

料、飼料等の高騰の影響を少しでも抑える必要

があると考えますが、県は、生産者に対する支

援、対策等をどのように考えているのか、お尋

ねをいたします。

（2）主要農産物種子条例の制定について。
種子は、農業の根幹であり、特に稲、麦類、

大豆などといった主要農作物については、優良

な品質の種子を低廉な価格で安定的に供給する

ことが重要と考えます。

平成30年4月に主要農作物種子法が廃止をさ
れた際、県では、「主要農作物種子制度基本要

綱」を制定し、主要農作物種子の安定供給に取

り組まれています。しかしながら、全国を見る

と、基本要綱に代えて種子条例を制定する県が

増えていると聞いています。

一方、ウクライナ情勢により、外国産小麦の

価格が高騰するなど、食料安全保障への関心が

高まっています。

こうした状況の中、長崎県において種子条例

を制定すべきではないかと考えますが、県の考

えをお尋ねいたします。

4、土木行政について。
（1）国土強靱化対策について。
本県においては、豪雨や台風が毎年のように

襲い、4年連続となる大雨特別警報が発令され
るなど、気候変動が顕在化しており、いつ、ど

こで大きな自然災害に見舞われるか分からない

状況となっております。

特に、昨年8月には、私の地元である島原半
島においては、約1週間にわたり大雨に見舞わ
れ、雲仙岳では、総雨量が平均の8月1月分の約
4倍に当たる1,184ミリを観測する記録的な大
雨となり、土砂崩れや3名の尊い命が奪われる
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事態となりました。

また、松浦市においても、昨年8月の豪雨に
よる山腹崩壊の影響により、鉄道や国道が通行

止めとなりましたが、近年整備された高規格道

路の西九州自動車道が国道の迂回路として機能

を果たし、物流や住民生活への影響などを最小

限に抑えることができたことは、国土強靱化対

策の効果の一端ではないかとも実感したところ

であります。

しかしながら、本県は、土砂災害警戒区域の

指定数が全国で2番目に多く、また、高規格道
路の供用率については6割程度と、これらに対
する対策はまだまだ不十分で、さらなる強靱な

県土づくりへの取組が必要であると考えており

ます。

そこで、近年の激甚化、頻発化する自然災害

への対策やインフラの老朽化対策として、令和

3年度から政府が取り組んでいる「防災・減災、
国土強靱化のための5か年加速化対策」の予算
を最大限確保し、災害に強い強靱な県土づくり

のための取組を着実に推進することが重要であ

ると考えますが、県の予算要求の方針について、

お尋ねします。

また、この5か年加速化対策で集中した取組
がなされ、効果も実感しているところですが、

これまでの進捗状況を見てみると、まだまだ道

半ばではないかと考えております。

そこで、加速化対策後においても必要十分な

予算を確保し、この特段の取組を継続すべきと

考えますが、知事の考えをお尋ねします。

以上、壇上からの質問を終了し、対面演壇席

からの再質問をさせていただきます。

〇議長（坂本智徳君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）〔登壇〕 徳永議員のご質

問にお答えいたします。

今回の補正予算編成に込めた思いについて、

また、子育て施策など、公約に掲げた事業の今

後の展開についてのお尋ねですが、私は、全て

の県民の皆様が幸福で、豊かで、笑顔で、安心・

継続して暮らしていただける「新しい長崎県づ

くり」の実現を目指しております。

そのためには、あらゆる世代の方々の生活の

根幹をしっかりと支えながら、県民の皆様の新

たなチャレンジを後押しし、選ばれる長崎県を

つくっていくことが重要であると考えておりま

す。

こうしたことから、今回の補正予算において

は、引き続き、新型コロナウイルス感染症対策

に力を注ぎつつ、人口減少など、本県が直面す

る課題に着実に対応していくため、これまでの

取組に新たな視点や発想を盛り込み、3つの柱
に沿って施策の推進を図ることとしております。

1つ目の「全世代の暮らしを安全・安心で豊
かにする施策」においては、出産・子育て支援

や医療・福祉・介護等の充実、ＩＣＴ等を活用

した教育の推進など、県民に寄り添い、きめ細

やかな対応を図るほか、皆様の生命・財産を守

る防災・減災対策に力を注いでまいります。

2つ目の「チャレンジし成長し続ける施策」
においては、スタートアップのさらなる創出に

向けた支援や、新たな産業構造への転換に向け

た取組を強化するほか、基幹産業である農林水

産業の活性化、民間人材登用等によるデジタル

化・ＤＸ推進など、時代に即した取組を積極的

に推進してまいります。

3つ目の「選ばれる長崎県を県民と一緒につ
くる施策」においては、県民の皆様との対話を

積極的に行い、県政運営に反映させていくほか、

観光や文化・スポーツの振興、多文化共生など

により、地域活性化を促進することでにぎわい
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を創出し、あらゆる場面で選ばれる長崎県づく

りに力を注いでまいります。

なお、私が公約として掲げた様々な施策につ

いて直ちに実行が可能なものについては、今回

の補正予算に計上し、速やかに取組を進めてま

いります。

一方、子育て支援のあり方のように、十分検

討を重ねるべき施策については、引き続き県議

会をはじめ、県民の皆様のご意見を伺い、市町

や関係団体、民間企業の皆様とも議論を尽くし、

しっかりと方向性を見極めながら、実現へ向け

て努力していきたいと考えております。

次に、コロナ禍における原油価格・物価高騰

等総合緊急対策への県の対応についてとのこと

ですが、本県においても、コロナ禍における原

油価格・物価高騰等々により様々な影響が生じ

ていることから、県民生活や社会経済活動をし

っかりと支えていくため、今般の国の緊急対策

を踏まえ、緊急的な対策予算を今定例会に追加

提案させていただきたいと考えております。

具体的には、県民の皆様の生活を下支えする

ため、子育て世帯への特別給付金の給付や生活

福祉資金の貸付原資の増額などの国の支援制度

に迅速かつ適切に対応していくこととしており

ます。

また、県独自の取組として、子育て世帯の負

担軽減を図るため、学校給食費等を支援するほ

か、経済的に困窮している学生や生徒への授業

料減免の支援を検討しております。

さらに、原油価格等の高騰により厳しい経営

状況にある事業者への対策として、公共交通事

業者等の事業継続に向けた支援や恒常的なコス

ト縮減を見据え、観光やサービス業、製造業な

ど、幅広い分野の県内中小事業者が行う省エネ

設備等の導入への支援を検討しております。

あわせて、中小企業における資金繰りの円滑

化を図るため、緊急資金繰り支援資金に新たな

区分を追加したいと考えております。

農業・水産業においては、燃油等の使用量低

減につながる取組を支援するほか、飼料価格安

定制度に係る生産者への支援なども検討してお

ります。

県としては、こうした各分野の施策をしっか

りと推進し、県民生活の安全・安心の確保と県

内の社会経済活動の回復・拡大につなげてまい

りたいと考えております。

次に、新知事として、人口減少に対しどのよ

うな思いを持たれているのか、どのような視点

で対策を進めていくのかとのお尋ねですが、人

口減少対策については、これまで同様、県政の

最重要課題に位置づけたうえで、対策の推進に

全力を傾注し、何としても具体的な成果に結び

つけてまいります。

本県の人口減少の動向を見ますと、昨年の出

生数が初めて9,000人を割り込むなど、自然減が
急速に拡大している状況であります。

今後は、引き続き社会減対策に注力しつつも、

自然減の厳しい現状に正面から向きあい、自然

減対策に重点的に取り組んでいく視点が求めら

れているものと考えております。

そのため、県民の希望出生率が2.08であった
ことを踏まえ、安心して子どもを産み育てるこ

とができる社会の実現に向けて、結婚から妊

娠・出産・子育てまでの切れ目のない支援の充

実に、これまで以上に力を注いでまいります。

また、子育て環境の充実と併せて、若者や女

性等が本県でチャレンジしたいと思うような環

境整備を進めることで、子育て世代のＵＩター

ンに結びつけるなど、自然減対策と社会減対策

の連携による相乗効果を生み出せるよう、施策
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の構築や推進を図ってまいります。

こうした視点に加えて、大きな変革の時期を

迎えている県内のまちの魅力なども積極的に発

信し、県内外の多くの方々の定住や移住につな

がる選ばれる長崎県づくりに県民の皆様ととも

に取り組むことにより、人口減少の克服につな

げてまいります。

次に、今後の本県の製造業振興について、ど

のように考えているのかとのお尋ねですが、製

造業の振興については、造船業を中心に培われ

てきた高い技術力や優秀な人材など、本県の強

みを活かせる成長分野を育成していくことが極

めて重要であると考えております。

このうち、半導体分野については、世界的に

投資が活発化する中、去る5月、ソニーグルー
プが諫早市の工場について、この3年間で3回目
となる増設を発表されました。

県では、こうした規模拡大の動きを半導体関

連産業のさらなる集積に結びつけてまいりたい

と考えております。

また、去る4月、長崎市の三菱重工航空エン
ジンが、令和元年に引き続き、新たな工場増設

を発表されたほか、世界的なカーボンニュート

ラルの潮流の中、県内中小企業においても環境

対応船や海洋エネルギー関連など、環境分野に

進出する動きも出てきており、受注獲得や新規

参入への取組をしっかり後押ししてまいります。

今後とも、成長分野における企業動向を的確

に捉えながら、誘致企業と県内中小企業との連

携を図るなど、引き続き、製造業の振興に注力

をしてまいりたいと考えております。

次に、西九州新幹線の対面乗換えを早期に解

消し、全線フル規格を実現するために、今後ど

のように取り組んでいくのかとのお尋ねですが、

九州新幹線西九州ルートについては、来る9月

23日に武雄温泉・長崎間が「西九州新幹線」と
して、いよいよ開業をいたします。

しかしながら、新鳥栖・武雄温泉間について

は、整備方式が決定しておらず、現在、国土交

通省と佐賀県との幅広い協議が行われていると

ころであります。

整備に当たっては、佐賀県の理解を得ること

が不可欠であり、3月に就任挨拶として佐賀県
の山口知事と会談した際、「西九州ルートにつ

いては、佐賀県が考える課題を解決し、西九州

地域全体でメリットを享受できるよう知恵を絞

っていきたい」との思いをお伝えし、今後とも

継続して率直に意見交換をしていくことといた

しました。

また、与党に対しては、4月に与党ＰＴ検討
委員会の森山委員長はじめ、関係者へご挨拶に

伺うとともに、5月には茂木幹事長にお会いし
て、本県の考えをお伝えし、今後のお力添えを

お願いしたところであります。

県としましては、今後とも、佐賀県と継続的

にコミュニケーションを取りながら、西九州地

域全体の視点から議論を積み重ね、関係者との

協議を持つなど、全線フル規格による整備の早

期実現を目指してまいります。

次に、ＩＲの区域認定獲得に向けて、県はど

のように対応していくのかとのお尋ねですが、

ＩＲ区域の整備については、去る4月19日及び
20日に開催された臨時県議会において区域整
備計画の議決をいただき、4月27日付で国へ認
定申請を行ったところであります。

今後は、国が設置した審査委員会による審査

が予定されており、設置運営事業予定者と連携

しながら、常に緊張感を持って対応してまいり

ます。

先日、宮崎県において開催された九州地方知



令和４年長崎県議会・６月定例会（６月１０日）

- 32 -

事会議及び戦略会議では、本県から区域整備計

画の認定申請について報告を行い、区域認定の

獲得に向けて、引き続き、「オール九州」で推

進することが改めて確認されました。

これまでも、九州の経済界や行政、議会が一

体となった「九州ＩＲ推進協議会」では、九州・

長崎ＩＲを拠点とした広域周遊観光の構築に向

けた準備が進められておりますが、こうした「オ

ール九州」による推進体制は、九州・長崎ＩＲ

の大きな特徴であり、政府へしっかりとアピー

ルしてまいります。

今後も、九州の観光並びに地域経済の活性化

に寄与し、我が国の発展にも貢献する九州・長

崎ＩＲの実現を目指し、区域認定の獲得に向け

全力で取り組んでまいります。

次に、石木ダムの整備について、地元住民の

方々とお会いしたことについての所感と、今後

どのように対話を進めていくのかとのお尋ねで

すが、石木ダムについては、川棚川の洪水被害

を軽減するとともに、佐世保市の安定的な水源

確保のため、必要な事業であると認識をしてい

ます。

私としましては、事業を円滑に進めるために

は、川原地区にお住まいの皆様との関係を構築

することが大切であると考えており、4月20日
に川原地区にお住まいの皆様のお話をお聞きし

ながら、現地を歩いて見て回ったところであり

ます。その際、川原の自然の豊かさや皆様のふ

るさとへの思いに触れ、改めてふるさとの尊さ

というものを実感した次第であります。

今後も、皆様のお話をしっかりとお聞きする

機会をいただきながら、事業へのご理解とご協

力をいただけるよう努めてまいります。

企業誘致（多比良港）について。

多比良港工業団地は、どういう点を売りにし

ているのか、また、今後の島原半島での団地整

備をどう考えているのかとのお尋ねですが、デ

ジタル社会の進展やコロナ禍にあって、半導体

や医療関連の国内投資が活発になっており、企

業の進出に当たって、必要な工業用水を備えた

工業団地のニーズが高まっております。

このような中、多比良港工業団地については、

豊富な工業用水を活かして、半導体分野を中心

に企業誘致に取り組んでおります。

また、県内外において、企業の規模拡大や新

たな進出の動きが出てきているため、今年度新

たな工業団地の整備に向け、一定の水源が期待

できる島原半島において、地元市と連携して水

源確保の調査を実施してまいります。

今後とも、県政の最重要課題である人口減少

対策と県民所得の向上につながる企業誘致に全

力を注いでまいります。

次に、防災・減災、国土強靱化のための5か
年加速化対策の予算要求の方針とのお尋ねです

が、本県は、多くの離島・半島を有し、全国で

2番目に多い3万2,000か所を超える土砂災害警
戒区域が指定されるなど、地理的、地形的に厳

しい条件を抱えております。

また、近年、豪雨災害が激甚化、頻発化する

中、本県においても毎年のように災害が発生し、

令和3年8月の道路災害により、現在も多くの交
通規制を余儀なくされているなど、県民生活に

支障を来している状況となっております。

このような状況を克服するため、強靱な県土

づくりの対策にしっかりと取り組んでいく必要

があると考えております。

今年度は、昨年度の補正予算を含め、必要か

つ十分な予算が確保できたことから、例えば、

大きな予算を必要とするトンネル事業では、島

原半島の仮称大亀矢代トンネルや長崎市の仮称
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江川トンネルなどを含む5か所で、今年度着手
できるめどが立つなど、懸案である多くの事業

で大幅な進展が見られております。

今後も、激甚化、頻発化する自然災害から県

民の命や暮らしを守り、地域の産業を支えてい

くためにも、5か年加速化対策の予算を最大限
確保することに努め、着実に執行してまいりま

す。

次に、5か年加速化対策後においても必要十
分な予算を確保し、強靱化に対する取組を継続

すべきと思うが、知事の考えはとのお尋ねです

が、現在、5か年加速化対策の2年目を迎え、ダ
ブルネットワーク化等による道路ネットワーク

の機能強化や流域治水対策、インフラ老朽化対

策などを着実に進めているところです。

しかしながら、現在、高規格道路の供用率は

依然として約60％にとどまり、また、砂防関連
事業の整備率も約25％と低い状況であること
から、強靱な県土づくりはまだまだ道半ばと考

えております。

このため、県民の生命・財産・暮らしを守る

ためには、現在の加速化対策を確実に進めると

ともに、5か年加速化対策後も必要な予算を確
保し、継続的、安定的に取組を進めていくこと

が極めて重要であると認識しており、今後も国

に対してしっかりと働きかけてまいります。

残余のご質問については、関係部局長から答

弁をさせていただきます。

〇議長（坂本智徳君） 福祉保健部長。

〇福祉保健部長（寺原朋裕君） 3回目のワクチ
ン接種における若年層への接種と4回目接種の
促進について、どのように取り組んでいくのか

とのお尋ねですが、本年6月5日時点における本
県の20歳代から30歳代までの3回目接種率は
49.2％となっており、全国平均を上回っている

ものの、若年層はほかの年齢層よりも接種率が

低い状況にあります。

このため、学生等へのメッセージ発信やイベ

ント会場や集客施設での知事による呼びかけ動

画の放映、ＳＮＳでの発信など、若者の接種促

進に向けた啓発活動に取り組んでいるところで

あります。

また、4回目の接種につきましては、市町と
連携しながら接種体制の構築や接種券の早期発

送に取り組むとともに、高齢者施設と嘱託医と

の事前の調整を促すなど、この間準備を整えて

きたところであり、引き続き、希望する方が速

やかに接種できるよう努めてまいります。

〇議長（坂本智徳君） 文化観光国際部長。

〇文化観光国際部長（前川謙介君）コロナ禍に

原油価格・物価高騰も重なる中、観光事業者か

らの声にどう対応するのかとのお尋ねでござい

ます。

これまで、旅館・ホテル組合との意見交換な

どを通して、様々なご意見を伺っております。

特に、「旅行キャンペーンを今後も継続してほ

しい」、あるいは「原油価格・物価高騰により

食材費や光熱水費が経営を圧迫している」とい

う声を多くいただいております。

県におきましては、観光キャンペーン「ふる

さとで“心呼吸”の旅」を6月末まで延長した
ところであります。その後も国の制度や枠組み

を活用するなど、コロナの影響で落ち込んだ観

光需要を引き続き喚起し、県内観光産業の回復

につなげてまいりたいと考えております。

また、原油価格などの高騰により、特に厳し

い状況にある宿泊事業者につきましては、経営

改善を図るための省エネ設備等の導入に対する

支援を検討しているところであります。

〇議長（坂本智徳君） 企画部長。
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〇企画部長（浦 真樹君）人口減少対策に関し

まして、現状の把握・分析に基づく施策構築の

重要性についてのお尋ねでありますが、人口減

少対策については、これまでも部局間や市町と

の連携を図りながら全力で取り組んできたとこ

ろでありますが、依然として若者の転出超過や

出生数の減少が続いている厳しい状況となって

おります。

そのため、様々な手法を取り入れながら、こ

れまで以上に県民のニーズ等の把握や詳細な要

因分析を進め、施策効果をさらに高めていく必

要があると考えております。

具体的には、「こんな長崎どがんです会」の

開催など、若者・女性や子育て世代をはじめ、

幅広い県民の皆様のご意見を、知事が直接お聞

きする機会を設け、関連施策の充実・強化に活

かしてまいります。

また、昨年開始した移動理由アンケートにつ

いては、関係部局の人口減少対策の立案等に有

効活用するため、さらに分析を深めていくこと

としております。

加えて、各分野の施策においても、デジタル

化に努めながら、効率的なデータの収集や分析

力の向上に取り組み、エビデンスに基づく、よ

り効果的な人口減少対策の推進に力を注いでま

いります。

〇議長（坂本智徳君） 産業労働部長。

〇産業労働部長（松尾誠司君）本県の半導体産

業を担う人材の育成・確保にどのように取り組

もうとしているのかとのお尋ねですが、半導体

分野の人材の育成と確保については、産学官で

の取組が重要と考えております。

これまで、大手半導体メーカーが長崎大学内

にラボを設置したほか、佐世保工業高等専門学

校において、今年度から全学科生を対象に半導

体の基礎を学べるカリキュラムが創設されるな

ど、学生が半導体を身近に感じられる環境が整

いつつあります。

また、県では、人材確保に向けたオンライン

企業面談会の開催のほか、半導体分野の協力企

業の人材育成を支援しております。

このような中、本年2月には産学官の連携を
強化するため、半導体工学の専門家である佐世

保工業高等専門学校の校長を会長とする「なが

さき半導体ネットワーク」を設立し、人材の育

成・確保などの課題解決に向けた協議を開始し

たところであります。

今後とも、本県の基幹産業である半導体関連

産業をさらに発展させるため、人材の育成・確

保を強力に推進してまいります。

〇議長（坂本智徳君） 地域振興部長。

〇地域振興部長（早稲田智仁君） 長崎本線（諫

早・肥前山口）の上下分離後の利便性の確保に

ついてのお尋ねでございます。

長崎本線（諫早・肥前山口）の運行ダイヤに

ついては、ＪＲ九州から先般、本年9月の上下
分離開始後におけるダイヤ改正案が駅ごとに示

されたところであります。

具体的には、小長井駅発の上り、下りの普通

列車は、それぞれ1本ずつ増便されるとともに、
現行の時刻を踏襲して運行される予定であるこ

とから、大幅な時刻変更は生じていないもので

あります。

しかしながら、長崎方面へ向かう下りの諫早

駅や、肥前山口方面へ向かう上りの肥前浜駅に

おいては、昼間の時間帯などにおいて、従来の

直通ではなく、乗換えが生じることとなってお

ります。

ＪＲ九州においては、可能な限り同一ホーム

での対面乗換えとなるよう検討するとされてい
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ることから、県としては、引き続き、ＪＲ九州

に対して地域の声を届けながら利便性の確保を

求めてまいります。

〇議長（坂本智徳君） 土木部長。

〇土木部長（奥田秀樹君）島原道路の進捗と今

後の見通しについてのお尋ねですが、島原道路

については、先月の長野栗面工区の開通により、

全体約50キロメートルのうち、これまでに約22
キロメートルを供用したところです。

現在、令和3年度補正予算を含め、総額で約
93億円を確保し、県で3工区、国で1工区の整備
を進めています。このうち瑞穂吾妻バイパスで

は、今年度、吾妻西インターチェンジに接続す

る山田原圃場整備地区内の構造物工事に本格的

に着手したところです。

また、島原道路の進捗を図るため、現地に埋

蔵文化財発掘調査事務所を設置し、今年度から

調査体制を強化したところです。引き続き、関

係自治体の協力を得ながら予算の確保に努め、

一日も早い完成を目指してまいります。

〇議長（坂本智徳君） 農林部長。

〇農林部長（綾香直芳君） まず、農業における

燃油、肥料、飼料等の価格高騰への対策につい

てのお尋ねですが、県といたしましては、農業

用資材高騰の長期化に備えまして、県独自の緊

急対策として、燃油や肥料の使用量低減につな

がる機材の導入や配合飼料のセーフティーネッ

トである配合飼料価格安定制度に係る生産者へ

の支援などを検討しているところであります。

今後とも、県内の農業者が将来も安心して営

農を継続できるよう、関係機関・団体と連携し、

県としてしっかり対応してまいります。

次に、種子条例の制定について、長崎県はど

のように考えているかとのお尋ねですが、本県

においても、農家の皆様が将来にわたり安心し

て食料生産を継続できるように、より根拠を明

確にした制度とするため、種子条例の制定につ

いて検討を始めたいと考えております。

〇議長（坂本智徳君） 徳永議員―41番。
〇４１番（徳永達也君） 知事をはじめ、部長、

答弁ありがとうございました。幾つか再質問さ

せていただきます。

先ほど知事から、令和4年度6月補正予算案に
ついて、ご答弁いただきました。確かに本県財

政は税収に乏しいなど、厳しい面はありますけ

れども、今、新型コロナウイルス感染症対応地

方創生臨時交付金など、国からの手厚い財政が

今あるわけですので、この時期を逃さず、社会

経済活動の回復と拡大に必要な事業について、

私は積極果敢に事業構築をしていただくべきだ

と思いますが、その辺の知事の考えはどうでし

ょう。

〇議長（坂本智徳君） 知事。

〇知事（大石賢吾君） 議員ご指摘のとおり、本

県の財政は、自主財源に乏しく脆弱な財政構造

であることから、これまでも国の有利な財源や

交付税措置率が高い県債等を最大限に活用しな

がら、積極的な事業構築を図ってきたところで

あります。

そのため、今回の補正予算においても、地方

創生推進交付金を財源として、本県では取組事

例がない養殖の沖合進出を積極的に支援するほ

か、地方創生臨時交付金を活用し、保健所のデ

ジタル化や民間人材の登用による本県のデジタ

ル化・ＤＸの推進等に取り組むこととしており

ます。

また、今般、国が創設したデジタル田園都市

国家構想推進交付金についても、全国に先駆け

て積極的に取り込み、ＩＣＴを活用した離島に

おける高度専門診療体制の整備を図るなど、現
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時点で実施すべき緊急的な対策に加え、来年度

以降も効果が持続できるような施策を構築して

まいります。

加えて、交付税措置率が高い県債を活用し、

県民の生命・財産を守る防災・減災対策につい

ても前倒しで拡充しているところであり、今後

とも可能な限り国の有利な財源等を有効に活用

しながら、県勢発展のために積極的に取り組ん

でまいりたいと考えております。

〇議長（坂本智徳君） 徳永議員―41番。
〇４１番（徳永達也君） 知事も、知事になって

まだ浅いですから、一応は私も理解しますけれ

ども、こういったものをしっかりと取り組んで

いくということは、先ほども言われましたので、

こういう時期ですからこそ、こういった国の事

業をしっかりと活用していただきたいと思って

おります。

次に、ＩＲですけれども、先ほどＩＲについ

ては、上限3か所について、2か所申請というこ
とで、少し楽観的な見方があるのではないかと

思いますけれども、知事も先ほど「オール九州」

でということもお聞きしましたので、しっかり

とここはまたＰＲ、そして、認定に向けて頑張

っていただきたいと思っております。

そこで、このＩＲがもたらす高い経済効果や

誘客数などの蓋然性について、県はどのように

考えているのか、お尋ねいたします。

〇議長（坂本智徳君） 企画部長。

〇企画部長（浦 真樹君）ＩＲがもたらす経済

効果につきましては、ＩＲ区域への来訪者によ

る旅行消費に伴う経済波及効果として、開業5
年目の令和13年には3,328億円を見込んでおり
ます。

また、来訪者数につきましても、同年に673
万人を想定しております。これらの算定に当た

りましては、国や県の統計資料、あるいは民間

のシンクタンクの調査データ、これらを基に海

外の事例も参考にしながら、設置運営事業予定

者と推計をしたところであります。

さらに、海外のゲーミング業界において様々

な融資等の実績がある企業からも、計画に対す

る高い評価を得ておりますことから、経済波及

効果、あるいは来訪者数につきましては、十分

な蓋然性を有しているものと認識をしておりま

して、今後、様々な機会を通してアピールして

まいりたいと考えております。

〇議長（坂本智徳君） 徳永議員―41番。
〇４１番（徳永達也君） 部長から、心配ないと

いうことですので、しっかりと取り組んでいた

だきたいと思っております。

次に、島原半島の振興についてです。

愛野・小浜間の整備について、お尋ねいたし

ます。

国道57号の雲仙市愛野町から小浜町間につ
いては、地形の起伏が激しく、急カーブが連続

しており、迂回路もないことから、これまで雲

仙市、南島原市をはじめ、地域住民による署名

活動など、長年にわたって道路整備の要望を行

ってまいりました。

今回、この要望活動が実を結び、特に、課題

の大きい富津地区のバイパス整備に着手するこ

とが決定をされました。この富津のバイパス整

備が今後どのように進められていくのか、また、

将来の愛野小浜バイパスの実現に向けて、県と

してどのように取り組んでいくのか、お尋ねを

いたします。

〇議長（坂本智徳君） 土木部長。

〇土木部長（奥田秀樹君） 国道57号の富津防
災については、今年度事業化されたところであ

り、まずは地元への説明会を行い、設計に必要
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となる測量や地質調査を実施する予定と聞いて

います。

一方、富津防災の区間を含む国道57号の愛野
から小浜間については、代替路となる幹線道路

がなく、線形不良箇所や防災要対策箇所が存在

するなど、交通事故や災害発生時などの救急活

動等に課題があると考えています。

県としては、まずは富津防災の整備を促進す

ることが重要であると考えており、愛野・小浜

間についても、バイパス整備に関する調査、検

討を実施してもらうよう、国に対して働きかけ

てまいります。

〇議長（坂本智徳君） 徳永議員―41番。
〇４１番（徳永達也君）進捗はやはり進めるこ

とが大変重要ですので、とにかく連携を取って

進捗を早めていただきたいと思っております。

次に、雲仙八万地獄について、お尋ねいたし

ます。

昨年8月の記録的な大雨により、雲仙温泉地
の中心部に位置する八万地獄では、山腹斜面が

崩壊し、大量の土砂により温泉の源泉は埋没を

し、地獄を巡る遊歩道も通行止めとなるなど、

雲仙の観光にとって非常に大きな影響となって

おります。

ここで、県は、八万地獄の山腹斜面の復旧対

策に取り組んでおられますが、現在、その進捗

状況と今後の予定をお尋ねいたします。

〇議長（坂本智徳君） 県民生活環境部長。

〇県民生活環境部長（貞方 学君）八万地獄の

崩壊斜面の復旧につきましては、昨年度、専門

家のご意見を伺いながら、地質調査や工法の検

討を実施し、地元関係者への説明を経て、安全

かつ景観に配慮した工法が確定したところでご

ざいます。

今後、秋頃までに設計を終え、順次工事に着

手する予定です。

完了時期については、工事の規模等にもより

ますが、現時点では令和5年度中を目指してお
るところでございます。

〇議長（坂本智徳君） 徳永議員―41番。
〇４１番（徳永達也君）もう一点ですけれども、

また、この八万地獄には、温泉地の命綱とも言

える源泉が多く存在をし、観光の目玉である地

獄めぐりのコースも設定されるなど、まさに雲

仙地獄の要の場所でありますが、そのため、復

旧に当たっては被災した箇所を単に元に戻すだ

けではなく、これまで以上に魅力的な観光地の

再生を目指すべきだと、雲仙市等も今検討をさ

れております。

現在、温泉やかんつけ施設の本復旧、遊歩道

の再整備などの方針について検討が進められて

いると聞いておりますが、その状況をお尋ねい

たします。

〇議長（坂本智徳君） 県民生活環境部長。

〇県民生活環境部長（貞方 学君）八万地獄の

創造的な復興に向けましては、雲仙市がグラン

ドデザイン検討委員会を設置し、環境省や本県

もメンバーとなり、源泉やかんつけ施設の一体

化、より魅力的な利用拠点の再整備等について、

地元関係者の意見を踏まえ、検討が進められて

おります。

今月中にグランドデザインの取りまとめに向

けた委員会が開催予定となっておりまして、県

といたしまして、引き続き、国・市・地元関係

者と連携して取り組んでまいりたいと考えてお

ります。

〇議長（坂本智徳君） 徳永議員―41番。
〇４１番（徳永達也君）今回の災害はとても大

きな災害で、コロナ禍に、また、この災害が輪

をかけて非常に大きな被害を受けております。
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これを機にではないですけれども、せっかく復

旧となれば、しっかりとした、先ほど言われた

温泉のまちづくり等をやっていただいて、再生

をして誘客を大きくしていただきたいと思いま

すので、どうぞよろしくお願いをしたいと思っ

ております。

次に、土木行政について、お尋ねをいたしま

す。

強靱な県土づくりをはじめ、産業や観光振興、

地域活性化を図っていくためには、幹線道路ネ

ットワークの構築が必要と考えております。

そこで、現在、県内の幹線道路の早期完成に

向けて、どのように取り組んでいるのか、お尋

ねをいたします。

〇議長（坂本智徳君） 土木部長。

〇土木部長（奥田秀樹君） 県では、力強い産業

の育成や地域活性化を図るとともに、強靱な県

土づくりを進めていくため、島原道路など高規

格道路の整備を重点的に進めています。

現在、県内の高規格道路265キロメートルの
約4割がミッシングリンクとして残っており、
今回の5か年加速化対策の予算も積極的に活用
しながら整備を進めているところです。

高規格道路ネットワークの早期完成に向けて

は、地域の理解や用地の取得、関係者との調整

が必要であることから、地元市町と連携して取

り組んでいるところです。

さらには、供用に向けて着実に進捗を図るよ

う、今後、事業管理のマネジメントを強化して

まいります。

いずれにしましても、整備に必要な予算確保

が必要でありますので、引き続き、国に要望し

てまいりたいと考えています。

〇議長（坂本智徳君） 徳永議員―41番。
〇４１番（徳永達也君）ありがとうございます。

このことは、先ほど私が本質問で質問しました

国土強靱化対策に関連しますけれども、この国

土強靱化対策については、これが計画的かつ着

実に実施されるためには、国において、5か年
対策、さらには5か年対策後においても、当初
予算化を含めた必要額が別枠で確保されること

が大変重要であると思っております。

3日前の今週火曜日、政府は、「骨太の方針」
を閣議決定し、この中に「5か年加速化対策後
も国土強靱化の取組を進めていく」と盛り込ま

れております。

本県の防災・減災対策、老朽化対策、ミッシ

ング・リンク解消など、まだまだ不足している

強靱な県土づくりを継続的に取り組んでいくた

めには、この予算財源の確保を国に対し、他県

に遅れることなくしっかりと取り組んでいくこ

とが大変重要である。これについてしっかり取

り組んでまいりたいと思いますけれども、最後

に知事のお考えをお願いいたします。

〇議長（坂本智徳君） 知事。

〇知事（大石賢吾君） 議員ご指摘のとおり、県

民の生命、また暮らしを守る防災・減災対策、

非常に重要だと考えております。

今後も、5か年加速化対策中も、後も、そう
いった取組をしっかりと県としても進めてまい

りたいと思っております。

〇議長（坂本智徳君） 徳永議員―41番。
〇４１番（徳永達也君） 以上で、終わります。

ありがとうございました。（拍手）

〇議長（坂本智徳君） これより、しばらく休憩

をいたします。

会議は、11時15分から再開いたします。
― 午前１１時 １分 休憩 ―

― 午前１１時１５分 再開 ―
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〇議長（坂本智徳君） 会議を再開いたします。

引き続き、一般質問を行います。

外間議員―40番。

〇４０番（外間雅広君）（拍手）〔登壇〕 自由

民主党、佐世保市・北松浦郡選出、外間雅広で

ございます。

まず、質問に入ります前に、いまだ収束の目

途が立たない新型コロナウイルス感染症により

お亡くなりになられた方々に謹んでお悔やみを

申し上げます。

罹患された方々及びそのご家族、関係者の皆

様、感染拡大により日常生活に影響を受けられ

ている全ての皆様に、衷心よりお見舞いを申し

上げます。

また、県民の生命と健康を守るために日夜奮

闘されている医療・福祉関係の方々に、改めて

敬意を表する次第です。

それでは、通告に従いまして、一般質問をさ

せていただきます。

知事、教育委員会教育長、関係部局長、選挙

管理委員会委員長のご答弁を賜りますよう、よ

ろしくお願いをいたします。

1、知事の政治姿勢について。
今年3月2日に、戦後の公選制導入後、8人目

の知事として就任された大石知事におかれまし

ては、6月に入り、就任から3か月が経過したと
ころであります。

就任後の3か月を振り返りますと、新型コロ
ナウイルスに関する対応、新年度の骨格予算案

の策定、そして定例県議会の質疑にも対応され

たところであります。

この間、早速、県の懸案事項にも取り組まれ、

石木ダムの現地を訪問し、地域住民の皆様とお

会いされました。

また、佐賀県の山口知事を訪問され、「佐賀

県と本県との間には、九州新幹線西九州ルート

など様々な課題があることは承知しているが、

西九州全体の発展という大きな視点でともに取

り組んでいきたい」との思いをお伝えになり、

今後も知事同士が意見交換を行う場を継続して

設けていくことについて一致したということで

あります。

新年度に入りましても、ご自身の公約の一つ

である「県民車座集会」を早速に開始をされ、

また、新体制のもとで、今回議案として上程さ

れております補正予算案の策定作業なども精力

的に取り組まれてきたと思います。

さらに、県政の現状や課題を把握し、解決を

していくために、県庁の関係所属と多種多様な

課題についてレクチャーを受け、また、大いに

議論を進めてきていることと思います。

このように、就任以来、大石知事はかなり多

忙な毎日を過ごされてきたと思います。ただ、

皆様ご存じのとおり、大石知事は長い行政経験

もあるわけではありませんし、議員としての経

験もありません。その点、大変ご苦労をされて

いると思います。

しかし、今年の1月以降、私は知事を志した
大石知事に接してきましたが、これほどバイタ

リティに溢れ、強い信念と内に秘めた闘志を持

った人物を知りません。一人の人間として、大

変魅力のある人物であります。

そして、長崎県の未来を誰に託すかという2
月の知事選において、県民の皆様のご判断の中

で、世代交代を掲げた大石知事が選ばれたわけ

であります。

本県には多くの課題が山積している中、私は、

大石知事には、県勢浮揚のために、ご自身の考

えで思い切って取り組んでほしいと強く考えて

おります。
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我々といたしましても、この任期の4年間、
一丸となって支えていかなければならないと考

えているところであります。

そこで、大石知事におかれましては、知事就

任後のこの3か月間を振り返って、どのような
所感を持たれているのか、お尋ねいたします。

2、新型コロナウイルス感染症対策について。
（1）中小企業支援について。
長引くコロナ禍により、多くの産業で様々な

影響が生じております。

現在、本県における新規感染数は、直近7日
間の平均で250人、このような状況で、なかな
か収束の見通しが立たない状況が続いておりま

す。

しかしながら、コロナの状況を注視しつつ経

済活動を動かすことが重要であり、県内の社会

経済活動の回復・拡大を見据えた取組が必要と

考えます。

これまで県が行ってきた中小企業へのコロナ

対策、例えば企業の生産性向上のための設備投

資支援など、県の施策に対する事業者からの感

謝の声を聞いております。特に、製造業の振興

は地元への波及効果も大きいと考えます。

企業がそれぞれの活動の中で自助努力に取り

組むのはもちろんですが、長引くコロナ禍で事

業者は疲弊しており、県をはじめ行政の後押し

は大変重要と考えます。

県では、中小企業をはじめとする製造業、サ

ービス産業の支援にどのように取り組んでいる

のか、お尋ねいたします。

（2）医療提供体制について。
これまで県として、新型コロナウイルス感染

症のたび重なる感染拡大に対して、感染者が安

心して療養できるよう、医療提供体制の強化・

充実に適時・適切に取り組んでこられたと考え

ています。

また、こうした中、観光をはじめとする様々

な分野において、大きな経済的影響が生じてい

ることも事実であり、今後はウイルスとの共生

を前提とした社会経済活動の回復・拡大に向け

た取り組みにも力を入れていく必要があるもの

と認識しています。

しかしながら、オミクロン株の流行による第

6波の感染状況は、一旦は減少傾向にあったも
のの、人の移動が多くなった年度末から再び上

昇に転じ、現在も新規感染者は、直近7日間平
均で250人を超えるなど、依然として高い水準
で推移をしており、オミクロン株は重症化リス

クは低いものの、自宅療養者は、第5波までと
比べかなり多くなっている状況であります。

経済との両立に向かいつつある中、県民が安

心して生活できるよう、これまでの状況を踏ま

えて、次の感染拡大にもしっかり備えていただ

きたいと考えていますが、医療提供体制につい

て、県として今後どのようにしていくのか、お

尋ねをいたします。

次に、医師・看護師等の負担軽減についてで

すが、本年1月からは新型コロナウイルス感染
症患者の受入れのための病床確保料については、

その一部を感染症患者等の対応を行う医療従事

者に対して処遇改善を行うために用いることを

要件とされたこと、さらに、看護職員等処遇改

善事業として、新型コロナウイルス感染症への

対応と少子・高齢化への対応が重なる最前線で

働く看護職員等の処遇改善への支援も実施され

ているところであります。

処遇面での改善も進んでおりますが、コロナ

医療に従事している方は、特に、感染症拡大期

には大変な勤務環境に置かれていることと考え

ております。
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こうしたコロナ医療に従事する医師・看護師

等の負担軽減について、応援体制などの県の取

組をお尋ねいたします。

（3）ふるさと納税について。
ふるさと納税は、各種施策の必要な財源とな

っており、さらに推進していくものと考えてい

ます。

そこで、コロナ禍における県・市町のふるさ

と納税の動向及び県の今後の取組について、お

尋ねをいたします。

3、石木ダムについて。
近年、全国各地で自然災害が頻発・激甚化し

ている状況の中、川棚川流域において洪水被害

を軽減し、佐世保市における安定した水源を確

保するための石木ダムの必要性はより一層高ま

っていると考えており、県北地域の中枢都市で

ある佐世保市の発展を考えるうえでも、極めて

重要な事業であります。

知事におかれましては、事業に反対されてい

る地元住民の方々のご理解を得るために、これ

まで2回現地を訪問されるなど努力を重ねてい
らっしゃるところであり、これを機に事業が進

むのではないかと大いに期待をしております。

一方、石木ダムについては、ダム建設にご協

力をいただいた8割の地権者や過去の洪水・渇
水被害で大変な思いをされた地元住民の方々な

ど、ダムの早期完成を望んでいる皆様も数多く

いらっしゃることから、ぜひ、そういった皆様

のお話もお聞きいただきたいと考えております

が、知事のお考えをお尋ねいたします。

また、地域住民の皆様の安全と安心を確保す

るためには、令和7年度のダム完成に向けて着
実に工事を進捗させる必要がありますが、工事

現場においては、いまだ事業に反対される方々

による座り込みなどの妨害行為が続いていると

伺っております。

そこで、現在の工事状況と今後どのように工

事を進めていくのか、併せてお尋ねをいたしま

す。

4、基地対策について。
（1）組織について。
現在、世界は、ロシアによるウクライナ侵攻

という国際秩序の根幹を揺るがす危機に直面し

ております。法の支配に基づいて自由で開かれ

た国際秩序を断固として守るために、国におい

てはＧ7をはじめとする国際社会と結束を強め、
毅然とした態度で対応をお願いしたいと考えて

おります。

さらに、東アジア地域においては、北朝鮮に

おけるＩＣＢＭ（大陸間弾道ミサイル）級の弾

道ミサイルの発射をはじめとする核・ミサイル

問題、中国による海洋進出の動き、ロシアによ

る北方4島へのさらなる脅威など、地域の安全
保障環境が一層厳しさを増しております。

私は、基地のまち佐世保で米軍や自衛隊が日

常に存在する中で生まれ育ちました。米軍との

関係では、佐世保港のすみ分けや前畑弾薬庫の

移転問題など、長年の懸案事項となっておりま

すが、佐世保市は、明治以降、軍港として栄え、

今もなお、我が国の防衛の重要な拠点として位

置づけられております。

長崎県全体を見ましても、県内各地に多くの

自衛隊基地が配置されております。

加えて、島しょ防衛において、有事の際の奪

回を目的として水陸機動団が編成され、この部

隊は本部と2個連隊が佐世保市に配置され、さ
らには、今後、3個目の連隊が大村市に配置予
定となっており、東アジア地域の安全保障環境

の不安定を鑑みれば、今後の本県の防衛拠点と

しての役割はますます高まっていくものと考え
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ております。

日本の最西端に位置し、海を介して国境を接

する本県の離島は、まさに国防の最前線であり、

他国からの侵攻を現実的な脅威として捉え、日

頃から有事に備えていく必要があると考えます。

県として、できることは限界があるとは思い

ますが、具体的に自衛隊、海上保安庁、警察、

地元自治体などの関係機関と連携をし、国民保

護計画を機能させていくことは喫緊の課題だと

考えております。

そうした状況を踏まえ、米軍や自衛隊の基地

対策と併せて、国民保護を担い、有事に機能す

る組織を立ち上げ、組織強化を図るべきではな

いかと考えますが、知事の見解をお尋ねいたし

ます。

（2）離島の防衛について。
現在の国際情勢は、ロシアによるウクライナ

侵攻、中国の海洋進出、台湾問題など、有事へ

の懸念が非常に高まっている状況であります。

そのような中、本県は多くの有人国境離島を

有しておりますが、国境離島は、我が国の領海

等の保全に関する活動の拠点として重要な機能

を有しており、不測の事態への備えも重要であ

ります。

万一、離島に対する武力攻撃事態が発生し、

着上陸侵攻が行われた場合に、住民の避難等の

対応はどうなるのでしょうか。すぐに具体的な

対応とはいかないかもしれませんが、自衛隊、

海上保安庁、警察、民間の事業者など、関係機

関が国と連携を考えながら、避難の対応を前に

進めていく必要があると考えますが、現在の状

況について、お伺いをいたします。

5、県庁舎跡地について。
県庁舎の跡地活用については、今般、広場、

情報発信、交流支援の3つの機能を柱とする基

本構想案が示されております。

これまで旧庁舎の解体後も含め、複数回にわ

たり詳細な埋蔵文化財の調査を行い、その結果

も踏まえ、機能の一部を見直されるなど、一定

の期間が必要であったことは十分理解しており

ます。

一方、県庁舎跡地については、海外との交流

などにより異文化を融合させ、新たな価値観を

創造・発信してきた、長崎のまさに中心を象徴

する場所であることから、この地において新た

な交流やにぎわいを生み出し、近隣地域、ひい

ては県全体の活性化を図り得る環境を早期に整

えていただくことが非常に重要であると考えま

す。

そのためには、基本構想に掲げられている各

機能について、具体的な形にして、にぎわいを

創出していく必要があると考えますが、県とし

ての今後の進め方をお伺いいたします。

6、国民文化祭について。
四大行幸啓の一つである「国民文化祭」が令

和7年度に本県で開催されることが内定し、ま
た、「第25回全国障害者芸術・文化祭」も同時
に開催されることが決定したところであります。

今年秋には九州新幹線西九州ルートが開業す

る予定となっており、長崎のグランドデザイン、

近未来像が見えてまいりました。

国民文化祭は、地域の特色ある文化芸術活動

を全国規模で発表し交流する文化の祭典であり、

地域の魅力を発信することで観光振興や交流人

口の拡大など、本県のにぎわいを創出する契機

となるものと期待しております。

国民文化祭の開催に当たっては、本県の歴史

文化や伝統文化はもちろん、国際交流や観光資

源など、本県ならではの特徴を最大限に活用す

べきだと考えます。
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知事のマニフェストによりますと、「にぎわ

いのある長崎県を目指す」、「コロナ禍で継続

が困難な伝統文化や地域行事への支援」を挙げ

ておられました。

県として、国民文化祭に向けて、この機運醸

成や地域文化活動を行う団体への支援について、

どのような取組を考えているのか、お尋ねをい

たします。

7、健康長寿日本一について。
本県では、平成30年度から、健康長寿日本一

を目指すことを掲げ、健康寿命の延伸に取り組

まれていますが、健康寿命自体は延びてはいる

ものの、令和元年の健康寿命の公表値による全

国順位を見ると、男性が34位、女性が29位と、
前回調査の平成28年と比較してもどちらも順
位が下がっており、結果に結びついていないの

ではないでしょうか。

また、4月の知事の記者会見において、長崎
県の健康課題が示されましたが、高血圧や喫煙

者の割合が高く、心筋梗塞や肺がんの患者数も

多いとのことであり、これは野菜の摂取量や一

日の歩行数が少ないなどの生活習慣の影響が大

きいと考えられております。

このような状況を踏まえ、健康づくりの取組

を強化すべきではないかと考えますが、今後ど

のように取り組んでいかれるのか、お尋ねいた

します。

8、道路行政について。
（1）西九州自動車道について。
西九州自動車道の松浦佐々道路については、

順調に整備が進んでおり、この12日には関係者
による建設促進大会が佐々町で開催されるなど、

地元としても早期完成に熱い期待を寄せている

ところであります。

本年度も100億円近い予算が確保されており、

トンネルや橋梁の工事などが進められていると

ころでありますが、現在の進捗状況について、

お尋ねいたします。

（2）東彼杵道路について。
高規格道路として計画中の東彼杵道路につい

ては、県北地域と県央・県南地域を最短で結ぶ

とともに、佐世保市から長崎空港へのアクセス

向上において重要な路線となっております。

今後、ハウステンボスへのＩＲ誘致が実現し

ますと、国内外から今以上に多くの観光客が来

場することとなり、空港とＩＲとをつなぐ安全

で快適な道路として、その必要性がますます高

まってまいります。

この東彼杵道路の早期事業化に向けた現在の

進捗状況をお尋ねいたします。

9、教育行政について。
（1）教育委員会教育長の抱負について。
今年の4月に県の教育委員会教育長が交代と

なり、中﨑教育委員会教育長が就任されました。

新しく教育委員会教育長となられた中﨑教育委

員会教育長は、3月まで文化観光国際部長とし
て、本県の観光・物産や文化・スポーツなどの

魅力を県外、国外へ幅広く発信するなど、交流

人口拡大に向けてご活躍をされてこられました。

教育委員会教育長が代われば、特に、力を入

れていく施策も変わってくると思いますが、こ

れまでの経験を踏まえ、どのような課題に重点

的に取り組もうと考えておられるのか、そのよ

うなことを含めまして、新教育委員会教育長と

しての抱負について、お尋ねをいたします。

10、県立大学について。
（1）県内就職率向上対策について。
県立大学においては、平成28年度に学部学科
を再編し、全国初となる「情報セキュリティ学

科」を設置するなど、これまで地域に選ばれる
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大学を目指して、新たな大学づくりに取り組ん

できた結果、県内企業からも高く評価されてい

ることについては、県、大学の関係者のこれま

でのご尽力に敬意を表するところであります。

しかしながら、私が昨年6月定例会で一般質
問した時点では、令和3年3月卒業の情報セキュ
リティ学科の県内就職率は6.5％、大学全体も
29.7％と、県外流出に歯止めがかからない状況
であったと記憶をしております。

また、情報セキュリティ学科の学生に関して

は、県内に受け皿が少ないことは、以前から指

摘されており、昨年度から情報セキュリティ学

科の入学定員を倍増しておりますが、こうした

学生が卒業する3年後には、増員した学生もそ
のままそっくり県外へ就職してしまうのではな

いかと危惧をしているところであります。

さらに、新型コロナウイルスの感染拡大が始

まり2年を経過しているところでありますが、
今後、ウイルスとの共存が進み、県外との往来

に心理的な垣根がなくなり、県外からの採用ニ

ーズが高まってくると、県内就職率の低下につ

ながることも心配しております。

一方で、県及び県立大学もこれまで県内就職

率向上に取り組み、県内の食品製造業企業がイ

ンターネット通信販売の市場拡大を見越して、

情報セキュリティ学科の学生を採用するなど、

今後の模範的事例の一つとなり得る県内就職も

実現していると聞いております。

大学のその他の取組として、社会人基礎力を

身につけ、課題解決力の養成を目的とし、授業

の一環として企業インターンシップを実施して

いると聞いております。この企業インターンシ

ップは、一定期間、県内企業に就業体験をする

ことで、その後の就職にもつながる可能性があ

り、結果的に県内就職率向上にも結びつくもの

と大いに期待しております。

令和4年3月卒業の県内高校生の県内就職率
が過去最高を記録している中、県立大学の県内

就職率はどのような状況になっているのか、そ

のうえで、今後、県内就職率向上にどのように

取り組んでいくのか、お尋ねいたします。

11、若者の投票率向上対策について。
各種選挙における投票率は、近年低い傾向に

あり、特に、10代、20代、30代の若い世代の投
票率は、他の世代に比べて、その傾向が顕著で

あります。

一方で、今年2月に施行された長崎県知事選
挙では、ほとんどの市町で、前回選挙と比べて

投票率がアップし、特に、長崎市では大きく上

昇、15.62ポイント上昇しました。
知事選挙では、各候補者がＳＮＳ等のインタ

ーネットを利用して積極的な情報発信を行い、

そのことが、若者を含む有権者の投票行動に大

きな影響を与えている一因だと考えております。

こうしたことからも、ＳＮＳのインターネッ

トによる情報発信は、若者を中心に非常に啓発

効果が高いものと思われますが、間もなく執行

される参議院議員通常選挙において、ＳＮＳ等

の活用による若い世代の投票率向上対策をどの

ように考えているのか、お尋ねいたします。

以上で、壇上からの質問を終了し、再質問に

つきましては、対面演壇席で行わせていただき

ます。

ご清聴ありがとうございました。

〇議長（坂本智徳君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）〔登壇〕 外間議員のご質

問にお答えいたします。

はじめに、知事就任後の3か月間を振り返っ
ての所感をとのお尋ねですが、今年の3月2日に
知事に就任してから、早くも3か月が経過いた
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しました。

就任直後から、県庁内の各課から県政全般の

諸課題等について説明を受けながら、新型コロ

ナウイルス感染症の対応や肉づけ予算の策定に

取り組んでまいりました。

また、県庁内にとどまらず、各地へ足を運び、

現地の方々から直接お話をお伺いすることも大

変重要と考え、限られた時間ではありましたが、

県内を訪問してまいりました。

この3か月間、多くのことを見聞きすること
で、本県が抱える様々な課題の大きさを改めて

実感したところであります。

それとともに、それらの諸課題を解決し、県

民皆様のために成果を出していかないといけな

いと、使命と責任を改めて認識したところであ

ります。

今後は、関係する皆様方と連携を密にし、お

力添えをいただきながら、ともに取り組んでま

いりたいと考えております。

また、議員にご指摘いただいた私の行政経験

の足らざる部分につきましては、さきの3月定
例会でも申し上げましたとおり、私自身努力を

重ねつつも行動力を活かして、スピード感と新

たな視点・発想を吹き込むことで、県勢をさら

に活性化、発展させるよう全力を尽くしてまい

りたいと考えております。

今後、一つでも多くの課題の解決に取り組み、

県民の全世代の方々が安心、継続して、豊かで

温かい暮らしを営むことができる社会の構築を

目指して、しっかりと取り組んでまいりたいと

考えています。

次に、中小企業をはじめとする製造業、サー

ビス産業の支援にどのように取り組んでいるの

かとのお尋ねですが、新型コロナウイルス感染

症のたび重なる感染拡大を受け、本県において

も様々な分野で大きな経済的影響が生じている

ものと認識しており、社会経済活動の回復・拡

大に向けた取組が大変重要であると考えており

ます。

このため、県としては、製造業について、こ

れまで半導体や航空機などの成長分野における

新たな投資に対する支援を行ってきたほか、サ

ービス産業については、デジタル化や経営多角

化などの取組に対する支援を行ってきたところ

であります。

併せて、経営環境の厳しい中小企業事業者に

対し、資金繰り支援や国の事業復活支援金に県

独自で上乗せ給付を行うなど、コロナ禍の影響

からの回復・拡大を目指す事業者の支援を行っ

てきたところであります。

なお、今般の原油価格・物価高騰に対しては、

中小事業者による省エネ設備の導入や製造コス

トの削減につながる生産設備投資への支援など

について検討しているところでございます。

今後とも、新型コロナウイルス感染症や原油

価格・物価高騰による影響を注視し、国の施策

を見極めながら、必要な対策を適時適切に講じ

てまいりたいと考えております。

次に、石木ダムについて、ダムの早期完成を

望んでいらっしゃる皆様のお話もお聞きしてほ

しいとのお尋ねですが、事業を円滑に進めるた

めには、川原地区にお住まいの皆様との関係を

構築することが大切であると考えていることか

ら、現地を訪問させていただき、お話を聞かせ

ていただいたところであります。

また、私としては、事業に反対されている方々

だけではなく、一方の当事者である元地権者の

皆様や推進団体の方々からも直接お話をお聞き

する必要があると考えており、今後、できるだ

け早い時期に、そういった機会をいただけるよ
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う調整してまいります。

次に、基地対策について、有事に機能する体

制を整えるためには、組織の改編も含めた取組

強化が必要ではないかとのお尋ねですが、現在

の我が国を取り巻く安全保障環境は、ロシアに

よるウクライナ侵攻、相次ぐ北朝鮮による弾道

ミサイル等の発射など、国際秩序への危機が顕

在化し、日々厳しさを増しております。

こうした中、我が国の安全保障の基軸である

日米安全保障体制のもと、佐世保市や西海市に

在日米軍が駐留しているほか、県内各地に多く

の自衛隊の部隊が配備されております。

一方、佐世保市においては、多くの米軍の施

設が所在することに伴う市民生活への影響が長

年の課題であることから、様々な基地対策に取

り組まれており、県としても市と一体となって

国への要望を行ってまいりました。

また、佐世保市の新たな基地政策方針の策定、

陸上自衛隊水陸機動団の3個目の連隊の大村市
への配備決定など、基地関係の新たな動きが生

じているほか、安全保障環境の変化を背景とし

た国民保護への関心の高まりなど、県としての

役割もますます重要となっております。

このため、基地と地域との共存共生を図ると

ともに、有事に備えた体制強化のため、地元自

治体及び関係機関との連携を促進したいと考え

ており、今後、連携促進にかかる課題や、県が

担うべき業務等について整理を行い、組織のあ

り方をしっかりと検討してまいります。

次に、国民文化祭について、県として国民文

化祭に向けての機運醸成や地域文化活動を行う

団体への支援について、どのような取組を考え

ているのかとのお尋ねですが、国内最大の文化

の祭典である「国民文化祭」及び「全国障害者

芸術・文化祭」は、本県の魅力を国内外に発信

する絶好の機会であり、文化芸術の振興や交流

の拡大にも寄与するものとして、令和7年度の
開催に向けて準備を進めております。

機運の醸成につきましては、県の広報をはじ

め様々な媒体を活用して、県民の皆様に周知を

図ってまいります。

また、県内市町及び文化団体との意見交換等

を通じて、文化事業に対する意識を高めながら、

市町等の国民文化祭への積極的な参画につなげ

ていきたいと考えております。

地域文化活動を行う団体への支援につきまし

ては、文化芸術で人を育て、地域の新たな魅力

を引き出すために、今議会の補正予算において、

これまでの県主体の事業を見直し、地域主体型

の事業へと抜本的な転換を図ることとしており

ます。

国民文化祭を一過性のイベントで終わらせず、

地域に根差した文化芸術活動をレガシーとして

残すため、市町や関係団体と一体となって、文

化資源の磨き上げや伝統文化の継承に力を注い

でまいりたいと考えております。

残余のご質問につきましては、関係部局長か

ら答弁をさせていただきます。

〇議長（坂本智徳君） 福祉保健部長。

〇福祉保健部長（寺原朋裕君）医療提供体制に

ついて、2点、また、健康長寿日本一について、
1点、お答えいたします。
まず、次の感染拡大に備え、医療提供体制に

ついて、今後どのようにしていくのかとのお尋

ねですが、県としましては、これまでの間、診

療・検査医療機関をはじめ入院病床や宿泊療養

施設の拡充、自宅療養体制の整備等、感染及び

療養状況を踏まえながら必要な医療提供体制の

確保に取り組んでまいりました。

また、オミクロン株により増加した自宅療養
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者に対しては、パルスオキシメーターを配布し

健康観察を行うとともに、症状の悪化に備え、

複数名のサポート要員を24時間体制で配置す
るなど、県民の皆様が安心して療養いただける

体制を整備してきたところであります。

現在、新規感染者及び療養者は減少傾向には

ありますが、引き続き、県医師会及び長崎大学

等の関係機関や市町と連携を図りながら、感染

及び療養状況に応じて必要な医療提供体制をし

っかり確保してまいります。

次に、コロナ医療に従事する医師・看護師等

の負担軽減について、応援体制等はどのように

なっているのかとのお尋ねですが、医療従事者

の負担軽減を図るには、それぞれの医療機関に

おいて病床の逼迫を抑える必要があり、感染拡

大期には、宿泊療養施設内に臨時の診療所を開

設して患者を受入れ、治療薬の投与等を行うこ

ととしております。

また、院内クラスター等により医療従事者が

不足した施設等に対しては、医療支援チーム（長

崎CovMAT）を派遣する体制を整備しておりま
す。

感染流行が長期化する中、入院患者が一部の

病院に集中することがないよう、各医療機関に

おける受入れ病床数の見直し等、コロナ対応に

よる医療への負荷をさらに軽減する対策につい

て、関係者と協議を進めてまいります。

次に、健康づくりの取組を強化すべきと考え

るが、今後どのように取り組んでいくのかとの

お尋ねですが、健康寿命の延伸のためには、早

くから健康と生活習慣について関心を持ち、健

康づくりに取り組んでいただくことが重要です。

そのため、今年度は、健康づくり活動による

ポイント獲得で県産品が当たるアプリを導入す

るほか、「減塩・野菜の日」を設定し、スーパ

ー、食品メーカーとタイアップしたイベントを

開催し、さらには、たばこに関する健康教育を

強化するなど、生活習慣の改善を促してまいり

たいと考えております。

県では、こうした施策も含め、今年度から「は

じめる！長崎健康革命」を新たなキャッチフレ

ーズに、運動、食事、禁煙、健診の4つを柱と
して、県民の健康づくりに取り組むこととして

おり、健康寿命の延伸に向けてさらに注力して

まいります。

〇議長（坂本智徳君） 総務部長。

〇総務部長（大田 圭君） 私から、2点ご答弁
申し上げます。

まず、ふるさと納税について、コロナ禍にお

ける県、各市町のふるさと納税の動向及び県の

今後の取組についてのお尋ねでございます。

本県のふるさと納税寄附額の実績につきまし

ては、令和元年度は1億5,000万円、令和2年度
は1億4,400万円、令和3年度は2億8,600万円と、
2年度の約2倍という形になっております。
また、市町については、令和元年度は100億

5,700万円、令和2年度は108億6,000万円、令和
3年度は130億5,200万円となっておりまして、
県、市町ともに寄附額が順調に伸びてきている

状況でございます。

なお、令和3年度の上位団体といたしまして
は、佐世保市、波佐見町、松浦市、長崎市、島

原市という状況でございます。

本県の今後の取組といたしましては、募集サ

イトの追加ですとか、あるいは本県ならではの

返礼品の充実を図るとともに、プロジェクト担

当課による情報発信を強化し、さらなる増収に

努めてまいりたいと考えております。

次に、県立大学に関しまして、県内就職率向

上対策についてのお尋ねをいただきました。
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令和3年度の県立大学の県内就職率といたし
ましては、情報システム学部や看護学科におい

て、県内企業や病院への就職者が増加したこと

から、目標である44％には届かないものの、前
年度を3.5ポイント上回る33.2％という状況で
ございます。

情報システム学部では、本県に進出している

誘致企業ですとか、県内企業の採用状況を継続

して学生に提供したことや、看護学科におきま

しては、コロナ禍により直接病院を訪問する機

会が減少する中、個々の学生に積極的に県内病

院の情報を提供したことなどが県内就職につな

がったものというふうに考えております。

今後、さらなる県内就職率向上のためには、

就職先が多岐にわたる文系学部を中心といたし

しまして、学生と企業を個々につなげていく取

組が重要であるというふうに考えております。

そのため、今議会に予算を計上させていただ

いております、県内就職支援員を新たに配置い

たしまして、低学年のうちから学生の希望進路

を把握し、個々の学生の志向に合った県内企業

の魅力を直接伝えるとともに、インターンシッ

プ先企業との継続的な接点づくりですとか、県

内企業の採用枠拡大の働きかけを行うことで、

県内就職率の向上に結びつけてまいりたいと考

えております。

〇議長（坂本智徳君） 土木部長。

〇土木部長（奥田秀樹君） 私から、3点お答え
いたします。

まず、石木ダムについて、現在の工事状況と

今後どのように工事を進めていくのかとのお尋

ねですが、現在、一部の工事箇所においては、

事業に反対されている方々による座り込みなど

の妨害行為が続いていますが、現場の安全を確

保しながら、ダム本体の掘削工事と付け替え道

路工事を進めているところです。

今後も着実に工事を進め、令和7年度のダム
完成に向けて努力してまいります。

次に、西九州自動車道の松浦佐々道路の進捗

状況についてのお尋ねですが、松浦佐々道路の

うち、松浦インターチェンジから平戸インター

チェンジ間については、これまでに用地取得が

完了しており、現在、松浦市側の2本のトンネ
ルや橋梁などの大型工事が進められるなど、全

面的に工事が展開されています。

平戸インターチェンジから江迎鹿町インター

チェンジ間については、昨年から橋梁工事等に

着手されたところであり、用地取得は約9割まで

進捗しています。

残る佐々インターチェンジまでの間について

も、地元調整や用地取得が順調に進められてい

ます。

引き続き、早期完成に向けて、関係市町と地

元調整などに取り組むとともに、予算確保につ

いて国に対して強く働きかけてまいります。

次に、東彼杵道路の事業化に向けた進捗状況

についてのお尋ねですが、東彼杵道路は、ＩＲ

の開業に向けて、その重要性がますます高まる

ことから、これまでも沿線自治体とともに早期

事業化について国に要望を行ってきたところで

す。

令和3年度からは、国において事業化の前段
階となる計画段階評価手続が進められており、

今年1月に開催された第2回委員会では、3つの
ルート帯の案が示されています。

その後、4月から5月末まで、住民や関係機関
への2回目の意見聴取が行われたところであり、
事業化に向けて順調に手続が進められています。

引き続き、手続が円滑に進むよう、関係市町

と連携して国への協力を行うとともに、早期事
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業化について要望してまいります。

〇議長（坂本智徳君） 危機管理監。

〇危機管理監（多田浩之君）離島防衛について、

離島に対する武力攻撃事態が発生した場合の避

難等の対応と、関係機関や国と連携した取組の

現状はどうかとのお尋ねですが、まずは、国に

おいて諸外国との友好に努め、外交努力が払わ

れることで、着上陸侵攻等の武力攻撃事態に至

らないことが重要と考えております。

万一、離島への着上陸侵攻が行われた場合、

国民保護計画に基づいて対応することとなり、

国の指示に基づき、県、市町や鉄道、航空、船

舶等の民間会社の協力による住民避難を行い、

状況により、自衛隊、海上保安庁等の航空機や

艦船等の輸送力の確保に努め、島内外、本土へ

の避難を迅速、確実に行うこととしております。

県域を越える広範囲な住民避難に関しては、

国の総合的な方針を受けつつ実行するため、国

との調整が必要であり、現段階では、離島から

の全島避難要領に関して、本土への受入れ自治

体を逐次具体化するため、各自治体の受入れ施

設の調査を進めている状況であります。

なお、本年度、自衛隊、警察、海上保安庁な

ど複数の各関係機関が参加する国民保護訓練を

消防庁と共同で実施予定であり、関係機関との

連携や対処能力の向上も図ってまいります。

〇議長（坂本智徳君） 地域振興部長。

〇地域振興部長（早稲田智仁君）県庁舎跡地の

活用について、今後どのように進めていくのか

とのお尋ねでありますが、「県庁舎跡地整備基

本構想案」では、この地の歴史や果たしてきた

役割を受け継ぎ、新たなにぎわいと交流の場の

創出を目指して、必要となる機能を効果的に配

置することとしております。

今後、この基本構想に基づき、暫定供用の実

施に向けた整地や舗装など基礎的な工事を進め

てまいりたいと考えております。

また、整備状況を見ながら、早期のにぎわい

の創出に向け、旧県庁舎の正面玄関跡付近や第

一別館跡地付近については、今年秋頃を目途に、

利用可能なオープンスペースを県民の皆様にご

利用いただけるよう取り組んでまいります。

併せて、暫定供用における利用状況等を検証

のうえ、建物等の規模や配置など、その後の整

備を検討してまいりたいと考えております。

〇議長（坂本智徳君） 教育委員会教育長。

〇教育委員会教育長（中﨑謙司君）これまでの

経験を踏まえ、どのような課題に重点的に取り

組んでいこうと考えているかというお尋ねでご

ざいます。

私は、これまでの観光振興や地域づくり業務

などで培ってきた経験やネットワークを活かし

ながら、本県の将来を担う子どもたちの健全な

育成のための施策に全力で取り組む所存であり

ます。

本県では少子化が急速に進んでおりますが、

子どもたちが通う学校が地元にあることで、そ

のまちは元気になりますので、特色ある教育や

魅力ある学校づくりを推進することで、地域活

性化につなげていきたいと考えております。

現在、教育委員会内におきまして、8つの横
断プロジェクトを立ち上げたところでございま

す。今後、この中で子どもたちが地域の魅力に

直接触れる「ふるさと教育の推進」や支援を要

する子どもたちへの「文化・スポーツの触れ合

いの場の創出」、あるいは、教育現場のイメー

ジアップ戦略や働きがい改革を進めることによ

ります「教員のなり手不足の解消」などにつき

まして、市町や民間の皆様とも手を携えながら、

これらの施策を積極的に進めてまいりたいと考
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えております。

〇議長（坂本智徳君） 選挙管理委員会委員長。

〇選挙管理委員会委員長（葺本昭晴君）参議院

議員通常選挙におけるＳＮＳ等を活用した若い

世代の投票率向上対策についてのお尋ねですが、

今回の参議院議員通常選挙においては、コロナ

禍により人が密集するような形での啓発の方法

が制限されることから、関係機関と協力しなが

ら、様々な媒体を用いた投票の呼びかけを行っ

ていきたいと考えております。

具体的には、若者への啓発効果が期待される

Instagramや LINE等のＳＮＳをはじめ、
Yahoo!JAPANのWebサイトにバナー広告を掲
載するなど、様々なインターネットを活用した

啓発を実施してまいります。

このほか、県内の各大学に対して啓発ポスタ

ーやのぼり等の掲示、電子メールや大学のホー

ムページ等を活用した学生への投票日の周知等

を依頼するなどして、若者の投票率向上を図っ

てまいりたいと考えております。

〇議長（坂本智徳君） 外間議員―40番。

〇４０番（外間雅広君）ありがとうございまし

た。知事、教育委員会教育長、関係部局長、そ

して選挙管理委員会委員長よりご答弁をいただ

きました。

それぞれ答弁を聞きながら、一定ある部分で

は情報を共有し意を強くした部分もありますが、

どうしても納得できないところもありましたの

で、再質問でカバーをさせていただきたいと思

います。

冒頭、大石知事から大変力強い3か月間の
感想を述べられ、その結果を持って、これから

県政に、県民130万人のリーダーとしてしっか
りやっていく旨の強い姿勢が感じられたところ

であり、ある部分、やはり大石知事は県民に選

ばれた知事だなということを、必然を感じたと

ころであります。その必然性については、これ

からの長崎の新しい時代に向けて、今、取り組

もうとしている国の経済のあり方や、これから

の日本の方向性も含めて、やっぱり若い人たち

が本気になって力を合せて、この国のかじ取り

をしていかなければいけないという県民の潮流

の中に、大石知事はそれに世代交代ということ

で、ある意味選ばれた者と思っております。

ただ単に経済を取り上げていけば、例えば製

造業中心で日本が世界の経済大国になっていっ

た。必死になって働いて製造業を効率よく、す

ばらしい商品を世界中に編み出して、巨万の経

済の富を勝ち得て、ＧＤＰも押し上げていって、

特に、平成の初頭では、世界のトップの企業の

ほとんどが日本企業で占められていたと。

ところが、ここ30年の間に、一気にＧＡＦＡ
をはじめ中国の新しいサービス産業によって、

世界の経済の潮流が変わってきて、やはり若い

人たちが発明、発見、イノベーションを起こし、

ダイバーシティを起こしながら、様々な経済の

状況が変わってきていると、そういう中に、日

本がある意味取り残されてきたのではないかと、

この30年の間に。
やはりもっともっとアイデア勝負、勉強して

頑張った人たちがしっかりとアイデアで勝負し

て、FacebookやGoogleのように、新しい事業に
取り組む、その市場性も、ほとんどの市場が女

性ということで、女性もしっかりと供給の中に

取り入れていただきながら、女性も一緒になっ

て、このサービス、アイデア勝負に取り組んで

いくような、そういったことをリーダーとして

知事が、ある意味選ばれてのことだと思ってお

ります。

そういう知事は、私が大変好感を持っている
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のは、スピーディに行動されるということ、そ

して、果敢に挑戦をされるということ、この間

も高校総体や西九州の促進大会には、ひょっこ

り県北地域にもあらわれておられて、本当にス

ピーディな行動と対応に感心をさせられるとこ

ろでありますけれども、その県政運営に関しま

して、大石県政の具現化をぜひとも加速をさせ

ていっていただきたいと思っております。

そこで、本県が抱える様々な課題に対応して

いくためには、県議会や市町、民間企業、関係

団体をはじめ県民の皆様と目指す方向性を共有

しながら、県民が一丸となって力を合せて取り

組んでいくことが重要であります。130万人の
県民のかじ取り役として、今後どのような長崎

県づくりを進めようとされているのか、お尋ね

をいたします。

〇議長（坂本智徳君） 知事。

〇知事（大石賢吾君） 私は、県内外の若者や女

性をはじめ、多くの皆様方に長崎県に移住・定

住したい、長崎県でやりたいことにチャレンジ

したいと思っていただけるような新しい、選ば

れる長崎県の実現を目指したいというふうに考

えています。

そのためには、子育て支援や医療・福祉・介

護サービスの充実など、安心・継続して豊かな

暮らしを営むことができる社会の構築がまず重

要であります。そのため、関連施策の推進に力

を注いでいきたいと思っています。

また、最先端技術を活用した取組の促進など、

長崎だからこそチャレンジできると、そういっ

た環境づくりにも積極的に取り組んでいきたい

と思います。

これにより、県内はもとより、県外からも

Ｉターンを希望される方や様々な企業などを数

多く呼び込み、ご活躍いただくことで、多様性

に溢れ、にぎわいのある長崎県が生まれるとい

った好循環につなげていきたいと思っておりま

す。

こういった考えのもと、私自身がしっかりと

先頭に立って、新しい長崎県づくりを実現して

いけるよう、しっかりと強い覚悟を持って取り

組んでいきたいと思っております。

〇議長（坂本智徳君） 外間議員―40番。

〇４０番（外間雅広君）ありがとうございまし

た。

人口減少対策に歯止めをかけるのは、確かに

良質な雇用も大切でありますけれども、知事が

人口減少対策に歯止めをかける大きな、特殊出

生率を具体的に「2.0」という目標を掲げられ、
そのことに対する様々な施策も併せ持ってやっ

て、信頼ある、安心ある、そういう長崎県づく

りに最前線で取り組んでいかれることこそが、

10年、20年後にはきっときっと、そういった良
質な雇用も併せて、人口減少に歯止めがかかる

ものと期待しておりますので、どうぞひとつ今

の姿勢で最後まで取り組んでいただければとい

うふうに期待をし、応援をさせていただきたい

と存じます。

それから、ふるさと納税について、総務部長

よりご答弁をいただき、一定増額の傾向にあり、

2倍になっているということで、大変喜ばしい
ところでございますけれども、コロナ禍にあっ

て大きな影響を受けている、例えば県美術館と

か、あるいは博物館とか、こういった県有施設

の商品など、ふるさと納税の返礼品として積極

的に採用したり応援をしていただけないものか、

お尋ねをいたします。

〇議長（坂本智徳君） 総務部長。

〇総務部長（大田 圭君）コロナ禍で影響を受

けている県有施設につきましては、売上げ減等
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に対し、関係各機関で対策がとられております

けれども、ふるさと納税の返礼品を充実するこ

とは魅力発信にもつながりますので、対応を検

討していきたいというふうに考えております。

なお、返礼品につきましては、総務省におい

て定められている返礼品基準を順守いたしまし

て、本県の魅力を全国に発信するための長崎県

らしい商品、さらに、寄附額増収につながる商

品としていることから、選定につきましては、

ふるさと納税運営業者や関係団体と協議をして

まいりたいと考えております。

〇議長（坂本智徳君） 外間議員―40番。

〇４０番（外間雅広君）ありがとうございまし

た。

道路行政について、2点質問させていただき
ましたが、佐世保市における交通渋滞緩和対策

として、改めて2つの道路の計画について、進
捗等をお尋ねいたします。

一つは、春日瀬戸越線です。

この交通渋滞緩和、安全性向上を目的として、

都市計画道路春日瀬戸越線の整備、地元として

一日も早い完成を待ち望んでいるところでござ

いまして、この事業の現在の進捗状況について、

お尋ねをいたします。

〇議長（坂本智徳君） 土木部長。

〇土木部長（奥田秀樹君）都市計画道路春日瀬

戸越線は、これまで測量及び設計を進めてきた

ところであり、昨年度までにトンネルを除く約

900メートルの区間について設計が完了してい
ます。

用地取得については、国道498号との交差点
部の一部を取得済みであり、今年度は、春日交

差点からトンネル坑口までの区間の取得に本格

的に着手することにしています。

この事業は市街地を通る計画であり、多くの

建物移転が伴うことから、関係者へのご理解と

ご協力が得られるよう、丁寧な説明に努めなが

ら、早期に工事着手できるよう、全力で取り組

んでまいります。

〇議長（坂本智徳君） 外間議員―40番。

〇４０番（外間雅広君）ありがとうございまし

た。

俵ヶ浦日野線について、令和2年度に事業化
された赤崎地区、船越地区の改良事業、これに

ついても大いに期待をしているんですけれども、

このことについての進捗状況もお願いいたしま

す。

〇議長（坂本智徳君） 土木部長。

〇土木部長（奥田秀樹君）一般県道俵ヶ浦日野

線の赤崎町から船越町の整備については、令和

2年度に事業化し、昨年度は地元説明会を開催
して、現地での測量や調査に着手したところで

す。

現在、道路の中心線を決定するための設計及

び関係機関協議を進めているところであり、今

年度中にはルートについての地元説明会を開催

したいと考えています。引き続き、佐世保市と

協力し、事業推進に努めてまいります。

〇議長（坂本智徳君） 外間議員―40番。

〇４０番（外間雅広君）どうぞよろしくお願い

いたします。

新教育長、中﨑教育委員会教育長、大変すば

らしい、気合の入ったご答弁をいただきました。

全力で取り組まれるということで、8つの横断
プロジェクトを打ち出しておられて、大変興味

を持ってお聞かせをいただきました。どうぞ、

今までの様々な所管でのリーダーシップを発揮

されて、教育行政に取り組んでいただきたいと

いうことを期待しております。

そこで、教育委員会教育長の答弁とは全く別
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の再質問をさせていただきたいんですが、幼保

小の連携について質問をさせていただきます。

前回、私が質問させていただいた時の遊びを

中心とした園生活、それから、座学を中心とし

た小学校に円滑に移行できないという「小1プ
ロブレム」のことについて、今、その後につい

て取り組んでおられると思いますけれども、そ

の後の進捗について、お尋ねをいたしますが、

幼保小の連携の取組状況、国の動向も踏まえて、

今後どのように幼保小連携の教育を進めていこ

うとしておられるのか、こども政策局と教育委

員会それぞれにお尋ねをいたします。

〇議長（坂本智徳君） こども政策局長。

〇こども政策局長（田中紀久美君） 今年度は、

諫早市において、昨年度から実施しております

幼保小連携推進事業の研究発表会を開催し、広

く県内の幼児教育・保育施設や小学校に参加を

呼びかけ、連携の効果や必要性について啓発し

てまいります。

また、国においても連携の具体的な方策であ

る「幼保小の架け橋プログラム」の手引きが3
月に示されたところであります。

このような状況も踏まえ、県では幼児教育の

推進に向けたプロジェクトチームを設置し、検

討を進めております。

子どもたちの生きる力の基礎を育み、小学校

以上の教育に円滑につなげられるよう、市町や

教育委員会と連携し、幼児教育・保育の現場の

支援に努めてまいります。

〇議長（坂本智徳君） 教育委員会教育長。

〇教育委員会教育長（中﨑謙司君） 現在、小学

校におきましても、入学する子どもたちの実態

把握、きめ細やかな指導、園と一貫した教育的

支援を行っているところでございます。

県教育委員会におきましても、先ほど子ども

政策局長が答弁いたしましたプロジェクトチー

ム、これにも積極的に参加いたしまして、幼保

小連携の充実に向けた取り組みを推進してまい

ります。

〇議長（坂本智徳君） 外間議員―40番。

〇４０番（外間雅広君）ありがとうございまし

た。

最後に、私が少し納得できていないというと

ころにつきましては、基地対策であります。ど

うぞしっかりと、この検討をしていただきたい

ということ、やっていただきたいと、組織の改

編をぜひともお願いいたします。

終わります。（拍手）

〇議長（坂本智徳君）午前中の会議はこれにて

とどめ、しばらく休憩いたします。

午後は、1時30分から再開いたします。
― 午後 零時１７分 休憩 ―

─ 午後 １時３０分 再開 ─

〇議長（坂本智徳君） 会議を再開いたします。

午前中に引き続き、一般質問を行います。

田中議員─45番。
〇４５番（田中愛国君）（拍手）〔登壇〕 皆さ

ん、こんにちは。

自由民主党、佐世保市・北松浦郡選出、田中

愛国でございます。

通告に従って、今回は一問一答方式で質問を

いたします。

1、九州・長崎ＩＲについて。
（1）国の認定に関連して。
まずは、長崎県が国に申請をした長崎県案に

ついて、昨年9月定例会での私の一般質問では、
詳細について、余りはっきりしないことが多か

ったわけですが、今般は長崎県案ですので、そ

のポイント、提案概要についての説明をぜひお
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願いをいたします。

また、大阪、長崎、2か所のみの申請となっ
ておるようです。長崎県の自信のほどを、間違

いないんだという自信のほどを、ぜひお聞かせ

願いたいと思います。

これより後は、対面演壇席より質問を続けさ

せていただきます。

〇議長（坂本智徳君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）〔登壇〕 田中議員のご質

問にお答えいたします。

九州・長崎ＩＲは、アジアとの近接性を活か

した集客や、多種多様な観光資源を活かした広

域周遊観光などの高いポテンシャルのほか、九

州の経済界と行政、議会が一体となった「オー

ル九州」による推進体制など、独自の優位性が

あると考えております。

また、国内有数のテーマパークであるハウス

テンボスが隣接していることから、既存施設の

有効活用が可能となるとともに、誘客において

も、ハウステンボスとの相乗効果が期待できる

ものと考えております。

さらに、国の要求水準を上回る規模を備えた

ＭＩＣＥ施設や宿泊施設のほか、ジャパンハウ

スやメディカルモールなど、特徴ある施設を整

備することとしております。

これまで、県議会でのご議論や県民の皆様か

らのご意見等を踏まえつつ、様々な分野の事業

者とも協議を重ねながら作成したものであり、

計画の全般において、国の審査でも十分に評価

いただける内容であると考えています。

本県のみならず、九州の皆様のご期待に応え

られるよう、認定獲得に向けて全力を注いでま

いる覚悟でございます。

以後のご質問については、自席から答弁させ

ていただきます。

〇議長（坂本智徳君） 田中議員─45番。
〇４５番（田中愛国君）県案についての説明は

受けました。冒頭で大変厳しい話になりますが、

もし、長崎県案が認定を受けられなかったらど

うするのか。再チャレンジがあるのかどうか、

まず確認をしておきたいと思います。

〇議長（坂本智徳君） 企画部長。

〇企画部長（浦 真樹君）ＩＲの区域整備計画

につきましては、これからまさに国の審査委員

会による審査が予定をされているところでござ

います。

現時点におきまして、私どもといたしまして

は、この国の審査に対しまして、国の区域認定

の獲得ができるよう、まずは全力を尽くしてま

いりたいというふうに考えているところでござ

います。

〇議長（坂本智徳君） 田中議員─45番。
〇４５番（田中愛国君）まずは頑張らせていた

だくと、後のことは後のことという理解になる

わけですね。

私なりにいろいろ情報を集めたりしているん

ですけれども、国の方の有力議員の皆さんから

ですね。結構厳しい話が出てきているみたいで

すね、厳しい話が。

それはさておきまして、次に、この長崎県案

において、想定される数字について確認をして

おきたいと思います。

まずは総投資額、また内数となる純建設投資

額、それからＩＲ施設全体への集客といいます

か、観光客数の把握はどのくらいになるのか。

カジノ施設への入場料収入とＧＧＲ収入につ

いて再確認したいと。

そのほかに考えられる長崎県の県税収入があ

るとするならば、小さな感じでいいですけれど

も、億以上の収入が見込めるものがあるとする
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ならば説明をお願いしたい。

雇用の数は、カジノ部門とカジノ以外の部門

で大体どのくらいを想定されているのか。

最後に、これは企業戦略だと思うんですけれ

ども、日本人客と外国人客の比率内容をどうい

うふうに把握しているのか。特に、外国人とい

うことになると、どういう地域を想定した企業

戦略になっているのか、お聞かせ願いたいと思

います。

〇議長（坂本智徳君） 企画部長。

〇企画部長（浦 真樹君） まず、ＩＲの計画の

内容についてでございますが、九州・長崎ＩＲ

におきます総投資額、これは約4,383億円でござ
いまして、そのうち建設に係る投資額は、約

3,527億円を見込んでおります。
また、ＩＲ施設への来訪者数でありますが、

開業5年目となります2031年時点で673万人を
想定しておりまして、入場料納入金につきまし

ては、約77億円を見込んでおります。
さらに、ＧＧＲ、カジノ粗利益でございます

けれども、2031年に約2,095億円を見込んでお
りまして、本県への納付金といたしましては、

その15％となります約314億円を見込んでいる
ところでございます。

なお、納付金あるいは入場料納入金以外の、

いわゆる税収の部分でのお尋ねがございました

けれども、このＩＲ事業による経済波及効果に

伴います誘発税収額といたしまして、これは国

と地方の合算になりますけれども、ＩＲ施設の

建設に伴うものといたしまして約428億円、運
営に伴うものといたしまして開業5年目で約
209億円を見込んでいるところであります。
それから、ＩＲ施設におきます雇用者数でご

ざいますけれども、施設における雇用者数とい

たしましては、約1万人を予定しておりまして、

その内訳といたしましては、カジノ部門で約

2,000人から3,000人、その他の部門で約7,000
人から8,000人を想定しているところでござい
ます。

次に、ＩＲ施設への来訪者数の日本人、外国

人の内訳でありますけれども、来訪者数673万
人のうち、国内からの来訪者につきましては約

521万人、海外からの来訪者といたしまして約
151万人の想定をしております。
海外からの来訪者につきましては、東アジア、

中国、韓国、台湾などの割合が一定高くなるこ

とを想定しているところでございます。

〇議長（坂本智徳君） 田中議員─45番。
〇４５番（田中愛国君） ただいま、数字をちょ

っと聞かせていただきました。

純建設投資額で3,500億円を超えると、これは
確認させていただきたいと思います。それから、

入場者収入は、今まで言われている数字からち

ょっと減っているみたいですけれども、ＧＧＲ

は急に増えましたね。間違いないんですか、

ＧＧＲは、314億円と、これは大きなポイント
にはなると思うんですけれどもね、国も税収が

上がることが一つの目的だから。大阪にはちょ

っとかないませんけれども、3分の1程度という
ことでとどめたいと思うんですが、ＧＧＲが

314億円となると、これは少しレベルが上がっ
てきたなというような感じを受けています。

それから、外国人、日本人の企業戦略ですね。

日本人が75％ぐらい、やはり日本人中心のＩＲ
というような認識になるんでしょうか。外国は

中国関係がちょっと厳しいという感じがします

のでですね、そういう認識をしたいと思います。

次に、隣接するハウステンボス企業及び日本

中央競馬会との関係は、うまくいっているのか

どうか。
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なお、土地売買の時期、金額について、もう

一度確認しておきたいと思いますが、土地売買

の契約時に何か条件がつくようなことはないの

かどうか。

それから、県有地と県有施設、隣接する県道、

市道、この利活用問題が出てくると思います。

いろいろとこういう諸問題について進んでいる

のかどうか、確認をさせていただきたいと思い

ます。

〇議長（坂本智徳君） 企画部長。

〇企画部長（浦 真樹君） まず、1点目のハウ
ステンボスあるいは日本中央競馬会との関係で

ございますけれども、この事業を進めていくう

えで日本中央競馬会、いわゆるＪＲＡの駐車場

でありますとか、あるいはハウステンボスの既

存施設の運営等々、その事業者などとの調整が

必要となる事項につきましては、現在、ＩＲ施

設の工事中の対応も含めまして、ハウステンボ

スあるいはＪＲＡ、そしてＩＲ事業者などの関

係者が一体となって施設の運営等に支障が出な

いように、現在、調整、協議を行っているとこ

ろであり、引き続き対応がなされるものと認識

しております。

それから、土地売買の時期についてのお尋ね

でございますけれども、現在、ハウステンボス

が所有している約31ヘクタールの土地、それか
ら土地に付随する建築物等に関しましては、ハ

ウステンボスと佐世保市との間で既に売買予約

契約が締結されており、仮登記済みということ

で伺っております。

区域認定後、速やかに買い主としての佐世保

市の地位をＩＲ事業者に承継させることで、

ＩＲ事業者がハウステンボスから買い受けると

いうことになっております。

それから、県有地、県有施設、あるいは隣接

する県道、市道の利活用についてのお尋ねがご

ざいましたけれども、現在、県が所有しており

ます早岐港、それから、そこに付随する臨港道

路など、約1ヘクタールの土地、建物につきま
しては、区域認定後、関係者と調整のうえ、

ＩＲ事業者に売却をする予定となっております。

その利活用方法につきましては、ＩＲ事業者、

それと既存の港湾施設利用者の間で調整のうえ、

実施がなされていくものと考えております。

それから、佐世保市が管理をしております、

その他周辺の市道につきましては、一部、改良

等が予定されておりまして、今後、この点につ

きましても、ＩＲ事業者と佐世保市において調

整が進んでいくものとお聞きしております。

〇議長（坂本智徳君） 田中議員─45番。
〇４５番（田中愛国君）総体的に順調にいって

いるという理解をさせていただきたいと思うん

ですが、この売買の時期、これは国の認定後10
か月とかなんとかという話もちょっと聞いたん

ですけれどね、10か月以内に契約をすると、こ
れもしかし、うまくいかなければ、そのままで

全て済むのかどうかという問題が出てきますけ

れどもですね。何も条件はついてないようです

ね、今、お話を聞きますと、あとはひとつ順調

に進むことを願っておきたいと思います。

（2）周辺10キロメートル程度の交通インフ
ラ整備について。

道路については、西九州自動車道と国道35号
線が大体セットになるんですけれども、針尾バ

スと国道205号、流れですからね。202号とパー
ルライン、西彼杵道路、これは国道関係の話で

すが、県道ではハウステンボス線、指方南風崎

線、崎岡町早岐線、平瀬佐世保線が想定される

わけですが、そのうち認定を受けたとすると、

どういう改良、整備をする予定になっています
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か。

〇議長（坂本智徳君） 土木部長。

〇土木部長（奥田秀樹君）ＩＲ周辺の交通イン

フラの整備のうち道路については、ＩＲ区域整

備計画に基づき実施することとしています。

県においては、国道202号の浦頭拡幅を行っ
ており、県道ハウステンボス線の4車線化及び
針尾橋の拡幅を計画しています。

また、針尾バイパス及び佐世保道路の4車線
化の早期完成や東彼杵道路の早期事業化、西九

州自動車道の佐世保大塔から武雄南インターチ

ェンジ間の4車線化についても、国に働きかけ
を行っているところです。

引き続き、ＩＲ開業を見据え、周辺道路の整

備について、関係機関と連携を図りながら事業

推進に努めてまいります。

〇議長（坂本智徳君） 田中議員─45番。
〇４５番（田中愛国君）陸関係だけ聞かせてい

ただきましたけれども、浦頭工区がいつの間に

ＩＲ計画の中に入ってきたのか、私は疑問です

けれども、これはＩＲより先に進めていたから

ね、202号の浦頭工区。
ただ、針尾バイパスは、何しろやっぱり急い

でもらわなければ、ここ2～3年ほど見ているけ
れども、進まない。私の自宅の前なんです、す

ぐ目の前なんですよ。だから、毎日、見てるん

です。進まない。

それから、針尾橋に関しては、私も聞いてま

す、どういうことをやると、今の橋と橋の間に

蓋をかぶせてやりますと。私は、そんなことで

いいのかなと、あの交差点が、九州で一番のリ

ゾートの、ＩＲの一番中心になる最初の入り口

を、今の道路と道路の間に蓋をかぶせてやりま

すと、ちょっと私は見識を疑うんですが、ここ

で言っても始まりませんので、これでとどめま

す。

次に、海上ルート、これは長崎空港とＩＲ、

早岐港だけで済むのかどうか、別のルートの想

定はないのか。

それから、ＪＲハウステンボス駅からのお客

さんはどうするのか、鉄道のお客さんですね。

バス、タクシーの必要もあると思うけれども、

そのルートはどういうことを考えられているの

か。

ホテル、カジノ、ＭＩＣＥ、各施設への動線

について、わかる範囲で聞かせてください。

〇議長（坂本智徳君） 企画部長。

〇企画部長（浦 真樹君）ＩＲ区域の海上ルー

トの話がございましたけれども、大村港から早

岐港への海上交通につきましては、現在、ＩＲ

事業者が既存の航路事業者と連携して輸送力を

強化していくという計画になっております。

それから、ＩＲが整備されることによりまし

て、お尋ねがございました他の海上ルートでご

ざいますけれども、将来的には大村港や早岐港

と大村湾内の他の地域を結ぶ新規航路の開設等

も可能性としては考えられますことから、ＩＲ

開業後を見据え、海上交通の利便性向上に向け

まして、ＩＲ事業者や大村湾沿岸自治体などの

関係者の皆様と検討してまいりたいというふう

に考えております。

それから、ＪＲハウステンボス駅からＩＲま

でのアクセス、ホテル、カジノ、ＭＩＣＥ等各

施設への動線でございますけれども、ハウステ

ンボス駅からＩＲ区域への移動につきましては、

ＩＲ事業者が計画しておりますロープウェーで

の移動に加えまして、バスやタクシーによる移

動も想定しているところでございます。

まず、ロープウェーを利用される場合は、

ＩＲ区域の入り口までロープウェーで移動いた
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だいた後、区域内を周遊するシャトルバスを利

用いたしまして、各それぞれの施設へアクセス

するという計画になっております。

また、タクシー等の車両につきましては、

ＩＲ区域内に整備されます専用道路を利用いた

しまして、現在のホテルヨーロッパや新しく整

備をいたしますタウンホテル、さらには、区域

内で最も奥に位置するタワーホテルなどへアク

セスする、そういうことを考えておりまして、

区域内では各施設への動線がしっかり確保され

ているという計画になっております。

なお、ハウステンボス駅からＩＲ区域までの

動線につきまして、駅舎の改修、あるいは市道

を含めた周辺整備を検討する場合には、様々な

関係者と調整をしていく必要がありまして、現

在、それから今後、協議を進めてまいりたいと

いうふうに考えております。

〇議長（坂本智徳君） 田中議員─45番。
〇４５番（田中愛国君） 海上ルート、早岐港と

いう名前が出てくるものだから、早岐の皆さん

方は、自分のところに来るのかなという感じな

んですが、早岐港って、今のハウステンボスの、

あの施設ですよね。なんか名称をわかりやすく

した方がいいんじゃないでしょうかね。早岐港

というと、我々も常識的には早岐の港という感

じがするんですけれどもね、そういう気がしま

す。

ハウステンボス駅からのお客さんをどうする

のか。鉄道から来るお客さんを最大どのくらい

見込んでいるのか、大体わかりますか。

〇議長（坂本智徳君） 企画部長。

〇企画部長（浦 真樹君） 先ほど、ＩＲ区域へ

の来訪者数を673万人ということでお答えいた
しましたけれども、交通手段といたしましては、

海上交通、それからバス、鉄道、そして自家用

車やレンタカーなどの交通手段が想定されてお

りまして、鉄道の場合での一日当たりの平均の

利用者数といたしましては約2,500名、それから
土日・祝日で3,500名程度、そしてピーク時、こ
れまでハウステンボスでいろんなイベント等が

ありましたけれども、そういったピーク時にお

きましては、一日当たり大体5,200名程度の鉄道
の利用者を想定しているところでございます。

〇議長（坂本智徳君） 田中議員─45番。
〇４５番（田中愛国君） 駅からの客ですね、鉄

道の客がピークで5,500人、ちょっと大変な感じ
が私はしますね、ロープウェーで運ぶというの

は。幸い、奥までじゃなくして、中間よりも手

前のところに中継基地をつくって、そこからは

また別途、バス、タクシーにしろ、動線的に運

ぶということになってますから、あそこからま

たもう一回運ぶということについては、私も可

としたいと、これはよかったなと。一番奥まで

ロープウェーでなんて考えたら大変なことだな

と思ってましたけれどもね。ロープウェーがハ

ウステンボスの駐車場の上を通ることはオーケ

ーなんですね。

それから、もう一つ、どうですかね、鉄道利

用は、通常2割から2割5分ぐらいはあるのかな、
全観光客の中で。やはり空港からの利用、それ

から鉄道、あとは定期バス、観光バス、乗用車

ということになると思うんですけれども。想定

した当初よりも乗用車は減るなという気持ちを

私は持ってます、テーマパークがないから。だ

から、総集客数もぐっと減っている。そういう

意味では、混雑は思ったよりもというけれども、

やはり鉄道の駅からロープウェーでやるという

ことについては、よほど慎重にやらないと、や

っぱりロープウェーが怖い人もいますからね。

そこら辺は、そんな感じがします。
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それから、頑張っていただきたいのは、何し

ろ年次計画ですよ。年次計画をちゃんと立てて

やらないと、もうあんまりありませんからね、

2023年、2024年、2025年、2026年の4年間で工
事を大体完了させなきゃいかん。そういう意味

からは、やっぱり年次計画をちゃんと立てて頑

張っていただかなきゃいかんなという感じがし

ております。

施設内は、私も感心したのは、2階建てにな
っているという考え方ね、動線が、歩く、バス、

タクシーのね。これでターミナルビルまで、一

番奥の港の方まで行くとすれば、これは画期的

にうまくいくなと。今のハウステンボスには、

そういう仕組みがないので、うまくいくなと理

解はしてます。

しかし、あくまでも動線をどういう形で回す

か。入り口を手前だけにするのか。もう一つ、

指方トンネル、奥の方から202号を通って向こ
うから来る動線、この2つをうまく使って混雑
解消をしなきゃいかんなと。これは大変なこと

なんですよ、地元にとっては一番の関心事、こ

の交通渋滞が。しかし、思ったほどお客は来な

いなという感じがします。むしろハウステンボ

スの花火の方が多い。しかし、カジノの方は頑

張ってもらわないといかんからね。ちゃんとＧ

ＧＲを上げなければ意味がないので。税収が上

がらなければ、何もＩＲ施設を誘致する必要な

いんですよ、私に言わせればね、私の感覚では。

長崎県に300億円、400億円の金が入ってくる。
これは大変なことだと、画期的なことだから、

まあ、やりましょうやという話になるわけです。

ひとつＩＲについては、もう慎重のうえにも慎

重にやっぱり事を運んでいただきたい。

先ほどもちょっと言いましたけれども、国の

人たちにちょっと聞くと、長崎は厳しいんじゃ

ないのと、今回は1か所に終わるんじゃないの
と。ただし、2～3年のうちに二次募集があるん
じゃないのというような話まで聞きます。だか

ら、先ほど再チャレンジはどうなんだという話

をさせていただきました。

そういうことでＩＲに関しての質問は終わり

たいと思いますが、知事、お願いしますよ。こ

れは長崎県にとっては100年の大計以上の問題
です。長崎県が普通の県になるためには必要で

すよ、普通の県になるためにはね。ぜひよろし

くお願いしておきたいと思います。

2、西九州新幹線開通に関連して。
（1）県北佐世保市民の新幹線活用法は。
県北佐世保市民の新幹線の活用メリットはあ

るのか、お聞かせ願いたい。若干皮肉に聞こえ

るかもわかりませんけれども、県北民にとって

は、長崎─武雄温泉間の新幹線の開通は、どう

いうメリットがあるのかと。県議会で短絡ルー

トの決議を平成4年11月にしてから30年ですね。
長崎─武雄温泉間の開通は、まずおめでたいこ

とですけれども、武雄温泉駅から鹿児島ルート

につなぐ残工事についてのめどが立たないこと

については、今日は議論しませんが、大変残念

なことと、先が見えないのが大変残念なことと

認識をしてます。

まず、佐世保市民の活用、メリットについて、

お聞かせください。

〇議長（坂本智徳君） 地域振興部長。

〇地域振興部長（早稲田智仁君）県におきまし

ては、アクションプランにおいて、西九州新幹

線の開業効果を県内全体へ波及・拡大させるよ

う努めており、県内周遊促進のためにも、開業

する新幹線の活用によりまして、県北・県南地

域間の移動時間を短縮することは重要であると

考えております。
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例えば、佐世保駅から長崎駅まで新幹線を利

用する場合、特急列車で武雄温泉駅において乗

り換える方法や、大村線の快速列車で新大村駅

において乗り換える方法など、乗り継ぎ時間に

もよりますが、佐世保─長崎間の移動時間が現

在より短縮されることが期待されます。

県としましては、これまでＪＲ九州に対して

在来線の利用者が新幹線を利用する場合にも配

慮したダイヤ編成を求めており、引き続き、県

北地域の利便性が確保されるよう努めてまいり

ます。

〇議長（坂本智徳君） 田中議員─45番。
〇４５番（田中愛国君）佐世保市民の新幹線活

用法が、武雄温泉駅まで行って武雄温泉駅で乗

り換えて長崎に行ったらどうだと、あんまり現

実的じゃないですね。ただ、大村で乗り換える

というのは、これは前から考えられていたこと

で、むしろ、そのまま入り込めるという話も昔

はあったんですよ。

だから、大村で乗り換えるにしても、つなぎ

のダイヤがうまくセットされなければ活用は若

干厳しくなりますね。ぜひ、そこら辺は配慮し

てもらうようにお願いをしておきたいと思いま

す。

（2）佐世保線、大村線、ハウステンボスル
ートの影響は。

佐世保線、大村線、ハウステンボスルートで

すね、将来はＩＲルートになるかもわからない。

何か影響が出てくるのかどうか。影響というの

は、プラスの影響はいいけれども、新幹線の開

通でマイナスの影響が出てこないんでしょうね

ということをお聞きをしたい。

この機会にちょっとお聞きしておきたいと思

うのは、問題提起をさせていただきたいんです

けれども、県北には松浦鉄道というのがあるん

ですよ。そうですね、40年近い歴史があります。
佐世保駅から北の方、有田までですかね。佐世

保駅から早岐の方、佐世保市の南部、東部の方

は佐世保駅で止まっている。だから、ハウステ

ンボス駅ないしは南風崎駅まで導入できないか、

松浦鉄道をね。そして、例えば駅にしても、大

宮町につくるとか、中央病院の前に駅をつくる

とか、佐世保の南高の前につくるとか、それか

ら、早岐の方にきますと広田工業団地、国際大

学、駅をですね。

昔、松浦鉄道がＪＲから佐世保市におりてき

た時には松浦鉄道の駅をつくりましたよ。多分、

7～8か所つくったと思います｡1駅、5,000万円
ぐらいでした。あの当時、転換交付金というの

がありましたからね。

だから、松浦鉄道の利活用について何度も当局

にお願いしてるんですが、はっきり言って、「そ

れはちょっと無理ですよ」だけで終わってしま

うので、賢明な県の職員の皆さん方で、もう少

し知恵を働かしてもらえないかなと。どうした

ら南風崎駅、ハウステンボス駅まで延長ができ

るのか。新駅が、うまくすると松浦鉄道の駅だ

けでもできるということが考えられるわけです

が、いかがでしょうか。

〇議長（坂本智徳君） 地域振興部長。

〇地域振興部長（早稲田智仁君） まず、佐世保

線、大村線などへの影響についてでありますが、

県では、これまでＪＲ九州に対して、在来線の

利用者に配慮した西九州新幹線のダイヤ編成と

併せまして、西九州新幹線の開業に伴う在来線

の利便性の確保について要望してきたところで

ございます。

佐世保線や大村線については、都市間輸送や

住民生活に密着した路線として、県にとって重

要な基幹路線であり、需要動向に応じて便数の
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設定がなされるものと考えております。

また、佐世保線については、高速化工事を実

施しており、主な工事が終了しておりまして、

本年9月の振り子型車両の導入等により、博多
─佐世保間の所要時間の短縮が図られる見込み

であります。

今後とも、ＪＲ九州に対して、利用者に配慮

したダイヤ編成など在来線の利便性の向上につ

いて働きかけてまいりたいと考えております。

次に、松浦鉄道のＪＲ区間への乗り入れにつ

いてでありますが、松浦鉄道におけるハウステ

ンボス駅への乗り入れについては、例えば平

戸・松浦方面への観光客の誘致などを目的とし

て、平成21年3月から2年間、実施されたことも
ありますが、利用客が少ないことから運行が休

止をされております。

また、令和2年度からＪＲ九州の運行区間に
おいて、新たな自動列車停止装置の整備が必要

となりましたが、松浦鉄道には、その機能を備

えた車両がないことから、令和2年3月で佐世保
駅から早岐駅間の運行が休止されております。

こうした中、松浦鉄道によるＪＲ区間への乗

り入れについては、保有する全車両に新たな自

動列車停止装置を登載する必要があり、その経

費が多額となることや、コロナ禍の中、沿線自

治体の支援により経営を維持している状況にあ

ること、また、車両運行を担う運転士の確保等

の課題があることから、運行会社として困難で

ある旨をお聞きしております。

一方、県としましては、新幹線の開業を契機

とした県北地域の活性化は重要であると認識し

ておりますので、松浦鉄道を利用した二次交通

対策の協議や観光列車による周遊対策など、引

き続き、しっかりと取り組んでまいりたいと考

えております。

〇議長（坂本智徳君） 田中議員─45番。
〇４５番（田中愛国君） 時間の関係で、次に進

みます。

3、佐世保市東部地域のまちづくり活性化に
ついて。

地域の問題になるわけですけれども、佐世保

市東部地域のまちづくり活性化について、7項
目、お聞きしたいと思います。

ここで私が言う東部地域とは、佐世保市の日

宇地域から早岐の方ですね。いわゆる日宇、早

岐、広田、三川内、宮、針尾、江上支所管内と

いうことで、人口にいたしますと7万人を超え
るぐらいあります、日宇から早岐方面だけで。

ＩＲが認定されると、一番影響を受ける地域と

なるわけです。地域の問題ということでご理解

していただいて、質疑をさせていただきたいと

思います。

（1）早岐地域は交通の要衝。
①早岐駅周辺の活性化。

これはなぜかといいますと、新幹線の新佐世

保駅、早岐駅は、幻の駅になりました。30年前
は、ちゃんとそこを通るようにセットされた企

画があったわけです。長崎県が、知事が印鑑を

押して国にまで上げた、アセスは全て済ませた

ね。ただ、国鉄からＪＲに移管した時に採算性

が取れないということでカットされたんですけ

れどね。だから、地元民は本当に期待して、い

ろいろまちづくりを中止しながらでも、新幹線

の早岐駅ができるのを待ったんです。立派な絵

があるんですよ、早岐駅の絵が。新佐世保駅、

これは県にも残っていると思いますけれどもね。

そういう幻の駅が、開通を機に、やはり県も何

らかの地域活性化の手助けをしていただけない

かという提案であります。

先ほど言いましたが、早岐駅周辺のまちづく



令和４年長崎県議会・６月定例会（６月１０日）

- 62 -

りは、平成4年11月、長崎県議会で短絡ルート
が採用された時点で止まったままであります。

幸い、その間、新幹線の長崎駅及び長崎駅の高

架化事業による車両基地を、長与ではだめで断

られて、早岐でどうにかということで早岐地区

に車両基地を受け入れました。その関係でまち

づくりの一部が完了していますが、これはあく

までも早岐駅構内だけの解決で、駅周辺の問題

は解決しておりません。早岐駅周辺のまちづく

りは30年、止まったままであります。これを知
事に理解いただきたいと思います。

平成4年当時に考えられた事業として、早岐
駅前より海岸への道路を通して、船着き場を開

設してハウステンボス航路を設定すると、当時、

私は市議会議員でしたけれども、市議会で大き

な議論をいたしました。早岐駅からハウステン

ボスまで船で運ぼうやという話がですね。しか

し、これは早岐駅と南風崎駅の中間にハウステ

ンボス駅というのをＪＲがつくってくれたので

消えてしまいましたけれどもね。

早岐駅前より針尾島有福町への生島地区への

大橋の建設、これは新幹線の早岐駅、新佐世保

駅があったとしたら、できてますよ、駅前大橋

が。ただ、幻の駅になってしまったことで途絶

えてしまった。

そういうことで、早岐地域の環境が、早岐は

東部地域の中心になるわけです。だから、早岐

駅の活性化とか、今度のＩＲ誘致による観光に

よる活性化、大村湾を活用した大村湾観光、こ

れは早岐─ＩＲ間の定期航路というようなこと

も考えられるわけですが、そういうことを考え

ると、ぜひ再検討すべきだと私は考えています。

県の責任、新幹線早岐駅、幻の新佐世保駅を

考えれば、何らかの措置を県は考えるべきじゃ

ないかということで、まずお聞かせください。

〇議長（坂本智徳君） 土木部長。

〇土木部長（奥田秀樹君）早岐駅から針尾島へ

の新たな橋の建設については、これまで佐世保

市からの要望を伺っていないため、改めて確認

しましたが、具体のアイデアは持ち合わせてい

ないとのことでした。

また、旅客船の発着所整備については、民間

事業者等のニーズを踏まえて検討してまいりた

いと思います。

いずれにしましても、早岐駅周辺の活性化は

重要だと考えていますので、今後、佐世保市と

意見交換を行ってまいります。

〇議長（坂本智徳君） 田中議員─45番。
〇４５番（田中愛国君）佐世保市からの要望が

ないからということですけれども、従来から早

岐駅は人口7万人の集積の一番中心ですからね。
細目は委員会でもやらせていただこうと思いま

す。

次に、早岐に田子の浦交差点というのがあり

ます。知事、ご存じですかね。その田子の浦交

差点は、今は市道になっていますけれども、昔

は国道35号でした。それと、今は県道になって
いますが、国道205号、それと観潮橋から来る
国道202号。だから、国道35号、国道205号、
202号が集結するところです。幸い、二十数年
前に25件ほどの家屋に移転していただいて交
差点改良をやらせていただいた。ただ、4差路
のうちの1差路は市道ということで、そのまま
になっています。4差路の1か所は改良できない。
だから、危険な交差点になってしまっているん

ですよ。真っ直ぐ行くと困るんですよ。そうい

う交差点になってしまっている。

これを10年近く、県当局にいろいろと話をす
るんですけれどもね。土木部長にも来てもらっ

た。前の土木部有吉技監には、いろいろ陣頭指
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揮を取ってもらったけれど、できない。なぜで

きないのかというと、やっぱり県と市との間の

いろいろな問題が決着しないからでしょうね。

県はどう決着するのか。

市道部分、旧国道35号は、国道202号の延長
として変更するのか、または県道の平瀬佐世保

線を延長して、田子の浦から陣の内交差点まで

は約300メートルです。ここの交差点改良が10
年たってもなぜできないのか、この危ない交差

点の改良が、ぜひお聞かせください。

〇議長（坂本智徳君） 土木部長。

〇土木部長（奥田秀樹君）田子の浦交差点の整

備については、平成18年度より交通事故対策と
して交差点改良に着手し、これまで国道202号、
県道平瀬佐世保線側の右折帯整備を完了し、現

在、残りの市道花高循環線側の右折帯整備を行

っているところです。

市道花高循環線側の歩道整備については、当

初、田子の浦交差点から早岐田子の浦バス停ま

での区間を整備する計画でしたが、昨年度末に

バス停が廃止されたことから、改めて歩道の必

要性について、地元及び佐世保市と協議してま

いります。

〇議長（坂本智徳君） 田中議員─45番。
〇４５番（田中愛国君）詳細は私の方が詳しい

ので説明を受けなくていいんだけれども、交差

点で20メートル近い歩道が要るか要らないか
と、私は造ってほしいと言うけれど、県は歩道

は要りませんと、20メートルぐらいですよ。そ
れで5～6年かかるんですからね。検討している、
検討していると言うけれども。

これはぜひ、知事に一回、現地を見てほしい

と私は思いますね。あそこはもう公なところだ

から、ちょっと通る時でもですね、田子の浦交

差点、危ない交差点ですよ。これはぜひお願い

しておきたいと思います。

（2）江上地域における防衛協力について。
①弾薬庫、射撃場、米軍住宅の位置づけ。

針尾島弾薬庫、早岐射撃場、米軍住宅の位置

づけということで、米軍の針尾島弾薬庫が130
ヘクタール、海岸線にあるんです。早岐射撃場

は77ヘクタールあります。米軍用住宅は35ヘク
タール、530戸ほど。それだけでも242ヘクター
ルある。まだ海上自衛隊の弾薬庫とかいろいろ

ありますよ。県として、やっぱりこの実態につ

いては関心を持ってほしいと。

そこで、山口県岩国市のモデルとなるような

要望が、山口県岩国市では実現した、150億円
以上かけた施設が実現してるんですよ、地元対

策でね。この施設が今年はじめて佐世保市から

来年度予算要望の中に上がってきているので、

米軍住宅との交流施設の佐世保版について、ぜ

ひ見解を聞かせてほしい。時間の関係もありま

すので、検討するか、しないかだけでも結構で

す。

もう一つは、数日前ですが、6月7日に江上地
区公民館で、防衛省の担当者が来て、弾薬庫の

前畑から針尾島への移転の説明会がありました。

ところが、平成23年の日米合同委員会で合意は
できたものの、もう10年前に合意できてるんで
すよ、なぜやらないんですか、国は。なぜやら

せないんですか、県と佐世保市は。地元は困っ

てます。50人ほどの会議出席者は、国の不誠実
さに怒りの表明があって大変でした。私も、工

事用道路だけでも急ぐべきだと発言しましたけ

れども、どうすることもできない、私の力では。

そこで、長崎県の対応について、防衛省の説

明に来た人たちに、県はこの件について動いて

いるのかと、いや、姿も見えませんし、何もあ

りませんよという回答が九州防衛局の職員から
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挙がってくる。東京でやっているかは知らんけ

れども、福岡の九州防衛局では、県は全然顔も

見せないし、要望もないという実態について、

知事の認識を、すみませんが、知事、あんまり

長くならんように、時間の関係で、答弁をよろ

しくお願いします。

〇議長（坂本智徳君） 知事。

〇知事（大石賢吾君） まず、佐世保市におかれ

ましては、国の防衛施策に対して積極的に協力

する立場から重要な役割を担ってこられており

まして、現在の我が国を取り巻く安全保障環境

においては、その重要性が、さらに増している

状況だというふうに認識をしております。

また、江上地域においては、米海軍前畑弾薬

庫の針尾島弾薬集積所への移転に同意いただく

など、佐世保港のすみ分けの進展に貢献してい

ただいているものと考えております。

佐世保市が国に対して日米交流施設の整備を

要望することとしておられますけれども、県と

しましては、佐世保市の意向を踏まえながら、

一体となって国に対して整備を働きかけてまい

りたいと思っております。

続きまして、ご質問のあった移転の件につき

ましては、県としてもしっかりと対応していき

たいと思っております。

〇議長（坂本智徳君） 田中議員─45番。
〇４５番（田中愛国君）時間の関係もありまし

て、答弁は簡潔にお願いしたいと思って、先に

進みます。

（3）早岐瀬戸水道の整備。
これは昨年の9月定例会でも質問させていた

だいた。私は、管理用道路については、よくや

っていただいているなと。浚渫は今からですけ

れども、ただ、浚渫土を伊万里湾までもって行

くようなことになっているんですね、ハウステ

ンボスの前のあそこから。こんなことをなぜや

るのかなと、大村湾内で浚渫土を持ち込めるよ

うな場所を確保すべきだということについて見

解をただしておきたいと思います。

〇議長（坂本智徳君） 土木部長。

〇土木部長（奥田秀樹君）早岐瀬戸水道におけ

る浚渫については、令和4年度末までに航路延
長約7キロメートルのうち、約4キロメートルの
浚渫を完了する予定であり、進捗としては約

60％となります。
この海上土砂の処理の方法については、廃棄

物埋立護岸の整備が考えられますが、これまで

県内市町に対し、大村湾内を含め、候補地がな

いか確認を行ったところ、適地がない状況です。

引き続き検討を行ってまいります。

〇議長（坂本智徳君） 田中議員─45番。
〇４５番（田中愛国君） 適地がないと、ちょっ

と見解が違いますね。ありますよ、そのくらい、

探せば、埋立地の造成は。特に、ハウステンボ

ス、ＩＲの近くに造成すると、将来、活用方法

はいくらでもありますよ、ぜひ検討してくださ

い。

（4）県管理二級河川の整備について。
①宮村川、金田川、小森川、早岐川、日宇川

（犬尾川）。

これも去年の9月定例会で質問いたしまして、
河川課には感謝しています。本当に頑張ってい

ただきました。宮村川、金田川、小森川、早岐

川、日宇川、その系列の犬尾川とかあるんです

よ、東部地区に二級河川が、整備はうまくやっ

ていただいているので、時間の関係で早岐川に

関してのみ質問いたします。

これは、もう大事業なんですね。極端にいう

と、1期工事100億円、2期工事100億円、200億
円の工事なんです。1期工事がこの秋にようや
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く始まろうとしている。

ただ、地元でも、200億円の事業が、毎年10
億円かけても20年かかるんじゃないですかと
いう話なんです。ひとまずは早岐小学校のグラ

ウンドまでが1期工事ですけれどもね。ぜひ進
捗を、工事が早く進むように。

これ、川づくりであって、まちづくりなんで

すよ、早岐のまちのど真ん中ですからね。川づ

くりであって、早岐地域のまちづくり、これが

20年、30年かかって遅々として進まないという
ことになると大変なことになりますから、ぜひ

予算配分をよろしくお願いしておきたいと思い

ます。

（5）県立西海橋公園の再整備について。
佐世保市において、先般、名切地区公園のリ

ニューアル工事が完了したようです。これは私

も正確には知りませんが、民間活力を活かした

手法での工事だと聞いています。ぜひ長崎県も

西海橋公園、佐世保市側です、西海市側は瀬川

議員がやってくれると思いますので、佐世保市

側の活性化、リニューアルを考えるべきと私は

考えています。

何があるかというと、公園エリア内に住宅が

残っているんです。店舗はいいんですけれども、

住まいになってしまっている。これは地元の人

の関係であんまり無理は言えないけれども、ず

っと問題点として残っている。

それから、国道側のトイレをどうにかしなき

ゃいかんし、下にグラウンドがあるけれども、

グラウンドも、どうしてもあそこにという必要

性もない。それから、その先のビューロッヂ側

の山切り、山といっても大きな山じゃないです

けれどね。西海市側に向かって左側をカットす

る問題とか、いま一度、西海橋公園の再整備を

お願いしたい。

できるなら、公園地域内にホテル等の誘致が

できればいいんですけれどね。今、この地域に

2か所あります。あと3か所ぐらできて宿泊施設
が集合すると地域の活性化に寄与するんじゃな

いか、雇用にもなるし、ぜひこれは検討方をお

願いしておきたいと思いますが、一言答弁をお

願いします。

〇議長（坂本智徳君） 土木部長。

〇土木部長（奥田秀樹君） 西海橋公園は、平成

23年度に整備を完了し、平成27年度より長寿命
化計画に基づき、適切な施設の補修、更新に取

り組んできたところです。

今後、施設の老朽化や利用者のニーズの変化

に加えて、西海橋を中心とした周辺地域の地域

活性化の視点を踏まえ、公園の再整備を含めた

西海橋公園の今後のあり方について研究してま

いります。

〇議長（坂本智徳君） 田中議員─45番。
〇４５番（田中愛国君） どうでしょうか、公園

法のいろいろな規定はあるにしても、ホテルの

誘致はできますか。公募でもすると、もう絶好

の場所だと私は思っているんですけれどね。今

からは民間活力ですよ。ぜひ回答をお願いしま

す。

〇議長（坂本智徳君） 文化観光国際部長。

〇文化観光国際部長（前川謙介君）魅力的な旅

館とかホテルは、それ自体が観光目的となり、

観光振興において重要な役割を持つと認識して

おります。

議員ご指摘のホテルの誘致につきましても、

先ほど土木部長が答弁申し上げた西海橋公園の

今後のあり方を研究していく中での一つと考え

ております。

また、これにつきましては佐世保市の観光施

策の方針とも調整する必要がございますので、
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まずは佐世保市や市のコンベンション協会など

の関係者の方々と意見交換を行っていくところ

からはじめてまいりたいと考えております。

〇議長（坂本智徳君） 田中議員─45番。
〇４５番（田中愛国君）西海橋公園をいま一度、

観光地にしたいなと。昭和30年に西海橋ができ
た時は大変なにぎわいでしたよ。ハウステンボ

スができる前は、西海橋は、佐世保市で一番の

観光地でしたからね、通過観光でしたけれども、

それがちょっと今、あんまり日の目を見ないの

でね。ぜひ西海橋公園の再整備ということでお

願いをしたいと思っております。

（6）農業振興みかん産地の将来展望。
現在、針尾地区に針陽という事業があるんで

すよ。宮地区には宮長という事業が現在進んで

います。その進捗状況も聞きたいけれども、そ

の間に江上地区がありますが、この江上地区に

は何か振興策はないのか。将来展望を含めてア

ドバイスをいただきたいのが一つ。

もう一つは、江上地区にみかんの選果場があ

ります。これが大型化の必要性があると、また、

施設の改善時期にあるというようなことの要望

を関係者から受けています。

そういうことで、その実態はどうなっている

のか。これも時間の関係で端的にお願いします。

〇議長（坂本智徳君） 農林部長。

〇農林部長（綾香直芳君）佐世保市のみかん産

地である針陽地区、宮長地区においては、用水

確保や園地不足等の課題解消のために農地の基

盤整備を実施しておりまして、令和3年度末ま
での進捗は、事業費ベースでそれぞれ91％、
66％と、計画どおりに進んでおります。
また、江上地区を含め、佐世保市のみかん産

地の振興方策につきましては、シートマルチ栽

培の面積拡大や、県育成の優良品種である「長

崎果研させぼ1号」等の導入などにより、ブラ
ンド率の向上を図るとともに、今後はスマート

フォンを活用したかん水制御などのスマート農

業技術を普及することにより、高品質果実の安

定生産と省力化を進めてまいります。

なお、江上地区の農地の基盤整備及び選果場

の改修等については、今のところ、まだ地元か

ら具体的な要望を県としては受けておりません

が、地元から相談があった際には、しっかりと

対応をしてまいりたいと考えております。

〇議長（坂本智徳君） 田中議員─45番。
〇４５番（田中愛国君） 選果場の話は、答弁は

ありましたか。

〇議長（坂本智徳君） 農林部長。

〇農林部長（綾香直芳君）選果場の具体的な要

望等も、県としてはまだいただいておりません

ので、今後、地元から要望があった際にはしっ

かりと対応したいと考えております。

〇議長（坂本智徳君） 田中議員─45番。
〇４５番（田中愛国君） このみかん産地は、長

崎県でも有数な産地になりました。全国ブラン

ドになりましたけれども、ちょっと頭打ちなん

ですね、平成30年ぐらいをピークにしてね。毎
年、平成25年なら25億円、平成27年なら27億円、
平成30年なら30億円と売上高が大体伸びてき
たんですよ。ちょっと頭打ちかなと。だから、

そこで県の農林部の方でアドバイスをしながら

振興策を考えてほしいというのが要望ですから、

ぜひこれはお願いしておきたいと思います。

（7）ＩＲ対策 住環境整備。
九州・長崎ＩＲ事業が国の認定を受けると雇

用と住まいの問題がすぐ出てくる、県としての

対応、考え方について、これも今から東部地区

の最大の問題になります。1万人の雇用があれ
ば5,000戸ぐらいの住宅が必要となってくるわ
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けですから、独身寮も必要だけれども。周辺の

江上地区、宮地区、針尾地区というのは、ほと

んど都市計画の調整区域ということで一般住宅

は建てられません。企業任せにできない要素が

あるわけで、行政の重要な課題だと私は思って

います。この住環境整備は、ＩＲ住宅団地の構

想でもあるのかどうか、まず聞かせてください。

〇議長（坂本智徳君） 企画部長。

〇企画部長（浦 真樹君）ＩＲ施設で雇用が見

込まれております約1万人の従業員、それから、
そのご家族の方々が生活する社宅や独身寮など

の住宅の整備につきましては、ＩＲ事業者にお

いて検討がなされておりまして、候補地の選定

に向けた現地視察も行われております。これら

の情報につきましては、佐世保市をはじめ、周

辺の自治体とも、現在、共有を図らせていただ

いているところであります。

従業員住宅の整備につきましては、その地域

に住みたくなるような良好な住環境となること

が望ましいと考えておりまして、そういった住

環境の整備に向けて、引き続き、ＩＲ事業者や

地元自治体等とも検討を進めてまいりたいと考

えているところでございます。

〇議長（坂本智徳君） 田中議員─45番。
〇４５番（田中愛国君） このＩＲの雇用、住宅

の問題は、やっぱりもう早急に取り組まないと、

問題点がすぐ出てきますよ。カジノは24時間営
業と聞いています。となると独身寮的なものは、

やはり近くに必要でしょうね。24時間体制では
遠くから通うのは大変ですからね。

だから、そういう意味でも行政が住宅団地を

造るぐらいのことを考えないと、ちょっと簡単

にいきませんよ、5,000戸なら5,000戸造るなん
ていうことがですね。プラス長崎国際大学でも

学生が、多分増えるでしょう、ＩＲが認定され

ると、養成しなきゃいけませんからね、雇用の

問題で、だから、長崎国際大学も250人が新し
く合格しても4年間で1,000人になるわけです、
1,000戸の住まいが必要になってくる、これはア
パート中心でしょうけれどね。

そういう意味からすると大変な問題であると。

この住環境問題は、皆さん方、重々認識してい

ただきたいと、佐世保市とも連携を取りながら

頑張っていただきたいと思います。

以上で、終わりますが、ぜひ実現方をよろし

くお願いをして、終わりたいと思います。

ありがとうございました。（拍手）

〇議長（坂本智徳君） これより、しばらく休憩

いたします。

会議は、午後2時45分から再開いたします。
― 午後 ２時３１分 休憩 ―

― 午後 ２時４５分 再開―

○副議長（山口初實君）会議を再開いたします。

引き続き、一般質問を行います。

坂本 浩議員―21番。
〇２１番（坂本 浩君）（拍手）〔登壇〕 皆さ

ん、こんにちは。

改革21、社会民主党の坂本 浩でございます。

本日最後の一般質問であります。お疲れのと

ころと思いますが、どうぞよろしくお願いいた

します。

まずは、質問に入ります前に、この間、コロ

ナ禍の中でお亡くなりになられた多くの皆様方

に心からお悔やみを申し上げますとともに、い

まだに収まっておりませんけれども、自宅療養

をはじめとした皆様、お見舞いを申し上げます。

そして、厳しい状況の中で、医療のスタッフの

皆さん、そしていわゆるエッセンシャルワーク

と言われる皆様方に心から敬意を表するもので



令和４年長崎県議会・６月定例会（６月１０日）

- 68 -

あります。

それでは、一般質問、通告に基づきまして一

問一答で行いますので、理事者の皆様方、どう

ぞよろしくお願い申し上げます。

1､核兵器廃絶に向けた取り組みについて。
（1）核兵器禁止条約の意義と被爆県の役割。
核兵器の開発、実験、保有、配備、使用、威

嚇などを全面禁止し、さらに核被害者への支援

と核実験等で破壊された環境の修復も明記した

核兵器禁止条約が発効して1年半、コロナパン
デミックで延期されていた「第1回締約国会議」
が6月21日から23日にウィーンで開かれます。
核保有国や日本など、核の傘の国々が参加し

ていないことから、多くの課題を残しているも

のの、アメリカの全米市長会議をはじめ、ワシ

ントン、ニューヨーク、パリ、ベルリン、シド

ニーなど、核保有国や条約不参加の国々の主要

都市による賛同の輪が広がりを見せています。

また、核保有国同士の戦争回避と核軍縮・不拡

散の重要性を確認する共同声明が、核保有5か
国が共同で発表をしました。ＮＡＴＯ加盟のド

イツ、ノルウェー、そしてＮＡＴＯに申請中の

フィンランド、スウェーデンなど4か国は、オ
ブザーバーで参加することを決定しました。こ

うした様々な核兵器禁止条約をめぐる世界的な

動きが注目をされているところであります。

長崎県をはじめ、県内の各自治体の首長の皆

さん方も賛同をして、一昨年、ヒバクシャ国際

署名というものが取り組まれました。この署名

活動を担った団体が母体となって、先般5月28
日に、「核兵器禁止条約の会・長崎」が結成を

され、人類の生存と地球環境を守り、再び被爆

者をつくらないために、核兵器の非人道性とリ

スクを多くの人たちに知らせ、平和を願う世界

の人たちとともに、被爆国日本の政府をはじめ、

世界の全ての政府が核兵器禁止条約に加わるこ

とを求めることをアピールしました。

核兵器を違法とする国際的な規範を広げるた

めに被爆地が果たす役割は、さらに重要だと考

えます。締約国会議を前に、改めて被爆県知事

としての認識と対応について、お伺いをいたし

ます。

以降の質問については、対面演壇席より行わ

せていただきます。

○副議長（山口初實君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）〔登壇〕 坂本 浩議員の

ご質問にお答えいたします。

核兵器禁止条約は、核兵器の開発、保有、使

用、威嚇等を全面的に禁止するはじめての国際

条約であり、国際社会における核兵器廃絶に向

けた新たな枠組みとして、重要な条約であると

考えております。

今月21日から、本条約のはじめての締約国会
議が開催される予定であり、これを契機として、

核兵器廃絶への国際的な機運がさらに高まるこ

とを期待しております。

国に対しては、締約国会議へのオブザーバー

参加及び締約国会議の本県での開催を求めてい

るところであり、核なき世界の実現に向けて、

唯一の戦争被爆国としての責務を果たしていた

だきたいと考えております。

以後のご質問につきましては、自席から答弁

させていただきます。

○副議長（山口初實君）坂本 浩議員―21番。
〇２１番（坂本 浩君）ありがとうございまし

た。重要な締約国会議だというふうなことであ

りますし、それから、この間、日本政府に対し

て、今申されたようなオブザーバー参加、そし

て締約国会議の被爆地長崎での開催について要

望したということであります。
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長崎県がオブザーバー参加を求めたことはは

じめてだというふうに思いますし、そのことは

高く評価をさせていただきます。知事が知事選

の中で、公約にこのオブザーバー参加がありま

したけれども、きちんと実践をされたというこ

とに対して、心から敬意を表するものでありま

す。

ただ、同じ被爆地である長崎市、それから広

島県、広島市、いわゆる被爆4県市というふう
に言われますけれども、長崎県を除く3県市は、
日本政府に、まずはこの核兵器禁止条約への署

名と批准を第一義として求めると、そして、様々

な国が今、なかなか入れないというふうな事情

を言っておりますので、それまでの間は、この

締約国会議にオブザーバーで参加をというふう

なことを求めています。

それで、被爆4県市がやっぱり足並みをそろ
えるというふうなことが、これは国内外的にも

与えるインパクトも非常にあるのではないかと

いうふうに思っているんですけれども、知事、

いかがですか。あと一歩踏み込んで、オブザー

バーはもちろん評価をしますけれども、第一義

的に日本政府、国に対して署名、批准を求める

というところに一歩踏み込んでいただけません

か。いかがですか。

○副議長（山口初實君） 知事。

〇知事（大石賢吾君） 国は、核兵器禁止条約に

ついて、核兵器のない世界への出口とも言える

重要な条約ではあるが、核保有国が参加してお

らず、実効性に課題があるとして、現時点での

条約の批准には否定的な考えを示しております。

このため、県としては、唯一の戦争被爆国と

して、核保有国と非保有国の橋渡しとしての役

割を果たされるよう、まずは締約国会議へのオ

ブザーバー参加を国に求めているところでござ

います。

我が国が、核なき世界に向けた国際社会にお

ける議論を主導していく中で、条約の批准に向

けた環境が整っていくことを期待しております。

○副議長（山口初實君）坂本 浩議員―21番。
〇２１番（坂本 浩君）私は納得はできません

けれども、今までは、なかなか抽象的なことし

か答弁としては返ってきませんでしたけれども、

今日は、オブザーバー参加というふうなことで、

はっきりいただきましたので、それは一歩前進

というふうに判断をしたいと思いますし、今後、

まだ条約は発効いたしましたけれども、締約国

会議を重ねる中で、今、知事が言われたような、

いかに参加国を増やしていくのか、それから、

特に核保有国、ここを入れていくのかというふ

うな大きな課題があろうかと思いますので、ぜ

ひそういった大きな視点で長崎県としても取り

組んでいただきたいということを申し上げまし

て、次にいきます。

（2）核兵器の「共有」論議に対する認識。
これはウクライナ侵攻に関して、もちろんロ

シアによるウクライナ侵攻は断じて容認できな

いんですけれども、これに関して、ＮＡＴＯの

介入があれば、他国にない兵器を必要に応じて

使うという、そういういわば核の使用をほのめ

かす発言をプーチン大統領が繰り返していると

いうふうなことなんです。

このプーチン大統領の発言は、核兵器による

威嚇また使用は、武力紛争に適用される国際法、

特に、人道法の原則と規則に一般的に反すると

いう、これは1996年に国際司法裁判所が勧告的
意見というのを出しましたけれども、これに対

する明確な違法行為だというふうに思いますし、

核兵器禁止条約にも、ロシアは参加をしており

ませんけれども、明らかに違反をする。こうし
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た核による脅しを絶対に許してはならないとい

うふうに考えます。

ただ、一方で、こうした動きに誘発をされま

して、やっぱり核には核をみたいなことなので

しょうか、日本も核兵器の共有、これを論議す

べしという声が元総理大臣あるいは与野党の一

部からも出されておりまして、見過ごすことは

できないというふうに思います。

岸田首相は、国会質疑で、非核三原則を堅持

していく立場からも、原子力基本法をはじめと

する国内法を維持する見地からも、政府として

は議論しないというふうな答弁をいたしました

けれども、知事の認識はいかがですか。

○副議長（山口初實君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）米国の核兵器を共同運用

する核共有政策は、非核三原則や原子力の平和

利用を定めた原子力基本法に反するものであり、

被爆県の知事として、到底認められるものでは

ないと考えております。

国は、核共有について、国際状況などを踏ま

えた国民的議論を認めながらも、非核三原則を

堅持し、政府として核共有を議論しない姿勢を

明確に示しております。

県としましては、今後も、核共有に関する議

論や国の動向等を注視しつつ、「長崎を最後の

被爆地に」との強い思いのもと、一日も早く核

なき世界が実現するよう、引き続き平和の発信

に注力をしていきたいと考えています。

○副議長（山口初實君）坂本 浩議員―21番。
〇２１番（坂本 浩君） 力強い答弁、ありがと

うございました。

これから8月にかけて、様々な平和行事とか
ありますし、知事も呼ばれて挨拶等々されるこ

ともあるんじゃないかというふうに思いますの

で、ぜひ今のその言葉を機会あるごとに、そう

したものは断じて容認できないということを表

明していただきたいということをお願い申し上

げて、次にいきます。

2、「被爆体験者」の全面救済へ向けた取り
組みについて。

（1）被爆者認定「指針改正」に関する対応
と認識。

昨年7月の広島高裁判決、いわゆる「黒い雨」
裁判で原告が勝利をし、国が上告を断念して、

高裁判決が確定をいたしました。判決は、「黒

い雨」に打たれていなくても、原爆による放射

性降下物に遭い、健康被害を受けた可能性があ

る人は被爆者と認めたものであります。

原告84名は、広島のいわゆる被爆地域と第一
種健康診断特例区域の外側で「黒い雨」を受け

た方々であり、個別認定とはいえ、実質的な地

域拡大だというふうに考えます。

この「黒い雨」裁判の判決が確定したことを

受けて、国は、被爆者援護法第1条第3号、いわ
ゆる3号被爆者に係る審査方針の運用を見直し
て、新たな審査の指針がこの4月からスタート
いたしました。報道等では、3月末までに約2,000
人が広島県・市に被爆者手帳の交付を申請した

ということであります。

一方で、同じような事情の下にあったことが

否定できないのに、長崎の被爆体験者は救済の

対象外とされました。広島は認められ、長崎は

認められない。被爆地を分断する審査の指針と

言わざるを得ません。

この間、指針改定に係る国との協議に長崎県

も参加してきましたけれども、どのように対応

してきたのか、答弁をお願いいたします。

○副議長（山口初實君） 福祉保健部長。

〇福祉保健部長（寺原朋裕君） 昨年7月27日、
「黒い雨」訴訟の上告断念に伴い、原告と同じ
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ような事情にあった方々についても認定し、救

済できるよう、早急に対応を検討するとした総

理談話が閣議決定されましたが、菅前総理は、

長崎については被爆体験者に係る「裁判の行方

を見守りたい」との考えを示されました。

これに対し、県は、8月2日及び11月5日に、
長崎の被爆体験者についても、広島の「黒い雨」

体験者と同様に認定、救済の対象としていただ

くよう、平成11年の証言調査等も示しながら強
く要望いたしました。

また、11月から12月にかけて行われた指針改
正に向けての国と長崎・広島4県市の協議の場
においても、長崎で放射性降下物を浴びた灰や

「黒い雨」を浴びた者も原告と「同じような事

情」にあるものとして認定の対象にするよう、

繰り返し意見を述べてまいりました。

しかしながら、12月23日に示された指針改正
の骨子案において、長崎は認定の対象外とされ

たことから、長崎県・市としては到底受け入れ

られるものではないとの考えを国にお伝えした

ところです。

○副議長（山口初實君）坂本 浩議員―21番。
〇２１番（坂本 浩君）ありがとうございまし

た。

今、部長が答弁されたように、昨年8月2日、
11月5日、広島市と一緒になって政府に対して
物を申してきていただきましたし、特に、11月
から12月に、この新しい指針の改定の、いわゆ
る広島、長崎の4県市と国との協議の中でも、
到底長崎としては受け入れられないというふう

な厳しい姿勢で対応をしていただいたところで

あります。

この間、2015年（平成27年）に、長崎市が、
いわゆる被爆地域の是正拡大というのを国に対

して要望するというのを方針を戻しました。そ

の後、なかなかこの間、長崎県と長崎市が足並

みがそろっていないというふうな形の中で推移

をしてきたわけなんですけれども、ようやく昨

年のこの7月の総理談話以降、長崎県と長崎市
が一緒になって、何とか「黒い雨」の裁判に伴

う長崎の被爆体験者の皆さんの救済を求めてき

たというふうなことであります。そのことは高

く評価をしたいというふうに思います。

しかし、4月から新しい指針が運用開始され
たわけなんですけれども、国が一定の合理的根

拠というのを盾に、拒み続けています。この間、

国と県も協議をされてきましたけれども、この

協議のポイントというんですか、焦点というの

か、それをどのように捉えて国の厚い厚い壁を

突破しようとしているのか、そこら辺はいかが

ですか。

○副議長（山口初實君） 福祉保健部長。

〇福祉保健部長（寺原朋裕君） 県としては、国

との協議の場において、長崎の被爆体験者訴訟

においては「黒い雨」は争点になっていないこ

とから、そごは生じないこと、また平成11年度
原子爆弾被爆未指定地域証言調査等により、長

崎も「黒い雨」が降った事実があること、さら

に被爆地で分断を生じさせるのは、被爆者援護

法の理念からも、到底受け入れることはできな

いことを主張してまいりました。

しかしながら、国からは、長崎では最高裁に

おいて、「被爆地域として指定されていない地

域にいる方は、身体に原子爆弾の放射能の影響

を受けるような事情にあったとは言えない」と

する判決が確定していること、また長崎の被爆

地域以外では、原爆投下後間もなく降雨があっ

たとの客観的な記録がないとされていることが

課題として示されています。

そのため県としましては、本年2月8日に、「長
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崎の黒い雨等に関する専門家会議」を立ち上げ、

国の指摘に対するさらなる検証を行っていると

ころであります。

○副議長（山口初實君）坂本 浩議員―21番。
〇２１番（坂本 浩君）ありがとうございまし

た。

この国が言っているものが、今の部長の答弁

では、一つは、身体に放射能の影響を受けるよ

うな事情にあったとは言えないということと、

それから長崎での「黒い雨」の客観的な記録が

ないというふうなことであります。

ただ、もちろん、それなりの反論はしていた

だいていると思うんですけれども、この判決は、

一言で言えば、直ちに急性症状があったとは推

認できないというふうなことではないのかなと

いうふうに思いますから、そういう意味でいく

と、健康被害の可能性そのものをこの判決は否

定しているわけではないというふうに思います。

それから、「黒い雨」の客観的な記録がない

ということですけれども、これは去年の8月2日、
11月5日に、平成11年（1999年）に長崎県と長
崎市が未指定地域の証言調査をやって、これを

きちんと取りまとめて、国の方に示しましたよ

ね。多分、8,000人ぐらいが対象になって、実際
は約7,000人ぐらいが証言していただいて、これ
は別に「黒い雨」とか、そういうものを特定し

て聞いたわけじゃないんですけれども、「黒い

雨」に遭ったとはっきり言った方が129名、そ
れから灰などの放射性降下物を受けたという方

が約1,800名というふうなことであります。
広島の昨年の高裁判決は、雨だけではなくて、

放射性の微粒子、あるいは野菜の摂取、そうし

たものによる健康被害にも言及をしております

ので、そこら辺はもちろん県の方も認識をされ

ているというふうに思いますけれども、きちん

とやっぱりそこら辺を押さえて国と対峙してい

ただきたいと思います。

（2）「被爆体験者」救済へ向けた課題。
今ありましたように、県が「長崎の黒い雨等

に関する専門家会議」というのを2月に立ち上
げました。このその後の分析といいますか、検

証作業といいますか、そこら辺の進捗状況は、

どんなふうになっていますでしょうか。

○副議長（山口初實君） 福祉保健部長。

〇福祉保健部長（寺原朋裕君）「長崎の黒い雨
等に関する専門家会議」は、これまで3回開催
し、法律や気象研究、放射線疫学分野など、学

術的、専門的な見地から、過去の被爆体験者訴

訟との整合性や被爆地域以外で降雨があったと

する客観性等について検証していただいている

ところであります。

県としましては、今月中にも検証の内容を報

告書として取りまとめ、長崎の被爆体験者を認

定、救済の対象としていただくよう、国へ改め

て要望してまいりたいと考えております。

○副議長（山口初實君）坂本 浩議員―21番。
〇２１番（坂本 浩君）ありがとうございまし

た。

今年は原爆被爆から77年で、被爆者援護法が
施行されてからも、もう27年、四半世紀が超え
ています。今年の3月末で、被爆体験者の皆さ
んの数が5,097名、この1年間で300人以上が亡
くなられているようです。平均年齢が84歳とい
うふうになっていまして、もう時間が限られて

いるわけなんです。長崎市も、ご存じのとおり、

放射線影響研究会というものをつくって、何と

か科学的な根拠を見出そうというふうなことで

調査研究を重ねてきたんですけれども、結果的

には、今に至ってもまとまらない。多分10年以
上議論してきているんですよね。この二の舞に
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ならないかというふうな、ちょっとそんな危惧

があるんです。もう84歳になろうとしている被
爆者の皆さん、あと10年待ってくださいととて
も言えないんじゃないかというふうに思うわけ

です。

昨年、「黒い雨」裁判の判決が確定をした。

これを機に被爆体験者の救済を目指すというの

であれば、ここで科学的根拠を求めるというの

は、もうかなり無理があるんじゃないかという

ふうに思います。そもそも、現在の長崎の被爆

地域、それから第一種健康診断特例区域、これ

は昭和49年、昭和50年、2回続けて指定されま
したけれども、そこを設定するに当たって、じ

ゃ、科学的根拠があったのかということは、こ

れも非常に疑問を持たざるを得ないわけなんで

す。

4月20日と5月18日に、本県選出の山田勝彦衆
議院議員が衆議院の厚生労働委員会で取り上げ

ていただきました。その中で、国、厚生労働省

の答弁なんですけれども、当時の長崎市全体を

法律上の被爆地域に指定したために、南北に細

長い形になっていると、そういう国の答弁なわ

けです。それでいくと、どうやったら一歩前へ

進めることができるのかというふうなことにな

ってくるわけなんですけれども、国はこの間、

一貫して科学的、合理的というふうなことを言

ってきましたけれども、今になって、先ほどの

2回の衆議院の厚生労働委員会のやりとりでは、
一定の合理的根拠というふうな言い方で、科学

的根拠はもう今、言ってないんですよね。少な

くとも、広島の「黒い雨」裁判のあの分につい

てはですね。

昨年の8月2日の要請の時に、中村前知事が、
「この合理的根拠とは何なんですか」というこ

とを問うたんですけれども、その時に、判決直

後ですよね、7月27日に総理談話がありました
から、その直後なんですが、「よくよくこれか

ら判決文等を踏まえて精査する」というふうな

答えなんです。要するに、当時の菅首相の政治

的な決断、これをあとづけで一定の合理的根拠

がありましたから、広島の84名、それからそれ
に同じような事情の下にあった人は被爆者とし

て認定しますよということになったのではない

かなというふうに思います。

この広島の「黒い雨」裁判の確定判決は、被

爆線量ではありません。被爆による健康被害の

可能性があるかないか、そのことで救済をして

います。したがって、科学的な検証に陥ること

なく、また新たな分断をこれはつくりあげてし

まうんですよね。科学的根拠だとか、あるいは

「黒い雨」に当たった、当たらないというふう

なことでやってしまうと新たな分断を生じてし

まいますので、そうならないように、政治的判

断を国に強く迫るべきではないかというふうに

考えています。

大石知事は、選挙の際にも被爆体験者の皆さ

んの救済を公約に掲げられています。知事就任

後も、被爆体験者の皆さんと対面して話をして

いただきました。ぜひ、そういう立場で国に強

く迫るべきと考えますけれども、知事、いかが

ですか。

○副議長（山口初實君） 知事。

〇知事（大石賢吾君） 広島の「黒い雨」に遭っ

た者に対する被爆者健康手帳の認定については、

広島高裁判決の事実認定を踏まえて、一定の合

理的根拠に基づき個別認定が進められている状

況です。これに対して、被爆地域の拡大につい

ては、国は、引き続き科学的、合理的根拠が必

要との考えを示しております。

国においては、「第一種健康診断特例区域等
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の検証に関する検討会」を設置しまして、区域

の拡大も視野に入れた再検討を行っています。

県としましては、第一種健康診断特例区域を

拡大すること、これについては被爆地域を拡大

することと同様に、被爆体験者の皆様の救済に

つながり得ると考えております。

このため、広島・長崎の第一種健康診断特例

区域等の分析、検証を進めていただいて、早急

に結論を出していただくよう、長崎の「黒い雨」

等に係る認定、救済と併せて、できる限り今月

中に国に要望してまいりたいと考えております。

○副議長（山口初實君）坂本 浩議員―21番。
〇２１番（坂本 浩君）ありがとうございまし

た。

今の知事答弁は、いわゆる被爆体験者の皆さ

ん方が対象となっている第二種の健康診断特例

地域で、これを第一種に拡大するというふうな

ことで、厚生労働省、国がつくっている検討会、

その中で、拡大することで、被爆体験者の皆さ

ん方が実質的に被爆者として救済をされるとい

うふうなことではないかと思っております。

県としては、そういう立場で、検討会で結論

を早く出してほしいというふうなことを国に強

く求めていくということで、私、理解しました

けれども、知事、それでよろしいですか。

○副議長（山口初實君） 福祉保健部長。

〇福祉保健部長（寺原朋裕君）第一種健康診断

特例区域等の検証に関する検討会でございます

が、令和2年7月の広島地裁の「黒い雨」訴訟判
決に対して、国が援護対象区域の拡大も視野に

入れた再検討を行うとの方針を示しまして、被

告である広島県・市に控訴するよう要請をし、

広島県・市は、これを受け入れ、控訴したと、

そのため、国の方で、今申し上げた第一種の検

討会を立ち上げたという経緯でございます。

現在、広島県、広島市に関する「黒い雨」域

等に関して、あるいは内部被爆等に関して議論

をされておりますけれども、この検討会におい

て、長崎県・市についても議論いただくように、

引き続き要望してまいりたいというふうに考え

ております。

○副議長（山口初實君）坂本 浩議員―21番。
〇２１番（坂本 浩君） 部長、私が確認したい

のは、ご存じのとおり、第一種健康診断特例区

域、ここはいわゆる11疾病というものに健康診
断でかかった場合には、健康管理手当、それか

ら被爆者手帳が交付されるというふうなことな

んですよね。だから、実質的に被爆地域になる

んですよ。例えば、今の第二種地域を、ずっと

長崎市は被爆地是正拡大というのを求めていま

す。なかなか県の方は、同じような動きをして

いるんですけれども、そこのところはまだ整理

できていないんじゃないか。だから、そういう

意味でいけば、この第二種を第一種にするとい

うことが、実質的には被爆地の拡大になるんだ

というふうに私は知事の答弁を理解したんです

けれども、それでいいんですよね。

○副議長（山口初實君） 福祉保健部長。

〇福祉保健部長（寺原朋裕君）長崎の第二種健

康診断特例区域をそのまま第一種にしていただ

きたいということではありませんで、今、科学

的な議論の下で第一種の特例区域が定められて

おりますので、長崎県・市における第一種の特

例区域の拡大についても、しっかりと科学的な

議論をしていただきたいと、そういった要望で

ございます。

○副議長（山口初實君）坂本 浩議員―21番。
〇２１番（坂本 浩君） すみません、第二種を

第一種じゃなくて、第一種を拡大するというこ

とですね、ということで理解していいですね、
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わかりました。

時期的にも、今ありましたように、できる限

り今月中を視野に置いているということであり

ます。毎年8月9日には首相が長崎に来ます。被
爆者団体の皆さんとも会いますので、ぜひ岸田

首相が長崎において、今、知事、部長が言われ

たような方向性を打ち出せるような取組を今後

ともお願いをして、次の質問に移ります。

3、県の大型事業をめぐる認識と課題につい
て。

（1）石木ダム建設事業について。

知事は、就任後、3月10日と4月20日に2回現
地川原を訪問されました。特に、2回目は、事
業に反対する住民の皆さん方の案内で石木川の

ほとりを1時間ぐらいかけて歩かれたというふ
うに聞いておりますけれども、午前中もちょっ

とありましたが、改めて私の方からも、現地の

状況をどのように感じて、そして住民の皆さん

方の心情をどのように受け止めたのか、そこら

辺を所感をお聞かせいただけますか。

○副議長（山口初實君） 知事。

〇知事（大石賢吾君） まず、石木ダムについて

は、事業を円滑に進めるためには、川原地区に

お住まいの皆様との関係を構築することが何よ

りも重要だというふうに考えています。

先般、皆様のお話をお聞きしながら現地を歩

いて見て回った際には、川原の自然の豊かさや

皆様のふるさとへの思いに触れまして、改めて、

ふるさとの尊さというものを実感したところで

ございます。

○副議長（山口初實君）坂本 浩議員―21番。
〇２１番（坂本 浩君）ありがとうございます。

知事は、もちろんはじめて行かれたんですよ

ね。3月10日と4月20日、2回で、その時がはじ
めてですね。

県知事が現地を訪問したのは、多分2014年の
7月以来7年8か月ぶりじゃないかと思います。
知事が就任後すぐに行動をされたということに

ついては、評価をいたします。

要は、現地の住民の皆さん方も、期待あるい

は懸念、入り交じっているんじゃないかという

ふうに私は思っているんですけれども、ぜひ今

回の行動を信頼関係を構築する第一歩にしてい

ただきたいというふうに期待はいたします。

どう信頼を構築するのか、今後どのように対

話を進めていこうとしているのか、そこら辺に

ついてはいかがですか。

○副議長（山口初實君） 知事。

〇知事（大石賢吾君） 近年、全国各地で甚大な

自然災害が頻発している中、川棚川の洪水被害

を軽減して、佐世保市の安定した水源を確保す

るためには、早急に石木ダムを完成するという

ことが必要であって、また、着実に工事をしっ

かりと進めてまいりたいというふうに考えてい

ます。

そのためにも、住民の皆様のお考えについて、

しっかりとお話をお聞きすることが重要である

と考えておりまして、引き続き、皆様にお会い

する機会をいただきながら、事業へのご理解と

ご協力をいただけるよう、しっかりと詰めてま

いりたいというふうに考えています。

○副議長（山口初實君）坂本 浩議員―21番。
〇２１番（坂本 浩君） 地元の皆さん、川原の

反対している住民の皆さんにとっては、この半

世紀、約束のほご、そして力づく、この繰り返

しなんですよ。1972年（昭和47年）に覚書が調
印されました。その2年後に、一方的に国に計
画書を提出しています。1982年（昭和57年）、
機動隊を導入しての強制測量、この1週間か10
日前、話合いしていますよね。その抜き打ちで
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した。そして、2009年（平成21年）、話合いを
進展させるためにというふうなことで事業認定

を申請いたしました。結果的には、強制収用の

手続のための事業認定の申請でしたので、住民

の皆さん方は、裁判に訴えるというふうなこと

になってしまいました。結果的に、2019年（令
和元年）に、全ての土地12万平米の所有権が移
転をするというふうなことになりました。

知事選のマニフェスト、読ませていただきま

した。当事者、関係者と対話を重ねることで、

これらの重要課題は解決しますと、もちろん石

木ダムだけじゃないです。ＩＲそして新幹線が

書いてありました。こういうふうに書かれてい

ますけれども、並大抵のことでは、この信頼回

復というのはできないんじゃないかというふう

に思っているんです。

それで、例えば、私、この間、何回も「どう

ですか」ということを言ってきましたけれども、

工事を一旦中断する覚悟があるのかどうか。例

えば、川棚川の河川改修等で、過去の洪水を防

げるだけの対策は、今、できていますよね。た

だ、石木ダム建設の前提となっている計画規模

100分の1、これはやっぱり石木ダムを造らない
とできないというのが県の立場というふうに思

いますけれども、今、国は流域治水に本腰を入

れておりますし、それから川棚川下流域のいわ

ゆる内水氾濫、担当課に聞いたら、そこまでは

きちんとしていないように私は受け止めました。

やっぱりそういうものをやって、計画規模の

100分の1に最大限近づけるというふうな対策
を打ちながら、ダム工事を中断してでも対話を

するというふうな、そういうものができないの

かどうか、そこら辺はどうですか。

○副議長（山口初實君） 土木部長。

〇土木部長（奥田秀樹君）住民の皆様の考えを

しっかりと聞くというふうなところが大切だと

思っております。そういうことで、住民の皆様

からいろいろ聞いておりますけれども、工事の

中断も含めて、しっかりとお話をまずは聞かせ

ていただく、そういう場を設けていく、そうい

う機会をつくるということに努力してまいりた

いというふうに思っております。

○副議長（山口初實君）坂本 浩議員―21番。
〇２１番（坂本 浩君） わかりました。

強制収用ではなくて、話合いによって解決の

道を探るということが、私は、県にとって最優

先課題だというふうに思っておりますし、そし

て、その責任は事業者たる県にあるんだという

ことを改めて指摘をさせていただきます。

行政によって13世帯の家屋、強制的に排除す
る事態は、これは全国的にも多分ないですよね。

もし、そうなったら、これは本当に行政運営の

失敗の極みと指摘せざるを得ないんです。県は、

その回避に全力を尽くしていただきたいという

ふうに思います。

行政代執行という強権的な措置を進めれば、

間違いなく県政の汚点になるということになり

ます。何よりも、半世紀にわたってこの事業に

翻弄されて、ふるさとや生活の基盤を奪われる

かもしれないというふうな不安をずっと抱えな

がら強いられてきた、そういう地元の川原の住

民の皆さん方含めて、本当に人権に関わる問題

であろうというふうに思いますので、ぜひマニ

フェストどおりに、話合いで解決をするという

ふうなことを表明していただきたいんです。新

聞報道等によると、最後の手段と知事、言われ

ていますよね。そうじゃなくて、あくまでも話

合いで解決するんだということを表明してほし

いんですけれど。

○副議長（山口初實君） 知事。
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〇知事（大石賢吾君） 議員ご指摘のとおり、行

政代執行については最終手段であると、まず考

えております。ほかに取り得る方法がないとい

う段階で、状況を踏まえながら総合的に判断し

なければならないと考えている次第でございま

す。まず、対話を中心に解決をしていくという

ところは非常に重要だというふうに考えており

ますので、まずは、しっかりと皆様のお話をお

聞きする機会をいただきながら、事業へのご理

解とご協力をいただけるように、知事として努

めてまいりたいと考えています。

○副議長（山口初實君）坂本 浩議員―21番。
〇２１番（坂本 浩君） そのためには、先ほど

言ったような対策を検討してください。話し合

いのための環境を整えることが、信頼回復につ

ながります。よろしくお願いしたいと思います。

時間の関係がありますので、次の質問にいき

ます。

（2）カジノを含むＩＲ特定複合観光施設の
誘致について。

これも先ほどの田中議員とのやりとりの中で、

重複する部分がありますので、簡潔に3点質問
します。

経済波及効果3,328億円の内訳です。あまり難
しくいろいろ言ってもわからないんです。産業

連関表によると言われても、ピンとこないので

すが、例えば、宿泊代だとか、来訪者の消費額

とか、そんなものがあるんじゃないかと思いま

すので、そこら辺、教えてください。

○副議長（山口初實君） 企画部長。

〇企画部長（浦 真樹君）ＩＲに関します運営

におきます経済波及効果につきましては、来訪

者の旅行消費額をもとに算定をしておりまして、

用いたのは産業連関表でございますけれども、

直接効果、間接効果に分けて推計をしておりま

す。

具体的な内訳でありますけれども、直接効果、

いわゆるＩＲ区域内、それから周辺のホテルや

レストラン、さらにはＩＲ区域内のショッピン

グモールやカジノなど、様々な施設で来訪者が

直接消費をする額といたしまして、2,248億円を
見込んでおります。

間接効果のうち、1次波及効果として、ホテ
ルやレストランが発注する食材の調達、あるい

は警備、医療などの間接的な需要による効果、

これを679億円と見込んでおります。
さらに、ＩＲ区域の従業員の方々の生活の必

需品あるいはサービス、これらの購入によって

生じる2次波及効果と呼んでおりますけれども、
これらで401億円を見込んでおりまして、お話
ありました開業5年目の2031年で、トータル
3,328億円という経済波及効果を見込んでいる
ところでございます。

○副議長（山口初實君）坂本 浩議員―21番。
〇２１番（坂本 浩君） 今言われた2次波及効
果の401億円で、これは新規雇用者数が約1万人
ですよね。そういう方々の消費額というふうな

ことだと思うんですけれども、私は、ずっとこ

の1万人が気になっています。先ほどもちょっ
とありましたけれども、住むところとか、そも

そも1万人という雇用者が募集して集まるんで
すかというふうなことが気になるんです。

例えば、県内の全ての求職者数は幾らかわか

っていますか。求職者数、職を探している人、

わからないですよね。どうもこの1万人という
のが、これはあくまでもＩＲの区域内で1万人
ですね。九州・長崎ＩＲですから、全体でいけ

ば3万何千人ですよね。ハウステンボスの横の
あの区域内、ここで1万人でしょう。どこから、
どう呼び寄せてくるのかというのがわからなく
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て、そういうものを第2次波及効果とか、試算
している。最初の頃は産業連関表と言われてい

ましたから、私もちんぷんかんぷんで全くわか

らなかったんです。少しそういうふうに落とし

込んで聞いてみても、それでもやっぱりどうし

ても納得がいかないんです。

2番目に、いわゆる有害な影響の排除という
ふうなことで、それぞれ事業者、県とか自治体

で対応する、いろんな対策を打つに当たって、

幾らぐらいかかるのか、それはどうですか。

○副議長（山口初實君） 企画部長。

〇企画部長（浦 真樹君）ＩＲ導入に伴う懸念

事項対策といたしまして、ＩＲ事業者におきま

しては、マイナンバーカードによる厳格な本人

確認、あるいは入場回数の制限、これらに加え

まして、本人や家族からの申告による利用制限

措置のほか、専門スタッフによる24時間対応の
相談窓口を設置することとしております。

また、行政、関係団体との連携の下で、事業

者におきまして、ギャンブル依存症の予防に関

する普及啓発、セミナーなどに取り組むほか、

行政や民間団体の活動に対する財政支援も行う

こととなっておりまして、ＩＲ事業全体の年間

の営業利益の1.5％に相当する約8億円を上限と
いたしまして、懸念事項対策に関する費用を事

業者として拠出する計画となっております。

一方、県におきましては、懸念事項に万全の

対策を講じるために、官民の団体が参画する「九

州・長崎ＩＲ安全安心ネットワーク協議会準備

会」を設置いたしまして、地域住民の皆様と一

緒に、安全・安心の確保、快適な生活環境の整

備、これらに向けた検討、情報共有を行ってお

ります。

さらに、区域認定後は、入場料納入金、これ

を活用いたしまして、ギャンブル依存症対策や

警察機能の強化、消防・救急体制、地域防災力

の強化、バリアフリーの推進など、県民それか

ら利用者の皆様の安全・安心に資する施策を推

進することとしております。

○副議長（山口初實君）坂本 浩議員―21番。
〇２１番（坂本 浩君）事業者のカジノの売上

げの1.5％、8億円相当、これは上限ですよね。
入場料納入金、これが多分5年目で77億円ぐら
い試算しているみたいなんですけれども、例え

ば、カジノの売上げが落ちる、入場料が落ちる

ということになった場合は、これは対策費も当

然下がるんですよね。固定じゃないんですよね。

だから、そういう懸念対策という額が、今いろ

いろ言われましたけれども、売上げとか入場料

が下がれば、その分できないということになっ

てくる、そういうシステムですか。どうなんで

すか。

○副議長（山口初實君） 企画部長。

〇企画部長（浦 真樹君）今の計画といたしま

しては、先ほど申し上げたような見通しの下で、

依存症対策それから懸念事項対策、措置をする

ようにしておりますけれども、当然、これはま

だコンクリートされたものではありませんので、

それは実際の事業の運営の中で、いろんな措置

の優先順位でありますとか、内容の見直し等々

も行いながら、適切な懸念事項対策等、措置さ

れていくものというふうに考えております。

○副議長（山口初實君）坂本 浩議員―21番。
〇２１番（坂本 浩君）時間の関係があります

ので、最後に、いわゆる事業継続が困難になっ

た場合、これは一昨年11月の実施方針では、設
置運営事業者の事由による解除、それから県の

事由による解除というふうなことで、それぞれ

違約金を払わなければいけないということにな

っているんですけれども、これは今、国に出し
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ている区域整備計画、それにはないんですよね、

幾ら見てもですね。それは何でだったですか。

○副議長（山口初實君） 企画部長。

〇企画部長（浦 真樹君）ＩＲ事業者が撤退の

場合の対応についてでありますけれども、区域

整備計画の中では、まずはそういったことが起

きないように、ＩＲ事業者の財務が悪化した場

合の対応に備えて、事業者に、十分な保険の加

入でありますとか、事業継続が可能な予備資金

をあらかじめ確保していること、そういったこ

とを求めるということで区域整備計画の中では

書いております。

また、財務状況の悪化等のリスクを未然に防

ぐために、ＩＲ事業者が自らモニタリングも実

施する、そして県としても、有識者からなる委

員会を設置いたしまして、事業評価、モニタリ

ング結果を検証するなど指導していくというこ

とにしております。

そのうえで、やむなくＩＲ事業者が撤退する

というふうな事態が生じた場合の対応につきま

しては、国の基本方針、それから、その基本方

針を踏まえた県の実施方針の中で、区域認定後

に県と事業者が締結をします実施協定、この中

で具体的な撤退の理由等に応じた対処方法につ

いて必要な事項を定めるということになってお

りますので、今後、そのような対応になってく

るものと考えております。

○副議長（山口初實君）坂本 浩議員―21番。
〇２１番（坂本 浩君） ＩＲは35年間の事業
ですよね。最初の10年、その後は5年ごとに更
新をするというふうなことで、当然、議会の議

決を含めて、そういうことをずっとやっていく

ということですよね。しかも、一方では懸念対

策もやらなければいけないというふうな、非常

にこの先どうなのかなと。確かに建設投資額は

あると思いますよ。あれだけの立派なものを造

るわけですから、そういう初期投資というのは

あると思います。ただ、本当に持続可能なもの

なのかどうなのかというのは、ちょっと私は疑

問に感じております。これは意見表明だけです

けれども、次にいかせていただきます。

（3）県庁舎跡地の整備・活用について。
基本構想が今議会に出されました。私は、こ

の基本構想における運営体制と運営仕組みづく

りが非常に重要だと思っているんですけれども、

具体的には、どのようにお考えでしょうか。

○副議長（山口初實君） 地域振興部長。

〇地域振興部長（早稲田智仁君）運営体制とし

ましては、行政においてコンセプトや施策の方

向性等を主導しつつ、指定管理者制度の導入に

よる民間ノウハウの活用などについて検討して

まいりたいと考えております。

例えば、指定管理の中で、総合プロデュース

を担う人材の下、各機能をつないで相互に連携

した企画立案や情報共有を図る人材等を配置す

る運営体制を検討することとしております。

また、持続的な運営につなげるため、暫定供

用時における、にぎわい創出のアイデアや必要

な機能等を含め、地域の方々や経済団体、大学

など、実際に利用される方々と行政等が連携し

ながら、効果的な運営の仕組みづくりについて、

今後、検討を深めてまいりたいと考えておりま

す。

○副議長（山口初實君）坂本 浩議員―21番。
〇２１番（坂本 浩君） 私は、この基本構想の

中で、3月、それから去年と、あまり変わって
いないんじゃないかと思って、これはこれでい

いんです、中身はですね。しかも、暫定活用と

いうのをやりながら、具体的にどういうふうな

もの、例えば箱物にするのか、違うものにする
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のかということを検討する。そのための運営の

仕組みづくりもやっていくというふうなことで

すから、それはそれでいいと思います。

ただ、できあがった後に、そういったことに

関わられた皆さんとか、そういう方々がどんど

ん県民、市民の皆さんに広げて、できた後に、

県庁跡地を本当に市民の憩いの場、あるいは観

光客の皆さん方も集えるような、そういう場に、

ぜひ、そういうものをイメージして造っていた

だきたいというふうに思います。

まだあったんですけれども、すみません、時

間の関係で飛ばさせていただきます。

（4）長崎南北幹線道路と長崎市平和公園（西
地区）の再配置について。

まず、この南北幹線道路のルート選定に関す

る経過と、それから事業の進捗状況について、

教えてください。

○副議長（山口初實君） 土木部長。

〇土木部長（奥田秀樹君）長崎南北幹線道路の

うち、未整備区間である長崎市茂里町から時津

町野田郷までのルートについては、令和元年9
月に設立した「長崎南北幹線道路ルート選定委

員会」において議論を重ね、令和2年3月に、委
員会から、浦上川左岸の公園側を通るルートが

最適であるとの提言を受けました。

これと並行して、地域住民との意見交換会を

延べ14回行い、その後、詳細なルートの検討を
経て、都市計画の手続を進め、令和3年11月に
都市計画決定を行いました。

長崎南北幹線道路のうち、茂里町から滑石工

区については、今年度、新規事業化がなされた

ところであり、今後、構造物の設計に着手して

まいります。

○副議長（山口初實君）坂本 浩議員―21番。
〇２１番（坂本 浩君）ありがとうございまし

た。

この事業に伴って、長崎市の平和公園（西地

区）、通称松山の陸上競技場と言っている、そ

れからラグビー・サッカー場、市民プール、テ

ニスコート、ソフトボール、弓道場、その一帯

が、今の「長崎市の平和公園再整備基本計画検

討委員会」の中で、随分と姿が変わるというふ

うなことが示されていて、検討中みたいなんで

すけれども、その中で、特に、陸上競技場が、

実業団、それから高校、中学、そういったとこ

ろの陸上部が本格的な練習で使っていますし、

あと周辺の住民の皆さん方も朝早くから、夜遅

くまでウォーキングしたりとか、あそこは使い

勝手がいいと言うのは、言葉が悪いかもしれま

せんけれども、本当に市民の憩いの場というふ

うな使い方をされているわけです。そういうと

ころを残してほしいというふうな声がある。こ

れは長崎市の再整備検討委員会なんですけれど

も、そもそもで言うと、南北幹線道路の計画で

そういうふうになった。

私もあそこは地元ですから、最初の地元での

意見交換会、それからその後の都市計画決定へ

向けた説明会、1回ずつですけれども参加しま
した。最初の時は、左岸を通ると、プールはち

ょっと影響があるかもしれませんというふうな

ことだったんです。その後、陸上競技場そのも

のが再配置でなくなってしまうみたいなことは

全くイメージできてなくて、ちょっと驚いたん

です。そもそもこのルート選定委員会から出さ

れている提言を見ても、今、松山にインターチ

ェンジもつくるというふうになっているような

んですけれども、そういうものも含めて、提言

にはないんですよね。

だから、そういうものを含めて、都市計画決

定していますから、今さらどうのこうのと言え
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ないのかもしれないんですけれども、松山の平

和公園の一角であるあそこを、もう少し県、市

連携を取って対応していただきたいというふう

に思っているんですけれども、そこら辺の認識

を聞かせてください。

○副議長（山口初實君） 土木部長。

〇土木部長（奥田秀樹君）長崎南北幹線道路は、

平和公園の西側の浦上川沿いを高架橋で通るル

ートとしていますが、川沿いの市民プールなど、

公園施設の一部がかかります。

影響を受ける公園施設については、「長崎市

平和公園再整備基本計画検討委員会」で検討が

進められており、今後、公園施設の再配置計画

を含む基本計画が策定される予定と聞いていま

す。

このような中、公園施設を利用している競技

関係者の団体などから、長崎市に対して、陸上

競技場などの存続を求める要望書や署名の提出

がなされるなど、公園施設の再配置に関して、

様々な意見が出されている状況です。

今後、道路の構造物の設計など、本道路事業

を進めるに当たっては、関係団体や地域住民の

ご意見をお聞きしながら、市と連携して、丁寧

に取り組んでまいります。

○副議長（山口初實君）坂本 浩議員―21番。
〇２１番（坂本 浩君） ぜひ丁寧に、いろんな

人の声を聞いて、よろしくお願いいたします。

（5）長崎駅周辺地区の交通結節機能強化に
ついて。

長崎駅、新幹線、今年の9月23日に暫定開業
というふうなことなんですけれども、よく市民

の皆さんから、「新幹線は開通するかもしれん

けれど、あの駅前って、あのまんま」とか言わ

れるわけです。いやいや、それは時間差はある

けれども、ちゃんときれいになっていくんです

よというふうな話をしているんですけれども、

なかなか県民、市民の皆さんにそういう姿が見

えていないというふうな状況もありますし、突

然、あの駅前の電停の歩道橋のところに、いわ

ゆる車椅子用のエレベーターが2つ、ぼんと工
事が入って、「あっ」という感じなんです。「こ

れ、何ね」というふうなことも聞かれるんです。

それで、今日、取り上げようというふうに思っ

ているんですけれども、要は、私が申し上げた

いのは、長崎市中心部の「交通結節等検討会議」

というのが令和元年8月にできて、これは平田
副知事が入られていましたよね。これは要する

に、あの駅周辺の再整備というのは、区画整備

は市です、あるいは道路周辺のところは県です、

バスターミナルも県ですよね。そういうそれぞ

れの分野ごとがあって、交通の流れもどうなる

のかというのが何となくそれぞれというふうな

感じがして、そういう意味でいけば、この長崎

市中心部の交通結節等検討会議は非常によかっ

たと私は思ったんです。それがたった一年で、

3回でまとめて、もう終わりましたというのを
この間、聞いて、「えっ」と思ったんですけれ

ども、だから、あそこをもう少しバリアフリー

も含めて、あるいは歩行者の移動支援とか、特

に、バスとかタクシーが、どうあそこの交通広

場とか、既設の国道のバス停と、それからバス

ターミナル、そこら辺の時間軸もまた違います

し、そういうものをきちんとできるような、あ

の長崎市中心部の交通結節等検討会議は、平田

副知事と、それから長崎市の副市長だったです

か、が入って、事業者の皆さん方も入って、非

常にいい、連携が取れた会議じゃなかったのか

なと思いますけれども、そういうものをやって

ほしい、そういう枠組みをつくってほしいとい

うのが思いなんですけれども、そこはどうです
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か。

○副議長（山口初實君） 土木部長。

〇土木部長（奥田秀樹君）長崎駅周辺の交通結

節機能強化を円滑に進めるために、バスターミ

ナル再整備の検討状況を見ながら、今後も検討

や整備の状況に応じて、関係する方々と協議す

る場を設けてまいります。

○副議長（山口初實君） 本日の会議は、これに

て終了いたします。

6月13日は、定刻より本会議を開き、一般質
問を続行いたします。

本日は、これをもって散会いたします。

─ 午後 ３時４７分 散会 ─
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監査 事務局 長 上 田 彰 二 君

人事委員会事務局長
(労働委員会事務局長併任)

大 﨑 義 郎 君

教 育 次 長 狩 野 博 臣 君

財 政 課 長 小 林   純 君

秘 書 課 長 大瀬良   潤 君

選挙管理委員会書記長 大 塚 英 樹 君

警察本部総務課長 車   康 之 君

議会事務局職員出席者

局 長 黒 﨑   勇 君

次長兼総務課長 藤 田 昌 三 君

議 事 課 長 川 原 孝 行 君

政務 調査課 長 濵 口   孝 君

議事課課長補佐 永 尾 弘 之 君

議 事 課 係 長 山 脇   卓 君

議事課会計年度任用職員 天 雨 千代子 君

― 午前１０時 ０分 開議 ―

〇議長（坂本智徳君） 皆様、おはようございま

す。

ただいまから、本日の会議を開きます。

これより、6月10日に引き続き、一般質問を
行います。

近藤議員─24番。
〇２４番（近藤智昭君）（拍手）〔登壇〕 おは

ようございます。

南松浦郡選出の近藤智昭でございます。

まず、4月に北海道の知床半島の沖合で観光
船が遭難した件について、犠牲となられました

乗客乗員の方々、ご遺族の皆様にお悔やみ申し

上げます。

今回の事故につきましては、全国有数の離島

が存在する本県においては、他人ごとではなく、

運航の安全性を担保するために十分に情報を収

集し、今後に活かしていかなければならないと

深く考えております。

それでは、質問に入らせていただきます。

1、知事の離島振興策について。
大石県政がスタートして、はや数か月が経過

しました。知事におかれましては、既に県政ト

ップとしての仕事にも慣れ、新しい長崎県のあ

り方について、日々、思いを具体化していらっ

しゃる頃だろうと思います。

私の地元では、「離島出身の知事さんやけん、

離島のためにいろいろやってくれそうだ」との

大石知事への期待の声が日に日に高まっており

ます。

さて、本県行政においては、様々な課題が存

在していますが、離島の振興は、その中でも最

重要課題の一つであります。

本県では、様々な離島振興策を有効活用し、

住民の生活や産業の発展に関する基盤整備を行

ってきたことで一定の成果を上げたとの認識を

しており、関係した方々には深く感謝しており

ます。

しかしながら、離島が抱えている人口減少等

の問題は、まだまだ解決していません。今後、

人口減少が大きくなるとの見込みもあります。

そこで、知事にお尋ねします。

現在、構想中のものでも結構です。離島振興

の目玉となるような施策があるのか、お尋ねし

ます。

国の法律を活かした積極的な振興策、個別の

地域事情に応じた振興策、何でも結構です。知



令和４年長崎県議会・６月定例会（６月１３日）

- 86 -

事が思い浮かべている離島の未来について語っ

てください。

2、行政のデジタル化について。
ＡＩやＩｏＴをはじめとするＩＣＴが近年目

覚ましく進展する中、今般の新型コロナウイル

ス感染症の感染拡大を契機として、これまで進

んでこなかった様々な分野のデジタル化がさら

に加速化するなど、社会は大きな変革期を迎え

ております。

新型コロナ対策を通して、距離等の壁を越え、

人や組織、地域でデジタル技術を活用し、つな

がりあうデジタル社会の可能性が広く認識され

たところであり、今こそ、デジタルの恩恵を最

大限に取り込み、新しい長崎県をつくりあげて

いく時期であると考えております。

国の動きを見てみますと、昨年の9月に、我
が国のデジタル社会実現の司令塔としての役割

を担うデジタル庁が発足し、国を挙げてデジタ

ル化に取り組む体制が整備されました。

さらに、岸田内閣においては、新しい資本主

義の実現に向けた成長戦略の最も重要な柱とし

て、「デジタル田園都市国家構想」を掲げてお

ります。

これは、高齢化や過疎化などの課題に直面す

る地方にこそ、介護や農業、観光など、デジタ

ル技術を活用するニーズがあり、産官学の連携

の下、地方が抱えている課題を解決し、都市の

活力と地方のゆとりの両方を享受できる社会の

実現を目指すものとあります。

特に、離島・半島地域を多く抱え、全国に先

駆けて人口減少、少子・高齢化が進行し、地域

の衰退など大変困難な多くの課題を抱える本県

だからこそ、デジタル技術を積極的に活用しな

がら、諸問題にスピード感を持って対応し、世

代を超えて長崎県民が安心して幸せに暮らせる

持続可能な地域社会を構築していく必要がある

ものと考えております。

私は、知事が選挙期間中に示された、「他県

に先駆けた各種行政事務の電子化やＤＸ推進」

について、知事自らが先頭に立ち、スピード感

を持って、新たな視点、発想で実行していただ

けるものと大いに期待しているところでありま

す。

そこで、長崎県行政自らのＤＸに向けて、今

後、どのような考えの下、進められようとして

いるのか、知事にお尋ねします。

3、水産行政について。
（1）県内水産業の現状について。
本県は、全国2位の漁業・養殖業生産額を誇

り、全国の生産額の7.4％を占める屈指の水産物
供給地であります。

また、人口当たり漁業就業者数が全国1位で
あるなど、本県水産業及びこれを担う漁業者の

方々は、我が国の食生活を支えるうえで大変重

要な役割を担っております。

多くの離島・半島を有する本県にとっても、

離島における就業人口の1割が水産業に従事し
ているなど、地域社会を維持していくうえで、

水産業は欠かすことのできない重要な産業であ

ると考えております。

一方で、水産業を取り巻く環境は、資源変動

に伴う水揚げの減少や魚価の低迷が続いている

中で、さらに、ここ数年を見ますと、コロナ禍

の影響や、燃料・資材の高騰等、大変厳しい状

況にあり、漁業者の方々からは、「昔のように

魚が捕れない」、「出漁しても油代や箱代にも

ならない」、「将来の見通が立たず、子どもた

ちに跡を継がせられない」などといった大変悲

痛な声をお聞きしております。

このようなことから、漁業就業者の数は年々
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減少しており、特に、離島地域においては著し

く、このままでは5年後、10年後の漁村地域は
どうなってしまうのか、大変強い危機感を抱い

ているところです。

水産業が衰退してしまっては、地域社会の維

持も難しくなり、本県が進めている人口減少対

策にとっても大きなマイナス要素になると考え

ております。

そこで、本県水産業の重要性と現状について、

県はどのように認識しているのか、お尋ねしま

す。

（2）今後の水産業の方向性と県の取組につ
いて。

私は、我が国にとっても、我が県にとっても、

重要な産業である長崎県の水産業を支えていく

ためには、漁業所得の安定、向上を図ることで

産業としての魅力を高め、就業者を確保する仕

組みづくりが必要だと考えております。

具体的に申し上げますと、これからは魚を捕

るということだけではなく、厳しい社会情勢を

踏まえながら、新たな漁法の導入やコスト削減、

付加価値向上、販売力強化などに取り組み、漁

家経営の安定を多角的に推進し、魅力ある水産

業を全国の若い世代に広くＰＲすることで、就

業者の確保に結びつけていかなければなりませ

ん。

県におかれましても、漁業者や漁協などの関

係者が進めている取組をしっかりとバックアッ

プしていただきたいと思っております。

また、今年3月に策定された国の新たな「水
産基本計画」では、「持続性のある水産業の成

長産業化と漁村の活性化の実現」という基本的

な考え方が示されるとともに、「水産資源の適

切な管理等を通じ、次世代を担う若い漁業者と、

その家族が将来にわたって安定的な生活が確保

されるよう、十分な所得を得るとともに、年齢

バランスのとれた漁業就業構造の確立を図る」

ことを目的に、各種施策を展開していくとされ

ております。

本県水産業に対する現状認識を踏まえ、国の

施策の方向性や社会情勢の変化、また、本県水

産業の将来展望も見据えながら、県としてどの

ように水産業を成長させようと考えているのか、

今後の取組について、お尋ねします。

4、ながさき森林環境税について。
本県は、緑豊かな自然環境にあり、県土の約

6割を森林が占めております。森林は、しっか
りとした維持、管理が行われることで、防災効

果、木材生産、水源涵養など、森林の公益的機

能を発揮することができます。

林業に関係する方々には、国土保全や環境保

全など、重要な役割を担っていただいており、

日頃より感謝しております。

本県の森林は、国有林が約1割、民有林が約9
割であり、これまでは森林所有者負担により整

備が行われた状況にありました。

しかしながら、環境保全や防災面などを考慮

すると、森林からの恩恵は、全ての県民の方々

が等しく受けていることから、少しずつ費用を

負担していただき、その整備に充てることが未

来の長崎をつくることにつながるため、県民全

体で森林づくりを支える仕組みとして「ながさ

き森林環境税」を平成19年に導入しております。
また、これまでの取組状況を踏まえ、令和3

年11月定例会において、「ながさき森林環境税
条例」を改定し、令和4年から5年間は、約4期
の事業期間となっております。

そこで、これまでの取組や成果を踏まえ、第

4期では具体的にどのような取組を進めていこ
うと考えているのか、お尋ねします。
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5、土木行政について。
本県は、1980年に約159万人であった人口が、

2020年には約131万人となり、特に、15歳未満
の人口をあらわす年少人口が、1980年の約38
万人から2020年には約16万人と減少している
状況です。

特に、地元の新上五島町においては、毎年お

よそ400人、90世帯が減少し、多くの若者が島
を離れる状況にあり、本土に比べ、急速な人口

減少や高齢化が進んでおります。

このような中、新上五島町では、建設業が地

域を支える重要な基幹産業の一つであり、特に、

令和元年7月に発生した県道青方魚目線の奈摩
地区の大規模斜面崩壊では、全面通行止めが早

急に解消し、建設業によって地域の安全・安心

が守られていることを改めて認識したところで

す。

しかしながら、近年の建設業は、高齢化が進

み、さらには、長年つきまとっている、「きつ

い・汚い・危険」の3Kのイメージにより、若者
たちが敬遠する業種となっており、このままで

は立ちゆかなくなるのではないかと大変心配し

ております。

社会基盤となる生活インフラの形成における

建設業の重要性は高く、日頃のインフラ維持の

みならず、不測の災害対応において、必要な人

材を確保し、長年培われてきた熟練の技術やノ

ウハウを次世代へと継承することが不可欠とな

っております。

また、この技術の継承が進まなければ、後々、

仕事の幅が狭くなり、今までより扱える工種が

減り、大型工事において島外の業者の参入が増

加し、その下請や価格の低い工事しかできず、

経営が悪化して倒産が増え、島の衰退へとつな

がるおそれも出てきております。

このようなことは、新上五島町に限らず、全

県下の建設業に言えることだと考えますが、そ

のような最悪の事態にならないように、少しで

も早く若者を建設業に定着させ、十分な教育機

会を準備し、建設業の担い手へと成長してもら

う必要があります。

これまで官民一体となって実施してきた建設

業の魅力向上や労働環境改善などの取組がある

ことも聞いておりますが、その取組を今後も広

く示し、多くの若者が魅力を持ち、理解して、

今の建設業ならやってみたいと思うことが非常

に重要だと思います。

そこで、県がこれまで取り組んできた内容と、

これからの取組について、お尋ねします。

6、物産振興対策について。
新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、本

年1月には県内全域がまん延防止等重点措置の
適用を受け、飲食店への休業要請や観光客の減

少などにより、県産品を取扱う多くの事業者に

影響が出ております。

一方、コロナ禍において、人との接触がなく、

自宅にいながらにして商品等の購入が可能なイ

ンターネットを活用したＥＣサイトについては、

全国的にも利用者が増加傾向にあり、売上げを

伸ばしている状況にあります。

食品に関しましては、これまで店頭での実演

や試食を中心に、消費者へ商品の魅力を伝え、

消費者に購入を促してきたところでありますが、

感染拡大に伴う行動制限への対応を踏まえると、

対面や実演ばかりではなく、ネットによる販売

手段を持つことも必要であり、県内事業者も積

極的にネットを活用していくべきだと考えてお

ります。

県では、コロナ禍で落ち込んだ県産品の消

費・回復対策として、ＥＣサイトを活用した県
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産品の販売促進を図る「長崎よかもんキャンペ

ーン」を、これまで3回にわたり実施しており、
県物産振興協会が運営する「ｅ－ながさきどっ

とこむ」で、販売額は約5億8,000万円となった
と聞いております。

対面販売が困難な事業者にとっても、ネット

販売へ目を向ける契機にもなり、非常に有効な

取組であると評価していますが、これまでのキ

ャンペーンを実施した成果と、現在実施中の第

4弾の取組状況について、お尋ねします。
7、教育行政について。
（1）学校の指導体制について。
少子化は、本県が抱える大きな課題でありま

す。離島地域においても例外ではなく、学校の

統合など教育体制のあり方が変わっている状況

であります。

教師が一人ひとりの生徒と向きあい、個性を

伸ばすことは大切です。

一方で、集団生活の中で自分とは異なる存在

を認め、互いに切磋琢磨し、あるいは協力して

物事を成し遂げることを学ぶことも、子どもた

ちの成長には大事なことであると感じておりま

す。

これまで教育委員会において、学校の統合に

より不安を抱いていた子どもたちや保護者を思

い、安心して学ぶことのできる学校づくりや、

特色ある学校教育に努めてこられたと思います。

生徒数に応じて教師の配置数も制限があるか

と思いますが、「ＧＩＧＡスクール構想」によ

り、整備された一人一台端末等のＩＣＴを活用

することで、特色のあるカリキュラムの実施も

可能となるのではないかと考えております。

そこで、今後の離島地域における学校の指導

体制の充実について、お尋ねします。

（2）離島留学制度について。

本県では、平成15年度から、高校生の離島留
学制度を導入し、離島地域以外からの生徒の受

入れがなされているところです。

自然豊かな離島地域で、外国語を専門に学ぶ

コース、スポーツコースなど、特色あるカリキ

ュラムにより、生徒の特性が大きく伸びること

も期待できますし、また、離島で育った子ども

たちにとっても、新しい刺激となり、成長につ

ながる制度であり、大変有意義なものであると

認識しております。

制度を利用した生徒は、離島地域への理解が

深まり、将来、離島地域で働きたい、暮らした

いという気持ちになることもあると考えます。

一方で、3年間生活することにより、留学生
の住環境が十分でないという話も聞いておりま

す。

生徒の卒業後の進路を含め、これまでの離島

留学制度の実績や実施をしてきている学校の現

在の取組について、お尋ねします。

（3）コロナ禍における子どもたちのスポー
ツ活動について。

コロナ禍により、子どもたちは、様々な活動

が制限され、ストレスの増加、睡眠障害、体力

の低下をはじめ、うつや自殺の問題も深刻な社

会問題となっていると聞いております。

体を動かすことや運動は、減量や疾病予防や、

血行や新陳代謝の活性化などの健康の維持・向

上に効果があります。そのほかにも脳を活性化

させたり、ストレス解消などの心の健康にも大

変有効であることと考えます。

そうした中で、コロナ禍だからこそ、子ども

たちのスポーツ活動の確保は重要ではないかと

考えます。

将来を担う子どもたちには、仲間と協力し、

成功体験を経験し、連帯感や責任感を高め、何
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よりも自分の居場所や存在感を実感できるよう

な機会が必要だと考えております。

そのためには、コロナ禍であっても、仲間と

ともに体を動かし、汗を流すことで、ストレス

発散ができる学校の体育の授業や部活動の充実

が必要であり、また、日頃の成果を披露するス

ポーツ大会の安全・安心な運営のあり方が大切

です。

そこで、3点、教育委員会教育長にお伺いし
ます。

まず、1点目ですが、子どもたちが体を動か
すことや、スポーツに親しみ、心と体を一体と

して捉え、生涯にわたって心身の健康保持・増

進、豊かな生活を目指しているのは保健体育の

授業であります。

現在、コロナ禍において、どのような工夫に

より体育授業の充実を図っているのか、お尋ね

します。

2点目は、コロナ禍における体育授業での子
どもたちのマスク着用についてです。

これから暑くなり、熱中症のおそれがある中

で、現在、体育授業でのマスク着用はどのよう

な方針を示されているのか、お尋ねします。

今月の高校総体では、高校生が熱戦を繰り広

げ、躍動する、活躍する、チームメイトととも

に汗を流す、はつらつとしたプレーに感動しま

した。日頃の部活動で練習に励んだ成果を披露

する場所は、高校総体や中総体などの大会であ

ります。

3点目は、現在、コロナ禍において、どのよ
うな感染対策や取組を行い、安心・安全な大会

運営を行っているのか、お尋ねします。

8、警察行政について。
昨年度、総務委員会において、本県警察の様々

な施策や取組について説明を受け、ニセ電話詐

欺対策、高齢者対策、交通事故防止対策、人身

安全関連事案対策など、県民の安全・安心に資

する様々な施策等を行っていることと認識して

おります。

しかしながら、どんなにいい施策や取組をし

ても、それが効果的に広く県民に周知されなけ

れば意味がないと思います。

また、法律改正や条例改正などの県民が知っ

ておかなければならない情報についても、同様

に県民に周知することが重要であると考えます。

近年、情報通信技術の発展やスマートフォン

等の情報通信機器の普及に伴い、世代を問わず、

多くの方が情報に接する機会があります。効果

的な情報発信を行うためには、時代に即したや

り方が必要だと思いますが、本県警察における

情報発信の取組について、お尋ねします。

以上で、壇上からの質問を終了し、再質問に

つきましては、対面演壇席で行わせていただき

ます。

〇議長（坂本智徳君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）〔登壇〕 近藤議員のご質

問にお答えいたします。

離島振興の目玉になるような施策、思い描い

ている離島の未来についてのお尋ねですが、離

島の振興については、県政の最重要課題の一つ

として、生活基盤の整備や基幹産業である農林

水産業、観光産業の振興など、各種施策に積極

的に取り組んでおります。

また、平成28年に自民党離島振興特別委員長
の谷川衆議院議員の多大なるご尽力により、「有

人国境離島法」が制定され、国の支援制度を積

極的に活用しながら、雇用の場の創出や運賃低

廉化など、人口の社会減の抑制に努めていると

ころであります。

今後の取組としては、離島の特性を活かしな



令和４年長崎県議会・６月定例会（６月１３日）

- 91 -

がら、多様なライフスタイルに対応した関係人

口の創出や地域の課題を、新しい情報技術を活

用して解決するスマートアイランドの取組など、

次の時代に合った施策を積極的に展開してまい

りたいと考えております。

例えば、島をモデルとして多様な分野で新し

いテクノロジーの社会実装を検証するなど、離

島だからこそ、新しいことにチャレンジできる

ような環境を整えてまいりたいと考えておりま

す。

そして、こうした取組を重ねることにより、

県外からも人や企業が集まるような、選ばれる

島づくりを目指して、さらなる離島地域の振興

に力を注いでまいりたいと考えております。

次に、長崎県行政自らのＤＸに向けて、今後、

どのような考えのもとで進めようとしているの

かとのお尋ねですが、本県の限られた経営資源

の中で、ますます複雑・多様化する行政課題に

的確に対応し、県民サービスの水準を維持・向

上させていくとともに、職員の働き方改革を実

現していくためには、行政業務のデジタル改革

により、一層の業務効率化を進めていくことが

必要であると考えております。

県庁の業務効率化のためには、コストと成果

を見極めながら、業務の特性に応じた最適なツ

ール等を使い分けていく必要があり、動きの早

いＤＸの分野にあっては、常に情報をアップデ

ートし、スピード感を持って対応していくこと

が重要であると考えております。

県庁全体でＤＸの推進に向けた意識を共有し、

自発的にデジタル改革を進めることができる姿

を実現するためには、ＩＣＴリテラシーを持っ

た職員の育成が不可欠であるとともに、最先端

の知識、経験を有する民間人材の活用も必要で

あることから、現在、体制の強化について対応

を進めているところであります。

今後も、「長崎県版デジタル社会」の実現に

向けて、県庁自らのデジタル改革を推進し、質

の高い行政サービスを提供するスマートな県庁

づくりに力を注いでまいりたいと考えています。

残余のご質問につきましては、関係部局長か

ら答弁をさせていただきます。

〇議長（坂本智徳君） 水産部長。

〇水産部長（川口和宏君） 私から、2点お答え
します。

まず、本県水産業の重要性と現状について、

県はどのように認識しているのかとのお尋ねで

すが、本県は、入り江や湾など複雑な海岸線を

有することから、離島・半島地域の津々浦々の

漁村集落において漁業生産活動が行われており、

生産規模や就業人口は、全国トップクラスの水

産県です。

また、水産業は、水産物供給のほか、造船、

流通、加工など裾野が広く、地域の維持に重要

かつ不可欠な産業であると認識しております。

一方で、議員ご指摘のとおり、厳しい環境の

下に置かれていることも事実であり、産業とし

ての魅力の低下、担い手の不足、ひいては漁村

集落の衰退といった状況を招くことを最も危惧

いたしております。

このため、漁業の経営力強化や収益性向上な

ど、産業としての魅力向上につながる各種施策

を総合的に展開し、環境変化に強い持続可能な

水産業と、にぎわいのある漁村づくりに力を注

いでるところです。

次に、国の施策の方向性などを踏まえながら、

県としてどのように水産業を成長させていこう

と考えているのかとのお尋ねですが、県は、こ

れまで水産業における経営力の強化や収益性の

向上に取り組んでまいりましたが、国の「養殖
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業の成長産業化戦略」において、マーケット・

イン型養殖の推進など、新たな方向性が示され

ている中、本県は、養殖適地が多いことに加え、

中国などアジアに近い優位性も活かせる地理的

条件もあります。

今後、アジアやＥＵなど新たな販路が見込め

る海外への輸出拡大のためには、安定生産と計

画的な出荷が可能な養殖の生産力強化が鍵を握

ると考えており、大学などと連携した沖合への

進出やＩｏＴ活用等の先進的な養殖への挑戦な

どを積極的に進めてまいります。

〇議長（坂本智徳君） 農林部長。

〇農林部長（綾香直芳君）ながさき森林環境税

を財源としたこれまでの取組や成果と、今年度

からの第4期の取組についてのお尋ねですが、
ながさき森林環境税を財源としたこれまでの主

な取組として、2万1,000ヘクタールの荒廃した
人工林の62％で間伐等の手入れを行い、水源涵
養など、森林の持つ公益的機能の回復・維持を

図ってきたところです。

また、植樹や木工体験、ボランティア団体の

人材育成などにも取り組み、森林ボランティア

の参加者は、延べ18万4,000人となるなど、県
民の森林保全に対する理解促進につなげてきた

ところです。

令和4年度からの第4期事業においては、これ
らの取組に加え、集落の賑わいの場づくりなど

のために、花木の植栽や遊歩道の開設など、よ

り身近で親しみやすい里山林づくりや、森林資

源の循環利用のための主伐・再造林を行う際の

植栽や、鳥獣被害防止対策への支援など、新た

な取組も行うこととしております。

今後とも、こうした取組を積極的に進めるこ

とで適切な森林保全を図ってまいります。

〇議長（坂本智徳君） 土木部長。

〇土木部長（奥田秀樹君）建設業の魅力向上や

労働環境改善などのこれまでの取組と今後の取

組についてのお尋ねですが、本県では、旧来の

3Ｋイメージを払拭し、若い世代に建設業の魅
力をアピールするため、業界と連携して「土木

の日」のイベントや、「親と子の現場見学会」

などを行っています。

また、実際に建設業界で活躍する若い世代が

子育てをしながら、やりがいを持ち、生き生き

と働く姿などを紹介するＰＲ動画を制作し、発

信しています。

一方、入職後の若者が早期に現場に溶け込み、

やりがいを感じられるよう、令和元年度から長

崎県建設技術研究センターにおいて、基礎知識

等を習得できる研修を実施しています。

これらの取組に加え、担い手確保をさらに促

進するため、今年度は、経営者への意識改革セ

ミナーの開催や、県内建設業の魅力を特集した

就職ポータルサイトの設置など、建設業界と連

携し、建設業の魅力向上と魅力発信に努めてま

いります。

〇議長（坂本智徳君） 文化観光国際部長。

〇文化観光国際部長（前川謙介君）「長崎よか

もんキャンペーン」のこれまでの成果と、現在

実施中の第4弾の取組状況についてのお尋ねで
ございます。

キャンペーン実施前と比べますと、対象サイ

トであります「e－ながさきどっとこむ」への出
店事業者数、掲載商品数、購入者であります会

員登録者数は、大幅に増加いたしております。

また、キャンペーンをきっかけといたしまし

て、首都圏の百貨店との取引が開始されるなど、

県産品の販売促進に加えまして、新たな販路拡

大にも一定の成果があったものと考えておりま

す。
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また、4月末から4か月間実施する第4弾につ
きましても、開始から約1か月が経過いたしま
した5月末時点の販売額は、目標の1億1,000万
円に対しまして2,800万円と、執行率にして
26％、概ね目標どおりに推移いたしております。
今回のキャンペーンでは、飲食店への酒類の

提供自粛などによりまして、大きく影響を受け

た県産酒につきましては、商品代割引等のほか、

ＰＲ特設ページを開設するなど、販売促進に取

り組んでいるところでございます。

引き続き、県物産振興協会と連携しながら、

効果的な販売促進と情報発信に努めてまいりま

す。

〇議長（坂本智徳君） 教育委員会教育長。

〇教育委員会教育長（中﨑謙司君） それでは、

私の方から教育行政について、5点答弁させて
いただきます。

まず、今後の離島地域における学校の指導体

制の充実についてのお尋ねでございます。

現在、児童生徒一人一台端末が整備されてお

りまして、離島地域の学校におきましても、地

理的制約を受けない特色ある教育活動が一層可

能になっております。

県立学校におきましては、昨年度から宇久高

校、奈留高校、北松西高校の3校が、遠隔授業
の相互配信によりまして、生徒の多様な選択科

目の提供と、他校の生徒との学びあいによる学

習意欲の向上等を目指して研究を進めていると

ころでございます。

また、小中学校におきましては、新上五島町

などの離島部と本土部の学校をＩＣＴで結び、

交流を通じまして学びの活性化を図るモデル校

事業の予算を本議会に提案させていただいてお

ります。

これらの取組を通じまして、離島の学校で学

ぶ児童生徒の新たな学びの機会の創出を図りま

すとともに、学習意欲やコミュニケーション能

力等の向上につなげてまいりたいと考えており

ます。

次に、これまでの離島留学制度の実績や実施

している学校の現在の取組についてのお尋ねで

ございます。

離島留学制度は、今年で20年目となりますが、
これまで1,000名を超える入学生を迎えており
ます。各学校とも、島の豊かな自然の中で、韓

国語や中国語、東アジアの歴史を学んでもらう

など、地の利を活かした特色ある教育活動を行

ってまいりました。

卒業後は、在学中に育んだ語学力等を活かし、

県内のホテルなど民間企業への就職はもとより、

韓国や中国の大学に進学する生徒もおり、概ね、

離島留学のコースで学んだ専門性を活かした進

路を実現しているものと考えています。

本県の特色ある離島留学制度をさらに推進す

るためには、教育内容の一層の充実はもとより、

生徒たちが安心して生活できる環境づくりも大

切であり、今後も、里親の確保や寄宿舎の整備

などに努めてまいりたいと考えております。

次に、コロナ禍において、どのような工夫に

より体育授業の充実を図っていくのかとのお尋

ねでございます。

コロナ禍における体育授業につきましては、

各学校が授業前後の健康観察や消毒、また、換

気や更衣室分散などの基本的な感染症対策を徹

底しながら、学習内容や実施場所等を工夫して

取り組んでいるところであります。

例えば、感染拡大時には、短距離走のレーン

幅や球技のパス練習の間隔を広げたり、少人数

によるゲーム、あるいは屋内種目を屋外での実

施に変更するなど、3密を回避しております。



令和４年長崎県議会・６月定例会（６月１３日）

- 94 -

引き続き、感染症対策を徹底して、児童生徒

の健やかな学びを保障してまいります。

次に、体育授業のマスク着用はどのような方

針を示しているのかとのお尋ねでございます。

全国的に学校での熱中症が発生していること

を踏まえまして、今月10日、国から県教育委員
会に対しまして「登下校時」に加え、「体育の

授業や運動部活動」でもマスクを外す指導を行

うよう、通知がございました。

これまでも国の方針によりまして、体育の授

業では、十分な感染症対策を講じたうえで、マ

スクの着用は必要ないとしておりましたが、今

回の通知では、熱中症が「命に関わる重大な問

題」としまして、運動時における「マスク着用

不要」の指導徹底が求められておりますことか

ら、県立学校や市町教育委員会に対しても、こ

の旨の周知を図ったところでございます。

最後に、どのような感染対策や取組を行い、

安心・安全なスポーツ大会運営を行っているの

かとのお尋ねでございます。

高体連や中体連におきましては、大会の感染

症対策基本方針を策定し、安心・安全な大会運

営に努めているところでございます。

今月3日から開催されました県高校総体にお
きましては、これまでの知見を活かしまして、

健康管理シートの提出や当日の検温、あるいは

選手と応援者等の動線分離や用具の定期的な消

毒などを行いまして、全競技、保護者等入場の

うえで大会を実施し、無事終了いたしました。

引き続き、県におきましては、学校体育団体

等と連携を図りまして、感染症対策を講じなが

ら、子どもたちの教育活動の発表の場の確保に

取り組んでまいりたいと考えております。

〇議長（坂本智徳君） 警察本部長。

〇警察本部長（中村 亮君）本県警察の情報発

信の取組について、お答えいたします。

議員ご指摘のとおり、本県警察の施策や取組

を県民の皆様にご理解いただくということは、

極めて重要であると認識をしております。

そこで、本県警察では、本年2月、公式ホー
ムページの大幅なリニューアルを実施いたしま

して、県民の皆様に役立つ情報をトップページ

に配置するなどの広報媒体の充実化を図ってお

ります。

その結果、リニューアル前に比べるとニセ電

話詐欺、あるいはサイバー犯罪対策などの県民

の皆様の安全・安心に役立つ情報へのアクセス

件数が増加傾向にあることが確認されておりま

す。

また、世代を超えて広くリアルタイムに警察

情報を伝えるにはＳＮＳが効果的と考えられる

ことから、本年の2月、公式ＳＮＳの運用を開
始しております。具体的には、Twitter、
Facebook、Instagram、YouTube、LINEの公
式アカウントを立ち上げ、各ＳＮＳの特性を活

かして、写真や動画も活用した情報発信を行っ

ているところです。

公式ＳＮＳでは、クロスボウに関する銃刀法

の改正、ニセ電話詐欺への注意喚起、歩行者の

交通事故防止対策をはじめといたしまして、県

民の皆様に知っていただきたい法律改正や施策

についての情報を発信いたしております。

公式アカウントのフォロワー数は、日を追う

ごとに増加しておりまして、閲覧件数について

も増加していることから、徐々に本県警察の公

式ＳＮＳが浸透してきているものと、このよう

に理解しております。

本県警察といたしましては、今後も県民の皆

様が必要とする情報、県民の皆様に役立つ情報

を把握いたしまして、県民の皆様の期待と信頼
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に応えられるよう、時代に即した効果的な情報

発信に取り組んでまいりたいと思います。

〇議長（坂本智徳君） 近藤議員─24番。
〇２４番（近藤智昭君）いろいろありがとうご

ざいました。

行政のＤＸは、とりわけ住民との距離が近く、

身近な行政を担う市町の役割が重要であり、一

部の市町で対応の遅れや取り残されることがな

いように対応していく必要があると考えており

ます。

一方、特に、多くの離島・半島を抱える本県

にあっては、市町における行政手続のオンライ

ン化による各種手続の簡素化に加え、様々なデ

ータを活用し、地域の特性や課題に応じる施策

を積極的に展開していくことが重要であると考

えております。

一方で、私の地元である新上五島町のような

小規模な自治体では、ＤＸを推進するための体

制が脆弱であることなど問題があり、新たな

ＩＣＴ活用策の企画・立案が困難な状況にある

のではないかと危惧しているところであります。

そこで、県内の市町における行政デジタル化

の取組状況と県による市町への支援策について、

お尋ねします。

〇議長（坂本智徳君） 企画部長。

〇企画部長（浦 真樹君）県民生活におきます

各種手続の利便性向上を図りますとともに、限

られた行政資源の中で持続可能な地域社会を構

築するためには、市町におけるデジタル化は必

要不可欠なものであると考えております。

現在、各市町におきましては、令和2年に国
から示された「自治体ＤＸ推進計画」における

行政手続のオンライン化などの実現に向けて、

デジタル関連施策の担当部署を新たに設置する

などしながら、デジタル化の取組を推進してい

るところであります。

そのような中、県といたしましては、デジタ

ル戦略担当政策監や県情報戦略アドバイザーを

市町へ派遣のうえ、デジタル化やＤＸに関する

セミナー等を実施し、市町職員の意識啓発や人

材育成につなげますとともに、関係市町と「汎

用的電子申請システム」の共同調達を実施する

など、様々な視点から市町のデジタル化を支援

しているところであります。

今後とも、県民の皆様が安全・安心で快適な

生活を送ることができる社会の実現に向けて、

市町におけるデジタル化の取組を後押ししてま

いりたいと考えております。

〇議長（坂本智徳君） 近藤議員─24番。
〇２４番（近藤智昭君）市町との連携をしっか

りよろしくお願いします。

次に、水産行政についてですけれども、先ほ

ど水産部長から、「今後は輸出と養殖業に力を

入れていく」との答弁をいただきました。今後

の成長の市場を見据え、本県の強みを活かした

積極的な取組だと評価しております。

一方で、養殖業者については、計画的な経営

が可能だと思いますが、漁船漁業者の場合は、

資源変動など外的要因の影響により計画的な生

産が困難であり、特に、個人経営体にあっては、

経営規模が小さく、様々なリスクに弱いという

特徴もあります。

国の水産基本計画にいう、「若い漁業者とそ

の家族が将来にわたって安定的な生活が確保さ

れるよう十分な所得を得る」ことの実現のため

に、県としてどのような施策を考えているのか。

例えば、観光など他業種と連携して所得向上

を図り、漁村の活性化につなげることも必要だ

と思いますが、特に、漁船漁業の個人経営体が

安心して生活できる環境の創出に向けて、県と
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してどのような取組を進めていくのか、お尋ね

します。

〇議長（坂本智徳君） 水産部長。

〇水産部長（川口和宏君）気候や水産資源の変

動など外的影響を受けやすい漁船漁業について

は、より一層、環境変化に強い経営体を育てる

必要があると考えており、これまで取り組んで

きた経営支援をさらに進め、新たな漁法やスマ

ート機器の導入、自営加工の推進など、厳しい

状況においても経営を維持できる漁業モデルの

確立に取り組んでおります。

このほか、自然や食文化など、各漁村地域の

特徴を地域資源として活用する海業の推進にも

取り組み、所得の向上につなげてまいりたいと

考えております。

〇議長（坂本智徳君） 近藤議員─24番。
〇２４番（近藤智昭君）漁船漁業の経営安定に

向けて様々な取組を進めていくことは理解しま

す。さらに力を入れていただきたいと思ってお

ります。

さて、そのような中で離島地域に関して申し

上げますと、国において、漁場の生産向上とか

地域特性の最大限の活用、新規就業者の確保・

安定を目的として、離島漁業再生交付金という

支援制度を講じていただいております。多くの

離島を有する本県にあっては、この事業を十分

に活用していく必要があると思いますが、現在

の活用状況について、お尋ねします。

〇議長（坂本智徳君） 水産部長。

〇水産部長（川口和宏君）離島漁業再生支援交

付金では、3つのメニューで支援を行っており、
1点目は、種苗放流など集落が自主的に取り組
む漁業再生活動に対するもので、昨年度は80集
落に対して支援を行いました。

2点目は、新規就業者による漁船等のリース

に対するもので、制度が創設された平成27年度
以降、累計で51名を支援しております。

3点目は、国境離島地域を対象として、漁業
の起業や規模拡大に必要となる経費に対して支

援するもので、制度が創設された平成29年度以
降、累計で75件の実績となっております。
特に、3点目の国境離島地域を対象とするメ
ニューは、地域のニーズが高く、昨年度は国予

算の約8割を本県で活用いたしました。
今後とも、国の交付金を最大限に活用し、離

島地域の漁業の維持・再生を図ってまいります。

〇議長（坂本智徳君） 近藤議員─24番。
〇２４番（近藤智昭君） 部長、本当よろしくお

願いします。あるものはしっかり使って、しっ

かり進めていってもらいたいと思いますので、

よろしくお願いします。

次に、ながさき森林環境税についてです。

先ほどの答弁で、これまでの事業で一定の効

果があり、今後も引き続き、かけがえのない森

林を守り育てる姿勢であるということが確認で

きました。

一方、森林整備を進めるに当たっては、担い

手確保やその育成が必要となりますが、林業の

担い手確保や育成にこれまでどのように取り組

んできたのか。また、今後、どのように取り組

むのかについて、お尋ねします。

〇議長（坂本智徳君） 農林部長。

〇農林部長（綾香直芳君）林業の担い手対策と

しましては、高校生を対象とした就業説明会の

開催のほか、給与を得ながら現場研修を受ける

ことができる国の「緑の雇用制度」の活用など

により、新規就業者の確保に取り組んでまいり

ました。

また、林業事業体への高性能林業機械の導入

や機械技術の習得支援、社会保障制度への加入
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促進や労働安全装備の導入支援など、林業事業

体の労働環境の改善を図ってまいりました。

この結果、新規就業者数は、平成28年度から
5年連続で目標の23名を達成するとともに、林
業事業体の中には、木材生産量の倍増により雇

用増加につながる優良事例も出てきております。

今後は、こうした取組に加えて、ドローンに

よる事業地の現況把握などのスマート林業の推

進によるさらなる省力化や安全性の向上、外部

コンサルを活用した林業事業体の経営改善の支

援などにより、担い手の定着を図り、快適で、

もうかる林業を実現することで、令和12年度、
林業専業作業員420人の確保を目指してまいり
ます。

〇議長（坂本智徳君） 近藤議員─24番。
〇２４番（近藤智昭君） 部長、もう本当よろし

くお願いします。なんかうわさに聞くと、林業

の若い人たちが増えたとか、そういうことを私

も聞いております。本当、今の取組をしっかり

頑張ってもらいたいと思います。

次に、土木行政について、再質問します。

先ほどの答弁で、これまでの建設業における

若者の就職定着につなげる取組については、理

解できました。今の若者たちは、年収の高さ、

休日の多さ、安全、職場の人間関係を就職先に

求めており、そのような企業に就職することで

長く働き続け、地元への定着につながり、安心

した暮らしにつながると考えております。

そのような中で、建設業において、近年言わ

れている3Ｋに変わる新3Ｋ、給料が高い、休暇
が取れる、希望が持てるの取組が大変重要だと

考えます。

そこで、これまでの取組の経営者への魅力向

上セミナーや就職ポータルサイトの設置につい

て、具体的な取組と、どのような効果を期待し

ているのか、お尋ねします。

〇議長（坂本智徳君） 土木部長。

〇土木部長（奥田秀樹君）経営者の意識啓発セ

ミナーは、建設業の喫緊の課題である「人材確

保」、「働き方改革」などをテーマとしたもの

で、経営者に対して新3Ｋにつながる経営スタ
イルへの変革を求め、建設業界自体の魅力をさ

らに向上させることを目的としています。

また、就職を検討している若者や、その保護

者に対し、ＳＮＳでの広告等を活用してポータ

ルサイトへ導き、県内企業の先進的な取組や若

手技術者のインタビュー記事等を紹介すること

で、建設業の魅力を効果的に情報発信してまい

ります。

建設業の担い手確保は、今後も重要な課題で

あると考えており、将来の建設業を担う若者の

就職や定着につながる取組を充実・強化してま

いります。

〇議長（坂本智徳君） 近藤議員─24番。
〇２４番（近藤智昭君）若い人たちが建設業に

興味を持つというのは、喫緊の課題です。ぜひ

よろしくお願いします。

次に、物産振興対策についてです。

これまでの成果を踏まえ、キャンペーンが終

了した後、ＥＣサイトの成果をどのように活用

しようとしているのか、お尋ねします。

〇議長（坂本智徳君） 文化観光国際部長。

〇文化観光国際部長（前川謙介君）キャンペー

ン終了後も、引き続き、県物産振興協会による

季節や記念日などをテーマとしたフェアの実施、

ポイント還元など、魅力あるサイト運営に加え

まして、県におきましても、物産振興協会と連

携してＥＣサイトでの取扱い商品の充実や新規

出店を働きかけてまいります。

また、これまでに蓄積された購入履歴や閲覧
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状況、商品レビューへの意見などの情報を分析

いたしまして、出店事業者へフィードバックす

るなど、消費者ニーズを捉えた新たな商品開発

支援にもつなげてまいりたいと考えております。

〇議長（坂本智徳君） 近藤議員─24番。
〇２４番（近藤智昭君）よろしくお願いします。

次に、教育委員会ですけれども、小中学校は

市町が設置者であり、統合についても主体とな

って進めていると考えていますが、県としても、

将来的に小中高の一貫教育のような形態に係る

検討を進めるべきと考えますが、教育委員会教

育長はどう思われますか。

〇議長（坂本智徳君） 教育委員会教育長。

〇教育委員会教育長（中﨑謙司君） 現在、一島

一高校の宇久高校、奈留高校、北松西高校があ

る離島地域におきましては、特例ではございま

すが、連携型の小中高一貫教育を行っておりま

す。

この地域では、小中高の12年間を見通した教
育課程の工夫や、教員の乗入れ授業によりまし

て、学びの充実が図られております。また、小

中高の異なる年齢の集団での学校行事を通しま

して、豊かな人間性や社会性も育んでおります。

少子化により学校が小規模化しております離

島地域におきましては、小中高が連携した教育

は、子どもたちの健全な育成のために有効な手

段であると考えておりますので、まずはふるさ

と教育などにおきまして、小中高が連携した取

組が図られるよう、市町とも協議してまいりま

す。

〇議長（坂本智徳君） 近藤議員─24番。
〇２４番（近藤智昭君）離島留学制度について

ですけれど、これまで以上に離島留学制度を推

進していくに当たって、現在、認識されている

課題の解決に向けて、どのように取り組もうと

されているのか、お尋ねします。

〇議長（坂本智徳君） 教育委員会教育長。

〇教育委員会教育長（中﨑謙司君）現在の離島

留学生161名におきましては、里親宅または寄
宿舎から通学しております。

里親につきましては、高齢化や、なり手不足

の状況にありますことから、現在、各学校や市

町と協力しながら新規開拓に努めているところ

でございます。

また、要望が強い里親住宅の改修費等への支

援につきましても、国に対して要望しておりま

す。

また、老朽化しました寄宿舎の住環境の改善

も課題となっておりますけれども、本年度から

国の離島活性化交付金の対象となりましたこと

から、この交付金を活用しまして、水回りや空

調の改修工事に取り組んでいるところでござい

ます。

〇議長（坂本智徳君） 近藤議員─24番。
〇２４番（近藤智昭君）ありがとうございます。

最後に、警察本部に再質問しますが、効果的

な情報発信を行うために警察職員の知識や技能

の向上に向けて、どういった取組を行っている

のか、お尋ねします。

〇議長（坂本智徳君） 警察本部長。

〇警察本部長（中村 亮君）効果的な情報発信

に向けた警察職員の技能向上は重要な課題と考

えております。

そこで、本県警察では、本年1月、大手コン
サルティング会社に依頼いたしまして「ＳＮＳ

研修会」を実施しております。

研修会の内容は、「情報に興味を持ってもら

う手法」、あるいは「情報が伝わるための工夫」

といった技術面に関する講義が中心で、警察職

員による情報発信に向けて有益な示唆が得られ
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たところであります。

また、現在、本県警察では、それぞれの警察

署や課でＳＮＳに掲載する情報を作成して発信

をしておるんですけれども、広報相談課が、そ

うした部署に対しまして、文章や動画の作成要

領について技術的な支援を行うなど、組織的に

情報発信能力のレベルアップを行っているとこ

ろであります。

今後とも、本県警察の各部署が連携をいたし

まして、県民の皆様が必要とする情報や役立つ

情報を効果的に発信できるように取り組んでま

いりたく存じます。

〇議長（坂本智徳君） 近藤議員─24番。
〇２４番（近藤智昭君）どうもありがとうござ

いました。

教育委員会教育長は、今回、最初であり、長

崎県の教育環境はいろいろ変わってきておりま

す。今までの教育と絶対違います、環境が。そ

の中で、やっぱり教育委員会教育長は新しい視

点での教育、子どもたちのためには何が大事か

という、その視点をしっかり考えていただき、

頑張ってもらいたいと思います。エールを送り

ます。

知事におかれましては、当選、本当おめでと

うございます。選挙で選ばれた政治家です。全

国で一番若い知事として、我々も大いに期待し

ております。長崎県民が安心・安全で、夢を持

てて、幸せな生活ができるような采配をしっか

り振るっていただきたいと思います。よろしく

お願いします。

これで質問を終わります。

〇議長（坂本智徳君） これより、しばらく休憩

をいたします。

会議は、11時15分から再開いたします。
― 午前１１時 ２分 休憩 ―

― 午前１１時１５分 再開 ―

〇副議長（山口初實君）会議を再開いたします。

引き続き、一般質問を行います。

中山議員―34番。
〇３４番（中山 功君）（拍手）〔登壇〕 自由

民主党・県民会議の中山 功でございます。

一問一答方式で質問いたしますので、世代交

代を感じさせる、明快な答弁を期待いたします。

1、知事の政治姿勢について。
（1）目指す長崎県像について。
①新しい長崎県像について。

大石知事は、昭和57年に五島市で誕生したと
聞いています。

昭和57年7月23日は、長崎大水害が発生し、
299名の尊い命をはじめ、未曽有の大災害を被
りました。

また、私自身、故郷の復興、振興を目指して、

政治の道を歩く決意をした年でもありました。

あれから40年、復興は成し遂げられましたが、
今は、人口減少という人災的な静かなる脅威が

進行中であると考えています。

知事は、39歳にして、夢、医師、のまた夢、
知事を勝ち取った体現者であります。「新しい

長崎県づくり」に、リーダーシップの発揮を期

待する声があります。

知事は、これまで県議会所信表明等で、一、

皆さんと一緒につくる新しい長崎県、一、明る

く元気な長崎県づくり、一、賑わいと活力に満

ちた長崎県づくり、一、希望と誇りに満ちた長

崎県づくり、一、選ばれる長崎県づくり、一、

安心・安全で暮らしやすい長崎県づくりなど、

いろいろと発信していますが、目指す新しい長

崎県像について、どのような姿を描いているの

か、お尋ねをいたします。
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再質問は、対面演壇席からいたします。

〇副議長（山口初實君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）〔登壇〕 中山議員のご質

問にお答えいたします。

私は、知事に就任してからも、できる限り県

内各地へ足を運び、各地域の様々な状況や県民

の皆様の思いを真摯にお聞きしてまいりました。

そうした中、改めて子育て支援や医療、福祉、

介護サービスなどを充実させ、全世代の皆様方

が、それぞれの地域で安全・安心に暮らし続け

られる社会をつくっていくことが必要であると

の思いを強くしたところでございます。

また、若者をはじめとする人口流出が課題と

なっている中、最先端のテクノロジーを用いた

新しい取組を促すなど、ここ長崎だからこそチ

ャレンジできると思っていただける環境づくり

を進め、若者や女性等の移住・定住を後押しし

てまいりたいと考えております。

こうした取組を進める中で、本県の様々な魅

力を積極的に発信し、県内外の多くの皆様から

注目される、「選ばれる長崎県」を目指しなが

ら、県民の皆様と一緒になって、新しい長崎県

づくりに精いっぱい取り組んでいきたいと考え

ております。

以後のご質問については、自席から答弁させ

ていただきます。

〇副議長（山口初實君） 中山議員―34番。
〇３４番（中山 功君） 今、知事から、安心・

安全で豊かな暮らし、またはチャレンジできる、

または選ばれる長崎県をつくるという話があり

ましたけれども、確かにフレーズは新しくなっ

たように感じております。

平成27年7月に統計課が発表した、100の指数
から見た長崎県の暮らしやすさ指数は3,169点
で、全国都道府県で総合順位1位だったことは、

知事も十分承知していると思います。

そこで、新しい長崎県づくりとは、長崎県勢

の何を、どの部分をどのように新しくするのか、

県民にわかるような答弁を求めます。

〇副議長（山口初實君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）暮らしやすさという観点

からすると、幅広いものだと思います。一方で、

人口減少が続いている中で、この長崎県をしっ

かりと暮らしやすく、安全・安心に、全世代が

取り残されない、そんな社会にしていかなけれ

ばいけないと思っているところでございます。

そこには職であったり、私が言う公助であっ

たり、様々な分野があろうかと思いますけれど

も、そういったことを包括的にしっかりと取り

組むことで皆様に満足していただける、より満

足していただける、また県外の方からも選ばれ

る長崎県をつくってまいりたいと思っておりま

す。

〇副議長（山口初實君） 中山議員―34番。
〇３４番（中山 功君）今の知事の答弁を聞く

限りは、今までの継続というか、そういう感じ

もするわけでありますが。

知事の裁量権の発揮といいますか、考える新

規事業41件、14億7,000万円のうち、これぞ新
しい長崎県づくりを連想させる目玉事業につい

て、どのように考えているのか、お尋ねいたし

ます。

〇副議長（山口初實君） 知事。

〇知事（大石賢吾君） 今回の補正予算は、私に

とって初めての政策的予算の編成であることか

ら、「新しい長崎県」を県民の皆様とつくるた

めの第一歩となる予算として、事業全般にわた

り、しっかりと議論を積み重ねてきたところで

ございます。

そうした中でも、予算編成の3つの柱を踏ま
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えて特徴的なものをご紹介させていただきます。

まず、全世代の暮らしを安全・安心で豊かに

する施策として、安心して妊娠、出産、子育て

ができる環境づくりのため、ニーズに合った住

宅供給を促進する事業や、全ての地域において

適切な医療サービスが受けられるよう、ＩＣＴ

を活用した離島における高度専門診療体制の整

備に取り組む事業であります。

加えて、チャレンジし、成長し続ける施策と

して、スタートアップ企業のさらなる創出を促

進するため、投資家とのマッチングを図る事業

や、本県のデジタル化やＤＸを促進するため民

間人材を登用する事業でございます。

最後に、選ばれる長崎県を県民と一緒につく

る施策として、さらに県民の皆様との対話を積

極的に行い、県政運営に反映していくために「こ

んな長崎どがんです会」の事業など、こうした

施策を着実に推進しながら、県勢発展のために

全力を尽くしてまいりたいと思っております。

〇副議長（山口初實君） 中山議員―34番。
〇３４番（中山 功君） 今、知事から、「こん

な長崎どがんです会」を進めていくということ

でありましたけれど、知事の意気込みは少しわ

かったような気もいたしますけれども、新しい

長崎県づくりへの構想、政策等、実現するまで

のプロセス、行程表、そして県民が実感できる

成果、この3点が明確になってこそ新しい長崎
県づくりと言えると考えています。

そこで、知事にお尋ねしますけれども、先ほ

ど知事が新しい長崎県像に答弁がありましたが、

これらを実現、具現化するためのプロセスにつ

いて、どのように考えているのか、お尋ねいた

します。

〇副議長（山口初實君） 知事。

〇知事（大石賢吾君） 議員ご指摘のとおり、や

はりその像をしっかりとしていく、また、それ

に対して、どういうふうな形で進めていくのか

という行程を考えていく、これは非常に重要だ

と思っております。

新しい長崎県をつくるという点においては、

それらをしっかりと意識をして、県庁内でも、

また、この議会内でもしっかりと議論を尽くし

ながら、そういった目に見える形でお示しでき

るものをしっかりと検討していきたいと、でき

る限りお示しできるようにしていきたいという

ふうに考えております。

〇副議長（山口初實君） 中山議員―34番。
〇３４番（中山 功君）よくわかりませんけれ

どもね。知事は、新しい長崎県づくりを呼びか

けて、それ自体で長崎県が新しく変わるわけで

はないと考えているわけです。実現のためのプ

ロセスについて、もう少し明確にしてもらわな

いことには県民はわかりません。再度お尋ねし

ます。

〇副議長（山口初實君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）繰り返しになりますけれ

ども、しっかりとその点を、ご指摘を踏まえて、

今後の県政の運営にしっかりと取り組んでいき

たいと思っております。

〇副議長（山口初實君） 中山議員―34番。
〇３４番（中山 功君） 知事、もう少し世代交

代を感じさせる、わくわくしたような答弁をや

ってほしいですね。

そこで、知事が目指す新しい長崎県が実現で

きたと、または、そのプロセスの過程で、県民

にどのような成果を実感させることができると

考えているのか、お尋ねいたします。

〇副議長（山口初實君） 知事。

〇知事（大石賢吾君） すみません、今、質問を

正しく把握できていないと思うんですが、もう
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一度、お伺いしてもよろしいでしょうか。すみ

ません。

〇副議長（山口初實君） 中山議員―34番。
〇３４番（中山 功君）知事が目指す新しい長

崎県が実現できた、そのプロセスの過程で、県

民にどのような成果を実感させることができる

と考えているのかということです。

〇副議長（山口初實君） 知事。

〇知事（大石賢吾君） 各種施策で目的、目標は

明確にお示ししていこうと思っております。そ

のような中で、各事業の目指すもの、それをし

っかりと達成していくこと、それをしっかりと

県民の皆様に、一つひとつお示ししていくこと

が重要かというふうに考えます。

〇副議長（山口初實君） 中山議員―34番。
〇３４番（中山 功君）成果が一番大事なんで

すよ、成果がね。今、知事の答弁では、県民が

実感できるような答弁は聞けなかったことは残

念に思いますね。新しい長崎県づくりへの理念

の明確化、共有化が、まだまだ十分ではないと

感じましたし、目指す姿、行程表の公表、県民

が実感できる成果等について、県民への見える

化を急ぐよう要望いたします。

②公助による支援について。

知事は、医師としての経験を通じて、公助に

よる支援の必要性を痛感したことで政治の道を

志すことを決意したと述べていますことから、

新しい長崎県づくりの一丁目一番地は、長崎県

の公助による支援のあり方を変えることにある

のかと推測しておりますが、知事の考え方につ

いて、お尋ねをいたします。

〇副議長（山口初實君） 知事。

〇知事（大石賢吾君） 私は、医師として在宅医

療に従事してきた中で、日々の生活にお困りの

方、家庭の複雑な事情に苦しんでおられる方な

ど、様々な悩みを抱える方にお会いして、地域

には医療だけでは解決できない課題が多く存在

し、行政による支援、公助のあり方を変えてい

きたいと思い、政治家を志しました。

これまでの公助は、行政からの視線、目線に

とらわれて、必ずしも県民が必要とするものを

十分に拾いあげることができていなかった部分

もあるのではないかと感じております。それぞ

れの事情でお困りの方が、誰も取り残されず、

地域で安心・安全な生活を継続できる長崎県に

していくことが重要であると考えております。

公助における改善策を申し上げると、医療や

介護サービスが少ない離島、僻地におけるデジ

タル化の活用など、環境の違いによって生じる

格差是正を図る施策などが挙げられるかと考え

ています。

一方で、少子・高齢化がますます進んで公助

の重要性が高まる中で、持続可能な社会保障体

制とするには、公助の効果が最大限発揮できる

よう、自助や共助の枠組みを活かしつつ、効率

的かつ効果的な施策を推進していくことが必要

とも感じております。

今後、県民の皆様から直接お話をお聞きして

いく際には、皆様の思いを酌みとれるようにし

っかりと耳を傾けて、議会のご意見も踏まえな

がら、必要な施策を効果的、効率的に進めてま

いりたいと考えております。

〇副議長（山口初實君） 中山議員―34番。
〇３４番（中山 功君）ここは大事なところで

ありますので、公助による支援ですね、変える

なら変えるでいいんですけれども、これについ

てもやっぱりプロセスをですね。4年間でどう
いうふうに変えていくんだということについて

も明確にする必要があると思います。

弱者に光を当てる、これは大変大事なことで
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あります。そういう意味からして、これを実現

するためには、やはり人材、財源の確保等、困

難性も秘められていると考えておりますが、こ

のことで政治への道を志す決意をした知事には、

スピード感をもって県民の期待に応えていただ

くことを期待しておきたいと思います。

③マニフェストについて。

知事は、3月定例会一般質問において、マニ
フェスト、西九州新幹線を含むの質問に対して、

「確認団体が出したものですので、すみません、

私が判断するところではないと認識しておりま

す」と答弁して、小林議員から無責任との指摘

を受けておりますが、国政選挙時に政党が出し

ているマニフェストについての知事の認識をお

尋ねします。

〇副議長（山口初實君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）質問のご確認をさせてい

ただきたいと思います。確認団体が出したマニ

フェストということでよろしいですか。政党で

すか。（発言する者あり）すみません、もう一

度、大変恐縮ですけれども、質問をもう一度お

聞きしてもよろしいでしょうか。

〇副議長（山口初實君） 中山議員―34番。
〇３４番（中山 功君） いや、理解できません

でしたかね。それじゃ、かいつまんで。

国政選挙時に政党が出しているマニフェスト

について、知事の認識をお尋ねいたします。（発

言する者あり）

知事、これは国民への約束ですよ、国民への

約束、政党が出しているマニフェストは、そこ

を知事に、認識を尋ねたかったんだけれども、

答弁できませんでしたので、次にいきますけれ

どもね。

それじゃ、これを受けて、今回の知事選挙の

マニフェストについて、「私が判断するところ

ではないと認識しています」と答弁しています

が、このままでいいのか、改めて知事の認識を

お尋ねいたします。

〇副議長（山口初實君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）ご質問にお答えいたしま

す。まず、さきの県知事選挙でお示しいたしま

したマニフェストにつきましては、私自身で考

えて作成をしたものでございます。

一方で、3月定例会で議場でお示しいただい
たビラにつきましては、確認団体によって作成

されたものでございます。（発言する者あり）

〇副議長（山口初實君） 中山議員―34番。
〇３４番（中山 功君） しかし、県民は、知事

選挙で出して、知事の写真があって、るる挙げ

ておれば、約束として、公約として、きちんと

見ますよ。それを基準にして投票するんですよ。

そういうことで、もう一度、知事、知事が知

事選挙で出したマニフェスト、公約も含めて、

これについての認識ですよ、認識、「私は、確

認団体が出していますので、知りません」で、

このまま押し通すのか、もう一回、このままで

いいのか、認識をお尋ねします。

〇副議長（山口初實君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）県知事選挙でお示しした

マニフェストにつきましては、私が作成したも

のですので、しっかりと取り組んでいきたいと

思っております。

一方で、前回の3月定例会でお示しいただい
た資料、ビラにつきましては、確認団体で作成

をされたものでございます。

〇副議長（山口初實君） 中山議員―34番。
〇３４番（中山 功君） それじゃ、知事、確認

団体が出したから、知事としては、それは捨て

置くということですか。県民との約束ではない

んですか。再度お尋ねしたいと思います。
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〇副議長（山口初實君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）県知事選挙でお示しをし

た私の政策につきましては、私が作成したもの

ですので、ここはしっかりと取り組んでいきた

いと思います。（発言する者あり）

〇副議長（山口初實君） 中山議員―34番。
〇３４番（中山 功君） 確認団体は、恐らく知

事を推薦した団体だと思うんですよね。これは

県民への約束ですよ。ぜひ、そういう認識で、

今後、運営していただくことを要望しておきた

いと思います。

④健康長寿日本一について。

3月定例県議会の知事説明の中で、本県の健
康寿命を延伸させるため、高齢者が元気に活躍

できるような政策を推進してまいります。また、

6月定例県議会の知事の説明では、「はじめる！
長崎健康革命」をキャッチフレーズとして掲げ

ています。

これまで長崎県が取り組んできた「健康長寿

日本一」の旗印を下ろすのか、お尋ねいたしま

す。

〇副議長（山口初實君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）本県は全国に先んじて高

齢化が進んでおりまして、人生100年時代を迎
えようとする中、県民の皆様に健康で長生きし

ていただくことが極めて重要であるとの考えか

ら、平成30年に「健康長寿日本一」を旗印とし
て、健康寿命の延伸に向け様々な施策に取り組

んでまいりました。

健康であることは、全ての人に共通した願い

でもあるというふうに思います。これからの少

子・高齢化社会を元気で活力あるものにするた

めにも、重要さはさらに増していると考えてお

りまして、今後も引き続き、「健康長寿日本一」

を目指して取組を進めてまいりたいというふう

に考えております。

〇副議長（山口初實君） 中山議員―34番。
〇３４番（中山 功君）「健康長寿日本一」は

今後も続けていくということであります。

それではお尋ねいたしますが、3月・6月定例
県議会知事説明書の中から「健康長寿日本一」

が消えているんですよ。これを復活させると考

えていいのか、お尋ねいたします。

〇副議長（山口初實君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）先ほども申し上げました

とおり、「健康長寿日本一」ということは、し

っかりと目指して取り組んでまいりたいと思っ

ております。

〇副議長（山口初實君） 中山議員―34番。
〇３４番（中山 功君） やはり知事、目指すだ

けではだめですよ。きちんとして、知事の所信

表明の中に「健康長寿日本一」と、延伸とある

ものですか、きちんと「健康長寿日本一」とい

う形で明示して県民に理解してもらうと、ぜひ

お願いしておきたいと思います。

次に、健康に暮らせるまち、10の指標、全国
総合順位2位だったことを考えると、「健康長
寿日本一」を目指す過程、その実現を図ること

ができれば、県民生活、県政運営などに大きな

メリットが考えられます。

医師である知事に、実現への決意と今後の取

組について、お尋ねいたします。

〇副議長（山口初實君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）私の決意というところは

先ほどから申し上げておりますが、県民の皆様

が健康な暮らしをできるように、しっかりと県

としても取り組んでいきたいというふうに思っ

ております。

また、取組ということでございますけれども、

「健康長寿日本一」の実現に向けては、健診等
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の各種統計データの分析によるエビデンスに基

づいた施策を展開していきたいというふうに考

えています。

本県では、一日当たりの歩行数や野菜摂取量

が少なく、喫煙率が大変高く、特定健診受診率

が低いなど、若い世代からの生活習慣に起因す

る健康課題が多く、早い段階から生活習慣の改

善が重要となっている状況でございます。

そこで、今年度から、運動、食事、禁煙、健

診の4つの柱を明確に打ち出しまして、県民の
健康づくりに取り組むこととしております。

特に、若い世代に対しては、新たに気軽に継

続して取り組むことができ、かつ健康づくりに

効果のあるアプリの導入や、たばこに関する健

康教育の強化など、ヘルスプロモーションとし

て健康を支援する環境づくりを進めていきたい

と思っております。

また、特定健診につきましては、ＩＣＴを活

用し、過去の健診やレセプトデータ等から、対

象者の特性に応じたメッセージをお送りする受

診勧奨を昨年度から開始しております。今年度

は、その分析、検証を行いまして、その結果を

もとに、さらに取組を強化してまいります。

県としましては、「はじめる！長崎健康革命」

という新たなキャッチフレーズのもと、県民の

皆様の健康意識の改革を起こしていただくとと

もに、「健康長寿日本一」を旗印に、市町、企

業、団体等との連携をさらに強化をして、健康

寿命の延伸に向けて全力を尽くしてまいりたい

というふうに考えています。

〇副議長（山口初實君） 中山議員―34番。
〇３４番（中山 功君）ぜひ、この「はじめる！

長崎健康革命」、これをもとに、「健康長寿日

本一」を達成していただきたいと思いますし、

「健康長寿日本一」は、人生100年時代を生き

抜くための長崎県民の新たなライフスタイルの

確立と、長崎県の新たな魅力を発信することに

つながると考えておりますので、知事のリーダ

ーシップを期待しておきたいと思います。

（2）期待する職員像について。
①職員像とそのための対話について。

知事交代最大の効果の一つが、職員の意識改

革にあると考えています。今のところ目立つ変

化は起きていないように感じています。

新しい長崎県をつくるために、知事が期待し

ている職員像について、また、知事部局、教職

員などの県職員との対話の実施について、どの

ように考えているのか、お尋ねいたします。

〇副議長（山口初實君） 知事。

〇知事（大石賢吾君） 議員ご指摘のとおり、私

が目指す「新しい長崎県づくり」の実現のため

には、職員の力が必要だというふうに思ってお

ります。

そのため職員には、意欲をもって自ら課題に

挑戦をして効果を上げていただくとともに、そ

れぞれの所管分野において、高い専門性や創造

性をもって様々な関係者の皆様と対話を行い、

関係構築を図りながら事業を推進していく、県

民に寄り添う職員であってもらいたいというふ

うに考えています。

また、今後、対話をしていくべきということ

でございました。私も、対話を重視していくと

いうところは、職員に対しても同じでございま

す。

このため、部局長をはじめとする幹部職員と

の面談や地方機関訪問を通して、できる限りの

対話の機会を設けてきたところでございますが、

今後は、若手職員も含めて意見交換をする場も

設けていきたいというふうに思います。

その中で私自身の考えをしっかりとお伝えを
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しながら、職員の皆様の思いもしっかりとお聞

きをしたいと思っていますので、引き続き、そ

ういった機会をしっかりとつくっていくように

心がけたいというふうに思っています。

〇副議長（山口初實君） 中山議員―34番。
〇３４番（中山 功君）期待する職員像につい

ては、県民に寄り添うということでありました

から、ぜひそういう形で指導してほしいと思い

ます。併せて、今後、県職員の中でも教職員、

警察官とも、対面なりオンライン等で対話の実

施を積極的にやっていただければと思います。

②起業家精神の醸成について。

知事自ら先頭に立つ行動力、スピード感、新

しい視点、発想は起業家精神に相通じるものが

あると考えています。

そこで、新しい長崎県をつくるためには、職

員に起業家精神を醸成する必要はないか、お尋

ねいたします。

〇副議長（山口初實君） 知事。

〇知事（大石賢吾君） まず、そういった醸成は

必要だというふうに思っております。

ただ、県政を取り巻く環境が大きく変化して

いく中、自ら先頭に立って、スピード感と新た

な視点、発想を吹き込み、「新しい長崎県づく

り」にチャレンジしていくことが、私の使命で

あるというふうに考えております。

また、職員の皆様におきましては、県民と同

じ目線に立って、自ら県民や現場の声を聞いて

施策に反映するといった姿勢で、失敗を恐れず、

積極的に挑戦してもらいたいというふうに思っ

ております。

そのため、私自身が、様々な機会を捉えて職

員の皆様に語りかけていくということも加えて、

職員が意見を出しやすい、風通しのよい組織づ

くりにも心がけていきたいというふうに思って

います。

〇副議長（山口初實君） 中山議員―34番。
〇３４番（中山 功君） 今後、職員に求められ

るのは、まずスピード感ですよね。

それと、ゼロから一を生み出すというか、深

く考えていく、これらの視点が重要かと考えて

おりますので、起業家精神を醸成するために、

研修会とか民間人との交流等を積極的に実施さ

れるよう要望しておきたいと思います。

（3）人口減少対策について。
①自然減少対策について。

知事は、本県が直面している最大の課題であ

る人口減少について、「社会減、自然減の両面

から施策の充実、強化を図り、何としてもこれ

を克服し、地方創生を成し遂げ、本県の輝かし

い未来に結びつけられるよう、先頭に立って切

り拓いていくことが私の使命である」と決意を

述べています。

公約でもある「合計特殊出生率2.0」を達成す
るためのロードマップについて、どのように考

えているのか、お尋ねいたします。

〇副議長（山口初實君） 知事。

〇知事（大石賢吾君） 「合計特殊出生率2.0」
の実現に向けた行程につきましては、「長崎県

長期人口ビジョン」において、2030年に2.08と
いう目標を掲げておりますが、「長崎県総合計

画チェンジ＆チャレンジ2025」に掲げておりま
すとおり、まずは2025年に1.93の達成を目指し
ていきたいというふうに考えています。

この目標につきましては、かなり厳しい数字

であることは認識をしておりますけれども、少

子化には様々な要因が複雑に絡みあっておりま

すことから、達成に向けては、今までにない思

い切った施策も必要になってこようかというふ

うに思います。
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そのため、今回、結婚支援の拡充や新たな住

宅対策などに取り組むとともに、今後、子ども

を産み、育てるための経済的支援の充実や、男

女がともに働きやすい環境づくりの促進を図る

など、これまで以上に危機感を持って包括的に

取り組んでいく必要があるというふうに考えて

おります。

〇副議長（山口初實君） 中山議員―34番。
〇３４番（中山 功君） それでは、今、知事が

答弁しましたけれども、1.93を目指すというこ
とであれば、もう既に白旗を上げるんですね、

2.0については。
令和3年度が1.60になっておりますが、令和4

年1.70、令和5年1.80、令和6年1.90、令和7年
2.0と目標を設定しと。数値目標があって、それ
を達成するための行程表が明確でないのは、や

はり知事の本気度が問われますよ、本気度がね。

改めて、今、1.90ということでありましたけ
れども、2.0を目指して4年間で取り組むと、そ
の意思はないんですか。

〇副議長（山口初實君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）先ほど申し上げたとおり、

まずは2025年、県が作成している「総合計画チ
ェンジ＆チャレンジ2025」で掲げている、2025
年に1.93というところを一つ目標に目指してい
きたいと思っておりますが、その先に、私が公

約で挙げております「合計特殊出生率2.0」をし
っかりと達成していけるように、全力を挙げて

頑張っていきたいというふうに思っております。

また、行程につきましては、しっかりと検討

を重ねて、できる限り、お目に見ていただける

形で提示をしていきたいというふうに思ってお

ります。

〇副議長（山口初實君） 中山議員―34番。
〇３４番（中山 功君）人口の自然減少対策の

大きな柱である「合計特殊出生率2.0」は、県民
への公約であり約束でもあるわけです。知事、

達成に覚悟を持って取り組むことを強く要望し

ておきます。

次に、自然減少の最大の要因は、本県の若者

の未婚化、晩婚化、晩産化の進行にあると考え

ています。

これらに歯止めをかけるために、新たな視点、

新たな発想による新たな婚活、結婚支援策につ

いて、どのように考えているのか、お尋ねいた

します。

〇副議長（山口初實君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）県における結婚支援につ

きましては、これまで市町と連携して、長崎県

婚活サポートセンターにおける「お見合いシス

テム」をはじめとした出会いの機会の創設や、

地域における婚活支援の充実など未婚者のニー

ズに合った出会いの機会を幅広く提供してまい

りました。

今後、さらに「お見合いシステム」会員のマ

ッチングを促すとともに、成婚につなげる必要

もあることから、専門的知見を有する婚活アド

バイザーの新たな配置など、センターの体制を

強化してまいるところでございます。

また、若年層のライフデザイン実現に向けた

結婚、子育てに関する情報を大学生と協働して

発信するなど、出会いや結婚に対するポジティ

ブなイメージも醸成してまいりたいというふう

に考えております。

少子化対策においては、未婚化、晩婚化に歯

止めをかけるための結婚支援も重要であると考

えておりますので、これまで以上に積極的に取

り組んでまいりたいと考えています。

〇副議長（山口初實君） 中山議員―34番。
〇３４番（中山 功君）婚活支援センターにア
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ドバイザーを設置するということでありました

けれども、やはり本来は「縁結び隊」ですね、

この辺の拡充と支援を、ひとつ検討してほしい

ということを申し上げておきたいと思います。

「合計特殊出生率2.0」を達成するためには、
出産・子育て支援の充実は大切なことであると

思いますが、それ以上に婚活支援、結婚支援の

強化が必要であると考えています。

新たな視点として、高校生、大学生を対象に

した縁結び隊員等による婚育学習の実施を提案

いたします。

本県夫婦の完結出生児数は、50年間平均する
と2.0以上になっております。結婚数を増加させ
るような環境づくりへの対策強化を要望してお

きたいと思います。

②社会減少対策について。

若者の県外流出の一因は、良質な職場の不足

にあると考えています。近年、県、21市町、金
融機関等の新規採用者は年々減少傾向にありま

す。一方、企業誘致による雇用創出は一定評価

いたしますが、減少分をカバーするまでには至

っていないと考えています。

若者のニーズに合った良質な職場の年間雇用

創出について、どのように考えているのか、お

尋ねいたします。

〇副議長（山口初實君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）本県の社会減の状況につ

いては、令和3年の転出超過数5,601人のうち、
15歳から24歳の若年層が4,185人となっており
まして、依然として若い世代を中心に県外流出

が続いております。

昨年行った移動理由アンケートによれば、県

外に就職する若い世代の約4割が、「県内に希
望する業種、職種がない」及び「知識や技能を

活かしたい」という理由で転出している状況と

なっております。若者が魅力を感じ、働きたい

と思う雇用の場というのは十分ではないと考え

ております。

なお、転出超過を止めるために必要な新規雇

用の創出数というところは、若者が希望する職

場環境など雇用の質の面でミスマッチが生じて

いる状況等があることから、適切な数値をお示

しするのは非常に難しいというふうに考えてい

ます。

しかし、いずれにしても、今後とも若者等の

ニーズ把握に努めながら、魅力ある雇用の場の

創出や県内企業の情報発信の強化等に取り組ん

でまいりたいというふうに考えております。

〇副議長（山口初實君） 中山議員―34番。
〇３４番（中山 功君）適切な数値を算出する

ことは困難であると、一方で、十分とは言えな

いと考えているということでありました。

問題は、この不足分ですね、先ほど4割程度
の方が転出している状況ということでありまし

たけれども、この魅力ある企業、そして良質な

職場の確保、この不足分をできるだけ把握をし

て、それに合わせて地場産業の振興であるとか

企業誘致に取り組む必要があると考えているわ

けです。

そのための今後の取組について、どのように

考えているのか、お尋ねいたします。

〇副議長（山口初實君） 知事。

〇知事（大石賢吾君） まず、議員ご指摘のとお

り、そのニーズ等、不足分というところには、

十分なアセスメントが必要であろうというふう

に思っております。

今後、そういった例えば質の高いチャレンジ

性のある職をつくっていくというところにつき

ましては、企業誘致もさることながら、やはり

地場企業、この長崎県で活躍してくださってい
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る企業との連携、そういったものも重要になっ

てくるかと思います。そういったものをしっか

りと強化していくことで、この長崎県でも新し

いチャレンジができる、新しいものが生まれて

くるというような環境をしっかりと目指して、

県としても推進を図っていきたいというふうに

思っています。

〇副議長（山口初實君） 中山議員―34番。
〇３４番（中山 功君） 今、知事からも話があ

りましたが、県内企業と新卒者とのニーズギャ

ップ、ミスマッチなどの解消に取り組んでいる

とは思いますが、本県若者の早期離職者の現状

と、その要因分析について、お尋ねをいたしま

す。

〇副議長（山口初實君） 知事。

〇知事（大石賢吾君） 本県の平成30年3月の新
規学卒者の早期離職という部分ですけれども、

大卒で38.1％、高卒で42.3％でございます。全
国では、それぞれ31.2％、36.9％となっており
まして、本県が5％ほど高い状況でございます。
国の機関が実施した調査によると、「賃金や

休日数などの労働条件」のほか、「職場の人間

関係の悩み」などが離職の主な理由となってい

るというふうに聞いております。

県では、早期離職を防止するために、昨年度

から独自の取組として、県内企業の新入社員や

経営者向けのセミナーの開催、企業に対するア

ドバイザーの派遣を実施しているところでござ

います。

また、教育現場においては、事前の職場見学

会の実施など、ミスマッチを防止する取組が行

われているほか、介護や建設分野等においても、

関係機関と連携した新入社員向けの研修等を行

っているところでございます。

今後とも、若者や企業のニーズを把握しなが

ら、関係機関と連携のうえ、離職防止、ミスマ

ッチの防止につきましても取り組んでまいりた

いというふうに思っています。

〇副議長（山口初實君） 中山議員―34番。
〇３４番（中山 功君） 一定、知事の答弁は理

解するわけでありますが、離職者が大学生で

7％、高校生で5.4％と高いわけですね。
そこで、私が指摘したいのは、先ほど知事は、

要因分析について、国の調査という話をしたと

思いますが、ぜひ知事、この辺はやはり県独自

で調査を実施して、そのうえで要因分析をやっ

ていくと、そこからが始まりだと思いますので、

ぜひこれは県独自の調査が必要と思いますけれ

ども、知事、再度お尋ねいたします。どうです

か。

〇副議長（山口初實君） 知事。

〇知事（大石賢吾君） 議員ご指摘のとおり、我

が県でどういった状況になっているかというこ

とを把握することは非常に重要だというふうに

思っております。その点につきまして、どのよ

うな調査ができるか、検討してまいりたいとい

うふうに思います。

〇副議長（山口初實君） 中山議員―34番。
〇３４番（中山 功君） そこで、一つ提案をい

たします。

良質な職場の確保と創出、また、先ほど話が

あった若者早期離職防止対策等の観点から、県

内企業の経営者を含む全ての従業員を対象にし

た、社員のモチベーションを高めるとともに、

スキルアップ等を目的とする県独自の新たな人

材支援事業を打ち出すことはできないのか、先

ほど知事から若干答弁がありましたけれども、

再度お尋ねしたいと思います。

〇副議長（山口初實君） 知事。

〇知事（大石賢吾君） 近年、従業員のスキルや
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アイデアが企業の競争力の源泉であるとの考え

が広がっておりまして、労働生産性を向上させ

処遇を改善することで、職場の魅力が高まり、

定着率の向上にもつながるというふうに考えて

います。

国においては、「人への投資」に重点を置い

て取り組むことが決定をされておりまして、社

会全体での学び直しや、成長分野の企業ニーズ

に応じた人材育成のプログラム開発などが示さ

れております。

このような中、県では、キャリアアップにつ

ながる在職者訓練であったり、成長分野である

情報関連産業において、長崎大学と連携した先

端技術講座を実施するなど、人への投資に取り

組んでいるところでございます。

今後とも、国の動向や企業ニーズなどを踏ま

えながら、人材の能力向上に着目した新たな施

策を検討していきたいというふうに考えていま

す。

〇副議長（山口初實君） 中山議員―34番。
〇３４番（中山 功君） 今、知事から、新たな

人材支援策を検討してまいりますということで、

ぜひ進めてほしいと思います。

私が言いたいのは、これは今まで経営者とか

社員とかありましたけれども、全従業員ですね、

非正規職員も含めて対象にしてほしいというこ

とと、国が学び直しをやっていますので、それ

とリンクさせて新しいものをつくってほしいと

思います。

いずれにいたしましても、長崎県として、若

い男女が生きがいをもって働ける環境づくりに

最優先で取り組むこと、その一つとして県独自

の人材支援事業を大胆に打ち出して、県内地場

産業を魅力ある企業、選ばれる企業に成長させ

ることによって、若者の県内定着につなげてい

くことが大切と考えておりますので、よろしく

お願いしておきたいと思います。

（4）長崎県公立大学法人について。
①第3期中期目標への評価と次期中期目標へ

の考え方について。

この法人は、地方独立行政法人法に基づき、

平成17年4月1日に設立されています。
その後、平成20年4月に、長崎県立大学と県

立シーボルト大学とを統合し、さらに平成28年
4月には、5学部9学科へと学部・学科の再編を
実施しています。

この法人の設立団体の長である知事は、中期

目標を法人に指示できる立場にありますが、今

進行中の第3期中期目標への評価と、来年度か
ら始まる次期中期目標について、どのように考

えているのか、お尋ねいたします。

〇副議長（山口初實君） 知事。

〇知事（大石賢吾君） まず、第3期中期目標に
つきまして、この目標における県立大学の取組

については、昨年度、長崎県公立大学法人評価

委員会において、途中評価を実施しております。

全体としては、見込まれる中期目標の達成状況

は、おおむね良好であると評価を受けていると

ころでございます。

しかしながら、県内就職率や3年修了時まで
に9割以上の学生に卒業に必要な資格を取得さ
せる取組については、目標の達成が困難である

というふうに思われるため、要因分析をしなが

ら改善に取り組んでいただきたいというふうに

考えています。

また、今後の次期中期目標の方向性について

ですが、次期中期目標の策定については、現在、

県立大学と骨子について議論を重ねているとこ

ろでございます。今後、県としての方向性、方

針を固めた後、長崎県公立大学法人評価委員会
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の意見を聞いて、早ければ9月定例会において、
次期中期目標の素案をお示しすることを想定し

ております。

また、中期目標の策定に当たっては、県議会

の議決が必要なことから、素案に対するご意見

を踏まえながら、改めて次期中期目標の議案を

上程し、議論していただくこととしております。

〇副議長（山口初實君） 中山議員―34番。
〇３４番（中山 功君） 知事、9月に素案を提
出するようであれば、知事自身がどのような考

えでこれに当たるのか、その辺はもうきちんと

整理できているんじゃないかと思うんですけれ

ども、再度お尋ねしますけれども、どうですか。

〇副議長（山口初實君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）大きな方向性としまして

は、これまでも中期目標に掲げておりますけれ

ども、長崎県における知の拠点として、教育内

容や学生生活の支援の充実を図ることで、地元

高校生等に選ばれる大学、地方創生や地域活性

化に貢献する、地域に根差した大学を目指して

いきたいというふうに考えています。

これまでの取組を検証、分析しながら、さら

に魅力ある大学として飛躍するような目標を策

定していきたいというふうに考えています。

〇副議長（山口初實君） 中山議員―34番。
〇３４番（中山 功君） 今、知事から答弁があ

りましたけれども、地域に根差した大学を目指

していくということでありました。

今までの中期目標の中に、長崎県に貢献する

ということは大前提でありますけれども、文言

としては「地域に貢献する」と、こうなってい

るわけです、地域に貢献すると、ここを私は、

ぜひ明確に「長崎県に貢献する」と、こう一文

を入れて、そのうえで人材育成等への取組の充

実、強化を図っていただきたいということを、

とりあえず要望しておきたいと思います。

②県内就職率の向上対策等について。

学習到達プログラムプロジェクトチームを発

足させて、県内就職率44％を目標に取組を強化
していると聞いています。

このプロジェクトチームの評価について、ど

のように考えているのか、お尋ねいたします。

〇副議長（山口初實君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）県内就職向上プロジェク

トチームでは、学内の意識統一を図りながら、

各学部学科での取組の検討などを行っておりま

して、ここ2年低迷していた県内就職率は、目
標には届いていないものの、令和3年度には
33.2％と上昇しておりまして、ＰＴの機能が一
定発揮されたものというふうに考えています。

しかしながら、ＰＴが県内就職率の向上に向

けて実効性のある対策を立案するには、教職員

が、ＰＴの方針に沿って、それぞれの責任や役

割を認識して機動的に、機動性のある有効な取

組、組織として活動できる体制とする必要があ

るというふうに考えております。

今後も、学長のリーダーシップのもと、課題

の要因分析、新たな取組の検討を行いながら、

大学が一体となった取組を推進していただきた

いというふうに考えています。

〇副議長（山口初實君） 中山議員―34番。
〇３４番（中山 功君）このＰＴについては肯

定的に評価しているようであります。

県内就職率44％の目標に対して、令和3年度、
先ほど知事が話したように32.2％で、まだまだ
大きな乖離があります。

このプロジェクトチームの機能の充実を図る

ために、就職情報、戦略に優れた専門家民間人

の参画、登用について、どのように考えている

のか、お尋ねいたします。
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〇副議長（山口初實君） 総務部長。

〇総務部長（大田 圭君） ＰＴの関係は、私が

少し内情を把握しておりますので、お答えをさ

せていただきたいと思います。

議員ご指摘のとおり、外部からの視点を入れ

ることは大変有用であるという認識につきまし

ては、大学と一致したところでございます。

そのため、県立大学の新たな取組といたしま

して、6月に、理事長をはじめとしました県内
就職に携わる教職員と民間企業の経営者、こう

いった外部有識者との県内就職についての意見

交換を実施したいというふうに伺っております。

そういったところも通しまして、県立大学に

は十分な議論を行っていただいたうえで、県内

就職向上プロジェクトチームの今後の取組に活

かしていただきたいというふうに考えておりま

す。

〇副議長（山口初實君） 中山議員―34番。
〇３４番（中山 功君） 今、総務部長から答弁

がありましたけれども、やはりこのＰＴは、こ

れが心臓部なんですよね。ここを活性化させな

くてはいけないと私は考えているんです。その

ためには、やはり民間人を登用して新しい発想、

新しい血を入れて、ここをまず活性化するのが

大前提だというふうに考えています。ぜひひと

つ専門家の参画、登用について、知事にお尋ね

いたします。どのように考えていますか。

〇副議長（山口初實君） 知事。

〇知事（大石賢吾君） 議員ご指摘のとおり、や

はり改善を図るという意味で、外部の意見を取

り入れると、そういった機会は非常に重要だと

いうふうに思います。

まず、現在の取組として、そういった機会を

設けるという中でしっかりと取り組んでいきた

いと思いますが、今後も、そういった何ができ

るか、どういったことがべストなのかというこ

とは継続して検討していきたいというふうに思

います。

〇副議長（山口初實君） 中山議員―34番。
〇３４番（中山 功君） 44％の目標を達成す
るためには、先ほど知事が言ったように、県、

法人理事長、学長、教職員、学生、保護者、企

業がワンチームになって取り組むことを求めた

いと思います。

そこで知事、知事と教職員ですね、大学の教

職員、そして大学生との対話を実施して、知事

の思いを伝えることができないのか、お尋ねい

たします。

〇副議長（山口初實君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）県内就職率を高めるため

には、県、大学、学生、企業が、それぞれの立

場から県内就職に対する理解を深めて意識を共

有し、一体となって取り組んでいくことが、議

員ご指摘のとおり重要だというふうに考えてい

ます。

私自身も、学生がなぜ県外に就職するのか、

県内就職のためには何が必要なのか、学生や日

頃から学生に接している教職員の方々から生の

声を直接聞いてみたいと思っております。

県立大学の方々との対話の機会というふうな

ものを、教職員また学生の方も含めて設けてい

きたいというふうに考えています。

〇副議長（山口初實君） 中山議員―34番。
〇３４番（中山 功君）知事から前向きな答弁

をいただきましたが、教職員の大半、学生の半

数は県外出身者でありますよね。そこで大事な

のは、先ほど言ったように知事の熱い思いを伝

えることが、それが原動力になって県内就職に

つながる可能性が十分ありますので、それを踏

まえたうえで対話の実施をやってほしいと思い
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ます。

併せて、長崎県、大学、企業等が「オール長

崎」となって取り組むような環境づくりに最善

を尽くすことを要望しておきたいと思います。

次に、本県の医療人材確保に重要な役割を担

っている看護・栄養学部、特に、看護学科の県

内就職者が、ここ数年減少傾向にあったものの、

令和3年度は上昇傾向に転じたと聞いています。
この要因分析と今後の取組について、お尋ね

いたします。

〇副議長（山口初實君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）看護学科の県内就職率は、

ここ2年、45％程度に低下をしておりまして、
聞き取り調査に基づくと、「一度は県外に出て

みたい」、「スキルアップのために県外の病院

で働きたい」という理由から県外の病院を選択

した学生が増加したことが主な要因だというふ

うに考えています。

一方、令和3年度は66.7％と前年度より22.3
ポイント増加しておりまして、コロナ禍によっ

て病院での現地実習ができない状況において、

ＯＢ、ＯＧが在籍する県内病院を志望する学生

が多かったこと、また、県外病院を含めて直接

病院を訪問する機会が減少する中で、進路に不

安を抱える学生に対して、大学の就職委員を中

心に積極的に県内病院の情報提供を行ったこと

が、増加した要因であるというふうに考えてい

ます。

県内就職率向上のためには、個々の学生に対

して積極的に県内病院の情報を提供することが

重要でありまして、コロナ禍においてもオンラ

イン等を有効に活用しながら情報を提供するな

ど、今後も安定して県内病院への人材を輩出で

きるように取り組んでまいりたいというふうに

考えています。

〇副議長（山口初實君） 中山議員―34番。
〇３４番（中山 功君） 今、看護学科について

は、就職委員の活動によって長崎大学病院等に

多くの方が就職したということでありますので、

それは評価したいと思いますし、さらにそれを

進めてほしいというふうに思います。

ただ、先ほど知事が、66.7％まで上昇したと
いうことでありますが、これは平成29年の県内
就職よりまだまだ下回っているんです。

また、併せて若い女性の県外流出が加速して

いることへの対策の強化を求めておきたいと思

います。

最後に、「初心者マークだから安全運転第一

でいい」という声もありますが、自らＰＲ隊長

を自認する知事、世代交代を感じさせるスピー

ド感、新しい視点、発想を連想させる高度な運

転技術を発揮されるよう要望して、質問を終わ

ります。

〇副議長（山口初實君）午前中の会議はこれに

てとどめ、しばらく休憩いたします。

午後は、1時30分から再開いたします。
― 午後 零時１７分 休憩 ―

― 午後 １時３０分 再開 ―

〇副議長（山口初實君）会議を再開いたします。

午前中に引き続き、一般質問を行います。

大場議員―23番。
〇２３番（大場博文君）（拍手）〔登壇〕 自由

民主党、島原市選出の大場博文でございます。

質問に入ります前に、いまだコロナ禍で懸命

に頑張っておられる医療関係の皆様、そして事

業者関係の皆様に敬意と感謝を申し上げながら、

一般質問に入らせていただきます。

1、島原半島の振興について。
（1）「島原道路」の供用について。
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現在、島原道路は、自動車専用道路として、

南島原市深江町から島原市出平町まで、約11キ
ロメートルが供用され、広域農道に接続してい

ます。

島原市出平町から雲仙市吾妻町間につきまし

ては、平成6年度に計画路線に指定され、うち
島原市出平町から有明町間は、平成24年度に事
業化され、現在、用地交渉等も進み、橋梁、管

渠工に着手されており、さらなる事業の促進が

求められています。

また、島原市有明町から雲仙市瑞穂町間につ

きましては、令和2年度に新規事業採択を受け、
念願の全線事業化及び全線開通に向けて大きく

前進したところであり、全線早期開通へ向けて

半島住民の期待も高まっています。

そこで、出平町から有明町間、有明町から瑞

穂町間の早期供用に向けた、さらなる事業の促

進をお願いしたいと思いますが、県の考えをお

尋ねいたします。

（2）ジオパークの認知度向上について。
島原半島地域は、平成20年に「日本ジオパー

ク」、平成21年に「世界ジオパーク」に国内で
初めて認定されて以降、認定地域の持続可能な

発展を通じて、地域内の地質遺産及びそれらに

関連する地域資源を、そのまま次世代に引き継

ぐというジオパークの目的に従い、住民、行政、

学術団体が連携しながら活動を続けています。

島原半島ユネスコ世界ジオパークは、活火山

の近くで暮らす人々が湧水や温泉等の火山の恩

恵を活用し、独自の地域文化を築いている独自

性を有しておりますが、平成新山や日本最大の

火山被害「島原大変」により形成された地形と、

その災害を伝承する数々の供養塔、さらには原

城跡など、国及び世界的な価値を有する地域資

源を保全しながら、島原半島の知名度の向上や

地域経済の活性化を推進するためには、島原市、

雲仙市、南島原市がともに連携しながら、ジオ

パークブランドを活用した観光事業をはじめと

した様々な取組が必要と考えています。

そこで、世界ジオパークの認知度向上へ向け

た取組について、お尋ねをいたします。

（3）雲仙岳災害記念館の活用促進について。
雲仙・普賢岳噴火災害から31年、「雲仙岳災
害記念館」は、開館から20周年を迎えています。
この記念館は、将来も噴火災害当時の状況や、

そこからの復興などを後世に伝承していく重要

な施設であると考えています。

こうした中、この記念館が島原半島の魅力を

発信する施設の役割を果たすには、ジオパーク

との連携が必要不可欠であると思っています。

そこで、今後、この雲仙普賢岳災害記念館の

活用促進について、どのように取り組んでいく

のか、お尋ねをいたします。

（4）島原鉄道への支援について。
島原市から諫早市の間を運行する地域鉄道で

ある島原鉄道は、通勤・通学や買い物、通院な

ど、地域住民の日常生活、また観光やビジネス

のための移動手段として大変重要な役割を担っ

ており、島原半島の地域振興のためにも必要不

可欠な存在であります。

また、本年9月の西九州新幹線の開業におい
ても、その効果を島原半島へ拡大させていくた

めの二次交通として大きな役割を果たしていく

必要があるものと期待をしております。

沿線地域のみならず、県内の交流人口拡大の

ためにも大変重要な島原鉄道であると考えてお

りますが、近年の少子化等の進行に加え、新型

コロナウイルス感染症の感染拡大防止のための

移動制限要請等により、一時は利用者が大きく

減少し、現在もコロナ禍前の輸送人員には戻ら
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ない状況であり、近年は施設整備に係る国庫補

助金の縮減もあっていることから、経営環境は

大変厳しい状況が続いているとお聞きしていま

す。

そこで、このような厳しい経営環境にある島

原鉄道について、県としてのこれまでの支援や

今後の取組について、お尋ねをいたします。

（5）半島内の観光行政について。
新型コロナウイルス感染症の全国的な感染拡

大と、それに伴う緊急事態宣言等の措置に伴い、

県内でも、個人消費をはじめ、様々な企業活動

に影響が生じ、県内経済、特に、観光関係は大

きな影響を受けています。少しずつではありま

すが、県内の経済も回復の兆しが見られるもの

の、依然厳しい状況であります。今後の活動に

ついて、真剣に考える時がきているのではない

かと思っています。

現在、島原半島の観光行政については、一般

社団法人島原半島観光連盟や株式会社島原観光

ビューロー、一般社団法人南島原ひまわり観光

協会、一般社団法人雲仙観光局が、それぞれ観

光施策を講じていると思いますが、それぞれの

団体が一つの方向性を持って連携を深めた取組

を進めていく必要があると考えています。

そこで、それぞれの団体の現在の取組状況や

県の関わりをどのように考えているのか、お尋

ねをいたします。

2、観光行政について。
（1）県内観光施設への支援について。
3年ぶりに行動制限のないゴールデンウィー

ク期間中では、久々に県内の観光施設、宿泊施

設でにぎわいを見ることができました。訪日外

国人旅行者や団体客を除けば、旅行需要は、少

しずつではありますが、コロナ前の水準に回復

しつつあることが各種統計からもわかります。

また、6月末までに延長された「ふるさとで“心
呼吸”の旅」においては、九州各県から多くの観
光客が期待されています。

観光産業は、宿泊業や飲食業、交通事業など、

関連する分野は多岐にわたるなど、裾野の広い

産業であり、地域の活性化や雇用の増大など、

地域経済に寄与する度合いは非常に大きく、そ

の割合は地域にとって代替不可欠な存在だと思

っています。

また、県内でも、宿泊施設の仕入れ等の減少

により、各種関連業者の多くが経営悪化してい

るとの声をお聞きします。

また、観光関連事業者の多くが、コロナ禍の

休業等による事業停止に伴う損失補塡を、新規

借入れによって、廃業を選択せずに耐え忍んで

きているのが現状であります。

コロナ禍での事業活動で得られる売上げでは、

返済のめどが残念ながら立たないという声が多

く挙がってきています。

コロナ禍の中、原油、物価高騰も重なり、宿

泊事業者の経営は、より厳しくなっていると思

われます。

そこで、コロナ禍の中、原油、物価高騰も重

なり、宿泊事業者の経営は、より厳しくなって

いると思われますが、県は、宿泊事業者の置か

れている状況をどのように認識し、どのような

対策を考えているのか。

次に、国においても、訪日外国人の受入れに

対し、水際対策の緩和と並行して、6月10日か
ら観光目的の入国が再開されていますが、イン

バウンド受入れに関する国の状況と今後の県の

取組について、考えをお尋ねいたします。

3、農業行政について。
（1）農地の基盤整備事業の予算確保と今後

の取り組みについて。
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本県において、農業は重要産業の一つである

ことから、農地の基盤整備やかんがい施設の整

備を積極的に推進しているところであり、地元

農家も農産物の生産性の向上を図るため、圃場

整備事業に対して大きな期待を寄せています。

そのためにも、今後、圃場整備事業の着実な

推進を図るために必要となる予算の確保が重要

であります。安定的な事業推進のためには、国

に対して、当初予算の十分な確保についての働

きかけと、県としても当初予算の確保は必要と

考えています。

そこで、県の考えについて、お尋ねをいたし

ます。

（2）親元就農への取り組みについて。
全国の多くの地域で、農業技術や経営資源を

円滑に継承することができる農家子弟の親元就

農を推進する動きがありますが、その親元就農

への本県の考え、取組の状況をお尋ねいたしま

す。

（3）地域農業をけん引する女性農業者の育
成について。

他県では、女性が法人化し、農業分野へ進出

する取組がなされています。

女性の感性、能力、知恵を最大限に発揮した

消費者ニーズに応えた商品づくりに取り組むほ

か、農業を通して地域の行事にも積極的に参画

するなど、地域活性化に貢献しています。今後、

女性の活躍がさらに進んでいくとともに、本県

においても、こうした事例が多く出てくること

が期待されています。

そこで、本県においても、女性活躍のため、

こうした地域農業を牽引する女性農業者の育成

について、どのように考えているのか、お尋ね

いたします。

4、漁業行政について。

（1）有明海での漁業支援について。
有明海では、漁獲量が長期的に減少傾向にあ

るという課題に直面しています。その要因は、

海洋環境の変化など、様々な要因が考えられま

すが、そういった環境の中で、水産資源をいか

に有効に利用していくか、常に考えていく必要

があります。

島原漁協では、令和3年10月に、県内第1号と
して資源管理協定を締結されました。海の恵み

をいかに上手に利用し、そして、次代に残して

いくか、県も漁業者も努力を続けていく意思表

示と受け止めています。

そこで、今後の有明海における資源管理につ

いて、新たな協定移行に対する県の対応と、水

産資源を底支えする種苗放流への支援について、

お尋ねをいたします。

また、県内では、大村湾のような内湾で、ナ

マコ漁が盛んに行われております。また、ナマ

コの放流が行われていると聞いております。

有明海においても、将来的な特産種への取組

として、ナマコの放流が考えられないかと思い

ますが、その可能性について、お尋ねをいたし

ます。

加えて、有明海では、様々な漁業振興策が講

じられていますが、島原漁協では、組合の安定

経営のため、アサリ養殖に取り組んでいます。

その養殖事業に対し、引き続いての県の支援に

ついて、お尋ねをいたします。

（2）有明海の漁場における漂流漂着物対策
について。

有明海では、毎年のように漂流漂着物が発生

しています。特に、大雨や台風時の多量な流木

等は問題となっており、漁業活動に支障を来す

など、漁場環境に影響を及ぼしています。

県においては、これまでも、有明海において
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漂流漂着物対策に取り組んでいるとは思います

が、漁業活動の継続や漁場保全のためには、早

期かつ広域的に対応し、その影響を最小限に抑

えていく必要があると考えております。

そこで、改めてどのような対策をしているの

か、お尋ねいたします。

（3）有明漁協への支援について。
有明漁業協同組合は、令和元年8月に現在の

役員が選任された後、組合長、役員をはじめ、

組合員一丸となって組合再建に取り組んでおら

れます。漁獲量の減少やコロナの影響により、

経営は依然厳しい状況が続いております。

組合としては、今後、組合事業を活性化させ、

経営を安定化させたいと考えており、販売事業

の強化をはじめ、新たに自営養殖に取り組むな

どにより、組合の経営安定を目指しておられま

すが、コロナの影響等で思うように進んでいな

いようであります。

そこで、有明漁協の経営安定に向けた支援に

ついて、県の考えをお尋ねいたします。

（4）学校給食を含めたさらなる地場産品の
活用について。

本県も、コロナ禍で学校給食へ地場産品を活

用する事業を実施されましたが、子どもたちに

も好評であったとお聞きしております。

学校給食に地場産品を活用することにより、

児童生徒が地域の自然、食文化等についての理

解を深めることや、地場産物の生産者や生産流

通過程等を理解することにより、食べ物への感

謝の気持ちを育むことができるなど、教育的効

果や、地域内、県内の経済の活性化が期待され

ます。

このような観点から、学校給食を含めたさら

なる地場産品の魚食普及や食育、地産地消につ

いての県の考えをお尋ねいたします。

5、人口減少対策について。
（1）各部局の連携について。
日本の人口は、2008年をピークに低下の一途
をたどっています。それに伴う少子・高齢化、

労働人口数の低下は、長崎県においても無視で

きない喫緊の課題と言えます。

本県も、最重要課題として様々な取組を行っ

ており、社会減については、移住者や企業誘致

による雇用者数の増加、新卒者の県内就職率の

向上など、一定の成果があらわれているものの、

依然として若者や女性の転出超過が続くなど、

人口減少に歯止めがかかるまでには至っていま

せん。

私個人の印象として、人口減少の問題は少子

化対策の問題として、行政では福祉や保育の部

門が担当することが多いように感じています。

ただ、人口減少対策は、ある一点のみを支援す

れば解決する問題ではなく、結婚から出産、育

児、就職に至るまで、切れ目のない様々な支援、

対策が必要であり、今後は新たな視点を取り入

れ、さらなる対策の強化が必要と感じています。

そのためには、これまで以上に庁内一丸とな

って取り組む必要があると考えています。

そこで、本県のこの人口減少対策に当たり、

各部局がどのように連携して取り組むのか、お

尋ねをいたします。

（2）子育て世代の移住促進について。
コロナ禍をきっかけに、地方移住を希望する

人が増えていると言われています。コロナ禍で

外出自粛や在宅勤務を経験したことを機に、テ

レワークを利用すれば大都市に住まなくても仕

事ができるなど、考えの変化が生じています。

過去の移住者においては、シニア世代の移住

が多かったと思いますが、近年、20代から40代
の子育て世代が多くなっており、子育てをする
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親たちは、よりよく子育てができる地域を求め、

子育て世代の地方移住が増えてきていると伺っ

ております。

そこで、今後の本県のこの子育て世代の移住

促進についての取組について、お尋ねをいたし

ます。

6、教育行政について。
（1）小中学校におけるＩＣＴ環境整備に係

る財政支援について。

国が掲げる「ＧＩＧＡスクール構想」に基づ

き、島原市においても、令和2年度中に高速大
容量のネットワーク整備と、児童一人一台端末

の整備等を完了したところであり、ネットワー

ク整備には2分の1、一人一台端末には、児童生
徒数の3分の2の国庫補助が充てられています。
しかしながら、おおむね4年から5年で寿命と

なる端末の更新経費や在宅学習に係る通信経費

など、ＧＩＧＡスクール構想の実現・継続に必

要と考えられる多額の経費については、財政支

援措置が明確に示されていないところでありま

す。

また、ＩＣＴ環境整備が進められる中、今後

も多額の費用負担が想定されており、引き続き

の財政支援措置が強く望まれています。

今後、見込まれる多額の経費については、財

政力が脆弱な地方の自治体で負担するには厳し

い状況であります。

そこで、このような端末の更新経費や、在宅

学習に必要な通信経費等に係る支援は必要と考

えますが、県の考えをお尋ねいたします。

以上で、壇上からの質問といたしますが、答

弁次第によりましては、対面演壇席より再質問

を行わせていただきます。

〇副議長（山口初實君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）〔登壇〕 大場議員のご質

問にお答えいたします。

農地の基盤整備事業予算の確保に対する県の

考えについてのお尋ねですが、県としましては、

農地の基盤整備は、生産性の向上や担い手の確

保を図るうえで極めて有効な事業であり、事業

の計画的な推進のためには、国の当初予算にお

いて、その必要額が十分に確保されるよう、こ

れまでも継続して予算確保の要望を行ってまい

りました。

本年度も、令和5年度に向けた政府施策要望
の中で、十分な当初予算確保を重点項目として

要望したところであります。

また、6月11日には、県下の市町や土地改良
区で構成する「長崎県農業農村整備事業推進協

議会」と連携して、予算獲得に向けた推進大会

を開催し、予算確保の大会決議が採択されたこ

とを踏まえ、県としましても、引き続き、国の

当初予算の確保と本県への重点配分について、

あらゆる機会を捉えて国に強く働きかけてまい

りたいと思います。

残余のご質問につきましては、関係部局長か

ら答弁させていただきます。

〇副議長（山口初實君） 土木部長。

〇土木部長（奥田秀樹君）島原道路の早期供用

に向けた事業促進についてのお尋ねですが、島

原道路の整備については、県事業で令和3年度
補正予算と合わせて総額約61億円を確保する
とともに、今年度から埋蔵文化財の発掘調査体

制を強化し、事業の推進を図っているところで

す。

このうち、出平有明バイパスでは、用地取得

が9割を超えており、橋梁や函渠等の工事を全
面的に展開しています。

また、有明瑞穂バイパスについては、早期の

用地取得に向けて、有明地区の地元説明会を先
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行して実施し、測量・設計を進めているところ

であり、5月には瑞穂地区においても説明会を
実施いたしました。

引き続き、地域の皆様の協力を得ながら、島

原道路の全線開通に向けて全力で取り組んでま

いります。

〇副議長（山口初實君） 県民生活環境部長。

〇県民生活環境部長（貞方 学君） 私からは、

島原半島の振興について、一点お答えをさせて

いただきます。

ジオパークの認知度向上について、島原半島

世界ジオパークの認知度向上に向けて、県はど

のように取り組んでいくのかとのお尋ねでござ

いますが、島原半島ジオパークにつきましては、

地元3市を中心とするジオパーク協議会におい
て、様々な関係団体が連携し、認知度向上や地

域活性化のための取組が進められております。

県といたしましても、ジオパークの認知度向

上のために、地元の要望も踏まえ、島原半島内

の各所にジオパークのロゴマークを掲示した多

言語解説板の整備等を進めてまいりました。

今後とも、ジオパーク協議会や地元3市、環
境省等と連携し、ジオパークの魅力を体感でき

るような受入れ環境の整備に取り組んでまいり

ます。

〇副議長（山口初實君） 地域振興部長。

〇地域振興部長（早稲田智仁君） 私から、3点
お答えさせていただきます。

はじめに、雲仙岳災害記念館の活用促進にど

のように取り組んでいくのかとのお尋ねですが、

雲仙岳災害記念館は、噴火災害の脅威と教訓を

後世へ伝承していくとともに、火山や防災など

について幅広く学習できる施設であり、ジオパ

ークの中核的な施設として位置づけられている

ことから、記念館とジオパークの連携は重要な

ものと認識しております。

具体的な連携策としましては、例えば、記念

館において、噴火災害とそこからの復興を学ぶ

ことに併せて、フィールドワークとして火山が

つくり出した様々な地層等のジオサイトを周遊

しながら学習するプログラムなどにより、県内

外からの教育旅行を充実強化させることで相乗

効果が高まるものと考えております。

今後、こうした取組を含めて、関係団体や専

門事業者等のご意見も伺いながら、さらなる記

念館の活用促進に取り組んでまいります。

次に、厳しい経営環境にある島原鉄道につい

て、県としてのこれまでの支援や今後の取組に

ついてのお尋ねですが、島原鉄道への支援とし

ては、平成26年度から10年間の施設整備計画に
基づいた経費に対し、国や沿線市と連携した補

助を行っており、令和3年度及び令和4年度は、
補助率の上限どおり交付されている状況であり

ます。

また、県では、新型コロナウイルス感染症の

影響による移動制限等を踏まえ、島原鉄道が運

行する路線バスや鉄道、航路等の事業継続のた

め、令和2年度及び令和3年度において支援金を
交付しております。

さらに、新幹線の開業効果を島原半島へ拡げ

るため、島原鉄道のカフェトレインに係るラッ

ピングやデジタルサイネージ導入経費への支援

なども行ってきたところであります。

県としては、引き続き、安全運行のための施

設整備への支援を行うとともに、燃油価格高騰

の影響も注視しながら、今後の支援策を講じて

まいりたいと考えております。

次に、今後の子育て世代の移住促進の取組に

ついてのお尋ねですが、20歳から40歳代の子育
て世代の移住実績については、近年、本県の移
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住者全体の約6割を占め、この世代の移住促進
は自然増にも寄与することが期待されることか

ら、人口減少対策を進めるうえで重要であると

認識しております。

そのため、今年度においては、子育て世代へ

の訴求のため、子育て支援制度や子育て環境等

の情報発信を強化することとしております。

具体的には、県が制作する「ながさき子育て

ブック」に、移住者インタビュー等を追加し、

相談会などで積極的に活用するとともに、子育

て情報を県ホームページ「ながさき移住ナビ」

へ掲載し、ＬＩＮＥ登録の区分に応じた配信を

行うなど、プッシュ型の情報発信を新たに展開

することとしております。

県としましては、引き続き、子育て情報の内

容の充実を図りながら、ＬＩＮＥやＳＮＳ、移

住相談会などにおいて、幅広く情報を発信し、

移住の促進につなげてまいりたいと考えており

ます。

〇副議長（山口初實君） 文化観光国際部長。

〇文化観光国際部長（前川謙介君） 私からも、

3点お答えさせていただきます。
まず、島原半島内の各観光団体の現在の取組

状況や、県の関わりをどのように考えているの

かというお尋ねでございます。

島原半島におきましては、各市の観光団体が

地域の特性や特色ある観光資源を活かし、それ

ぞれが観光コンテンツづくりやプロモーション

などに取り組まれております。

また、島原半島観光連盟におきましては、こ

うした3団体の動きと連携をいたしまして、半
島全体の周遊につながる旅行商品の造成や、新

幹線開業に合わせた合同観光ＰＲの開催、サイ

クルツーリズムの推進に向けた受入れ環境整備

などに取り組まれているところでございます。

県といたしましても、半島全体が一つの方向

性を持って連携した取組を進めていくことは、

非常に重要であると認識しております。半島内

の動きを積極的に情報発信していくなど、しっ

かりと後押しをしてまいりたいと考えておりま

す。

次に、宿泊事業者の経営は、より厳しくなっ

ているが、対策を考えているのかというお尋ね

でございます。

議員ご指摘のとおり、新型コロナウイルス感

染症の拡大・長期化による影響に加えまして、

ロシアによるウクライナ侵略などによる原油や

物価の高騰等から、重油、電気、ガス等の負担

が大きい宿泊事業者は、さらに厳しい状況に置

かれているものと認識しております。

宿泊業をはじめとする観光産業は、裾野が広

く、地域経済の中心を担う産業でありますこと

から、早急に対策を講じることが必要だと考え

ております。

県におきましては、その対策といたしまして

省エネ設備等の導入に対する支援について、検

討をしているところでございます。

最後に、インバウンド受入れに関する国の状

況と今後の県の取組についてのお尋ねでござい

ます。

国においては、6月1日から、1日の入国者総
数を2万人に引き上げ、入国時の検査や待機措
置を免除するなど、水際対策を大幅に緩和して

いるところでございます。

また、6月10日からは、添乗員付きパッケー
ジツアーに限定をいたしまして、外国人観光客

の受入れを再開しております。

このため、県では、旅行会社や県内の宿泊・

観光事業者等と連携をいたしまして、国際定期

航空路線が再開している福岡空港などから入国
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するパッケージツアーの商品造成に取り組んで

いるところでございます。

また、今後の個人旅行の解禁などを見据えま

して、Ｗｅｂ、ＳＮＳ等を活用したデジタルプ

ロモーションを強化するほか、コロナ後のニー

ズ変化を踏まえまして、観光コンテンツの磨き

上げ、あるいは公共交通機関等を活用した着地

型旅行商品の造成など、周遊促進対策に取り組

んでまいります。

今後も引き続き、インバウンドの早期需要回

復に向けまして、積極的な誘客対策に努めてま

いります。

〇副議長（山口初實君） 農林部長。

〇農林部長（綾香直芳君） 私の方から、2点お
答えをさせていただきます。

まず、親元就農者に対する本県の考えや取組

についてのお尋ねですが、県としては、農業の

担い手の確保・育成を図っていく中で、親元就

農者の確保は、農家の経営が次世代に継承され

る大変重要な取組と考えております。

そのため、親元就農者の確保対策として、

ＪＡが主体となって就農希望者を受入れ、生産

と経営技術習得をサポートする研修期間の立ち

上げなど、「受入団体等登録制度」を強化する

取組を支援しているところです。

このほか、就農に当たって必要となる園芸ハ

ウス等の生産施設整備や、スマート農業技術の

導入支援に加え、今年度から新たに、国と県、

合わせて最大750万円を助成し、機械等の導入
を進める経営発展支援事業についても、親元就

農者も支援対象となっていることから、積極的

に活用を図っていくこととしております。

県といたしましては、今後もこうした各種施

策を活用しながら、市町等関係機関、団体と一

体となって親元就農をさらに促進してまいりま

す。

次に、地域農業を牽引する女性農業者の育成

について、どのように考えているのかとのお尋

ねですが、本県農業の活性化のためには、女性

にも農業経営に積極的に参画していただくこと

が必要と考えておりますが、本県では、その割

合は5.6％と、全国と同様に、いまだ低い水準に
とどまっております。

このため、県では、農業経営に参画意向のあ

る女性農業者に対し、既に地域で活躍されてい

る女性農業者との交流などによる意識醸成を図

っているところです。

加えて、今年度からは、個々の経営参画にと

どまらず、地域農業を牽引する農業女性リーダ

ーを育成するスキルアップ研修会を新たに開催

することとしております。

また、県では、女性農業者から農業経営の法

人化について相談があった場合には、農業経営

者サポート事業により、税理士等の専門家を派

遣し、伴走支援を行うこととしております。

今後とも、こうした取組により、女性が農業

を通して地域社会で活躍できる場の拡大を図っ

てまいります。

〇副議長（山口初實君） 水産部長。

〇水産部長（川口和宏君） 私から、6点お答え
申し上げます。

有明海における資源管理に関して、新たな協

定移行に対する県の対応と種苗放流への支援に

ついてとのお尋ねですが、現在、有明海におい

ては、ガザミの採捕期間の制限などの、公的規

制に加え、漁業者が自主的な休漁などを行う12
の資源管理計画を策定しています。

水産資源の維持・回復を図るには、管理の確

実な実践に加え、資源評価に基づく目標を定め、

これを達成することが重要だと考えており、こ
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れらの計画については、資源管理協定への移行

に向け、関係漁業者との協議を着実に進めてま

いります。

また、種苗放流に対しましては、現在、島原

漁協の資源管理協定の対象種となっているクル

マエビやガザミ等への支援を行っているところ

ですが、今後も資源管理と種苗放流を組み合わ

せた取組を漁業者と一体となって積極的に推進

してまいります。

次に、有明海における将来的な特産種として

のナマコの放流事業の可能性はとのお尋ねです

が、ナマコは、水温が24度以上になると、岩陰
やくぼみなどの、流れが緩やかな場所に移動し

夏を越しますが、有明海は潮流が速く、生息に

適した環境が少ないため、漁獲がほとんどない

状況です。

また、種苗放流は、適地への放流が重要とな

りますが、稚ナマコは、低塩分に弱く、干満差

が大きい有明海は、大雨の際にその影響を受け

ることが懸念されます。

このように厳しい環境ではありますが、生息

に適した場所の調査を含め、放流事業の可能性

を検討してまいります。

次に、島原漁協が取り組んでいるアサリ養殖

事業に対し、引き続き県の支援についてとのお

尋ねですが、島原漁協では島原半島地域ではじ

めて、地元で採取したアサリ稚貝をかごに入れ、

海中につるす垂下式養殖試験を令和3年10月か
ら開始し、一定の成果を確認したところです。

この間、県においては、技術的な助言・指導を

行ってまいりました。

今後も、養殖試験への技術的な支援を継続し

ていくとともに、事業化に向けた新たな取組に

ついては、漁協、市などでの協議結果を踏まえ

ながら対応してまいります。

次に、有明海の漁場における漂流漂着物対策

について、どのような対応をしているのかとの

お尋ねですが、大雨や台風時等に漂流漂着物が

発生した場合、漁業活動の継続や漁場保全の観

点から、できるだけ早期に回収から処分までの

処理を行うことが重要であると考えております。

このため、沖合の流木等については、県から

国土交通省の環境整備船に出動を要請し、速や

かに回収を図るとともに、沿岸に漂着したもの

については、漁業者や地元市町と連携し、処理

を行っております。

また、流木等で漁港機能に支障が生じたり、

海岸に大規模に漂着した場合については、災害

関連事業を活用し、処理を行っています。

引き続き、漂流漂着物の規模に応じて、迅速

な対応に努めてまいります。

次に、有明漁協の経営安定に向けた支援につ

いての県の考えとのお尋ねですが、有明漁協に

おいては、平成29年度から2年連続の赤字とな
るなど、厳しい経営状況にありましたが、その

後、現役員体制となって以降、経営の安定に向

けた取組が進められております。

県におきましては、系統団体とも連携しなが

ら、定期的な経営指導を行うとともに、漁協が

取り組んでいるマガキの試験養殖に対しても技

術的指導を行っているところです。

同漁協の令和3年度決算は、過去2か年に引き
続き黒字が見込まれるなど安定してきており、

これまでの支援を継続していくとともに、今後、

漁協において、収益確保のための新たな事業を

検討する際には、経営状況も踏まえながら対応

してまいります。

最後に、学校給食も含めた地場産品の魚食普

及や食育、地産地消について、どのように取り

組んでいくのかとのお尋ねですが、学校給食に
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地元の水産物を提供することは、魚食普及を推

進していくうえで大変意義があると考えており

ます。

県では、小・中学校、県学校給食会、関係市

町、県漁連等と調整を図りながら、新型コロナ

ウイルス感染症対策関連事業を活用して、マダ

イ、ブリ、トラフグ、アワビなど、学校給食で

の利用を推進してまいりました。

また、地産地消の取組といたしましては、県

産魚を常に提供している魚愛用店の認定、県産

水産物や加工品に関する情報の発信、県内3つ
の魚市場協会による調理講習会等を支援してお

ります。

今年度につきましても、学校給食への水産物

提供を検討しており、今後とも、県漁連など、

関係機関と連携・協力して、地産地消の推進に

取り組んでまいります。

〇副議長（山口初實君） 統轄監。

〇統括監（柿本敏晶君）人口減少対策について、

各部局がどのように連携して取り組むのかとい

うお尋ねでございます。

人口減少対策につきましては、総合戦略に掲

げる施策を推進するとともに、これまでも部局

間連携や、分野横断的施策の推進に努めてまい

りました。

そうした中、令和4年度においては、出生数
の減少が続いている状況を踏まえ、子育て支援

の充実等により、自然減対策を強化するととも

に、自然減対策と社会減対策との効果的な連携

や、選ばれる長崎県の実現など、新たな視点を

取り入れ、施策の再構築を図っております。

今後の人口減少対策の実施に当たりましては、

充実・強化した施策の円滑な実施に向け、連携

プロジェクトを立ち上げ、部局連携や横断的取

組を一層強化し、施策効果を高めてまいりたい

と考えております。

具体的には、子育てに係る経済的支援の充実

に加え、男女がともに働きやすい環境の整備や、

今回新たに取り組む住宅対策のほか、教育、医

療、安全・安心なまちづくりなど、子どもを産

み育てやすい長崎県づくりに向け、分野横断的

な検討を進めますとともに、少子化の抑制につ

ながる子育て世代のＵＩターン促進にも関係部

局が連携して取り組んでまいります。

また、若者、女性、外国人など、多様な方々

が活躍できるダイバーシティ社会の構築に向け、

関係部局一体で取り組みますとともに、まちや

産業の変化を捉えた情報発信に連携して取り組

み、若者、女性から選ばれる長崎県を実現し、

新卒者の県内定着やＵＩターンの促進、関係人

口の創出などにつなげてまいります。

今後とも、人口減少対策全体の課題や方向性

を共有し、連携を深めながら、施策の効果的な

実施や新たな事業構築を図ってまいりたいと考

えております。

〇副議長（山口初實君） 教育委員会教育長。

〇教育委員会教育長（中﨑謙司君） 小・中学校

におけるＩＣＴ環境整備に係る財政支援につい

てのお尋ねでございます。

昨年度末までに、一人一台端末の導入やネッ

トワークの整備が完了しましたものの、今後も

端末の更新や通信費など、多額の経費負担が見

込まれますことから、国の継続的な財政措置が

なければ、市町の財政運営が逼迫するのではな

いかという懸念の声が、複数の市町から寄せら

れているところであります。

国策であるＧＩＧＡスクール構想の実現のた

め、国による財政措置の継続につきましては、

これまでも全国教育長協議会等を通じて要望し

てまいりましたが、さらに、本年度は、市町の
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切実な意向を踏まえまして、今回の政府施策要

望にも新たな項目として盛り込み、強く要望す

ることとしております。

〇副議長（山口初實君） 大場議員－23番。
〇２３番（大場博文君） 答弁、誠にありがとう

ございました。若干時間がございますので、質

問を続けさせていただきます。

まずは、島原道路についてでございますが、

先日、知事もご出席のもと、栗面のインターの

ところが開通をいたしました。実際、あれが開

通しまして、島原半島の人の声をお聞きします

と、本当に早くなったという声がほとんどでご

ざいました。私も通行して実感したのが、この

県庁に来るのに、あの間が開通しただけで約10
分程度県庁への到着が早くなりまして、少し地

元でゆっくりできるなというふうには思ってお

りますが、本当にそれだけ効果が絶大に出てお

ります。となると、やはり住民の願いは、いち

早い全線開通、また供用であります。

先ほど、壇上で質問しました、現在、どんど

ん工事が進んでおります中の、そういった早期

完成に向けて、こういった期待感が高まってお

りますので、知事、早期完成に向けてのこれま

で以上の取組をぜひお願いしたいと思います。

次に、ジオパークの認知度向上と、またそれ

に関連いたします雲仙岳災害記念館の利用促進

についてであります。

ジオパークは、島原市もその認定第1号に向
けて非常に取組を進めてまいりました。併せて、

雲仙岳災害記念館も島原市にありまして、これ

はジオパークと、そして災害に関連した施設と

いうことではありますが、お互いに連携してと

っていく事業だというふうな認識のもとに進ん

でまいりました。

そういったことで、先般、記念館の方もリニ

ューアルをし、訪れる訪問客の方も非常に増え

ている状況ではございますが、いかんせん、そ

ういった中でいろんな形で、今度時代が変わっ

てきて、この記念館のあり方についても、また

いろいろ協議をする時がくるかもしれませんが、

そういった時には、やはり関係自治体としっか

りとした協議が必要と考えておりますが、その

辺についてはいかがお考えでしょうか。

〇副議長（山口初實君） 地域振興部長。

〇地域振興部長（早稲田智仁君）雲仙岳災害記

念館は、島原半島地域にとって重要な施設であ

ると認識しております。

今後、運営の体制や新たな事業の展開、施設

の活性化などを検討するに当たりましては、地

元の自治体や関係者の皆様とも十分な協議、連

携を行いながら、しっかりと取り組んでまいり

たいと考えております。

〇副議長（山口初實君） 大場議員－23番。
〇２３番（大場博文君）ぜひお願いしたいと思

います。

やはり島原としては、災害があった土地とし

て、それらを後世にしっかりと伝えていく義務

がありますので、その施設としては重要な役割

を担っております。そういったところで、地元

関係自治体とはしっかりとした話し合いを行っ

て、運営に関わっていただきたいと思いますの

で、よろしくお願いいたします。

次に、観光行政についてであります。

今現在、非常にコロナ禍ということで大変な

状況でございます。観光産業におけますこの2
年間の需要の消失した額は、国や県、あるいは

いろんな形で支援金、補助金、また県の県民割

キャンペーンのほか、国の方のＧｏＴｏトラベ

ルなど、需要喚起策を取っておられます。

ただ、この2年間の、本当にコロナ禍を耐え
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忍んだその額というものは、これらの需要喚起

策では到底取り戻すことができないほどの非常

に大きな額となっておりますので、これは、今

県でもステップアップ事業を含め、いろんな支

援策がございます。今後、観光事業者が事業を

継続できるための支援金や給付金は、これから

もまだまだ必要だというふうに考えております

ので、ぜひそういった形での対策をお願いした

いと思っております。

また、現在、新型コロナウイルスの中で、売

上げが減少した企業に対して貸付けを行って、

要はゼロ融資が2020年3月にはじまりましたが、
多くの事業者が、ちょうど今年ぐらいから返済

の時期にかかってきております。残念ながら、

2年以上経過した現在においても、一部業種、
また旅館業も含めて、売上げがコロナ前に戻っ

ていなくて、危機対応資金の借入れによって負

債が増えております。

また、現在、旅館等が廃業を希望しながらも、

その負債によって廃業ができない事業者も出て

きているというふうにお聞きしています。

融資の返済は、5年間の据え置きが認められ
ておりますが、本年度からの返済が本格化する

事業者も多く、その対応に苦慮しているのが現

状だというふうにお聞きをしています。

そういうことで事業を継続する場合には、長

期分割で返済できる新たなスキームで猶予制度

を設けていただきたいという声も聞いておりま

す。

また、廃業を選択する場合には、返済免除も

含めて、ぜひご検討いただきたい。これは倒産

ではなく、廃業を図ることによって、縮小した

市場での不要な過当競争を防止する意味合いで

も、ぜひご検討いただきたいとともに、国とも

その協議を進めていただければというふうに強

く要望しておきたいと思います。

また、インバウンドですが、先ほどありまし

たように、もう6月10日より、パッケージを中
心として再開をいたしておりますが、本県がイ

ンバウンドの対象として非常に多かった国がご

ざいます。やはり中国、韓国、台湾、この3つ
がベスト3でございまして、現在、中国におき
ましては、その状況が、なかなかコロナ前に戻

るには非常に厳しいという声を伺っております。

確かに、中国が国策としておりますゼロコロナ

政策によりまして、旅行者の数はそんなに極端

に増えないだろうというふうな声がありまして、

やはりそこにインバウンドを再開するにおきま

しては、しっかりとした、要はターゲットとす

る国を、いま一度見つめなおす必要があろうか

と思いますが、その辺についてしっかりお考え

いただきたいと思いますが、いかがでしょうか。

〇副議長（山口初實君） 文化観光国際部長。

〇文化観光国際部長（前川謙介君）議員ご指摘

のとおり、やはり中国からコロナ前のように多

くのお客様にすぐ来ていただけるというのは、

ちょっと状況的にはなかなか厳しいものがあろ

うかと思っております。

また、インバウンドを再開しましても、まだ

現在は1日当たり2万人ということで、コロナ前
は外国人の方だけでも9万人、国内客も合わせ
ますと1日当たり14万人いらしていただいてい
たところでございまして、その状況から今2万
人ということですので、まだまだ航空機の代金

が高止まりをしている状況で、ツアーの料金も

少し高い価格設定になっているとお聞きしてお

ります。そういったところから、まず少数であ

りましたらヨーロッパあたりの富裕層、それか

ら香港、台湾あたり、従来から本県が力を入れ

てエアラインの誘致も行っているようなエリア、
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そういったところにしっかりとターゲットを絞

りまして、インバウンドの需要をしっかり取り

込めるように取り組んでまいりたいと考えてお

ります。

〇副議長（山口初實君） 大場議員－23番。
〇２３番（大場博文君）ありがとうございます。

ぜひお願いしたいと思います。

これはもう全国どこも、要はインバウンドが

再開をしたということと、それが本格的に再開

をした時には、各県競争になっての取りあいに

なってきますので、そういった競争に負けない

ように、いち早くの準備と、また、先ほど言い

ましたように、以前だったら、中国人観光客が

日本のどこでも多く見られたということですが、

その回復が見られない場合においては、やはり

次なるターゲットとなる国、その中でも、また

長崎を特に選んでいただけるような国というの

が必要になってくるかと思いますので、その辺

の対策も含めてぜひお願いしたいと思っており

ます。

次に、農業行政についてですが、ありがとう

ございました。基盤整備は非常に大事なもので

ございますので、これは農家の収入安定のため

に、ぜひ続けていただきたいと思います。

そして、まずは何よりも国の予算もあります

が、県についても当初予算の方でしっかりとつ

けていただくというのが重要でございますので、

お願いいたします。

農家の親元就農、また女性活躍の中で、先ほ

ど、本県はまだまだ5.6％と非常に低い割合であ
ったと、その辺は、ぜひ伸ばしていただく方向

で何とか取組をお願いしたいと思っております。

これも他県の例ではありますけれども、大分県

で全国に先駆けた事例としてありましたのが、

女性のみ、女性だけの法人化をして農業をやっ

ているというふうなのが先進事例としてありま

したので、こちらの方はご紹介させていただき

ますが、そちらの方をぜひ研究していただいて、

女性が取り組みやすい農業、また、今後、長崎

県の農業がもっと発展できるような形で何とか

できないかという方向で研究いただければと思

いますので、よろしくお願いいたします。

次に、漁業行政についてであります。

今、島原漁協が県内第1号として資源管理の
協定を結ばせていただいております。島原漁協

といたしましても、有明海の資源管理は非常に

大事なものと考えておりまして、そこの中で計

画どおりの、要は休業等を含めた計画をなされ

ております。組合長によりますと、その休業等

はしっかりと守っていって資源管理に取り組ん

でいくということですが、やはりそこにありま

すのは、休業するとイコール収入が減になると

いう、非常に痛しかゆしというか、そういった

ことがありますので、そういったことも含めて

しっかりと県の対応をお願いしたいということ

でございます。

また、資源管理、今、一つの漁協が行ってお

りますが、やはりそういった意識醸成を、各漁

協を含めて、そういったものでの取組の広がり

も重要と考えておりますので、そういった形で

の普及活動も含めてお願いしたいと思います。

その中で、先ほど給食についてありました。

地場産品を、コロナ禍の影響でありましたけれ

ども、学校給食の中に地場産品の給食機会が数

回入ったと思います。島原では、ガンバ、いわ

ゆるフグのから揚げ等が漁業関係者の中から提

供されて、学校給食で出されました。子どもた

ちには非常に好評でございました、おいしいと。

確かにそうだと思います。私たちが食べても非

常にフグのから揚げはおいしゅうございますの
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で、これはもうぜひ続けてほしいという声が非

常に高くありますので、そういった声があると

いうことをご認識いただいて、そういった子ど

もたちの地元の意識醸成を含めた形もあります

ので、ぜひ続けていただくのと、回数を限らず、

可能な限りしていただきたいと思います。

また、併せて、こちらの農産物の方も同じだ

と思いますけれども、農業関係、特に農産品の

関係についても、学校給食の取組をなされてお

りますが、そういった関係について、そのお考

えをお聞きしたいと思います。

〇副議長（山口初實君） 農林部長。

〇農林部長（綾香直芳君）農林部といたしまし

ても、地産地消は、県産農産物の利用拡大に加

えまして、県民の農林業への理解促進につなが

る食育の観点からも大変重要な取組であると考

えております。

そのため、6月及び11月の「地産地消協調週
間」の周知、ホームページ等による直売所や旬

の農産物などの情報の提供、それから県産食材

を用いた料理を提供する「ながさき地産地消こ

だわりの店」の登録の推進、生産者と消費者を

つなぐために、各地域で開催される「ながさき

収穫感謝祭」への支援等を農林部としては行っ

ているところでございます。

また、地域の直売所等において、地場産物の

販売や、学校給食、福祉施設等への食材供給に

も取り組んでおりまして、今後とも、生産者、

関係機関一体となって、こうした取組を広げる

ことで地産地消を推進してまいりたいと考えて

おります。

〇副議長（山口初實君） 大場議員－23番。
〇２３番（大場博文君）ぜひともお願いいたし

ます。

最後に教育行政について、ＩＣＴ整備に係る

財政措置でございますが、本当に地方とすれば、

準備はしたものの、それから先というのが非常

に不安でたまらないという声が出ております。

そういったことを含めて、しっかりと国とも、

国の施策のもとに導入したわけですから、その

あたりは国がしっかりと面倒を見るというのは、

これは当然のことでありまして、県としても訴

えていただいて、ともにそういった形でこの事

業自体がうまくいくような形でのご支援をお願

いしたいと思います。

以上で、質問を終わります。

〇副議長（山口初實君） これより、しばらく休

憩いたします。

会議は、2時45分から再開いたします。
― 午後 ２時３１分 休憩 ―

― 午後 ２時４５分 再開―

〇議長（坂本智徳君） 会議を再開いたします。

引き続き、一般質問を行います。

久保田議員―14番。
〇１４番（久保田将誠君）（拍手）〔登壇〕 皆

様、こんにちは。

自由民主党の久保田将誠でございます。

今日は、このような機会を与えていただきま

して、本当にありがとうございます。

それでは、質問通告に従いまして質問をさせ

ていただきます。

1、Ｇ7サミットにおける関係閣僚会合の誘致
について。

（1）誘致に対する知事の思い。
昨年の11月定例会の一般質問において、私か

ら、2023年に日本で開催予定の主要国首脳会議、
いわゆるＧ7サミットの開催に付随して開催さ
れる関係閣僚会合の誘致に長崎市と共同で取り

組む考えはないかと質問いたしました。その後、
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県においては、長崎市と連携して、Ｇ7関係閣
僚会合誘致の具体的な取組が進められていると

承知しております。

県と市が誘致先の会場として想定されている

出島メッセ長崎では、昨年11月の開業以来、
様々な分野の会議や展示会が開催されており、

さらにＧ7関係閣僚会合という政府系国際会議
の開催が実現することで、長崎の国際的な認知

度が一層向上するなどの大きな効果が期待され

ます。

ぜひ、Ｇ7関係閣僚会合の誘致を成功させて
いただきたいと思いますが、誘致に対する知事

の思いをお聞かせください。

（2）これまでの取組状況と今後のスケジュ
ール。

Ｇ7関係閣僚会合の誘致に向けて、これまで
どのような取組を行ってきたのか、また今後ど

のようなスケジュールで取り組んでいくのかを

お尋ねいたします。

2、長崎スタジアムシティプロジェクトにつ
いて。

ジャパネットホールディングスが2024年（令
和6年）の開業を目指して長崎市に整備してい
る長崎スタジアムシティは、サッカー専用スタ

ジアムやアリーナのスポーツ施設に加え、ホテ

ルや商用オフィスなどが整備されることとなっ

ており、長崎駅周辺の開発事業と併せ、新たな

観光資源や地域の憩いの場として、まち全体の

にぎわいづくりに大いに寄与するものと考えて

おります。

このようにホテルやオフィスを併設するスタ

ジアムは全国でも珍しく、今から開業が大変待

ち遠しいところでありますが、開業後は、県内

外から多くの方々が訪れる施設となることから、

そのにぎわいを県内にも波及させ、末永く地域

に愛されるスタジアムシティとなるよう、官民

がしっかり連携していくべきと考えます。

そこで、プロジェクトへの県の支援や関わり

について、お尋ねいたします。

（1）施設整備。
現地では、令和6年の開業に向け、今後、建

設工事が進められますが、施設整備について、

県として、どのような支援を考えておられるの

か、お尋ねをいたします。

（2）スポーツ振興。
スタジアムシティ完成後は、本県のプロスポ

ーツクラブであるＶ・ファーレン長崎や長崎ヴ

ェルカの本拠地ともなり、スタジアムシティを

核とした本県のスポーツ振興についても期待さ

れますが、県として、どのように関わっていく

のか、お尋ねをいたします。

3、新型コロナウイルス感染症対策について。
（1）コロナの影響による倒産の状況。
新型コロナウイルス感染症が国内ではじめて

確認されてから2年半になりますが、この間、
感染の拡大と収束が何度か繰り返され、現在も、

長崎県内では一日当たり数百名程度の新規感染

者が確認されております。

また、感染の拡大時には、緊急事態宣言やま

ん延防止等重点措置による外出自粛の要請、営

業時間の短縮要請が数回にわたって行われたこ

とから、本県の県民生活や経済活動においても、

様々な制約や負担が生じてまいりました。特に、

飲食店や宿泊事業者をはじめ、県内の地域経済

を支える中小企業者は大きな影響を受けてきた

ものと考えております。

もちろん、そのような事態を受けて、県当局

におかれても、資金繰り資金の融資枠の拡大や

協力金の支給など、これまでに様々な経済対策

予算を編成され、支援事業を執行されてきまし
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た。そのこと自体は一定評価したいと思います

が、現実には厳しい状況が続いていると、県民

の皆様や事業者の皆様の切実なお声を耳にする

ことも多くあります。

そこで、質問いたしますが、新型コロナウイ

ルス感染症の発生後の令和2年と令和3年の倒
産件数の推移や主な業種がどのようになってい

るのか、また、県は、どのような支援を実施し

ているのか、お伺いいたします。

（2）観光振興対策。
県では、観光事業者に対し様々な支援策を講

じてきたと思いますが、これまでどのような支

援を行い、その成果をどう捉え、今後、観光需

要喚起策としては、どのような支援策を講じて

いこうとされているのか、お尋ねをいたします。

（3）ワクチン接種。
新型コロナウイルス感染症については、これ

まで6度の波を経験し、今後は、まさにウィズ
コロナの時代に入っていくものと思っておりま

す。これからは、コロナとともに生活していか

なければならず、このことを見据えると、ワク

チン接種を受けることができる方は、早い段階

で、ぜひ接種していただきたいと思っておりま

すが、全国的に見ても、若年層の接種率は依然

として低いままであります。その一方で、新型

コロナウイルス感染症に罹患する方の多くは若

年層であり、これまで以上にワクチンを接種し

ていただく必要があると思われます。

そこで、県として、若年層の方々にワクチン

を接種してもらうため、どのような取組を行っ

ているのかをお尋ねいたします。

（4）妊産婦支援。
新型コロナウイルスの度重なる感染拡大、い

まだ収束が見えない状況の中、マスコミの報道

でもあるように、多くの方が新型コロナウイル

ス感染に不安を感じていると思います。

特に、コロナ禍での出産を控える妊婦やその

ご家族の方々は、感染による健康面や出産後の

育児などに不安を感じておられ、コロナ禍にお

いても安心して出産できる体制づくりが必要と

考えますが、県としてはどのような取組を行っ

ているのかをお尋ねいたします。

4、西九州新幹線開業に向けた機運醸成につ
いて。

今年の9月は、いよいよ西九州新幹線が開業
いたします。くしくも1872年（明治5年）に新
橋～横浜間に鉄道が開業して150周年を迎え、
こうした節目の年に開業を迎えられることは、

非常に感慨深いものを感じます。

しかしながら、開業まで3か月余りとなり、
県民の皆さんが開業に向けて機運を高めていか

なければならない時期を迎えていると思うので

すが、まだまだ機運を高めていく必要があると

思います。

コロナ禍にあり、暗い話題が多い中、鉄道開

業150周年の記念の年に開業する西九州新幹線
は、全国的に見ても非常に明るい話題であり、

県全体で盛り上がっていくべきテーマと考えま

すが、開業に向けどのように機運を高めていこ

うと考えているのか、お尋ねをいたします。

5、ふるさと納税について。
本県におけるふるさと納税の現状及び今後の

取組について、お尋ねします。

自主財源確保の手段として、ふるさと納税の

取組は非常に重要であると考えております。ま

た、長崎県の魅力を全国に発信するツールとし

ても非常に有効なものであり、さらに積極的に

推進していくべきと考えますが、知事の見解を

お伺いいたします。

6、行政手続のデジタル化に伴う納付手段の
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見直しについて。

県民への行政サービスを向上させるためには、

行政手続のオンライン化は必要であり、そのた

めには、手数料等の支払いもオンラインで行え

ることが重要であることから、11月定例会では、
収入証紙の見直しについての考えを確認いたし

ました。

納付手段の在り方について検討を進めるとの

答弁を受けましたが、その後の取組状況はどの

ようになっているのか、お尋ねをいたします。

7、農林水産業対策について。
（1）輸出拡大対策。
2021年に、我が国の農林水産物、食品の輸出

額は、政府が目標に掲げる1兆円をはじめて突
破いたしました。人口減少が避けられない中、

政府は、輸出拡大を国内の農林水産業の基盤を

維持する有力な選択肢と位置づけ、世界の日本

食ブームも追い風に支援を進めております。

また、2025年までに2兆円、2030年までに5
兆円という輸出額目標を設定し、これまでの国

内市場のみに依存する農林水産業、食品産業の

構造を成長する海外市場で稼ぐ方向に転換する

ため、取組を強化するとしております。

このような中、コロナウイルス感染症拡大の

影響が心配されるところではありますが、本県

も輸出拡大に向けて取組を進めていくことが重

要と考えております。本県農水産物の輸出の現

状について、コロナ禍における輸出拡大に向け

た取組状況も含め、お尋ねをいたします。

（2）スマート水産業。
漁業の経営は、資源の変動や海洋環境の変化

に影響を受けやすく、不安定なうえ、コロナ禍

の影響や燃油の高騰などの社会情勢の変化によ

り、ますます厳しい状況になっていくと思われ

ます。このような状況では、新たに漁業をはじ

めようとする者も少なくなっていくことと懸念

されることから、現在、各浜で頑張っている漁

業者の生産性の向上や経営の安定化を推進し、

漁業を職業として選ばれる産業とすることが重

要であると思います。

近年、各種産業においてスマート化が進んで

おり、漁業においても、スマート化は経営を支

える重要な要素であると考えております。経験

や勘が重要な漁業において、先端技術や様々な

情報データの活用は、漁業活動の効率化や経費

の節減を図ることによる漁業者の所得を維持、

向上させるだけでなく、若手や経験の浅い漁業

者の操業技術を補うことも可能であると考えて

おります。

スマート水産業の推進により、漁村地域の活

性化を促し、減少している漁業の担い手確保に

もつながっていくと思いますので、今後、漁業

の分野でもスマート化を進めていくべきだと考

えますが、本県のスマート化の事例や県の取組

について、お尋ねをいたします。

8､教育行政について。
（1）長崎式見高校の跡地。
平成20年3月末に廃校となった長崎式見高校

の跡地につきましては、私も、式見地区の連合

自治会の方々とともに県と意見交換を行いなが

ら、その活用について協議してきましたが、部

分的な活用策の検討はされたものの、敷地全体

にわたっての有効な活用策は見出せないままと

なっております。

既に廃校してから14年が経過し、このままで
は校舎や体育館も老朽化が進んでまいります。

また、防犯上の懸念もありますので、地元の方々

も、今後、跡地がどうなるのか、心配をしてお

ります。式見高校の跡地について、県は今後ど

のようにしていくのか、見解をお伺いいたしま
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す。

（2）教員のなり手不足の解消。
先日、私が見たテレビ報道番組で、ある小学

校男性教員の一日に密着した取材が行われてい

ました。始業開始前から仕事をはじめ、休み時

間もなく、勤務時間終了後もテストの採点をす

るなど、仕事に追われている現状がそこにはあ

りました。中学校では、部活動の指導があるた

め、さらに残業時間が多いとのことでした。

また、教員は、長時間労働を行っているにも

かかわらず、給特法により、給料月額の4％が
支払われるだけで、残業代が支払われていない

という現状も報道されていました。

教員のなり手不足は、このような長時間労働

が大きな要因ではあると思いますが、このこと

について、県教育委員会としては、どのように

お考えなのでしょうか。

また、小学校、中学校教員のなり手不足の解

消について、どのような取組を進めようとして

いるのか、お尋ねをいたします。

9､期日前投票所の設置について。
昨年10月に執行された衆議院議員総選挙に

おいては、県内で171か所の期日前投票所が設
置され、設置場所として、商業施設、高校のほ

か、自動車を投票所とする移動期日前投票所も

設置されたと聞いており、このような取組は、

有権者の投票の利便性や関心を向上させ、投票

の促進につながるものと考えられます。

本年7月に執行される予定の参議院議員通常
選挙における期日前投票所の設置についての県

選管の取組と設置数や設置状況について、昨年

10月執行の衆議院議員総選挙と比較して、どの
ような変化が生じているのか、お伺いをいたし

ます。

以上で、演壇からの質問を終わらせていただ

き、以降は、対面演壇席に移らせていただき、

場合によっては再質問をさせていただきます。

〇議長（坂本智徳君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）〔登壇〕 久保田議員のご

質問にお答えいたします。

まず、Ｇ7関係閣僚会合の誘致に対する思い
についてのお尋ねですが、長崎は、原爆被爆の

惨禍から復興し、核兵器廃絶と世界平和への想

いを発信し続けてきた平和都市であり、その長

崎でのＧ7関係閣僚会合の開催は、世界恒久平
和の実現に向けたＧ7の連帯を世界に示すうえ
で大きな意義があると考えております。

また、本県は、本年9月23日の九州新幹線西
九州ルート開業をはじめ、100年に一度の変革
の時期を迎えております。

このような中、Ｇ7関係閣僚会合が長崎で開
催されることになれば、本県の魅力を国内外に

発信する絶好の機会となり、地域経済の活性化

も期待されます。

そのため、県と長崎市が連携してＧ7関係閣
僚会合の誘致に取り組んでおり、去る5月13日
には、長崎市長とともに、内閣官房長官及び外

務副大臣に長崎開催を要望したところでありま

す。

引き続き、長崎市と連携を図りながら、Ｇ7
関係閣僚会合の開催実現に向けて、しっかりと

取り組んでまいります。

次に、ふるさと納税について、自主財源確保

の手段として、また本県の魅力を発信するツー

ルとして、ふるさと納税をさらに推進していく

のかとのお尋ねですが、ふるさと納税は、ふる

さとやお世話になった地方団体に感謝し、もし

くは応援する気持ちを伝え、または税の使いみ

ちを自らの意思で決めることを可能とすること

を趣旨として創設された制度であります。
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本県でも、この趣旨を踏まえ、長崎県の特性

や課題に対応する事業をプロジェクトと位置づ

け寄附募集を行っており、令和3年度の寄附額
は2億8,672万円と増加傾向であります。
ふるさと納税の推進は、財源確保や本県の魅

力を全国に発信するという観点から非常に重要

であると考えております。

貴重な自主財源確保のための重要な取組とし

て、引き続き、返礼品の充実や広報を強化し、

長崎県の魅力を全国にアピールすることで、さ

らなる増収に努めてまいります。

私も、先頭に立って、あらゆる機会を通して

ＰＲをしてまいりたいと考えております。

残余のご質問につきましては、関係部局長か

ら答弁をさせていただきます。

〇議長（坂本智徳君） 文化観光国際部長。

〇文化観光国際部長（前川謙介君） 私からは、

3点お答えをさせていただきます。
まず、Ｇ7関係閣僚会合誘致のこれまでの取

組状況及び今後のスケジュールについてのお尋

ねでございます。

昨年、外務省からの開催地選定にかかる照会

を受けまして、12月に、県と長崎市の連名で、
誘致計画案を国に提出をいたしております。

その後、外務省と警察庁により、会場候補地

であります出島メッセ長崎及び会合参加者の宿

泊先となるホテルの現地視察が行われておりま

す。

そして、去る5月13日には、内閣官房長官及
び外務副大臣への要望を実施いたしまして、

Ｇ7関係閣僚会合を長崎で開催する意義や強み
をお伝えしたところでございます。

今後のスケジュールにつきましては、先月、

広島でのサミット開催が表明されたことを受け

まして、夏頃までにＧ7関係閣僚会合の開催地

が決定されるものと想定をいたしております。

長崎が開催地として選定された際には、来年

の開催に向けた準備を進めるために、県と長崎

市共同の専任事務局を設置したいと考えており

ます。

次に、長崎スタジアムシティを核とした本県

のスポーツ振興に関する県の関わり方について

のお尋ねでございます。

長崎スタジアムシティが本拠地となります

「Ｖ・ファーレン長崎」と「長崎ヴェルカ」に

対しましては、県民の認知度をさらに向上させ、

より多くの皆様にスタジアムに足を運んでいた

だけるよう支援してまいりたいと考えておりま

す。

具体的には、離島を含めた県内各地域でパブ

リックビューイングを実施するなど、県民がプ

ロスポーツを身近に感じる機会を創出するほか、

両クラブが地域住民等に対して実施をする社会

貢献活動への支援を検討してまいります。

なお、長崎スタジアムシティの整備によりま

して、多様な世代が集う交流拠点が生まれ、ま

ちのにぎわい創出が期待をされます。スタジア

ム機能を十分に発揮していくためには、両クラ

ブの試合日以外での有効活用が求められますこ

とから、今後、事業者や地元長崎市とともに、

官民が連携しながらスポーツイベント等の誘致

に取り組んでまいりたいと考えております。

最後に、観光事業者に対して、これまでどの

ような支援を行い、その成果をどう捉え、今後、

どのような観光需要喚起策を講じていこうとし

ているのかというお尋ねでございます。

これまで県におきましては、新型コロナウイ

ルス感染拡大に伴いまして激減した旅行需要を

喚起するために、県内旅行キャンペーンを実施

してきたほか、宿泊事業者が実施する受入れ体
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制強化や新たな旅行需要を取り込むために必要

な前向き投資に対する支援、あるいは第三者認

証制度「team NAGASAKI SAFETY」の取組
の県下全域での展開などを行ってまいりました。

特に、県内旅行キャンペーン実施による昨年

度の観光消費額につきましては、推計で150億
円を超えるなど、県内観光産業の下支えとして、

一定の事業効果があったものと考えております。

今後も、県内旅行キャンペーンに取り組むこ

とにより旅行需要を回復させていくなど、引き

続き観光事業者を支援していくことに加え、第

三者認証制度の運用を図りながら、安全・安心

な旅行の提供に努めてまいりたいと考えており

ます。

〇議長（坂本智徳君） 土木部長。

〇土木部長（奥田秀樹君）長崎スタジアムシテ

ィプロジェクトの施設整備について、県として、

どのような支援を考えているのかとのお尋ねで

すが、県においては、交流人口の拡大や良質な

雇用の場の確保など、長崎の魅力向上に向けた

まちづくりを進めています。

ジャパネットホールディングスが進める長崎

スタジアムシティプロジェクトは、サッカー専

用スタジアムやアリーナを中心にした新しい複

合都市開発です。

この開発は、長崎の魅力向上に大きく寄与す

ることから、公共性が高い広場や通路などの施

設整備について、国の補助制度である優良建築

物等整備事業を活用し、令和4年度から、建設
費の一部を支援したいと考えています。

今後も、本県のスポーツ、文化の振興に大き

く寄与する長崎スタジアムシティへの支援につ

いて、引き続き、関係部局並びに長崎市とも連

携して取り組んでまいります。

〇議長（坂本智徳君） 産業労働部長。

〇産業労働部長（松尾誠司君）新型コロナウイ

ルス感染症の発生後の令和2年と令和3年の倒
産件数の推移や主な業種がどのようになってい

るのか、また、県は、どのような支援を実施し

ているのかとのお尋ねですが、民間の信用調査

会社が取りまとめた長崎県内の負債総額1,000
万円以上の倒産件数は、令和2年が41件、令和3
年が40件、合計で81件となっており、その主な
内訳は、小売業20件、卸売業12件となっており
ます。

これまで、感染症の感染拡大を受け、雇用調

整助成金の特例措置等の国の支援に加え、県で

も制度融資の「緊急資金繰り支援資金」による

円滑な資金繰りや事業継続支援給付金の支給な

ど、厳しい経営環境にある中小企業に対し、様々

な支援措置を講じてまいりました。

現時点で、倒産件数は感染症発生前の水準と

同程度で推移しており、こうした施策の効果が

あったものと考えております。

今後は、感染症の影響に加え、原油、原材料

高騰の影響等を注視していく必要があると認識

しております。

〇議長（坂本智徳君） 福祉保健部長。

〇福祉保健部長（寺原朋裕君）若年層にもっと

接種してもらう必要があると思っているが、県

としてどのような取組を行っているかとのお尋

ねでございますが、本県の接種率は、全国的に

は比較的高い水準となっておりますが、30歳代
以下の若年層は、ほかの年齢層と比較すると接

種が進んでいない状況にあります。

このため、若い世代の方々に対して、県内の

企業や大学等を通して、社員や学生へのメッセ

ージを発信するとともに、ポスターの掲示やイ

ベントや、ＳＮＳでの動画の配信を行うなど、

ワクチン接種の促進に向けた啓発活動を行って
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いるところです。

若い世代であっても、感染された場合には重

症化するおそれがあり、また後遺症で悩まれる

方もおられますので、ご自身のため、そして家

族等への感染拡大を防ぐためにも、ワクチン接

種を前向きにご検討いただくよう、引き続き啓

発活動に努めてまいりたいと考えております。

〇議長（坂本智徳君） こども政策局長。

〇こども政策局長（田中紀久美君）コロナ禍に

おいても安心して出産できる体制づくりが必要

と考えるが、県としてはどのような取組を行っ

ているのかとのお尋ねですが、県におきまして

は、新型コロナウイルス感染症に不安を抱える

妊産婦への支援として、かかりつけ産科医療機

関における分娩前2週間以内の妊婦を対象とし
たＰＣＲ検査等の費用助成や県内保健所におけ

る保健師等による電話等での相談支援を行って

おります。

また、県内全ての市町では、県とも連携して

子育て世代包括支援センターを設置して、妊娠

期から子育て期にわたり必要な情報提供や助言

等の支援を行っており、心身の不調や育児不安

のある産後の母を対象に、心身のケアや育児の

サポートなど、きめ細かい支援を実施する産後

ケア事業に取り組む市町も増えているところで

あります。

県といたしましては、コロナ禍においても安

心して出産、育児ができる環境づくりに、今後

とも市町と連携して取り組んでまいります。

〇議長（坂本智徳君） 地域振興部長。

〇地域振興部長（早稲田智仁君） 私から、西九

州新幹線の開業に向けた取組について、お答え

いたします。

開業に向けどのように機運を高めていこうと

考えているのかとのお尋ねであります。

西九州新幹線が、鉄道開業150周年の記念の
年に開業することは、全国的な話題にもつなが

るものと期待をしております。

開業年の本年においては、1月の新幹線の海
上輸送、大村車両基地への搬入、3月の大村車
両基地見学会や5月の試験走行には、県内外か
ら多くの方々が見学、参加されております。

また、開業100日前の節目として、今月18日、
長崎の魅力を実感していただくイベントを長崎

市内で開催することとしており、全国各地から

も参加の申込みをいただいているところであり

ます。

さらに、ＪＲ九州におかれては、7月末に、
新幹線車両の搬入と合わせた住民参加型イベン

トを佐世保港と長崎港などで開催するとともに、

開業前には試乗会を実施することとしておりま

す。

このほか、沿線市や沿線外の市町においても、

新幹線開業をＰＲする関連イベントなどが計画

されており、県としましては、各地域と連携す

ることにより、県内全体で機運を高め、官民一

体となって、開業に向け準備を進めてまいりま

す。

〇議長（坂本智徳君） 会計管理者。

〇会計管理者（吉野ゆき子君）行政手続のデジ

タル化に伴う納付手段の見直しについて、その

取組状況はどうなっているのかとのお尋ねです

が、県では、行政手続のオンライン化や決済手

段の多様化に対応するため、公金収納において

も、収入証紙など、これまでの納付手段に加え、

クレジットカードをはじめとするキャッシュレ

ス決済の導入を進めることとしております。

そのため、今年度は、電子申請システムが更

新されることに合わせて、手数料等をオンライ

ン手続時にキャッシュレスで支払えるよう、関
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係部局と連携しながら取り組んでおり、年度内

に一部の手続で運用をはじめる予定です。

来年度以降は、順次、対象とする手続を拡げ、

県民サービスの向上に努めてまいります。

〇議長（坂本智徳君） 農林部長。

〇農林部長（綾香直芳君）コロナ禍における本

県農産物の輸出の現状についてのお尋ねですが、

本県農産物の輸出については、平成26年に関係
団体と設立した長崎県農産物輸出協議会におい

て、会員への初期商談やテスト輸出支援、海外

バイヤーの産地招聘、海外での長崎フェア開催

等の輸出拡大対策に取り組んできたところです。

世界的なコロナウイルス感染症の拡大により、

海外での商談などの活動が制限される中におい

ても、産地と輸出事業者、海外バイヤーとのオ

ンラインによる商談や食肉取扱い業者と連携し

た海外における長崎和牛指定店の認定などに取

り組んでまいりました。

その結果、いちごや牛肉を主体に、令和3年
度の農産物輸出額は、協議会設立当初の約8倍
に当たる6億2,000万円となり、目標の5億4,000
万円を上回っております。

今後とも、関係団体と連携して、こうした取

組を強化することで、農産物の輸出拡大を図り、

産地や生産者等の農業所得向上につなげてまい

ります。

〇議長（坂本智徳君） 水産部長。

〇水産部長（川口和宏君） 私から、2点お答え
いたします。

本県農水産物の輸出の現状とコロナ禍におけ

る輸出拡大に向けた取組状況についてとのお尋

ねですが、本県の水産物輸出額は、これまで様々

な取組を行った結果、平成30年度には33億円ま
で増加したところです。その後、新型コロナウ

イルス感染症拡大の影響を受け、令和2年度は

28億円となりました。令和3年度に入ると、海
外需要は回復傾向となり、米国等向けの養殖ブ

リについては、相場の上昇等も加わり、輸出額

は増加しております。

また、最大の輸出先国である中国では、現地

パートナー企業との連携した販促ＰＲに取り組

み、さらにコロナ禍によって輸出手段が制約さ

れた中、輸出事業者が代替輸送ルートの確保を

図ることにより輸出は伸び、本県の令和3年度
の水産物輸出額は、目標を超える42億円に達し
たところです。

次に、本県漁業のスマート化の事例や県の取

組はとのお尋ねですが、本県では、これまで、

水深データから海底地形を画像化する装置や魚

の大きさが判別できる魚群探知機を導入するこ

とで、操業の効率化や経費の削減に成功し、大

幅な所得向上を実現した事例があります。

また、現在、関係県、大学、民間企業と連携

して開発した水温、潮流等を高精度に予測でき

るスマホ用アプリを漁業者に配布し、漁場を「見

える化」することで、漁場探索や操業の効率化

を進めております。

引き続き、スマート機器の整備を支援すると

ともに、これらスマート水産業について学ぶた

めの「漁業技術ベースアップ講座」を開催し、

漁業のスマート化に取り組もうとする個々の漁

業者に寄り添った、きめ細やかな経営計画づく

りや、その取組を推進してまいります。

〇議長（坂本智徳君） 教育委員会教育長。

〇教育委員会教育長（中﨑謙司君）私の方から、

教育行政につきまして、2点お答えさせていた
だきます。

まず、長崎式見高校の跡地についてのお尋ね

でございます。

長崎式見高校の跡地につきましては、これま
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で、県や長崎市をはじめ、地元自治会も交えな

がら検討してまいりましたが、今のところ、有

効な活用策はございません。

このため、今年度は、土地の確定測量や不動

産鑑定評価を行ったうえで、来年度以降、売却

に向けた手続を進める予定としております。

一方で、当該跡地は、すばらしいロケーショ

ンにありますことから、コロナ禍における働き

方の変化に対応したワーケーション施設や近年、

盛り上がりを見せるアーバンスポーツ施設など、

新たな価値を生み出す活用策も考えられますこ

とから、関係部局とも連携しながら、このよう

な事業を実施する企業等への情報提供などの働

きかけにつきましても行ってまいります。

次に、教員のなり手不足解消に向けた取組へ

のお尋ねでございます。

現在、学校の「働き方改革」に取り組むこと

で、教員の長時間労働は減少傾向にありますが、

これからは、学校だけではなく、様々な団体と

の連携や民間等へのアウトソーシングの中で、

教員の分業化を進めていくことが重要であると

考えております。

その際、労働時間を減らすだけではなく、そ

の分、子どもと向きあう時間や授業の質を高め

るための時間を生み出し、教師自身が働きがい

を実感できるようにしていく必要があります。

さらに、教職のマイナスイメージばかりが報

道等で先行する中、子どもたちの教育に懸命に

取り組む多くの教師の姿にも光を当てまして、

教職の魅力を積極的に発信するなど、様々な視

点から教員のなり手不足の解消につなげる取組

を進めてまいりたいと考えております。

〇議長（坂本智徳君） 選挙管理委員会委員長。

〇選挙管理委員会委員長（葺本昭晴君）参議院

議員通常選挙における期日前投票所の設置につ

いてのお尋ねですが、県選挙管理委員会といた

しましては、投票の利便性向上のため、期日前

投票所の設置主体である市町選挙管理委員会に

対し、期日前投票所の増設や、特に、人の往来

が多い場所、高等学校等への設置を依頼してき

たところであります。

7月25日の任期満了に伴う参議院議員通常選
挙においては、県内で183か所の期日前投票所
が設置される予定であり、過去最多の設置数と

なる予定であります。

また、商業施設においては、昨年10月執行の
衆議院議員総選挙の6か所を上回る8か所に、ま
た自動車を用いた移動期日前投票所も引き続き

7か所に設置される予定であります。
さらに、昨年の衆議院議員総選挙においては、

全国で最も多い19の高等学校に期日前投票所
が設置されたところでありますが、今回の参議

院議員通常選挙においては、それを超える29か
所に設置される予定であります。

〇議長（坂本智徳君） 久保田議員―14番。
〇１４番（久保田将誠君） 知事をはじめ、それ

ぞれご答弁いただき、ありがとうございました。

それでは、残りの時間を使わせていただきま

して、再質問をさせていただきます。

まず、Ｇ7関係でございますが、5月13日の国
への要望で、県と長崎市は保健大臣会合会の開

催を希望したとのことですが、その理由をお尋

ねいたします。

〇議長（坂本智徳君） 文化観光国際部長。

〇文化観光国際部長（前川謙介君）本県といた

しましては、分野を限定して誘致しているもの

ではございませんが、保健大臣会合であれば、

長崎は、日本おける西洋医学教育発祥の地であ

りまして、長崎大学における熱帯医学・感染症

研究等を通じ、世界の医療、公衆衛生の発展に
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貢献した強みがあると考えております。

Ｇ7関係閣僚会合の開催地及び分野は国が決
定することではありますが、長崎での開催が決

まれば、会合の分野にかかわらず、万全の体制

で受入れの準備を進めてまいりたいと考えてお

ります。

〇議長（坂本智徳君） 久保田議員―14番。
〇１４番（久保田将誠君）ありがとうございま

す。

今の部長の答弁をお聞きしますと、保健大臣

会合会を希望していらっしゃるのですが、要望

していない会合に決定するということもあり得

るのでしょうか。

〇議長（坂本智徳君） 文化観光国際部長。

〇文化観光国際部長（前川謙介君）あくまでも

分野は国が決定することになりますので、そこ

は国の方で調整されて、県の方で希望していな

い大臣会合になる可能性もあると考えておりま

す。

〇議長（坂本智徳君） 久保田議員―14番。
〇１４番（久保田将誠君）ありがとうございま

す。

次に、サミット開催地が広島になったわけで

ございますが、その報道を受けまして、同じ被

爆地である広島とは、今後どのように連携をす

るのか、県の考えをお尋ねいたします。

〇議長（坂本智徳君） 文化観光国際部長。

〇文化観光国際部長（前川謙介君）長崎と広島

は、ともに原爆被爆の惨禍を経験し、核兵器の

ない世界の実現に取り組んできた平和都市でご

ざいます。

核使用リスクが高まりを見せている国際情勢

の中、広島と長崎でＧ7サミット及び関係閣僚
会合の開催が実現することは、核兵器廃絶のメ

ッセージを世界に発信するうえで、非常に大き

な意義を持つものと考えております。

長崎においてＧ7関係閣僚会合を開催するこ
とになれば、核兵器のない平和な世界の実現に

向けて、広島と連携して、世界に被爆の実相を

伝えられるよう取り組んでまいりたいと考えて

おります。

〇議長（坂本智徳君） 久保田議員―14番。
〇１４番（久保田将誠君） Ｇ7サミットや関係
閣僚会合を被爆地である広島、長崎で開催する

ことについて、核兵器廃絶のメッセージを世界

に発信するという大きな意義があるとのご答弁

でございましたが、一昨日、岸田総理が、8月
にニューヨークで開催される核兵器不拡散条約、

いわゆるＮＰＴの再検討会議に総理大臣として

はじめて参加する方向で調整中との報道があり

ましたが、知事は参加するお考えはないのでし

ょうか、お尋ねをいたします。

〇議長（坂本智徳君） 知事。

〇知事（大石賢吾君） 知事に就任して以来、被

爆県の知事として、核兵器のない平和な世界の

実現に向けて、どのような役割が果たせるのか、

思いを巡らせてきたところでございます。

ＮＰＴ再検討会議は、核軍縮に関する各国政

府の考えや国際ＮＧＯの取組などを現地で直に

触れる貴重な機会となることから、今後の平和

活動を組み立てる第一歩になるというふうに考

えておりまして、私としても、参加できないか、

検討していきたいと思います。

〇議長（坂本智徳君） 久保田議員―14番。
〇１４番（久保田将誠君） 知事、ありがとうご

ざいました。

今、「検討」とございましたが、前向きな検

討ということでしょうか。

〇議長（坂本智徳君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）先ほども申し上げました
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とおり、まず、このＮＰＴ再検討会議というと

ころは、国際ＮＧＯ、また各国政府の考えが示

される貴重な機会でございます。そこに私自身

も参加するということになれば、今後の長崎県

の平和活動を組み立てる第一歩になるというふ

うに考えておりますので、前向きに、参加でき

るかどうか考えていきたいというふうに思って

おります。

〇議長（坂本智徳君） 久保田議員―14番。
〇１４番（久保田将誠君） 知事、ありがとうご

ざいました。

8月まで、あと1か月ちょっとしかございませ
んので、いろいろ調整も、時間的な調整とか、

いろんな手続の調整もあろうかと思いますが、

ぜひ参加をしていただきまして、核兵器の廃絶、

そういったことを長崎県知事として発信してい

っていただければと思います。

ロシアによるウクライナ侵攻など、今年は国

際情勢が緊迫する中、折しも、沖縄返還50年の
節目の年でもあり、平和の大切さというものを

改めて感じているところでございます。そのよ

うな中、県と長崎市が連携してＧ7関係閣僚会
合を誘致し、広島と連携して被爆の実相という

ものを世界に伝えていこうとしていることに改

めて敬意を表したいと思います。

ぜひ、Ｇ7関係閣僚会合の誘致を実現し、意
義のあるものにしていっていただきたいという

お願いをしまして、次の質問に移ります。

これもＧ7関係でございますが、長崎がＧ7関
係閣僚会合の開催地に決定された後、様々な作

業が発生すると思いますが、推進体制や予算の

検討状況について、お尋ねをいたします。

〇議長（坂本智徳君） 文化観光国際部長。

〇文化観光国際部長（前川謙介君）具体的な体

制あるいは予算につきましては、長崎での開催

決定後に、担当省庁と協議を行いながら、本格

的に検討を進めることになります。

現在、長崎市と専任事務局を共同で設置する

ための協議ですとか、あるいは先催地の視察な

どを行っているところでございます。

引き続き、Ｇ7関係閣僚会合が円滑に開催さ
れますよう、市と連携をいたしまして準備を進

めてまいりたいと考えております。

〇議長（坂本智徳君） 久保田議員―14番。
〇１４番（久保田将誠君） 部長にもう一点、ち

ょっと細かいことをお尋ねしますが、大体予算

というものは幾らぐらいを考えていらっしゃい

ますか。

〇議長（坂本智徳君） 文化観光国際部長。

〇文化観光国際部長（前川謙介君）開催の規模

等、あるいはどういった分野を誘致するのかと

いうところで多少変わってくるかと思いますけ

れども、過去の事例を見ますと、大体7,000万円
から8,000万円程度の費用がかかっております
ので、同程度の予算が必要になるのではないか

と考えております。

〇議長（坂本智徳君） 久保田議員―14番。
〇１４番（久保田将誠君）ありがとうございま

す。

大体7,000万円から8,000万円ということで
すけれども、長崎県と長崎市で共同で今、誘致

をしているわけですが、そこには当然人とお金

がかかるわけでございますが、この負担割合と

いうものは、1対1なのか、あるいは1対2とか、
どういうふうな割合を考えていらっしゃいます

でしょうか。

〇議長（坂本智徳君） 文化観光国際部長。

〇文化観光国際部長（前川謙介君）負担割合に

つきましても、まだ長崎市と協議中でございま

して、具体的な割合を現段階でお示しできない
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ところでございます。

〇議長（坂本智徳君） 久保田議員―14番。
〇１４番（久保田将誠君）ありがとうございま

す。

まだ確定したわけでもございませんし、まだ

まだ予断を許さない状況でありますので、人と

お金の割合というのを先に計算するというのも

ちょっとあれかなと思ったのですが、あえて聞

かせていただきました。

それでは、一旦Ｇ7関係はこれで終わらせて
いただきまして、次に、長崎スタジアムシティ

プロジェクトについて、お尋ねいたしますが、

先ほど部長からの答弁は、スポーツ振興の観点

からの答弁でございましたが、この施設をスポ

ーツの振興だけにとどめておくのはもったいな

いと思うのですが、今後、その他の展開につい

て、どのようなお考えをお持ちなのか、お尋ね

をいたします。

〇議長（坂本智徳君） 文化観光国際部長。

〇文化観光国際部長（前川謙介君）長崎スタジ

アムシティにつきましては、スタジアムやアリ

ーナといったスポーツ施設のほかに、ホテルや

商業施設も併設されるなど、これまでにない新

たな交流拠点になるものと考えております。こ

のため、幅広いお客様に足を運んでいただける

よう、効果的な情報発信をしていくことが必要

であると考えております。

また、夜型観光コンテンツの造成など、滞在

時間の延長や観光消費額の増加につながる取組

につきましても、長崎市や長崎国際コンベンシ

ョン協会、関係事業者の皆様とも連携しながら、

今後、しっかりと検討してまいりたいと考えて

おります。

〇議長（坂本智徳君） 久保田議員―14番。
〇１４番（久保田将誠君）ありがとうございま

す。

スタジアムシティは、新たな都市型の観光ス

ポットにもなり得ると思いますので、このプロ

ジェクトを官民一体となって盛り上げていただ

きますよう、お願いをいたします。

次に、新型コロナウイルス感染症対策につい

てでございますが、知事が就任されて3か月が
経過しました。知事は、さきの議会において、

コロナウイルスとの共生を前提に、保健・医療・

福祉機能と社会経済活動との両立を図っていく

との考えを示されております。

私も、これからは、コロナとの共生を図りな

がら、社会経済活動をコロナ前の状態に近づけ

ていくことが重要だと思いますが、日々多くの

感染者が確認されている状況の中で、県民も、

どのようにコロナと向きあっていけばいいのか

よくわからず、必要以上に自主的に行動を控え

ている方もいらっしゃるのではないかと思いま

す。

そこで、知事が考えますコロナとの共生につ

いて、改めて県民に対して明確なメッセージを

発信し、浸透を図るべきではないかと思います

が、知事の考えをお尋ねいたします。

〇議長（坂本智徳君） 知事。

〇知事（大石賢吾君） 第6波におきましては、
これまでの流行株と比較をしましても重症化し

にくいというオミクロン株の特性やワクチン接

種の進展等によって、感染者数の増加が病床使

用率の上昇に直結しにくいという状況がござい

ます。

このことから、今後は、重症化リスクの高い

高齢者などへの対策の重点化や基本的な感染防

止対策を講じながら、医療や福祉、教育などの

機能が維持できる範囲の中で、可能な限り社会

経済活動の回復また拡大を図りまして、共生し
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ていくことが重要であるというふうに考えてお

ります。

〇議長（坂本智徳君） 久保田議員―14番。
〇１４番（久保田将誠君）ありがとうございま

す。

次に、企業へのコロナの影響なんですけれど

も、先ほど産業労働部長から答弁をいただきま

したが、原油価格や物価の値上がりなど、そう

いった影響なども懸念されますので、引き続き、

しっかりと中小企業事業者に寄り添っていただ

くよう要望をして、次の項目に移らせていただ

きます。

次に、観光振興対策でございますが、観光事

業は、今後、ウィズコロナ、アフターコロナの

時代においては、観光需要を奪い合う地域間の

競争の激化というものが予想をされますので、

今のうちに仕込みといいますか、コロナ禍だか

らできることに、しっかりと取り組んでいただ

きたいと思います。

次に、飲食店について、お尋ねいたしますが、

先ほどは、観光事業者については、宿泊割引キ

ャンペーン等の支援策を講じているとの答弁が

ございましたが、利用客が戻ってきていないよ

うに見受けられる飲食店についての取組状況は

どうなっているのか、お尋ねをいたします。

〇議長（坂本智徳君） 県民生活環境部長。

〇県民生活環境部長（貞方 学君）まん延防止

等重点措置適用に伴う外出の自粛や酒類の提供

自粛により、経営に大きな影響を受けた認証店

の利用客の増加を図るため、飲食代金に利用で

きるクーポンの配布と抽選による県産品プレゼ

ントを行うキャンペーンをこの6月1日から実
施をいたしております。

6月10日現在で、参加店舗は1,423店舗となっ
ておりますが、その数は日々増えてきている状

況でございます。

今後とも、県民の皆様のご協力をいただきな

がら、県内の飲食店や市町、関係団体と一体と

なって認証店の普及、拡大を進めることで、県

民の安全・安心の確保と県内経済の早期回復、

持続的発展が図られるよう取り組んでまいりた

いと考えております。

〇議長（坂本智徳君） 久保田議員―14番。
〇１４番（久保田将誠君）ありがとうございま

した。

次に、ワクチン接種について、お尋ねをいた

しますけれども、現在、大人へのワクチン接種

と並行して、5歳から11歳までの小児への接種
も進められておりますが、これについては接種

を受けることを保護者に求める努力義務は適用

されておりません。子どもの感染を拡大させな

いためにも、ワクチン接種は進めるべきと考え

ておりますが、そのためには、何よりもワクチ

ン接種に関する保護者の理解が不可欠でござい

ます。

そこで、5歳から11歳の小児に対するワクチ
ン接種に関して、県としてどのように進めよう

と考えているのか、お尋ねいたします。

〇議長（坂本智徳君） 福祉保健部長。

〇福祉保健部長（寺原朋裕君） 5歳以上11歳以
下の小児につきましては、ワクチンの発症予防

効果と副反応のリスクの双方について、保護者

の皆様に十分なご理解をいただいたうえで、接

種の判断をしていただくことが重要でございま

す。

また、慢性呼吸疾患や先天性心疾患など、基

礎疾患を有する小児については、感染による重

症化リスクが高いことから、ワクチン接種を推

奨しておりますので、まずはかかりつけ医等に

相談していただき、そのうえで判断いただけれ
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ばと考えております。

県としては、専門家による、わかりやすい解

説動画の配信や小児接種に特化した相談窓口の

設置等、ワクチン接種に関する理解促進に努め

ており、接種を希望される場合には、速やかに

対応できるよう、接種体制を整備しております。

〇議長（坂本智徳君） 久保田議員―14番。
〇１４番（久保田将誠君）ありがとうございま

す。

次に、西九州新幹線についてでございますが、

一生懸命、今、機運醸成をやっていて、またこ

れからも、そういったイベントというものが行

われていくということでございますが、今年の

下半期のトレンド入りするぐらい盛り上げてい

ただきますよう、お願いを申し上げます。

次に、農林水産業対策について、お尋ねいた

します。

輸出拡大対策でございますが、コロナウイル

ス感染症拡大の影響を心配していたんですけれ

ども、先ほどの答弁では、令和3年度の本県の
輸出実績は、水産物、農産物ともに目標を超え

る輸出額を達成したとのことで、ひとまず安心

をいたしました。

さらなる輸出拡大に向け取組を進めていく必

要があろうかと思いますが、それぞれ、総合計

画に掲げる目標達成に向け、今後どのように取

り組んでいこうと考えているのか、改めてお尋

ねいたします。

〇議長（坂本智徳君） 農林部長。

〇農林部長（綾香直芳君）県の総合計画におい

ては、令和7年度の農産物の輸出目標額を7億円
と設定しており、その達成に向けて、輸出拡大

の取組を進めているところです。

具体的には、先ほど答弁いたしました取組の

強化に加えまして、今年度から新たにシンガポ

ールやマレーシアへの県内の事業者による輸出

ルートの開拓、将来を見据えた新規ターゲット

国として、アメリカへの輸出可能性調査、輸出

先国の動植物検疫などの規制に対応した産地づ

くり等に取り組むことで、目標を早期に達成し、

本県農業者の所得向上を図ってまいります。

〇議長（坂本智徳君） 水産部長。

〇水産部長（川口和宏君）国内の水産物需要が

減少している中、海外販路の拡大は重要である

と認識しており、県総合計画では、令和7年度
の水産物輸出目標額は50億円としております。
最大の輸出先である中国については、現地パ

ートナー企業との連携を活かし、より広範囲の

市場開拓に取り組んでまいります。

また、これまでの取組に加え、新たな輸出に

チャレンジする生産者等に対する支援や県によ

る海外向け情報発信を強化するなど、輸出拡大

に力を注いでまいります。

〇議長（坂本智徳君） 久保田議員―14番。
〇１４番（久保田将誠君）ありがとうございま

した。

それでは、最後でございますが、教員のなり

手不足に関しまして、私自身、教員の仕事とい

うのは、長崎県の未来を担う子どもたちの成長

に大きく関わる、大変だけれど、やりがいのあ

る仕事だと思っております。

働く環境の改善はもちろんのことでございま

すが、日々懸命に子どもたちの指導に当たって

くださっている先生方の仕事が、働きがいのあ

る、魅力あふれる仕事であるということをどん

どんアピールしていただき、教員のなり手不足

の解消につながっていただくようお願いを申し

上げて、私の一般質問を終わらせていただきま

す。

〇議長（坂本智徳君） 本日の会議は、これにて
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終了いたします。

明日は、定刻より本会議を開き、一般質問を

続行いたします。

本日は、これをもって散会いたします。

─ 午後 ３時４５分 散会 ─
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秘 書 課 長 大瀬良   潤 君

選挙管理委員会書記長 大 塚 英 樹 君

警察本部総務課長 車   康 之 君

議会事務局職員出席者

局 長 黒 﨑   勇 君

次長兼総務課長 藤 田 昌 三 君

議 事 課 長 川 原 孝 行 君

政務 調査課 長 濵 口   孝 君

議事課課長補佐 永 尾 弘 之 君

議 事 課 係 長 山 脇   卓 君

議事課会計年度任用職員 天 雨 千代子 君

― 午前１０時 ０分 開議 ―

○副議長（山口初實君） ただいまから、本日の

会議を開きます。

これより、昨日に引き続き、一般質問を行い

ます。

中村泰輔議員―4番。
○４番（中村泰輔君）（拍手）〔登壇〕 おはよ

うございます。

改革21、国民民主党の中村泰輔でございます。
本日、傍聴にお越しの皆様、また、インター

ネットでご覧いただいている皆様、誠にありが

とうございます。

一問一答方式にて質問をいたしますので、よ

ろしくお願い申し上げます。

1、知事の政治姿勢について。
（1）子育て政策、人口減少対策について。
①知事選の公約の進捗。

前の3月定例会の予算総括質疑で確認いたし
ましたが、大石知事が選挙戦で掲げられた出産

費用全額負担、おむつ支給、18歳までの医療費
助成等の子育て政策に関する公約について、今

回の6月定例会の補正の政策的肉付け予算には
含まれていないようです。

そこで、現在の公約実現の進捗状況をお尋ね

いたします。

○副議長（山口初實君） 知事。

○知事（大石賢吾君）〔登壇〕 中村泰輔議員の

ご質問にお答えいたします。

私は、子どもを産み、育てたいと思う環境づ

くりに力を注いでいきたいと考えており、今回

の補正予算では、新たな住宅対策など、直ちに

実行が可能なものを計上し、速やかに取組を進

めてまいります。

また、子育て支援策の充実に向けては、事業

主体となる市町と意思疎通を図りながら、連携

して進めていく必要があると考えております。

このため、まずは他県の事例を調査しながら、

市町との協議に向け、県として実施する事業内

容について、庁内での議論を深めているところ

であります。

以後のご質問については、自席から答弁させ

ていただきます。

○副議長（山口初實君） 中村泰輔議員―4番。
○４番（中村泰輔君） 知事就任後、約100日ば
かりなのか、こちらにございます知事選の公約、

こちらはなかなか具体的な進捗はないように感

じました。（資料掲示）
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②公約実現までのスケジュールと予算確保の

見通しについて、お尋ねいたします。

○副議長（山口初實君） 知事。

○知事（大石賢吾君）子育て政策についてとい

う理解でお答えをさせていただきます。

国においては、「経済財政運営と改革の基本

方針2022」の中で、出産育児一時金の増額をは
じめとして、経済的負担の軽減についても議論

を進めるとされております。

庁内での議論に当たっては、こうした国の少

子化対策の動向なども注視しつつ、事業内容や

財源について検討し、県としての考え方を整理

しております。

いずれにしましても、事業の実施に向けては

市町との丁寧な議論が欠かせないことから、で

きるだけ早期に市町との協議に入りたいと考え

ております。

○副議長（山口初實君） 中村泰輔議員―4番。
○４番（中村泰輔君）予算やスケジュールを市

町と議論するための準備を今まさにされている

のかなと感じました。

今回の答弁から、残念ながらスピード感を感

じることは難しいんですけれども、前向きに解

釈すると、確実に進めていくという意思のあら

われと理解しておりますが、その理解でよろし

いでしょうか。

○副議長（山口初實君） 知事。

○知事（大石賢吾君） 子育て支援の充実は、ぜ

ひ実現したいと考えておりますが、先ほどお答

えしたとおり、市町とのしっかりとした協議が

必要と考えております。

そのため、事業主体となる市町と意思疎通を

図るための議論を丁寧に行い、できるだけ早期

の実現を図ってまいりたいと考えています。

○副議長（山口初實君） 中村泰輔議員―4番。

○４番（中村泰輔君） 前の3月定例会でも、自
主財源が乏しい長崎県において、大変な挑戦を

しようとしていると申し上げました。特に、所

管のこども政策局の負荷には配慮していただき

たいとお願いもしております。よって、ここは

焦らずに、丁寧にやっていただければと思いま

す。

しかしながら、いつまでもずるずるとやるわ

けにはいきませんので、知事が全体を見ながら、

適切に人的リソース等の調整をお願いしたいと

思います。

③令和4年度人口減少対策における「新しい
視点」とは。

こちらの6月補正、新しい視点や発想で取り
組む人口減少対策の資料について、お伺いしま

す。（資料掲示）

一般質問一日目に、この「新しい視点」につ

いて、知事からも答弁がなされました。しかし

ながら、この資料を見ても、何が新しい視点や

発想なのか、申し訳ないですが、正直理解がし

がたいです。むしろ、この資料の各施策を見て

も、前知事のよい政策を継承するというように

とれますが、そのような理解でよろしいでしょ

うか。

○副議長（山口初實君） 知事。

○知事（大石賢吾君）人口減少対策については、

県政における最重要課題と認識しておりまして、

引き続き、全力で取り組んでまいりたいと考え

ております。

社会減対策において、ＵＩターンの対策や高

校生の県内就職の促進、企業誘致による雇用創

出など、具体的な成果があらわれているこれら

の政策については、しっかりと継承しながら、

さらなる充実・強化を図ってまいりたいと考え

ています。
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一方、自然減については、近年、急速な拡大

傾向にありまして、これまで取り組んできた結

婚支援などに引き続き取り組むとともに、今後

は、子育て支援策の充実・強化に力を注ぐなど、

これまで以上に重点的に取り組んでまいります。

さらに、子育て環境の充実や、若者、女性が

やりがいを感じられる環境づくりを進めること

で、子育て世代のＵＩターンにもつなげるなど、

自然減対策と社会減対策を効果的に連動させる

ような視点も持ちながら、人口減少対策の推進

に全力を注いでまいりたいと考えています。

○副議長（山口初實君） 中村泰輔議員―4番。
○４番（中村泰輔君） 社会減については、継承

していくべきものは継承していくと、意思をは

っきりと改めて示されたと受け取っております。

しかしながら、全国最年少の現役パパの知事

が、自然減著しい長崎県で誕生したこと、これ

は自然減対策、子育て政策を求める県民の意思

だと、私もはっきりと思います。

公約の実現は、今後も確認させていただきま

すが、「子育てと言えば長崎県」と認知させる

べく、大石知事が子育て政策について、これか

らも日本全土にアピールされることをご支援し

てまいります。

④教育先進県としてのＡＩドリル導入につい

て。

昨年の一般質問等を通して、ＡＩドリルの導

入推進についてお願いをし、今回の6月補正に
て小・中学生を対象にしたＩＣＴを活用した子

どもの学習環境の改善という内容で予算議案が

上程されました。ありがとうございます。

確認すると、学校外での自主的な学習の充実

を図ることが目的とされています。

しかし、デジタル化の弊害は、紙ではないた

め、確認作業がしづらく、保護者が子どもの学

習状況を把握しにくいという懸念が考えられま

す。

そこで、成果を上げていくための保護者の教

育や理解を得るための方法について、お尋ねを

いたします。

○副議長（山口初實君） 教育委員会教育長。

○教育委員会教育長（中﨑謙司君） 先ほど、議

員の方からお話がありましたとおり、今年度、

新たに離島部と本土部の小・中学校をモデル校

として指定しまして、ＡＩドリルを活用した自

主的な学習を充実させることで、子どもたちの

学力向上を図ってまいりたいと考えております。

本事業におきましては、協議会を設置いたし

ますけれども、そこにＰＴＡ関係者にも委員と

して加わっていただきますので、保護者の視点

から、モデル校の取組を通しましてＡＩドリル

の学習についてのアドバイスをいただくことに

しております。

また、この事業によって得られましたＡＩド

リルの有効性や活用方法につきましては、「こ

れからの時代の学校外での学習のあり方」とし

まして、リーフレット等にまとめて、学校や保

護者に広く周知してまいりたいと考えておりま

す。

○副議長（山口初實君） 中村泰輔議員―4番。
○４番（中村泰輔君）よろしくお願いいたしま

す。

計算ドリルと漢字ドリルを購入する費用を合

わせれば、ＡＩドリルを購入する費用と変わら

ないと私は考えています。

既に、県下2市町で保護者が負担をしている
ところもあるようです。保護者がＡＩドリルの

価値を理解して、保護者負担によって普及を加

速していくべきだと私も考えておりますので、

よろしくお願いします。



令和４年長崎県議会・６月定例会（６月１４日）

- 148 -

関連質問です。

既に18市町でＡＩドリルが導入されていま
す。しかしながら、ＡＩドリルは、アプリケー

ションや運用ともに発展途上のものでございま

す。18市町でこれから蓄積されている知見を、
県が主体となって共有していくことが重要だと

思いますが、県下21市町との連携について、お
尋ねいたします。

○副議長（山口初實君） 教育委員会教育長。

○教育委員会教育長（中﨑謙司君） 現在、県が

設置しております「ＧＩＧＡスクール推進サイ

ト」におきまして、ＡＩドリルの活用に関しま

す県内小・中学校の実践事例、あるいは全国の

優れた先進事例を随時掲載しておりまして、各

市町に活用いただいているところでございます。

また、「ＧＩＧＡスクール構想」の実現を図

るために、全市町の教育委員会が参画しました

「情報化推進会議」を設置しておりますので、

今後は、ＡＩドリルの効果的な活用につきまし

てもテーマとして取り上げて、市町と情報交換

を進めてまいりたいと考えております。

○副議長（山口初實君） 中村泰輔議員―4番。
○４番（中村泰輔君） よろしくお願いします。

ＡＩドリルは、デジタルデータでございます。

学習状況、学習度、これらのいわゆるビッグデ

ータを活用できれば、ＡＩドリルの効率的な運

用につながると思います。国とも連携しながら

取り組んでいただきたいとお願いして、次の質

問に移ります。

（2）令和4年3月23日の佐賀県山口知事との
対談について。

①西九州ルートに関する佐賀県に対する今後

の取組。

大石知事におかれましては、去る3月23日、
佐賀県庁で山口知事と対談されました。

その際、山口知事から九州新幹線西九州ルー

トについて切り出され、これまでの経緯など、

佐賀県の思いも含めて説明されており、その中

で山口知事は、長崎県が全線フル規格を求めた

ことについて、「今まで一緒にやってきた長崎

県が豹変した」との表現で、その時から両県の

関係が話し合いの場を持てないような関係にな

ったとの考えを示されました。

しかしながら、当時はフリーゲージトレイン

の開発が難しくなった状況にあり、本県議会に

おいては、その解決策として、フリーゲージト

レインで果たされるはずであった新大阪までの

直通運行を実現するために、全線フル規格によ

る整備を求める声が大きくなるなど、議論が活

発になされていた状況でございました。

当時は、両県は西九州ルートについてしっか

りと議論を交わしていた関係にあり、また、与

党ＰＴ検討委員会のヒアリングの際には、県と

してもフル規格の考え方を示したものであり、

その後も議論ができる関係にあったと伺ってお

り、決して豹変したわけではないと考えていま

す。

西九州ルートの全線フル規格を実現するため

には、佐賀県のご理解が必要ではありますが、

一方で、本県の考え方をしっかりと伝えていく

必要があると考えています。

今後、県として、佐賀県に対してどのように

取り組んでいかれるのか、知事の考えをお尋ね

します。

○副議長（山口初實君） 知事。

○知事（大石賢吾君）人口減少が喫緊の課題で

ある本県にとって、西九州ルートの関西直通運

行により、交流人口の拡大を図ることが必要で

あります。

本県としては、フル規格による整備の実現が
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重要であるというふうに認識をしております。

一方、議員もおっしゃっていただいたとおり、

本県の考えだけでは整備は実現できるものでは

なく、佐賀県の理解が不可欠であります。

このため、知事就任の挨拶として、佐賀県の

山口知事と会談をし、西九州ルートについては、

佐賀県が考える課題を解決し、西九州地域全体

でメリットを享受できるよう知恵を絞っていき

たいことをお話いたしました。

佐賀県の課題を解決し、議論を前進させるた

めには、まずは、佐賀県と率直に話し合える関

係をつくり、議論を交わすことが重要でありま

す。

今後は、佐賀、長崎両県がそれぞれの考えを

しっかりと話しながら、議論を深めてまいりた

いと思います。

○副議長（山口初實君） 中村泰輔議員―4番。
○４番（中村泰輔君） 知事のお人柄で、山口知

事と近くなられたと、県民も感じておられる方

も多くいらっしゃいますので、ぜひとも密にコ

ミュニケーションを取っていただいて、佐賀県

の理解を得ていただくように努力していただく

とともに、両県がしっかりと考えを伝えると、

今知事もおっしゃっていただきましたので、そ

こを改めてお願いして、次の質問に移ります。

（3）知事の厚生労働省の経歴とコロナとた
たかう医療専門家としての公約について。

①令和4年3月定例会の厚生労働省の経歴に
関した質問に対する答弁。

前3月定例会の一般質問において、厚生労働
省には千葉大学から出向したのかどうかという

質問に対して、「千葉大学を退職して厚生労働

省に入職して、厚生労働省の国家公務員として

勤務していた」と知事は答弁なされました。こ

ちらの前の3月定例会の議事録を読みますと、

（議事録掲示）知事は、この答弁の前の質問で、

「どんな形であれ、年度の仕事が終われば長崎

に帰ってくる」と発言をなさっております。

省庁の仕事は、令和2年度と令和3年度の2年
間だけだったと、最初から決まっていたのかな

と、私はこの議事録を改めて読んで感じた次第

です。一般的に県庁職員の皆さんが省庁に出向

する場合、一度県を退職して、出向することに

なるようです。

改めて大石知事に確認いたしますが、厚生労

働省には千葉大学から出向なされたのでしょう

か。

○副議長（山口初實君） 知事。

○知事（大石賢吾君）前回もお答えしましたと

おり、千葉大学は退職をしております。

厚生労働大臣から、令和2年4月1日付で厚生
労働技官医政局地域医療計画課救急・周産期医

療等対策室長補佐に採用するという辞令を受け

て入省をしております。

○副議長（山口初實君） 中村泰輔議員―4番。
○４番（中村泰輔君）前回と同じご答弁だった

と思います。私は、出向を千葉大学から厚生労

働省にされたのかをお伺いいたしました。その

質問について、改めてお尋ねします。

○副議長（山口初實君） 知事。

○知事（大石賢吾君） 出向という形じゃなく、

一旦退職をして入職をしたということが事実で

ございます。

○副議長（山口初實君） 中村泰輔議員―4番。
○４番（中村泰輔君）退職をされたということ

でですね、県庁職員もそういう形で入庁される

んですけれども、それでは聞き方を変えさせて

いただきます。

出向ではないということであれば、長崎県知

事選挙に出馬する前の退職金、これは厚生労働
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省から得たという理解でよろしいでしょうか。

○副議長（山口初實君） 知事。

○知事（大石賢吾君） 退職金につきましては、

退職時に在職をしていた国立研究開発法人の日

本医療研究開発機構から支給されたものでござ

います。

○副議長（山口初實君） 中村泰輔議員―4番。
○４番（中村泰輔君） わかりました。退職金が

ＡＭＥＤですかね、ＡＭＥＤから出たというこ

とであれば、出向ではないというように解釈で

きますので、一旦そこで質問を終わらせていた

だきたいと思います。

②コロナとたたかう医療専門家としての「県

独自の対策」について。

コロナとたたかう医療専門家として、県独自

の対策を行うことをアピールされて長崎県知事

選挙を制された大石知事、今求められる感染対

策の緊迫感は、以前より下がっていると思いま

す。

しかしながら、県民は、今後の有事における

知事の対応について注目をしております。今後、

過去にないほどの脅威のウイルスが到来した場

合を想定して、県独自の対策として具体的にど

う対応しようとされているのか、お尋ねいたし

ます。

○副議長（山口初實君） 知事。

○知事（大石賢吾君）新型コロナウイルスの特

性及び現在までの状況を踏まえると、コロナの

完全な収束は現実的ではないというふうに思い

ます。

私は、今後、コロナの対策につきましては、

コロナとの共生を図っていく必要があると考え

ています。

このため、目の前の感染対策はもとより、今

後、感染が再拡大した場合にも備えて、医療の

専門家としての視点を活かして、県民の皆様が

身近な医療機関で診療・検査を受けられる体制

をしっかり構築するとともに、高齢者施設の入

所者等、重症化リスクの高い方に対しては、対

策を強化していくことが重要であると考えてい

ます。

具体的には、検査や診断が受けられる医療機

関を増やしつつ、地図上で公表するとともに、

長崎大学病院と連携し、平時から各医療機関に

おいて、院内での感染症に対応する多職種による

診療チームの育成や、医療機関の現地指導まで

実施する医療従事者の人材育成も行っています。

また、高齢者施設への支援を迅速に行えるよ

う、医師会と協力し、医療圏ごとに支援医療機

関をリスト化いたします。

さらに、クラスター発生施設で活動する医療

支援チーム「長崎ＣｏｖＭＡＴ」に新たにリハ

ビリ専門職に参加いただくことで、リハビリテ

ーションへの助言体制も構築をいたします。

一方、後遺症への対策も重要であることから、

かかりつけ医などを後遺症外来の一次医療機関、

より専門的な診療ができる地域の中核病院を二

次医療機関と位置づけ、長崎大学病院には三次

医療機関として役割を担っていただける体制を

構築したところであります。

私としましては、これまで以上に、長崎大学

や医師会等の関係団体との連携を深め、こうし

た新たな取組に、さらなるご協力、ご支援をい

ただきながら、県民の皆様が安心して生活でき

るよう、引き続き、コロナ感染症対策に力を注

いでまいりたいというふうに考えています。

○副議長（山口初實君） 中村泰輔議員―4番。
○４番（中村泰輔君）「コロナとたたかう医療

専門家」ということ、あと「県独自の対策」と、

これまでずっと言われておりましたけれども、
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非常に具体的に述べていただいたと私は感じま

した。

大石知事の医師会とのパイプを活かされて、

デジタル化の話もございましたし、後遺症外来

をより踏み込んで今度されているということで、

また医療圏ごとのリスト化と、こういったとこ

ろは地域ごとに恐らく感染状況が違ってきた時

に、また活かされると思いますし、ぜひとも今

後、大きな波がこないことを望むところでござ

いますけれども、有事の対応をお願いして、次

の質問に移ります。

（4）知事選挙での公職選挙法に関する県民
団体の動きについて。

①知事の受け止めと対応状況。

541票差というまれに見る僅差で長崎県知事
選挙を制し、全国最年少知事となった大石知事、

全国的にも注目された選挙となりましたが、そ

の後に大石知事の公職選挙法違反を告発する県

民団体の動きについて、ＮＢＣ（長崎放送）、

ＫＴＮ（テレビ長崎）、ＮＩＢ（長崎国際テレ

ビ）の3つの民放で報道され、ツイッター等の
ＳＮＳにおいても、この話題について今でも発

信がなされております。

大石知事に任命され、選挙参謀という総括主

宰者として、選挙運動を行ったと言われる大濱

崎卓真氏が代表取締役社長を務める東京の選挙

コンサルタント会社、ジャッグジャパン株式会

社に対して、電話代として402万円を支払った
ことが報道でも伝えられています。

確かに、こちらの報告書を見ますと、（資料

掲示）電話代として402万82円と、大石知事が
長崎県選挙管理委員会に提出された選挙運動費

用収支報告書、こちらに書かれております。（資

料掲示）

長崎県が公式に運営する大石知事のツイッタ

ー「県庁知事室」等のアカウントあてにも、県

民の方のみならず、全国の方から寄せられた本

件に関するコメントが見えるようになっていま

す。「長崎県は大丈夫か」と、私も全国の知人

からお声をいただきました。

今、長崎県がこうした状況にあることを、私

は大変憂えております。今回の一般質問で、「長

崎県は大丈夫だ」と大石知事におっしゃってい

ただきたい。長崎県民の皆さんと本県に関心の

ある全国の皆さんを安心させてください。その

ために質問します。

また、来週水曜日、22日から参議院選挙がは
じまりますので、公職選挙法に基づいた選挙運

動資金の問題について、議場の場で改めて質疑

しなければいけません。

ジャッグジャパンについて、同社ホームペー

ジを確認しました。ジャッグジャパンは、電話

会社ではございません。選挙コンサルタント会

社です。

そこで、大石知事に、2点お尋ねいたします。
1、大石知事は、長崎県知事の選挙において、
ジャッグジャパン株式会社代表取締役社長の大

濱崎卓真氏を選挙コンサルタントに起用し、選

挙運動を行わせましたか。ＳＮＳでも複数の県

民が、選挙中に長崎で大濱崎氏を目撃しており、

大濱崎氏ご自身のYouTubeでも、ご本人が選挙
運動をやっていたと、そのようにとれることを

おっしゃっています。

2、ジャッグジャパン株式会社に対して、電
話代として支払われた約402万円は、具体的に
何の対価として支払われたものなのか、本当に

全額電話代でしょうか、ご答弁願います。

○副議長（山口初實君） 知事。

○知事（大石賢吾君） まず、私が、適切に選挙

運動を行ったということをしっかりとお話して
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いただきたいということでございました。

私としましては、公職選挙法にのっとって知

事選挙、選挙運動をしっかりと行ったというふ

うに考えております。そのうえで、ご質問にお

答えいたします。

まず、1つ目のご質問、大濱崎卓真さんとの
関係ということですけれども、通常、普段から

お話をする取引先でございます。ただ、選挙運

動に関して費用が発生するような、そういった

ことはありませんで、全ては報告書に載ってい

るものが全てということになります。

2つ目の質問の通信費の402万円の部分です
けれども、これはあくまでオートコールなどの

通信費の支出でありまして、コンサルタント料

については含まれていないということです。

○副議長（山口初實君） 中村泰輔議員―4番。
○４番（中村泰輔君）ご答弁ありがとうござい

ます。はっきりとおっしゃっていただいたと思

います。ありがとうございます。

まず、大濱崎卓真氏が選挙運動を行ったのか

というようなことについては、それはないとい

うことで理解をしました。

続きまして、ジャッグジャパン株式会社に電

話代として支払われた402万円は、全額オート
コールということで理解をし、例えばコンサル

タント費用、そういったものは入っていないと

いうことで理解しましたが、それでよろしいで

しょうか。

○副議長（山口初實君） 知事。

○知事（大石賢吾君） 1つ目のご質問について、
選挙費用報告書の中に発生している以外の支出

が、報酬が発生している事実はございません。

それが全てでございます。

2つ目のことにも、コンサルタント料が含ま
れていないということで間違いありません。

○副議長（山口初實君） 中村泰輔議員―4番。
○４番（中村泰輔君）改めて確認させていただ

きました。非常に明確におっしゃっていただい

たので、私も知事を信じてよいということで、

今、その答弁が議場の場ですので、それが真実

ということで、知事を信じてよいと感じたとこ

ろでございます。

②県民へのメッセージ。

改めて、長崎県民の皆さんに安心していただ

くために、これは質問をしておりますので、今

回の件については適正であり、問題はない、心

配する必要はないと、県民の皆さんに対して、

改めてメッセージをお伝えいただけないでしょ

うか。

○副議長（山口初實君） 知事。

○知事（大石賢吾君） 改めまして、私としまし

ては、公職選挙法にのっとり、適切に知事選の

選挙運動を行ったというふうに考えております。

今後も、引き続き、県政の課題解決と、新し

い長崎県づくりに全力で取り組んでまいりたい

というように考えています。

○副議長（山口初實君） 中村泰輔議員―4番。
○４番（中村泰輔君） それでは、次の質問に移

ります。

2、産業振興について。
（1）長崎県成長産業ネクストステージ投資

促進事業について。

①これまでの成果。

コロナ初期のちょうど2年前の議会、一般質
問にて、製造業関係者の声を受けて支援を求め、

県も本事業を既に検討しており、その後、予算

化された本事業ですが、2年経過した今でも、
製造業関係の皆さんから、本事業のおかげで新

たな事業展開ができる、本当に感謝していると

の声を多くいただきます。
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本事業のこれまでの成果について、お尋ねい

たします。

○副議長（山口初實君） 産業労働部長。

○産業労働部長（松尾誠司君）成長産業ネクス

トステージ投資促進事業は、県内経済と雇用を

下支えするため、成長分野に進出する県内企業

を支援する事業として、これまで計4回、総額
37億8,000万円の予算を措置し、合計194件の事
業を採択いたしました。

本事業を活用して、造船プラント分野におい

て、海外での製造から県内回帰する事例や、医

療関連企業が県内に進出した事例など、本事業

全体で、今後2年間で300人を超える雇用創出や、
今後10年間で約320億円の県内発注が見込まれ
るなど、成長分野において具体的な成果が出て

おります。

○副議長（山口初實君） 中村泰輔議員―4番。
○４番（中村泰輔君）答弁ありがとうございま

す。事業効果が非常に高い施策であったと、大

変喜ばしく思っておりますし、多くの製造業関

係者の皆さんと、この施策について話をすると、

本当にこれから期待ができるというか、逆に頑

張っていくための意欲が出たというような方ま

でいらっしゃいます。本当にありがとうござい

ます。これを踏まえて、次の質問に移ります。

②今後のさらなる推進。

今回の補正予算においてもグリーン、海洋エ

ネルギー、航空機、半導体等の産業を中心に予

算議案が上程されておりますが、本事業のよう

な製造業全体に対する柔軟性の高い支援も必要

だと考えます。

ネクストステージ補助金のさらなる推進を期

待する声が製造業関係者からも聞かれますが、

知事のお考えをお尋ねします。

○副議長（山口初實君） 知事。

○知事（大石賢吾君） 本事業につきましては、

造船業の不振に加え、コロナ禍で厳しい状況に

あった県内製造業を下支えするとともに、成長

分野への進出を後押しするため、国が創設した

コロナ関係の交付金を活用して実施したもので

あり、一定の効果があったものと認識をしてお

ります。

一方で、県の自主財源での実施は難しいと考

えておりますが、今後とも、県内の経済や雇用

情勢等を踏まえながら検討してまいりたいとい

うふうに考えています。

○副議長（山口初實君） 中村泰輔議員―4番。
○４番（中村泰輔君） もともとのこの事業が、

コロナの補助金が財源でございました。今後の

経済動向を踏まえて判断いただけるということ

でしたので、改めて本当に成果というか、結果

が見えた施策であって、県民の多くの製造業関

係の皆さんが期待をしているということを、改

めて知事にお伝えしまして、次の質問に移りま

す。

（2）カーボンニュートラル関連産業。
①石炭火力発電所の高効率化。

2030年に向けて、非効率的な石炭火力発電所
をフェードアウトしていくと国は計画していま

す。県内には、石炭火力関連産業が集積してお

り、既に今後の事業環境に不安を感じている事

業者も多くおられます。

また、県内には、松島、松浦火力など、低効

率の石炭火力発電所も存在します。

県は、石炭火力発電所の高効率化について、

どのように考えているのか、お尋ねいたします。

○副議長（山口初實君） 産業労働部長。

○産業労働部長（松尾誠司君）本県の松浦市や

西海市にある石炭火力発電所については、我が

国の重要な電力供給拠点として、地域経済や雇
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用の創出を牽引していただいております。

県においては、再生可能エネルギーの導入が

拡大する中で、電力の安定供給には、出力調整

機能にすぐれた石炭火力の高効率化、低炭素化

が必要と考えることから、石炭ガス化複合発電

（ＩＧＣＣ）へのリプレース等について、国へ

電力事業者への支援を要望してまいりました。

また、国内の石炭火力発電所の高効率化に当

たっては、県内企業が培った技術の活用も見込

めるなど、本県経済への波及効果も期待してい

るところであります。

○副議長（山口初實君） 中村泰輔議員―4番。
○４番（中村泰輔君）答弁いただきました中に、

ＩＧＣＣ（石炭ガス化複合発電）、おっしゃっ

ていただきました。これは、今後、松島火力等

で導入されていく可能性がございます。

ＩＧＣＣは、長崎の技術で、長崎の産業振興

において非常に重要なものだと考えています。

現在のロシアの状況を見ると、ガスの価格は

しばらく高騰し続けると予想されており、

ＩＧＣＣへの期待もございます。県としても状

況を注視していただくことをお願いして、次の

質問に移ります。

②今後の県内洋上風力関連産業。

国は、2040年までに原子力発電所総発電電力
と同等の45ギガワットを洋上風力で果たすと、
導入目標を明確にして、案件形成に取り組んで

います。

今後は、いわゆる第2ラウンドとなりますが、
先日、西海市江島沖が第3回の地元協議会を終
え、事業者決定を待つこととなりました。

他県では、秋田県や千葉県で事業者が決定し

ており、国内各地で商用化の取組がはじまって

います。

このように、関連産業の市場が拡大する中、

県内企業の参入促進については、県はどのよう

に取り組むのか、お尋ねいたします。

○副議長（山口初實君） 産業労働部長。

○産業労働部長（松尾誠司君）洋上風力関連産

業は、本県の基幹産業である造船業で培った技

術力や人材が活用できる分野として、これまで

専門人材の育成や新規参入のための技術革新、

技術開発に取り組んでまいりました。

このような中、昨年6月に発電事業者が決定
しました五島市沖に続き、西海市江島沖につい

ても、今後の促進区域の指定に向けた手続が進

められており、県としては、国の指針の策定に

当たって、県内企業を最大限活用するよう働き

かけているところであります。

今後、秋田県沖や千葉県沖をはじめとして、

国内各地で市場が拡大していくことから、県で

は、今回の補正予算で海洋エネルギー関連産業

創出促進事業として、県内企業の取引拡大につ

ながるようマッチングや設備投資等への支援に

係る予算案をご提案させていただいております。

○副議長（山口初實君） 中村泰輔議員―4番。
○４番（中村泰輔君）今議会で予算案を上程し

ていただいていると、確認しております。

今後、西海市沖がはじまるということで、こ

の経済効果を最大限に高めていくことが我が県

において重要であると思います。

そのためにも、おっしゃっていただきました

けれども、先に事業決定しました秋田県、千葉

県の市場が獲得できるように、県としても改め

てバックアップをお願いして、次の質問に移り

ますが、すみません、ちょっとここで洋上風力

のことで、これはお願いでとどめておきますけ

れども、やはり地元の海域において、多くの洋

上風力発電所を設置していくことが、県内の産

業振興において極めて重要であると、西海市沖
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は、400メガワット級ということで、これは実
はもう全国的に見ても、秋田の由利本荘が一番

今のところ大きいんですけれども、それに次ぐ

レベルの規模で、本当にこれは頑張っていただ

いて、これだけの大きな規模の市場をつくって

いただいたと思っております。本当に感謝して

います。

しかしながら、今後は、離島で続けて洋上風

力の事業を進めていこうということで県も取り

組んでおりますけれども、やはり地元で洋上風

力のウィンドファームみたいなものができてく

ればいいと思います。

しかしながら、海外の事業者の方とかと、国

内も含めてですけれども、話をしますと、やっ

ぱり日本のは規模が小さいんですね。由利本荘

でも1ギガワットを切るぐらい。海外を見ると、
もっと大きい規模で案件形成がされています。

恐らく今後は、浮体式とかにつながってくるん

だと思うんですけれど、国とも連携をして、浮

体式の技術を高めていって、そして長崎県内に

おいて、多くの洋上ウィンドファームを形成で

きるように、非常に難しいとは思いますけれど

も、お願いをいたします。

また、いろいろ安全保障のことを言い出した

ら、すごく難しい話にはなるんですけれども、

西海市沖は非常にそういう防衛の面においては

重要な位置だということで認識をしております

ので、ここについては詳しくは述べませんけれ

ども、国と連携していただきたいと思います。

③カーボンニュートラルポート検討会の開催。

こちらのパネルですけれども、（パネル掲示）

お手元の資料をご覧いただければと思います。

国交省が作られた資料で、最近、国にて検討が

進められています。こちらの意義としては、上

に書いてありますけれども、1、水素、燃料、

アンモニア等の大量安定、安価な輸入や貯蔵等

を可能とする受入れ環境の整備、即ち産業化に

つながることでございます。

また、2、脱炭素化に配慮した港湾機能の高
度化等を通じ、カーボンニュートラルポートの

形成を推進する。この2つが大きな意義でござ
います。

イメージ図を見ていただきますと、長崎県と

関連するものが実はございます。製鉄所や化学

コンビナート、プラントとかはないんですけれ

ども、今後拡大していく、先ほど申し上げまし

た洋上風力発電、また、水素、アンモニアの運

搬船、これが長崎では造れます、水素はまだや

ってないですけれども。また、アンモニア混焼

発電技術等を長崎県は有しています。また、先

ほど申し上げました、石炭火力発電所もあった

りするんです。

こういった中で、私は、今後、水素、アンモ

ニアの貯蔵設備の誘致などを通して、既存の産

業が生まれ変わる可能性があると考えています。

水素、アンモニアは、未来の燃料と言われて

おりますけれども、将来を見通して、他県に後

塵を拝してはならないと思います。

しかしながら、他県は既に20か所超において、
カーボンニュートラルポート検討会が開催をさ

れています。

長崎県でも、まずは検討会からはじめること

ができないか、お尋ねをいたします。

○副議長（山口初實君） 土木部長。

○土木部長（奥田秀樹君）カーボンニュートラ

ルポートは、脱炭素化に配慮した港湾機能の高

度化や、港湾地域に立地する産業拠点から排出

される温室効果ガスの排出量削減を目指す取組

です。

全国的にコンテナや石炭などの取扱いが多く、
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発電所や製鉄所などが立地する港湾において、

国が中心となって検討会が開催され、昨年12月
にカーボンニュートラルポート形成に向けた施

策の方向性が示されたところです。

本県としても、港湾における脱炭素化の取組

は重要と考えており、県として取り組むべき内

容を整理した後、検討会を設置するなど、港湾

地域に立地する企業のご意見も賜りながら、検

討を進めてまいります。

○副議長（山口初實君） 中村泰輔議員―4番。
○４番（中村泰輔君）前向きなご答弁をいただ

いたと思っております。

佐世保市は、勉強会をはじめるというような

ことを少し聞きました。ぜひとも、民間を巻き

込んでいただいて、議論するところから始めて

いただければと思います。

本質問のために、経済産業省、また国土交通

省に問い合わせました。先ほど申し上げたイメ

ージ図にある長崎県の技術、確認しましたけれ

ども、カーボンニュートラルポート実現におい

て有益な技術であると、そこはおっしゃってい

ただいておりますので、引き続き、国との連携

をお願いして、次の質問に移ります。

（3）水産業の販路拡大戦略と資源管理を見
据えた水産ＤＸ。

①海外地域別輸出拡大の戦略。

国内の水産物需要が縮小する中、輸出の拡大

は重要な課題と考えます。

県の水産物の輸出拡大に向け、海外の地域別

にどのような取組を行っていくのか、お尋ねい

たします。

○副議長（山口初實君） 水産部長。

○水産部長（川口和宏君）最大の輸出先国であ

る中国については、産地間競争が激しい中で、

販路拡大を図るため、現地パートナー企業と連

携し、トップセールスを交えながら、見本市へ

の出展等による販促活動を強化してまいります。

また、米国については、ブリやマアジなどの

養殖魚のさらなる輸出拡大を図るため、養殖産

地の生産力の強化や、新たな地域への販路開拓

を進めていきます。

ＥＵについては、生産から加工、出荷の全段

階に厳しい衛生基準が求められており、この基

準を満たすＨＡＣＣＰ等の施設認定を持つ事業

者による輸出の取組を支援してまいります。

このほか、新たに輸出にチャレンジする事業

者については、輸出先国に合わせた試験輸送な

どの取組を後押しし、県産水産物の輸出拡大に

努めてまいります。

○副議長（山口初實君） 中村泰輔議員―4番。
○４番（中村泰輔君）この輸出戦略についてお

尋ねしたのは、次の質問に関連するんですけれ

ども、加工業、これの視点が少し抜けているん

じゃないかというように感じましたので、お尋

ねさせていただきました。それを踏まえて、次

の質問に移ります。

②輸出拡大に向けた県内水産加工事業への支

援。

輸出拡大にはパートナーとの、先ほどおっし

ゃられた、今回の補正で付いています。パート

ナーとの連携も必要ですけれども、まずは水産

加工業の強化が必要と考えます。どのような支

援策があるのか、お尋ねいたします。

○副議長（山口初實君） 水産部長。

○水産部長（川口和宏君）輸出を拡大するため

には、輸出先国における外食や小売りなどの具

体的な需要形態を踏まえたうえで、加工して輸

出することも重要だと考えております。

このため、県では、生産者と加工業者などが

連携して取り組む市場調査、試験輸出、商品改
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良等に対して支援してまいります。

また、輸出先国ごとに様々な輸入条件があり、

加工施設等の整備や輸出認証の取得が必要な場

合は、引き続き、国の事業も活用した支援を検

討してまいります。

○副議長（山口初實君） 中村泰輔議員―4番。
○４番（中村泰輔君） 調査であるとか、とても

事業者単体ではなかなかできないようなことを

おっしゃっていただいたと思います。

事業者の皆さんと話をいたしますと、やはり

加工の支援がほしいんだと、やっぱり加工場が

ないというようなことをおっしゃっていただく

方が多くいらっしゃいますので、国内の販路拡

大も含めて、加工の支援をよろしくお願いいた

します。

③資源管理を見据えた水産ＤＸ。

漁師の方と話をすると、以前より魚が捕れな

くなったと伺うことがございます。資源管理が

重要であると私は考えています。

今後、新たな資源管理を推進していくうえで、

ＴＡＣ魚種等の漁獲量をしっかりと管理するこ

とが国から求められており、管理のためにはデ

ジタル化が必須であると考えます。

また、魚を捕るところからデジタル化を進め

ていくことが重要であるとも考えており、漁業

操業情報等をデジタル化した効率的なシステム

導入が必要です。魚を捕ることから、さらに、

捕った量を報告するところまでの漁業の入り口

から出口までの水産ＤＸについて、お尋ねいた

します。

○副議長（山口初實君） 水産部長。

○水産部長（川口和宏君） 県としても、資源管

理を推進するためのデジタル化は重要であると

認識しており、生産現場に負担をかけずに、魚

種別漁獲量のデータを、迅速かつ正確に収集す

るため、現在、各漁協や主要な市場において、

国事業を活用し、既存の販売システムを漁獲報

告に変換できるよう改修を進めております。

今後、ＴＡＣ対象魚種の拡大等が進められる

中で、漁場での操業位置や回数など、資源管理

に重要な操業情報まで含めたデジタル化につい

ては、県としてどのようなことができるか研究

してまいりたいと考えております。

○副議長（山口初實君） 中村泰輔議員―4番。
○４番（中村泰輔君） よろしくお願いします。

県には、まさに、先ほど申し上げた漁業の入

り口から出口まで、この水産ＤＸを開発する企

業がございます。水産庁と既に連携をして取り

組んでいるようです。県との連携も進んでいる

と聞いておりますけれども、さらなる連携をお

願いして、次の質問に移ります。

（4）長崎大学と連携した医療関連産業の企
業誘致。

①医療関連企業の誘致。

これまで、過去2回の一般質問において、コ
ロナワクチンの開発に取り組んできた長崎大学

の田中義正創薬イノベーションセンター長につ

いて、ご紹介をしてきました。一年前は、コロ

ナワクチンの開発について、実は日本で先頭を

走っていると国からも言われていた田中先生で

したけれども、最近、そのコロナワクチンの開

発状況をお伺いしたところ、プラスチック消耗

品などの研究開発資材の供給がストップしてし

まい、ワクチン製造、研究も止まってしまった

との報告をいただきました。

大手のワクチン製造企業やＰＣＲ検査に資材

が回されてしまい、大学の研究室レベルの多く

の開発が世界的にもストップしたようです。

長崎大学では、今後、ＢＳＬ－４の運用もは

じまる予定であり、不足リスク回避のためにも、
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医療資材を含めた医療関連企業の誘致を積極的

に取り組んでいくべきと考えますが、県の考え

をお尋ねいたします。

○副議長（山口初實君） 知事。

○知事（大石賢吾君） 議員ご指摘のとおり、コ

ロナ禍などの有事に備えて、研究用資材等の供

給体制を整えることは重要であるというふうに

考えております。

一方、企業誘致については、付加価値が高く、

先進的で、県内企業への波及効果が大きい企業

等を対象として重点的に進めているところでご

ざいます。

これまで、長崎大学との連携によって、糖尿

病検査機器のソフトウェア開発企業や、人工関

節の開発・製造を行う企業が県内に進出したほ

か、昨年は、ＢＳＬ－４施設にも納入実績があ

る医療用滅菌装置の国内トップ企業が本県への

進出を決定したところでございます。

今後とも、長崎大学をはじめ、県内の関係機

関と連携をして、医療関連分野における企業誘

致にも力を注いでまいりたいというふうに考え

ています。

○副議長（山口初實君） 中村泰輔議員―4番。
○４番（中村泰輔君） ここは、大石知事の真骨

頂だと思います。だから質問しました。よろし

くお願いします。

田中先生は、今後、細胞医療関連産業を、長

崎大学病院を中心に大学発ベンチャーとして立

ち上げていきたいとの考えをお持ちのようです。

これまでの低分子医薬や抗体医薬から細胞医薬

に製薬企業の投資の流れが大きく変化していま

す。細胞医療とは、大石知事はもうご存じかと

思いますけれども、がん細胞やウイルス細胞と

闘う免疫細胞を血液に混入させるという手法と

伺っております。

大学病院のようなところでなければ開発や処

置ができないとおっしゃられました。

このような、まさにイノベーションと言える

産業が長崎から息吹こうとしています。

大石知事は、厚労省からＡＭＥＤに派遣され

て、革新基盤創成事業部、私もちょっとホーム

ページを拝見しましたけれども、そのＡＭＥＤ

のホームページを見ました。まさに、この田中

先生の研究分野のような事業を推進されていた

のが大石知事だと思いますので、ぜひともご支

援いただきたく、よろしくお願いいたします。

3、デザイン性・デザイン思考を取り入れた
広報戦略。

（1）部局横断的にデザイン思考を取り入れ
た「さがデザイン」について。

①ながさき漁業伝習所におけるデザイン性を

踏まえた広報発信。

一次産業の水産業を例にして質問いたします。

若者にとって漁業は、体力的にきつく、稼げ

ないというイメージが実情です。

三陸には、若手漁師集団として立ち上がった

フィッシャーマンジャパンという一般社団法人

がございます。ここでは、「漁業を格好よく」

というコンセプトをもとに、若手漁師を育てる

ためのプロジェクト、アパレルブランドと組ん

だ漁師のウエア展開、漁業の魅力を伝える取組

など、幅広く行われています。

長崎県の若手漁業就労者数の増加のために、

ながさき漁業伝習所がございますけれども、こ

ちらのホームページやＳＮＳを見て、もっとデ

ザイン性を強化した方がよいと考えますが、具

体的にどのような作り方をされているのか、お

尋ねいたします。

○副議長（山口初實君） 水産部長。

○水産部長（川口和宏君）ながさき漁業伝習所
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は、漁業就業に関する相談窓口として、平成28
年度から本県漁業の紹介や就業希望者への情報

発信、就業に向けた個別相談等を行っておりま

す。

ホームページについては、就業イベント情報

のほか、ＵＩターンや地元で就業した若い漁業

者の暮らしぶりなど、新規就業者を呼び込むた

めの情報を職員が収集して作成し、随時更新し

ながら発信をしております。

デザイン性を踏まえたものとしては、昨年度、

就業希望者へ配布する漁業就業ガイドブックの

作成の際に、長崎大学水産学部を舞台に、水産

業を目指す若者たちを描いた漫画家のイラスト

を活用したところです。

○副議長（山口初實君） 中村泰輔議員―4番。
○４番（中村泰輔君）ご答弁いただいたと思い

ますけれども、こちらですかね。（冊子掲示）

このガイドブックですね、おっしゃっていただ

きました。

私も、これをはじめて手に取った時、非常に

とても印象が深かったと、今でも覚えています。

しかしながら、単発的な取組ではなくて、長

期的にイメージアップの空気を醸成していかな

ければならないとも感じたところです。

また、なかなか担当者の力量によってしまう

ようなところがあるのかなというふうにも感じ

ました。

やはりデザインですね、私もたまにソフトで

やったりするんですけれども、全然下手で、素

人では厳しくて、専門家にお任せした方がいい

ものができるなと思っております。

②「さがデザイン」のようなデザイン性・デ

ザイン思考の本県での展開。

個人によるものではなく、部局横断的にデザ

イン性やデザイン思考のフィルターを常に通す

仕組みが必要だと考えます。

佐賀県は、「さがデザイン」という取り組み

を行っています。その中にアグリヒーローズと

いうプロジェクトがあります。県内の5つの農
家を公募で募集し、その方々にクリエイターが

伴走して、4か年で事業計画をつくって軌道に
乗せていくという内容です。なんと、本県のク

リエイターの方も佐賀県のプロジェクトに参加

されているようです。

「さがデザイン」は、佐賀県政策部の中に設

けられた部門で、部局横断的に県庁における

様々なプロジェクトに関わっています。

県内クリエイティブな方々のネットワークを

構築し、クリエイティブのフィルターを通して、

政策をブラッシュアップしていきます。

「さがデザイン」のように、長崎県も部局横

断的にデザイン性やデザイン思考のフィルター

を常に通す仕組みが必要だと考えますが、いか

がでしょうか、お尋ねします。

○副議長（山口初實君） 企画部長。

○企画部長（浦 真樹君）近年の複雑多様化す

る課題に的確に対応していくためには、課題の

本質を見極め、これまでにない新たな発想を生

み出すデザイン思考を取り入れていくことは意

義があるものと考えております。

このため、昨年度から、本県の政策形成にデ

ザイン思考を取り入れる仕組みづくりに着手を

しておりまして、本年1月には、民間のデザイ
ナー等で構成する「政策デザイン会議」を庁内

に設けたところでございます。

この会議は、まだ緒についたばかりではあり

ますけれども、これまで健康長寿に係る取組、

あるいは「こんな長崎どがんです会」の運営な

どについて、新たな視点のアイデアをいただく

など、事業構築の一部にも活かしてきていると
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ころでございます。

今後、「政策デザイン会議」の有効活用を図

りながら、より効果的な事業構築につながるよ

うなデザイン思考を取り入れた仕組みの充実、

こういったものに努めてまいりたいと考えてお

ります。

○副議長（山口初實君） 中村泰輔議員―4番。
○４番（中村泰輔君）「デザイン思考」という

言葉が出てきました。ちょうど偶然といったら

あれですけれども、まさに県も取り組んでいこ

うとしているタイミングであろうと今思ったと

ころです。ぜひともよろしくお願いいたします。

そこで、大石知事にお尋ねします。

全国最年少知事として、やはりデザインを活

用して、若者をはじめ、県民の皆さんがわくわ

く感を感じる取組をぜひとも進めていただきた

いと思います。やっぱり変わったと県民の皆さ

んに思っていただくことが非常に大事と思いま

すので、お考えをお聞かせいただけないでしょ

うか。

○副議長（山口初實君） 知事。

○知事（大石賢吾君） 今般、様々な分野の情報

発信において、視覚的に高いデザイン性が求め

られているように感じています。

また、加えまして、ユーザー側のニーズに的

確に対応するうえでも、デザイン思考を取り入

れる重要性が高まっていると考えています。

私としましても、選ばれる長崎県づくりのた

めには、幅広い分野において、デザイン力をさ

らに発揮していく必要があるというふうに思っ

ています。

まさに、議員ご指摘のとおり、今回の補正予

算の編成過程においても、ちょうど全庁横断的

な情報発信のあり方などを課題と感じたところ

であります。こうした課題への対応も含めて、

今後、デザイン力を県政に活かす取組を進めて

いきたいというふうに考えます。

○副議長（山口初實君） 中村泰輔議員―4番。
○４番（中村泰輔君）非常に前向きなご答弁を

いただいたと思いました。

大石知事は、実際にこの間、佐賀県庁に行か

れて、「さがデザイン」を体験されたのかなと

思っておりますけれども、実は長崎県にご縁の

あるクリエイターの方で、全国で活躍されてい

る方が多くおられるそうです。

特に、九州アートディレクターズクラブを創

設された方が、こちらは長崎市のご出身という

ことで、こうした方々を中心に、本県にゆかり

のある方々のネットワークを組織して、今後の

県の政策にデザイン、またデザイン思考のフィ

ルターを通していくことは非常に有意義である

と思いますので、ぜひともよろしくお願いいた

します。

4、県内発注（委託料）の部局横断比較につ
いて。

（1）前回調査（Ｈ29）からの推移に関する
考察と県内発注率を高める取り組み。

表をつくって、（資料掲示）なかなか見にく

くて非常に申し訳ないんですけれども、理事者、

また議員の皆さん、お手元にございます。

こちらに平成29年度、また1年またいで令和
元年度、令和2年度の1,000万円以上の県からの
発注となる委託料の部局長別県外発注の推移を

示しました。

3年前、平成29年度の部局長横断比較をグラ
フに描いてパネルで示して、県には横ぐしを指

してほしいんだと、しっかりと管理をしてほし

いと申し入れました。

結果として、この上段の2つのグラフを見て
いただければ、赤で囲んでいますけれども、件
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数、金額ともに減少しています。また、一番大

きな事業をやっている土木部も、件数、金額と

もに平成29年度から減少しています。
そこで、土木部にお伺いします。

この推移についての考察と県内発注を高めて

いく取組について、お尋ねいたします。

○副議長（山口初實君） 土木部長。

○土木部長（奥田秀樹君）公共工事の品質確保

には、県内企業では対応が難しい橋梁やトンネ

ルの設計など、技術的難易度が高い業務につい

ては、県外企業に頼らざるを得ないのが実情で

す。

平成29年度と令和2年度の県内企業全体の受
注金額の割合を比較すると、約2％減少してい
ますが、その年の難易度の高い業務の多寡によ

り、割合は増減するものと考えています。

企業の技術力は一朝一夕で向上するものでは

ありませんが、県としても、県外企業から県内

企業への技術力の移転を狙ったＪＶ方式の採用

や、業界との意見交換を通じ、技術力向上を促

した結果、専門性の高い資格を持つ技術者が増

加してきたことから、高度と分類される業務の

一部を、平成28年度から県内企業へ一部発注し
ています。

引き続き、業界へ県内発注率を高めることに

欠かせない技術力の向上を促してまいります。

○副議長（山口初實君） 中村泰輔議員―4番。
○４番（中村泰輔君） 分析は、非常に難しいと

ころがありましたけれども、私としては、県内

発注を高めていけば、逆に県内企業が他県の事

業も受注できると考えます。

土木部に限らず、各部局長におかれましては、

常に推移をモニタリングしながら、県内発注を

高める具体的な取組をお願いします。

最後となりますが、週末、6月11日に日本維

新の会の松井一郎代表が参議院選挙を見据えた

応援のため、長崎市で街頭演説を行われ、長崎

への原爆投下に触れつつ、「抑止力を持たない

といけない。タブーなき議論が必要だ」と発言

されました。さらに、「我々は、核共有を含め

た議論をやるべきだと思う。長崎の人たちは原

爆の被害者、そういうところで、これを濁すよ

うなことはやり方がせこいと思っている」と、

その報道陣に対して述べられたようです。

被爆地長崎市において、今も核廃絶に向けて

人生をかけて闘っている方々がいらっしゃる中

で、このような発言をされたことは、とても容

認できません。

こちらの大石知事は、6月10日の長崎県議会
での答弁において、「核共有は容認できない」

と表明されました。大石知事は、日本維新の会

党本部から推薦を得て当選されましたが、核共

有について、日本維新の会の考えとは矛盾をし

ます。

ぜひとも、世界に恒久平和を訴える平和都市

長崎県を代表し、日本維新の会に正式にご抗議

をお願いできないでしょうか。

先週土曜日の出来事で、事前通告ができてお

りません。平和を願う長崎県民の思いをしっか

りと受け止めて、長崎県知事のご意志としてお

示しいただきたいと思いますが、大石知事、い

かがでしょうか。

○副議長（山口初實君） 知事。

○知事（大石賢吾君） ご指摘のとおり、私は、

平和を尊ぶ長崎県の知事として、核のなき世界

を目指すということは、強く、私、覚悟を持っ

て挑んでいるつもりでございます。その件につ

きまして、しっかりとそういった意見を表明し

て、維新の会にもそういった考えを、しっかり

と協議をしたうえで、核なき世界を実現できる
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よう、私としても努力をしていきたいというふ

うに思っています。

○副議長（山口初實君） 中村泰輔議員―4番。
○４番（中村泰輔君）しっかりとご答弁いただ

きました。

ぜひとも、長崎県の先頭で、世界平和を実現

するためにご尽力をいただければと思います。

ありがとうございました。（拍手）

○副議長（山口初實君） これより、しばらく休

憩いたします。

会議は、11時15分から再開いたします。
― 午前１１時 ２分 休憩 ―

― 午前１１時１５分 再開 ―

〇議長（坂本智徳君） 会議を再開いたします。

引き続き、一般質問を行います。

北村議員―12番。
〇１２番（北村貴寿君）（拍手）〔登壇〕皆様、

こんにちは。

自由民主党、大村市選出の北村貴寿です。

ご多用の中、傍聴席にお越しの皆様、そして、

オンラインでご視聴中の皆様、本当にありがと

うございます。

県政に送っていただきまして、早や4年目、
通算7度目、今期最後の一般質問になろうかと
存じます。

本日登壇する4名は、くしくも全て一期生で
あります。一期生らしく爽やかでフレッシュな

質問になるかどうかは、皆様にご判断を委ねる

ところでありますが、県民の皆様の期待と信頼

に応え、長崎県政にさらなるイノベーションを

起こす一時間にしたいと存じます。どうぞよろ

しくお願いを申し上げます。

1、長崎県庁のガバナンスについて。
（1）公共経営者としての理想像と経営理念。

大石知事におかれては、6月に入り就任3か月
が経過されました。全国最年少の知事として、

いかんなく行動力を発揮され、大変多忙な時期

をお過ごしのことと存じます。

長崎県を株式会社になぞらえれば、株主は県

民の皆様であり、知事は、経営を担う代表取締

役社長、県職員は社員であり、県民の幸福を最

大化するために働く組織です。

3か月経過したところで、改めて、知事は、
公共経営者として、どのような経営理念を持ち、

理想像を目指すのか、知事の答弁を求めます。

（2）管理職としての理想像。
知事が県民の皆様に示された公約の実現のた

めには、職員が知事の考えを理解し、知事と同

じ方向を目指すことが重要です。4,000名を超え
る職員が所属するそれぞれの組織においては、

管理職が果たす役割が大きく、マネジメント能

力の高い管理職が理想かと存じますが、管理職

のマネジメントについて、どのようにお考えか、

答弁を求めます。

（3）職員能力の向上。
職員が様々なスキルを身につけ能力を高めて

いくことが、最終的には、県民の幸福の創造に

つながると考えます。目指すべき職員像に向け

てどのような人材育成を行うのか、答弁を求め

ます。

2、Web3.0時代への対応について。
（1）ＮＦＴ（非代替性トークン）の活用。
Web3時代の到来は、「インターネットのフ

ランス革命」とも表現され、巨大プラットフォ

ーマーの力が弱まり、ゲームチェンジが起きる

と言われています。

中でもＮＦＴについては、国でも新しい資本

主義の成長戦略の柱として推進する姿勢が重要

だとしており、日本が失われた30年から脱却す
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るための新たなイノベーションとして期待をさ

れているところです。

北海道余市町では、ふるさと納税の返礼品と

して、ＮＦＴを使ったデジタルアートを採用、

錦鯉発祥の地である新潟県長岡市では、錦鯉を

シンボルにしたＮＦＴアートを発行し、電子住

民票として活用されています。

今後、本県においてもＮＦＴを活用した取組

が必要かと存じますが、県の考え方について答

弁を求めます。

（2）デジタル田園都市国家構想の推進。
政府が進めるデジタル田園都市国家構想にお

いては、デジタル実装によって地方の課題を解

決し、誰一人取り残されない社会を実現すると

いう基本方針がこのたび示されました。その中

には、構想を支えるハード及びソフトのデジタ

ル基盤整備に力を入れるとしています。

県は構想の実現に向けどのように関連施策を

推進するのか、さらには、「夏のDigi田甲子園」
が開催されると聞いておりますが、本県の応募

状況について答弁を求めます。

3、中小企業の振興について。
（1）原油、原材料の高騰対策。
ロシアのウクライナ侵攻は断じて許すことが

できません。この戦争の一刻も早い終結を心か

ら願うところです。

この侵略戦争に伴い、原油、原材料が高騰し、

全国の中小企業が甚大な影響を受けています。

県内の事業者からは、原材料高騰を受けて価格

転嫁が追いつかない、経営状況が悪化している、

このままではつぶれてしまうといった悲痛な声

をいただいており、県内中小企業の資金繰りに

おける緊急的な対応が必要かと存じます。

このような状況も踏まえ、県はどのような対

策を講じるのか、また、緊急性が求められるこ

とも鑑み、実施時期を明確に示すべきかと存じ

ますが、県の答弁を求めます。

（2）海外への販路開拓支援。
先般、人口減少により縮小する日本市場を踏

まえ、海外へ製品の販路拡大を検討している中

小企業事業者の声を聞かせていただきました。

県内の中小企業が市場規模を海外まで広げ、業

績の拡大に努めることは、県内の雇用の受け皿

の増加にも重要かと存じます。

長期にわたるコロナ禍で、海外との往来も制

限されてきましたが、徐々に交流再開の動きも

見られます。県は、海外への販路拡大を図る企

業の相談窓口を設置していますが、どのような

支援を行っているのか、また、今後の支援をど

う進めていくのか、答弁を求めます。

4、医療福祉について。
（1）骨髄ドナー支援制度。
令和3年度に県が創設した支援制度は、市町

に支援制度がないと活用できないため、市町と

の連携が重要かと存じます。また、昨年の2月
定例会において、新規登録者数の減少について

ただしたところ、ボランティア説明員の高齢化

により、登録会に参加できる人員が不足傾向に

ある、新たな説明員の確保に努めるとの答弁が

ありました。

ついては、県内市町のドナー支援制度の導入

状況及び新たな説明員の確保状況を含めた新規

登録者の確保対策について、答弁を求めます。

（2）骨髄移植等での免疫喪失におけるワク
チン再接種費用の助成。

骨髄移植等により免疫が喪失した場合、これ

まで接種してきた様々なワクチンを再接種する

必要があり、その費用が全額自己負担となるこ

とから、患者の大きな負担となっております。

これまでも一般質問において、県独自の助成
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を創設すべきと求めており、当事者の現状が報

道された諫早市が事業化に着手するなど、県内

でも市町それぞれの動きがありましたが、今般、

県が補正予算において事業予算を計上していた

だいたことを大変評価しております。再接種費

用の助成をいつから、どのような仕組みで実施

するのか、答弁を求めます。

また、骨髄ドナー支援とワクチン再接種費用

の助成については、本来ならば、国が全国統一

の制度として行うべきですが、国に要望を繰り

返しても制度化が進まない以上、県が国に先ん

じて制度化したことに感謝申し上げます。

今後も、病魔に苦しめられている患者に寄り

添う県政の推進を期待するところです。

（3）手話言語条例の制定。
手話は、聾者にとって唯一のコミュニケーシ

ョン手段であり、聾者の人権を尊重し、手話が

音声言語と対等な言語として広く県民に理解し

てもらうためには、県が条例を制定することに

より、その理念を明確に示すことが必要かと存

じます。

全国的にも条例制定が進んでおり、現時点で

は全国33道府県が制定しております。本県でも
早期に制定すべきかと存じますが、手話言語条

例制定についての検討状況について、答弁を求

めます。

（4）障がい者の工賃向上。
障害のある方が自立した生活を送るためには、

福祉的就労の場で支払われる工賃の水準を引き

上げていくことが重要です。障害者施設では、

様々な商品や農産物を生産・販売していますが、

その売上げの多くを依存していたイベントや販

売会がコロナ禍により激減し、ネット販売へそ

の販路を求めているところです。

そのような中、農福連携の取組が注目されて

おります。大村市の就労継続支援Ｂ型事業所

SAKURA＋（さくらぷらす）では、大村産の農
産物をアクセサリーとして開発、情報発信には

市内の高校生が参画しており、長崎県令和3年
度福祉のまちづくり賞を受賞されました。本日

は、議長にも大村産のカーネーションを加工し

たピンバッヂをつけていただいております。

このような取組を広く周知すべきかと存じま

すが、県は農福連携をどのように推進していく

のか、答弁を求めます。

（5）特農連携（特別支援学校と農業が連携
した就労支援）。

特別支援学校には、農業分野と連携したキャ

リア教育や農場での実習の取組など、いわゆる

特農連携により就労につなげようとする取組が

あるかと存じます。特別支援学校と農業が連携

した就労支援を推進することは、農業の担い手

不足を補う一助にもなると期待するところです。

そこで、特別支援学校と農業が連携した就労

支援の取組について、答弁を求めます。

（6）障がい者アートの普及。
令和7年度に「全国障害者芸術・文化祭」が

長崎県で開催されると存じます。これを契機に、

障害者アートの普及に取り組む必要があると存

じますが、県はどのように取り組んでいくのか、

答弁を求めます。

（7）医療的ケア児支援センター。
令和3年9月に医療的ケア児及びその家族等

の支援に関する法律が施行されました。県が昨

年実施した実態調査では、18歳未満の在宅の医
療的ケア児は187名という調査結果が公表され
ています。

今般、大村市に医療的ケア児センターの設置

のための予算が計上されておりますが、設置の

目的や役割、体制等について答弁を求めます。
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また、県が諫早市に設置している発達障害者

支援センターは、「しおさい（潮彩）」という

愛称で親しまれております。大村市に設置され

る医療的ケア児支援センターにおいても愛称を

つけていただきたいと存じますが、県の考え方

について答弁を求めます。

（8）介護職員不足の解消（外国人材の活用）。
介護人材の確保は、非常に厳しい状況が続い

ており、県の介護保険事業支援計画における

2025年の介護人材不足数は約2,000人とされ、
人材確保は喫緊の課題です。

これまでも様々な取組があることは承知して

おりますが、国内で確保できない人材は、外国

人材の受入れを進めるべきです。今般、コロナ

禍により滞っていた外国人材の受入れが再開さ

れましたが、本県独自の友好関係を活用したベ

トナムからの人材受入れなど、県は外国人材の

受入れをどう推進していくのか、答弁を求めま

す。

（9）介護施設のコロナクラスター対策。
感染力の強まった新型コロナウイルスは、多

数のクラスターを発生させました。6月5日時点
で、県内では533件のクラスターが確認され、
介護施設においても多数発生しております。施

設によっては、内部の感染が拡大し、職員にも

感染者が続発、県が派遣するとした応援職員や

ＣｏｖＭＡＴの支援も受けられず、限られた人

員でケアの質を落としながら、連続して夜勤を

こなすなど、大変過酷な状況に置かれた施設も

存在します。改めて、エッセンシャルワーカー

の皆様に心から敬意を表するところであります。

クラスターを経験した施設には、どのように

してその危機を乗り切ったか、感染症対策につ

いて貴重な知見が蓄積されていることと存じま

す。今後の新たな感染の波に備え、こうした施

設の知見を幅広く共有する機会を設けるべきか

と存じますが、県の取組について答弁を求めま

す。

5、教育について。
（1）不登校対策。
年々増加する不登校児童生徒への支援には、

スクールカウンセラーやスクールソーシャルワ

ーカーをはじめ、外部専門家の役割が大変重要

かと存じます。また、関係機関との連携も必要

かと存じますが、本県の不登校対策の現状と今

後の取組について、答弁を求めます。

（2）離島留学。
高校生の離島留学制度については、県内のみ

ならず県外からも多くの生徒が海を飛び越え、

特色のある学びの中で成長していると聞いてお

り、一定の成果を上げていることと存じます。

本県の実施する離島留学制度は、語学や歴史、

スポーツ等の専門的な学びを求め、目的意識を

持った生徒が入学してきます。他方、学校にな

じめず、登校することが難しかった生徒が、中

学校までとは環境を変えて学びたいという生徒

も入学してくると聞いております。

親元を離れ、新たな環境に挑戦しようとする

離島留学生に対して、学校側のサポート体制は

どのようになっているのか、答弁を求めます。

6、県民の安心安全について。
（1）子どもの事故防止。
国内では、窒息や溺水等の不慮の事故により、

14歳以下の子どもが毎年200名ほど亡くなって
います。大人が子どもを守り、不慮の事故が限

りなくゼロとなる社会を構築することが、我々

大人の責務であります。

国は、毎年7月に「子どもの事故防止週間」
を実施し、子どもを事故から守る取組を推進し

ていますが、対象者へ確実にメッセージを届け
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ることが重要です。

県は、子どもの事故防止週間の啓発等につい

てどのように取り組むのか、答弁を求めます。

また、教育・保育の現場に「子ども安全管理

士」を普及させることが事故防止につながりま

す。大村市の認定ＮＰＯ法人Love＆Safetyおお
むらは、2017年度より、大村市と合同で教育・
保育施設における子どもの安全管理士講座を開

催されており、昨年度は50名が子ども安全管理
士として認定され、これまでに160名が資格を
取得されました。

コロナ禍によりオンライン講座が開始された

ところ、一気に受講者が増え、本年度も、既に

全国各地で86名が受講中です。
県は、保育の現場において子どもの安全管理

にどう取り組むのか、答弁を求めます。

（2）ライフジャケット着用の推進。
毎年、全国的に水難事故で多くの児童生徒が

命を落としています。水難事故防止のためには

ライフジャケットの着用が有効であり、学校に

おいても活用を周知すべきと存じます。

香川県教育委員会では、子ども用ライフジャ

ケットを無料で貸し出す「ライフジャケット・

レンタルステーション」を開設しており、本県

でも同様の取組を進めるべきかと存じますが、

県教育委員会としてライフジャケットの着用の

啓発にどのように取り組んでいくのか、答弁を

求めます。

（3）防災ＤＸの推進。
デジタル化により社会をよりよく変革してい

くデジタルトランスフォーメーションが様々な

分野で進んでいます。県政においては様々な課

題がありますが、県民の生命を守るという課題

は最重要事項であり、防災分野においてもＤＸ

を推進すべきと存じます。

デジタルの力を使い、正確な情報の収集と発

信を効率的かつ迅速に行うためには、防災情報

システムの高度化が必要であると一般質問で訴

えてきましたが、関係予算2億4,000万円を令和
4年度当初予算において計上されたことは、高
く評価しております。

システムの高度化によりどのようなことが可

能になるのか、また、来年の出水期前には本格

運用を開始していただきたいと存じますが、県

の答弁を求めます。

次に、ＮＡＫＳＳ（長崎河川砂防情報システ

ム）の活用について、お尋ねします。

大雨洪水等の河川の見回りや急な増水等によ

る水難事故は、毎年のように全国各地で発生し

ており、今般、県はＮＡＫＳＳのスマートフォ

ン版を構築されました。出水の際、スマートフ

ォンで河川状況を確認できれば、事故の減少に

つながり、消防団等の警戒活動にも有用かと存

じます。

出水期を迎えるに当たり、ＮＡＫＳＳのスマ

ートフォン版を多くの県民の皆様に活用してい

ただきたいと存じますが、普及促進に向けた県

の取組について、答弁を求めます。

（4）災害時における県の備蓄体制。
近年、豪雨災害等が深刻化しており、避難所

で長期間の避難を余儀なくされる事態が発生し

ております。近年、避難所のあり方については、

ただ安全に避難できるだけでなく、プライバシ

ーの確保や少しでも快適に過ごせるような配慮

が重要になってきており、きめ細やかな支援の

実施が求められています。

先般、松浦市におきまして開催された「県総

合防災訓練」へ参加した際、避難所を想定した

スペースで関連資材が展示されており、私も段

ボールベッドの寝心地を体験させていただきま
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した。一昔前の避難所といえば、床に毛布など

を敷いて横たわり、間仕切りもない光景が見ら

れましたが、段ボールベッドは寝心地もよく、

附属するパーテーションによって、一定のプラ

イバシー確保も可能であることから、避難所の

生活環境を向上させるうえで非常にニーズが高

いものと考えますが、段ボールベッドなどを含

めた県の備蓄体制について、答弁を求めます。

（5）消防人材の育成。
大村市に設置されております長崎県消防学校

は、来年で築40年を迎え、校舎や寮などの老朽
化が進んでいます。

先日、施設の現状や、訓練で使用している資

機材を視察させていただきましたが、法定耐用

年数を超えて使用されているものも多い状況で

した。

県民の生命・財産を守るという重要な使命を

担う近代消防人を養成するためには、その育成

環境の質の向上が必要かと存じますが、資機材

はどのような方針で更新しているのか、また、

今後の更新の予定はどうか、加えて、本県の女

性消防職員の状況と消防庁の目標に対する取組

について、答弁を求めます。

7、動物愛護について。
（1）アニマルポート長崎の老朽化。
大村市のアニマルポート長崎については老朽

化が進んでおり、気軽に立ち寄れるような状況

ではないため、施設の更新が必要かと存じます。

令和元年の9月定例会での一般質問において、
施設の更新について質問し、ここ数年は所管委

員会でも議論をしてきました。また、大村市か

らも同様の要望があっていますが、県は建て替

えについてどのように考えているのか、答弁を

求めます。

（2）犬猫のマイクロチップ装着。

本年6月1日から、ブリーダーやペットショッ
プが取得した犬または猫に対して、マイクロチ

ップの装着が義務づけられました。

マイクロチップ装着には否定的な見解も聞き

ますが、愛犬・愛猫の体内に入るマイクロチッ

プの装着にはどのような効果が期待できるのか、

また、義務化に際して周知はどうなっているの

か、マイクロチップの安全性等について、答弁

を求めます。

8、大村湾を活かした環境整備。
（1）大村湾の水質改善。
先般、長崎新聞の読者投書欄に、「取り戻そ

うきれいな大村湾」とのタイトルで、大村市の

中学生の声が掲載されていました。大村湾の現

状を憂い、自ら調査活動を行ったとの内容で、

「人間が汚した海は、人間が変えなければなら

ないと自覚し、みんなで協力して、きれいな大

村湾を取り戻しましょう」と結ばれていました。

大村湾の水質改善対策としては、流域の下水

処理施設の高度処理化を進める必要があるかと

存じます。また、県民の大村湾に対する環境意

識の向上が重要ですが、環境学習の場としての

「ガラスの砂浜」の活用状況と今後の展開にい

て、答弁を求めます。

（2）サイクルツーリズムの推進。
サイクルツーリズムは、自転車を活用した観

光に資する取組として、全国的に広がっており、

大村市においてもサイクルツーリズムに取り組

まれていることと存じます。大村湾のすばらし

い眺望をサイクリストに見ていただく取組を進

めることは、サイクリングルートの魅力、ひい

ては、大村湾の魅力づくりや環境意識の向上に

もつながることと存じます。

そこで、大村市に大村湾を眺望する展望スポ

ットを整備すべきだと存じますが、県の取組に
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ついて答弁を求めます。

以上で、壇上からの質問を終了し、再質問は

対面演壇席から行います。

今期最後の一般質問ということで、項目が多

岐にわたりましたが、知事及び執行部におかれ

ては、県民の声に対し簡潔・明瞭、建設的で積

極的な答弁を求めます。

ご清聴ありがとうございました。

〇議長（坂本智徳君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）〔登壇〕 北村議員のご質

問にお答えいたします。

まず、知事就任後3か月間が経過したが、公
共経営者として、どのような理想像と経営理念

を持っているのかとのお尋ねですが、今年3月2
日に知事に就任して3か月が経過いたしました。
この間に、本県が抱える様々な課題の大きさを

改めて実感したところであります。それととも

に、それらの諸課題を解決し、県民皆様のため

に成果を出していかなければならないと、そう

いう使命と責任を改めて認識したところであり

ます。

今後、県政の課題に向きあううえでは、多く

の県民の皆様と対話をする姿勢、そして、関係

する皆様方と連携を密にし、お力添えいただき

ながら、ともに取り組む姿勢というものを大事

にしていきたいと考えております。

また、知事として、皆様からお預かりした財

源をもとに、しっかりと県民の皆様の生活のた

めに最大限の効果を上げるように使わせていた

だくということを念頭に取り組むことが重要と

考えております。

そして、一つでも多くの課題の解決に取り組

み、県民の全世代の方々が安心、継続して豊か

で温かい暮らしを営むことができる社会の構築

を目指してまいります。

そのために、まずは私自身が県庁の先頭に立

ってリーダーシップを発揮し、県庁内でも各部

局が連携して成果を出せるように取り組んでま

いりたいと考えています。

次に、災害時における県の備蓄体制として、

段ボールベッド等を含めた県の備蓄に対する考

え方についてのお尋ねですが、物資の備蓄につ

いては、「災害時の物資備蓄等に関する基本方

針」により、県民、市町、県の果たすべき役割

や目標数等を定めており、県は市町の備蓄を補

完する役割を担っております。

この方針に基づき、県においては、食料や飲

料水など、発災直後の生命維持や生活に最低限

必要となる物資を県内8か所に分散をして備蓄
しており、拠点となる長崎地区においては、現

在、新たな専用倉庫の整備を計画しているとこ

ろでございます。

また、そのほかの使用期限が短い物資等につ

いては、14の事業者や団体と協定を結び、必要
時に供給を受ける体制を構築しております。

このうちベッドや仕切りなどの段ボール製品

については、避難所を開設する市町が備蓄を進

めておりますが、県におきましても、関係団体

と協定を締結しており、県の要請により、72時
間以内に最大300セットが供給されることとな
っております。

近年、全国各地で長期避難を要する大規模な

災害が発生しており、県としましては、引き続

き市町とともに備蓄体制の強化にしっかりと取

り組んでまいります。

残余のご質問につきましては、関係部局長か

ら答弁をさせていただきます。

〇議長（坂本智徳君） 総務部長。

〇総務部長（大田 圭君） 私から、長崎県庁の

ガバナンスについて、2点答弁申し上げます。
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1点目、管理職のマネジメントについて、ど
う考えるのかというお尋ねでございます。

限られた人材や財源の中で、知事の掲げる目

標達成のためには、管理職が組織目標を職員と

共有しまして、その能力を最大限発揮させてい

くことが重要だというふうに考えております。

そのためには、目標や役割を上司と共有のう

え、職員が自ら挑戦し、達成感を得るような仕

事の進め方を浸透させるとともに、多様な人材

が活躍できるよう、仕事と生活の調和に配慮し

ながら、生産性を高める、働きやすい、活力あ

る職場づくりが必要と考えております。

管理職には、このようなマネジメントが必要

でありまして、今年度から、人事評価項目の充

実を図るなど、さらなる向上につなげてまいり

ます。

次に、職員について、どのように人材育成を

しようと考えているのかというお尋ねでござい

ます。

職員の能力向上に向けましては、職員が自ら

課題に挑戦し、働くことの喜びや達成感、成長

を感じることができるよう、ほめる文化や失敗

を活かす文化を醸成することとしております。

また、現場主義に基づきまして、関係者とビ

ジョンを共有し、成果を上げていくため、市町

や民間企業等とのワークショップを取り入れた

実践的な研修を実施するなど、職員研修の充実

強化を図るとともに、外部との人事交流も積極

的に行っているところでございます。

今後とも、職員の意識改革や能力向上に努め、

全ての職員が意欲を持って職務に取り組めるよ

うな環境整備に力を注いでまいります。

〇議長（坂本智徳君） 企画部長。

〇企画部長（浦 真樹君） 私から、Web3.0時
代への対応について、2点お答えをいたします。

まず、県におけるＮＦＴの活用についてのお

尋ねでありますが、一般的に広く利用され、適

正な価値を証明できなかったデジタルデータに、

唯一無二のデータとして価値を与えるＮＦＴは、

地域におけるデジタルコンテンツの資産化や、

独自のコミュニティ形成など、地方活性化や社

会課題解決の新たなツールとしても、国などに

おいて注目をされております。

また、先般、閣議決定されました骨太方針に

おきましても、個と個がつながる分散型のデジ

タル社会の中で、ＮＦＴなどを利用するWeb3.0
の推進に向けた環境整備の検討をする旨明記さ

れており、県といたしましても、今後、ＮＦＴ

活用の可能性について研究してまいりたいと考

えております。

次に、デジタル田園都市国家構想の実現に向

けた取り組みと「夏のDigi田甲子園」への応募
状況についてのお尋ねであります。

先般、国におきまして「デジタル基盤の整備」

や「デジタル人材の育成・確保」などを柱とし

た「デジタル田園都市国家構想基本方針」が示

されたところであり、今後、県といたしまして

は、こうした方針を踏まえ、国の交付金制度を

有効に活用しながら、民間人材の登用や産学金

官の連携を図ることなどにより、多様なデジタ

ル関連施策を積極的に展開してまいりたいと考

えております。

なお、「夏のDigi田甲子園」につきましては、
地域モビリティやデジタル人材の創出に関する

ものなどについて、県内4市町の取組を、先般、
国へ推薦したところであります。

〇議長（坂本智徳君） 産業労働部長。

〇産業労働部長（松尾誠司君） 私の方から、中

小企業の振興について、2点お答えをさせてい
ただきます。
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原油、原材料の高騰を踏まえ、県としてどの

ような対策を考えているのか、また、実施時期

を明確に示すべきとのお尋ねですが、県では、

県内企業の経営環境を把握するため、金融機関

等と意見交換を行う中で、資金需要自体は充足

している一方、感染症の長期化に加え、原油や

原材料価格の高騰により予断を許さない状況に

あるものと認識しております。

そのため、原油や原材料価格の高騰に伴い、

売上げの減少などの影響を受けた県内中小企業

の資金繰りを支援するため、県の制度融資「緊

急資金繰り支援資金」の中に、新たな区分を追

加することとし、明日6月15日から運用を開始
する予定としております。

今後とも、県内中小企業の実態把握に努め、

国の施策を注視しながら、適切な対策を講じて

まいります。

次に、県では、東南アジアへ販路拡大を図る

企業へ相談窓口を設置しているが、どのような

支援を行っているのか、また、今後の支援をど

う考えているのかとのお尋ねですが、県内企業

が東南アジア諸国などの経済的発展が見込まれ

る国々の需要を獲得し、規模拡大を図ることは、

本県経済の活性化につながる重要な取組である

と認識しております。

そのため、県では、「東南アジアビジネスサ

ポートデスク」を設置のうえ、県内事業者に対

し新たな販路開拓や拡大に向けて、現地の商談

先の紹介や視察・展示会への同行などの支援を

行ってきたところであります。

引き続き、国際的な往来再開の動きを見極め

ながら、国や関係機関とも連携し、県内事業者

の海外での事業展開や規模拡大の支援に努めて

まいりたいと考えております。

〇議長（坂本智徳君） 福祉保健部長。

〇福祉保健部長（寺原朋裕君） 私からは、8点
お答えさせていただきます。

まず、市町における骨髄ドナー支援制度の導

入状況及びドナー登録者確保対策をどのように

推進していくのかとのお尋ねですが、骨髄ドナ

ー支援制度については、県内の20市町において
既に導入されており、未導入の小値賀町につい

ては、制度化に向けた前向きな検討が進められ

ております。

また、ドナー登録者については、登録会の活

動等がコロナの影響から徐々に回復しており、

令和3年の末で、人口当たり全国平均を上回る
7,149名の方に登録いただいております。
登録会は、ボランティア説明員による丁寧な

説明が必要であり、昨年度の研修受講者5名を
新たに加え、計7名が説明員として活動いただ
いております。

県としては、引き続きドナー登録者の確保と

環境整備に努めてまいります。

次に、骨髄移植等での免疫喪失におけるワク

チン再接種費用に関して、県レベルで助成につ

いて検討していると聞いているが、いつから、

どのような仕組みで実施するのかとのお尋ねで

すが、骨髄移植後のワクチン再接種費用につき

ましては、現状、国による支援制度はなく、被

接種者の経済的負担が大きくなっております。

このため、県内の4市町では、既に再接種費
用への助成が行われており、県としましては、

公的支援のもと、居住地にかかわらず、県内全

域において再接種の助成が受けられるよう、本

議会に助成事業の予算を計上したところです。

この事業では、市町が助成した再接種費用の

2分の1を県が負担することとしており、県内全
市町から制度創設の意向が示されているところ

であり、今後、市町と連携して、一日も早い制
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度創設に向けた準備を進めてまいります。

次に、本県での手話言語条例制定の検討状況

についてのお尋ねですが、県としては、手話言

語条例は、手話を通じてろう者と健常者との相

互理解を深め、共生社会の実現に取り組んでい

くための有力な方策の一つと認識しております。

一方、条例制定に当たっては、手話以外の意

思疎通手段やほかの障害者とのバランス、市町

や民間事業者等の協力などの課題があります。

条例を制定した自治体では、手話への関心の

高まりや手話通訳者の増加といった効果も見ら

れることから、引き続き障害者団体等の意見も

お伺いしながら、検討を進めてまいります。

次に、障害者の工賃を上げていくために農福

連携をどのように推進していくのかとのお尋ね

ですが、本県の平均工賃額は年々向上しており、

令和2年度は全国11位と、全国平均を上回って
おります。

工賃向上に向けた取り組みとしても、農福連

携を推進しており、就労継続支援事業所に対し、

農業技術に関わる指導助言、6次産業化の支援
を行うため、専門家派遣事業を実施しておりま

す。

また、農福連携を広く周知するため、地域の

団体等と連携し、農業に取り組む事業所等によ

る商品販売会「農福マルシェ」を県内各地で開

催しております。

今後は、福祉事業所と農業者のマッチングの

仕組みづくりの検討を行うなど、さらなる工賃

向上を目指してまいります。

次に、令和7年度に「全国障害者芸術・文化
祭」が本県で開催されることを契機に、障害者

アートの普及に取り組む必要があると考えるが、

県としてどのように取り組むのかとのお尋ねで

すが、県では、障害者の個性と能力の発揮及び

社会参加促進のため、芸術文化活動を推進して

おり、令和7年度の本県での開催は、共生社会
の実現に向けて大きな契機になると考えており

ます。

県内の障害福祉施設においては、芸術文化活

動に関心は高いものの、取り組んでいる施設が

少なく、指導者不足や発表の場が少ないことな

どが課題として挙げられます。

今年度は、これまでのセミナー開催や専門家

派遣等に加えて、展示会等の開催経費の助成や

活動実績のある事業所のノウハウ共有に取り組

み、より多くの方が障害者の芸術文化活動に触

れ合う機会を創出するとともに、活動の掘り起

こしや裾野の拡大につなげてまいります。

次に、医療的ケア児支援センターの設置の目

的と役割、体制及びその愛称についてのお尋ね

ですが、センターは、医療的ケア児の日常生活、

社会生活をしっかり全体で支え、個々の状況に

応じ切れ目なく支援を行うために設置するもの

です。

主な役割としては、家族等からの相談に総合

的対応し、地域の関係機関と連携した支援、専

門性の高い助言や人材育成を担っていきます。

そのため、運営には医師、相談支援専門員と

いった専門的な人材の配置が必要であり、医療

的ケア児への支援実績がある社会福祉法人への

運営委託を念頭に検討を進めているところであ

ります。

愛称につきましては、医療的ケア児やそのご

家族等に知っていただき、親しみを持ってご利

用いただけるよう、関係機関等のご意見を伺い

ながら検討してまいりたいと考えております。

次に、介護職員不足の解消に向けて、ベトナ

ムの大学からの介護人材受入れに関する進捗状

況と外国人材の受入れ再開を受け、今後どのよ
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うに取り組むのかとのお尋ねですが、本県の外

国人介護人材は、技能実習生など、昨年の1年
で約150名おられますが、入国再開を受け、県
内事業所でも新たな人材受入れを開始し、今後

動きが活発になると考えております。

ベトナム国の大学からの介護人材は、昨年度、

オンラインでの合同面接会を開催し、ドンア大

学の学生4名と県内事業所3か所のマッチング
に至りました。

現地で看護や日本語を学ばれていることから、

即戦力となる貴重な人材であり、今年8月から
技能実習を開始される予定です。

県としましては、今年度現地を訪問し、大学

との連携強化を図るほか、外国人材活用促進セ

ミナーの開催、就業中の技能実習生を対象とし

た研修、介護福祉士養成施設の留学生への奨学

金に対する助成などを実施してまいります。

外国人の皆様が長崎を気に入ってくださり、

働きながら安心して生活できるように受入れを

支援してまいります。

次に、介護施設のクラスター防止のため、施

設向けの研修が必要と考えるが、県としてどの

ように取り組んでいくのかとのお尋ねですが、

介護施設におけるクラスター対策として、感染

予防や発生時の対応に関する研修は大変重要と

考えており、これまでもガウンの脱衣方法、ゾ

ーニング例など具体的な事例も紹介しながら、

オンライン形式で開催してまいりました。

今年度は、新たに長崎大学等の専門家の協力

のもと、クラスターを経験した施設職員の知見

も踏まえ、実践形式の研修を実施するなど、感

染症に対応できる施設職員の育成を強化してま

いります。

さらに、地域の医療機関でも感染症に対応で

きる人材育成を強化することとしており、今後

は、地域ごとに医療機関と介護施設が連携して

取り組む仕組みを検討してまいります。

〇議長（坂本智徳君） 教育委員会教育長。

〇教育委員会教育長（中﨑謙司君）私の方から、

教育行政4点答弁させていただきます。
まず、特別支援学校と農業が連携した就労支

援の取組状況についてのお尋ねでございます。

特別支援学校のキャリア教育の一環としまし

て、農業分野への取組に力を入れておりまして、

10年間で60名を超える卒業生が農業関係の仕
事に就いております。

また、農作業の実習に加えまして、企業側が

求める販売や発送に必要な事務作業を習得する

教育の充実も図っているところであります。

一昨年、事務作業の能力レベルがわかる、県

独自に開発した検定を導入いたしましたので、

この制度を活用することで、企業側の採用意欲

を高め、さらなる就業先の確保に努めてまいり

ます。

次に、不登校対策の現状と今後の取組につい

てのお尋ねでございます。

不登校支援の中核をなすスクールカウンセラ

ーやスクールソーシャルワーカーにつきまして

は、国に対して、配置充実のための財源確保や

定数化を強く要望しているところであります。

また、本年5月に、有識者からなる「長崎県
不登校支援協議会」を新たに発足させており、

幅広い議論を通じながら、より実効性の高い対

策を講じてまいりたいと考えております。

その一つとしまして、県立美術館等での芸術

作品の鑑賞などを通しまして、不登校児童生徒

の感性を刺激することで、自立につながる段階

的な支援についても、今後、検討してまいりた

いと考えております。

次に、離島留学生に対する学校のサポート体
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制についてのお尋ねでございます。

議員のお話にありましたとおり、離島留学実

施校では、中学校の時に学校になじめなかった

生徒や、数々な不安を抱えて生活している生徒

もおります。このような生徒を支援するために、

教員やスクールカウンセラー等を手厚く配置し

ておりまして、また、地域の方も一緒になって

離島留学生の生徒を支えておりますので、多く

の生徒たちは周囲への感謝の思いと自らの成長

を感じながら卒業していきます。

今後も、親元を離れて生活する離島留学生が

安心して充実した学校生活を送ることができる

よう、サポート体制の充実に努めてまいります。

最後に、ライフジャケット着用の啓発につい

てのお尋ねでございます。

これまでも夏休み前には、各学校に対して、

危険箇所における遊泳の禁止や泳ぐ前の体調管

理などを通知して、児童生徒への指導の徹底を

図っているところでございます。

今年度からは、水難事故防止に有効なライフ

ジャケットの活用につきましても、この通知に

盛り込むこととしており、一層の事故防止に努

めてまいりたいと考えております。

〇議長（坂本智徳君） 県民生活環境部長。

〇県民生活環境部長（貞方 学君） 私からは、

県民の安全・安心、動物愛護、大村湾の活用に

ついて、5点お答えをさせていただきます。
まず、子どもの事故防止に関し、国が実施す

る「子どもの事故防止週間」について、県では

どのような啓発に取り組んでいるのかとのお尋

ねでございますが、本県では、「子どもの事故

防止週間」に合わせてポスターやホームページ

での情報発信など、市町や関係機関と連携して

啓発に取り組んでおります。

また、保護者等の意識を高めるためには、幅

広く確実な情報発信が重要です。県の公式

LINEやデジタルサイネージなども活用し、効
果的な情報発信を行ってまいります。

次に、アニマルポート長崎の老朽化に関し、

建て替えについて、どのように考えているのか

とのお尋ねですが、現施設は、昭和51年に設置
され、これまで犬猫の譲渡施設やマッチングル

ームなどを整備し、動物愛護の機能強化を図っ

てまいりました。

しかし、施設や駐車場の老朽化、狭隘化に加

え、建て替え財源や用地の確保などが課題とな

っております。

今後は、情報発信を含めた拠点施設として、

さらなる機能向上や体制強化など、移転も含め、

再整備のあり方について検討してまいります。

次に、犬猫のマイクロチップ装着について、

その効果はどのようなものか、また、義務化に

際して周知はどうなっているのかとのお尋ねで

ございますが、マイクロチップとは、固有の番

号が記録された微細なマイクロチップをペット

の皮膚の下に装着する電子器具です。

飼い主の情報をデータベースに登録すること

で、迷子や災害、盗難等の際に、マイクロチッ

プの情報から飼い主の特定が可能となります。

県では、動物の販売事業者への義務化に伴い、

事業者への周知徹底と併せ、立ち入り調査を実

施し、マイクロチップの装着・登録について確

認指導を行っております。また、ホームページ

やラジオ番組、ＳＮＳなどを活用し、幅広く県

民へ制度の周知を図ってまいります。

次に、マイクロチップの安全性についてです

が、医薬品・医療機器等の品質・有効性及び安

全性の確保等に関する法律、旧薬事法でござい

ますが、この法律で、動物用管理医療機器に分

類されており、その安全性が認められておりま
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す。

最後に、大村湾の水質改善及びガラスの砂浜

の活用についてのお尋ねですが、現在、大村湾

内の窒素やリンを削減する高度処理を行う下水

処理施設は、大村湾南部浄化センターなど3施
設ざいますが、特に、環境基準値を超える海域

に接続する施設の高度処理化は重要です。引き

続き、国に対し、必要な予算の確保を求めてま

いります。

また、ガラスの砂浜では、小学生等を対象に、

大村湾や海ごみに関する環境学習や浅場での生

物の生息状況調査を実施いたしております。

今後とも、この砂浜を活かした環境学習や情

報発信を通じ、県民に大村湾の環境に関心を持

っていただけるよう努めてまいります。

〇議長（坂本智徳君） こども政策局長。

〇こども政策局長（田中紀久美君）保育現場に

おける子どもの安全管理についての取組につい

てお尋ねですが、保育所等においては、子ども

の年齢などに応じて、国が示したガイドライン

に沿って事故防止に取り組んでいるところであ

ります。

万が一事故が発生した場合には、迅速に応急

措置を行い、再発防止のために記録し、重大な

事故の場合は、県などに対して報告を行うこと

となっております。

県としましては、各種研修会を通して事故防

止にかかる保育士等の資質向上に努めており、

今後とも保育所等における子どもの安全対策に

万全を期してまいります。

〇議長（坂本智徳君） 危機管理監。

〇危機管理監（多田浩之君） 私から、3点お答
えさせていただきます。

防災情報システムの高度化についてのお尋ね

ですが、現在のシステムは、被害や避難情報等

の入力、集約を行う際の操作数が多いなど、効

率性に課題があるほか、他の防災機関との連携

も図りにくいシステムになっております。また、

住民への情報提供に当たり、情報集約等に一定

の時間を要し、ホームページやスマホでの閲覧

に対応していないなど情報発信の利便性等に課

題があります。

そのため、再整備の経費を当初予算に計上し

ており、年度内にシステム刷新により高度化を

図り、試験運用後、来年度可能な限り早い時期

の本格運用を目指しております。

新システムでは、被害情報等の自動集約によ

る外部発表の迅速化、防災ポータルサイトのス

マートフォン対応、ＧＩＳによる視覚的な情報

提供、国のシステムとの連接による広域情報の

共有、ＳＮＳ情報のＡＩによる自動収集等を盛

り込む予定であり、システムの高度化を積極的

に進め、より迅速、的確、多様な情報提供等を

目指してまいります。

次に、消防学校の資機材についてのお尋ねで

すが、消防学校の訓練資機材は、指導教官が日々

の点検を行うとともに、使用期間や使用頻度を

踏まえた更新のスケジュールを作成するなど、

計画的な整備を行っているところです。

しかし、訓練資機材の中には長期的に使用し

ているものもあることから、安全に、時代に応

じた訓練が実施できるよう、優先順位を考えな

がら整備に努めてまいります。

次に、本県の女性消防職員についてのお尋ね

ですが、令和3年4月1日現在、事務職を除く女
性の消防職員構成比は、全国で3.2％、本県では
2.1％、37人の女性消防職員が勤務しており、国
は令和8年度当初5％を目標とし、市町消防では、
学校訪問やインターンシップなどを実施してい

ます。
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県においても、今年度、消防学校で女性消防

職員課程を新たに設け、情報共有や意見交換な

どの機会を提供することにより、市町の女性消

防職員の活躍推進を支援してまいります。

〇議長（坂本智徳君） 土木部長。

〇土木部長（奥田秀樹君） まず、スマートフォ

ン版ＮＡＫＳＳのお尋ねですが、今後は報道機

関との連携を強化するほか、ＳＮＳなどを活用

して、さらなる普及促進に努めてまいります。

次に、大村湾を眺望する展望スポットの整備

についてですが、本年度からサイクリストの安

全性等を考慮しながら、関係者と箇所の抽出を

行う予定です。

〇議長（坂本智徳君） 北村議員―12番。
〇１２番（北村貴寿君） 時間ぴったりの答弁、

ありがとうございました。少し多く質問し過ぎ

たかなと反省をしておりますが、まず、幾つか

の答弁に対して再質問等コメントを申し上げた

いと思います。

知事の経営者としての理想像、理念について

お伺いしたところであります。知事の口からは

対話であるとか、先頭に立つというような言葉

を聞かせていただきました。ぜひ、全国最年少

の知事として行動力を発揮していただきたいと

存じます。

その関連する答弁の中で、総務部長からは、

マネジメントの理想像だったり、能力の向上だ

ったりというコメントがありました。非常によ

くわかる、悪く言えば、教科書に載っているよ

うな答弁だったかなと思います。

知事、ここは、やはりリーダーとして、人間

大石賢吾として、どのような姿勢で仕事に臨ん

でほしいのか、職員に対して自分の言葉で、一

言でメッセージをお願いしたいと思います。

〇議長（坂本智徳君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）一言でということですの

で、どれを選ぶか非常に迷いますが、やはり県

政を担っている立場ですので、県民の皆様に寄

り添う職員であってほしいというふうに思って

おります。

〇議長（坂本智徳君） 北村議員―12番。
〇１２番（北村貴寿君） 承知しました。非常に

お人柄というか、寄り添うというやさしさとい

うものがあらわれた言葉だったのかなと思いま

す。

質問の中で、長崎県庁は県民の幸福を創造す

る株式会社だというようなことで、知事はその

トップの経営者であるということで、私も、民

間企業ではありますが、経営者の端くれでござ

います。若い頃からいろいろな社員と接してき

ましたけれども、やはり社員の士気を高めると

いうのは上司の姿、管理職の姿というのが非常

に重要になってくるんですね。そういったコメ

ントもございましたけれども、知事も、知事に

就任されるまでは部下であったことがあろうか

と思います。知事が尊敬する上司の姿、そうい

ったものについて、ご所見をお聞かせ願えれば

と存じます。

〇議長（坂本智徳君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）私が尊敬する先輩ですけ

れども、やはり高い視点を持って、さらなる上

司が何を求めているか、一つ、二つ上の職員の

方々がどういった視点を持っているかというの

を常に考えながら、しっかりと自分の立場でで

きることを自発的にやると、そういった先輩に

非常にご指導いただいていたことがありがたい

なというふうに、部下として思います。

〇議長（坂本智徳君） 北村議員―12番。
〇１２番（北村貴寿君）ありがとうございまし

た。高い視座に立って、自ら自発的に動く上司
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が、知事が尊敬する上司だということで、管理

職の皆さんには、そういったことも考えながら、

県庁職員のマネジメントをしっかり行っていた

だければと思います。

それでは、Web3.0時代への対応についてとい
うことで、「Digi田甲子園」、4つの市町が応募
するようだというようなお話があろうかと思い

ましたが、公開できれば、その市町の名前をお

願いいたします。

〇議長（坂本智徳君） 企画部長。

〇企画部長（浦 真樹君）本県から推薦いたし

ました4つの市町でございますけれども、実装
部門といたしまして、佐世保市、西海市、それ

から新上五島町、アイデア部門といたしまして

長崎市を推薦したところでございます。

〇議長（坂本智徳君） 北村議員―12番。
〇１２番（北村貴寿君）ありがとうございまし

た。地元の大村市が入ってなくて、ちょっと寂

しいなと思いますが、しっかりと応援をしてい

ただきたいなと思います。

次に、ＮＦＴについては研究を進めていくと

いうことで、かなり先進的過ぎて、内容が、皆

さんまだよくわからないというようなこともあ

りますし、いわゆるトークンは暗号資産であり

ますから、世界的な投資家も、これについては

意見が分かれていることだと思います。

ただ、公共機関だからこそ発行できるトーク

ンというものは、イギリスの財務省がＮＦＴを

発行しているように、長崎県も公共機関として

ＮＦＴを発行する。そして、これを金銭と交換

するということではなくて、例えば、よく今ま

でありましたボランティアポイントをトークン

として配布するとか、そういった使い方をして

いただければと思います。

知事、選挙期間中に、平 将明衆議院議員に応

援を賜られたと存じます。平先生は、この分野

でのスペシャリストでありますから、しっかり

とこのWeb3.0について対応をお願いしたいと
要望をしておきます。よろしくお願いいたしま

す。

次に、医療的ケア児支援センターについてお

尋ねをいたしますが、こちらについては、ごう

まなみ先生が熱心に進めてきていただいた政策

でありまして、私は大村市に設置されるという

ことで、今般取り上げさせていただきました。

しかし、ちょっと心配していることがござい

まして、この医療的ケア児支援センターに計上

された予算の額をお願いいたします。

すみません、細か過ぎてすみません。800万
円です。800万円、人件費だなと思ったんです
が、県内全域をカバーする187人の医療的ケア
児がいるということで、少々予算が小ぶりだな

というような印象を持っているんです。ただ、

いろいろ聞きますと、関係予算の400万円があ
るということで、そういった一体的に使えるん

だというようなお話も聞きました。ぜひ、こち

らは新たに開設されるセンターでございますか

ら、県内全域をしっかりカバーできるように、

その予算についてもしっかりと面倒を見ていた

だければと存じます。よろしくお願いします。

次に、手話言語条例の制定でございます。

先ほど部長から答弁がありました、課題もあ

るが効果もあると、検討するということであり

ました。これまでも同じような答弁をいただい

ておりましたが、昨日、久保田議員から前向き

な検討なのかどうかというような問い合わせが

ありまして、これは前向きに検討しているのか

どうかということについてコメントをいただき

たいんですが、部長、よろしくお願いいたしま

す。
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〇議長（坂本智徳君） 福祉保健部長。

〇福祉保健部長（寺原朋裕君） 現在、関係団体

の皆様や、関係する市町の皆様とも意見交換を

進めているところでございまして、その中で答

弁したとおり、いろんな課題が出てきています

ので、それを踏まえて検討しているという状況

でございます。

〇議長（坂本智徳君） 北村議員―12番。
〇１２番（北村貴寿君）なかなか答えにくいと

いうような状況かと存じますが、知事、しっか

りと、ぜひ前向きに検討を進めるようにご指示

をいただきたいと思います。

聾者の方々は大変期待をされておりますので、

丁寧な検討をお願いしたいと思います。

次に、原油、原材料の高騰対策、6月15日か
ら融資枠を追加するんだというようなお話であ

りました。こちらの融資枠、埼玉県、岐阜県な

どには先んじてございまして、埼玉が融資の限

度額が8,000万円、岐阜県が1億円ということに
なっておりました。長崎県の制度融資について

は、その枠はどれくらいか、手元に数字はござ

いますか。答弁できれば、お願いします。

〇議長（坂本智徳君） 産業労働部長。

〇産業労働部長（松尾誠司君）長崎県につきま

しては、別枠1億円というふうなことでござい
ます。

〇議長（坂本智徳君） 北村議員―12番。
〇１２番（北村貴寿君）岐阜県と同等というこ

とで、非常によかったなと思います。中小企業

の方も少し安心をされているのではないかなと

思います。ぜひ貸ししぶりとか、貸しはがしが

ないように、お金は企業の血液でありますから、

しっかりと補給をしていただきたいと、これは

何も助成をするということではなくて、返して

いただくということでございますから、本来な

らばゼロゼロ融資を実現していただきたかった

んですけれども、なかなか難しいというような

状況でございましたので、明日から速やかに制

度融資を実行していただければと存じます。

次に、災害時における県の備蓄体制で、新た

な専用の倉庫を建設するというようなコメント

があったかと存じますが、この新たな専用の倉

庫をもう少し詳しく、いつできるのか、どこに

設置されるのかといったことについて、答弁が

できる範囲でお答えをお願いできますか。

〇議長（坂本智徳君） 福祉保健部長。

〇福祉保健部長（寺原朋裕君）詳細は改めてお

答えをさせていただきますが、現在借りている

ところが一時的な場所でございますので、恒久

的な場所を確保するということで、現在、その

対策を進めているというところでございます。

具体的な時期等については、また改めてご説

明させていただければと思います。

〇議長（坂本智徳君） 北村議員―12番。
〇１２番（北村貴寿君）ありがとうございまし

た。答弁の中で、基本的に災害対策は、主体と

しては市町なんだと、そのバックアップとして

県がやるんだというようなことでございますの

で、段ボールベッドを含めて、しっかりと備蓄

体制をとっていただきたいなと思います。

次に、サイクルツーリズムの推進において、

最後ぎりぎりの答弁で、少し言葉が聞きづらか

ったんですが、これは大村市において眺望スポ

ットを整備するために、その場所の検討をはじ

めるというようなことでよかったんでしょうか、

確認です。

〇議長（坂本智徳君） 土木部長。

〇土木部長（奥田秀樹君） 大村市も含めて、眺

望のよいところを、これから関係者とともに選

定していくということです。
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〇議長（坂本智徳君） 北村議員―12番。
〇１２番（北村貴寿君）ありがとうございまし

た。ぜひ、大村市からはじめていただければあ

りがたいなと思います。よろしくお願いをいた

します。

次に、ライフジャケット着用の推進でござい

ます。これは大村市のLove＆Safetyも非常に熱
心に取り組んでおられまして、周知をするんだ

というようなお話がありました。例えばその中

で、香川県で県がライフジャケット・レンタル

ステーションを設置していると、なんでそんな

ことができるのかなと思っていろいろ調べてみ

ましたら、香川県では2020年に、修学旅行の児
童生徒を乗せた船が沈没しているんですね。そ

のときに全員助かったと、ライフジャケットで、

そして、その生徒たちは、事前にライフジャケ

ットの着用などの訓練をしていたというような

ことでございます。

ぜひそういったことをやってほしいと思うん

ですが、いきなりということはなかなか難しゅ

うございますので、ぜひ、教育委員会教育長、

これは実際に現地に赴いて、当時の事故を体験

された校長であるとか、そういった関係者に県

の職員を派遣して検討を進めていただきたいと

存じますが、いかがでしょうか。

〇議長（坂本智徳君） 教育委員会教育長。

〇教育委員会教育長（中﨑謙司君）少しそうい

った他県の事例も参考にさせていただきたいと

思います。

〇議長（坂本智徳君） 北村議員―12番。
〇１２番（北村貴寿君） あと20秒になってし
まいました。子どもの安全管理士、前回の質問

では、私も受講しますから、一緒にやりましょ

うと、お伺いしまして、オンデマンド形式にな

って、いつでも受講できるということでござい

ます。来年の4月、私も受講したいと思います。
合格するかどうかは、選挙の結果次第でござい

ますので、ご報告を差し上げたいと思います。

ご清聴ありがとうございました。

〇議長（坂本智徳君）午前中の会議はこれにて

とどめ、しばらく休憩をいたします。

午後は、1時30分から再開いたします。
― 午後 零時１７分 休憩 ―

― 午後 １時３０分 再開 ―

〇議長（坂本智徳君） 会議を再開いたします。

午前中に引き続き、一般質問を行います。

山下議員―11番。
〇１１番（山下博史君）（拍手）〔登壇〕 皆さ

ん、こんにちは。

自由民主党、佐世保市・北松浦郡選出、山下

博史でございます。

一般質問の機会をいただきまして、誠にあり

がとうございます。

今日は、わざわざ傍聴席まで来てくださった

方々、それから、ライブ配信でご覧をいただい

ている方々に心から感謝を申し上げます。

通告に従いまして、一括質問にて質疑をさせ

ていただきます。どうぞよろしくお願い申し上

げます。

1、知事の政治姿勢について。
（1）世界秩序の変化と長崎県の役割につい

て。

世界を見渡しますと、ここ数年間で猛烈な勢

いで情勢は変化し、新型コロナウイルスは、こ

れまでの常識や概念を壊し、新しい価値観を生

み出しました。

そのような中、ロシアのウクライナ侵攻は、

世界に大きな衝撃を与え、今なおロシアによる

攻撃は続いている状況であります。そのロシア
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とは国境で接しており、さらには、近隣国、北

朝鮮による日本への脅威も増大しつつあり、武

力による世界秩序の変化は、日本にとっても、

長崎県にとっても、国防上、非常に懸念される

事案であることは明確であります。

地政学的なリスクを考える時、我が長崎県は、

今、どのような立ち位置に置かれていて、どの

ような役割があるのでしょうか。

一つは、原子爆弾を投下された被爆地長崎だ

からこそ、全世界に戦争反対と平和へのメッセ

ージを強力に発信できるのであります。

二つ目に、佐世保市、西海市には、米軍基地

や米軍施設、海上自衛隊佐世保総監部、陸上自

衛隊相浦駐屯地水陸機動団、陸自崎辺分屯地、

海自教育隊が配備、大村市には陸上自衛隊大村

駐屯地、竹松駐屯地や海自大村航空基地、さら

には、水陸機動団の第三連隊が新しく配備予定

であります。長崎市には長崎地方協力本部、五

島と対馬には空自レーダーサイト、対馬には陸

自警備隊、海自対馬防備隊、壱岐には警備所、

そして、東彼杵には陸自大野原演習場もあるわ

けであります。

このように、平和と安寧な日本と長崎県を守

るために、県内各要所に米軍と自衛隊が配備さ

れており、我が県は被爆県であると同時に、国

防県であるということがよくわかるわけであり

ます。

そこで、県庁組織を見てみますと、原爆被爆

者援護課というセクションがあり、被爆者の皆

様の援護や各種手当や給付等を行っていただい

ております。片や、日本でも有数の国防県長崎

県であるのに、基地対策課のようなセクション

がないのはなぜでしょうか。同じように国防県

である神奈川県や山口県は、専門のセクション

を置いているわけであります。

私は、このように世界が不安定な秩序の時代

だからこそ、県としてしっかりと基地対策専門

の組織を設置すべきで、さらに高度な情報収集

や県警との連携、または、よりハイレベルな米

軍や自衛隊との連携が必要であるというふうに

考えています。そのことから、県民の生命と財

産を守ることにつながるというふうに思います。

私の地元の佐世保市民からも、多くの賛同の

意見をいただいております。現在、危機管理課

の基地対策班で懸命に業務を遂行していただい

ていることは十分理解したうえで、あえて知事

にお尋ねをいたしますが、今後、基地対策専門

の組織を設置することについてのご見解をお尋

ねいたします。

2、石木ダムについて。
（1）県民から理解を得るための広報活動に

ついて。

石木ダムについては、さきの先輩議員の質問

で、推進のための施策や今後の工事スケジュー

ルについて議論がなされました。私は、少し違

った角度で質問をしたいと思います。

石木ダムは、県と佐世保市が治水、利水対策

の一環として取り組んでいる大変重要な事業で

あることは申し上げるまでもございませんが、

現況、佐世保市が管理している利水ダムの多く

が、老朽化が進み、改修する必要に迫られてい

て、改修の間はダムを空にしなければならず、

水不足の現状では改修工事を行えないことや、

今後、ＩＲ認定整備が見込まれ、交流人口や定

住人口が増大する予測が立つことからも、石木

ダムによる早急な水源確保が求められていると

ころでございます。

現在、県は、ダムの本体の掘削工事と付け替

え道路工事を進めていますが、事業に反対され

ている地元住民の方々は、事業の必要性につい
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て理解を示していただけず、土地の明渡しに応

じていただけてない状況が続いているわけであ

ります。

さらに、今年1月の長崎新聞における石木ダ
ムの賛否を問うアンケートによりますと、4割
を超える方から「計画を聞いたことがあるが、

判断できない」や、「石木ダムをつくると水道

代が上がってしまうのか」などの声をいただい

ております。

本定例会の中でも、地元住民の方々との対話

の進め方や、推進団体の皆様のお話を聞くこと

について答弁がなされたところではありますが、

事業を進めるに当たっては、県民の皆様から事

業の必要性についてのさらなるご理解を得るこ

とも必要であるため、広報活動にもっと力点を

置くべきだというふうに考えますが、土木部長

の見解をお尋ねいたします。

3、県庁内のＤＸについて。
（1）現在の取組み状況と組織改正の目的に

ついて。

県は、平田 研副知事をトップとする

「Society5.0推進本部」を設置し、様々な分野
のＤＸ推進に取り組んできていると認識をして

おります。コロナ禍を通して行政分野のＤＸも

加速してきておりますが、県庁内のＤＸについ

てはどのような状況なのでしょうか。

今年4月には、情報システム課を「スマート
県庁推進課」と組織改正されたのも、何か理由

があってのことと推察できますが、最近の県庁

内のＤＸについての取組状況と、今般の組織改

正の趣旨について、お尋ねいたします。

4、道路行政について。
（1）西九州自動車道佐世保大塔インターの

渋滞対策について。

西九州自動車道の佐々インターから佐世保大

塔インターまでの区間においては、交通量が多

く慢性的な渋滞が発生していることから、現在、

西日本高速道路株式会社において、4車線化の
工事が進められているところであります。

一方で、佐世保大塔インターの周辺道路も渋

滞していることから、地域住民の生活の支障と

なっており、将来、ＩＲが認定整備された際に

は、各方面からも今以上の交通量が大塔インタ

ーチェンジに集中することが見込まれます。

また、将来、東彼杵道路が整備されますと、

交通の流れも一気に増加する予測もあります。

ＩＲ区域整備計画の中に、交通アクセスの強化

で道路整備が明記されておりますが、県として

佐世保大塔インターチェンジを含めた周辺道路

の交通渋滞にどう対応していくのか、見解をお

尋ねいたします。

（2）早岐・広田地区周辺の渋滞対策につい
て。

佐世保市の早岐地区・広田地区は、慢性的に

交通が混雑している地域で、住民の生活に支障

を来していると同時に、一刻を争う災害時や救

急時の対応にも支障を来すのではないかと心配

をされているところでございます。

特に、地域の主要な生活道路である一般県道

平瀬佐世保線の渋滞が顕著になっています。さ

らに、ＩＲが認定整備されると、現在の道路事

情では大渋滞が予測されます。ＩＲが認定整備

されても、されなくても、現状を変えるために

渋滞対策はさらに進めていくべきだと考えます。

現在、県において対策工事が進められている

ところですが、交通混雑に対する県の現状認識

と、その対応について、お尋ねをいたします。

（3）都市計画道路未着手区間佐世保縦貫線の
進捗状況について。

都市計画道路佐世保縦貫線の潮見交差点から
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福石町交差点までの約710メートル区間につい
ては、幅員36メートルに拡幅する計画で、昭和
21年に都市計画決定されておりますが、70年以
上が経過した現在も未整備の状態となっており

ます。

平成27年度の佐世保市全体の都市計画道路
見直しでは、現在の計画を存続することとされ

たことから、その後、事業化に向けた検討が進

められてきたわけでありますが、現在も土地や

建物の所有者には長期間の建築規制が課された

ままとなっており、早急な解決が必要であると

考えております。

そのような中、昨年11月には、地元と意見交
換会が開催され、様々な意見が出たかと思いま

すが、その後、進捗がどのような状況か、お尋

ねいたします。

5、伝統的工芸品の振興について。
（1）三川内焼と佐世保独楽の振興について。
我が県には、地域の歴史や風土、生活の中で

育まれ、受け継がれてきた伝統的工芸品があり

ます。

佐世保市においては、三川内焼が国の伝統的

工芸品に、佐世保独楽が県の伝統的工芸品に指

定をされており、いずれもコロナ禍で影響を受

けている中で、県からの支援に感謝をしている

という声も聞かれております。

伝統的工芸品の振興は、人々の生活に豊かさ

と潤いを与えるとともに、地域経済の発展に資

する大事な産業だと考えますが、県の支援の取

組状況について、お尋ねをいたします。

6、スタートアップ支援について。
（1）現状について。
（2）今後の取り組みについて。
国においては、未来を切り拓く新しい資本主

義の実現を掲げ、その柱となる成長戦略の一つ

として、スタートアップ支援の強化に取り組む

こととされています。

私も、スタートアップは、若者の斬新なアイ

デアや最先端の技術を活用し、新たなビジネス

が生み出されることから、こうした動きを伸ば

していくことで地域が活性化するとともに、多

様な働き方を生み出し、若者の県内定着にもつ

ながると考えています。

県におかれては、これまで交流事業を積極的

に推進し、スタートアップ創出に向けて取り組

んでこられ、高く評価しているところでありま

す。

県におけるスタートアップ支援の現状につい

て、若い方の事例を中心にお尋ねをいたします。

ウィズコロナ、アフターコロナを見据え、ス

タートアップ創出を加速させるため、今後、ど

のようなことに取り組んでいかれるのか、併せ

て、県の考えをお尋ねいたします。

7、医療福祉行政について。
（1）災害派遣福祉チーム（ＤＣＡＴ）の状

況について。

ここ近年、全国各地で大規模災害が多発して

おり、高齢者や障害者、乳幼児など、配慮が必

要な方が避難所等で長期間避難を余儀なくされ

るケースが増えてきています。

こうした方々には、早期に福祉ニーズを把握

し、必要な支援を行わなければ、生活機能の低

下、症状の悪化などの二次被害が生じてしまう

リスクが指摘されております。

県では、配慮を要する方々が避難所での生活

で必要な支援を受けられるよう、福祉関係団体

との協定により、施設の介護職員などを中心と

した災害派遣福祉チーム（長崎ＤＣＡＴ）が組

織をされており、災害時に避難所へ派遣される

仕組みになっているとお聞きしております。
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「長崎ＤＣＡＴ」は、災害救助法が適用され

るような大規模災害が想定されており、本県に

おいて、これまでの派遣実績はないとのことで

すが、昨年度、本県においても22年ぶりに災害
救助法が適用されたところであり、今後、いつ、

どこで大規模災害が発生するかわからない中、

ＤＣＡＴ出動要請があった場合、チームとして

迅速かつ効果的な対応がでるきよう、事前に備

えておくことが重要だと考えますが、平時から

のＤＣＡＴチームの質の向上や連携を高めるた

め、県としてどのように取り組んでいかれるの

か、お尋ねをいたします。

（2）ＩＲ認定整備に伴う県北地区医療提供
体制について。

ＩＲ認定整備に伴い、今後、新たな雇用創出

や観光客の増加が見込まれ、定住人口や交流人

口は一日約3万人程度とも言われております。
人口増による一方で、地域における医療需要の

拡大も懸念をされております。

先般、令和5年度の県の施策等に関する佐世
保市要望にもありましたとおり、佐世保県北地

域は、医師の高齢化に伴い、不足する医療への

対応や診療科偏在の解消など、安定した地域医

療体制の確保が大きな課題になっております。

そこで、ＩＲ認定整備に伴い医療需要の拡大

が見込まれる中、佐世保県北地域の医療提供体

制の確保のため、今後、県としてどのように取

り組んでいかれるのかをお尋ねいたします。

8、文化芸術の振興について。
（1）県北地域における長崎県美術館分館の

整備について。

県北地域の中心を担う佐世保市において、質

の高い文化芸術を醸成するための美術活動の拠

点として、さらには、文化芸術によるまちの新

しい価値や魅力の構築を通じて地域振興を図る

拠点として、新たな美術館は必要不可欠であり

ます。

今、読み上げましたのは、令和5年度の佐世
保市の県への施策要望の一文です。

このように、毎年、毎年、重点課題の一つに

も上がっており、佐世保市民の悲願でもありま

す。ぜひとも前向きにご検討をいただいて、県

北地域の皆様に身近に文化芸術に触れていただ

ける機会を提供するために、県美術館分館の整

備について、ご答弁をお願いいたします。

9、農林行政について。
（1）農業移住者の支援について。
本県では、他県より急速に人口減少や高齢化

が進んでおり、農業分野においては、地域集落

の維持や、特に、担い手の減少に伴う産地の維

持が困難になっていくことに危機感を持って対

応していかなければなりません。

県では、人口減少対策として、県外から移住

者を呼び込むため、様々な施策に取り組まれて

いますが、中でもぜひ、本県の農業分野を多く

の移住希望者の方々に選んでいただき、本県農

業の今後の維持・発展に地元の皆さんと一緒に

取り組んでいただきたいというふうに考えてお

ります。

ところが、本県にご縁がない方々が農業で生

活をしようと志して移住を考えた場合、農地の

確保や技術の習得、機械・施設の設備投資やコ

スト高等、多くの課題があり、手厚い支援が必

要になってきます。

移住してくる方は、各自治体の支援制度等を

参考に移住先を選定していると思われ、例えば

関東の方が九州に就農移住したいと考えた時、

九州他県より我が長崎県を選んでいただくため

には、支援制度の充実が大変重要なことと思い

ます。県として、どのように支援をしていくの
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か、お尋ねをいたします。

10、教育行政について。
（1）教育委員会教育長の抱負について。
まずは、中﨑教育委員会教育長、ご就任、誠

におめでとうございます。

教育委員会教育長は、対馬振興局長や文化観

光国際部長を歴任され、様々な県政の課題と向

き合ってこられたことと思います。教育委員会

におかれましては、県政上の重大な課題の一つ

である人口減少問題に対して、これまでもふる

さと教育に取り組まれてきていると思いますが、

教育委員会教育長ご自身の経験を活かして、今

後どのように取り組んでいこうとされているの

か、抱負についてお尋ねをいたします。

以上、本質問はこれにてとどめ、時間がある

場合は、対面演壇席にて再質問をさせていただ

きます。

〇議長（坂本智徳君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）〔登壇〕 山下議員のご質

問にお答えいたします。

世界秩序の変化と長崎県の役割についてとい

うことで、世界が不安定な秩序の時代だからこ

そ、国防県である本県も基地対策の組織を設置

すべきではないかとのお尋ねですが、我が国は、

日米同盟を基軸とし、日米間の緊密な連携を図

りながら、地域と国際社会の平和と安定を目指

していく安全保障体制のもとで、平和国家とし

て歩みが重ねられてきております。

自衛隊におかれても、国民の命と平和な暮ら

しを守り抜く責務に全力で取り組まれているこ

とと思います。

また、本県においては、県内各地に多くの自

衛隊の部隊が配備されており、国の平和と安定

に大きな役割を果たされている一方で、佐世保

市では、米軍基地が所在することにより、市民

生活に大きな影響が生じるなど、長年にわたる

課題も存在しております。

世界情勢がロシアのウクライナ侵攻や北朝鮮

による弾道ミサイル等の発射により不安定さを

増し、国の防衛力の強化が議論されている中、

本県では、大村市に陸上自衛隊水陸機動団の3
個目の連隊の配備が決定したところです。

佐世保市では、基地との共存共生を掲げた新

たな基地政策方針を策定されるなど、基地を取

り巻く状況に大きな変化が生じております。

このため、県としても、関係自治体と連携し

た基地対策を促進するとともに、国防を担う自

衛隊と、有事に備えた一層の連携強化に取り組

んでいく必要があると考えております。組織に

つきましても、しっかりと検討を進めてまいり

ます。

残余のご質問につきましては、関係部局長か

ら答弁をさせていただきます。

〇議長（坂本智徳君） 土木部長。

〇土木部長（奥田秀樹君） 私から、4点お答え
いたします。

まず、石木ダム事業について、広報活動に力

を入れるべきとのお尋ねですが、石木ダム事業

の必要性については、司法の場等において既に

認められているところですが、県民の皆様に対

して説明を尽くしていく必要があると考えてい

ます。

県におきましては、これまで、全世帯広報誌

や新聞広告などで石木ダムの必要性等を説明し

てきたところです。

今後は、新たな広報媒体としてＳＮＳを活用

するとともに、これまで以上に広報活動の機会

を増やすなど、積極的に取り組んでまいります。

引き続き、共同事業者である佐世保市と連携

しながら、県民の皆様の事業に対するご理解が
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深まるよう努めてまいります。

次に、佐世保大塔インターチェンジの渋滞対

策についてのお尋ねですが、西九州自動車道の

佐世保大塔インターチェンジは、国道35号や国
道205号と接続しており、交通量が多いうえ複
雑な構造となっています。

このため、以前から周辺道路を含め、朝夕の

通勤時間帯などに渋滞が発生しており、主要渋

滞箇所にも選定されています。

これまでも、関係機関による渋滞対策協議会

において対応を検討し、信号現示や車線運用の

変更などの対策を行ってきており、一部では改

善が見られているところです。

また、現在進められている佐世保道路の4車
線化により、佐世保大塔インターチェンジでの

渋滞の一部は解消するものと考えています。

しかしながら、今後も周辺道路の渋滞やＩＲ

開業による影響など課題が残ると考えられるこ

とから、国や西日本高速道路株式会社、佐世保

市と協力して勉強会を設置し、今年度から改め

て検討を始めたところです。

今後、抜本的な対策も含め、佐世保大塔イン

ターチェンジ周辺の渋滞対策について、積極的

に検討してまいります。

次に、早岐・広田地区周辺の交通混雑につい

てのお尋ねですが、早岐・広田地区周辺は、道

路沿線に商業施設が多数立地していることなど

から、交通が集中し、複数の交差点が主要渋滞

箇所に選定されています。

このうち、汐入橋交差点については、交通の

分散による混雑緩和を図るため、県道平瀬佐世

保線から並行する市道へ直結する広田工区の整

備を進めており、令和5年度の完成供用を目指
しています。

また、県道平瀬佐世保線の早岐橋については、

早岐川の河川改修に合わせて、拡幅による右折

帯の設置を計画しています。

引き続き、早岐・広田地区の道路状況を注視

し、交通混雑の解消に向けて取り組んでまいり

ます。

次に、都市計画道路未着手区間佐世保縦貫線

の進捗状況についてのお尋ねですが、都市計画

道路、佐世保縦貫線の潮見交差点から福石町交

差点までの未整備区間は、並行する西九州自動

車道の4車線化による交通量を考慮し、6車線に
拡幅する計画を現在の4車線のままとする計画
の見直しが必要であると考えています。

一方、路線バスの停車や交差点の右折車が多

いことなどによる交通混雑も発生していること

から、バス停付近や交差点の局部改良は必要で

あると考えています。

計画の見直しに向けて、国、県、佐世保市の

関係者で協議を進めながら、昨年11月に土地や
建物の所有者との意見交換会を実施し、様々な

ご意見をいただきました。

現在、地元自治会や関係住民への個別説明、

関係機関との協議を行い、交差点の改良計画や

バス停の設置位置など具体的な道路計画の検討

を進めているところです。

今後、個別の調整が整い次第、改めて道路計

画案について、地元の皆様のご意見をお伺いし、

国や市としっかり連携しながら、都市計画の変

更手続を進めてまいります。

〇議長（坂本智徳君） 総務部長。

〇総務部長（大田 圭君） 私から、1点ご答弁
申し上げます。

県庁内ＤＸについて、その取組状況と今般の

組織改正の趣旨はというお尋ねをいただきまし

た。

県庁内のデジタル改革の具体的な取組といた
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しましては、令和2年度からパソコン上の定型
作業を自動化するＲＰＡですとか、ＡＩ会議録

システム、こちらの本格導入をしまして、その

活用を拡大しているところでございます。

さらに、今年度といたしましては、専門的な

プログラム言語の知識がなくても簡易なシステ

ムを構築することができるノーコード開発ツー

ル、あるいはキャッシュレス決済機能等を備え

た電子申請システム等を導入いたしまして、さ

らなる業務効率化及び県民サービスの向上に向

けた取組を進めることといたしております。

このように、行政手続のオンライン化による

県民サービスの一層の向上やＲＰＡ等の新技術

活用の強化など、庁内業務のデジタル化を加速

するとともに、人材育成も含めまして、県庁そ

のものをデジタルによって改革していくという

思いを込めまして、本年4月から情報システム
課を「スマート県庁推進課」として改組をした

という状況でございます。

〇議長（坂本智徳君） 産業労働部長。

〇産業労働部長（松尾誠司君） 私の方から、3
点お答えさせていただきます。

佐世保市の伝統的工芸品の振興に向けた支援

について、どのように考えているのかとのお尋

ねですが、県では、国指定の伝統的工芸品であ

る三川内焼や、県指定の佐世保独楽について、

地域の歴史や文化が育んだ大事な産業であるこ

とから、支援を行っているところであります。

三川内焼につきましては、首都圏での販売強

化を図るため、産地と連携して東京のセレクト

ショップでの販売や、日本最大級の展示販売会

への出展等を支援してまいりました。

コロナ禍において、対面販売や業務用の需要

が落ち込んだため、ＥＣサイト構築やＳＮＳ等

を活用したＰＲを支援するなど、新たな販路開

拓に取り組んでいるところであります。

また、佐世保独楽については、コロナ禍で店

頭販売が大きく影響を受けたため、昨年度はリ

モートによる製作体験やＥＣサイトでの販売強

化を支援いたしました。

事業者からは、製作体験を通じてＥＣサイト

販売に誘導でき、新たな需要を取り込めたとの

評価をいただいており、今後は、国内外からの

観光客等に向け、多言語のカタログ制作等を支

援してまいります。

県といたしましては、今後の本格的な人流回

復やコロナ禍で変化した販路を見据え、産地等

の意見を踏まえながら、引き続き伝統的工芸品

の振興に取り組んでまいります。

次に、スタートアップ支援の現状はどうかと

のお尋ねですが、県では、新たなビジネスモデ

ルによって成長を目指すスタートアップ企

業の集積を図るため、交流拠点施設CO-DEJIMA
を整備するなど、県内スタートアップ企業の支

援に取り組んでおり、新たな動きも出始めてい

るところであります。

具体的な県の支援としては、外科手術の方法

を検討する際に利用される人工関節について、

ＡＩと3Ｄプリンターを活用するアイデアを持
つ県立大学の学生に対し、専門家を派遣し、事

業化に向けた助言を行っております。

このほか、県では、若手起業家の裾野を広げ

るため、昨年11月、佐世保市において開催され
たスタートアップ体験イベントを支援したとこ

ろであります。引き続き、幅広い人材の交流を

促し、アイデアや技術を高めあう場の提供を行

ってまいります。

最後に、今後のスタートアップ支援にどう取

り組むのかとのお尋ねですが、スタートアップ

企業の創出を加速させるためには、県内での裾
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野の拡大が必要であり、スタートアップへの関

心を高める機運醸成の取組や、事業化につなが

る資金調達ができる環境づくりが重要だと認識

しております。

このため、今回の補正予算でご提案しており

ますミライ企業Ｎａｇａｓａｋi推進事業にお
いて、投資家とスタートアップ企業とのマッチ

ングイベントを開催し、スタートアップを目指

す参加者に対して、専門家が事前指導を行うこ

とで事業のブラッシュアップ等を促し、投資家

からの資金獲得までつなげてまいります。

さらには、ビジネス化にはまだ至らないもの

の、アイデアがすばらしい事業案については、

投資家からのアドバイスに沿った取組を併せて

支援してまいります。

〇議長（坂本智徳君） 福祉保健部長。

〇福祉保健部長（寺原朋裕君） 私からは、2点
お答えさせていただきます。

災害派遣福祉チーム「長崎ＤＣＡＴ」につい

て、平時からチームの質の向上や連携を高める

ため、県としてどのように取り組んでいるのか

とのお尋ねですが、災害派遣福祉チーム「長崎

ＤＣＡＴ」は、県と県内12の福祉施設団体等が、
平成29年に締結した協定に基づき、体制を構築
いたしました。

令和4年5月時点で、団体に加入する施設・事
業所の社会福祉士、介護福祉士、保育士等、九

州各県の中では最も多い658名がＤＣＡＴのメ
ンバーとして登録されており、毎年、団体を通

じて施設・事業所における連絡体制の確認や、

国が開催する研修会の受講などをお願いしてい

るところです。

全国的には、13府県の派遣実績があり、今後
は、先進県への視察や実動訓練を実施するなど、

災害に迅速かつ実効性のある活動ができるよう、

平時からの資質向上に努めてまいります。

次に、ＩＲ認定整備に伴う医療需要の拡大が

見込まれる中、佐世保県北地区の医療体制の確

保のため、今後、県としてどのように取り組む

のかとのお尋ねですが、本県は、全国9位の医
師多数県とされている中、県としては、医師確

保計画に基づき、必要な医師の確保に努めてま

いりましたが、佐世保県北医療圏においては、

特に、医師の高齢化や診療科の偏在があり、救

急医療など地域に必要な医療提供体制の確保は

重要な課題と認識しております。

このため、佐世保市総合医療センターへの救

命救急センター設置に対する支援や、医師の斡

旋及び代診医の派遣等に努めてまいりました。

令和9年度開業を目指しているＩＲについて
は、集客に伴う医療需要の動向を見極めつつ、

必要となる医療提供体制の確保に向け、地元佐

世保市とともに取り組んでまいります。

〇議長（坂本智徳君） 文化観光国際部長。

〇文化観光国際部長（前川謙介君）県北地域の

住民の方々に身近に文化芸術に触れる機会を提

供するために、長崎県美術館の分館が整備でき

ないかとのお尋ねでございます。

県民の皆様が優れた芸術に親しみ、また、参

加できる機会を充実させるということは大変重

要なことと考えております。

しかしながら、県政において様々な課題が山

積する中におきまして、こうした課題に優先す

る形で新しい施設を整備するということは、本

県の厳しい財政状況等を踏まえますと容易なこ

とではないと考えております。

こうした中にありまして、これまでもソフト

面におきましては、県美術館等の収蔵作品を展

示する移動美術館でありますとか、あるいはテ

レビ会議システムなどを活用いたしまして、美
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術館の作品を学芸員と対話しながら鑑賞する遠

隔授業、また、県展入賞作品を中心といたしま

した県美術展覧会の開催など、様々な形で優れ

た美術作品の鑑賞機会の提供に努めているとこ

ろでございます。

引き続き、市町とも協議しながら、県北地域

での文化芸術事業に積極的に取り組んでまいり

たいと考えております。

〇議長（坂本智徳君） 農林部長。

〇農林部長（綾香直芳君）本県に移住して農業

を始めたいと考える人への対応、支援について

のお尋ねでございますが、県では、県内外から

広く新規就農者を獲得するため、新規学卒者に

加え、ＵＩターン者の就農対策に取り組んでい

るところです。

具体的には、県内外の就農希望者に対し、ＳＮＳ

やホームページ、広告媒体を活用して、本県の

農業のもうかる姿や就農支援制度、農山村地域

の魅力や生活環境情報などを広く発信すること

で、就農相談会やオンライン就農相談につなげ

ております。

加えて、就農を希望する人を対象とした技術

習得支援研修の実施や、ＪＡが主体となった生

産と経営技術習得をサポートする研修機関の立

ち上げを推進しているところです。

その後、就農時に必要な初期投資の軽減を図

るため、国庫事業や県の単独事業等を活用して

機械・施設の導入を支援することで、毎年県外

からのＵＩターン者が40名程度、県内で就農を
している状況です。

また、今年度から県独自の新たな取組として、

特に、ＵＩターン者の初期投資をさらに低減す

るため、ＪＡが行う中古農業用ハウス等のリー

ス事業に対する支援を行い、より一層の新規参

入を図っていくこととしております。

県としましては、今後もこうした取組を市町

や農業団体と一体となって推進することで、県

内外からの新規就農者の確保に取り組んでまい

ります。

〇議長（坂本智徳君） 教育委員会教育長。

〇教育委員会教育長（中﨑謙司君）これまでの

経験を活かして、今後、ふるさと教育にどのよ

うに取り組んでいこうとしているかとのお尋ね

でございます。

私はこれまで、観光行政に長く携わってきま

したが、この経験はふるさと教育にも活かせる

と思っております。

特に、コロナ禍の観光施策で、県民の皆様に

県内での家族旅行や修学旅行を通じまして、本

県の魅力を再発見いただきましたが、改めて長

崎ならではの歴史や文化、自然環境や食などの

すばらしさを、教育行政の立場から、子どもた

ちの記憶と心にとどめるような仕掛けづくりを

検討してまいります。

また、県全体が100年に一度と言われる大き
な変革期を迎える中、私がこれまで携わってき

た観光業をはじめ、各産業の人材ニーズが急速

に多様化しつつあると感じておりますが、子ど

もたちに各地域や産業界がどのような人材を求

めているかを知ってもらい、小中学校段階から、

高校卒業後の出口を意識させる教育についても

必要であると考えております。

今後とも、生まれ育った地域のことが好きに

なり、将来の自分がそこで果たす役割に思いを

はせるような子どもたちが増えていきますよう

に、市町や民間の皆様とも連携しながら、より

厚みのある小中高一貫したふるさと教育を展開

してまいりたいと考えております。

〇議長（坂本智徳君） 山下議員―11番。
〇１１番（山下博史君）ご答弁ありがとうござ
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いました。時間がありますので、再質問を数点

させていただきたいと思います。

まず、県庁内のＤＸについて、今、総務部長

から、ＲＰＡの新技術やＡＩの活用ということ

でご答弁をいただいて、今現在の取組状況につ

いては理解をすることができました。

ただ、ＩＣＴというのは日々進化を続けてお

りまして、常にアップデートが必要じゃないか

というふうに思います。そうじゃないと、ほか

の自治体、都道府県や自治体から取り残されて

いくというようなことも考えられるわけであり

ます。

県のＤＸの責任者として平田 研副知事がい

らっしゃるわけでありますが、今後の県庁の

ＤＸの課題がどこにあって、今後どのように対

応されていこうと思われているのか、ご答弁を

お願いいたしたいと思います。

〇議長（坂本智徳君） 平田 研副知事。

〇副知事（平田 研君） 昨今のＩＣＴは、かつ

ての日進月歩と言われる状況から、秒進分歩と

言われるほどに加速をしておりまして、様々な

ツールが開発されておりますけれども、県にと

ってのＩＣＴは、その導入が目的ではなく、あ

くまでも県民サービス向上などの目的を達成す

るための道具でありますので、目的を明確にし

ながら、最適なツールを的確に選択し、十分に

使いこなしていくことが重要だと考えておりま

す。

ＩＣＴを効果的に活用していくためには、使

い手である職員のリテラシーが重要となってま

いりますので、デジタル人材の育成に力を入れ

ていきたいと考えております。

また、職員のみでは限界もありますので、最

先端の知識・経験を有する民間人材の活用も必

要だと考えており、現在、その体制の構築につ

いて検討を進めているところであります。

いずれにしましても、県庁デジタル改革の実

現は、行政資源が限られ、地理的にも条件不利

地が多いがゆえにデジタルの特性を活かしやす

い本県にとって、質の高い県民サービスを提供

していくための喫緊の課題でありますので、県

庁一丸となってしっかり取り組んでまいりたい

と考えております。

〇議長（坂本智徳君） 山下議員―11番。
〇１１番（山下博史君）ご答弁ありがとうござ

いました。

先ほど、民間人材の活用ということもお話に

出ました。いろんな見識、知識を、内部だけじ

ゃなくて、外部からも取り入れることによって、

しっかりと取り組んでいただければと思ってお

りますので、引き続きよろしくお願い申し上げ

ます。

次に、伝統的工芸品の振興についてでござい

ます。

私、今日は佐世保独楽を持ってきました。（独

楽掲示)これは珍しい配色で縁起がいいゴール

ドの配色でありまして、実際、これは回せます。

今は回せませんけれど、回すことができます。

議長の許可をいただきまして、今日は三川内

焼もお持ちしましたけれども、(三川内焼掲示)

こちらは平戸洸祥釜の中里一郎さん、県の無形

文化財に指定されている方の作品ですけれども、

本当にすばらしい作品で、今日お持ちしたわけ

であります。

私も先日、子どもの頃を思い出して、小学生

の息子と、「いきながしょうもんしょうくらべ」

というかけ声で独楽回しをするんですけれども、

これはどっちが長く回せるかという勝負です。

それで勝負をしましたけれど、息子には勝てま

せんでした。
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こういうふうに、今、佐世保では佐世保独楽

の魅力を再発見しようということで、各地で独

楽回しの大会とか、いろんな佐世保独楽に関連

するイベントなどが開催をされております。

佐世保市の一部の小学校では、実際に独楽へ

の絵付けを体験することとか、独楽の回し方が

分からないというとで独楽回しの体験イベント、

小学校で体験をしていただく、そういうことも

していただいております。こうやって佐世保独

楽の魅力を後世にずっとつないでいこうという

学習をしていただいているところであります。

そこで、教育委員会教育長にぜひお尋ねした

いんですけれども、このような小学校での学習

の中に、伝統的工芸品を学ぶ機会をもっともっ

と広げていっていただきたいなと思うんですけ

れども、ご見解はいかがでしょうか。

〇議長（坂本智徳君） 教育委員会教育長。

〇教育委員会教育長（中﨑謙司君） 今、お話に

ありましたとおり、佐世保市の多くの小学校で

は、生活科の学習の中で、佐世保独楽を使った

遊びを体験しておりまして、中には地域の高齢

者の方々を学校に招いて、そして、子どもたち

に遊び方を教えていただいている学校もあると

聞いているところでございます。

このことは、遊びを通じまして、子どもたち

が郷土の伝統的工芸品への愛着を深め、地域の

方々と触れ合うことができる意義深い学習であ

りますので、今後、先ほど申しましたふるさと

教育を検討していく中で参考にさせていただき

たいと思っております。

〇議長（坂本智徳君） 山下議員―11番。
〇１１番（山下博史君） 今、ふるさと教育とい

うことでありました。ふるさと愛といいましょ

うか、ふるさとを思う気持ちというのを佐世保

独楽を通じて育んでいっていただければ、それ

がふるさと教育につながっていくのではないか

なと思いますので、ぜひ小学校の現場の方で、

できるだけ取り組んでいただければなと思って

おりますので、よろしくお願い申し上げます。

次に、スタートアップについて、再質問させ

ていただきたいと思います。

スタートアップの関連の答弁にありましたス

タートアップ体験イベントについてですが、答

弁にもありましたとおり、私の地元である佐世

保市で開催していただいておりまして、大変あ

りがたいというふうに思っております。

このようなイベントに限らず、スタートアッ

プ企業を生み出す交流事業を、ぜひとも今後も

継続して実施していただきたいということで、

こちらは要望にかえさせていただきます。

さらに申し上げますと、佐世保市については、

県北の中核都市でありまして、若者の活力にあ

ふれた魅力的な地域であるということは皆様ご

承知のとおりであります。これからスタートア

ップ企業が続々と生み出される可能性を秘めて

いるのではないかというふうに思います。

県がスタートアップの振興を推進するに当た

っては、非常にこれは重要な視点になるのでは

ないかと考えますが、最後にお尋ねしますけれ

ども、県全体のスタートアップ振興を考える意

味で、佐世保市は非常に期待が持てる地域だと

私は思うんですけれども、確認の意味で、再度

部長の答弁をお願いいたします。

〇議長（坂本智徳君） 産業労働部長。

〇産業労働部長（松尾誠司君）佐世保市の特徴

としては、まちとしての多様性があることや、

ＩＲ誘致に対する期待感も増しており、加えて、

佐世保高専には、起業家精神を学ぶキャリアセ

ンターがあるなど、スタートアップ施策を展開

するうえで非常に期待が持てる地域だというふ
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うに認識しております。

引き続き、機運醸成を図りながら、スタート

アップ企業の集積を目指し、取り組んでまいり

ます。

〇議長（坂本智徳君） 山下議員―11番。
〇１１番（山下博史君）ありがとうございます。

確認をさせていただきました。佐世保県北地域、

引き続き、よろしくお願い申し上げたいと思い

ます。

次に、医療提供体制についてでございます。

先ほどの答弁で、ＩＲ認定整備に伴う医療需

要の動向を見ながら、佐世保市とともに必要な

医療提供体制の確保に努めるというご答弁であ

りましたけれども、ＩＲ開業まで約5年間ある
わけであります。医療体制の確保に向けて、今

からでもできることがあるのではないか、準備

をしていけることがあるのではないかというふ

うに思いますが、そのあたりについて県の見解

を求めます。

〇議長（坂本智徳君） 福祉保健部長。

〇福祉保健部長（寺原朋裕君）ＩＲの開業によ

って、周辺地域の医療体制がどのような影響を

受けるのか見極めたうえで対応を検討する必要

がございます。

県では、県内各地域に必要な医療提供体制を

構築するため、医療計画を策定しており、来年

度の計画見直しにおいては、関係部局と協議し

ながら、ＩＲ開業に伴う影響についても検討を

行ってまいります。

また、開業までに求められる対策については、

当該計画や状況の変化を踏まえ、必要に応じて

関係機関にもご意見を伺いながら、取組を進め

てまいります。

〇議長（坂本智徳君） 山下議員―11番。
〇１１番（山下博史君）ありがとうございまし

た。

次に、文化芸術の振興ということで、なかな

かハード面の整備については、財源もあります

ということで困難であるとの答弁でありました

けれども、佐世保県北地区としては、あきらめ

ることなく、今後も要望を挙げていきたいとい

うふうに思っております。

2025年に国民文化祭が、我が県で初開催され
るということが決まっていると聞いております。

長崎県全体で地域の特色ある文化芸術活動をい

かに活性化させるか、これが観光振興やまちづ

くりにもつながるというふうに聞いております。

この国民文化祭を県と長崎市だけではなく、

県北地域にも波及効果が及ぶように準備して取

り組んでいただきたいと思いますが、ご見解の

ほどをよろしくお願いいたします。

〇議長（坂本智徳君） 文化観光国際部長。

〇文化観光国際部長（前川謙介君）国民文化祭

及び全国障害者芸術・文化祭は、国内外からお

見えになる多くの皆様に文化芸術を楽しみ、ま

た、交流していただける絶好のチャンスと考え

ております。

現在、県北地域におきましては、ジャズやダ

ンス、映画祭など、多彩なジャンルで熱心な活

動が行われております。

こうした団体が活動の場を広げて、また、地

域の取組を国民文化祭でもご披露いただくこと

で、県北地域をはじめ、県内に広く波及効果を

もたらすように、市町や関係団体の皆様と一体

となって積極的に取り組んでまいりたいと考え

ております。

〇議長（坂本智徳君） 山下議員―11番。
〇１１番（山下博史君） 県北地域も、ぜひ漏れ

なく、よろしくお願い申し上げたいと思います。

準備した再質問は、以上でありますが、最後
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に、知事、「少年サンデー」という漫画雑誌に

連載中の「第九の波濤」という漫画コミックを

ご存じでしょうか。（漫画雑誌掲示）

実は、これは、ちょっとあらすじを申し上げ

ますと、ＳＮＳ依存症ぎみの都会男子が、ひょ

んなことから長大の水産学部に入学して、もや

しっ子で今どき男子だった長大水産学部生が、

その水産学部でもまれて、少しずつ海の男の顔

になっていくという海洋ロマンキャンパススト

ーリーであります。舞台はもちろん長崎です。

地元の登場人物はもちろん長崎弁です。長崎の

魅力を十二分に漫画の舞台で発信をしていただ

いています。

私も恥ずかしながら、東京の知人から言われ

るまで知りませんでした。この私の東京の知人

は、この漫画を読むと長崎に行きたくなると、

実際、家族で長崎に旅行に来てくれました。私

も実は、1巻しかまだ読んでないんですけれど
も、知事をはじめ県庁職員の皆さん、ぜひ手に

取っていただいて読んでいただければなと思い

ます。ここで、知らなかった長崎の魅力とか、

再発見できるかもしれません。

また、この「第九の波濤」は、今後、県政に

おける長崎県の魅力発信とか、観光誘致の施策

に何か役に立つかもしれません。これは生の声

で私も聞いておりますので、ぜひご活用いただ

きたいということで、今日はご紹介をさせてい

ただきました。

ちなみに、知事、これはご存じでしたか。ご

存じじゃなかったですね。ぜひ手に取っていた

だければと思います。

最後になりましたけれども、この漫画を世に

送り出していただきました諫早市出身の漫画家

の草木道輝さんに感謝を申し上げて、質問を終

わりたいと思います。

ありがとうございました。

〇議長（坂本智徳君） これより、しばらく休憩

をいたします。

会議は、2時40分から再開いたします。
― 午後 ２時２４分 休憩 ―

― 午後 ２時４０分 再開 ―

〇議長（坂本智徳君） 会議を再開いたします。

引き続き、一般質問を行います。

下条議員―10番。
〇１０番（下条博文君）（拍手）〔登壇〕 自由

民主党、長崎市選出、県民皆様の想いをつなぐ

下条博文でございます。

一般質問の機会をいただき、皆様に感謝申し

上げます。

また、雨の中、お越しいただいた皆様にも感

謝申し上げます。ありがとうございます。

質問通告に基づき、一問一答形式でご質問を

行います。

1、県民の給与向上対策について。
（1）成長性の高い新産業分野。
農林水産省小売価格の「全国単純平均値の動

き（令和4年4月）」によると、ロシアのウクラ
イナ侵攻などの影響を受け、原材料の高騰は、

消費者向けの小売商品や事業者向けの事業用商

品に値上げの形で影響が及んでいます。

小売商品価格では、小麦や食用油、菜種油の

上昇が特に目立っています。皆様にご配付して

いる資料のとおりでございます。

また、この物価高は給与に反映されていない

ことも、内閣府調べに明記されております。

本県の給与水準については、厚生労働省が令

和3年6月を対象とした賃金構造基本統計調査
によると、本県は全国35位でした。
私は、給与水準の向上は、人口減少、社会減
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対策としても重要だと考えています。給与水準

を向上させていくには、一次産業や観光・サー

ビス業、製造業ほか、あらゆる産業が関連しま

すが、給与水準を牽引する新産業などの成長分

野に絞ってお尋ねをいたします。

県として、成長性が見込める新産業分野を対

象に、どのような産業を想定して、その施策を

考えているのか、給与水準の向上に関する点も

含めて、知事にお尋ねいたします。

以後、対面演壇席に移り、質問を行わせてい

ただきます。

〇議長（坂本智徳君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）〔登壇〕 下条議員のご質

問にお答えをいたします。

世界的なデジタル化の進展やカーボンニュー

トラルに向けた潮流の中、県では、付加価値の

高い雇用創出を図るため、半導体関連や情報関

連などの成長分野を中心に企業の誘致、育成を

図っていくことが重要と考えております。

そのため、今回補正予算でご提案しているグ

リーン対応型企業成長促進事業において、半導

体、航空機、ロボット、造船・プラント、医療

の5分野で、県内中小企業の参入を促すため、
企業間連携による事業拡大や関連技術の研究開

発などの取組を支援することとしております。

また、情報関連や医療関連においては、長崎

大学や県立大学の知見などを活かし、企業誘致

を進めるとともに、誘致企業との協業による県

内企業の技術力向上を図ることとしております。

今後とも、本県経済を取り巻く環境が大きく

変革する中、県民の所得向上に資するよう、本

県の優位性を活かした力強い産業の育成に全力

を注いでまいります。

以後のご質問については、自席から答弁させ

ていただきます。

〇議長（坂本智徳君） 下条議員―10番。
〇１０番（下条博文君） すみません、今回、な

かなか時間がぎりぎりなもので焦ってしまいま

した。

知事、ありがとうございました。

本県では、国が示した新しい資本主義、グリ

ーンデジタルなど、今、知事からご答弁があっ

たようなものが、もう既に県内には根づいてお

ります。

給与水準を牽引していくような可能性のある

新産業ですが、この新産業の分野に限り、私は、

県の施策が、より具体性、また先進性に対して

少しもの足らなさを感じております。加速度的

に進化する時代の流れに応答し、本県の給与水

準向上を目指し組織的に取り組むことを要望し、

次の質問に移ります。

（2）情報系産業の振興。
本県では、県立大学情報システム学部120名

と長崎大学情報データ科学部110名、合わせて
年間に約230名の金の卵である情報系人材を輩
出しています。

育成された専門人材は、今や国防の重要課題

でもあるサイバーセキュリティや、様々な社会

問題の解決に貢献するデータサイエンス等の知

識を活かして付加価値の高い仕事ができるので、

県内で就業していただき、起業してもらっても

いいと思いますが、県民の給与水準の向上を引

っ張ってもらいたいと願っております。

このような情報系専門人材の受け皿となる情

報系産業の振興に向けた県の取組について、お

尋ねいたします。

〇議長（坂本智徳君） 産業労働部長。

〇産業労働部長（松尾誠司君） 県では、オフィ

ス系企業の誘致による雇用の創出を図るため、

「金融バックオフィスセンター構想」のもと企
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業誘致に取り組んだ結果、大手情報系企業など

の集積が一定進んできております。

この集積の効果を県内中小企業にも波及させ

るため、誘致企業との連携を促進しており、具

体的には、医療関連分野や情報セキュリティ分

野などのシステム開発等の受注により、県内企

業の技術力向上が図られた事例も出てきており

ます。

今後とも、企業誘致を進めるとともに、県内

企業との連携を支援することにより、県内に情

報系専門人材の受け皿を創出してまいります。

〇議長（坂本智徳君） 下条議員―10番。
〇１０番（下条博文君）ご答弁をいただきまし

た。しっかり進んでおられるとは思いますが、

やはり何かもの足らなさを感じます。

情報系産業は、最先端の分野になります。受

け皿をつくっていくためには、少し斬新なアド

バルーンを打ち上げることも重要ではないかと

いうふうに思います。

例えば、時間の都合上、詳細な説明は省きま

すが、来るべきブロックチェーン実装時代に向

け、再生可能エネルギーを用い、エネルギーの

地産地消を原動力としたマイニング施設を経済

特区で行うなどの具体的で先進的な取組などを

県として掲げていただきたい。

もう既に県立大学や長崎大学にはこういった

人材が根づいておりますし、また、高度な人材

も、高度な関係人口という形で来られています。

ぜひとも前向きに検討していただきたいと強く

要望して、次の質問に移ります。

2、行政ＤＸ促進について。
（1）これまでのＤＸの取組と成果。
これまで定例県議会の一般質問などにおいて、

県におけるデジタル化やＤＸに関してお尋ねし

てきました。これまでの取組や成果について、

お尋ねいたします。

〇議長（坂本智徳君） 企画部長。

〇企画部長（浦 真樹君） 県におきましては、

「ながさきSociety5.0推進プラン」を昨年度策
定いたしまして、これまで各種デジタル関連施

策を展開してきております。

具体的には、全国で初めての事例となる県と

全市町が一体となった「データ連携基盤」の構

築、そのほかローカル5Ｇを活用した高度専門
医療の提供体制の整備、農林水産分野における

デジタル技術の導入、介護や高齢者見守りにお

けるＩＣＴの活用、県立学校におけるＧＩＧＡ

スクールに対応できる教育環境の整備など、各

分野において施策を推進してきているところで

あります。

しかしながら、行政における各種手続のオン

ライン化をはじめ、県内におけるデジタル化や

ＤＸの進捗については、まだ十分ではないと認

識をしているところであります。

そのため、各分野におけます今後のデジタル

関連施策の構築、推進に当たりましては、民間

人材の専門的知見をいただくなど、さらなる充

実、強化を図ってまいりたいと考えております。

〇議長（坂本智徳君） 下条議員―10番。
〇１０番（下条博文君） ただいまのご答弁で、

ＤＸについて十分ではないという認識を確認で

きました。

国が定める地方公共団体情報システムの標準

化に対する法律において、2025年度の統一シス
テム導入まで、あと約3年であり時間がありま
せん。今のようなご対応で、本当に間に合うん

でしょうか。

「自治体システム標準化法」は市町を中心と

した取組ですが、その中で国は方向性を定めま

す。県は国と市町の中心に位置しており、そこ
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には県の役割が必ずあると思います。

ＤＸが進まない原因は何か、その原因に対し

て県はどのような取組を行おうとしているのか、

お尋ねいたします。

〇議長（坂本智徳君） 企画部長。

〇企画部長（浦 真樹君）行政システムの標準

化につきましては、21の全市町におきまして、
国の目標時期である令和7年度末までに完了す
る見込みとなっております。

ただ、現在、システムの標準化に向けては、

各市町の業務に合わせた独自のシステムをこれ

まで構築していたことから、システム全般を見

直す必要があること、また、小規模の市町にお

きましては、専任の職員を確保できず、また専

門的知見を有する人材も不足していることなど

から、現在、標準化の作業に時間を要している

ものと考えております。

そのため県といたしましては、国の方針も踏

まえながら標準化にかかる目指す姿の共有を図

りますとともに、県情報戦略アドバイザーによ

る市町への助言や、標準化に向けた市町の枠を

超えた横断的な連携促進、こういったことを進

めましてシステムの標準化を今後促してまいり

たいと考えております。

〇議長（坂本智徳君） 下条議員―10番。
〇１０番（下条博文君）今ご答弁いただいたと

ころですが、そもそも、こういったシステムの

標準化を進めていくに当たって、市町の職員の

皆さんを中心に、この行政ＤＸというものに対

しての理解は進んでいるんでしょうか。

〇議長（坂本智徳君） 企画部長。

〇企画部長（浦 真樹君）市町の職員におかれ

ましても少しずつ理解は深まってきていると思

いますけれども、まだまだ十分ではないという

ふうに感じております。

そのため県では、デジタル担当の政策監、あ

るいは情報戦略のアドバイザーをこれまで市町

へ派遣しながら、デジタル化あるいはＤＸに関

するセミナーを実施するなど、首長や幹部職員

も含めまして市町職員の意識醸成、あるいは理

解を深めていただくということで取組を進めて

きているところでございます。

〇議長（坂本智徳君） 下条議員―10番。
〇１０番（下条博文君） そもそも、こういった

システムの流れというのは、コロナ禍を経験し、

思い切ってデジタル化を進めなければ日本を変

えることができないという思いから、菅元総理

がデジタル改革関連法案の意義を主張し、昨年

9月1日、デジタル庁が発足したところからスタ
ートしています。

今ご答弁いただいたような形で、ＤＸの理解

がまだ不十分であるということがわかりました。

これは私も非常に強く同感しております。

話が若干、本筋からそれますが、今年度、長

崎大学情報データ科学部の社会人向けＩＴ講座

を私も受講させていただいております。今日も、

一般質問が終わった後に講義があるんですけれ

ども、そこで小林 透先生の大規模プロジェクト

マネージメントという講義があります。

「劇的ビフォーアフター」というテレビ番組

なんですけれども、狭い家に住んでいたおばあ

ちゃんが、リフォームの後にすごく嬉しくて涙

を流します。これ、嬉しいという気持ちの中に、

なぜ涙を流しているのかという講義だったんで

す。時間があれば、ぜひとも知事を含め皆さん

にお聞きしたいところですけれども、時間があ

りませんので、答えを言いますと、おばあちゃ

ん自身が、家をどうしてほしいのかというニー

ズ、自分がどうしたいかということがわかって

いない。その思いを酌みとってくれて、うれし
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いから泣いているんだと、これが非常にこのプ

ロジェクトの中では重要なんだということを、

約2時間の講義の中で学ぶことができました。
話を戻しますが、行政ＤＸは、先ほど平田副

知事がお答えされていましたけれども、デジタ

ルという新しい技術を使い、県民自身が理解を

していないニーズを酌みとり、組織体制や慣例

など壁になっているものがあれば、それを突破

していく力、いわば酌みとる力と突破していく

力が非常に重要ではないかと思います。

デジタルは、あくまでツールです。目的の大

半は県民の行政サービス向上、利便性の向上、

そして、そこで大切なのはニーズを酌みとる力

と突破していく力、覚悟とコミュニケーション

能力と言い換えてもいいかもしれません。

知事の行政ＤＸに対する覚悟を、ここでお聞

かせください。

〇議長（坂本智徳君） 知事。

〇知事（大石賢吾君） 先ほど、企画部長からの

答弁にもあったんですけれど、私としてもやは

り、限られた経営資源の中で、県民サービスの

向上や生産性向上などによる新たな付加価値の

創出に向けて、県内におけるＤＸについては、

今後さらなる充実、強化を図ってまいりたいと

いうふうに考えています。

そのため、庁内において知事や幹部職員で組

織する「デジタルミーティング」を新たに設置

し、デジタル化などに関する最新情報の共有な

どを図りながらＤＸを加速化させてまいりたい

というふうに考えています。

また、各分野の事業構築においても、民間人

材からの助言等も新たにいただきながら、産学

金官の連携のもと、国の交付金制度なども活用

して、「ながさきSociety5.0推進プラン」に基
づく多様なデジタル関連施策を積極的に展開し

ていきたいというふうに考えています。

〇議長（坂本智徳君） 下条議員―10番。
〇１０番（下条博文君）私がお伝えをしたかっ

たのは、デジタルというのは、プログラミング

なんですけれども、先ほど総務部長からご答弁

がありましたノーコードということもありまし

た。どんどんスキルが、技術が上がっていって、

この専門的な知識はあった方がもちろんいいん

です。ある方が必要なんですが、やはり人間中

心であってですね。どうも、こうやって皆さん

といろんな形で接しさせていただくと、組織で

あったりとか、いろんな慣例や、もしかしたら

法的なものであったり、そういったものが邪魔

をしたり、壁をつくったり、そういったものが

あります。

ぜひ、最年少で知事になられましたので、突

破してですね。そして、突破しながらも、ぜひ

皆さんとコンセンサスを得るようなコミュニケ

ーションで合意形成を図って、とにかくスピー

ドを上げてＤＸに取り組んでいただきたいと要

望して、次の質問に移ります。

（2）ＥＢＰＭ（根拠ある政策立案）へ向け
た取組。

行政ＤＸ、今、私がご説明させていただいた

ＤＸは、これが目的ではありません。整備をさ

れた後に、様々な行政サービスが非常に利便性

が高い状態でやりとりをさせていただきながら、

その結果、副産物として膨大な量のビッグデー

タを入手できる可能性があります。

そのビッグデータをもとに、データサイエン

スを用い、解析や分析を行って、様々な現象を

正確に理解し、その理解度を基盤に政策をつく

っていくＥＢＰＭ（エビデンス・ベースト・ポ

リシー・メイキング）、根拠ある政策立案の必

要性について、県の認識をお尋ねいたします。
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〇議長（坂本智徳君） 企画部長。

〇企画部長（浦 真樹君）より実効性の高い施

策を構築していくうえで、各種データの分析結

果に基づくＥＢＰＭは、今お話がございました

ように、私どもとしましても、大変重要な取組

だというふうに考えております。

そのため、本年度から本格運用を開始してお

りますデータ連携基盤の有効活用、あるいはデ

ジタル化を念頭に置きながら、新たな事業構築

によるデータの取得を図っていく、さらには民

間の有する多様なデータの活用を積極的に進め

る、そういったことをやりまして、県における

ＥＢＰＭをこれからさらに推進してまいりたい

というふうに考えております。

〇議長（坂本智徳君） 下条議員―10番。
〇１０番（下条博文君）今ご答弁をいただいた

ようなことを、いわゆる実装をしていくために

は、行政も含めた社会のデジタル化の中でビッ

グデータの利活用に向けて、今の段階から、そ

の情報をどのように入手して、どのように利活

用していくのか、設計をする必要があると思う

んです。これはデジタルの分野でアーキテクチ

ャーといいます。

「マトリックス」という映画の中で、「マト

リックス2」で白髪のおじいちゃんが出てくる
んです、最後の方で、これがアーキテクチャー

です。すみません、全然わからずに、申し訳ご

ざいません。（笑声）

すみません、もう一回戻しますと、県の果た

す役割が何なのか、お尋ねをいたします。

〇議長（坂本智徳君） 企画部長。

〇企画部長（浦 真樹君） 今、アーキテクチャ

ーというお話がございましたけれども、行政シ

ステムの標準化をはじめとした、デジタルにか

かる、いわゆる横のつながり、連携の仕組み、

こういったものを、アーキテクチャーを統一し

ていくということが重要であるというふうに考

えております。

そのため県におきましては、県全体における

データ利活用の推進に際しまして、広い知見を

有する民間の人材を「デジタル戦略補佐監」と

して登用いたしまして、アーキテクチャーの統

一をはじめとしたデータ利活用に必要となる最

新のデジタル関連情報を提供いただきますとと

もに、それらを県内にも広く周知することで、

ビッグデータの利活用を促進してまいりたいと

いうふうに考えております。

〇議長（坂本智徳君） 下条議員―10番。
〇１０番（下条博文君） ちなみに、今、企画部

長がご答弁いただいた内容ですが、この具体的

なスケジュールというか、そういうものをお示

しできますか。

〇議長（坂本智徳君） 企画部長。

〇企画部長（浦 真樹君） 基本的には、現在進

めております「ながさきSociety5.0推進プラン」、
こちらの推進期間が令和7年度までということ
で今、取組を進めておりますので、そちらのプ

ランの推進期間が基本的にはスケジュールとし

てはまず出てくるものと考えております。

〇議長（坂本智徳君） 下条議員―10番。
〇１０番（下条博文君） なぜ、この具体的なス

ケジュールを聞いたかというと、先ほど私が何

らかの壁という表現をしました。この一つにス

ピードというものがあると私は思います。この

デジタル化のスピードは本当に早いので、先ほ

ども答弁がありましたけれども、本当に異次元

のスピードになっております。

ただ、このスピードについていくために導入

するには、やはりリスクマネージメントという

ものがあります。行政の皆さんは本当にしっか
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りした仕事をされていますが、このリスクマネ

ージメントというものと導入をするスピードの

バランス、ここの部分で、私は非常に重たいも

のを感じているんです。

ですから、先ほど私は、県や市町のコンセン

サスを得ましょうという話をしました。これは

もう一つ、県民の皆さんにもぜひ、コンセンサ

スをとってください。スピードを上げて、県民

の皆さんの生活向上、水準を、利便性を上げる

から、ちょっとの間、もしかしたらエラーが出

るかもしれない、だけれども、こういう計画を

もって導入してやっていくんだと、こういうこ

とが私は必要ではないかなというふうに感じて

おります。

デジタル社会において、一年は産業革命以前

の100年に相当するんじゃないかというような
声も聞いております。迅速を超えた超迅速な対

応をとっていただきたいと要望して、次の質問

に移ります。

3、県立大学「情報セキュリティ産学共同研
究センター」の充実について。

（1）耐量子暗号。
県立大学では、昨年6月から情報セキュリテ

ィ産学共同研究センターの建設に着手し、来年

4月には併用開始の予定と聞いています。
サイバーセキュリティ分野を取り巻く環境も

急速に変化しており、特に、次世代のコンピュ

ーターとして世界各国が開発にしのぎを削って

いる量子コンピューターによって、現在のイン

ターネットなどで広く活用されている暗号技術

が破られるのではないかと報道されています。

今、私がお話をしている量子コンピューター

は、皆様にお配りをしている2枚目、3枚目のと
ころに基本的なものを書いております。（資料

掲示）

時間の都合上、この量子コンピューターにつ

いての説明は割愛をしますが、アメリカ政府は、

量子コンピューターでも解読できない新たな暗

号技術、耐量子暗号の検討を進めており、2024
年にはその標準規格を決定する計画で、2031年
以降は現在の暗号技術を使わないよう、既に関

係各機関に呼びかけております。これはどうい

うことかというと、量子コンピューターが暗号

技術の分野において、ものすごく脅威であると

いうことのあらわれなんです。

量子技術の影響が情報セキュリティ分野にも

広がっていく中、県立大学においても量子コン

ピューターへの対応を研究していく必要がある

と考えますが、量子コンピューター導入も含め

て、県の見解をお尋ねいたします。

〇議長（坂本智徳君） 総務部長。

〇総務部長（大田 圭君）議員ご指摘のとおり、

現在の暗号技術は、高性能の量子コンピュータ

ーが開発されますと短時間で解読されてしまう

ことが明らかとなっております。

こうした課題への対応につきまして、県立大

学におきましては、量子コンピューターでも解

読できない、ご紹介がありました耐量子暗号を

研究対象としている教員を中心といたしまして、

調査・研究を継続して進めていくこととしてい

ます。

また、大学からは、量子コンピューターによ

る暗号解読のアルゴリズムは既に理論上解明さ

れているほか、耐量子暗号につきましては理論

上の研究で足りまして、必ずしも量子コンピュ

ーターを必要としないということをお伺いして

おります。

しかしながら、国全体の動きといたしまして、

先般策定をされております「新しい資本主義の

グランドデザイン及び実行計画」がございます
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が、こちらにおきまして量子技術の取組を進め

ることとなされております。その重要性が高ま

っているという状況だと認識をしておりますの

で、量子技術に関しまして、どのようなことが

できるか、大学と協議をしてまいりたいという

ふうに考えております。

〇議長（坂本智徳君） 下条議員―10番。
〇１０番（下条博文君） 今、私は量子コンピュ

ーターの導入、一例を提案をいたしましたが、

情報セキュリティ産学共同研究センター、これ

はみんな期待をしているわけです。この共同研

究センターが卓越した研究結果を創出していく

ためには、常に新しいソフト・ハード面のアッ

プデート、バージョンアップが必要だと考えま

す。

もし、コスト面であったりとか、現在、実際

にこの量子コンピューターがどのような扱われ

方をするのかというのも限定的にしか確定をし

ておりませんが、仮に早い段階で少しお買い求

めやすい金額になったとして、量子コンピュー

ター導入が決まった場合には、実質的な研究力

向上だけでなく、国内外に対するＰＲ、周知活

動も大変大きいものと考えます。ぜひとも、こ

の新しい技術、ソフト・ハード面、アップデー

ト、バージョンアップ、これを考えて、また、

そこに資するすばらしい研究機関ですので、検

討をしていただきたいというふうに思います。

（2）情報セキュリティ学科の名称変更。
情報セキュリティ学科を設置した当時は、サ

イバーセキュリティという表現が一般的ではな

かったため、情報セキュリティ学科という名称

にしたものと理解しています。

現在は、既に「サイバーセキュリティ基本法」

が制定されるなど法律的にも定義され、一般的

な表現として使用されており、同学科の教育・

研究内容がサイバーセキュリティ分野そのもの

であるため、学科名をサイバーセキュリティ学

科に変更すべきと考えますが、県の考えはいか

がでしょうか。

〇議長（坂本智徳君） 総務部長。

〇総務部長（大田 圭君）現在の情報セキュリ

ティ学科の研究・教育内容が、サイバーセキュ

リティという名称で適切に表現できるかといっ

た観点がございます。

お聞きをしておりますと、情報セキュリティ

の方が、より広い概念だという中におきまして、

サイバーセキュリティに限定することなく、そ

の周辺部分の研究も行っていくとお聞きをして

おります。

また、そういった観点からも含めまして、学

科の名称につきましては、学生募集の際にも大

きく影響を及ぼすということもございますので、

そういったことを考慮しながら総合的に検討し

ていきたいというふうに考えております。

今回、県議会で議論をいただいているこの内

容につきましては、大学法人にもお伝えしてい

きたいというふうに考えております。

〇議長（坂本智徳君） 下条議員―10番。
〇１０番（下条博文君）今ご答弁いただきまし

たとおり、学術的には情報セキュリティという

名称があるかもしれませんが、直訳すると「イ

ンフォメーション・セキュリティ」となるんで

す。これはあまり一般的ではないんですよ。一

般的なのはサイバーセキュリティで、もうサイ

バーとセキュリティがくっついているんです。

サイバーセキュリティという一つの単語になっ

ております。

もう、どこの学会や、またいろんな経営の勉

強会に行っても、情報セキュリティというより

もサイバーセキュリティが一般的ですので、ぜ
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ひとも、これは逆に周知活動の効果が上がると

私は思いますので、ぜひ検討をしてください。

次に、情報セキュリティ学科の今後の展開に

ついて質問します。

県立大学の情報セキュリティ学科と情報セキ

ュリティ産学共同研究センターが、今後、本県

に新たな産業を集積していく起爆剤になること

を大変期待しております。

既に同学科は、長崎県警とサイバーセキュリ

ティに関する総合協力協定を結び、県内外の民

間企業とともに産学官が連携してサイバーセキ

ュリティに関する取組を進めています。

こうした取組は一定評価しますが、サイバー

セキュリティの最先端の分野は他国からのサイ

バー攻撃に対する防衛分野であることから、全

国で初めて情報セキュリティ学科を設置した県

立大学が、率先して開発研究に取り組むべきと

考えます。

今後、大変大きなマーケットとして成長が見

込まれるサイバーセキュリティの分野を産業と

して本県に集積させていくためには、防衛省や

自衛隊と連携し、サイバーセキュリティの共同

研究などに取り組み、最先端の研究結果を創出

していくことで、県立大学がサイバーセキュリ

ティ研究の一大拠点となることを目指していく

必要があると考えますが、県の見解をお尋ねい

たします。

〇議長（坂本智徳君） 総務部長。

〇総務部長（大田 圭君）現時点におきまして

は、防衛分野のサイバーセキュリティに関しま

して、一般的に情報が開示されていないという

状況がございます。そういった観点から大学か

らは、研究ニーズの把握が難しく、研究対象と

するのは困難だということをお聞きしておりま

す。

ただ、一方で、先ほどもご紹介いたしました、

国が公表いたしました「新しい資本主義のグラ

ンドデザイン及び実行計画」、この中には、サ

イバー攻撃への対策強化が盛り込まれています。

様々な取組を進めていくことが想定されてまい

りますので、こうした国の動向を注視しながら、

大学として何ができるか、協議をしていく必要

があるというふうに考えております。

また、情報セキュリティ学科を設置して以来、

他大学に先んじまして専門分野の実務家教員を

招聘いたしまして、研究・教育に取り組んでき

た結果といたしまして、学会などにおけます県

立大学の存在感は高まっているというふうにお

聞きをしております。

こうしたことに加えまして、議員からもご紹

介いただいておりますセキュリティの産学共同

研究センターにおきまして、さらに多くの民間

企業との共同研究に取り組みまして、着実に研

究成果を積み重ねることで、県立大学のさらな

る認知度向上につながり、ひいては本県の産業

振興にも結びついていくものというふうに考え

ております。

〇議長（坂本智徳君） 下条議員―10番。
〇１０番（下条博文君） なぜ、このようなご質

問をしたかというと、今年3月に、自衛隊の中
に電子隊部隊というものが編成されました。詳

細は、総務部長がおっしゃったように、なかな

か機密性が高く明かされておりませんが、主に

電波、そしてサイバーをつかさどる部隊という

ふうに聞いております。

長崎県では、既に佐世保市の相浦基地に配備

され、来年度には、議長の出身地である対馬に

も配備予定というふうに聞いております。

政府の見解にも明記されていますが、サイバ

ーセキュリティ人材は決定的に足りません。足
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りておりません。ぜひとも、国や防衛省と連携

をして、取組を進めていただきたいというふう

に思います。

4、教育の考える力について。
（1）新学習指導要領の実施。
平成30年3月に新たに告示された「学習指導

要領」に基づく指導が、この4月から高等学校
で実施されるようになりました。

本県の高等学校においては、どのような方針

のもと教育実践が行われているのか、お尋ねい

たします。

〇議長（坂本智徳君） 教育委員会教育長。

〇教育委員会教育長（中﨑謙司君）県立高校に

おきましては、生徒が変化の激しい時代に対応

しつつ、未来の社会を創造できますよう、従来

の知識や技能に重点を置いた学びに加えまし

て、自ら課題を見つけ、解決に向けて取り組む

探究的な学びの導入に努めているところであ

ります。

具体的には、これまでのような教員主導の学

習だけではなく、一人一台端末も活用しながら、

生徒自身が自分の関心に基づいて主体的に学ん

だり、生徒同士が議論を交わして学びを深めた

りすることができるよう、また、時に教員がサ

ポート役となって、生徒の意欲や能力を高める

授業に取り組んでまいります。

〇議長（坂本智徳君） 下条議員―10番。
〇１０番（下条博文君）もう一つ質問を続けま

す。

（2）文理探究科の設置。
昨年6月に公表された「長崎県立高等学校教

育改革第9次実施計画」において、令和5年度か
ら、長崎北陽台高校、佐世保南高校、島原高校、

大村高校及び猶興館高校に「文理探究科」が設

置されます。

今後の長崎県を担う人材を輩出する学科にな

ると非常に注目しておりますが、どのような狙

いで設置され、どのような人材を育成しようと

しているのか、お尋ねいたします。

〇議長（坂本智徳君） 教育委員会教育長。

〇教育委員会教育長（中﨑謙司君）今ご紹介い

ただきました、来年度より県立高校5校に設置
します文理探究科、これはキャッチコピーを挙

げておりまして、「ふみだせ！正解のない世界

へ～新しい大学進学アプローチ「普通科＋α～」」

としております。

この学科は、自らが設定した課題の解決に向

けまして、ディスカッションやプレゼンテーシ

ョンを通しまして、実社会での問題解決力を養

うための学びが大きな特色となっております。

近年の大学入試は、学力検査だけでなく、高

校時代に取り組みました課題研究の内容や実績

などを総合的に評価するようになってきており

ますので、文理探究科におきましては、これら

多様な入試制度に幅広く対応できる学科としま

して、今後、文系や理系の枠にとらわれない探

究的な教育を実践しまして、それぞれの高い進

路目標の実現につなげることで、ふるさと長崎

や世界の未来を拓くリーダーを育成してまいり

たいと考えております。

〇議長（坂本智徳君） 下条議員―10番。
〇１０番（下条博文君）これは私の見解ですけ

れども、情報の処理能力が求められている時代

があったと思います。もちろん、それは今でも

重要な能力だと思います。しかしながら、今は

正解なき様々な社会的課題に取り組んで、何と

かそれを解決していくということ、考える力が

問われる時代がきたのではないかと思います。

ご答弁いただいた考える力の充実に大変期待

しておりますので、よろしくお願いいたします。
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5、障がい者支援について。
特別支援学校に通学する医療的ケア児のスク

ールバス利用について、お尋ねをいたします。

医療的ケア児が特別支援学校に通学する方法

として、スクールバスと自家用車によるものが

あると理解をしています。医療的ケア児の保護

者より、送迎について困難な状況など様々な厳

しい状況について、お聞きをしております。

特別支援学校に通学する医療的ケア児のスク

ールバス利用について、県としてどのように考

えているのか、お尋ねいたします。

〇議長（坂本智徳君） 教育委員会教育長。

〇教育委員会教育長（中﨑謙司君）特別支援学

校に通学します医療的ケア児のスクールバス利

用につきましては、乗車中のケアの必要性に応

じて利用できるかどうかの判断をしております。

乗車中のケアが必要になると想定される場合

には、動いている車内でのケア実施の危険性、

また緊急時の停車場所の確保の困難さなどから、

これは県の専門家会議の指摘も踏まえまして、

原則として利用できないということを保護者の

皆様にはご説明させていただいております。

なお、スクールバスに乗れずに自家用車で通

学する方に対しましては、国や県から通学費の

補助による支援を行っているところでございま

す。

〇議長（坂本智徳君） 下条議員―10番。
〇１０番（下条博文君）今ご答弁ありました厳

しい現状、私も実際に保護者の皆さんと研究を

重ねていく中で、私も、かなり厳しいというこ

とはよくわかっております。

ここで、要望というか訴えですけれども、日々

の送迎をしている保護者の皆さん、大変大きな

負担になっております。何かしらの対策と対応

と、それから医療的ケア児の教育を受ける機会

が喪失されることがないような何かしらの支援

について、研究をしていただきたいというふう

に要望いたします。よろしくお願いいたします。

6、災害及び危機管理対策について。
（1）避難所の空調整備。
全国的にもいち早く、市内全ての小・中学校

20校に、避難所の整備として空調設備を設置し
た大阪府箕面市市役所を訪問し、設置学校を見

せていただきました。

箕面市の市長の率先した取組、国の支援制度

との連携、災害対策に実際に役立っている現状、

空調設備と送風設備を組み合わせ、断熱材を入

れなくても十分冷却できる工夫、ランニングコ

ストも想定より負担ではないこと、全国から視

察に訪れられていることをお聞きしたんですけ

れども、ポイントは、工夫次第で断熱材等のイ

ニシャルコストを抑えながら、この設備を運営

することができるということを実際に見てきま

した。これは非常に大きなポイントです。

また、この空調設備を実施した箕面市が、翌

年に台風、大雨の被害にたまたま遭われていま

す。その時に、電力はダウンしたものの乗り越

えることができた、これは大変大きな経験だっ

たということを、実際に経験をされた職員の皆

様からお聞きすることができました。

こういった2点を鑑みても、避難所の空調設
備導入ついて十分検討すべきであると考えます

が、県の見解をお尋ねいたします。

〇議長（坂本智徳君） 危機管理監。

〇危機管理監（多田浩之君）避難所として使用

する体育館の空調設備について、市町に確認し

たところ、376施設のうち2施設が整備済みで、
今後の整備予定については、検討中という市町

が一部あるものの、大部分は整備予定なしとい

う回答でございました。
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整備にかかる課題といたしまして、体育館の

使用頻度を踏まえたイニシャルコストとランニ

ングコストの問題や、構造上の断熱化の問題な

どが挙げられており、導入を進めるには、本来

の教育上の用途を含めた費用対効果の向上が必

要と思われます。

避難所の指定や運営管理につきましては、災

害対策基本法及び地域防災計画におきまして市

町の役割であることから、現在、各市町におい

ては、空調が整備された教室の使用及びスポッ

トクーラーの活用など、避難所の生活環境が良

好なものとなるように努められており、体育館

の設備については、それぞれの市町の方針に基

づいて整備がなされるべきものと考えておりま

す。

県といたしましては、避難所の感染症対策で

国費の活用が可能な場合など、資機材面での支

援、協力に努めてまいります。

〇議長（坂本智徳君） 下条議員―10番。
〇１０番（下条博文君） そうですね、最後に国

費のということがありました。この箕面市も国

の支援制度を、この箕面市の倉田市長は、もと

もと総務省のご出身で、非常に国と連携を取っ

ていたということを聞いております。ぜひとも

国と連携を取って。

特に、私がお訴えをしたいのは、電力はすば

らしい原動力になります。しかし、非常に依存

が強くて、一旦ダウンすると全部止まってしま

うということなんです。

今、私が皆さんにご提案をしているのはＬＰ

ガスを用いた空調設備の設置です。こういった、

1か所でもＬＰガスで原動力を確保していくと
いうことは、非常に危機管理対策にとって大切

な観点ではないかというふうに考えますので、

ぜひとも国と連携をして、導入に対して前向き

に取り組んでいただきたいということを要望し

て、次の質問に移ります。

（2）弾道ミサイルに対する避難訓練と避難
所の整備（国民保護の取組み）。

①本県の国民保護の取り組み。

ロシアのウクライナ侵攻、北朝鮮によるミサ

イル発射など、我が国を取り巻く安全保障環境

が厳しさを増している中、本県の国民保護の取

組はどのようになっているのか、お尋ねいたし

ます。

〇議長（坂本智徳君） 危機管理監。

〇危機管理監（多田浩之君）県といたしまして

は、県民の安全で幸福な生活と自由で平和な社

会が維持されることを念願しており、国におい

て諸外国との友好に努め、一層の外交努力が払

われることが重要と考えております。

しかしながら、万一、武力攻撃事態等に至っ

た場合には、国民保護計画に基づき、国の対処

方針に沿って警報や避難措置の指示等の情報伝

達、県の区域を超えた住民避難を要する場合の

他県との調整、離島から本土へ避難する場合の

手段の確保などを実施し、住民の生命、身体及

び財産の保護に取り組んでいくこととなります。

このような国民保護に係る対処能力の向上を

図るため、本年度、島原市において、消防庁と

共同で、警察、消防、海上保安庁、自衛隊、民

間等の各関係機関が参加する住民避難に軸足を

置いた実動訓練を実施し、各関係機関との連携

を強化するとともに、住民避難要領を具体化し

ていくこととしております。

〇議長（坂本智徳君） 下条議員―10番。
〇１０番（下条博文君）②避難施設など弾道ミ

サイル攻撃への対応。

特に、今年に入って北朝鮮による弾道ミサイ

ルが高い頻度で発射されていますが、爆風等か
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ら直接の被害を軽減する避難施設など、弾道ミ

サイル攻撃への避難施設の対応はどうなってい

るでしょうか。

〇議長（坂本智徳君） 危機管理監。

〇危機管理監（多田浩之君）弾道ミサイル攻撃

については、短時間での着弾が予想されること

から、爆風等からの直接の被害軽減に有効なコ

ンクリート造り等の堅牢な建築物を、緊急一時

避難施設として指定を推進し、落下時の行動に

ついて、住民への周知や着弾後の安全な地域へ

の避難指示などが必要となります。

今般、国において、今後5年間を集中的な取
組期間として緊急一時避難施設の指定を進めて

いく方針が示されたところであり、本県におき

ましても、市町と連携しながら、人口に対する

カバー率の低い市町の指定を推進してまいりま

す。

また、本年度、島原市で、先ほどお答えした

緊急対処事態を想定した実働訓練を実施する予

定であるほか、弾道ミサイルを想定した訓練に

ついても、消防庁と共同で図上訓練を実施する

予定であり、併せて弾道ミサイルを想定した住

民避難パターンのさらなる充実も図ってまいり

ます。

〇議長（坂本智徳君） 下条議員―10番。
〇１０番（下条博文君）ご答弁いただきました。

頑丈な建物への避難については、これは長崎

県の現状を見ても一定理解はできます。

しかし、皆様にお渡ししています資料の最後

のページですが、内閣官房の国民保護ポータル

サイトというものがあります。こういったチラ

シです。（資料掲示）こういうふうな対応をし

てくださいということが載っているんですけれ

ども、ここに本県のこういった弾道ミサイル時

の避難所について、一覧が載っております。こ

れを確認しましたところ、学校などの避難施設

が多かったです。

ロシアのウクライナ侵攻の報道を見ていても、

学校などは逆に爆撃のターゲットとなっている

のではないでしょうか。トイレ、電気など最低

限の生活インフラを整備した地下の避難所やシ

ェルターなど検討する必要性はないのか、再度

お尋ねいたします。

〇議長（坂本智徳君） 危機管理監。

〇危機管理監（多田浩之君）弾道ミサイル等武

力攻撃事態につきまして、生活インフラが整備

された地下シェルターが望ましいとは思われま

すが、地下街や地下駅舎がない本県におきまし

て、地下施設の確保には課題が多いということ

も事実でございます。可能な限り、建築物の地

下のフロアであるとか地下駐車場、こういった

ところの指定を増やすように努めてまいりたい

とは考えておりますけれども、国とも相談しな

がら、本県の実情に応じて、コンクリート造り

の堅牢な建築物等の指定と併せて指定の検討を

進めてまいりたいと考えております。

〇議長（坂本智徳君） 下条議員―10番。
〇１０番（下条博文君） そうですよね。私も少

し研究してみましたけれども、やはり県単独で

やっていこうということはなかなか難しい状況、

地下施設、設備がないというところを考えても

そこはわかるんですけれども、国などとも連携

をしてやっていただきたいんですが、この議論

自体、これは有事の状況では絶対にできないと

思います。平時である今、議論、検討すべきで

はないでしょうか。議論を含め、準備をしてい

けばよかったと後悔があっては絶対になりませ

ん。国と連携し、協議し、準備を行っていただ

きたいと強く訴えて、次の質問に移ります。

7、県庁舎跡地活用について。
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（1）情報発信機能。
今般、広場、情報発信、交流支援の3つの機

能を柱に、賑わいと交流による新たな価値を創

造する県庁舎跡地整備の基本構想案が示されま

した。

この地の歴史を十分に体感していただきたい

のですが、あまりに重層的な歴史があるがゆえ

に、例えば、建物を復元するなどにしても特定

の時代を再現することは非常に難しいと思いま

す。

しかし、ＶＲ、いわゆるバーチャルリアリテ

ィリーの技術を活用すれば、コンテンツを入れ

替えるだけで、あらゆる時代の一場面をフレキ

シブルに再現することが可能となります。

さらには、通常ＶＲというものを体験するに

は、プレイステーションとかでも、こういうふ

うにヘッドセットというものを着用します。こ

れは個人差がありますが、私は、このヘッドセ

ットを着けると必ず酔った状況になります。具

合が悪くなるんですよね。なる方とならない方

があるというふうに言われていますが。

このヘッドセットの着用が一般的ですけれど

も、技術は日々進化し、最近では、何も装着せ

ずとも、例えば360度フルスクリーン、高解像
度のモニターを用いたＶＲなどの新技術も開発

されており、様々な事情からヘッドセットの装

着に消極的だった方々にも、近い将来、安心し

てＶＲを体験いただける環境が整ってくるので

はないかと考えています。

より多くの皆様に、この地の歴史や県内各地

の魅力を体感していただくための情報発信機能

として、最先端のＶＲ技術を導入することが効

果的ではないかと考えておりますが、県の見解

をお尋ねいたします。

〇議長（坂本智徳君） 地域振興部長。

〇地域振興部長（早稲田智仁君） ＶＲ（バーチ

ャルリアリティ）などの先端技術を用いた情報

発信については、県庁舎跡地の歴史の変遷や世

界遺産、県内各地の自然、文化など、本県の魅

力を体感していただける有効な手法の一つでは

ないかと考えております。

また、訪れた方々に安心して先端技術に触れ

ていただくためには、利用者へのご負担を少な

くするとともに、利便性を高め、気軽に体験し

ていただける環境整備にも留意する必要があり

ます。

そのため、今後、ＶＲを含めて、先端技術を

活用した情報発信についての研究を深め、県庁

舎跡地における利活用を検討してまいりたいと

考えております。

〇議長（坂本智徳君） 下条議員―10番。
〇１０番（下条博文君） 最先端のＶＲ技術は、

私もこの前、東京の方に行って、各地で見せて

もらいました。本当にコロナ禍で、ようやくい

ろんな地方に視察に行けるようになったなとい

う思いと、それから、ここまでＶＲが進んでい

るのかということを体験をしました。

一例を申し上げますと、全てスクリーンなん

ですよ。恐竜が卵を産みます。そこに3人の人
間がいて、このうちの誰かを、生まれた小さな

恐竜がお母さんと思います。これはＡＩで入れ

ています。たまたまそれが私だったんです。3
人の中で私でした。ついてくるわけです。そし

て、私が止まると必ず上を見る、私の顔を見上

げます。プログラムが設定されていて、親のテ

ィラノサウルスが迎えに来て、走っていくんで

す。

その時にどのような感情になったかというと、

「ああ、この子のためを考えたら、お母さんの

方がいいよね」ということを、これは本当なん
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ですよ。そういう没入感というのは、うそとわ

かっていても、一時悲しいんですよね、という

ような感覚を受ける、新しい体験を体感させて

いただきました。

このようなＶＲは、重層的な歴史を持ってい

る長崎においては、非常にコンテンツとしてや

りやすいですし、たくさんの歴史がある本県だ

からこそ積極的に取り入れていただきたいとい

うふうに思います。

県庁舎跡地は、賑わいの創出や新たな価値の

創造というもの、かけておりますこのようなヘ

ッドセット着用なしの新たなＶＲ導入について

も、ぜひとも検討していただきたいというふう

に思います。

（2）周知・広報活動。
県庁舎跡地に賑わいや交流を生み出していく

ためには、効果的な周知・広報活動が重要なも

のになると考えています。

例えば、跡地に導入する最先端技術の一部を、

跡地で導入する前に県内各地のイベントなどで

試験的に体験してもらう、体験いただいた方に

ＳＮＳの情報で発信を促し拡散を図っていくな

ど、自身の体験に基づく発信、これは周囲を動

かしていく大きな力があります。

今のお話はあくまでも一例ですが、多くの県

民の皆さんに跡地への関心を高めていただくた

めに、この跡地だけに集約したものではなくて、

広く広報活動に取り組んでいただきたいと考え

ておりますが、県の見解をお尋ねいたします。

〇議長（坂本智徳君） 地域振興部長。

〇地域振興部長（早稲田智仁君） 多くの県民、

市民の皆様や観光客の皆様に県庁舎跡地へ訪れ

ていただくためには、各機能の充実を図るとと

もに、情報をお届けしたい対象者を意識した効

果的な情報発信を行う必要があるものと考えて

おります。

特に、若い世代の方々については、ＳＮＳな

どを活用し、工夫した情報発信を行うことが大

切であります。

そのため、今後、暫定供用時に実施する賑わ

いづくりのイベント等において、ＳＮＳなどを

活用した情報発信にも取り組み、その検証に努

めながら、効果的な周知・広報について検討を

深めてまいりたいと考えております。

〇議長（坂本智徳君） 下条議員―10番。
〇１０番（下条博文君） ぜひ、そのように取り

組んでいただきたいと思います。

先ほど恐竜の話をしましたが、もう一つ、こ

れは体感はできなかったんですが、資料を見せ

てもらったことを皆さんにお伝えしたいと思い

ます。

これはモビリティ、動くものですね、モビリ

ティとＶＲの融合です。例えば、電車の窓に

ＶＲの、先ほど私が言った高解像度のモニター

を貼ります。そして、走っている風景が、例え

ば江戸時代になったり、明治になったり、昭和

初期になったりと変わっていく。

これは人間がどのような感覚を受けるかとい

いますと、動いていますので、本当にその時代

にタイムスリップをしたような感覚です。映画

の4ＤＸと呼ばれるものに近い感覚がありまし
た。

話をいろいろ聞いてみますと、そこまで費用

が高いというわけではありませんでしたので、

これは一例ですけれども、このようなモビリ

ティとＶＲの融合、県庁舎跡地が今からオープ

ンしますよということを、キャンペーンとして、

電車であったりバスであったり、それはまだわ

かりませんが、そういった公共の乗り物に今の

ようなイベントを行っていくとか、そしてこれ
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をＳＮＳで発信してくださいとやっていく、こ

れは非常に期待値が高まる動きになるというふ

うに思います。

様々な可能性とわくわくするような企画の実

施を要望して、次の質問に移ります。

8、長崎駅周辺での県産品の情報発信拠点に
ついて。

県内では長崎駅の再開発が進み、多くの人が

集まってくることが見込まれ、情報発信として

は長崎駅前は非常に魅力的な場となっています。

複数の県内生産者の声を聞いたところ、駅前

の再開発が進む中で、駅前商業施設への出店は

ぜひとも計画したいところだが、零細事業単独

ではハードル、経費ですね、ハードルが高いた

め、テナントとして入居することは困難だとい

う声を幾つもお聞きしました。

県内、特に、長崎駅周辺での県産品情報発信

拠点について、県はどのように考えているのか、

お尋ねいたします。

〇議長（坂本智徳君） 文化観光国際部長。

〇文化観光国際部長（前川謙介君） 現在、長崎

駅周辺におきましては、県産品の販売、あるい

は情報発信の場といたしまして、一般社団法人

長崎県物産振興協会が運営しております「長崎

県物産館」が設置されております。

また、本年3月、駅構内には、ＪＲ九州グル
ープが運営いたします「かもめ市場」が開業い

たしております。

物産館が入居をしております交通産業ビルに

つきましては、今後、周辺を含めた再整備が検

討されておりまして、こうした変化を捉えて、

県物産振興協会が主体となって、規模や機能、

または費用負担も含めまして、物産館の方向性

について検討していくこととなります。

県といたしましても、県物産振興協会の検討

を促し、また協力しながら、その検討を後押し

してまいりたいと考えております。

〇議長（坂本智徳君） 下条議員―10番。
〇１０番（下条博文君） 日本橋の物産館、あれ

はアンテナショップとして、私も何度か行かせ

ていただきましたが、非常に評価が高い。やは

りああいう県産品を手に取って触れるような販

売チャンネルということは、非常に生産者のた

めになると思います。非常に重要だと思います。

ご答弁ありましたとおり、県物産振興協会の

皆様と連携をし、生産者の利益につながる取組

を行っていただけるように要望いたします。

9、鷹島水中遺跡について。
平成23年10月に鷹島で元寇1号が発見され、

その後も、国内で初めて国史跡に指定された「鷹

島神崎遺跡」、「元寇2号船」も発見されてお
ります。

地元松浦市も大いに盛り上がっておりますが、

鷹島水中遺跡に対し、これまで国にどのように

働きかけをし、県としてどのように対応してき

たのか、お尋ねいたします。

〇議長（坂本智徳君） 教育委員会教育長。

〇教育委員会教育長（中﨑謙司君） 県では、現

地鷹島に調査研究施設を設置することなどを、

平成24年から政府施策要望として、また平成27
年からは重点項目に位置づけて国に要望してお

ります。

昨年度からは、全国の大学生等を対象とした

水中考古学の体験講座を開催するなど、鷹島水

中遺跡の知名度向上に向けて取り組んでいると

ころでございます。

〇議長（坂本智徳君） 下条議員―10番。
〇１０番（下条博文君）ご答弁ありがとうござ

いました。今後は、今おっしゃった政府施策要

望に加え、地元松浦の熱い思いを盛り上げてい
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くために、県の様々な取組ですね。ぜひ知事、

教育委員会教育長、ぜひ一度、地元の鷹島を見

に来ていただいて、鷹島が今どのような形でや

っているのか、そして様々な国に対する働きか

け、これもぜひとも体を動かして、実際に、コ

ロナ禍を鑑みながら、国の方にも働きかけをし

ていただきたいと強く要望して、最後の質問に

移ります。

10、猫殺処分ゼロに向けた取組みについて。
私自身、保護猫を7匹飼育しており、10数頭

を譲渡した経験もあり、現在も保護猫、地域猫

活動に取り組んでおります。

知事の公約にも動物の殺処分ゼロが掲げられ

ました。

様々なこういったボランティアであったり、

地域猫活動の皆さんとコミュニケーションをと

る中で、地域猫活動を成功させるポイントとし

て4点、1、餌をあげる、餌だけではなくて、2、
トイレの管理も行う、3、不妊・去勢手術を行
う、4、ボランティアらが行政の皆さんと連携
をする、この4つが非常に重要であるとお聞き
しました。この4つのポイントを浸透させてい
くために、地域猫に関するセミナーの開催が不

可欠ということでした。

私、先日、長崎市の動物愛護センターに伺い、

所長と意見交換を行いました。

この時に、収容される、運ばれてくる猫たち

は様々ですので、今から私が言う数字はあくま

で概算になりますが、例えば100匹の猫が収容
されたとします。この猫たちは、もうほとんど

が子猫です。そして、その20％ぐらいが譲渡会
に渡していけるような飼育が可能だと思われる

猫たちです。残りの80％の中で、重いけがや病
気の猫たちはちょっと厳しいということでした。

しかし、その中に数10％、何とか手をかけれ

ば譲渡会までつなげられるぞという猫がいます。

これはどういう猫かといいますと、人間が関与

をしなければ死んでしまうような小さな猫たち

です。この猫たちを何とか、管理センターのス

タッフの皆さんは人員がなかなか限界がありま

すので、これをミルクボランティアと呼ばれる

方たちと連携をして取り組んでいくと、殺処分

の劇的な変化が考えられるんじゃないかという

ふうに思います。

このような手法を取り入れ、ボランティアと

も協働しながら、殺処分ゼロを目指すための県

の取組について、お尋ねいたします。

〇議長（坂本智徳君） 県民生活環境部長。

〇県民生活環境部長（貞方 学君）これまで動

物の殺処分の減少を図るために、野良猫などを

地域で飼養管理する地域猫活動を行うボランテ

ィアに対し、猫の不妊・去勢手術費用を助成し、

年々殺処分数を減少させてきたところでござい

ますが、依然として殺処分数は全国でも多い状

況でございます。

このため、殺処分ゼロの実現に向け、最終的

な目標年度を定め、どのような取組を、どのよ

うな時期に実施するかを明らかにしたロードマ

ップを作成していきたいと考えております。

具体的な取組内容は現在検討している最中で

ございますけれども、収容数の削減、収容動物

の譲渡促進、市町や県民、ボランティア団体等

との連携強化を図ることで、できるだけ早期の

殺処分ゼロを目指してまいりたいと考えており

ます。

〇議長（坂本智徳君） 下条議員―10番。
〇１０番（下条博文君） 最新の研究結果では、

猫は、食べものを食べたり、もので遊んだりす

るよりも、人との触れあいを重視しているとい

うような、非常に人間にとってかわいい存在で
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ございます。

ぜひとも、こういった殺処分を軽減していた

だきたいと要望して質問を終了いたします。

ありがとうございました。

〇議長（坂本智徳君） 本日の会議は、これにて

終了いたします。

明日は、定刻より本会議を開き、一般質問を

続行いたします。

本日は、これをもって散会いたします。

― 午後 ３時４２分 散会 ―
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令和４年６月１５日（水曜日）

出 席 議 員（４５名）

１番 宮 本 法 広 君

２番 石 本 政 弘 君

３番 赤 木 幸 仁 君

４番 中 村 泰 輔 君

５番 ● 庭 敦 子 君

６番 堤   典 子 君

７番 清 川 久 義 君

８番 坂 口 慎 一 君

９番 千 住 良 治 君

１０番 下 条 博 文 君

１１番 山 下 博 史 君

１２番 北 村 貴 寿 君

１３番 浦 川 基 継 君

１４番 久保田 将 誠 君

１５番 中 村 一 三 君

１６番 宮 島 大 典 君

１７番 麻 生   隆 君

１８番 川 崎 祥 司 君

１９番 山 口 経 正 君

２０番 吉 村   洋 君

２１番 坂 本   浩 君

２２番 深 堀 ひろし 君

２３番 大 場 博 文 君

２４番 近 藤 智 昭 君

２５番 宅 島 寿 一 君

２６番 山 本 由 夫 君

２７番 松 本 洋 介 君

２８番 ご う まなみ 君

欠     番

３０番 中 島 浩 介 君

３１番 前 田 哲 也 君

３２番 堀 江 ひとみ 君

３３番 溝 口 芙美雄 君

３４番 中 山   功 君

３５番 小 林 克 敏 君

３６番 山 口 初 實 君

３７番 山 田 朋 子 君

３８番 西 川 克 己 君

３９番 浅 田 ますみ 君

４０番 外 間 雅 広 君

４１番 徳 永 達 也 君

４２番 中 島 ● 義 君

４３番 瀬 川 光 之 君

４４番 坂 本 智 徳 君

４５番 田 中 愛 国 君

４６番 八 江 利 春 君

説明のため出席した者

知 事 大 石 賢 吾 君

副 知 事 平 田 修 三 君

副 知 事 平 田   研 君

統 轄 監 柿 本 敏 晶 君

危 機 管 理 監 多 田 浩 之 君

企 画 部 長 浦   真 樹 君

総 務 部 長 大 田   圭 君

地域振興部長 早稲田 智 仁 君

文化観光国際部長 前 川 謙 介 君

県民生活環境部長 貞 方   学 君

福祉保健部長 寺 原 朋 裕 君

こども政策局長 田 中 紀久美 君

産業労働部長 松 尾 誠 司 君

水 産 部 長 川 口 和 宏 君

農 林 部 長 綾 香 直 芳 君

土 木 部 長 奥 田 秀 樹 君

会 計 管 理 者 吉 野 ゆき子 君

交 通 局 長 太 田 彰 幸 君

地域振興部政策監 渡 辺 大 祐 君

産業労働部政策監 村 田   誠 君
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教育委員会教育長 中 﨑 謙 司 君

選挙管理委員会委員 髙比良 末 男 君

代表 監査委 員 下 田 芳 之 君

人事委員会委員 本 田 哲 士 君

公安委員会委員 安 部 惠美子 君

警 察 本 部 長 中 村   亮 君

監査 事務局 長 上 田 彰 二 君

人事委員会事務局長
(労働委員会事務局長併任)

大 﨑 義 郎 君

教 育 次 長 狩 野 博 臣 君

財 政 課 長 小 林   純 君

秘 書 課 長 大瀬良 潤 君

選挙管理委員会書記長 大 塚 英 樹 君

警察本部総務課長 車   康 之 君

議会事務局職員出席者

局 長 黒 﨑   勇 君

次長兼総務課長 藤 田 昌 三 君

議 事 課 長 川 原 孝 行 君

政務 調査課 長 濵 口   孝 君

議事課課長補佐 永 尾 弘 之 君

議 事 課 係 長 山 脇   卓 君

議事課会計年度任用職員 天 雨 千代子 君

― 午前１０時 ０分 開議 ―

〇議長（坂本智徳君） 皆様、おはようございま

す。

ただいまから、本日の会議を開きます。

これより、昨日に引き続き、一般質問を行い

ます。

吉村議員―20番。
〇２０番（吉村 洋君）（拍手）〔登壇〕 皆さ

ん、おはようございます。

自由民主党・県民会議の吉村 洋でございます。

通告書に基づき、一問一答にて質問を行わせ

ていただきます。

まず、その前に、ロシアのウクライナ侵攻に

より多くの方々が亡くなられており、心よりご

冥福をお祈り申し上げます。

また、その影響により、燃料をはじめ、あら

ゆるものの物価が高騰しており、我々の生活が

厳しさを増しております。2年以上にわたる新
型コロナ感染拡大による経済の閉塞がようやく

溶けつつある中で追い打ちをかけるものであり、

早期の戦争終結をこの長崎の空から望んでおり

ます。

昨日まで一般質問がありまして、今日でおし

まいですが、若い議員の皆様方は、非常に夢と

希望に満ちた一般質問で、大変うらやましく思

っております。

私は暗い質問ばかりで、なかなか皆さんを楽

しませることができませんけれども、併せて、

2年ぶりの質問でございまして、要領を得ぬか
もしれませんが、どうぞ最後までよろしくお願

いいたします。

この2年ぶりということで、昨日記事を目に
しまして、広島県安芸高田市の石丸市長が、議

員定数半減の条例改正案を提出されたそうでご

ざいます。おかげで否決されたそうでございま

すが、その理由が、質問をしない、居眠りをす

る、説明責任を果たさない、こういう議員は要

らんということでございまして、私の首も少し

寒くなってきたところでございます。（笑声・

発言する者あり）

1、知事のマニフェストについて。
（1）マニフェストの対応について。
それでは、さきの知事選を振り返ってみたい

と思います。大変厳しい戦いであったわけです

が、厳しくなればなるほど、県民への約束事も

エスカレートしてくるのだろうというふうに感

じるわけですが、中身は、自民党県連の要望の
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もとにつくられたような中身かなと感じました

が、本人の政策集として出された以上は、やは

り責任を持ってもらわないと、このパンフレッ

トを見て一票を入れた県民の皆様方を裏切るこ

とになってしまいます。

そこで、知事が掲げたマニフェストの項目に

つきまして、各部局がどのように取り組んでお

るのかをお尋ねいたします。

あとの質問は、対面演壇席よりさせていただ

きます。

〇議長（坂本智徳君） 福祉保健部長。

〇福祉保健部長（寺原朋裕君）福祉保健部にお

ける対応状況について、お答えしますと、今後、

コロナとの共生をさらに進めていくためには、

感染力、重症度などのウイルスの特性や感染要

因、療養状況等を迅速に把握し、県民の皆様へ

根拠を交えたわかりやすい情報発信につなげて

いく必要があります。

そのためには、感染者の情報、分析化をこれ

まで以上に推進する必要があることから、国の

感染者情報管理システム（ＨＥＲ─ＳＹＳ）へ

の医療機関や保健所における入力データの充実、

強化に取り組んでおります。

また、今後も出現し得る新たな変異株にいち

早く対応するため、ゲノム解析装置を追加導入

し、ウイルスの解析体制の強化にも取り組んで

まいります。

今後は、こうしたデータを活用することで、

新規感染者情報のみではなく、入院に至る重症

化リスクの傾向や新たな変異株が流行した場合

の特徴等を迅速に把握し、その時々に応じた対

策や様々な広報媒体を活用した県民の皆様への

わかりやすい情報発信につなげてまいります。

〇議長（坂本智徳君） 吉村議員―20番。
〇２０番（吉村 洋君） 私が、久々にやったも

ので、もうちょっと言わんばいかんやったわけ

ですね。

ただ、これは知事がマニフェストの中で、「医

療専門家として、県民に寄り添った情報発信の

強化」というふうにうたわれていたわけでござ

います。その専門家である知事からの指示を受

けて、今の福祉保健部長の答弁かと思います。

今の答弁につきまして、それは全部、これま

で予定されていた県の政策なのか、改めて知事

が新しく就任されてから練りあげた政策なのか、

そこら辺について、お聞かせをいただきたいと

思います。

〇議長（坂本智徳君） 福祉保健部長。

〇福祉保健部長（寺原朋裕君）大変失礼いたし

ました。今お話した内容は、新たに大石知事の

もとでご指示をいただいて対策を強化したもの

でございます。

特に、入院者の状況、重症度割合ですとか、

入院率、あるいは年齢構成といったものをしっ

かりとわかりやすく情報提供するために、新た

に各医療機関の方にお願いをして情報をとって

いるというものでございます。

〇議長（坂本智徳君） 吉村議員―20番。
〇２０番（吉村 洋君）新たに知事が代わられ

てから練りあげたという答弁でございますので、

やはり医療の専門家として、そこの効果が出て

いるのかなということで理解をさせていただき

たいと思います。

次に、同じマニフェストの中で幾つか挙げさ

せていただいたので、質問させていただきます

が、「新型コロナウイルス感染症後遺症の専門

外来の設立」というのが項目として挙がってお

ります。その状況について、お知らせをいただ

きたいと思います。

〇議長（坂本智徳君） 福祉保健部長。
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〇福祉保健部長（寺原朋裕君）新型コロナウイ

ルス感染症の後遺症は、軽度の症状から、長期

サポートが必要となる症状まで様々であり、か

かりつけ医等が経過観察を行い、必要に応じて

専門医に紹介できる体制が必要となります。

そこで、本県の後遺症外来については、最寄

りのかかりつけの医療機関等を一次医療機関と

位置づけ、その紹介受診先として、地域医療支

援病院など県内計16か所を二次医療機関、さら
に高度な診療を受けられる長崎大学病院を三次

医療機関とする後遺症専門外来の体制を、令和

4年4月28日から整備したところであります。
この結果、連携体制の構築が図られました。

引き続き、長崎大学や県医師会等と連携し、

かかりつけ医向け研修会を実施するなど、後遺

症に悩んでおられる方が地域で安心して受診で

きる医療体制の構築を図ってまいります。

〇議長（坂本智徳君） 吉村議員―20番。
〇２０番（吉村 洋君）後遺症の専門外来の設

立というのが、計画的にさっさとできるのかな

という疑問がちょっとあったものですから、お

尋ねしたんですが、今の部長の答弁で、順調に、

順調と言うたらどうかわからんですけれど、急

いでちゃんと対応をやっとるというようなこと

でございますので、引き続き、そういう遅れを

とらないようなことで対策をやっていただきた

いと思います。

次に、これもコロナウイルス感染症対策とい

う項目に載っていたわけですが、「事業所の規

模実態に応じた効果的な経済対策」ということ

が掲げてありますが、幅広い事業者支援の中身

というのはどういうものがあるのか、お知らせ

をいただきたいと思います。

〇議長（坂本智徳君） 産業労働部長。

〇産業労働部長（松尾誠司君）新型コロナウイ

ルス感染症のたび重なる感染拡大を受け、時短

営業等に協力いただいた飲食店のほか、関連事

業者等において売上げが減少するなど、大変厳

しい経営環境にあるものと認識しております。

このため、県としては、大きな経済的影響を

受けた幅広い業種の県内中小事業者を対象に、

国の事業復活支援金に、県独自で上乗せする給

付金に取り組んでいるところであります。

なお、コロナ禍に加えて原油価格・物価高騰

の影響が幅広い事業者に及んでいる状況などか

ら、本給付金については、当初の想定を上回る

申請をいただいており、関係予算の増額を検討

しております。

今後とも、新型コロナウイルス感染症による

影響を注視し、国の施策も見極めながら、必要

な対策を適時適切に講じてまいりたいと考えて

おります。

〇議長（坂本智徳君） 吉村議員―20番。
〇２０番（吉村 洋君） 今、部長の答弁でいろ

いろと小規模事業者、中小企業者、そういうと

ころのコロナで傷んだところを修復するという

ような作業をしていただけるようですが、その

中で事業復活支援金につきましても、県が上乗

せを単独でやると、大変ありがたいと思うんで

すが、その前の、今話題になっております持続

化給付金、詐欺が横行しておりまして、なかな

か中小企業庁の審査が厳しくなっております。

商工会も指定機関なんですけれど、ミスがやっ

ぱりあるわけですよ、職員の皆さんにも、その

ミスを一旦手直しをして再申請をしようとする

わけですが、それは取り下げてくださいとかな

って、今度申請をしようとすると、再申請はで

きませんと、このようになっている事例が、全

国で多々見受けられておるようでございます。

そういった面も国に対しても、せっかくそう
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いう予算がつけられても、使いづらいというよ

うなことになったら、事業者を救えないわけで

すから、関係機関とも連携をして情報の共有を

していただいて、対策を打っていただければと

思いますが、そこら辺、部長としては把握して

おられますか。

〇議長（坂本智徳君） 産業労働部長。

〇産業労働部長（松尾誠司君）議員ご指摘の給

付金の関係のお話でございます。

事業復活関係の給付金につきましては、国の

中小企業庁の手続上、これまでこの間の、最近

もございますが、持続化給付金の詐欺等々の事

案もございまして、手続が厳格化しているとい

うふうなことで承知しているところでございま

す。

全国各地でそういったふうな形で、手続面で

の若干の混乱があっているというふうなことは

承知しているところでございますので、私ども

も国の方と情報を共有しながら対応していきた

いと思っているところでございます。

〇議長（坂本智徳君） 吉村議員―20番。
〇２０番（吉村 洋君）よろしくお願いします。

次に、子育て支援でございますが、これも知

事はマニフェストにおきまして、「子育て支援

の充実」を掲げておられます。出産費用や不妊

治療への支援、保育士の処遇改善等に取り組む

ということでございます。

子育て支援の充実につきましては、他県にお

いても様々な取組がなされており、出産支援給

付金は山形県、不妊治療は秋田県や鳥取県とい

ったところの自治体で、それぞれ独自の取組が

なされております。

本県において、この公約を実現するために、

具体の検討が行われて、今までの話を聞きよる

と、もう具体的に進められているんだろうと思

います。

そこで、出産一時金の増額に向けた制度の見

直しへの対応はどのようになっておりますか、

お尋ねいたします。

〇議長（坂本智徳君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）子育て支援策の充実に向

けては、事業主体となる市町との意思疎通を図

りながら連携を進めていく必要があると考えて

いるところでございます。

出産育児一時金の見直しについて、国におい

ては、先般、閣議決定された「経済財政運営と

改革の基本方針2022」に、出産育児一時金の増
額など、経済的負担軽減の議論を進めると明確

にされているところでございます。

こうしたことから、県としましては、まずは

国の出産育児一時金の議論の動向を注視してま

いりたいというふうに考えております。

〇議長（坂本智徳君） 吉村議員―20番。
〇２０番（吉村 洋君）国がちょうど単価を上

げたということですが、これはあくまでも国の

政策でございます。長崎県独自ということにな

ると、それにプラスアルファということになる

んだろうと思います。

山形県とかは県単で5万8,000円ですか、給付
を上乗せするということもされておるようでご

ざいますので、そこら辺を調査をかけていただ

いて、知事はそういうことをやろうということ

で、積極性を持って当たるというふうに感じて

おるんですが、こういう具体に山形県のような

追加の上乗せをやろうと考えておられるのか、

もう一度お尋ねいたします。

〇議長（坂本智徳君） 知事。

〇知事（大石賢吾君） まず、議員ご指摘のとお

り、国の動きがございますので、まず、そこが

どういった内容がカバーされるのか、また、ど
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ういった程度の増がされるのか、そういったと

ころが出てくるものだというふうに認識をして

います。

その中で、他県の取組などもしっかりと調査

をしたうえで、本県としまして、どういった対

応ができるのか、そういったところを庁内、し

っかりと検討をしていきたいと思っています。

〇議長（坂本智徳君） 吉村議員―20番。
〇２０番（吉村 洋君） ちょうど国が42万円
から45万円かなというところなんですけれど、
心配するのは、これで上がったからと言ってい

ただかないように、それに県独自のプラスアル

ファを考えていただきたいと思います。

次に、「保育士の賃金向上を含む県独自の処

遇改善」について、これも県独自とうたってあ

るんですね。ですから、この独自の部分という

のはどういうものかをお知らせていただきたい

と思います。

〇議長（坂本智徳君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）保育士の賃金改善につき

ましては、平成25年度以降、国において様々な
取組が行われております。さらに、令和4年2月
からは、月額9,000円の賃金改善が行われている
ところでございます。

一方、保育士の処遇改善については、保育士

の配置基準が現場の実態より少なく設定されて

いることもあって、給与改善とともに業務負担

軽減などの課題があるというふうに認識をして

います。

このようなことから、県においては配置基準

の見直しを国に要望するとともに、今回の6月
補正予算において、保育所等の職場、環境改善

を目的としたアドバイザーの派遣や成果発表

等のフォーラムの実施にかかる経費を計上し

ております。保育所等の職場環境の見直しを進

めてまいりたいと考えているところでござい

ます。

今後、国の賃金改善の効果を注視しながら、

保育士が働きやすい環境づくりに向けて、市町

と協議をしながら、どのような施策を講じてい

くべきか、検討を進めてまいりたいと思います。

〇議長（坂本智徳君） 吉村議員―20番。
〇２０番（吉村 洋君）今、聞いたところでは、

国の状況を見ながら判断をすると、いろんなと

いうことまでしか聞こえないんですが、先例と

して、東京都とか千葉県、兵庫県とか、もう既

にやっておられるところがあるわけですね。だ

から、そういうことを選挙の時にも期待した人

がおられるんでしょうし、そういう需要がある

ということでしょうから、ここら辺は早い時期

に具体化をするようにやっていただきたいと思

います。

次に、不妊治療でございますが、「不妊治療

に関して、国施策に追加し、県独自の施策を実

施」ということが掲げてあります。これも県独

自の部分というのは何があるのかというのを、

具体に示していただければありがたいと思いま

す。

〇議長（坂本智徳君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）まず、私は、希望する方々

が安心して不妊治療を受けられるように支援す

ることは重要であるというふうに考えておりま

す。

お尋ねの不妊治療につきましては、この4月
から生殖補助医療が保険適用となりまして、治

療を受けられる方々にとっては医療費負担の軽

減が図られたところでございます。

こうしたことから、県としましては、まずは

保険適用後の状況等を把握するとともに、他県

で行われている施策等を調査しながら、事業内
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容等をしっかりと議論していきたいというふう

に考えております。

〇議長（坂本智徳君） 吉村議員―20番。
〇２０番（吉村 洋君）選挙の時にそういうマ

ニュフェストを掲げると、やはりそこの裏側に

は、こういうことを具体にやるんだというビジ

ョンがなければ、本当はいけないんだろうと思

います。やりたいという希望を語ることも、多

少はあるのかもしれませんけれど、なかなかそ

こら辺の準備がまだまだ進んでないのかなと、

これも、もう実際にいろんな県独自の施策を講

じているところが全国にあるわけですね。そう

いうところを、時を置かずに調査をしていただ

いて、長崎県でできることということを具体化

していただきたいと思います。

こういう国の制度だけで実施するというので

あれば、国庫100％あるいは県の負担が何％と
いうことになるわけですが、県独自となると、

当然、県の単独財源を持っていかんといかんと

いうことになるわけです。こう考えると、いろ

んな県の独自策ができるのはいいんですが、そ

の裏側には必ず財源が必要となります。この財

源の手当てということについて、どのように考

えておられるのか、お知らせいただきたいと思

います。

〇議長（坂本智徳君） 知事。

〇知事（大石賢吾君） 本県の財政は、自主財源

に乏しく脆弱な財政構造であることから、県民

の皆様のために必要な施策を積極的に講じてい

くには、選択と集中の観点から、限られた財源

をどのように有効活用していくのか、優先順位

をつけながら検討を進める必要があるというふ

うに考えています。

一方で、先ほど申し上げましたとおり、出産

育児一時金の増額をはじめとした経済的負担の

軽減など、国において様々な検討がなされてい

る状況でございます。

庁内での議論に当たっては、こうした国の少

子化対策なども注視しつつ、事業内容や財源に

ついて検討して、県としての考え方を整理して

いきたいというふうに考えています。

〇議長（坂本智徳君） 吉村議員―20番。
〇２０番（吉村 洋君）財源がなければ何もで

きないんですが、長崎県はそうやって自主財源

に乏しいと、それはもう以前からずっとあるわ

けです。そこを乗り越えてやらなければならな

いと、それで、その財源を捻出するために、ま

たほかの事業を縮小させるということがあって

もならないと、だから、非常にそこは難しいと

思いますが、今後に期待をいたしますので、頑

張っていただきたいと思います。

次に、基地に特化した部署の新設について、

これもマニフェストの中の「世界に発信する長

崎の取組み」として、「米軍や多くの自衛隊基

地に特化した部署を県庁に新設する」と断定し

てあるわけですね。特に、佐世保市においては、

県要望におきまして、毎年、最重点課題として

取り上げられ、基地関係の多くの問題が停滞を

しておるという状況があるわけです。

また、今般、これまでの「基地との共存共生」

は堅持しつつも、佐世保市の今後の基地政策の

方向性を明確にするため、新たに、これは先日

も質問がありましたが、「佐世保市基地政策方

針」ということに変えられております。

その中身は、我が国の安全保障が厳しさを増

す中にあって、「防衛政策推進への積極的な協

力・支援とともに、基地に起因する負担の軽減

及び課題解決のため、国に積極的な関与を求め

るものであり、国に対しては、従来以上に佐世

保市の要望事項を強く訴えていく」というもの
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であります。

このような新たな流れの中で、私も設置をし

なければならないと考えておるわけですが、設

置に向けた取り組みはいかがでございましょう

か、お願いいたします。

〇議長（坂本智徳君） 危機管理監。

〇危機管理監（多田浩之君）佐世保市において

は、多くの米軍、自衛隊の施設が存在すること

から、これまで佐世保港のすみ分けの実現や崎

辺地区の自衛隊による利活用の推進などについ

て努力されており、県といたしましても、県政

の重要な課題と位置づけ、佐世保市と一体とな

って国に対し要望を行ってまいりました。

今般、佐世保市において「基地との共存共生」

を掲げた新たな基地政策方針が策定されたこと

から、市の方針を踏まえて、これまで以上に基

地対策の推進を図っていく必要があると考えて

おります。

また、本県には、現在、多くの自衛隊の部隊

が配備されておりますが、新たに陸上自衛隊水

陸機動団の3個目の連隊の配備が決定するなど、
新たな動きがあるほか、我が国を取り巻く安全

保障環境も厳しさを増しており、県の担うべき

役割も高まっております。

このような状況を踏まえまして、基地と地域

との共存共生や有事に備えた体制強化を図るこ

とが必要であり、地元自治体と連携した基地対

策の促進や国などの関係機関との連携を強化す

るための課題、業務等について整理を行い、組

織についてしっかりと検討してまいります。

〇議長（坂本智徳君） 吉村議員―20番。
〇２０番（吉村 洋君）説明が長かったんだけ

れど、危機管理監、やるとか、やらんとか、こ

こを言うてほしいわけよ。「しっかりと検討し

てまいります」はやるのか、やらんのか、結果

やらんとなるのか、やると言うてもらわんば困

るわけですが、いかがですか。

〇議長（坂本智徳君） 危機管理監。

〇危機管理監（多田浩之君） 現在、4月から危
機管理課の中に企画監を配置していただいて、

現在しっかりと課題、業務等について関係部局

とも整理を行っております。その中で、今後、

組織について検討してまいりたいというふうに

考えております。

〇議長（坂本智徳君） 吉村議員―20番。
〇２０番（吉村 洋君）さっきといっちょん変

わらんじゃないですか、言葉が、「しっかりと

検討する」と、2回同じことを言われても、こ
っちも、ああそうですかと言うわけにいかんわ

けですたい。

もう一回、最後に聞きますけれど、基地とい

うのは、米軍も含めて長崎県内に16、昨日山下
議員が詳しく言いよったけれど、大体16施設ぐ
らいあると思っております。こんなに基地がた

くさんある県というのは、そうないわけです。

それに佐世保市は旧4軍港、長崎の知事は渉外
知事会の副会長、そういうことを考えると、や

はり基地と名前のつく課がないなんていうのは、

やっぱり考えられないわけです。

それと、今、佐世保市がそうやって協力もす

るけれど、強く言うところも言うという、マイ

ナスをプラスに変えていくんだけれど、その分

強く言いますよという話で、変わってきよるわ

けですね。それに呼応してやらないといかんと

思うわけですよ。

基地交付金あたりも、やはりこれを活用して

まちづくりをやっていくわけですね、基地があ

るところは、佐世保市は大体、これは私がざっ

と計算したのでわからんですけれど、7億7,000
～8,000万円、大体平均すると、岩国が25億円、



令和４年長崎県議会・６月定例会（６月１５日）

- 218 -

三沢が21億円、横須賀も23億円ぐらい、なんで
こう違うかと、佐世保市はもうちょっと基地交

付金、調整交付金、いろいろ、もう少し増えて

もいいんじゃないかと。

面積は6,700平米ぐらいあるんですよ、佐世保
は、岩国で8,600平米、三沢は1万6,000平米、
こういうことで、広いところは、岩国とか三沢

は飛行機がありますね、騒音があるんで多いと

いうことは多少わかるんですけれど、佐世保は

原潜が入るんです。原子力空母も入るんですよ。

こういうのは、移動系の原子炉なんですよ。固

定系の原子炉じゃないわけですよ。そういうい

ろんな悩みがありますね。

だから、そういう意味でも、やっぱり県が佐

世保市の後ろからついて一緒に行きよりますよ

なんていったって、話にならんわけですから。

真っ先に立ってやるぐらいじゃなからんといか

ん。

ということで、再び知事に聞きますが、マニ

フェストにもつくると、設置と断定してあるわ

けですから、調整したり、いろいろ準備をした

りという期間がかかるにしても、設置すると言

っていただきたいんですが、いかがですか。

〇議長（坂本智徳君） 知事。

〇知事（大石賢吾君） 先日から外間議員、山下

議員、また、今回も吉村議員にご指摘いただき

まして、私もその重要性、非常に理解している

つもりでございます。また、今、基地の状況も、

長崎県は多いというお話がございましたが、最

近の情勢を踏まえて、非常に対応すべき課題が

多様化している、また複雑化しているという状

況もございます。

そういった状況を踏まえても、私はこの課題

につきまして、非常に重要なものだというふう

に認識をしたうえで申し上げますが、やはり調

整、また名称等々、その組織のあり方というこ

とを検討するうえでは、やはり時間は必要かと

思いますので、しっかりと検討していくという

ことで、今の答弁とさせていただきたいと思い

ます。

〇議長（坂本智徳君） 吉村議員―20番。
〇２０番（吉村 洋君）知事も同じ答えじゃな

いですか。設置すると書いたんだから、設置す

ると言うてください。時間はかかるけれど、必

ず設置しますと言うてくれれば、私はここでや

められるんですよ、質問を、長くかかるんです

よ、だんだん、いろいろ言いよったら、また最

後までいかんようになったら、怒られるんです

よ。（笑声）

だから、簡明に、説明は長く要らんですから、

そういう状況を鑑みて、多少時間をいただくか

もしれませんが、必ず設置をしますと、このよ

うに答えていただきたいと思いますが、再度い

かがですか。（発言する者あり）

〇議長（坂本智徳君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）しっかりと公約を達成で

きるように努力をしてまいります。（発言する

者あり）

〇議長（坂本智徳君） 吉村議員―20番。
〇２０番（吉村 洋君） ちょっとね、知事、声

も小さいし、もうちょっと大きな声で言ってく

ださいよ。

今、ちょっと言葉が変わりましたね。「公約

を達成する」というところまでいきましたので、

必ずつくっていただくように、それもなるべく

早い時期に、いろんな問題が山積しておるわけ

ですから、お願いいたします。

2、九州新幹線西九州ルートについて。
（1）県北地域への経済波及効果について。
九州新幹線西九州ルートについては、昭和48



令和４年長崎県議会・６月定例会（６月１５日）

- 219 -

年に整備計画路線として決定されて以降、紆余

曲折もありながら、しかし、多くの関係者の尽

力を経、いよいよ本年9月23日、西九州新幹線
（長崎―武雄温泉間）が開業の運びとなってお

ります。

新幹線沿線地域におきましては、3月の車両
基地見学会や、5月の連休明けから、「新幹線
かもめ」の試験走行が開始をされており、新幹

線に対する期待感と開業に向けての機運がさら

に高まっているというふうに感じております。

しかしながら、片や県北におきましては、新

幹線のルートから遠く離れておる関係上、多少

盛り上がりに欠けるような言葉を耳にするわけ

であります。

佐世保線の改良等はあるものの、県下全域の

均衡ある発展を目指す新幹線事業であるべきと

考えますが、県北あるいは離島地域にも新幹線

の波及効果を届ける必要があるべきだと考える

わけです。とはいうものの、新幹線の車両自体

はレールの上しか走れませんから、離島に新幹

線が来ることはできないわけですね。そのかわ

りに広く周遊をしてもらうことによって、そこ

で、この開業に合わせ盛り上げていくというこ

とを計画しないといかんのだろうと思います。

そこで、この開業に合わせて、ＪＲ九州が新

しい観光列車「ふたつ星4047」というのを運行
するということがいろんな記事にも載っており

まして、パンフレットもあるわけですが、この

「ふたつ星4047」というのはどのような運行計
画で、この新幹線との相乗効果を上げようとさ

れておるのか、中身についてお知らせをいただ

きたいと思います。

〇議長（坂本智徳君） 地域振興部長。

〇地域振興部長（早稲田智仁君） ＪＲ九州は、

新幹線開業に合わせて有明海沿岸地域や大村湾

沿岸地域を巡り、西九州地域を一周する「ふた

つ星4047」を運行することとされております。
この列車は、開業後の週末及び祝日を中心に

各ルートを一日一本運行され、運行ルートは、

午前の便は、武雄温泉駅を出発し、肥前山口駅

から長崎本線を通って、小長井駅、諫早駅、長

与方面を経由して長崎駅に到着いたします。

また、午後の便は、長崎駅を出発し、諫早駅

から大村線を通って新大村駅、千綿駅、ハウス

テンボス駅、早岐駅から武雄温泉駅に向かうこ

ととなっております。

県におきましては、列車の停車駅でにぎわい

づくりやおもてなしについて、関係市町ととも

に取り組み、来県される方々などの県全体への

周遊促進につながるよう努めてまいります。

〇議長（坂本智徳君） 吉村議員―20番。
〇２０番（吉村 洋君） 今、説明を受けたわけ

ですが、新幹線が通らないところに対して、こ

の「ふたつ星4047」というのを回しながら広く
拡大をしていくと、観光圏域をですね。長崎に

訪れるお客さん方をそこまで運んでいこうとい

う一つの考え方としてはわかるんですが、聞く

ところによると、これが武雄温泉駅を発車して、

ぐるっと回って、それから早岐を通って、また

武雄温泉駅と。

ちょっと抜けとるとじゃないかと思うわけで

す。早岐から佐世保駅まで行ってもらわんと、

県北に踏み込んできたという意識が出てこんわ

けですよ。そして、やっぱり佐世保駅に着いて、

北松浦半島から平戸・松浦、船に乗って離島も

ありますけれども、そういうことに拡大してい

くと思うわけですが、そこら辺についてはどの

ような考え方を持っておられますか。

〇議長（坂本智徳君） 地域振興部長。

〇地域振興部長（早稲田智仁君） 「ふたつ星
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4047」の運行は、県全体への周遊を促進する観
光列車として期待をされております。

しかしながら、「ふたつ星4047」の県北地域
での停車駅は、ハウステンボス駅、早岐駅の2
駅とされており、佐世保駅を経由しないルート

となっております。

そのため、県においては、周遊促進の観点か

ら、ＪＲ九州に対して、県北地域の拠点駅であ

る佐世保駅を経由することや、他の観光列車も

含めて佐世保駅へ呼び込むことなどを働きかけ

てまいりたいと考えております。

また、佐世保駅においてのにぎわいの創出や

おもてなしの仕掛けづくり等に佐世保市と連携

して取り組み、鉄道需要の喚起にも努めてまい

りたいと考えております。

〇議長（坂本智徳君） 吉村議員―20番。
〇２０番（吉村 洋君）今の答弁もわからんで

すけれど、もっと強くね。

ちょっと知事にお伺いしますが、今日の新聞

にちょうど、私が質問するからかわからんけれ

ど、よう載っとったですね、新幹線の話、これ

は「むつ」が佐世保港に入る時に、国が、「空

手形」と書いてあるけれど、空じゃだめですよ

ね、ちゃんとした手形を発行してくれたものと

考えております。

そのためには、やはり佐世保駅まで、この「ふ

たつ星4047」だけでも来るということを強く
ＪＲ九州に対して訴えかけて実現をしてほしい

んですが、知事、いかがですか。

〇議長（坂本智徳君） 知事。

〇知事（大石賢吾君） この「ふたつ星4047」
だけではなく、やはりこういう周遊系のものが

しっかりと、佐世保を含めて県北の地域にも波

及をすると、そういったところについては、

ＪＲに対しても働きかけをしっかりやっていき

たいというふうに考えております。

〇議長（坂本智徳君） 吉村議員―20番。
〇２０番（吉村 洋君） 聞かれるけれど、声が

小さいので、上品なんですかね、知事は。（笑

声）もっと大きな声で言わんと、相手も言うこ

とを聞いてくれない。声が大きかれば、よかと

いう話でもないですけれどね。

そこは積極的に実現するように、頑張ってい

ただきたいと思います。

3、長崎・佐賀連携について。
（1）連携中枢都市圏について。
県北地域におきましては、長崎県・佐賀県の

12市町による「西九州させぼ広域都市圏」が形
成されております。県境を越えて様々な連携事

業が行われているわけで、これは大変いい取組

だと私自身は思っております。具体的にはどの

ような取組が行われているのか、お伺いをいた

します。

〇議長（坂本智徳君） 地域振興部長。

〇地域振興部長（早稲田智仁君）西九州させぼ

広域都市圏では、現在、「西九州させぼ広域都

市圏ビジョン」に基づき、圏域全体の経済成長

の牽引や、生活関連機能サービスの向上などに

向けた連携事業に取り組まれております。

具体的には、「西九州させぼ移住サポートプ

ラザ」を佐世保市内に設置し、連携市町におけ

る移住相談の受け付け、移住定住イベントを共

同で実施するなどの取組が行われております。

また、圏域を周遊するドライブマップや外国

人観光客向けのＰＲ動画を制作・公開するなど

の取組により、連携市町間での広域的な連携に

よる周遊観光の推進が図られております。

さらに、農水産物等特産品の販路拡大事業と

して、「西九州食材プロジェクト」を立ち上げ、

ＳＮＳ等を活用した情報発信や産地ツアーなど
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を積極的に実施することにより、販売額も年々

伸びるなどの効果があらわれております。

〇議長（坂本智徳君） 吉村議員―20番。
〇２０番（吉村 洋君）広域都市圏がやってい

る事業だから、県も直接関われるというところ

もあまりないのかもしれませんけれど、注視し

とっていただいて、私はもう本当にいい取組だ

と思うんですよ。これが先々伸びていけば、そ

れは新幹線だって、長崎県と佐賀県が仲良くす

ることが一番大事なんですから、それが県北で

行われておるわけですよ、もう何年になります

かね。だから、そういう意味でもよろしくお願

いします。

（2）肥前窯業圏について。
長崎県には世界遺産もあるんですが、日本遺

産もございます。その一つでもある「日本磁器

のふるさと 肥前～百花繚乱のやきもの散歩～」

について、振興局プロジェクトとして取り組ま

れている「肥前窯業圏」というのがあるわけで

すが、これも佐賀県との共通資源である「焼き

もの」を核とした、県境を越えた取組として、

平成28年度に広域連携事業でスタートしてお
ります。スタートして5年が経過するわけです
が、3年間は国の補助事業で執り行われておっ
たわけですが、その後は、県単独で事業を継続

されておったようにお伺いしております。

そういう中、この日本遺産の認定更新の時期

にきているとお聞きするわけですが、新幹線開

業効果を考える時に、この日本遺産という資源

を活かして、さらなる県北地域の活性化を図る

べきと考えるが、更新時期を迎える中、「肥前

窯業圏」のこれまでの取組に対して、どのよう

な検証をされているか、お伺いをいたします。

〇議長（坂本智徳君） 地域振興部長。

〇地域振興部長（早稲田智仁君）「肥前窯業圏」

の取組については、これまで長崎県と佐賀県及

び関係市町等が連携し、地域の魅力や文化的・

歴史的価値等を踏まえた情報発信に取り組むと

ともに、誘客促進に向けた体験コンテンツの充

実や各種イベントを開催してきたところであり

ます。

こうした中、ここ2か年のコロナ禍を除き、
令和元年度までは「陶芸の館」など、主要文化

施設への入館者が増加したほか、日本遺産ガイ

ドの育成や圏域内で様々な特典が受けられる周

遊パスポートの造成、地元飲食店と協働した陶

磁器のＰＲなど、県北地域の経済活性化にも一

定の成果が出ているものと認識しております。

県としましては、引き続き佐賀県等とも連携

し、新幹線の開業効果なども取り込みながら、

陶磁器を活かした地域活性化を図ってまいりた

いと考えております。

〇議長（坂本智徳君） 吉村議員―20番。
〇２０番（吉村 洋君） 時間がまた、いつもの

ように短くなってきよりますので、ちょっとは

しょりながら言います。

今、部長の答弁のように、いい取組なので、

今後とも続けていきたい。それから、認定更新

の時期にきているという話で、これは当然、更

新に向けて取組を進めていきたいと思います。

併せて、この日本遺産「肥前窯業圏」、それ

から新幹線の開業効果を活かした取組というの

は、「西九州させぼ広域都市圏」の連携事業に

入ってないような気がするんですが、県もオブ

ザーバー参加とはいえ、広域都市圏と連携でき

るところは連携して、相乗効果を発揮していた

だきたいと思いますので、その取組をしてほし

いんですが、いかがですか。

〇議長（坂本智徳君） 地域振興部長。

〇地域振興部長（早稲田智仁君）「西九州させ
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ぼ広域都市圏」は、中核市である佐世保市を中

心とした12市町の構成により運営がなされて
おり、現在、令和5年度までを期限とする連携
ビジョンに基づき、地域の一体的かつ持続的発

展を図るための取組がなされているところであ

ります。

連携ビジョンにどのような連携事業を盛り込

むかなど、県が連携事業の内容に直接関与する

ことは困難でありますが、県は、本広域都市圏

の設立の段階から協議会にオブザーバーとして

参加するなどして、情報収集や制度にかかる助

言等を行ってきたところであります。

そのため、本県と佐賀県、関係市町の連携事

業については、本広域都市圏に対し、適宜、情

報提供を行うなどの連携を図りながら相乗効果

を発揮できるように努めてまいりたいと考えて

おります。

〇議長（坂本智徳君） 吉村議員―20番。
〇２０番（吉村 洋君）よろしくお願いします。

4、佐世保市の水需要について。
（1）石木ダムの早期完成に向けた取り組み

について。

県北地域の中枢都市であります佐世保市の今

後を考えた時に、ＩＲ・企業誘致等が後に控え

おるわけですが、安定した水源の確保が必要不

可欠であるわけです。

そこで、昨日も、これもまた山下議員から質

問が出ていましたが、4日目になると大概重複
するので、なかなかエネルギーが出てこんとで

すが、重ねての話になりますが、調べてみまし

た、なぜ石木が要るのか。

佐世保市もいろんな納得していただけるよう

なお話をせんばいかんという昨日の話でもあっ

たんですが、佐世保市も調査はしているんです

よ。まず、海水淡水化、これは今、九州内で2

か所、福岡県と沖縄県にあります。福岡県の「ま

みずピア」という施設なんですけれど、建設費

は約408億円です。一日当たりの生産能力が5万
トン、現状は一日3万9,000トンぐらいの取水で
す。これは、福岡県全体の取水量の約2％ちょ
っとしかないんです。

沖縄県は、「海水淡水化センター」というの

があるんですが、これが建設費が347億円、そ
して、一日当たりの能力が約4万トン、令和元
年度の取水量は3万2,000トンなんです。これは、
沖縄県の全体の取水量の1％にも満たないと。
そういうことで、福岡県もお飾りのようにし

よるんですが、海水淡水化というのは、維持管

理費が、費用がかなり高額になるので、これは

そういうことでの解決というのは難しい。

地下ダムというのも考えられたんですが、佐

世保は地質の構造上、水が抜けてしまうんです

よ、だから、これもできないと。

いろんなことを考えたうえで、やはり石木に

またたどり着いたということなんです。これは

県事業ではじまっているわけですね。長崎市も

ダムが2つ、神浦ともう一つのダムで水問題が
解決したわけですが、取り残されているのが佐

世保市なんですよ。ここは、やはりもう待てな

いわけです。令和7年度の完成に向けて、必ず
完成するようにおっしゃっていただきたいんで

すけれど、具体的にいかがでしょうか。

〇議長（坂本智徳君） 知事。

〇知事（大石賢吾君） 石木ダムについては、川

棚川の洪水被害を軽減し、佐世保市における安

定した水源を確保するために重要な事業であり

ます。

また、今後の佐世保市をはじめとした県北地

域の発展のためにも、早期に完成しなければい

けないと考えています。
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現在、工事現場においては、事業に反対され

ている方々による座り込みなどが続いておりま

すが、引き続き、現場の安全を確保しながら、

ダム本体の掘削工事や付け替え道路工事を着実

に進めてまいります。

私としましては、川原地区にお住まいの皆様

のご理解とご協力をいただき、円滑に事業を進

めていくことが最善であると考えていることか

ら、引き続き、佐世保市及び川棚町と一体とな

って、川原地区にお住まいの皆様のご理解とご

協力をいただけるよう、令和7年度のダム完成
に向けて、事業の進捗に全力を注いでまいりた

いと考えています。

〇議長（坂本智徳君） 吉村議員―20番。
〇２０番（吉村 洋君） ぜひとも、令和7年度
完成というのを守っていただきたいと思います。

（2）ＩＲに関するインフラ整備について。
長崎県・九州ＩＲということで、国に申請を

上げておられます。これが認可されると、ＩＲ

区域の整備が行われるわけですが、この計画書

を見ると、もう何百万人の世界ですね。その中

で水の手当ては、佐世保市が北南送水管を整備

して、その一部をＩＲが費用を負担するとか、

そういうところが載っているんですよ。しかし、

将来を考えると、やはりそれではまだまだ不足

するんじゃなかろうかという点が考えられるん

ですね、私で考えれば。

それで、ＩＲを安定的に、継続的に、ワンス

パン35年ですから、運営するということの観点
から考えると、石木ダムということを考えてい

かなければならないと思いますが、そういう意

味でのインフラの整備の必要性について、お考

えを伺いたいと思います。

〇議長（坂本智徳君） 企画部長。

〇企画部長（浦 真樹君）ＩＲの区域整備計画

におきましては、その開業を見据えて、周辺地

域の幹線道路の整備、広域交通ネットワークの

強化、長崎空港の利便性向上、様々なインフラ

の整備を予定しております。

そのうち、上下水道の整備につきましては、

今お話がありました地元の佐世保市におきまし

て、市の北部と南部をつなぐ北南送水管などを

整備し、地域間の負担均衡を図りますとともに、

針尾下水処理場の機能強化などを実施される予

定となっております。

こうした交通アクセス、あるいは生活インフ

ラなどの各種インフラ整備につきましては、引

き続き、国や佐世保市をはじめ、関係機関と連

携・調整を図りながら、区域認定獲得後に速や

かに工事着手ができるよう、各種インフラの整

備、準備を進めてまいりたいというふうに考え

ております。

〇議長（坂本智徳君） 吉村議員―20番。
〇２０番（吉村 洋君）よろしくお願いします。

5、国土強靭化対策について。
（1）急傾斜地崩壊対策事業の進捗状況につ

いて。

（2）急傾斜地崩壊対策事業の採択要件の緩
和について。

（1）番目の枕は外して、（2）番目の急傾斜
地崩壊対策事業の採択要件の緩和というところ

でお答えをいただければありがたいと思います。

この要件緩和というのは、いろいろと戸数の

引き下げとか、そういうのもあると思うんです

が、今回、私が国に対しても長崎県として求め

てほしいというのが、事業の採択要件である保

全対象は人家のみとなっているんですよね、今、

これを、災害は時間に関係なく発生するわけで

すから、日中、従業員が勤めている事業所も保

全対象とみなせるように採択要件の緩和を国に
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対して要望していただきたいと思うわけですが、

見解をお伺いいたします。

〇議長（坂本智徳君） 土木部長。

〇土木部長（奥田秀樹君）急傾斜地崩壊対策事

業の国による採択要件ですけれども、避難路、

要配慮者利用施設がある急傾斜地に対し、人家

戸数が10戸から5戸に緩和されて、未整備箇所
がいまだ多く残っている現状では、戸数のさら

なる引き下げは困難だと考えています。

一方、事業所に対しては、ソフト対策として、

避難警戒体制をとることで、人命を守る取組を

進めているところです。

これは、崖崩れにより被害を受けるおそれが

ある住民が対策を行うことが困難と認められる

場合に、県や市町が対策を行うという法の趣旨

から、住居を伴わない事業所は保全対象となっ

ていません。

今後、非住家を保全対象とする必要性につい

ては、しっかり検討してまいります。

〇議長（坂本智徳君） 吉村議員―20番。
〇２０番（吉村 洋君）よろしくお願いします。

やっぱりそういう必要性が、長崎県は特に崖地

が多いところでございますから、大きな事業所

は自分のところでやりなさいという話になるん

ですけれども、小規模な事業者あたりはどうに

もできないというところもございますので、そ

こを公共にのせるというようなことを図ってい

ただいて、これは法律ですから、国に対して要

望活動を、知事会あたりでも挙げていただけれ

ばと思います。よろしくお願いいたします。

6、小規模事業者支援について。
（1）地域の事業者を支える商工会支援の拡

充について。

商工会支援の拡充についてということで、こ

れは、特に、小規模事業者商工会区域というの

は、ずっと厳しい経営環境が続いておるわけで

ございます。

しかしながら、地域経済の維持、また地域全

体の維持を考えると、合併が進んだ現在、商工

会が地域を守るという力の一つの担い手になっ

ているわけです、大変重要なですね。そういう

ことから支援をお願いしたいんですが、そうい

う商工会、県内に20単会がありますが、それを
集めて長崎県商工会連合会となるわけですが、

この連合会におきましても、この小規模事業者

会員の皆さんが継続的に発展するように、いろ

んな施策を考えているんですが、今年度より、

国の販路拡大事業を活用して、今後の取引拡大

を目指す事業を行おうというふうに考えておる

わけでございます。

そういうことで、こういう新たな取り組みに

対しての支援、積極的なバックアップというも

のをお願いしたいわけですが、県のご見解をお

伺いいたします。

〇議長（坂本智徳君） 産業労働部長。

〇産業労働部長（松尾誠司君）人口減少や高齢

化、新型コロナの影響による景気低迷等、地域

経済を取り巻く環境が大きく変動する中、商工

会には、記帳や税務、金融指導等の日常的な指

導に加え、販路拡大や高付加価値化に重点を置

いた支援が求められております。

このような中、県としましては、地域の特性

を活かして、域外需要の獲得を図る小規模事業

者等を商工会と連携して支援することにより、

地域経済の維持、発展につなげてまいりたいと

考えております。

今後、感染症の影響やデジタル社会の進展な

どを踏まえ、商工会や県商工会連合会など、関

係機関と十分に協議を重ねながら、どのような

取組が有効であるのか、検討してまいります。
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〇議長（坂本智徳君） 吉村議員―20番。
〇２０番（吉村 洋君）現場と調整をしていた

だいて、連絡、情報の共有等積極的にしていた

だいて、課題の解決ということにつなげていた

だくようお願いいたします。

（2）価格高騰対策及び離島の事業者支援に
ついて。

離島にも小規模事業者、商工会があるわけで

す。そこの皆様方が、これは離島であるがゆえ

の悩みでございまして、本土同士ならトラック

で運送すれば済むわけですが、それを航路によ

って荷物を輸送するということになります。

今、離島振興法も改正点にきよりますけれど

も、離島の方が荷物を運ぶとか、人が移動する

とかいうのには補助があるわけですが、商売を

する人が本土から物を仕入れる、これに対して

は、残念ながら補助がないわけです。それで、

現在の油の高騰とか、燃料高騰というのがあっ

て、直接打撃が、本土の人の何倍にもなって返

ってきよると、こういう悩みがあるわけですね。

ですから、そういう事業者を助けていただき

たいということで、地元の方々、例えば宇久、

小値賀、新上五島、ここら辺が商工会の地域な

んですけれど、こういう方々と関係者が集まっ

てお話をしていただきたい。

これは、昔、浦頭から佐世保の船が出よった

んですが、地元の自治会とかといざこざがあっ

て、佐世保市がよくまとめきらんやったところ

があって、また今度、それが再燃してきて、今、

長崎の畝刈から出よるんですが、運賃も高くな

るし、便数も減って非常に不便を来しているわ

けです。そういう事業者の方が離島からいなく

なると、これまた大変ですので、そこら辺を、

県も積極的に参画して、問題の解決に当たって

いただきたいんですけれど、いかがですか。

〇議長（坂本智徳君） 地域振興部長。

〇地域振興部長（早稲田智仁君）貨物航路の本

土側の発着港が長崎漁港に変更された後、発着

港を佐世保市内の港に戻してほしいとの地元商

工会等からの要望もありまして、佐世保市と運

航事業者との間で協議が続けられてきましたけ

れども、適地が見つからなかったことなどから、

現在に至っているところであります。

一方、運航する事業者側の現状としては、佐

世保市内における港の場所の問題のほか、港の

変更後に新たな利用者が定着してきたことや、

長崎漁港が下五島行きの貨物航路の発着港とな

っており、輸送の効率化を図られていることか

ら、佐世保港に戻すことは、現状では難しいと

ころであるとお聞きしております。

県としましては、まずは、地元市町において

実態や課題を把握していただいたうえで、離島

貨物航路の安定化を図る観点から、各市町との

情報共有や意見交換を行ってまいりたいと考え

ております。

〇議長（坂本智徳君） 吉村議員―20番。
〇２０番（吉村 洋君）ぜひともお願いします。

ただ、答弁が、さっき小規模事業者の答弁は

産業労働部長になります。しかし、これは航路

が入ってくると地域振興部長になる。ここが、

やっぱりどうしても離島の話をする時に、同じ

対象者なのに部が分かれてしまうというのが、

ちょっと問題なんで、そこら辺は連携を取って

やっていただくようにお願いします。

7、公共施設の配置について。
（1）配置基準について。
これももう何回も言いよることなんで、中身

ははしょりますが、適正に公共施設を配置する

というのが大事なんです。

（2）県立世知原少年自然の家について。
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そういう意味で、県立世知原少年自然の家と

いうのは、その役割とか機能、そういうことを

考えると、財政ばかりじゃなくて、これは存置

すべきと私は考えるわけですが、いかがでしょ

うか。

〇議長（坂本智徳君） 教育委員会教育長。

〇教育委員会教育長（中﨑謙司君）様々な地元

の方のご意見をお聞きしておりますので。、施

設のあり方について、十分、今後検討してまい

りたいと思っています。

〇議長（坂本智徳君） これより、しばらく休憩

いたします。

会議は、11時15分から再開いたします。
― 午前１１時 ２分 休憩 ―

― 午前１１時１５分 再開 ―

○副議長（山口初實君）会議を再開いたします。

引き続き、一般質問を行います。

千住議員－9番。
○９番（千住良治君）（拍手）〔登壇〕 自由民

主党、諫早市選出、いさはや愛が原動力の千住

良治でございます。

今回、貴重な一般質問の機会をいただきまし

て、先輩議員の皆様方に大変感謝いたしており

ます。

また、本日、傍聴にお越しいただきました皆

様、また、画面を通じて、ご覧いただいている

多くの皆様方にも大変感謝を申し上げます。

昨年4月に、多くの皆様にお力添えをいただ
き、この県議会に送り出していただきまして、

はや一年がたちます。この一年の経験と学びを

活かし、多くの県民の皆様の負託と信頼に全身

全霊をかけてお応えしていく覚悟でございます。

それでは、元気に、大きな声で、通告に従い

まして、一問一答方式にて進めさせていただき

ます。

1、知事の政治姿勢について。
（1）知事マニフェスト子育て支援政策の検

討状況について。

長崎県の人口減少につきましては、年間１万

人以上減少し、自然減はもちろん、社会減も大

きな課題であると言えます。

先日、発表されました昨年生まれた長崎県内

の赤ちゃんの数は、11年連続の減少となってお
ります。

本県では、全国より速いスピードで人口減少

が進んでいる中で、中長期的な対策はもちろん

のこと、早期対策は待ったなしの状態でありま

す。

大石知事のマニフェストの中には、合計特殊

出生率に、おむつなどの子育てに必要な物質の

継続的な支給、医療費助成制度18歳まで拡充な
ど、多くの子育て政策がありました。

知事に就任され、3か月が経過し、日夜奮闘
されておられることと思いますが、この6月補
正予算案に計上されました事業については、ま

だまだ大石カラーは出ていないような印象を受

けました。

そこで、県民の皆様の関心が高かった知事の

マニフェストであります子育て支援政策の検討

状況を再度お聞きします。

以後の質問は、対面演壇席にて行います。

知事、教育委員会教育長、関係部局長の皆様、

よろしくお願いいたします。

○副議長（山口初實君） 知事。

○知事（大石賢吾君）〔登壇〕 千住議員のご質

問にお答えいたします。

子育て支援策の充実に向けては、事業主体と

なる市町と意思疎通を図りながら、連携して進

めていく必要があると考えております。
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このため、まずは関係者の皆様と対話を行い、

信頼関係を構築することが重要であることから、

「県と市町の連携強化に向けたキックオフ会

議」を開催し、県内市町長と人口減少対策など

について、自由に意見を交わしたところでござ

います。

また、子育て支援については、十分検討を重

ねるべきと考えており、他県の事例を調査しな

がら、県として実施する事業内容や必要な財源

について、庁内での議論を深めているところで

あります。

今後は、国の少子化対策の動向なども注視し

ながら、事業の実施に向けて、できるだけ早期

に市町との協議に入り、議論を重ねていきたい

と考えております。

以後のご質問については、自席から答弁をさ

せていただきます。

○副議長（山口初實君） 千住議員―9番。

○９番（千住良治君） 多くの議員も、この議会

中に質問されております。検討中ということで

ございますが、県民の皆様はやっぱり注目して

いるところだと思います。

そこで、一点だけ、知事にお聞きしたいんで

すが、この子育て支援の政策のマニフェストの

中にありましたものは、目標なのか、夢なのか、

ただの思いなのか、ここは大事だと思うんです

よね。プロセスを昨日も聞かれておりました。

そこをお聞かせください。

○副議長（山口初實君） 知事。

○知事（大石賢吾君） 私がお示ししたものは、

しっかりと達成すべきものだというふうに考え

ておりますので、しっかりと目標として対応を

進めてまいりたいというふうに考えています。

○副議長（山口初實君） 千住議員―9番。
○９番（千住良治君） 私も、子どもたちの指導

をさせていただいている中で、やっぱり夢と目

標の違いは何かというような話をします。目標

は、いつまでという期限を区切ってやるものだ

と思いますので、そこをぜひ県民の皆様は知り

たいと思っておられると思いますので、早い段

階でお示しをするということでございますので、

ぜひ早期に示していただいて、皆さんとともに

明るい長崎をつくっていけるように頑張ってい

きたいと思いますので、ぜひ早い段階でのお示

しをよろしくお願いしたいと思います。

（2）人口減少対策について。
①企業誘致についての現況と今後の取り組み

についてどのようにしていくのか。

社会減少も大きな問題であります。県外への

人口移動は、九州管内への転出が多いです。そ

の中でも福岡県への転出が約半数を占めており、

そういった中、移住促進を図るためにも県内企

業の規模拡大や、県外からの企業誘致は大きな

成果を上げられるのではないかと思います。

先日、ソニーセミコンダクタマニュファクチ

ャリング株式会社が、諫早市にある長崎テクノ

ロジーセンターへ新たな増設を実施するという

発表がございました。新たな雇用や定住人口増

加にも大変期待が大きいものだと思います。

そこで、県内企業の規模拡大と県外からの企

業誘致についての現況と今後の取組について、

お聞かせください。

○副議長（山口初實君） 知事。

○知事（大石賢吾君） 県においては、地域経済

を活性化し、雇用の場を創出するため、県内企

業の規模拡大に対する支援や、県外からの企業

誘致に取り組んでまいりました。

平成28年度から令和2年度までの5年間の雇
用計画数の実績は、半導体企業や保険会社など

を中心に5,364名となっております。
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また、県の総合計画では、令和3年度から令
和7年度までの5年間で3,000人の雇用計画数を
目標に掲げており、引き続き、半導体や航空機、

医療関連など、成長分野を中心に取り組んでま

いりたいと考えております。

○副議長（山口初實君） 千住議員―9番。

○９番（千住良治君） ぜひとも、誘致する自治

体とよく意見交換をしながら、全面的なバック

アップをしていただいて、また地域に求められ

る人材育成について取り組んでいただけたら、

さらなる効果を生むんじゃないかと思いますの

で、どうぞよろしくお願いいたします。

2、学校教育について。
（1）高校教育について。
①成年年齢引き下げにおける学校教育の現状

と今後の取り組みについて、どのようにしてい

くのか。

本年4月1日に成年年齢が引き下げられまし
た。18歳と言えば、高校3年生の年齢でござい
ます。高校3年生の中でも、もう既に18歳にな
られた方も多くおられることだと思います。

成年年齢引き下げにより、18歳でも親の了承
なく、クレジットカード契約やローン、部屋の

賃貸契約など、様々な契約が可能となりました。

これまでは、親の同意がない契約は取り消す

ことができる取消権がありましたが、それがな

くなり、自分の責任で判断しなくてはなりませ

ん。既に、大学生や若い年代では、投資話やカ

ード契約の勧誘が多く行われております。

また、裁判員裁判の裁判員に選ばれる対象と

なったりと、新たな権利と責任が生まれており

ます。

そこで、成年年齢引き下げにおける学校教育

の現状と今後の取組について、お聞きします。

○副議長（山口初實君） 教育委員会教育長。

○教育委員会教育長（中﨑謙司君）議員からご

指摘がありましたとおり、成年年齢の引き下げ

によりまして、親の同意なくてもローン等の契

約が可能になるなど、一人の大人として責任あ

る行動が求められますので、高校段階におきま

しては、正しい知識と判断力を養うことは極め

て大切なことだと思っております。

これまで、消費者教育につきましては、消費

生活センターと連携しつつ、家庭科や公民科の

授業で実施してまいりましたが、特に、今後、

契約等にかかるトラブルが高校生にとって身近

な問題になると思っています。

これからの取組といたしましては、夏休みを

前に、3年生を対象としました指導の場の新た
な設定でありますとか、また、保護者の皆さん

に対しましても、ＰＴＡ研修会や学校の広報な

ど、様々な機会を捉えまして、生徒たちの消費

者トラブルについての理解と啓発に努めてまい

ります。

○副議長（山口初實君） 千住議員―9番。

○９番（千住良治君）私たちの年代が高校時代

には、消費者教育などはなかったような記憶が

ございます。私が、多分勉強してないだけでは

ないと思うんですけれども、お金についてなど

の勉強などは、社会に出て、経験しながら学ん

できたように思います。当時もあったらよかっ

たのになというふうに、今、思うんですけれど

も、消費者教育は家庭でも行うべきものだと思

いますが、なかなか全ての家庭でというのは難

しいものと思います。

ＰＴＡ研修会等を通じながら、保護者にも伝

えていくということでございましたが、やっぱ

り18歳を迎える子どもだけじゃなくて、保護者
も知りたい部分だと思っております。そのあた

りをもっと踏み込んで、ぜひ行っていただきた
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いと思っておりますが、いかがでしょうか。

また、消費者教育が、今、数時間授業であっ

ていると思うんですけれども、消費者教育だけ

じゃなくて、新たに生まれた権利と責任につい

て、どのように教育が行われているのか、お聞

きします。

○副議長（山口初實君） 教育委員会教育長。

○教育委員会教育長（中﨑謙司君）先ほど申し

上げましたとおり、授業ではやってはおるんで

すけれども、今ご指摘にあったように、様々な

ケースが考えられると思いますので、消費生活

センターにもおいでいただいて、授業とは別に、

どういった事例があるのか、どういったトラブ

ル解決があるかというのをしっかり指導してま

いりたいと思っております。

また、それに伴う様々な事案も考えられます

ので、教育の中でしっかり生徒たち、また保護

者の皆さんにもお伝えしていきたいと思ってお

ります。

○副議長（山口初實君） 千住議員―9番。

○９番（千住良治君）今年が初年度になります

ので、そこを検証しながら、ぜひ進めていって

いただきたいと思っております。

②県立高校における魅力ある学科再編や地域

人材育成について、どのように取り組んでいく

のか。

県立高校では、定員割れが増えているところ

も多くなっているような気がします。入試の倍

率もかなり落ちてきているように思います。高

校無償化もあり、第一希望を私立学校にしてい

る生徒さんも多くいるようです。

東京都では、工業科をＤＸ科と変更したり、

兵庫県ではＳＴＥＡＭ教育、科学、技術、工学、

芸術、数学の5つを推薦しており、新たな探求
型の人材育成を図っているところもあります。

ＳＴＥＡＭ教育とは、一つの物事を様々な視

点から捉え直し、さらに掘り下げ、探求してい

くことを目指すものでございます。教科横断的

な学習を充実させることで、トップの人材、地

域産業を引っ張っていく人材など、幅広く活躍

できる人材育成だと私も大変注目している教育

でございます。

そこで、中﨑教育委員会教育長のインタビュ

ー記事にもありましたが、地域で求められる人

材とカリキュラムの合致ができるよう、学科再

編や人材育成のためにどのように取り組んでい

くのか、お聞きします。

○副議長（山口初實君） 教育委員会教育長。

○教育委員会教育長（中﨑謙司君）先ほど議員

からご紹介がありましたＳＴＥＡＭ教育でござ

いますけれど、本県におきましても、県立高校

5校に「文理探究科」を設置いたしますけれど、
この学科でも同様に、文系・理系の領域に捉わ

れず、様々な学びを融合させて、実社会での課

題解決力を養うことで、科学的な思考、あるい

は国際性を備えた人材を育成したいと考えてお

ります。

また、地域が求める人材をどのように育成す

べきかということについてでございますけれど

も、今、各地の学校訪問に合わせまして、市町

を訪問して、首長さんたちと意見交換を行って

いるところでございます。

そうした中で、地元の市町などと県立高校の

担うべきビジョン、これの共有を図りまして、

地域の活性化にもつながるような学科再編、あ

るいは新たなカリキュラムの導入について、検

討してまいりたいと考えております。

○副議長（山口初實君） 千住議員―9番。

○９番（千住良治君） 今後とも、積極的に市町

と話をしながら、ぜひ地域の求める人材育成に
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も力を注いでいただけたらと思っております。

諫早に、できれば工業高校やＤＸ科などあっ

たらいいなと思っておりますが、この辺は次回

以降にしていきたいと思います。

③エアコン設置に伴う保護者費用負担につい

ての検討状況は。

3月定例会にて、高校にＰＴＡで整備されて
いるエアコン設置についての費用負担の答弁が

ありました。令和5年度から公費負担とのこと
でしたが、その経費の内容と総額、修理や設備

の更新費用などについてどうなるか、お聞きし

ます。

○副議長（山口初實君） 教育委員会教育長。

○教育委員会教育長（中﨑謙司君）県立高校の

普通教室への空調設備につきましては、まず、

本年度中に未設置校への設置工事を完了するこ

ととしております。来年度からは、設置校も含

めました全ての高校の空調使用にかかります電

気代、設備のリース代といったランニングコス

ト、そして、老朽化に伴います設備の更新費用、

これは県が負担することとしておりますので、

今後、保護者の皆様に費用負担を求めることは

ございません。

また、これらにかかる経費につきましては、

現在、各校の設置状況を調査しているところで

ございますけれども、今後、おおむね年間約1
億8,000万円程度の支出を見込んでいるところ
でございます。

○副議長（山口初實君） 千住議員―9番。

○９番（千住良治君） 1億8,000万円ほどかか
るということで、その1億8,000万円の経費が学
校教育のほかの予算から削られないことを願っ

ておりますので、ぜひよろしくお願いしたいと

思います。

（2）義務教育について。

①小学校高学年における教科担任制について

の現状と課題は。

義務教育、こちらも先生方の働き方改革や地

域との連携などによる大きな転換期を迎えよう

としているのではないかと思います。

そこで、現在、取組がはじまっているものや、

これから具体化していくものなどについて、お

聞きします。

まず、はじめに、本年度からスタートしまし

た小学校高学年における教科担任制についての

現況と課題について、お聞きします。

○副議長（山口初實君） 教育委員会教育長。

○教育委員会教育長（中﨑謙司君） 通常、小学

校におきましては、学級担任が全ての教科を指

導しておりますけれども、英語や理科など、一

部の教科につきましては、専科教員による指導

や、あるいは学級担任同士の授業交換による指

導などの工夫をしながら、教科での担任制を取

り入れているところでございます。

教科担任制におきましては、専門性の高い教

科指導が期待できることや、あるいは学級担任

の負担軽減につながり、子どもと向きあう時間

を生み出すなどの効果がある一方、人材不足で

ございますので、どう専科教員を今後確保して

いくかということが、今、最大の課題になって

いるところでございます。

○副議長（山口初實君） 千住議員―9番。
○９番（千住良治君）今行われている先生方同

士の教科交換授業といいますか、先生方が隣の

クラスの理科を見るとか、そういった交換授業

では、時数の持ち分の軽減にはつながらないと

思います。教材研究など、負担軽減には一部つ

ながるかとは思いますけれども。

一方、担任として受け持っているクラスとは、

また別のクラスを受け持つことになると、これ
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もいいところも、ちょっときついところもある

んですけれども、なかなか時間のゆとりにはつ

ながらないんじゃないかと思います。

基本的に、学校現場はマンパワーが足りない

というのは、もう当然のことだと思います。加

配の先生が増えるのが一番いいと思いますけれ

ども、なかなか予算的にも厳しいというところ

もあるようです。

そんな中、小学校においては、特に英語科な

んですけれども、英語について、中学校の教員

を活用しているところもあるようです。あるい

は、民間活用など、積極的に民間の活用を図っ

ていってはどうかと思いますが、いかがでしょ

うか。

○副議長（山口初實君） 教育委員会教育長。

○教育委員会教育長（中﨑謙司君）本県の活用

状況でございますけれども、中学校の英語科教

員につきましては18名、外部人材登用として、
英語に堪能な外部人材としましては、英語専科

として2名を、今、小学校に配置しているとこ
ろでございますが、まだまだ数は少ないので、

さらなる配置の拡充が必要な状況にあると思っ

ております。

今後も、様々な手立てを講じながら、人材の

確保に向けて、教科担任制の推進に向けて取り

組んでまいります。

○副議長（山口初實君） 千住議員―9番。
○９番（千住良治君）外部の人材も積極的に取

り入れるということでございますので、ぜひお

願いしたいと思います。

教科担任制につきましては、小規模校、大規

模校によっても変わってくると思いますので、

そのあたりは適宜検証しながら、よりよい教育

ができるようにつくっていただけたらと思って

おりますので、よろしくお願いします。

②部活動の地域移行についての内容と今後の

スケジュールは。

実は本日、この時間、諫早市におきましては、

諫早市中学校総合体育大会軟式野球競技の準決

勝が行われております。

私が指導させていただいているチームは、監

督不在のもと、伸び伸びと戦ってくれているん

じゃないかなと思っておりますが、試合経過も

大変気になり、心配なところでございます。

しかしながら、それ以上に、連日ニュースで

取り上げられております中学校の部活動の地域

移行について、大変心配をいたしております。

そこで質問に集中していきたいと思いますが、

部活動の地域移行について、先生方への意向調

査はあっているようでございます。しかしなが

ら、現在、指導されている多くの外部の指導者

の方に対しては、何も情報がないと、連絡がな

いということをお聞きします。中には、今年で

外部の指導も終わり、中体連もなくなるらしい

といううわささえ飛んでいるところもございま

す。

そこで、部活動の地域移行についての内容と

今後のスケジュール、そして、今後の中体連の

参加資格などはどうなるのでしょうか、お聞き

します。

○副議長（山口初實君） 教育委員会教育長。

○教育委員会教育長（中﨑謙司君）国におきま

しては、先般、令和5年度から3年間をめどに、
まずは休日の運動部活動から段階的に地域移行

していくという方針が示されております。

また、文化部の活動につきましても、今年の

7月に提言が取りまとめられることとなってお
ります。

本県におきましては、長与町が先行しまして

昨年度から国のモデル地区指定を受けて、町内
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3中学校と地域スポーツクラブの連携によりま
す実践研究を進めておりまして、その成果や課

題を整理して、各市町等と今、情報交換を図っ

ているところでございます。

今後、国からの支援策など、具体的な制度設

計が示され次第、地域移行に向けた推進計画の

策定に取り組んでまいります。

また、今後の地域移行を見据えまして、来年

度の全国中学校体育大会につきましては、学校

単位に加えて、地域のスポーツ団体等の出場を

可能にするということになっていると聞いてお

ります。

○副議長（山口初實君） 千住議員―9番。
○９番（千住良治君）地域のクラブも来年から

一応参加できるということで、長崎県でもそん

な感じになるんでしょうか、お聞きします。

○副議長（山口初實君） 教育委員会教育長。

○教育委員会教育長（中﨑謙司君）そういう方

針が示されておりますので、県内でも周知して、

もし希望するところがあれば、取りまとめてい

きたいと思っております。

○副議長（山口初實君） 千住議員―9番。
○９番（千住良治君） この点は、県の方針もま

だということでございますけれども、生徒、保

護者、指導されている方々にも、ぜひ情報を適

宜流していただけたらと思っておりますので、

よろしくお願いします。

その地域移行における課題は、運動部、文化

部、それぞれまた異なると思います。本県にお

いて、運動部、文化部での課題、あるいはその

対応について、今どういう検討がなされている

のか、お聞きします。

○副議長（山口初實君） 教育委員会教育長。

○教育委員会教育長（中﨑謙司君）地域移行に

おける課題は様々あると思っています。これは

運動部、文化部共通するとは思いますけれど、

その受け皿となります団体の整備や充実、また、

指導者となります人材の確保、また、保護者の

費用負担への対応が課題になってくると思いま

す。特に、文化部におきましては、楽器の運搬

や確保なども挙げられているところでございま

す。

今後、これらの課題を踏まえまして、市町、

学校、地域団体、そして外部指導者の皆さんと

も連携しながら、各地域の実情に応じた様々な

地域移行のモデルを検討してまいりたいと考え

ております。

○副議長（山口初實君） 千住議員―9番。
○９番（千住良治君） 地域の実情に合わせて、

どういう形態で進んでいくかというのは、また

今後変わっていくと思うんですけれども、まず、

その地域移行に関しては、まず、指導者の確保

というのが大変大事だと思います。先生方の働

き方改革からはじまったものと私は思っている

この地域移行ですけれども、休日の活動は先生

方だけでなく、地域で指導したり、活動したり

ということになりますが、その指導者の確保、

そのためには、例えば大阪市ではじまっていま

すが、人材バンクですね、地域での指導者人材

バンク等が今後必要になっていくんじゃないか

と思いますけれども、そのあたりの見解を求め

ます。

○副議長（山口初實君） 教育委員会教育長。

○教育委員会教育長（中﨑謙司君）我々も課題

としまして、この地域移行を円滑に進めるため

には、指導者の確保、人材が極めて重要な課題

であると認識しております。

現在、県下の実態を十分把握したいというこ

とでございまして、文化・スポーツ団体であっ

たり、あるいはプロスポーツチーム、大学、そ
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れから退職した教職員の方もおられると思いま

すので、そういった関係者の皆さんとも協議し

ながら、この人材確保のための協力体制につい

て、検討を進めていく必要があると考えており

ます。

○副議長（山口初實君） 千住議員―9番。
○９番（千住良治君）指導者の確保のためには、

今後、どう指導者を守っていくか、あるいは先

生方を守っていくかということも大事になって

くるんじゃないかと思います。

特に、ここ数年、その重要度が増してきてい

るような感じがします。一生懸命指導されてい

る先生方や指導者が辞任に追い込まれたり、心

を病んだりという事案も多数起こっております。

熱心な先生や指導者ほど、多くの役割を抱え、

余裕がなくなっていく傾向も感じております。

今回の地域移行によって、様々な問題やトラ

ブルも想定されます。その対応が、指導者や学

校とならないようなシステムが必要かと思いま

す。先生、指導者を守る仕組みが必要だと大変

強く思いますが、そこを県としてどうお考えに

なりますか。

○副議長（山口初實君） 教育委員会教育長。

○教育委員会教育長（中﨑謙司君） 今、ご指摘

にありました部活動のリスクをどう分担してい

くかということも非常に大事な視点だと思って

います。

現在、国におきましては、部活動が地域に移

行した場合の生徒の安全等にかかる管理責任を

含めたガイドライン改定に向けた検討が進めら

れているということでございます。

今後、国が示す考え方を踏まえまして、現在

は学校が担っておりますけが等の緊急対応、あ

るいは指導方法の苦情やパワハラ、セクハラと

いった様々なトラブル対応の窓口のあり方につ

きまして、市町教育委員会と一緒になって検討

してまいりたいと思っております。

○副議長（山口初實君） 千住議員―9番。
○９番（千住良治君）ぜひよろしくお願いした

いと思います。

国の方針は、最終的には地域に応じた取組を

するようにというような内容になるんじゃない

かと思っております。

そうすると、国からの指針を待つのではなく、

先に長崎モデルみたいな取組が必要じゃないか

と思っております。

前回質問した時に、あり方検討委員会もなさ

れているということで、外部の指導者を入れて

やるべきじゃないかということをお伝えしまし

た。ぜひそういった会議で、長崎モデルをつく

るような先進的な取組をお願いしたいのですが、

いかがでしょうか。

○副議長（山口初實君） 教育委員会教育長。

○教育委員会教育長（中﨑謙司君） 特に、本県

においては、離島・半島を多く有しますので、

各地域の特性や課題も異なると思っております。

様々な長崎の地域移行のモデルは必要だと思っ

ていますので、可能なものは国に先行して、早

期に検討して市町教育委員会にも示してまいり

たいと思っております。

それから、お話にありました「長崎県部活動

の在り方検討委員会」につきましては、先般の

議員のご提案も含めて、昨年度から外部指導者

の方も会議に入ってもらうようにしております

ので、しっかり意見も酌みあげていきたいと思

っております。

○副議長（山口初實君） 千住議員―9番。
○９番（千住良治君） 様々、皆さんの意見を取

り入れながら、ぜひ進めていっていただきたい

と思いますので、よろしくお願いしたいと思い
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ます。

③コミュニティ・スクールの導入推移と課題

については。

昨年、質問させていただきましたが、文部科

学省の検討委員会が今年3月末に最終報告を出
しました。その報告は、今後のコミュニティ・

スクールについては、教育委員会教育長のリー

ダーシップのもと、「全ての学校への導入を加

速する」という発表がなされております。

今後、導入される学校は増えていくのではな

いかと思いますが、コミュニティ・スクールを

導入した学校の導入推移と課題はどのようなも

のになっておりますか、見解を求めます。

○副議長（山口初實君） 教育委員会教育長。

○教育委員会教育長（中﨑謙司君）コミュニテ

ィ・スクールでございますけれど、本県におき

ましては、平成27年度から導入拡大に取り組ん
でおります。当初は、県内1校のみでございま
したけれども、昨年度末で20市町、70校、そし
て、今年度末には全市町、91校にまで拡大する
予定になっております。

今後、コミュニティ・スクールを拡大してい

きたいと思っておりますけれども、やはりこれ

はもう学校任せにするということではなくて、

行政の適切な指導や支援が必要であると思って

います。導入校がこれまで以上に成果を実感で

きるようにしていく必要があると考えておりま

すので、県におきましては、昨年度から市町教

育委員会の研修の場を継続的に設定しまして、

このコミュニティ・スクールの支援体制の充実

に努めているところでございます。

○副議長（山口初實君） 千住議員―9番。
○９番（千住良治君）地域の負担が増えるとい

うような誤解がないように、ぜひお願いしたい

と思います。

④優秀な人材を確保するための取り組みは。

これは義務教育だけの問題ではないですけれ

ども、教員の採用志願者も減っている中で、ど

のように優秀な人材を確保できるか、どのよう

にすると優秀な人材を確保できるようになるの

か。また、地域との連携がますます重要視され

ていく時代において、民間人材の活用が必要だ

と思いますけれども、いかがでしょうか。

○副議長（山口初實君） 教育委員会教育長。

○教育委員会教育長（中﨑謙司君）本県におき

ましても、教員不足を補うために、病院勤務の

看護師を高校の看護科の教諭として採用する際

などに特別免許状を活用してきましたけれども、

令和2年度の募集からは、採用が困難な家庭科
や農業、工業などの教科にも特別免許の適用範

囲を広げたところでございます。

また、今年度の募集からは、英語教員につい

ては、一定の英語力を有していれば、教職課程

を履修していない大学生も臨時免許状での採用

を前提に受検可能としたところでございます。

今後も、採用試験のあり方を見直しながら、

専門的な知識や経験、技能を有しました優れた

人材の確保に努めてまいります。

○副議長（山口初實君） 千住議員―9番。
○９番（千住良治君） 臨時免許状、あるいは特

別免許状で積極的な活用もお願いしたいと思っ

ております。

一昨年度からですか、採用試験においても年

齢制限が59歳未満と、ほぼ撤廃されたような形
になっております。撤廃後の一つの基準であり

ました50歳以上の採用が、今どれぐらいになっ
ているか、お聞きします。

○副議長（山口初實君） 教育委員会教育長。

○教育委員会教育長（中﨑謙司君）昨年度実施

の教員採用試験から、全ての校種、職種で年齢
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制限を撤廃したところでございます。

合格者471名のうち、50歳以上の方は25名い
たところでございます。

○副議長（山口初實君） 千住議員―9番。
○９番（千住良治君） 一旦、辞められた方、あ

るいは今まで臨時でずっと頑張っておられた方

もたくさんおられると思いますので、ぜひ今後

とも、即戦力の人材の活用もお願いしたいと思

います。

3、脱炭素社会に向けて。
（1）二酸化炭素排出ゼロ表明に伴う取組に

ついて。

気候変動問題への対処は、今や世界的な命題

でございます。

長崎県においても、第一次産業の比率の高さ、

海岸に面した地理的特性などを踏まえると、気

候変動の影響をダイレクトに受けかねない産業

構造になっていると思います。

温室効果ガス削減に真剣に取り組む必要があ

るのではないかと思っております。

①気候変動適応センターの取り組みについて。

長崎県は、2050年、二酸化炭素排出ゼロを表
明しております。昨年9月定例会におきまして、
気候非常事態宣言の請願審査において、昨年10
月に設置した「長崎県気候変動適応センター」

が大きな役割を担うというお話があったと記憶

しております。開設から約9か月経過した「長
崎県気候変動適応センター」の取組について、

お聞きします。

○副議長（山口初實君） 県民生活環境部長。

○県民生活環境部長（貞方 学君）地球温暖化

に起因する集中豪雨や熱中症など、気候変動に

よる影響を予防・軽減するための対策、いわゆ

る適応策でございますが、このことについて、

県民にわかりやすく情報を発信するため、環境

保健研究センター内に「長崎県気候変動適応セ

ンター」を設置しております。

昨年度は、温暖化対策を啓発するイベントへ

の出展、適応策に関するマスコミを通じた情報

発信や市町等の担当者向けの研修会を実施した

ところでございます。

今年度は、これまでの取組に加えまして、県

民、事業者を対象とした適応セミナーを実施す

るとともに、農林水産分野や健康分野における

関係事業者へのヒアリングを通じた影響把握に

も取り組むことといたしております。

今後とも、県内全域で適応策が実践されてい

くよう、しっかり取り組んでまいりたいと考え

ております。

○副議長（山口初實君） 千住議員―9番。
○９番（千住良治君）様々な取組をなされてい

るということでございますが、ほぼ、多分県民

の皆さんは知らないんじゃないかと思います。

ぜひ情報発信を強くお願いしたいと思います。

②再生可能エネルギーのさらなる活用はどの

ように取り組むのか。

第2次長崎県地球温暖化対策実行計画の中で、
再生可能エネルギーの導入促進の方針が示され

ております。太陽光発電をはじめとして、導入

目標も明記されております。

再生可能エネルギーについては、様々な事象

により転換期を迎えているようにも思います。

地産地消型の再生エネルギーとして、これま

で地域外に出ていたエネルギー代金を地域内で

循環させることで、脱炭素に貢献するだけでな

く、経済効果など、地域にメリットをもたらす

ことと取組が注目されております。

地域共生型の再生可能エネルギーを導入して

いくための制度が創設されたと認識しておりま

すが、県としてどのように取り組んでいくのか、
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お聞きします。

○副議長（山口初實君） 県民生活環境部長。

○県民生活環境部長（貞方 学君）本県におい

て、再生可能エネルギーをさらに導入していく

ためには、経済の域内循環を進め、地域と共生

していく地産地消型の発電や、地域新電力会社

など、地域にメリットになると考えております。

そうした中で、本年4月に施行された改正「地
球温暖化対策推進法」では、住民等の関係者の

合意形成が図られ、環境にも配慮した区域を市

町が設定し、事業者が地産地消型の再生可能エ

ネルギー事業を行うための促進区域、この制度

がはじまったところでございます。

このため、県といたしましては、この制度に

基づく再生可能エネルギー事業が県内全域で推

進されていくよう、関係部局とも連携し、市町

や関係事業者の取組を支援してまいりたいと考

えております。

○副議長（山口初實君） 千住議員―9番。
○９番（千住良治君）政府は、2030年までに、
国や自治体が持つ建築物、あるいは土地の50％
に太陽光パネルを設置する方針を出しておりま

す。2040年には100％の導入を目指すとしてお
ります。

2030年の温暖化ガス排出を2013年度比で
46％削減するには、短期間で設置できる太陽光
パネルの導入というのは大変有効なものだと思

います。

そこで、公共施設並びに県有地への太陽光発

電導入をどのように検討しているのか、お聞き

します。

○副議長（山口初實君） 県民生活環境部長。

○県民生活環境部長（貞方 学君） 国が昨年6
月に決定した「地域脱炭素ロードマップ」では、

屋根置きなどの自家消費型太陽光発電に関し、

導入目標が示されております。

これを受け、県においては、今議会に上程し

た補正予算案に「県有施設への太陽光発電設備

の導入可能性調査」に要する経費を計上してい

るところでございます。

この調査では、一定規模以上の県有施設を対

象に、構造強度や電力使用形態を把握すること

で、施設ごとに最適な発電規模を明らかにする

ことといたしております。

議員お尋ねの県有地でございますけれども、

短期間で今後の活用方針を決定することが困難

であると、そういったことなどから、今回の調

査対象とすることは見送ったところですが、県

有地への導入をしないと、そういったことを決

定したわけではございません。

いずれにいたしましても、今後、県が関係部

局と連携して、太陽光発電設備の導入を積極的

に進めることで、県内全域での導入拡大につな

げてまいりたいと考えております。

○副議長（山口初實君） 千住議員―9番。
○９番（千住良治君）以前より大分進んでいっ

たかなという、一歩進んだかなというふうな感

じはします。ぜひ、県が率先して取り組んで、

各自治体の方に促進を促していただけたらと思

っております。

先ほどちょっとお話しました、「第2次長崎
県地球温暖化対策実行計画」について、お聞き

します。

再生可能エネルギーの導入促進の方針が示さ

れておりますが、太陽光発電をはじめとして導

入目標も明記をされております。

しかし、この計画の中には、その導入目標を

達成するための実行策が具体的には記載されて

おらず、目標達成に向けた具体的な道筋が見え

ないような気がします。
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県として、再生可能エネルギー導入に関する

具体的な実行計画、支援策を打ち出し、積極的

に県内外からの企業の再生可能エネルギー関連

事業誘致、そして、民間の力をかりながら、再

生可能エネルギー拡大に力を入れて取り組んで

いくべきだと思います。

この点につきまして、具体的な実績、また導

入計画の具体化など見解を求めます。

○副議長（山口初實君） 県民生活環境部長。

○県民生活環境部長（貞方 学君）国のエネル

ギー基本計画におきましては、2030年度の電源
構成に占める再生可能エネルギーの比率は、36
～38％とされております。一方で、本県の2020
年度の再生可能エネルギー比率は、推計でござ

いますけれども、20.1％となっております。
また、導入計画の具体化についてでございま

すけれども、温暖化対策実行計画の見直しの中

で、再生可能エネルギー導入に向けた具体的な

道筋を明らかにしてまいりたいと考えております。

○副議長（山口初實君） 千住議員―9番。
○９番（千住良治君）導入計画の見直しも含め

てということなんですけれども、そういった中

で、本当、今までの計画の中では、令和元年度

から令和12年度までで336メガワットの増加と
いうふうな目標もなされておりました。

しかし、国が示した第6次エネルギー計画の
中では、2030年度までに200ギガワット、再生
可能エネルギーの導入を目指しているというこ

とでありますので、この目標を考えますと、県

においては、より積極的な導入も必要じゃない

かと思います。

洋上風力発電に力を入れているということで

ございますけれども、まだまだ時間がかかるこ

とでもあると思いますので、ぜひとも太陽光発

電を取り入れたらどうかなと思います。

東京都や神奈川県などは、早くから太陽光発

電導入に対する支援を実施しております。東京

都に至っては、新築住宅への太陽光発電の設置

義務化を検討しているところもあると聞いてお

ります。県でも、ぜひ設置可能場所への事業誘

致等、積極的に行うべきではないかと思います

ので、よろしくお願いしたいと思います。

「長崎県地球温暖化対策実行計画」の中で、

先ほどありました地域新電力について、国の支

援制度等の活用を通じて、市町、民間団体等に

よる地域新電力会社の設立を推進しますと明記

をされております。しかしながら、昨今の小売

り電気事業者を取り巻く情勢は非常に厳しくな

っております。数ある新電力の中で、地域新電

力が提供できる価値は、地域資源の活用、地域

の経済循環、地域貢献であり、昨今の再生可能

エネルギー電力需要の高まりを踏まえても、地

域内再生可能エネルギー電力の供給は必須と考

えております。

それを踏まえますと、地域内に再生可能エネ

ルギー電源が十分になければ、地域新電力の強

みが半減してしまいます。

事業設立、運営面などの支援だけでなく、地

域再生可能エネルギー電源の開発を促すような

支援策も重要ではないかと思いますが、いかが

でしょうか。

○副議長（山口初實君） 県民生活環境部長。

○県民生活環境部長（貞方 学君）先ほどの答

弁とも一部重複いたしますけれども、今般、促

進区域の制度、そういったものに合わせて、新

たに重点対策加速化支援事業という制度を創設

されております。これは5年間でトータル20億
円まで活用可能とされております。

こういった国の事業も積極的に活用しながら、

この事業を来年度申請に向けて、今、検討作業
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中でございますので、こういったものを活用し

ながら民間の事業者の方々に対し、どのような

支援が可能か検討をしてまいりたいと考えてお

ります。

○副議長（山口初實君） 千住議員―9番。
○９番（千住良治君）この再生可能エネルギー

につきましては、各市町も、どうやって導入し

ていこうかというところで、今、様子を見てい

る段階でもあると思いますので、ぜひ県が真っ

先に取り組んでいただいて、モデルとなるよう

にしていただければありがたいなというふうに

思います。

4、道路行政について。
（1）高規格道路島原道路整備並びに一般県

道久山港線の現況と今後のスケジュールについ

て。

高規格道路島原道路整備事業、特に、森山拡

幅の部分について今後の予定と、もう一つ、一

般県道久山港線の現況と今後のスケジュールに

ついて、お聞きします。

○副議長（山口初實君） 土木部長。

○土木部長（奥田秀樹君）島原道路の森山西イ

ンターチェンジから尾崎交差点間については、

今後、地盤改良や橋梁の工事が進められると国

から聞いています。

一方、尾崎から長野の間については、平成21
年度までの現道の4車線化により混雑の緩和が
図られており、当面はこれを活用するものと考

えています。

しかしながら、当該区間は、島原道路におけ

るミッシングリンクとなっていることから、長

野栗面工区の開通後の交通状況を見ながら、高

速性や定時性の観点から、将来のあり方につい

て国との協議を続けてまいります。

次に、一般県道久山港線については、これま

でに約9割の用地を取得し、現在、久山港側か
ら順次工事を進めています。

今年度は、久山港側の盛土工事などを行うと

ともに、鉄道をまたぐ橋梁について、鉄道事業

者との調整を進めることとしています。

○副議長（山口初實君） 千住議員―9番。
○９番（千住良治君）森山拡幅の長野から尾崎

につきましては、ここをつなぐと相当時間が違

うと思いますので、ぜひ国に積極的に要望して

いただきたいというふうに思います。

また、久山港線につきましても、あそこには

「スポーツパークいさはや」があり、野球場が

2面とサッカー場ができまして、大変交通も多
くなっておりますので、ぜひ、そちらも早急に

進めていただけたらというように思います。

よろしくお願いします。

（2）都市計画道路外環状線「破籠井鷲崎線」
の現況と今後のスケジュールについて。

○副議長（山口初實君） 土木部長。

○土木部長（奥田秀樹君） 都市計画道路「破籠

井鷲崎線」は、国道34号明峰中学校前交差点を
起点とし、国道57号鷲崎町交差点を終点とする
延長約6キロの幹線街路で、諫早市の道路網の
骨格を形成する環状道路として、昭和44年に都
市計画決定しています。

本道路は、市街地の外縁を環状に結ぶ計画

であり、国道34号、国道57号及び国道207号
と接続することにより、諫早市中心部の慢性

的な交通混雑を緩和する役割が期待されてい

ます。

そのうち、小豆崎町の長田バイパスとの交差

点から鷲崎町交差点までの延長約2キロメート
ルについては、平成21年に整備が完了していま
す。

今後、地域の状況を踏まえ、この道路の役割
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や必要性について、地元の皆様や諫早市と意見

交換を行いながら、検討を進めてまいります。

○副議長（山口初實君） 千住議員―9番。
○９番（千住良治君）まだまだ長くかかるのか

なというふうな気がします。

そこで、実は破籠井鷲崎線、この破籠井とい

う地域が、今まで諫早西部団地開発、あるいは

この都市計画道路、あるいは国道拡張など、様々

な計画に協力し、土地を明け渡したり、地元の

周年行事をずらしたりと、これまで30年以上に
わたって、多くの計画とともに協力をしていっ

ているんですけれども、実はこの破籠井地区と

いうのが、その30年以上前からこの破籠井地区
も一緒に発展しますよということで、これから

開発されて、様々な施設ができて、道路網が整

備され、遊歩道をはじめ、池にはスワンボート

が浮かべられ、にぎやかなスポットもできます

よと、破籠井地区の発展につながりますよとい

うことで、協力してほしいということで多くの

方が土地を提供されております。今まで協力を

されております。

先日、5月11日に破籠井地区で、地元自治会
会員9割以上の世帯の参加のもと、破籠井振興
協議会が開催され、県住宅供給公社より、諫早

西部団地の説明が行われた中で、様々な意見が

出ておりました。

道路が全くできない。その中の意見では、「県

からだまされ続けた破籠井町」、「30年以上も
約束も守られていない、放置された破籠井町」

などの意見も出ておりました。

知事、こういった町があるということをお聞

きになったことはありますでしょうか。もし、

なければ、ぜひ足を運んでいただいて、住民の

声を聞いて、住民の皆さんに寄り添っていただ

けたらと思いますが、いかがでしょうか。

○副議長（山口初實君） 知事。

○知事（大石賢吾君）各地域の住民の声をしっ

かりと聞けるように足を運んで、できる限り足

を運んで、お声を聞いて施策を進めていきたい

と思っております。

○副議長（山口初實君） 千住議員―9番。
○９番（千住良治君）そういった声がたくさん

挙がっていますので、地元にも足を運んでいた

だいて、住民の声を聞いていただけたらと思い

ますので、ぜひよろしくお願いします。

5、諫早バスターミナル跡地の活用について。
（1）閉鎖となった諫早バスターミナル跡地

の活用と今後のスケジュールについて。

いよいよ9月23日に西九州新幹線の開業を控
え、各駅の周辺は新しい駅舎とともに変わりつ

つあります。また、それに伴い、地元地域の期

待は大変大きいものがございます。

諫早市においても、昭和44年から住民の足を
支えてきた旧諫早バスターミナルの営業が、5
月15日に幕を下ろしました。新しい諫早駅内に
諫早バスターミナルとして生まれ変わり、諫早

駅周辺では、観光客はもちろん、市内外から人

が集まるにぎやかな街へと変化を求めておりま

す。

そこで質問いたします。

閉鎖となりました諫早バスターミナル跡地の

活用について、お聞きします。

○副議長（山口初實君） 交通局長。

○交通局長（太田彰幸君）旧諫早バスターミナ

ル跡地の活用につきましては、コロナ禍から交

通局が再建するための大きな柱と位置づけてお

り、これまで民間事業者から活用案を募集する

サウンディング調査や、諫早市の跡地活用にか

かわる意向の確認などを行ってまいりました。

これらの調査の結果、民間事業者から、商業
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施設、マンション、ホテルなど、多様な活用策

が示されたこと、また、諫早市が早期に地域の

にぎわいにつながる活用を望まれていることな

どを踏まえ、跡地については民間の発想を活か

し、土地の使途などについて条件を付したうえ

で、今年度中に売却したいと考えております。

今後、諫早市等と市道の拡幅計画との調整な

どを行ったうえで、本年秋頃に公募による一般

競争入札を行えるよう準備を進めてまいります。

○副議長（山口初實君） 千住議員―9番。
○９番（千住良治君） 諫早市も、まちがにぎわ

うようなものに活用してほしいということ、あ

るいは地元もそういったのを強く望んでおりま

すので、そういった声をぜひひとつ酌みとって

いただきまして、条件にも加えていただけたら

と思いますので、ぜひよろしくお願いしたいと

思っております。

6、スマート医療の整備について。
（1）救急搬送時におけるＩＣＴ活用の推進

について。

「消防白書」によりますと、緊急出動件数等

の将来予測では、一旦2020年に新型コロナウイ
ルスによる影響で下がったものの、日本の人口

が今後減少する推移にもかかわらず、高齢化率

の上昇によって、これから2035年頃まで出動件
数は増加していくものと予想されております。

搬送医療機関の選定や医療機関収容までの到

着時間の課題への対策が県内でも急務となって

おります。

県内においては、一旦搬送件数が下がったも

のの、依然高い件数で推移していくものではな

いかと思われます。

全国的には、医療機関における救急患者の受

入れ困難事案が全国的に増加をしておりますが、

そんな中、救急現場においては、救急隊員がバ

イタルサインなど、患者情報を確認し、医療機

関へ搬送する際、意識がない患者や基本状況が

わからない患者などは、助かる命も助けられな

い可能性があります。

そこで、患者の名前や性別、血液型、連絡先、

かかりつけ医療機関、疾病、既往症などの情報

をカードに入れておき、緊急時において救急隊

員がカードをスキャンすれば、直ちにその基本

情報が得られ、瞬時に救急病院と結び、早急な

搬送につながるシステムの導入は大変有益なも

のではないかと思っております。

中には、「命のカプセル」という取組をやっ

ているところもあると思うんですけれども、そ

ういった中でではなくて、緊急搬送時における

ＩＣＴの活用の推進について、県の見解を求め

ます。

○副議長（山口初實君） 福祉保健部長。

○福祉保健部長（寺原朋裕君）救急搬送時にお

けるＩＣカードの活用については、患者情報の

効率的な取得につながると認識しており、現在、

国においてマイナンバーカードを保険証として

利用する取組が進められていることから、県と

しては、その動きを注視しているところであり

ます。

県民の安全・安心な生活には、救急医療の維

持・向上を図っていくことが重要であり、全国

規模で早急に取組が進められている国の対策を

踏まえ、地元自治体や関係機関との協議を進め

てまいります。

○副議長（山口初實君） 千住議員―9番。
○９番（千住良治君）国がマイナンバーカード

を利用してという方向にはいっているとは思う

んですけれども、なかなかそのマイナンバーカ

ードも普及しないというジレンマもあります。

大変県民にとっては有益なものだと私は思って
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おります。助かる命がきちっと助けられるよう

に、まずは県内全域とは言いませんけれども、

モデル地区を決めて、実証実験などを行ってみ

てはどうかと思いますが、いかがでしょうか。

○副議長（山口初實君） 福祉保健部長。

○福祉保健部長（寺原朋裕君）救急搬送時にお

いてＩＣカードを活用し、効率的な患者情報の

把握を行うためには、より多くの県民及び医療

機関にご参加いただく必要がありますが、ゼロ

から新たなＩＣカードの仕組みを導入し、県民

の方に医療情報の提供についての同意を得なが

ら普及を図ることは、非常にハードルが高いと

考えております。

一方で、マイナンバーカードについては、本

年6月に政府が公表した「骨太の方針」におい
ても、ここ数年のうちに保険証利用を強力に推

進することが示されており、県としては、消防

庁が実施するマイナンバーカードを活用した実

証事業の結果を踏まえながら、今後の取組につ

いて検討していく必要があると考えております。

○副議長（山口初實君） 千住議員―9番。
○９番（千住良治君） 一応、今、県には電子カ

ルテの利用がある「あじさいネット」等もあり

ますので、最終的にはそことつながれば非常に

いいなというふうに個人的には思っていますの

で、ぜひそのあたりも含めて検討をお願いした

いと思います。

7、建設工事に係る入札制度について。
（1）平成18年度から現行の発注基準となっ

ているが、今後の見直しのタイミングについて。

平成18年から現行の発注基準となっており
まして、15年が経過をしております。見直しが
行われた頃は、公共工事費が年々削減されてい

る時期で、現在は、国土強靭化などにより、公

共事業費が比較的多い時期ではないかというふ

うに認識をしております。

そこで、今後、発注基準の見直しのタイミン

グを県はどのような考えを持っているのか、お

聞きします。

○副議長（山口初實君） 土木部長。

○土木部長（奥田秀樹君）本県の建設工事の発

注基準は、中小企業の建設業者を保護し、健全

な競争が行われ、建設業全体が成長及び発展す

るためにランク付けを行っており、発注はラン

ク別に実施しています。

例えば、土木一式工事のＢランクの発注基準

は、1件当たりの請負金額の額が1,000万円以上
3,500万円未満となっており、平成18年度から
適用しています。

発注基準を見直しする際は、関連する国の制

度の動向や予算の見通し、ランクごとの業者数、

受注額、利益率、倒産件数など、様々な要素や

影響を考慮する必要があり、見直しのタイミン

グについては慎重に判断する必要があります。

○副議長（山口初實君） 千住議員―9番。
○９番（千住良治君）この基準が決まった平成

18年当時からすると、もちろん消費税は上がっ
ていますし、人件費、あるいは資材、燃油、機

械等、様々なものがアップしていると思ってお

ります。見直しのタイミングは、なかなか見直

しするタイミングというのは非常に難しいとこ

ろはあると思うんですよね。なかなか難しいと

は思いますけれども、今ではないかと思うんで

すけれども、いかがでしょうか。

○副議長（山口初實君） 土木部長。

○土木部長（奥田秀樹君） 平成18年度以降、
原材料費や人件費は上昇しており、平成18年度
と令和2年度を比較すると、建設工事費デフレ
ーター及び消費税を合わせて約23％の上昇と
なっています。
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一方、請負金額が3,500万円以上の工事につい
ては、工事現場ごとに専任の監理技術者等を配

置する必要があります。

そのような中、現在、国において、「技術者

制度の見直し」で、監理技術者等の専任不要上

限額の引上げや兼任可能な制度の新設等が検討

されており、今後の国の動きや予算の見通しな

どの状況を注視しながら、業界の意見も参考に、

今後、発注基準の見直しについて研究してまい

ります。

○副議長（山口初實君） 千住議員―9番。
○９番（千住良治君）様々な意見が多分出てく

るとは思いますけれども、幅広く意見を聞いて

いただいて、ご検討いただけたらというように

思っております。

以上で、一般質問を終わりたいと思います。

ありがとうございました。（拍手）

○副議長（山口初實君）午前中の会議はこれに

てとどめ、しばらく休憩いたします。

午後は、1時30分から再開いたします。
― 午後 零時１６分 休憩 ―

─ 午後 １時３０分 再開 ─

〇副議長（山口初實君）会議を再開いたします。

午前中に引き続き、一般質問を行います。

赤木議員─3番。
〇３番（赤木幸仁君）（拍手）〔登壇〕 皆様、

こんにちは。

長崎市選挙区選出、改革21、赤木幸仁でござ
います。

県議に当選させていただき、4年目となり、
今期最後となる一般質問の機会をいただきまし

た。会派の皆様にはもちろんのこと、様々な場

面でご指導、ご鞭撻いただいた議員の皆様方、

私の思いや様々な要望に対し、真摯に向き合っ

ていただいた県職員の皆様に心から感謝を申し

上げます。

また、大石賢吾新知事就任にお慶び申し上げ

ます。新しい考え方でアグレッシブに県政を引

っ張っていかれることを期待申し上げます。

私は、唯一の年下の県議となってしまいまし

たが、長崎県県民のために対峙もし、提案も、

協力もすることをお約束申し上げ、通告に従い、

質問をさせていただきます。

傍聴いただいている皆様、ライブ配信でご覧

いただいている皆様、また、私のＳＮＳをフォ

ローいただいている総フォロワー約3万人の皆
様方に、わかりやすい質問に努めてまいります

ので、知事はじめ、理事者の皆様には明確な答

弁をどうぞお願いいたします。

1、大石知事の政治姿勢について。
（1）新型コロナウイルス感染症対策につい

て。

①県民に寄り添った情報発信を掲げていたが、

感染段階を変更する際、県民の皆様に伝えるに

はもっと早くすべきだったと考えるが、遅れた

理由について。

コロナ対策は、少し先の未来を想定し、対策

を行うとともに、それに伴う、早く、正確でわ

かりやすい情報発信が求められてきました。今

では定着した感染段階も、感染症対策と社会経

済活動の両立を図るため、現役世代の県民の皆

様には、特に広く浸透するものとなりました。

大石知事におかれましては、知事選挙にて、

「県民に寄り添った情報発信を」と公約として

掲げておりましたが、中村法道前知事は、県民

の命を守るため、感染段階で定めた指標を超え

ることが想定される場合、対策を前倒しする傾

向にありました。

対策には、当然賛否があり、私も本年1月、
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酒類提供の一律自粛要請、コロナ対策認証店と

非認証店の一律要請には批判をいたしました。

しかしながら、県民の命を守るということを最

優先に筋を通した結果であると認識しておりま

す。

大石知事におかれましては、4月20日、「レ
ベル1」から「レベル2－Ⅰ」に引き上げる会見
を行いましたが、実際、指標が超えたのは4月
17日の発表時となります。
前知事とは異なり、後手になったと私は認識

いたしましたが、知事の見解をお尋ねいたしま

す。

以降の質問は、対面演壇席にて質問させてい

ただきます。

どうぞよろしくお願いいたします。

〇副議長（山口初實君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）〔登壇〕 赤木議員のご質

問にお答えいたします。

私も、感染対策を講じていくうえでは、県民

の皆様の命と健康を守ることが大前提であると

考えております。

本年1月からの第6波では、オミクロン株への
置き換わりが進み、その特性も明らかになって

いない中で、これまでとは比較にならないスピ

ードで感染が拡大し、医療提供体制の逼迫が懸

念されたことから、感染段階の基準よりも早い

段階で感染段階を引き上げ、県境対策や飲食等

に係る対策の強化が図られたものと理解をして

おります。

しかしながら、4月20日に感染段階を「レベ
ル2－Ⅰ」に引き上げた際には、感染力は強い
ものの、重症化しにくいというオミクロン株の

特性が明らかになり、3回目のワクチン接種も
進展していたことから、感染者数の増加が病床

の逼迫には直結しにくい状況にあると判断いた

しました。

また、感染段階の引上げについては、少なか

らず県民の日常生活に影響を及ぼすことから、

実際の病床使用率の動きをしっかりと見極めた

うえで実施をしたところでございます。

以後のご質問については、自席から答弁をさ

せていただきます。

〇副議長（山口初實君） 赤木議員─3番。
〇３番（赤木幸仁君） 答弁いただき、ありがと

うございます。しかしながら、なるほどと思う

部分と、納得がいかない部分があるなと正直思

いました。

②県下一律での規制は行わず地域ごとに考え

ることは理解するが、地域でレベルを超えた際、

何も情報発信をしないことは方針と矛盾すると

考えるが、見解について。

オミクロン株の特性と重症化しにくいところ、

そして、県民の理解が1月の頃より、今現在、
さらに進んできていると認識しているところで

ありますが、大石知事は、感染症対策と社会経

済活動の両立を図る方針に賛同いたしますし、

どちらかというと、前職では社会経済活動の方

に軸足を置いているものと、私自身、認識して

おります。

今の答弁を素直に理解するとして、6月6日、
知事会見で、「レベル2－Ⅰ」から「レベル1」
に引下げとなりました。3月25日は、知事就任
後、最初の新型コロナの会見となりますが、「レ

ベル2－Ⅰ」から「レベル1」へ引下げと会見を
行っております。

その際、3月17日に、その「レベル1」の指標
になりました。指標を下回り、8日後の3月25日
に先ほどの会見をしました。その時の病床使用

率は13.2％となります。
今回、6月8日、知事会見、5月23日に指標を
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下回り、会見が16日後の6月8日、そして、その
ときの病床使用率は10.4％となりました。
今のご答弁ですと、指標、感染段階を下げる

際、3月より5月の方が倍も時間がかかっており
ます。県民の理解が広がっている、そして社会

経済活動をさらに活発化させるためには、先ほ

どの答弁と矛盾すると思いますが、見解をお尋

ねいたします。

〇副議長（山口初實君） 総務部長。

〇総務部長（大田 圭君） 3月と6月におきま
す感染段階の引下げについて、ご答弁申し上げ

ます。

ご指摘いただきましたとおり、時期の関係を

考えますと、今、手元に正確なデータがござい

ませんけれども、8日後、16日後と差があった
のは事実だと思っております。

ただ一方で、やはり個別の医療圏域を見た時

に、例えば、長崎、佐世保圏域がなかなか「レ

ベル1」のところの水準に下がらなかった状況
ですとか、あるいは病床使用率の推移といった

ことを総合的に勘案いたしまして、6月の引下
げについては、時期に行ったという状況でござ

いまして、そこの差について姿勢の差があらわ

れているということではないというふうに理解

しております。

〇副議長（山口初實君） 赤木議員─3番。
〇３番（赤木幸仁君） 私は、3月と6月、県民
の理解が広がっているというふうに申し上げま

した。なのに、前回、3月の時は8日間かかり、
そして今回の6月16日と、レベルを下げること
で遅くなる理由が私はわからないんですね。原

因というものがあるはずなんですよ。それは何

の指標を見ているのか、下げることに抵抗する

勢力があるのか、知事のリーダーシップが追い

ついていないのか、いろんな原因があると思い

ますが、何かという質問をさせていただきまし

たが、多分、明確な答えはないのかなと思って

おります。

  いろんなイベントをこの夏にも開催するもの
がございますが、やはり感染段階によって開催

の可否を判断する世の中に今なっております。

一日遅れるごとに、飲食店でも、本来稼ぐこと

ができた売上げを失っている状況にありますの

で、知事におかれましては、県民の痛みに敏感

にどうぞなってください。

そして、今現在、「レベル0」の指標、もう
「レベル1」を下回るような病床使用率になり
ました。ぜひとも社会経済活動を活性化するた

めに、早く状況を見極めて発信されることをお

願い申し上げます。

（2）情報発信について。
知事は、選挙の中でもコロナと闘う医療専門

家の視点から、「感染拡大時、県下一律の規制

は行わずに地域ごとに考える」と、事あるごと

に訴えておりました。

おっしゃっていた内容は、私も理解し、納得

いたしますが、その地域ごとで見た時に、「レ

ベル2－Ⅱ」になったのがございました。5月16
日、長崎医療圏で「レベル2－Ⅱ」の指標を超
えた時がありました。

私自身、その際、何か社会経済活動を止める

ような対策が必要とは考えませんでしたが、地

域でレベルを超えた時、何も情報発信しないこ

とは、県民に寄り添った情報発信の方針と矛盾

すると考えますが、その見解について、お尋ね

いたします。

〇副議長（山口初實君） 知事。

〇知事（大石賢吾君） 私は、第6波において、
まん延防止等重点措置が県内全域に拡大された

際、経済に大きな影響を与えるような対策を行
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う際には、地域ごとの感染状況をしっかりと見

極めたうえで、感染状況に応じ、きめ細やかに

対策を講じていく必要があると申し上げてまい

りました。

県内の感染状況は、ゴールデンウィーク明け

には一時的に感染者が増加傾向で推移し、県全

体の感染段階が「レベル2－Ⅰ」にある中で、
議員ご指摘のとおり、長崎医療圏では、5月16
日に「レベル2－Ⅱ」の基準を一日のみ、超過
したところでございます。

当該医療圏域に対して、より強い行動抑制の

協力のお願いをするかどうかの判断に当たって

は、しっかりと病床使用率を見極める必要があ

ると考え、感染段階を引き上げるのではなく、

県内全域に対してＳＮＳや県のホームページ等

を通じて基本的な感染防止対策やワクチン接種

への協力等を呼びかけたところでございます。

いずれにしましても、これからはコロナと共

生し、基本的な感染防止対策等を講じながら、

医療や福祉、教育などの機能が維持できる範囲

の中で社会経済活動を止めずに回復、また、拡

大を図っていくことが重要であり、感染段階の

引上げにおいても、そうした考えのもと、実際

の指標をしっかりと見極めたうえで判断してま

いりたいと考えております。

〇副議長（山口初實君） 赤木議員─3番。
〇３番（赤木幸仁君） 考え方は、私も理解はす

るんですけれども、知事が選挙でおっしゃって

いた、県民に寄り添った情報発信というのは、

やはり県民の皆さんも、感染が増えれば不安に

なってくると、じゃ、今後どうするのかという

ことで、殊さら、社会経済活動を止めようとは

私も思いませんが、何か検討しているとか、ち

ゃんと県民を見ているんだという情報発信が必

要だと私は思います。

①Twitterアカウント大石けんご（長崎県知事
について。

2月に行われた知事選挙では、ＳＮＳで様々
な発信がされておりました。私も細かく見てお

りましたし、県民の皆様にわかりやすく事実を

伝えるため、情報収集や、私自身も発信を行っ

ておりました。

大石知事にまずお尋ねいたしますが、各ＳＮ

Ｓで、それぞれ「大石けんご」と名乗るアカウ

ントがございます。Twitterのアカウント「大石
けんご（長崎県知事）」、YouTubeチャンネル
「大石けんご」は、大石賢吾知事ご本人のもの

で、そのアカウントから発信されている内容は、

当然、ご本人の責任が伴っているとお考えか、

お尋ねいたします。

〇副議長（山口初實君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）私個人の発信に関する責

任については、私自身にあるものと考えていま

す。

〇副議長（山口初實君） 赤木議員─3番。
〇３番（赤木幸仁君） それでは、Twitterで大
石賢吾本人のアカウントから発信された内容に

ついて、お尋ねいたします。

2月5日の発信となりますが、菅元首相を引用、
リツイートしたうえで、読み上げます。

  「以下のように、菅直人元首相（立憲民主党
最高顧問）は、「カジノを誘致すべきではない」

と明言してます。一方、立憲民主党長崎県連は、

ＩＲ推進を表明している現職の中村法道候補を

支持、中村法道候補が果たしてＩＲ反対の立憲

支持を得ながら「ＩＲ誘致」をどのように実現

するのか、理解に苦しみます」と、こちらが理

解に苦しむ内容を丁寧にリツイートもしていた

だいて拡散されております。

この発信は、ご本人からされたものでしょう
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か。

〇副議長（山口初實君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）私が発信したものでござ

います。

〇副議長（山口初實君） 赤木議員─3番。
〇３番（赤木幸仁君） ②YouTubeチャンネル
大石賢吾「大石けんごＴＶ」について。

では、「【第2回】大石けんごＴＶ！」、こ
れはYouTubeですね。「【記者会見を終えて】」、
13分29秒、「具体的な課題はＩＲ。報道で立憲
民主党、国民民主党の皆様は現職を支持してい

る。ＩＲ反対という立場を表明している政党と

一体どう実現に向けてうまくやっていくのか」

と、ご自身の口でもおっしゃっております。

維新の会から推薦をいただいた際の記者会見

でも、中村法道陣営に対し、「ＩＲについて反

対している立憲民主党と国民民主党から支持を

得ている」と述べております。これは報道機関

からも発信をされております。

そこで、お尋ねいたしますが、いつ、ＩＲに

反対していると言っている立憲民主党党本部が

中村法道さんを支持したのか、いつ立憲民主党

長崎県連がＩＲに反対表明したのか、お尋ねい

たします。

〇副議長（山口初實君） 知事。

〇知事（大石賢吾君） Twitterでの発信の趣旨
なんですけれども、それはあくまで党本部の最

高顧問がＩＲに対する反対を表明している党の

県連から支援を受けた候補者が、ＩＲをどのよ

うに実現するのか、自分にはわからないという

ことでございました。

〇副議長（山口初實君） 赤木議員─3番。
〇３番（赤木幸仁君）長崎県内の実情をよく知

らないまま、発信をされたのだと理解いたして

おります。

私自身、県政課題に対し、是々非々で議論し

てまいりました。現状をよく調べもせず、反対

ありきのレッテル貼りは、知事のするべきこと

ではありません。

今なお、そのままにされている事実に反する

発信は、誠に残念です。今後、どのように対応

するのか、お尋ねいたします。

〇副議長（山口初實君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）ホームページを含めた情

報発信の運用につきましては、今後、しっかり

検討していきたいと思います。

〇副議長（山口初實君） 赤木議員─3番。
〇３番（赤木幸仁君） いや、事実に反する、あ

る意味、誹謗中傷を知事自身がされている状況

にあると私は言っているんです。事実に反して

いるんです。それをそのままにしてよいのか。

今、知事自身が判断すべきことではないんでし

ょうか。もう一度、ご答弁をお願いします。

〇副議長（山口初實君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）誤解を招いた点があった

とすれば、遺憾に思います。また、その情報発

信の運用につきましては、しっかりと今後検討

していきたいと思います。（発言する者あり）

〇副議長（山口初實君） 赤木議員─3番。
〇３番（赤木幸仁君）この質問を通して、私は、

ただ単に誤りを指摘しているのではありません。

知事の姿勢を見ておりますし、地方自治の根幹

を問うております。中央の言いなりなら、我々、

地方議員の存在価値もありませんし、知事の存

在価値もありません。例えば、新幹線が対面乗

換えで固定と国から言われた場合、長崎には長

崎の意見があり、しっかりと伝えなければなり

ません。それは行政だろうが、政党だろうが、

同じことです。今後も対応をしっかりと見てま

いります。
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（3）ノーサイドの意味について。
知事は、当選翌日の長崎新聞のインタビュー

の中で、「推薦していただいた自民党県連内に

もいろんな意見があったことは承知している。

現職を支援した方々も含め、是々非々でしっか

りと連携を図っていく。与野党に関係なく県政

に資する者は一緒に協力してやっていく」と述

べております。私も同じ気持ちです。

しかしながら、「【第20回】大石けんごＴＶ！
【鉄橋中継】」、5分57秒、「自民党の中で、
いい政治家はみんな大石陣営です。悪い自民党

は、みんな向こうに行きました。立憲民主党は

全部悪いから、全部向こうです」と応援演説に

来られた国会議員の発言が、知事のYouTubeア
カウントから今も発信されております。

知事の大好きなラグビーのノーサイド精神と

かけ離れた発信が、今もなお残されているのは、

ノーサイドと思ってないからでしょうか。

〇副議長（山口初實君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）「大石けんごＴＶ！」は、

本県が抱える様々なテーマについて、視聴者の

皆様とのコミュニケーションを図りながら、私

自身の考えを知っていただきたいということで

配信をしておりました。

県知事選においては、県内各地での街頭演説

等の様子を配信させていただいており、その中

で私をご支援いただいた方の応援演説等につい

ても、併せて配信させていただいております。

ご支援いただいた方の個別のご発言の趣旨ま

でははかりかねますが、ホームページを含む情

報発信のあり方については、今後、検討してま

いりたいと考えております。

〇副議長（山口初實君） 赤木議員─3番。
〇３番（赤木幸仁君） ぜひですね、私、知事と

いう職は、ものすごく重たいものと思っており

ますので、それに見合った情報発信、過去も含

めて発信を見直していただくよう、お願いを申

し上げます。

（4）公約について。
①大村湾クロスロードは公約なのか。

これまでの一般質問でも、様々、公約につい

て聞かれておりました。私も聞きたいこと、一

つひとつ思いを確認したいことはたくさんある

のですが、時間も限られておりますので、一点。

少し考えたら、巨額な費用がかかり実現性が

乏しいとわかる大村湾クロスロードは、公約な

のでしょうか。

知事就任後初の記者会見では、「夢のような

もの」と言われているようですが、公約なのか、

夢なのか、教えてください。

〇副議長（山口初實君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）就任会見でも申し上げた

とおり、将来の長崎県の経済発展を考えるに当

たっては、夢のある構想についても議論するこ

とが重要だと考えております。

そのような意味で、大村湾クロスロードを例

に挙げたところでございまして、具体の事業と

して進めるところではございません。

明るい未来につながる計画について、県民が

提案をして語り合えるような環境をつくってい

きたいというふうに考えています。

〇副議長（山口初實君） 赤木議員─3番。
〇３番（赤木幸仁君） それでは、聞き方を変え

ますが、島原天草長島架橋構想、3県架橋の構
想があるのはご存じかと思います。そちらと大

村湾クロスロードは、知事の中でどちらが優先

順位が高いのか、教えてください。

〇副議長（山口初實君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）その構想があることにつ

いては、承知をしております。
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ただ、この場で、どちらが優先順位が高いと

いうことは、この場で申し上げることはできな

いと思います。（発言する者あり）

3県架橋については、構想としてあるという
事実であります。

〇副議長（山口初實君） 赤木議員─3番。
〇３番（赤木幸仁君） 今のご発言は、関わって

いる方々にとって残念な発言だと思います。財

源の問題だけでなく、県の人材も貴重なリソー

スです。無駄なことがないよう、無駄なことを

することがないよう、軌道修正をお願いいたし

ます。

2、出産育児支援について。
（1）出産一時金増額の可否。
こちらは志を同じくする部分ですが、幾つか

確認をさせていただきます。

①そもそも県単位で既存制度上増額は可能な

のか。

「合計特殊出生率2」を目指すに当たり、選
挙戦では、その数字の根拠は、人口が減るから

だと、かなり短絡的なお話でしたが、最近は、

長崎県の希望出生率はたしか2.08だったと思い
ますが、その話を用いて軌道修正されているの

は、よいことだと思います。

大石知事は、選挙で「出産一時金の増額」と

明確にうたっております。事あるごとに、出産

育児一時金42万円のお話をされております。出
産は42万円では足りないんだというお話は、私
も100％賛同いたしますし、国の方で出産育児
一時金増額議論がされていることは、とても歓

迎しております。

しかし、知事の発言から、そもそもの制度の

あり方、そもそも出産育児一時金の増額が県の

権限の中で可能なのか、お尋ねをいたします。

〇副議長（山口初實君） こども政策局長。

〇こども政策局長（田中紀久美君）出産育児一

時金は、健康保険法等の規定に基づき、健康保

険組合などから、加入者が出産した時に支給さ

れており、支給される額をはじめ、全国一律の

仕組みにより実施されているものであります。

このため、県において独自の給付制度を創設

することにより、県民の出産に係る費用への支

援を追加して行うことができるものと考えてお

ります。

〇副議長（山口初實君） 赤木議員─3番番。
〇３番（赤木幸仁君） 大変やさしい、明確な答

弁だったなと思いますが、県の権限では出産育

児一時金の増額ができないという言い換えでも

あります。

「【第7回】大石けんごＴＶ！【前夜祭スペ
シャル】」、17分4秒、「出産育児一時金では
足りない。そこもしっかり県が出す」など、6
月4日の長崎新聞でも、「出産育児一時金増額」
と明確に述べております。

先ほど、出産育児一時金は県の権限ではでき

ないという認識、答弁でしたが、ですから、別

の制度で、出産祝金とか別の制度が必要なわけ

で、できない公約をずっと掲げ続けるのか。私

は、県民の皆様に説明が必要かと思いますが、

いかがでしょうか。

〇副議長（山口初實君） 知事。

〇知事（大石賢吾君） 個別の表現で、今、はっ

きりと申し上げることはできないんですけれど

も、しっかりと出産した際に経済的な支援がで

きるように、今後、検討を進めてまいりたいと

いうふうに思います。

〇副議長（山口初實君） 赤木議員─3番。
〇３番（赤木幸仁君） 私は、出産育児一時金を

増額ということに違和感を覚えると言っている

んですね。なので、方向性は私も一緒なんです、
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知事と同じ方向で応援しておりますが、出産育

児一時金増額というのは、県の権限ではできな

いので、違う制度でやりますという言い方が必

要だというふうに言ってるんですね。

そこはまだこだわっていらっしゃるのか。今

後、国に要望して挙げてもらうというなら理解

するんですけれども、県の権限の中でできない

んじゃないかということを私は言っているんで

すね。違う制度で考えられるということでよろ

しいですか。

〇副議長（山口初實君） 知事。

〇知事（大石賢吾君） 今、国の方で、そういっ

た出産育児一時金の増額が検討されているとい

う状況ではございますけれども、実質的には、

その方向性として目指すところは、重なってい

る部分があると思います。

〇副議長（山口初實君） 赤木議員─3番。
〇３番（赤木幸仁君）ものすごくわかりにくい

ことを答弁されているんですね。県民の皆様に

対して、出産育児一時金増額というふうに言っ

ているんですけれども、それができない実情が

あるので、私は、軌道修正が必要だと思います。

ここは検討していただくよう、お願いいたしま

す。

（2）出産費用について。
今までかなりきついことを言ってしまいまし

たが、これからは柔らかくいきたいなと思って

おります。

①分娩費用は医療機関ごとの設定となるが、

どれだけの補助を考え、これまでどのように働

きかけ、今後どうやって実現していくのか。

4月、私にとって第二子となる男の子が生ま
れました。本日、生後2か月でありますが、議
会傍聴を果たしております。コロナ禍のため、

立会出産も、面会もかなわず、妻は不安であっ

たと思いますが、病院の献身的なサポートがあ

り、何とか乗り越えてきました。しかし、待ち

受ける現実もございます。

2年前、長女が生まれた際に出産に係る費用
をまとめたボードをこの議場の場で提示をさせ

ていただきましたが、再度、本日、提示をいた

します。（パネル掲示）

こちらは、出産育児一時金の42万円から病院
で支払ったものを差し引いた分娩費用と、妊娠

が判明し、母子手帳をもらうと同時に、出産や

育児に必要な備品リスト74品目の冊子をいた
だきます。そこから実際に領収書ベースでかか

った費用を算出したもので、これは2年前です
ね、28万円がかかりましたというものです。こ
れだけ多くの品目が必要となっております。今

回、長男の方ですね、二人目は一人目のおさが

り等もあり、領収書ベースで17万円の手出しが
今現在かかっている状況です。

大石知事の知事選でのお話、出産費用はもち

ろんのこと、おむつやミルク等も県がしっかり

と出していくという力強いお話をされておりま

した。今回提示した出産に関わる費用がゼロに

近づいていくものと大いに期待しておりますし、

応援、後押しをしていきたいと考えております。

しかし、残念ながら、今回の6月補正予算では
全く反映されておりません。

まずは、その方針に変わりがないのか確認を

したいのと、分娩費用は病院によって設定が異

なり、例えば、長崎大学病院で自然分娩を行う

と70万円から80万円ほどかかるケースもある
と長大の産婦人科医から伺いました。

どこまで支援することを考え、今後、どのよ

うに実現に向けて知事のリーダーシップを発揮

しようと考えているのか、お尋ねいたします。

〇副議長（山口初實君） 知事。
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〇知事（大石賢吾君） まず、子育て支援につい

ては、非常に重要だというふうに思っておりま

す。

そのうえで、出産費用は、正常分娩の場合は

自由診療で行われていることから、価格設定の

方法も様々でありまして、地域や病院による差、

また、個人の選択によっても幅が大きく、加え

て、その費用も年々増加しており、全国の医療

機関全体の平均値は、出産育児一時金を上回る

状況になっています。

こうした状況の中、国においては、先般、閣

議決定された「経済財政運営と改革の基本方針

2022」において、出産育児一時金の増額など、
経済的負担軽減の議論を進めると明確にされて

いるところであります。

県としましては、国において、出産育児一時

金の対象となる費用や引上額の議論が行われて

いることから、その動向を注視してまいりたい

と考えております。

〇副議長（山口初實君） 赤木議員─3番。
〇３番（赤木幸仁君） 私は、この件、後押しを

すると言っているんですが、なんか少しトーン

ダウンしてきたような感じがしますので、ぜひ

とも、もう一度、原点に立ち返っていただきた

いなと思っております。

この件に関しては、ほかの議員も同じような

質問をされておりますので、私からは以上とし

たいと思いますが、今後も、知事自身は出産費

用とか「合計特殊出生率2」を目指すに当たっ
ての力強い発信をされておりますので、それに

向かって実質的な費用の減免というか、私が提

示した費用がゼロに近づいていくことを願って

おります。

（3）男性の育休取得について。
①県庁内でも男性育休取得に積極的に動いて

いるが、知事自身の考え方について。

これについては、一般質問で私も何度か取り

上げてまいりました。国の法改正も進んでおり

ます。しかしながら、まだまだ100％には及び
ませんが、県庁内でも男性の育休取得に積極的

に働きかけていただいているものと思います。

知事自身、3人のお子さんがいらっしゃり、
癒しや喜びもたくさんあるかと思いますが、子

育ては大変だと、奥様とともに奮闘されている

ものと思います。

知事自身の育休取得への考えや方針など、お

聞かせください。

〇副議長（山口初實君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）安心して子どもを産み育

てることができる社会を実現していくためには、

子育てする方々を地域や家族の中で孤立させる

ことなく支え合い、時には自分自身の時間をつ

くることができるような、子育ての楽しさを実

感できる環境づくりが重要であると考えており

ます。

そのため、子育て世帯の男性職員には、子育

てをかけがえのない貴重な機会として捉え、こ

れまで以上に積極的に参加していただくことで、

家族で支え合いながら絆を深め、ご自身の成長

にもつなげてほしいと考えております。

引き続き、子育て中の職員を県庁全体で応援

する職場環境づくりに取り組みながら、男性職

員の育児休業の取得促進に努めてまいりたいと

考えています。

〇副議長（山口初實君） 赤木議員─3番。
〇３番（赤木幸仁君） ぜひ、今おっしゃったこ

とを行動に移して、そして、県職員の皆様の働

きやすい職場環境というものをつくっていただ

きたいと思いますし、知事自身のリーダーシッ

プを期待しております。
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（4）県管轄の公園のあり方について。
①部局ごとに公園遊具が設置・更新されてい

るが、子育てしやすい長崎県を目指すには、戦

略的に更新していかなければならないと考える。

今後の方針について。

長崎には、子どもの遊ぶ場所が少ないと、県

民の方からご意見をよく賜ります。大石知事自

身も、選挙戦を通じて、「雨の日は特に困る」

といった話を聞いたのではないでしょうか。

公園の整備、遊具の設置については、県だけ

ではなく、市町といった基礎自治体でも当然主

体的に取り組んでいただいております。県単位

でも、各部局で様々な目的を持って、公園、遊

具の設置や、老朽化による更新を行っておりま

すが、ただ単に更新するだけではなく、利用者

のニーズに合わせた遊具の設置が求められます。

しかしながら、部局によっては、遊具の更新

については、県単独予算が必要となり、遊具が

大幅にスケールダウンしているケースもありま

す。利用者がいるにもかかわらず、更新どころ

か、今後、撤去を検討せざるを得ない状況にも

なりかねないと伺いました。

これから子育てしやすい県にしていかなけれ

ばならないのに、これはゆゆしき事態だと考え

ております。

縦割りで考えられている今の状況に横串を刺

し、部局横断的に県全体で、公園、遊具のあり

方を大きな目で検討し、子育てしやすい環境を

戦略的につくっていかなければならないと考え

ますが、見解をお尋ねいたします。

〇副議長（山口初實君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）公園などの子どもの遊び

場については、子どもの健全育成という観点に

おいて、非常に重要なものであると考えており

ます。

地域の中での子どもの遊び場としては、市町

が設置する公園がありますが、県では、県民の

憩いの場や運動、防災拠点や漁港環境の向上な

ど、様々な目的で公園を設置しており、子ども

の遊び場としても利用できるよう、遊具を整備

している場合があります。

これら遊具の維持管理や更新などについては、

利用者の意向等を踏まえ、利便性や安全性の確

保を考慮しながら、可能な限り計画的に行って

いるところでございます。

今後は、それぞれの公園の設置目的を踏まえ

つつ、これまで以上に子育て環境への配慮を意

識しながら取り組むべき課題であると考えてお

ります。

〇副議長（山口初實君） 赤木議員─3番。
〇３番（赤木幸仁君） ぜひとも、私としては横

串を刺して、県全体で子育てしやすい環境を整

えていただきたいなと思っております。

もちろん、今、知事がおっしゃったように、

まずは地域のニーズというものを把握すること

が大事だと思っております。場合によっては、

もちろん利用者がいなくなるケースというのは

考えられますので、スケールダウンすることも、

もちろん考えられます。しかし、スケールダウ

ンは、公園の広さと遊具がとてもアンバランス

になります。

個人的には、私自身はアーバンスポーツ推進

を先んじて申し上げてきました。公明党の宮本

県議とともに後押しをしておりますが、これは

まずはニーズがあってということですが、今後、

例えばバスケットボールを設置すると、空間を

余らせるのではなく、空間を利用することにも

なりますので、一つの案としてご検討いただけ

ればと思います。

3、教育行政について。
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（1）新型コロナウイルス対策により2年間で
失われた教育機会。

①修学旅行の実施状況について。

この2年以上にわたるコロナ禍で、弱い立場
の方々に特にしわ寄せがいっていると言われて

おります。教育現場でも、教職員は当然ですが、

子どもたちから本来なら享受できる機会を奪う

こととなってしまいました。運動、スポーツの

機会については、先日、近藤議員から質問がご

ざいましたので、私は、一生の思い出として残

る修学旅行について伺います。

修学旅行の意義は、簡単に言えば、普段とは

違う環境で見聞を広げ、集団生活のあり方など

の体験を積むことにあります。外の社会を知り、

知見を広げ、また、自分が住む地域の魅力に気

づいたり、もちろん課題に気づいたりすること

にもなります。

その大切な修学旅行の機会の実施状況につい

て、お尋ねをいたします。

〇副議長（山口初實君） 教育委員会教育長。

〇教育委員会教育長（中﨑謙司君）コロナの影

響を受けましたこの2年間の修学旅行の実施状
況でございますが、令和2年度に実施した学校
の割合は、小中学校で84％、県立高校で33％、
令和3年度は、小中学校で96％、県立学校で70％
でございます。

新型コロナウイルスの感染拡大により実施の

判断が難しい状況ではございましたが、それぞ

れの学校におきまして、県外から県内への方面

変更、あるいは感染症対策などの徹底などの工

夫を講じたことによりまして、令和2年度より
も令和3年度の実施校が増加したものと受け止
めております。

なお、県内の修学旅行を実施した学校からは、

児童生徒や教職員が、改めてふるさとの魅力を

発見する貴重な機会になったと伺っているとこ

ろでございます。

〇副議長（山口初實君） 赤木議員─3番。
〇３番（赤木幸仁君）具体的な数字を述べてい

ただきました。言い換えれば、義務教育の学校

は、令和2年度は16％、令和3年度は4％、高校
は、令和2年度は67％、令和3年度は30％が中止
や延期で実施できなかったということですね。

児童生徒の皆さんは、さぞ残念でたまらなかっ

たことと思います。

実施できなかった学校の対応はどのようにな

ったのか、お尋ねいたします。

〇副議長（山口初實君） 教育委員会教育長。

〇教育委員会教育長（中﨑謙司君）修学旅行を

やむなく延期や中止をしましたほとんどの学校

におきましては、学校や地域の感染状況等に応

じまして、校外学習や日帰りのバスハイク、あ

るいは校内でのレクリエーションなど、修学旅

行に代わる行事を設定して、児童生徒の成長や

仲間との思い出づくりにつながる教育活動を実

施したものと承知しているところでございます。

〇副議長（山口初實君） 赤木議員─3番。
〇３番（赤木幸仁君）代替の対応はできたとい

うことですね。現場の教職員の皆様の努力に心

から経緯とねぎらいを申し上げます。

私としても、修学旅行に行けなかった子達の

思いをどうにか無駄にしないように、覚悟を持

って臨んでいきたいと思います。

この2年間、県外だったものを県内に振り替
えるなど、修学旅行の意義、目的を改めて考え

させられた部分もあるかと思いますが、県は、

今後の修学旅行の実施をどのように考えている

のか、お尋ねいたします。

〇副議長（山口初實君） 教育委員会教育長。

〇教育委員会教育長（中﨑謙司君）学校におき
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まして、児童生徒は、教科の学習だけではなく

て、様々な行事を通じまして、学校生活への意

欲を高め、学級や学年の集団のつながりを深め

ながら、大きく成長しているところでございま

す。

特に、修学旅行は、子どもたちが最も楽しみ

にしている学校行事の一つであり、学校を離れ、

日常と異なる環境で見聞を広め、自分や仲間の

新しい姿を発見し、その後の学校生活を充実さ

せる意義深い教育活動であると思っております。

新型コロナウイルス感染症が、いまだ懸念さ

れる状況ではありますが、今後とも、各学校に

おいて、感染対策を十分に講じながら、できる

限り修学旅行を実施することが望ましいと考え

ております。

〇副議長（山口初實君） 赤木議員─3番。
〇３番（赤木幸仁君） 丁寧にご答弁いただき、

ありがとうございます。

前段のところでちょっと気になった部分がご

ざいまして、生徒に聞いたら、「中止よりは行

ってよかった」と、もちろん、「県内でよかっ

た」と言うと思います、それこそ、「ふるさと

の魅力に気づいた」と、前向きなご意見はある

かと思いますが、やはり聞いたら、「県外に行

きたかった」というのが本音の部分があるので

はないかと思いますので、しっかりと生徒自身

の意見を聞きながら、あるべき姿を求めていた

だくようにお願いを申し上げます。

（2）ＩＣＴ支援状況について。
①小中学校や県立高校で端末が導入され、現

場負担が偏っているとの声もある。現在の学校

や教員への支援状況について。

コロナ禍で進んだのは、教育現場における

ＩＣＴの活用でございます。小中学校、県立高

校では、一人一台端末が導入されました。とて

も喜ばしいことではありますが、端末の導入、

運用に当たっては、現場の職員のＩＣＴ機器の

取扱いが得意な人に偏っているとの声もござい

ます。また、市町によっては、ＩＣＴ支援員を

導入しているところもございますが、現在の学

校や教員への支援状況について、お尋ねをいた

します。

〇副議長（山口初實君） 教育委員会教育長。

〇教育委員会教育長（中﨑謙司君）一人一台端

末の導入期におきましては、教員に生じる一定

の不安や負担の軽減を図る必要があると考えて

おります。

そのため、県立高校や小中学校におきまして

は、民間事業者に委託した相談窓口の設置や、

あるいはＩＣＴ支援員の配置などによる技術面

での様々なサポートを行っているところでござ

います。

また、県教育委員会におきましては、授業に

おける端末の効果的な活用や業務の効率化を図

る活用など、県内の優れた事例を集めたＷｅｂ

サイトを運用して教員の取組を支援しておりま

す。

今後も、現場の声をしっかりと聞きながら、

教員支援の充実に努め、ＩＣＴを有効に活用す

ることで、教員が児童生徒に向き合う時間を確

保して、より質の高い学びの実現を図ってまい

ります。

〇副議長（山口初實君） 赤木議員─3番。
〇３番（赤木幸仁君） ありがとうございます。

今お話にあった優れた事例、よい事例の集約を

今行っているということですが、公開されてい

るんですかね。よい情報を出すことは、また、

新しい取組を吸収する機会となりますので、ぜ

ひお願いいたしますし、また、いろいろな事例

を私も見て回りたいと思います。長崎はＩＣＴ
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の活用が進んでいると、そういうふうに見られ

るようなことを願っております。

②県立高校では昨年端末を導入したが、どれ

くらい端末が故障・破損し、費用がかかったの

か。

県立高校では、昨年、端末を導入され、今年

の春には卒業生の端末が新一年生に引き継がれ

ました。この約一年でどれくらいの端末が故

障・破損し、費用がかかったのか、お尋ねをい

たします。

〇副議長（山口初實君） 教育委員会教育長。

〇教育委員会教育長（中﨑謙司君） 昨年度、県

立高校に一人一台端末ということで、約2万
5,000台のパソコンを導入いたしましたが、その
うち故障・破損した状況は、授業中の机からの

落下、あるいは移動中の衝撃によりまして画面

が割れるなど合計207台で、修理に要した経費
は、約600万円となっております。
端末の取扱いにつきましては、これまでも校

長会等を通じて注意喚起を行ってまいりました

が、改めて机にストッパーを取り付けるなど、

落下防止策を徹底させるとともに、最善の注意

を払って取扱いを指導してまいります。

〇副議長（山口初實君） 赤木議員─3番。
〇３番（赤木幸仁君）故意による破損はなかっ

たということですね。しかし、この600万円の
負担のあり方は、今後もやっぱり考えなければ

ならないかと思います。

今後、教職員の役割は変化していきますし、

ＡＩドリル導入を含めて学びの方法も変わって

いくかと思います。どのような教育のあり方が

子どもたちのためなのか。私自身、大学時代か

ら続く全国で奮闘する現場の教職員の方から意

見を吸い上げ、今後も様々提案をしていきたい

と思いますので、どうぞよろしくお願いいたし

ます。

4、ドローン産業振興について。
（1）空の道・スカイロード構想。
昨年度、私は、少し先の未来を考え、ドロー

ンの民間資格を取得しました。10時間以上の飛
行実績と筆記試験、実技試験をクリアしたので

すが、やはり空は広く、大きな可能性を秘めて

いると、日々、考えを巡らせております。

話は変わりますが、宇宙産業といえば、鹿児

島県種子島や茨城県つくば市が思い浮かぶかと

思いますが、そこに最近、大分県も割って入っ

てきました。

大分県は、アメリカヴァージン・オービット

社とパートナーシップを締結し、アジア初の水

平型宇宙港となりました。「宇宙ノオセンセン

県オオイタ」とプロモーションが進んでおり、

そのビジョンに参加している本県の企業さんも

ございます。

また、大阪府においては、大阪万博で人を乗

せて空飛ぶ車を導入する方針もございます。今

後、ますますドローンの技術も向上し、人を運

ぶインフラとしても活躍していくものと楽しみ

にしております。

宇宙や空にはロマンがあり、こういったわく

わくする未来に人もお金も集まってくると考え

ております。

①本県はドローンビジネスの拠点となり得る

様々な課題先進地であり、課題解決のためにも

ドローンに係る様々な規制緩和や可能性を継続

的に引き出していくことが必要だと考えるが、

今後の戦略について。

本県は、ドローンビジネスの拠点となる得る

ような様々な課題の先進地です。課題解決のた

めにもドローンに関わる様々な規制緩和や可能

性を継続的に引き出すことが必要だと考えます。
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今後、さらに活用していくには、将来の産業

化を見据えながら、さらに戦略的に企業や実証

事業を誘致していくことが必要だと考え、併せ

て、ドローンの活用が活発化するうえでは、地

上と同じように空の交通整理が重要となります。

本県におけるドローン振興については、ビジ

ョンを持ちつつ、ロードマップに沿って計画を

進めていく価値が大いにあると私は考えており

ます。

私は、ドローンが無秩序に飛び回るのは、ま

だ先で、ある程度決められたルートを飛行する、

空の道・スカイロードを設定することが、県内

外にもＰＲする、本気度を伝えることにもつな

がると考えますが、県としてどのようにドロー

ンに対しての振興を進めていこうと考えられて

いるのか、お尋ねをいたします。

〇副議長（山口初實君） 企画部長。

〇企画部長（浦 真樹君）離島や中山間地域な

どの条件不利地を多く抱えております本県にお

きましては、様々な地域課題の解決にドローン

を有効活用することが期待できるのではないか

というふうに考えております。

国におきましても、航空法等の一部を改正す

る法律が本年12月から施行されることとなっ
ており、有人地帯上空での補助者なし目視外飛

行が可能となり、ドローン活用の幅は一層広が

ってくるものと思っております。

そのような中、これまで県では、離島地区を

中心に医薬品等の配送や密漁監視などに係る実

証事業が実施されており、今後も地域ニーズを

踏まえた多様な分野におけるドローンの社会実

装に向けて、市町と連携した実証フィールドの

提供や、実証に対する支援などに積極的に取り

組んでまいりたいと考えております。

さらに、空域及び管制の課題や通信環境の確

保などにつきましても、国の動向などを注視し

ながら、関係者による協議、検討を進めるなど、

本県におけるドローンの活用を推進してまいり

たいと考えております。

〇副議長（山口初實君） 赤木議員─3番。
〇３番（赤木幸仁君） ありがとうございます。

今、長崎県は部長がおっしゃったように、いろ

んな課題があると、そのポテンシャルはあると

いう発信は、確かに行っていただいておるんで

すけれども、企業が参入するに当たっては、ポ

テンシャルがありますよだけじゃなくて、県と

して先まで考えるロードマップというものが必

要だと私は考えておりますので、お願いしたい

と思います。それがやっぱり企業としては、長

崎県は本気だと、それを伝えることにもつなが

ると考えております。

長崎のサイバー企業、「アドミン」は、ルー

トヴィレッジと言われる新しいオープンイノベ

ーションのプラットホームを建設されました。

たしか東京ドーム23個分ぐらいの敷地で、ＡＩ、
ＩｏＴ、ロボティクス等の新技術の開発や実証

を行っておりますので、例えば、そこへの物流

など、考えたらわくわくすることもございます

ので、私自身も、さらに知識や技術習得に取り

組みますし、県としても、ドローンビジネスの

拠点、ドローンといえば長崎県と言われるよう

に取り組んでいただきたいですし、そして、空

飛ぶ車、飛ぶのは大阪が先かもしれませんが、

次は長崎県であってほしいです。

先ほど申し上げたように、今はまだ長崎には

ポテンシャルがありますという発信しかできて

おりませんので、ロマンのまち長崎が、ロマン

をかき立てるような取組を行っていただくよう、

お願いしますし、私も力を尽くしてまいりたい

と思います。
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5、観光経済振興対策について。
（1）長崎版プレミアム・フライデー（仮）

の実施検討について。

①夜の賑わい現状認識について。

部局をまたがるお話ですので、ぜひ平田 研副

知事に答弁をお願いできればと思っております。

まず、新型コロナウイルス感染段階も、今は

「レベル1」となり、夜の街にも少しずつ人が
戻ってきておりますが、観光客も、公共交通利

用者も、コロナ前までと比較して、まだまだ及

ばないという感覚がございます。

夜の賑わいについては、どのように県は認識し

ているのか、お尋ねをいたします。

〇副議長（山口初實君） 平田 研副知事。

〇副知事（平田 研君）夜の繁華街の人出につ

きましては、民間企業が実施しました長崎市思

案橋付近における夜9時のデータ分析によりま
すと、5月、6月は、コロナ禍前の令和元年と比
較して6割から8割程度の回復となっており、一
定程度の回復は見られますが、コロナ禍前の水

準までは回復しきれてないと認識しております。

〇副議長（山口初實君） 赤木議員─3番。
〇３番（赤木幸仁君） 感覚と数字は、少しリン

クしているなと改めて感じたところでございま

す。認識を同じくさせていただきました。

長崎にできた新しいシンクタンク「長崎みん

な総研」が、今の課題を同様に認識し、長崎に

夜の賑わいをつくり出そうと、仮称として「長

崎版プレミアム・フライデー（仮）」という名

称で、月に1回、企画することを計画しており
ます。

飲食店を盛り上げ、公共事業者と連携し、い

つもより夜を長く楽しめる実証実験を関係者ら

と検討し、今、まさに拡大を呼びかけている最

中でございます。

飲食店や公共交通を含め、経済刺激策となる、

こういった民間側の様々な動きには、行政の後

押しが必要と考えますが、検討できないでしょ

うか、お尋ねいたします。

〇副議長（山口初實君） 平田 研副知事。

〇副知事（平田 研君） 夜の賑わいは、街に活

気をもたらし、消費拡大や観光振興を図るうえ

でも大事なことだと思っております。

他方で、新型コロナウイルス感染症の影響に

より、人々の生活様式が変わったことで、交通

機関における最終便の繰り上げですとか、飲食

店が人手の確保に苦慮しているといったような

状況も続いておりまして、こうしたことは本県

のみならず、全国的な動きと認識しております。

夜の賑わいを取り戻していくためには、この

ような飲食店などの経営環境、それから交通の

確保、働く人の労働環境などの問題もあり、様々

な条件が整うことが必要ではないかと考えてお

ります。

こうした状況の中で、夜の賑わいを取り戻し

ていくためにどのような手だてができるか、よ

く議論してまいりたいと考えております。

〇副議長（山口初實君） 赤木議員─3番。
〇３番（赤木幸仁君） ありがとうございます。

これからさらに動きが具体化してくると思いま

すので、その際はぜひ後押しをお願いしたいと

思います。

この2年間に空きテナントが増え、街は変わ
ってしまいました。バス、電車、タクシーへの

支援バランスを考えることも、とても大事です

が、そもそも街に活気がないことには、何も解

決にならないと考えております。もちろん、い

ろんな配慮は必要ではありますが、本来あるべ

き姿を求めていく民間の動きには感度を高くし、

積極的な支援、具体的には広報とか費用負担と
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かの連携等、検討をお願いしたいと思います。

（2)ロケツーリズムの推進。
長崎県は映画やドラマ、アニメ・漫画などの

舞台となり得るロケ地が多く、本県が舞台とな

った作品も多くございます。ロケ地となった場

所を県外の方へ広く周知できれば誘客の促進に

つながるため、情報発信について現在の取組状

況と今後の効果的な情報発信の手法について、

お尋ねをいたします。

〇副議長（山口初實君） 文化観光国際部長

〇文化観光国際部長（前川謙介君）県内での映

画やドラマのロケに対しましては、長崎県フィ

ルムコミッション事業により、ロケの誘致、撮

影に対する支援を行うなど、映像作品を通した

本県の魅力発信、誘致促進に取り組んでいると

ころでございます。

情報発信につきましては、広く県内外に周知

するため、「ながさき旅ネット」にロケ地やモ

デルコースを紹介いたしております。

また、ツイッターやフェイスブックなどＳＮ

Ｓを活用した情報発信を行っておりまして、今

後、アニメの聖地巡礼など、Ｗｅｂを活用して

ターゲットを絞ったプロモーションにも取り組

んでまいりたいと考えております。

〇副議長（山口初實君） 赤木議員─3番。
〇３番（赤木幸仁君） ありがとうございます。

情報発信を中心にご答弁をいただきました。

「ながさき旅ネット」の配信は、私も拝見を

させていただいております。私は、長崎は、や

はりサブカルが盛り上がるポテンシャルが大い

にあると思っておりますので、そのＷｅｂ上の

情報発信だけではなく、拠点が必要だと考えて

おります。

ロケ誘致も、ありふれた日常の風景に価値を

再認識させるものとなりますので、様々な要望

に応えられる体制を整えていただくことをお願

いを申し上げます。

（3）スポーツツーリズムの推進。
①長崎ヴェルカがＢ2昇格となり、さらに県

民の皆様に夢を与え、盛り上がりも期待できる

が、Ｖ・ファーレン長崎同様アウェイ客のおも

てなし等必要になるかと考える。今後の方針に

ついて。

長崎プロバスケッチチーム、長崎ヴェルカは、

コロナ禍の中、立ち上がり、県民の皆様に夢や

希望を与えながら、圧倒的強さでＢ3優勝を成
し遂げました。この場をお借りし、お祝いを申

し上げます。来シーズン、Ｂ2での活躍も楽し
みでなりません。

知事におかれましても、試合を見られたと伺

っております。教育委員会教育長におかれまし

ても、庁内でも共有されて職員の方が見に来ら

れたと伺っておりますし、直接、お話も伺いま

した。

これまで県においては、Ｖ・ファーレン長崎

のホームゲームにアウェイ客を誘致するよう取

り組まれており、今後、さらにアウェイ客の県

内周遊促進についても取り組まれていくことと

されております。

同じプロスポーツクラブである長崎ヴェルカ

のアウェイ客誘致、県内周遊対策についてはど

う考えているのか、お尋ねいたします。

〇副議長（山口初實君） 文化観光国際部長

〇文化観光国際部長（前川謙介君）昨シーズン

のＶ・ファーレン長崎のホームゲームの1試合
当たりの平均観客数は4,956人でございまして、
ビジター席入場者の割合が2.2％となっており
ます。

「長崎ヴェルカ」につきましては、ホームゲ

ーム1試合当たりの平均観客数は1,270人、ビジ
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ター観客数は、推計ではございますけれども、

約1％という状況でございます。
このため、現時点で長崎ヴェルカにつきまし

ては、Ｖ・ファーレン長崎と同様の対策は実施

いたしておりませんが、議員ご指摘のとおり、

Ｂ2、Ｂ1へと上位リーグに進出してアウェイ客
が増加していくということが予測されておりま

す。

新しい本拠地、長崎スタジアムシティの完成

も見据えながら、アウェイ客誘致や県内周遊対

策等に取り組む必要があると認識いたしており

ます。

今後、現在の「Ｖ・ファーレン長崎自治体連

携会議」を、長崎ヴェルカも含めた会議体とす

るなど、ホームタウンである長崎市や県内市町

と一体となって、必要な施策を検討してまいり

ます。

〇副議長（山口初實君） 赤木議員─3番。
〇３番（赤木幸仁君） ありがとうございます。

前向きなご答弁をいただいたと認識いたしまし

た。

やはりＢ3でも盛り上がりというものを私自
身は感じましたし、Ｂ2になると、さらにその
盛り上がりは、ある意味、楽しみでなりません。

ぜひとも今のようなアウェイ客の誘致にも県と

しても積極的に参画をいただければと思います

し、私自身も盛り上げに参画してまいりたいと

思っております。ぜひとも今後ともよろしくお

願いいたします。

（4）国際交流の推進。
①これから観光客はもちろんのこと留学生、

技能実習生など様々な国や地域から様々な目的

を持って長崎を訪れ、国際県長崎として国際交

流協会が担う役割はさらに強化しなければと考

えるが、今後の方針について。

私の父は、県職員であったがためなのか、そ

れとも母も国際交流にとても前向きであったの

か、31年前、国際交流協会を通じてホームステ
イの受入れを行っておりました。最初はパプア

ニューギニアのエモスさんという方で、鮮明に

覚えているんですが、我々は、その方のホスト

ファミリーとしてホームステイの受入れを行い

ました。また、これに限らずですけれども、受

入時のパーティーというものがありまして、と

ても楽しかったのを覚えております。

こういった国際交流は、草の根からの活動が

必要ですし、県民一人ひとりが多文化共生の考

えを持つことが、今後、長崎が再び日本をリー

ドする一つの鍵になると私は考えております。

グローバルな人材育成にも、そして、長崎を

訪れた国外の方々が安心して長崎を楽しんでい

ただくためにも、国際交流協会が担う役割は、

さらに強化していかなければならないと考えて

おりますが、取組状況と今後の方針について、

お尋ねいたします。

〇副議長（山口初實君） 文化観光国際部長。

〇文化観光国際部長（前川謙介君）国際交流協

会におきましては、国際理解講座や国際交流フ

ェスティバルの開催など、県民と外国人の相互

理解促進をはじめ、外国人相談窓口の設置・運

営、災害発生時に外国人を支援するボランティ

アの養成等を行っておりまして、県もその活動

を支援いたしております。

今年度は、新たに多文化共生社会の拠点とな

る「地域日本語教室」の設置を促進するための

事業費を、今議会の補正予算に計上いたしてお

りまして、県、市町、国際交流協会で連携して

取り組むことといたしております。

今後も、国際交流協会の強化をしっかりと図

り、また、市町や国際交流団体等による連絡会
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議を開催いたしまして、事例紹介や情報交換等、

相互連携を促進するなど、国際交流のさらなる

活性化及び多文化共生社会の実現に取り組んで

まいります。

〇副議長（山口初實君） 赤木議員─3番。
〇３番（赤木幸仁君）強化されると明確に述べ

ていただきましたので、それをまた今後とも見

守っていきたいし、後押しをしていきたいと思

っております。

これから、観光客はもちろんのこと、留学生

や技能実習生など、様々な国や地域から様々な

目的を持って長崎を訪れる機会、そして、人も

増えてまいります。国際県長崎として長崎人の

気質を発揮できるよう、世界に開かれた長崎を

体現できるよう、私自身も頑張ってまいります

し、どうぞよろしくお願いいたします。

質問は、以上となります。前半はかなり厳し

いことを申し上げましたが、これは期待のあら

われでもございます。方向性は同じ部分も多々

ございますので、引き続き頑張っていただくよ

うお願い申し上げて、私の質問を終わります。

ありがとうございました。

〇副議長（山口初實君） これより、しばらく休

憩をいたします。

会議は、2時45分から再開いたします。
― 午後 ２時３１分 休憩 ―

― 午後 ２時４５分 再開 ―

〇議長（坂本智徳君） 会議を再開いたします。

引き続き、一般質問を行います。

坂口議員―8番。
〇８番（坂口慎一君）（拍手）〔登壇〕 皆様、

こんにちは。

自由民主党、諫早市選出の坂口慎一でござい

ます。

本定例会一般質問最終日、ありがたくもトリ

を務めさせていただきます。

質問の機会を与えていただきましたことに感

謝を申し上げ、通告に従いまして、一問一答で

質問させていただきます。

1、産業の振興について。
（1）企業誘致について。
①県下の企業誘致の状況はどのようになって

いるか。

企業誘致は、雇用創出や若者の県内定着に即

効性があり、地域経済への波及効果も大きく、

県民の皆様の所得向上にも寄与する施策として、

本県において積極的に推進されてまいりました。

企業ニーズを的確にとらえた環境づくりや助

成制度、貸付制度を充実させることで本県への

立地促進が図られてきたほか、県内各地に工業

団地、産業団地が整備されており、自動車関連

産業、電気・電子機器、半導体、航空機、産業

用機械、食品関連、オフィス系企業など、実に

様々な業種の企業が立地しております。

中でも製造業における近年の動きは目覚まし

いものがあり、航空機産業においては、三菱重

工航空エンジン株式会社が長崎市内に、また、

半導体関連についてはソニーグループによって、

昨年、今年と続いて工場増設の発表がなされて

おります。

本県としては、こうした規模拡大の動きを半

導体関連産業の集積に結びつけるため、引き続

き、人材確保や立地環境の整備にかかる支援等

に努めるほか、サービス産業も含めたさらなる

企業誘致についても市町と一体となって注力す

るとあります。

私としましても、これまでの取組を高く評価

すると同時に、今後の動向に大きな期待を寄せ

ております。
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近年の製造業における県内企業の規模拡大と

県外からの誘致実績について伺います。

なお、この後の質問は、対面演壇席より行い

ます。

〇議長（坂本智徳君） 産業労働部長。

〇産業労働部長（松尾誠司君）デジタル社会の

進展に伴い、本県においても、半導体関連企業

を中心に規模拡大が続いております。

昨年度、製造業におけるソニーなどの県内企

業の規模拡大と県外からの企業誘致を合わせた

件数は14件、雇用計画は1,168人となっており
ます。

〇議長（坂本智徳君） 坂口議員―8番。
〇８番（坂口慎一君）②製造品出荷額等の推移

について伺う。

ただいまご答弁いただいた実績、過去からの

製造業における企業誘致の実績をはかる指標と

して、工業統計調査における製造品出荷額など

があります。

これまでの実績が、この数値に反映されてい

るのではないかと思いますが、航空機産業、造

船業を抱える長崎市、半導体関連産業の誘致が

好調な諫早市の製造品出荷額等の推移について

伺います。

〇議長（坂本智徳君） 産業労働部長。

〇産業労働部長（松尾誠司君）本県の令和元年

の製造品出荷額等は、約20年前の平成14年と比
較すると約2,257億円、15％増加しております。
また、造船プラントを中心とする長崎市と、

半導体を中心とする諫早市について比較すると、

平成14年では長崎市が諫早市の2倍程度でした
が、令和元年では長崎市が4,457億円、諫早市が
4,179億円と同じ規模となっております。
これは、諫早市において、半導体関連の製造

品出荷額等が約900億円増加したことなどによ

るものであります。

〇議長（坂本智徳君） 坂口議員―8番。
〇８番（坂口慎一君）③今後の企業誘致の方針

はどのようなものか。

答弁にありましたように、本県全体の製造品

出荷額が増加をしており、平成14年と令和元年
を比較すると15％増加しているということで
ありました。

また、諫早市の製造品出荷額が長崎市と肩を

並べるほどまで増加しており、本県全体の製造

品出荷額を底上げしているという結果であろう

と思います。私としては、この傾向は今後も続

くのではないかと大いに期待をすると同時に、

そのように推測をしている次第でございます。

このような傾向を踏まえまして、本県におけ

る今後の企業誘致の方向性はどのようなものか、

伺います。

〇議長（坂本智徳君） 産業労働部長。

〇産業労働部長（松尾誠司君）半導体について

は、デジタル化の進展などにより世界的な需要

が拡大しており、県内においてもソニーグルー

プなど半導体関連企業の規模拡大が続いており

ます。

このため、県外からの企業誘致においても、

半導体をはじめ、今後成長が見込まれる航空機

や医療などの分野を主なターゲットとしており

ます。

〇議長（坂本智徳君） 坂口議員―8番。
〇８番（坂口慎一君）本県の製造品出荷額を大

きく押し上げてきた諫早市の今後の動向は、本

県の産業施策に大きな影響を及ぼすものと考え

ております。

諫早市の企業誘致は、製造過程で多くの工業

用水を必要とする半導体関連などの企業が多く

を占めているという特徴があり、今後も必要な
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水源の確保が課題となっております。

そのような中、今回補正予算におきまして、

半導体や医療関連分野等の企業誘致に向けた、

市町が実施する水源確保のための調査を支援す

ることを目的とした半導体医療関連企業誘致可

能性調査事業費が計上されております。

今後、諫早市内における水源調査も必要と考

えておりますが、県の見解を伺います。

〇議長（坂本智徳君） 産業労働部長。

〇産業労働部長（松尾誠司君） 半導体、医療関

連企業誘致可能性調査事業においては、まず、

各市町から公募を実施したうえで、十分な水量

や水質、交通アクセス等の観点から、産業振興

財団など関係機関と審査し、調査候補地を選定

してまいりたいと考えております。

諫早市からご提案があった場合も、このよう

な手続のうえで、調査の必要性を判断させてい

ただくことになるものと考えております。

〇議長（坂本智徳君） 坂口議員―8番。
〇８番（坂口慎一君） 諫早市から、そういった

要望があった場合はよろしくお願いをいたしま

す。

④地場の中小企業へ波及効果はあるか。

企業誘致は、本県経済の活性化に大きな役割

を果たしてまいりました。しかしながら、県民

の所得向上など県民の生活における確実な効果

としてあらわれているかどうかについては、地

場の中小企業へどのような波及効果があったの

かということの検証がなされなければなりませ

ん。

地場中小企業への波及効果ということにつき

ましては、製造業のみならず、本県の企業誘致

がどのような波及効果をもたらしているのかに

ついて伺いたいと思います。

〇議長（坂本智徳君） 産業労働部長。

〇産業労働部長（松尾誠司君） 県では、企業誘

致の成果を県内企業へ波及させるため、県内企

業の技術力向上を支援するとともに、誘致企業

からの受注機会の拡大に努めております。

これまで、医療関連分野の誘致企業から指導

を受け、県内企業が技術力の向上を図った結果、

新たな取引につながった事例や、情報系誘致企

業からセキュリティ診断業務を受注した事例な

どがあります。

今後とも、県内経済の活性化を図るため、誘

致企業と県内企業との連携を促進してまいりま

す。

〇議長（坂本智徳君） 坂口議員―8番。
〇８番（坂口慎一君） 県民所得向上など、県民

生活における確実な効果としてあらわれますよ

うに、引き続き尽力いただきますようお願いを

いたします。

（2）農林業の振興について。
①県下の農地基盤整備事業の現状について。

国の農業農村整備事業の予算については、平

成21年に5,820億円であったものが、平成24年
には2,187億円、対21年度比で38％にまで減少
をしましたが、近年は回復傾向にあり、令和2
年度は、当初・補正を合わせて6,515億円、対
21年度比で112％、令和3年度におきましては同
じく6,285億円で108％となっております。
また、本県の農業農村整備事業予算につきま

しても、平成21年度で62億円であったものが、
令和2年度は当初・補正合わせて106億円、21
年度比171％、令和3年度で102億円の165％と
大幅に増加する傾向にあります。

このように予算ベースでは回復、もしくは増

加傾向にありますけれども、本県の農地の整備

率につきましては、「第3期長崎農林業農山村
活性化計画」によれば、令和元年度までの10年
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間で水田は6％増の58％、畑地は4％増の27％、
畑地灌漑施設も4％増の37％となっているとい
うことでありますが、しかしながら、中山間地

域や離島を多く含む本県では、依然として農地

の整備率は低い状況であり、今後も農地の基盤

整備を計画的に進めていく必要があるとされて

おります。

また、中山間農業地域における高齢化率は平

地農業地域よりも高く、高齢化は特に中山間地

域で加速している状況にあります。

以上を踏まえまして、県下の農地基盤整備事

業の現状と、本県の整備率が低い水準にとどま

っている理由について伺います。

〇議長（坂本智徳君） 農林部長。

〇農林部長（綾香直芳君） 本県では現在、水田

と比べて整備率が低い畑地を中心に、県内で32
地区、約1,200ヘクタールの農地の基盤整備を実
施しているところです。

整備率が低い要因といたしましては、本県は

中山間地域の占める割合が高く、平坦地と比較

して事業費が高額となることや、事業要件を満

たす1団地でまとまりのある面積の確保が難し
かったことなどが挙げられます。

〇議長（坂本智徳君） 坂口議員―8番。
〇８番（坂口慎一君）②中山間地域における農

地基盤整備の促進について。

先ほど、低い水準にとどまっている理由をお

答えいただきましたが、では、中山間地域にお

ける農地基盤整備はどのように促していくのか、

見解を伺います。

〇議長（坂本智徳君） 農林部長。

〇農林部長（綾香直芳君）農地の基盤整備事業

の実施に当たっては、これまで1団地10ヘクタ
ール以上の面積要件がありましたが、平成30年
度から、複数団地を合わせて5ヘクタール以上

の規模で整備ができるよう、国において要件が

緩和されたところです。

このため、これまで農地整備に取り組めなか

った中山間地域等の条件が厳しい地域において

も事業に取り組みやすくなったことから、県と

しましては、県や市町の広報等を活用して事業

制度を周知し、制度に関する勉強会の開催など

を通じて、事業の実施に向けた地元農家の機運

を醸成するとともに、推進組織の設立や担い手

の選定、営農計画の検討等を支援することで地

域の合意形成を図り、中山間地域等での事業化

に向けて取り組んでまいります。

〇議長（坂本智徳君） 坂口議員―8番。
〇８番（坂口慎一君） ありがとうございます。

地域の需要に迅速かつ的確に対応できるよう、

引き続きご尽力いただきたいと思います。

③里山の管理はどのようになっているか。

本県の森林面積は24万2,000ヘクタールで、
そのうち民有林が21万8,000ヘクタールと森林
面積の90％を占めております。
特に、人里と山の境界である里山については、

小規模の個人所有林が多く、近年では、所有者

の高齢化や不在地主などにより適切な管理が困

難な状況にあるものと考えられます。

里山の管理ということにつきまして、現状は

どのようになっているか伺います。

〇議長（坂本智徳君） 農林部長。

〇農林部長（綾香直芳君）かつて多くの里山は、

生活に必要なまきや炭などを採集するために、

森林所有者や集落住民が日常的に利用すること

で維持管理されていましたが、生活の変化とと

もに利用されることが少なくなり、所有者だけ

では管理が難しく荒廃が進んでいる状況です。

このため、県では、森林の公益的機能及び地

域の景観や生活環境の向上を図るため、平成29
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年度から、「ながさき森林環境税」を財源に里

山林の整備に取り組んでおり、これまでの5年
間で49か所、186ヘクタールの整備を行ってき
たところです。

〇議長（坂本智徳君） 坂口議員―8番。
〇８番（坂口慎一君）④有害鳥獣対策における

環境対策として里山の環境整備ができないか。

有害鳥獣対策という側面から見た場合、里山

の整備は非常に重要な意味を持っております。

有害鳥獣対策は、「捕獲対策」、「防護対策」、

「すみ分け対策」といわれる環境対策の3本柱
で進められてきました。

すみ分け対策は、里山の間伐などを行って緩

衝地帯をつくることで、人と野生動物とのすみ

分けを図るというもので、「山の10頭より里山
の1頭」という言葉もありますように、有害鳥
獣対策におきましては、里山の適切な管理が非

常に効果的であると言われております。

これまで、3対策のうち主に捕獲対策と防護
対策につきましては、農山村振興の所管事項と

して進められ、すみ分け対策は、森林整備の所

管事項として進めてこられました。

有害鳥獣対策につきましては、農山村振興の

所管である捕獲対策と防護対策の2対策が前面
に押し出される形で進められてきた一方で、森

林整備が所管するすみ分け対策は、「ながさき

森林環境税」による事業や、森林山村多面的機

能発揮対策交付金による活動などの副次的な効

果として言及されることが多かったように思わ

れます。

今後、里山の環境整備を有害鳥獣対策におけ

るすみ分け対策としてしっかりと位置づけてい

ただいて、捕獲・防護対策と併せて強力に推し

進めるべきだと考えておりますが、見解を伺い

ます。

〇議長（坂本智徳君） 農林部長。

〇農林部長（綾香直芳君） これまで、県では、

有害鳥獣対策として「防護」、「捕獲」、「す

み分け」の3対策を総合的に推進してまいりま
したが、このうち「すみ分け対策」については、

農作物被害防止のために、農地周辺の草刈り等

を中心に取り組んできたところです。

一方で、これまで「ながさき森林環境税」を

財源として49か所の里山林整備に取り組んで
きたところですが、「すみ分け対策」につなが

る取組は28か所にとどまっているため、令和4
年度からは、里山林の整備を強化することとし

ております。

里山林の整備のためには、何より集落住民の

理解が必要なことから、その整備が公益的機能

の向上だけでなく、有害鳥獣とのすみ分け対策

の面からも有効であることを改めて周知するた

め、市町と連携して、自治会長など地域リーダ

ーの集まる機会等を通じ、整備に向けて幅広く

働きかけることで、「すみ分け対策」を推進し、

「防護」、「捕獲」と併せた3対策にしっかり
と取り組んでまいります。

〇議長（坂本智徳君） 坂口議員―8番。
〇８番（坂口慎一君） すみ分け対策は、人里に

有害鳥獣を近づけないようにする予防・保全対

策で、3対策の中で最も効果的であると言われ
ておりますので、しっかりとした位置づけをし

て進めていただければと思います。よろしくお

願いいたします。

（3）建設業の振興について。
①建設業の人材不足の現状について伺う。

建設業関係者とお話をしますと、「仕事はあ

るけれど、人がいない」というお声をよく伺い

ます。

一般財団法人建設業情報管理センターによっ
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て、令和2年3月に取りまとめられた地域建設産
業のあり方に関する調査研究タスクフォース報

告書の長崎県版には、本県の建設産業の特徴を

以下のようにまとめてあります。

建設業の就業者は、他産業に比べて近年大き

く減少をしている。建設の職業の有効求人倍率

は、全国よりも低く、ここ数年は横ばいである。

2025年時点の建設技能労働者数は、2015年実績
に比べて約5,000人から1万5,000人減少すると
見込まれる。2025年時点の建設技術者数は、
2015年実績に比べて1,000人から1万6,000人減
少すると見込まれる。

以上が人材不足に関するものを抜粋したとこ

ろですが、以上のような状況を踏まえまして、

本県においては、業界団体と一体となり、新規

高卒者を対象とした取組もなされていると伺っ

ておりますが、新規高卒者の就職状況など、本

県における建設業の人材不足の現状について伺

います。

〇議長（坂本智徳君） 土木部長。

〇土木部長（奥田秀樹君）学校基本調査による

と、建設業における新規高校卒業者の県内就職

率は、令和3年3月卒で62％となっており、5年
前の平成28年3月卒と比べ13ポイント上昇して
おりますが、長崎労働局によれば、令和3年3月
卒の求人数に対する充足率は約22％と、全産業
よりも17ポイント低い値となっています。
また、令和2年度の国勢調査によれば、本県

の建設業就業者の年齢構成は、50歳以上が5割
を超えており、今後、大量退職が見込まれてい

ます。

さらには、令和6年度から時間外労働の上限
規制が適用されるため、年間の総労働時間が全

産業に比べて長い建設業においては、深刻な人

材不足が想定されています。

このため、働き方改革や生産性の向上などに

取り組むことによって、将来の建設業を支える

担い手を確保することが重要であると認識して

います。

〇議長（坂本智徳君） 坂口議員―8番。
〇８番（坂口慎一君）②人材確保に向けた取組

の現状と課題について伺う。

そのような状況を踏まえまして、本県におけ

る人材確保に向けた取組はどのようなものか、

また、課題にはどのようなものがあるのか、人

材確保の取組の現状と課題について伺います。

〇議長（坂本智徳君） 土木部長。

〇土木部長（奥田秀樹君） 県では、工業高校の

生徒を対象に、地元企業に就職した卒業生によ

る講話や、工業高校の就職担当教諭と企業経営

者による担い手確保のための意見交換を実施す

るなど、地元企業への就職につながる取組を行

ってまいりました。

一方、普通高校の生徒に対しては、県内の建

設業での働き方を伝えるパンフレットを配布す

る取組などにとどまっており、離島地域などの

工業高校がない地域では、担い手確保の充実、

強化が今後の課題だと認識しています。

例えば、普通高校の生徒に対して、身近な卒

業生が活躍している事例を通じ建設業のやりが

いや魅力を伝えるとともに、就職時に専門知識

がなくても建設業で活躍できる研修があるなど

安心感を与えることも重要だと考えています。

今後は、これらのことについて、直接学校訪

問をする講話や職場体験、また、ＳＮＳ等を活

用した情報発信を通じて積極的にアピールし、

地域の守り手である建設業の担い手が確保でき

る取組を業界と連携しながら推進してまいりま

す。

〇議長（坂本智徳君） 坂口議員―8番。
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〇８番（坂口慎一君）工業系であったり土木系

の高校は、とかく公務員になってしまいがちだ

というお話もよくありますので、今後は普通高

校へのアプローチを強化していただけるという

ことで、大いに期待しておりますし、また、Ｕ

ターン、Ｉターン者に対するアプローチなども

ご検討いただければと思いますので、よろしく

お願いいたします。

2、県央地域（諫早市）の諸課題について。
（1）国道207号の拡幅について。
①国道207号長田拡幅の進捗はどのようにな

っているか。

国道207号の東長田拡幅につきましては、長
田町正久寺から猿崎までの区間が、現在、事業

中であります。

昨年6月定例会の議会答弁では、令和3年度は
令和2年度補正予算と合わせて3.2億円を確保し
て、用地取得を引き続き進めるとともに、長田

バイパスに続く正久寺側から工事に着手すると

いうことでありました。

このことを踏まえまして、令和3年度の事業
実績及び令和4年度以降の事業計画について伺
います。

〇議長（坂本智徳君） 土木部長。

〇土木部長（奥田秀樹君） 国道207号の東長田
拡幅については、朝夕の通勤時間帯を中心とし

た混雑解消を目的として事業を進めており、今

年度は、令和3年度補正予算と合わせて約6億円
を確保したところです。

用地取得については、今年度から全区間にわ

たって協議を進め、進捗を図ることとしていま

す。

また、工事については、今月下旬から正久寺

町側の地盤改良工事に本格的に着手いたします。

引き続き、地域の協力を得ながら事業の推進に

努めてまいります。

〇議長（坂本智徳君） 坂口議員―8番。
〇８番（坂口慎一君）答弁にありましたように、

正久寺側から地盤改良工事が始まったというこ

とで、ようやく目に見える形になってきたとい

うのが地元の実感でございます。早期整備に向

けた期待は非常に大きいものがありますので、

引き続きよろしくお願いいたします。

また、前回の質問では、現在事業中の終点で

ある猿崎から高来町金崎の堤防道路までの区間

の早期事業計画化の要望を併せて行っておりま

す。

昨年の時点では高来町金崎の堤防道路までと

要望しておりましたが、広域的な接続を考えま

すと、農道と接続しやすい高来町水ノ浦、もし

くは小長井町遠竹までの延伸を視野に入れてお

くべきであると考えております。

特に、昨年、過疎地域に指定された小長井地

域の振興を考慮すれば、小長井町までの延伸は

必要と考えますが、県の見解を伺います。

〇議長（坂本智徳君） 土木部長。

〇土木部長（奥田秀樹君） 県としては、まずは

事業中区間の国道207号東長田拡幅の早期完成
に取り組むこととしています。

猿崎町から高来町水ノ浦、もしくは小長井町

遠竹までの延伸については、本県の新広域道路

交通計画の構想路線に位置づけた有明海沿岸道

路の鹿島諫早間と重複することになります。こ

のため、今後、当該区間の道路整備のあり方に

ついて整理が必要であると考えています。

〇議長（坂本智徳君） 坂口議員―8番。
〇８番（坂口慎一君）お話に出ました有明海沿

岸道路構想が早く実現すればいいんですが、そ

れまでには多少時間がかかるでしょうから、ひ

とまずの代替措置として小長井地域までという
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ことで要望をいたしました。今後、検討をいた

だければと思いますので、よろしくお願いいた

します。

また、併せて佐瀬工区の方も進捗中でござい

ますので、そちらの方もよろしくお願いをいた

します。

（2）有明海沿岸道路構想の進捗について。
①有明海沿岸道路構想の実現に向けて、今後

どのような取組がなされるか。

有明海沿岸道路は、九州の広域ネットワーク

の一翼を担う地域高規格道路としての役割が期

待されており、併せて、福岡、佐賀、長崎とい

った沿岸都市の交流促進や混雑緩和、安全性の

向上などが期待されております。

有明海沿岸道路としての諫早から鹿島市の区

間は、現在、幹線道路が一般国道207号のみで
あるため、近年では災害、事故に備えた避難路、

代替道路として、また広域的な物流交流道路と

しての整備が求められていたところ、先ほどご

答弁にもありましたように、昨年6月に、「長
崎県新広域道路交通計画」の中で構想路線に認

定していただきました。

前回の質問では、中村法道前知事から、今後

も地元期成会とともに、整備の必要性や効果な

どの検討を進めてまいりたいという大変力強く

前向きな答弁をいただいていたところでござい

ます。

今回、知事選を経まして大石知事が就任なさ

れました。今後、有明海沿岸道路の早期実現に

向けた大石知事の見解を伺います。

〇議長（坂本智徳君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）有明海沿岸道路の鹿島諫

早間につきましては、県境をまたぐ地域間の交

流や物流の効率化などにおいて重要な区間であ

ると認識をしております。

このため、昨年6月に当該区間を佐賀県と連
携して構想路線に位置づけており、国の九州地

方計画においても同様に位置づけられたところ

でございます。

構想路線においては、沿線地域の現状や課題

について調査をし、まずは道路整備の必要性を

整理することが必要であります。

これまでも佐賀、長崎の沿線自治体で構成さ

れる地元期成会と両県の担当部局において議論

を行ってきております。引き続き、整備の必要

性や効果などについて、地元期成会とともに検

討を進めていきたいと考えております。

〇議長（坂本智徳君） 坂口議員―8番。
〇８番（坂口慎一君） 前回、中村前知事からい

ただいた答弁と、内容はほとんど同じ答弁をい

ただきました。知事は代わりましても、ここの

方針には変わりがないということで安心した次

第でございますので、どうぞよろしくお願いい

たします。

（3）県道田結久山線の改良について。
①県道田結久山線改良の進捗と今後の取組方

について。

一般県道田結久山線改良については、令和2
年度から飯盛里工区、全体延長2キロメートル
の事業が進められております。

こちらの改良について、事業の進捗と今後の

取組方について伺います。

〇議長（坂本智徳君） 土木部長。

〇土木部長（奥田秀樹君）県道田結久山線の飯

盛里工区は、令和2年度に事業化し、現在、測
量や調査、設計を進めています。

事業着手前の地元説明については、新型コロ

ナウイルスによる感染防止の観点から、書面の

配布により地域の方々に周知を図らせていただ

きました。
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来年度には、道路の設計が完了することから、

対面による説明会を実施したいと考えておりま

す。

事業を円滑に進めていくためには、地元の

方々のご理解が重要であることから、丁寧な説

明に努めてまいります。

〇議長（坂本智徳君） 坂口議員―8番。
〇８番（坂口慎一君）前年度は地元説明会がコ

ロナ対策のために中止されたということであり

ますので、今後は地元とよく協議していただい

て、合意形成を図りながら進めていただければ

と思いますので、よろしくお願いいたします。

（4）新バスターミナル及び東口交流広場の
利便性について。

①諫早駅新バスターミナル及び東口交流広場

の利便性向上について。

西九州新幹線開業を本年9月23日に控えまし
て、4月29日には新諫早駅及び東口交流広場が
オープンを迎えました。

また、5月16日にはバスターミナルが諫早駅
再開発ビル内に移転し、新バスターミナルでの

営業が開始をされております。

新バスターミナルへの移転については、駅直

結となることで、バス・鉄道相互の乗継ぎが快

適になるなどの効果がある一方で、高齢者や身

体や精神に障害をお持ちの方などからは、利便

性に欠けるという厳しいご意見もいただいてお

ります。

具体的には、東口交流広場におけるバス乗り

場の利便性についてでありますが、高来・小長

井方面、有喜・小栗方面、森山方面へと向かう

5番、6番、7番の乗り場は、バス、タクシーの
乗入れ場所、待機場所や眼鏡橋のモニュメント

を大きく迂回して、連絡通路を通って向かわな

ければならず、高齢者や障害をお持ちの方には

厳しい構造となっております。

また、連絡通路や乗り場の屋根の幅が狭く、

移動中や待機時間は雨風や日差しにさらされる

状況となっております。

また、高齢者や障害をお持ちの方は移動に時

間がかかるため、乗車時間よりもかなり早目に

移動されることが多く、そのため、乗車口にお

ける待合時間が長くなるが、待合のためのベン

チも少なく、地べたにしゃがみ込んだり、立っ

たまま乗車時間を待つことを余儀なくされてい

るという現状がございます。

このような状況を早期に改善をしていただき

たいと考えておりますが、見解を伺います。

〇議長（坂本智徳君） 交通局長。

〇交通局長（太田彰幸君）諫早バスターミナル

につきましては、去る5月16日に諫早駅再開発
ビルに移転をいたしましたが、ご指摘のとおり、

鉄道との乗り継ぎやバリアフリーの面で利便性

が向上した一方で、一部のバス乗り場が待合所

から遠くなっております。

そのため、駅東口交通広場の施設整備に当た

りましては、交通広場の設置者であります諫早

市と交通事業者が協議を重ね、市において、乗

り場までの通路全体を覆う大規模な上屋やベン

チを設置するなど、バスやタクシーを利用しや

すい環境の整備に努めているところでございま

す。

交通局といたしましても、利用しやすい交通

広場とするため、施設の改善等について市と協

議の機会を設けるとともに、乗り場での待ち時

間ができるだけ短くなるよう、バスの位置や到

着予定時刻をお知らせするバスロケーションシ

ステムの導入などについて検討してまいりたい

と考えております。

〇議長（坂本智徳君） 坂口議員―8番。
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〇８番（坂口慎一君） 利便性を考えて、そうい

った設計になっているということだったと思い

ますけれども、私どもからすれば、そうであっ

ても、高齢者であったり障害をお持ちの方から

見れば、そうじゃない部分があると、そういっ

たご指摘が現在なされているわけですけれども、

構造物の改善については、ただいま触れられて

おりませんが、その点について見解を伺ってよ

ろしいでしょうか。

〇議長（坂本智徳君） 交通局長。

〇交通局長（太田彰幸君）交通広場の整備につ

きましては、利用が始まったばかりでございま

すので、利用の状況を見ながら、設置者であり

ます市と協議をしていきたいと思っております。

〇議長（坂本智徳君） 坂口議員―8番。
〇８番（坂口慎一君） 始まったばかりで、これ

だけ、そういったお声が寄せられているという

現状をしっかりと認識をしていただいて、今後、

検討を重ねていただければと、もちろん諫早市

とも協議を重ねていただければと思いますので、

どうぞよろしくお願いいたします。

（5）西九州新幹線開業後におけるＪＲ長崎
本線（肥前山口～諫早間）について。

①ダイヤ編成の概要とサービス水準の維持に

ついて。

西九州新幹線開業に伴うＪＲ長崎本線の在来

線の取扱いについては、平成28年3月に、本県
やＪＲ九州を含む関連6者の合意によって、
ＪＲ九州は、当該開業時点から3年間は一定水
準の列車を運行、サービスレベルを維持すると

ともに、開業後23年間は運行を維持することと
されております。

先般、新幹線開業の9月23日以降の普通列車
の運行ダイヤのイメージが示され、5月30日に
は、本県新幹線対策課により、地元沿線の自治

会長に対して、長崎本線上下分離以降にかかる

地元説明会というものを実施していただいてお

ります。

その際、運行本数はほぼ変わらないものの、

通勤・通学時間帯における長崎や肥前山口まで

の直通列車が諫早駅や肥前浜駅までとなること

から、「諫早駅や肥前浜駅での乗り換えが発生

することに不便を感じる」などのご意見が出さ

れたところであります。

このような利便性の低下を懸念するご意見が

あるということはご理解いただいていると考え

ておりますが、今回発表された運行ダイヤのイ

メージを見直すように、ＪＲ九州へ積極的な働

きかけを行っていただきたいと思っております。

また、見直しが困難な場合であっても、対面

での乗り換えなど対策を講じていただくよう働

きかけていただきたいと思っておりますが、県

としての意気込みをお聞かせいただければと思

います。

〇議長（坂本智徳君） 地域振興部長。

〇地域振興部長（早稲田智仁君）ＪＲ長崎本線

（肥前山口～諫早間）については、本年9月の
西九州新幹線開業に伴いまして、上下分離方式

へ移行することとなっており、先般、ＪＲ九州

から、上下分離後の運行ダイヤ計画を沿線住民

の方々などに示されたところであります。

上下分離区間では、本県や佐賀県、ＪＲ九州

等の関係者による、これまでの合意に基づき、

ＪＲ九州において、開業後、現行程度の本数を

確保しながら、23年間運行を維持することとさ
れております。

こうしたことから今回の運行ダイヤ計画では、

普通列車について、現行本数程度が確保される

とともに、大幅な時刻変更は行われていないと

ころであります。
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しかしながら、昼間の時間帯等においては、

肥前浜駅と諫早駅において、これまでの直通運

行ではなく、乗り換えが生じることとなってお

ります。

そのため県としましては、ＪＲ九州に対し、

可能な限り乗り換えが生じないよう行き先を延

ばすことや、乗り換えが生じる場合、同一ホー

ムで対面乗り換えができるよう働きかけるなど、

引き続き、上下分離区間の利便性の確保に努め

てまいりたいと考えております。

〇議長（坂本智徳君） 坂口議員―8番。
〇８番（坂口慎一君）ＪＲ九州への働きかけを

よろしくお願いいたします。

②上下分離に伴う市道等の拡幅について。

沿線地域においては、国道が鉄道路線を挟ん

で居住地域の反対側を通っているため、これま

で主要な市道等についてはアンダー化されるな

どの対策がとられてきました。多くは、交通量

と比較しても、線路付近の幅員と比較しても狭

隘なままとなっております。これまでも地元か

らは、再三にわたりＪＲへ拡幅等の要望がなさ

れてきたが、なかなか進展してこなかった経緯

があります。

今回の開業に伴い上下分離され、鉄道用地は

長崎・佐賀両県へ、鉄道施設については両県の

出資により設立された鉄道管理センターに移管

されるに当たり、沿線市における市道等の拡幅

は行いやすくなるのかどうか、県の見解を伺い

ます。

〇議長（坂本智徳君） 地域振興部長。

〇地域振興部長（早稲田智仁君）これまで市道

拡幅等の協議については、関係者としまして、

市道を管理する諫早市とＪＲ九州で行われてお

りました。

上下分離後は、これまでの関係者に鉄道施設

を所有する一般社団法人佐賀・長崎鉄道管理セ

ンター等が加わることとなりますが、市道拡幅

等については、従前のとおりＪＲ九州において

列車の安全運行などの確認を行う必要があるこ

とから、上下分離前と同様の取扱いを要するも

のであります。

したがいまして、県としましては、上下分離

移行後も引き続き諫早市と連携を取りながら、

地域にとって重要な公共交通機関として維持さ

れるよう、輸送の安全確保や利便性の確保に努

めてまいりたいと考えております。

〇議長（坂本智徳君） 坂口議員―8番。
〇８番（坂口慎一君） これからは3者での協議
事項となりますので、両者の間に立って調整し

ていただく役割などを期待しておりますので、

よろしくお願いいたします。

（6）諫早湾干陸地・本明川の利活用につい
て。

①ボート競技の大会誘致に伴う施設整備等に

ついて、どのように考えているのか。

諫早湾干拓事業により創出された干陸地は、

貴重な地域資源として様々活用がなされており

ます。

特に、近年、本明川下流域においては、ボー

ト競技の練習場として、国内でも屈指のものと

される穏やかで長大な直線水域は、競技関係者

を中心に活用が図られており、実業団や学生な

どによる練習場や合宿での活用がなされており

ます。

令和元年4月には、地元諫早市から長崎県に
対して、公認コースの整備に向けた特別要望が

出されており、令和3年3月には、長崎県により
5,000メートルに及ぶセンターブイの設置を行
っていただきました。

今後、干陸地の賑わい創出の課題となってい



令和４年長崎県議会・６月定例会（６月１５日）

- 270 -

る通年での利活用という観点から、ボート競技

による賑わいの創出には大きな期待が寄せられ

ております。

また、大会や合宿などの誘致は、干陸地の賑

わい創出のみならず、地域の交流人口の拡大、

地域経済への波及効果など、その影響は大きい

ものと考えております。

今後、長崎県として、どのような規模の大会

誘致を目指しているのか、また、桟橋や駐車場、

艇庫などの施設整備について、どのように考え

ているのか伺います。

〇議長（坂本智徳君） 文化観光国際部長。

〇文化観光国際部長（前川謙介君）本明川下流

域につきましては、現在、県内競技者の競技力

向上に加えまして、交流人口の拡大を見据え、

日本代表候補チームや実業団、大学等の合宿誘

致に取り組み、合宿の拠点づくりを進めている

ところでございます。

競技団体に対して行ったアンケート結果によ

りますと、大会開催よりも合宿実施場所として

のニーズが高かったことから、まずは合宿誘致

の実績を積み上げ、ボート競技場としての知名

度を向上させながら、競技団体等との意見交換

や、あるいは大会開催に関する意向調査を行い、

大会誘致に向けた機運醸成を図ってまいりたい

と考えております。

施設整備につきましては、実際に本明川ボー

ト練習場を利用した競技者の意見を参考にしな

がら、地元諫早市を中心に県やボート協会など

官民一体となりまして、引き続き、調査、検討

を進めてまいりたいと考えております。

〇議長（坂本智徳君） 坂口議員―8番。
〇８番（坂口慎一君）機運醸成が先ということ

で、なかなか、いつ大会がくるのだろうかと、

大会誘致が先なのか、施設整備が先なのか、機

運醸成が先なのか、現状あまりよくわからない

状況になっておりまして、ただ、地元からの期

待は大きいということでございますので、今後

は一旦整理をして、方向性を示していただきな

がら進めていただければと思いますので、よろ

しくお願いをいたします。

3、地域包括ケアシステムの構築について。
（1）地域包括ケアシステム構築の進捗につ

いて。

①県下市町の地域包括ケアシステムの構築状

況はどのようになっているか。

地域包括ケアシステムの構築は、我が国の国

家予算に占める社会保障費の増大、2025年問題、
2040年問題といった超高齢社会の到来などを
踏まえ、持続可能な社会保障制度を維持してい

くため、国が進める政策であります。

本県では、構築を図るため、全市町を訪問し

てヒアリング調査を実施したり、専門家の派遣

を行うなどの支援や、県独自の評価基準を用い

た進捗管理などがなされております。

令和元年度の進捗としましては、県内124圏
域の85％に当たる105圏域で地域包括ケアシス
テムをおおむね構築できたということでありま

した。

今現在、県下市町における最新の構築状況に

ついて伺います。

〇議長（坂本智徳君） 福祉保健部長。

〇福祉保健部長（寺原朋裕君） 本県では、全国

に先駆けて、平成29年度に県独自の「地域包括
ケアシステム構築評価基準」を策定しており、

令和5年度までに県内全圏域でのシステム構築
を目指しているところです。

令和2年度は、システムがおおむね構築でき
た圏域が、県内124圏域の約90％に当たる111
圏域となり、前年度の105圏域から6圏域増加し
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ております。

〇議長（坂本智徳君） 坂口議員―8番。
〇８番（坂口慎一君）ありがとうございました。

令和2年度における構築状況は、124圏域の約
90％に当たる111圏域ということで、おおむね
達成できたと、構築できたというご答弁だった

と思います。

②広域行政としての役割をどのように考える

か。

ここで、構築という言葉の捉え方について伺

いたいんですが、地域包括ケアシステムという

概念は、何々をすれば構築できたというような

ものではないのではないかというふうに考えて

おります。私は、地域包括ケアシステムの構築

は、地域ごとに山積する地域課題を解決し続け

るものであると、そういうふうに考えておりま

すし、各地域でまだまだこれから対処していか

なければならない、そのような状況ではないか

と考えております。

答弁にありました「構築できた」という県の

評価基準は、推進していくための体制が整った

という認識の方が正しいのではないかと思いま

すけれども、県民の皆様に対し誤解を与えない

ような言葉の選択が必要であるように思われま

す。

以上を踏まえまして、地域包括ケアシステム

における広域行政の役割をどのように考えてい

るのか、見解を伺います。

併せて、前回質問の際、諫早市が運用してい

る高齢者支え合いネットを引き合いに、広域行

政の役割の一つとして、県下の市町及び直接県

民の皆様に向け、先進事例や地域社会資源を周

知できるような取組を検討できないかという提

案を行いました。当時の部長答弁では、今後、

県としても取り組んでいく方向につきまして、

よく検討して対応したいと答弁をいただいたと

ころです。

どのような検討がなされたのか、伺います。

〇議長（坂本智徳君） 福祉保健部長。

〇福祉保健部長（寺原朋裕君）地域包括ケアシ

ステムは、住民の皆様がいつまでも住み慣れた

地域で自分らしく暮らし続けることができるよ

う、地域の自主性や主体性に基づき、地域の特

性に応じて構築していくことが必要であり、ま

ずは県内全域で、システム実現に向けた基盤が

整備された状態となることを目指しております。

県としましては、地域包括ケアシステムの担

い手である市町の取組が進むよう、専門家を派

遣しての現地支援や人材育成を行っているとこ

ろです。

さらに、システム構築に関する評価基準に地

域住民の実感などの視点を新たに取り入れるこ

とで、住民参画にかかる市町の取組の改善を促

し、システムの深化、充実を図ってまいります。

住民に向けた情報提供については、より住民

に近い市町からの直接的な発信が住民参画を効

果的に促すものと考えており、県としましては、

わかりやすい周知の方法を紹介するなど、引き

続き、市町に対し情報提供にかかる取組を働き

かけてまいりたいと考えております。

引き続き、他県等の先進事例等を収集しなが

ら、市町と連携した、わかりやすい情報提供に

努めてまいります。

〇議長（坂本智徳君） 坂口議員―8番。
〇８番（坂口慎一君）先ほどの質問の後段の方、

広域行政として直接市町や県民の皆様に周知す

るような取組を検討できないかという昨年の提

案に対して、検討しますということでしたので、

どのように検討されたのかという質問をさせて

いただきました。その点について、お答えいた
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だいてよろしいですか。

〇議長（坂本智徳君） 福祉保健部長。

〇福祉保健部長（寺原朋裕君）失礼いたしまし

た。

県では、地域包括ケアシステムの構築にかか

るヒアリングを実施し、あらゆる会議等を捉え

て市町の方に各市町の先進事例を伝えておりま

すが、県独自といたしましては、県のホームペ

ージにおいても、住民の皆様が、お住いの市町

のシステム構築に向けた取組状況を知っていた

だき、それぞれの立場から地域包括ケアシステ

ムの構築を考えることができるように、各市町

の地域包括ケアシステムに向けたロードマップ

を掲載しております。

加えて、県民向けの周知・啓発の手段として、

広報誌や広報番組など県が持つ媒体を活用した

情報発信についても実施をしてまいります。

〇議長（坂本智徳君） 坂口議員―8番。
〇８番（坂口慎一君）ちょっと今日は時間があ

りませんので、また次に持ち越しということで、

よろしくお願いいたします。

（2）今後の「公助」のあり方について。
①知事が選挙公約として掲げられた「公助の

あり方を変える」とは具体的にどのようなこと

か。

これは、大石知事に伺いたいと思います。

さきの県知事選挙におきまして、大石知事は、

様々な政策、公約を掲げられ、見事当選をなさ

れました。その中に「公助のあり方を変える」

というものがありました。

あり方を変えるということは、現状のままで

はないということとほぼ同義ですが、具体的に

何を、どのように変えようとされているのか、

答弁をお願いいたします。

〇議長（坂本智徳君） 知事。

〇知事（大石賢吾君） 私は、医師として在宅医

療に従事した中で、高齢者の一人暮らしや高齢

者のみの世帯など、その生活環境を目の当たり

にして、医療や介護だけでなく、買い物などの

生活支援など、高齢者の暮らしには切実な課題

があることを実感いたしました。

特に、人口減少、高齢化が全国より進む本県

においては、外出にかかる移動手段の確保など、

地域において様々な課題がございます。

住み慣れた地域で安心して暮らし続けていた

だくためには、多様な支援ニーズに行政として

どのように応えていくかが課題でございまして、

改めて「自助」、「互助」、「共助」、「公助」

について、その役割や枠組みを考えていく必要

があるかというふうに思っております。

行政が事業者や住民団体等の多様な主体とし

っかりと連携をして、住民組織の活動等による

「互助」や介護保険サービスなどの「共助」の

役割を活かすことができるよう、行政による支

援、「公助」のあり方をより効果的なものに変

えていかなければならないというふうに考えて

います。

〇議長（坂本智徳君） 坂口議員―8番。
〇８番（坂口慎一君） つまるところ、公助のあ

り方を、これまでの行政サービスのみにとどま

らず、互助、共助の取組までを促すような、公

助のあり方をそういうふうに変えていくという

ことで理解をいたしました。

②互助、共助の取組を促す「公助」のあり方

について。

公助も、狭くとらえれば公的なサービス、給

付サービスに限定をされ、逆に広くとらえれば

互助、共助を促すような公助のあり方も考えら

れると、先ほどの知事の答弁でございました。

厚生労働省が公表している報告書によれば、
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行政の役割の今後の方向性を地域デザイン機能

への注力であると述べています。

そして、その地域デザイン機能とは、現在の

状況を前提として、その延長線上に2040年の社
会像をイメージするのではなく、2040年の社会
のあるべき姿をビジョンとして固定し、そこか

ら時間をさかのぼりながら指標を設定し、必要

な取組を行っていくことであると、そういうふ

うに考えます。

また、もう一つの役割として、地域の多様な

資源が協力し合う場を設定するプラットフォー

ムビルダーになることが求められております。

このプラットフォームには、地域の医療、保

健、福祉、介護などの各分野の専門職に加え、

住民やボランティア、地域のＮＰＯ、企業など

のビジネス分野も分野を超えて関わっていくこ

とが想定をされているものです。

つまり、今後、地域包括ケアシステムにおけ

る行政の役割とは、地域デザイン機能への注力

とプラットフォームビルダーとなり様々な主体

が連携する場を設定すること、つまり2025年、
2040年の社会像を示しながら、互助、共助の取
組を促していくような取組が必要ではないかと

考えておりますが、見解を伺います。

〇議長（坂本智徳君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）各市町の特性に応じた地

域包括ケアシステムの姿を示していくことは、

将来のあるべき地域像を示すことにつながるも

のと考えております。

県としましては、市町が地域包括ケアシステ

ムの姿を地域住民に示し、その実現に向けたロ

ードマップの作成等を通してシステムを構築し

ていくよう支援をしているところでございます。

さらに、システムを実現していくためには、

住民団体等多様な主体による互助の枠組みを取

り込んだ施策の展開が欠かせないというふうに

考えています。

県では、高齢者の生活支援の仕組みづくりや、

支援の担い手となる有償ボランティア等の設立

を促すために、市町が実施する勉強会等に対し

てアドバイザーを派遣するなど、互助の主体の

立ち上げや運営に対する支援を行っているとこ

ろでございます。

こうした取組を含め、持続可能な社会保障制

度における互助の果たす役割は大きいものであ

ることをしっかりと認識をして、議員もご提案

のとおり、住民団体等による互助の力を最大限

に活かすことができる環境を整備することが、

地域包括ケアシステムの実現に向けた公助とし

ての支援のあり方であるというふうに考えてい

ます。

〇議長（坂本智徳君） 坂口議員―8番。
〇８番（坂口慎一君） ぜひ、公助の枠を広く捉

えていただいて、互助、共助を促していく取組

を進めていただければと思いますけれども、答

弁の中にありました互助の主体の立ち上げとい

うことにつきまして、次の質問で取り上げてお

りますので伺ってまいります。

（3）地域運営組織の活用について。
①地域包括ケアシステムにおける互助、共助

の担い手として地域運営組織を活用できないか。

地域包括ケアシステムの構築は、これまで厚

生労働省を主として施策が進められてきました。

これまで取り組まれてきた施策や議論を鑑みれ

ば、何をなすべきか、何が課題であるかは明確

にされております。

しかしながら、特に、生活支援という分野に

おきましては、どのような主体が、どのように

して、それらをなすべきかということに関して

は、私の見た限り、住民自ら互助で、共助でと
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いう以外には詳しく議論されてこなかった感が

ございます。

私も、地域包括ケアシステム構築の現場で、

目的や課題は明白であるにもかかわらず、その

実施主体となると議論が進展しないという事例

を多く見てまいりました。

しかしながら、視点を変えれば、総務省が集

落機能を維持するために進めてきた施策に地域

運営組織の組織化というものがございます。本

県におきましては、地域振興部の地域づくり推

進課によって、集落維持対策推進事業として進

められてまいりました。おおむね小学校区に一

つの地域運営組織を設立することを目標として

おり、ＫＰＩでいいますと、令和7年度までに
250団体の設立ということで、令和3年度末時点
での実績は118団体となっております。この地
域運営組織は、もともと集落機能を維持するた

めに、地域における生活支援サービスを提供す

る担い手を組織化することを目的に進められて

まいりました。

以上をまとめますと、厚生労働省が想定する

生活支援サービス供給の担い手と、総務省が集

落機能維持のために組織化する地域運営組織は、

その期待されている役割は同じであると考えま

すが、地域包括ケアシステムにおける互助、共

助の担い手として地域運営組織が活用できない

かどうか伺います。

〇議長（坂本智徳君） 福祉保健部長。

〇福祉保健部長（寺原朋裕君）地域運営組織は、

地域の生活や暮らしを守るため、住民が中心と

なって地域課題の解決に向けた取組を持続的に

実践している団体であり、県内では、高齢者の

移動支援、買い物支援、ごみ出しなどの助け合

い活動などに取り組んでいただいている事例が

ございます。

県としましては、地域運営組織との連携は、

地域包括ケアシステムにおける生活支援サービ

スの担い手確保対策の一つとして大変重要であ

ると考えており、取組の好事例を関係部局や市

町とも共有しながら、活動の横展開を図り、生

活支援体制の充実・強化に努めてまいります。

〇議長（坂本智徳君） 坂口議員―8番。
〇８番（坂口慎一君）②関係各課の連携につい

て。

活用が見込まれるということで、それには庁

内の関係各課の連携が必要になると思います。

総務省の地域運営組織以外にも、経済産業省

では買い物支援に特化した施策が進められてお

ります。

また、農林水産省は農山村、漁村における集

落機能の維持を目的に、生活支援サービスの供

給の担い手づくりを進めております。

ほかにも、国土交通省が進める小さな拠点づ

くりは、集落機能の維持を目的としたものであ

りますし、本県におきましては、県民生活環境

課の所管事項としてＮＰＯ法人設立の支援も行

われております。

このように、果たすべき役割、期待される役

割が同じものが各省、各課にまたがって、それ

ぞれで施策が進められているという実態がござ

います。今後、同じ目的に向かい課題解決に当

たるには、これら関係各課のさらなる連携が必

要であると考えますが、見解を伺います。

〇議長（坂本智徳君） 福祉保健部長。

〇福祉保健部長（寺原朋裕君）多様な高齢者の

生活支援ニーズに応じた、きめ細やかな互助の

取組を維持していただくためには、高齢者対策

の観点だけではなく、まちづくり、ＮＰＯ等の

担い手対策など複合的な対応が必要と考えてお

ります。
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そのため、今後は、地域運営組織等が取り組

んでいる移動支援等の生活支援サービスにかか

る先進事例や各部局における支援制度などの情

報共有を図りながら、地域運営組織等の団体と

生活支援ニーズのマッチングを行うなど、これ

まで以上に関係部局との連携を強化してまいり

ます。

〇議長（坂本智徳君） 坂口議員―8番。
〇８番（坂口慎一君）広域行政としての役割と

して、各署にまたがる取組というものを整理し

ていただいて、市町や県民の皆様と情報を共有

していくことが求められていると思います。

そのためにも、広島県が主体となって、広域

的に市町等を支援していくために設立した地域

包括ケア推進センターの設立等も見据える時期

にきているのではないかと考えます。これにつ

いては、また今後、機会を捉えて提案してまい

りたいと考えております。

（4）医療のＩＣＴ化について。
①医療のＩＣＴ化の一環として、救急搬送時

の情報取集システムを導入できないか。

地域包括ケアシステムは、地域における医療、

看護、介護、福祉や生活支援などの課題を解決

していく必要条件をそろえていくという概念で

あり、医療のＩＣＴ化も当然その中に含まれて

おります。

今回は、医療ＩＣＴ化の一環として、緊急搬

送時の情報収集システムの導入について取り上

げたいと思いますが、システムの内容自体は、

先ほど千住議員より詳しくご説明をしていただ

きましたので、システム自体の説明は割愛させ

ていただきますが、答弁では、マイナンバーカ

ードの普及の状況を見ながら検討を進めたいと

いうことでありました。

今後、マイナンバーカードに保険証機能が追

加されたり、免許証との統合が予定され、普及

が見込まれているのであれば、多少先行してで

も導入してもよいのではないかと考えておりま

すが、見解を伺います。

〇議長（坂本智徳君） 福祉保健部長。

〇福祉保健部長（寺原朋裕君）高齢化がさらに

進む中、自宅等で療養をされている方にとって、

容態急変の際に速やかに医療機関へつなげるこ

とは、地域で安心して生活を継続していくため

の重要な要素でございます。

医療ＩＣＴを救急搬送に活用する取組は効率

的な搬送につながると認識しており、県として

は、全国規模で進められているマイナンバーカ

ードを保険証として利用する動きを注視してい

るところであります。

また、県では、二次輪番病院における休日・

夜間の診療科ごとの受入れ体制等に関する情報

を、医療機関や消防など関係機関と共有するた

めに「救急医療情報システム」を運用しており

ます。データ更新にかかる医療機関の負担にも

十分考慮しながら、救急医療に関する情報の共

有及び活用について検討を行ってまいります。

〇議長（坂本智徳君） 坂口議員―8番。
〇８番（坂口慎一君）もちろん救急医療機関の

協力というものも必要になってくるかと思いま

すけれども、そういった協力が得られる地域で

あれば、他都市に先んじてこそ先進都市と言わ

れるわけでございますので、その辺を十分考慮

いただいて、今後検討を重ねていただければと

思います。

4、スポーツ・文化の振興について。
（1）スポーツ合宿施設の整備及び合宿費等

の助成について。

スポーツ合宿施設及び合宿費用等の助成につ

いて、現状ではどのような支援があるのか、伺
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います。

〇議長（坂本智徳君） 教育委員会教育長。

〇教育委員会教育長（中﨑謙司君） 現在、県に

おきましては、特に、経済的負担が大きい離島

地区の生徒に対しまして、県内の主要スポーツ

大会への出場に際して交通費や宿泊費の半額ま

でを助成しております。

また、長崎県スポーツ協会が旧県立女子短期

大学の寮をスポーツ合宿所として安価に提供し

ておりまして、主に離島地区の高校生が大会等

の宿泊の際に利用しております。

〇議長（坂本智徳君） 坂口議員―8番。
〇８番（坂口慎一君） ありがとうございます。

②県民が安価で利用できる合宿施設を県央地

域に整備できないか。

経済的な負担軽減という側面では、合宿所の

整備というものも有用であろうと考えておりま

す。

合宿所を整備する場合は、地理的条件、スポ

ーツ関連施設の整備状況、あるいは都市と自然

環境とが調和した環境など、県民の利便性、競

技関係者のコンディションづくりという観点か

ら県央地域に整備してはどうかと、最も効率的

ではないかと考えておりますが、児童生徒が安

価で利用できる合宿施設を県央地域に整備でき

ないか、伺います。

〇議長（坂本智徳君） 教育委員会教育長。

〇教育委員会教育長（中﨑謙司君）県民が安価

で利用できる合宿施設を県が新たに整備します

ことは、近隣の民間宿泊施設に大きく影響を与

えることに加えまして、本県の厳しい財政状況

を踏まえると困難であるものと考えております。

〇議長（坂本智徳君） 坂口議員―8番。
〇８番（坂口慎一君）もう少し議論を尽くすべ

きところではありますけれども、何分時間がご

ざいませんので、また次の機会にさせていただ

きたいと思います。

（2）地域伝統芸能の継承について。
①地域伝統芸能の継承について、学校との連

携などの取組ができないか。

地域には、浮立、じゃ踊り、獅子舞、太鼓な

ど様々な伝統芸能が存在しております。しかし、

担い手の高齢化、後継者不足などにより存続の

危機に瀕している団体、継承が危ぶまれている

団体も多くあると伺っております。

地域の伝統文化、芸能に対する支援としては、

これまでに民俗文化財伝承活用事業、地域文化

財総合活用推進事業など、主に国の支援を前提

とした取組がなされてきましたが、県としては

どのような支援を行うことができるのか。例え

ば、学校と地域が連携して、学校教育の一環と

して各地域の伝統芸能を取り入れるような取組

ができないかどうか伺います。

〇議長（坂本智徳君） 教育委員会教育長。

〇教育委員会教育長（中﨑謙司君） 本県では、

地域の踊りや太鼓などの伝統芸能を活用した学

習が多くの学校で実施されておりまして、例え

ば、人形浄瑠璃や浮立を伝承する方々の思いに

触れた中学生が、後継者不足の解決に向けた探

究的な学習に取り組む事例も生み出されており

ます。

今後は、令和7年度の国民文化祭の開催を見
据えて、学校と地域が連携したふるさと教育を

推進する中で、地域伝統芸能に関する学習の重

要性につきましても県内に広げ、その取組の充

実を図ってまいりたいと考えております。

〇議長（坂本智徳君） 坂口議員―8番。
〇８番（坂口慎一君）学校教育における取組の

充実を図るというご答弁をいただきましたけれ

ども、そのためには、知られていない地域伝統
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芸能がどれぐらいあって、地域がどのような支

援を必要としているのか、実態を調査すること

が先決であると考えますが、県の見解を伺いま

す。

〇議長（坂本智徳君） 文化観光国際部長。

〇文化観光国際部長（前川謙介君）国民文化祭

に向けまして、地域伝統芸能などの文化資源の

磨き上げを後押しする制度を創設することとい

たしておりますので、制度運用の中で市町と連

携して状況を調査し、把握した情報につきまし

ては、学校現場でふるさと教育に活用していた

だけるよう県教育委員会とも共有してまいりた

いと考えております。

〇議長（坂本智徳君） 坂口議員―8番。
〇８番（坂口慎一君）ありがとうございました。

5、新型コロナウイルス感染症対策について。
（1）若年層の感染対策について。
第6波以降、未成年及び保護者世代の感染の

割合が多いが、保育施設、学校施設及び家庭内

における感染防止対策はどのようになっている

のか、家庭、保育所、学校の感染対策について

伺います。

〇議長（坂本智徳君） 福祉保健部長。

〇福祉保健部長（寺原朋裕君） 学校、幼稚園、

保育園等における感染対策については、発達面

や熱中症リスク等、様々な配慮をしながら、場

面に応じた対策をしております。

〇議長（坂本智徳君） 以上で、県政一般に対す

る質問を終了いたします。

次に、知事より、第84号議案乃至第86号議案
の送付がありましたので、これを一括上程いた

します。

ただいま上程いたしました議案につきまして、

知事の説明を求めます―知事。

〇知事（大石賢吾君）〔登壇〕 本日、提出いた

しました追加議案について、ご説明いたします。

第84号議案「令和4年度長崎県一般会計補正
予算（第4号）」及び第85号議案「令和4年度長
崎県一般会計補正予算（第5号）」は、国にお
いてコロナ禍における「原油価格・物価高騰等

総合緊急対策」が決定されたこと等を踏まえ、

県民生活や県内の社会経済活動をしっかりと支

えるための緊急的な対策に要する経費について

計上し、補正予算の総額は、一般会計59億4,670
万2,000円の増額補正をしております。
これを現計予算及び既に提案いたしておりま

す6月補正予算と合算いたしますと、一般会計
7,569億5,631万4,000円となります。
なお、第84号議案「令和4年度長崎県一般会

計補正予算（第4号）」は、コロナ禍において、
食費等の物価高騰等の影響により、子育て負担

の増加や収入の減少が生じているひとり親世帯

を支援するため、特別給付金を今月末目途に支

給しようとするものであり、補正予算の額は、

一般会計9,671万2,000円の増額補正をしてお
ります。

第86号議案「職員の育児休業等に関する条例
の一部を改正する条例」は、地方公務員の育児

休業等に関する法律の改正に伴い、所要の改正

をしようとするものであります。

以上をもちまして、本日提出いたしました議

案の説明を終わります。

なにとぞ、適正なるご決定を賜りますようお

願い申し上げます。

〇議長（坂本智徳君） お諮りいたします。

ただいま上程いたしました第84号議案「令和
4年度長崎県一般会計補正予算（第4号）」につ
きましては、議会運営委員会において、ご了承

を得ておりますので、この際、委員会付託並び

に質疑・討論を省略し、直ちに採決することに
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ご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長（坂本智徳君） ご異議なしと認めます。

よって、直ちに採決いたします。

本議案は、原案のとおり可決することにご異

議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長（坂本智徳君） ご異議なしと認めます。

よって、第84号議案は、原案のとおり可決さ
れました。

先に上程いたしました第69号議案乃至第80
号議案、第85号議案、第86号議案及び報告第4
号乃至報告第20号につきましては、お手元の議
案付託表のとおり、それぞれの委員会に付託い

たします。

お諮りいたします。

第81号議案「長崎県教育委員会の委員の任命
について議会の同意を求めることについて」、

第82号議案「長崎県人事委員会の委員の選任に
ついて議会の同意を求めることについて」及び

第83号議案「長崎県収用委員会の委員の任命に
ついて議会の同意を求めることについて」は、

委員会付託を省略することにご異議ありません

か。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長（坂本智徳君） ご異議なしと認めます。

よって、第81号議案乃至第83号議案は、委員
会付託を省略いたします。

次に、各委員会は、お手元の日程表のとおり、

それぞれ開かれますようお願いいたします。

以上で、本日の会議を終了いたします。

明日より6月30日までは、委員会開催等のた
め、本会議は休会、7月1日は、定刻より本会議
を開きます。

本日は、これをもって散会いたします。

お疲れさまでした。

― 午後 ３時５３分 散会 ―
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４０番 外 間 雅 広 君

４１番 徳 永 達 也 君

４２番 中 島 ● 義 君

４３番 瀬 川 光 之 君
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企 画 部 長 浦   真 樹 君

総 務 部 長 大 田   圭 君

地域 振興部 長 早稲田 智 仁 君

文化観光国際部長 前 川 謙 介 君

県民生活環境部長 貞 方   学 君

福祉 保健部 長 寺 原 朋 裕 君

こども政策局長 田 中 紀久美 君
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農 林 部 長 綾 香 直 芳 君

土 木 部 長 奥 田 秀 樹 君

会 計 管 理 者 吉 野 ゆき子 君

交 通 局 長 太 田 彰 幸 君

地域振興部政策監 渡 辺 大 祐 君

産業労働部政策監 村 田   誠 君
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教育委員会教育長 中 﨑 謙 司 君

選挙管理委員会委員長 葺 本 昭 晴 君

代表 監査委 員 下 田 芳 之 君

人事委員会委員 本 田 哲 士 君

公安委員会委員長 山 中 勝 義 君

警 察 本 部 長 中 村   亮 君

監査 事務局 長 上 田 彰 二 君

人事委員会事務局長
(労働委員会事務局長併任)

大 﨑 義 郎 君

教 育 次 長 狩 野 博 臣 君

財 政 課 長 小 林   純 君

秘 書 課 長 大瀬良   潤 君

選挙管理委員会書記長 大 塚 英 樹 君

警察本部総務課長 車   康 之 君

議会事務局職員出席者

局 長 黒 﨑   勇 君

次長兼総務課長 藤 田 昌 三 君

議 事 課 長 川 原 孝 行 君

政務 調査課 長 濵 口   孝 君

議事課課長補佐 永 尾 弘 之 君

議 事 課 係 長 山 脇   卓 君

議事課会計年度任用職員 天 雨 千代子 君

― 午前１０時 ０分 開議 ―

〇議長（坂本智徳君） 皆様、おはようございま

す。

ただいまから、本日の会議を開きます。

この際、知事より、第87号議案の送付があり
ましたので、これ上程いたします。

ただいま上程いたしました議案について、知

事の説明を求めます―知事。

〇知事（大石賢吾君）〔登壇〕 本日、提出いた

しました追加議案について、ご説明いたします。

第87号議案は、長崎県副知事の選任について
議会の同意を得ようとするものであります。

副知事といたしまして、平田 研君を選任し

ようとするものであります。

適任と存じますので、ご決定を賜りますよう、

よろしくお願いいたします。

以上をもちまして、本日提出いたしました議

案の説明を終わります。

何とぞ、適正なるご決定を賜りますよう、お

願い申し上げます。

〇議長（坂本智徳君） お諮りいたします。

ただいま上程いたしました第87号議案につ
きましては、委員会付託並びに質疑・討論を省

略し、直ちに採決することにご異議ありません

か。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長（坂本智徳君） ご異議なしと認めます。

よって、直ちに採決いたします。

本議案は、原案のとおり、副知事として、平

田 研君に同意を与えることの賛否について、

表決ボタンをお押し願います。

間もなく、表決を終了いたします。

これにて、表決を終了いたします。

賛成多数。

よって、第87号議案は、原案のとおり、同意
を与えることに決定されました。

次に、第81号議案「長崎県教育委員会の委員
の任命について議会の同意を求めることについ

て」を議題といたします。

お諮りいたします。

本議案は、質疑・討論を省略し、直ちに採決

することにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長（坂本智徳君） ご異議なしと認めます。

よって、直ちに採決いたします。

本議案は、原案のとおり、委員として、嶋崎

真英君に同意を与えることにご異議ありません
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か。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長（坂本智徳君） ご異議なしと認めます。

よって、第81号議案は、原案のとおり、同意
を与えることに決定されました。

次に、第82号議案「長崎県人事員会の委員の
選任について議会の同意を求めることについ

て」を議題といたします。

お諮りいたします。

本議案は、質疑・討論を省略し、直ちに採決

することにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長（坂本智徳君） ご異議なしと認めます。

よって、直ちに採決いたします。

本議案は、原案のとおり、委員として、● 良

子君に同意を与えることにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長（坂本智徳君） ご異議なしと認めます。

よって、第82号議案は、原案のとおり、同意
を与えることに決定されました。

次に、第83号議案「長崎県収用委員会の委員
の任命について議会の同意を求めることについ

て」を議題といたします。

お諮りいたします。

本議案は、質疑・討論を省略し、直ちに採決

することにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長（坂本智徳君） ご異議なしと認めます。

よって、直ちに採決いたします。

本議案は、原案のとおり、委員として、楠本

愛君、山口雄二君に同意を与えることの賛否に

ついて、表決ボタンをお押し願います。

間もなく、表決を終了いたします。

これにて、表決を終了いたします。

賛成多数。

よって、第83号議案は、原案のとおり、それ
ぞれ同意を与えることに決定されました。

これより、さきに各委員会に付託して審査を

お願いいたしておりました案件について、審議

することにいたします。

まず、総務委員長の報告を求めます。

北村委員長―12番。
〇総務委員長（北村貴寿君）（拍手）〔登壇〕

総務委員会の審査の結果並びに経過の概要に

ついて、ご報告いたします。

本委員会に付託されました案件は、第72号議
案「長崎県の事務処理の特例に関する条例の一

部を改正する条例」ほか5件であります。
慎重に審査いたしました結果、議案につきま

しては、いずれも異議なく、原案のとおり、可

決、承認すべきものと決定されました。

以下、本委員会で論議がありました主な事項

について、ご報告いたします。

まず、第86号議案「職員の育児休業等に関す
る条例の一部を改正する条例」のうち関係部分

に関し、「育児休業の取得回数制限の緩和」及

び、「会計年度任用職員の育児休業の取得要件

の緩和」と、子育てと仕事の両立のため、また

ひとつ環境整備が整ったと思っているが、どの

程度、この育児休業を取得しているのかとの質

問に対し、令和3年度の実績で、正規職員では、
男性が25名、女性が39名取得している。会計年
度任用職員では、女性が5名取得しているとの
答弁がありました。

次に、議案外の所管事務一般で論議がありま

した主な事項について、ご報告いたします。

まず、警察本部関係について、交通事故防止

に関し、横断歩道で人が待っていた場合、運転

者は一時停止をしなければならないと法令で定

められているが、県内の横断歩道における停止
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率はどうかとの質問に対し、令和3年中、信号
機のない横断歩道での停止率は、32.9％であり、
全国平均の30.6％を上回っているとの答弁があ
りました。

これに対し、長野県では停止率が85.2％で、
ほとんどの運転者が停止をしている。理由とし

て、横断を終えた歩行者が一礼し、感謝の意を

伝えることが習慣になっているとのことである。

横断後の会釈や一礼により、停止率がさらに

高まっていくと思うが、こういった県民運動を

どのように受け止めているかとの質問に対し、

歩行者と運転者がお互いを尊重するような機運、

思いやりの心を持って行動することが、交通安

全に資するものと考えている。

本県においても、引き続き、「安全横断手の

ひら運動」を推進し、こうした機運を醸成して

いきたいとの答弁がありました。

次に、企画部関係について、長崎空港からＩＲ

への海上輸送に関し、インバウンドや県外から

の誘客については、長崎空港が重要な交通拠点

と考える。空港からＩＲまでの輸送計画はどの

ようになっているのかとの質問に対し、ＩＲへ

の純来訪者数は673万人を予定しており、長崎
空港の利用者は、150万人弱の増加になると考
える。また、長崎空港の利用者のうち、約7割
が海上輸送でＩＲに移動し、残り3割がバス等
の陸上の交通手段を用いて移動するものと想定

しているとの答弁がありました。

これに対し、大村湾の既存の航路事業者とは

どのように調整をしているのかとの質問に対し、

ＩＲ事業者を昨年8月に選定して以降、区域整
備計画を作成するまでの間、航路事業者、漁協

等と様々な意見交換、調整を行っている。計画

している海上輸送についても、既存の航路事業

者と協議を行っていると報告を受けているとの

答弁がありました。

さらに、船舶の運航については、現在どのよ

うな計画になっているのか。また、来訪者の受

け入れに当たり、大村港旅客ターミナルの待機

スペースや船内におけるおもてなし、快適性も

大変重要であると考えるが、旅客ターミナル、

船舶についてはどのような計画になっているの

かとの質問に対し、船舶については、現在、長

崎空港とハウステンボス間を約50分で運航し
ているが、30分で運航できる高速船と、約70分
をかけて大村湾を周遊する遊覧船の運航を予定

している。

ターミナルについては、ＩＲ事業者が整備す

ることとなっているが、ＩＲを疑似的に体験で

きるブースを設けるなど、最先端技術の設備を

用意する計画になっている。

また、遊覧船は70分の航行時間があるので、
客室内のモニターでＩＲ施設の紹介をする等の

演出等について、今後、ＩＲ事業者と調整した

いとの答弁がありました。

次に、地域振興部関係について、県庁舎跡地

に関し、広場について、演奏会などの利活用が

検討されているが、雨、風への対応は検討され

ているのかとの質問に対し、天気や気温を考慮

すると、本格供用においては、一定の建物等を

配置する検討は必要と考える。その検証のため、

暫定供用時においては、県民と協力し合って、

いろいろな条件のもと、演奏会等の催しを幅広

く実施して、ご意見をお伺いしていきたいとの

答弁がありました。

また、暑さ対策のため、給水環境も配慮いた

だきたい。最近は、ＳＤＧsの観点から、マイボ

トルを積極的に活用される方もいるため、マイ

ボトル専用の給水機について、各行政機関が採

用しているようなので、検討いただきたいがど
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うかとの質問に対し、暫定供用期間中における

民間によるケータリングカー等の利用状況も踏

まえながら、幅広くご意見をお伺いし、必要性

について総合的に検討したいとの答弁がありま

した。

さらに、旧第三別館について、基本構想の中

に、「建物などの歴史に触れ、平和への想いを

深める場にしたい」という記載があるが、県の

見解はどうかとの質問に対し、保存や活用を求

める意見もいただいているが、安全面などに配

慮する必要があり、今年度、構想案に記載して

いる改修方法ごとの概算費用や、課題を整理す

ることとしている。今後、暫定供用時の利用状

況も検証しながら、県庁舎跡地全体の機能の配

置を検討する中で、安全性、費用、役割、利活

用ニーズ等を考慮しながら、総合的に議論を重

ね、引き続き検討していきたいとの答弁があり

ました。

次に、総務部関係について、基地対策を担う

組織の創設に関し、前畑弾薬庫の移転など基地

対策がなかなか進まず、地元でも危機感がある

中、もっと急いでもらいたいという思いがあり、

対応する専門的な組織を一日も早くつくってい

ただきたいと考えるがどうかとの質問に対し、

組織設置に向けて前向きに議論を進めていきた

いと考えている。組織を設置する以上は、具体

の業務や人員配置等を整理する必要もあるので、

しっかりと中身の検討を進めていきたいとの答

弁がありました。

次に、ふるさと納税に係る返礼品に関し、真

珠は高額な装飾品として、返礼品から一時外さ

れた時期があったが、長崎伝統の水産加工品で

あり、地域の生産を守るとの観点から、地場産

品として返礼品に加えるよう要望活動が行われ、

令和元年から再び加えられた。今回、長崎の真

珠の生産量が日本一を奪還したこともあり、多

くの皆様に返礼品として利用していただきたい

と思っているが、利用状況はどうかとの質問に

対し、令和元年度は、9件で約94万円、令和2年
度は、20件で約280万円、令和3年度は、43件で
約491万円となっているとの答弁がありました。
これに対し、件数も額も徐々に上がっており、

返礼品として希望する方が多いこともわかって

いるので、生産量日本一をＰＲして、生産・加

工・販売者とも連携を取りながら、さらに栄え

ていくように取り組んでいただきたいとの意見

がありました。

最後に、別途、本委員会から、「地方財政の

充実・強化について」の意見書提出方の動議を

提出しておりますので、併せてよろしくお願い

いたします。

以上のほか、一、ニセ電話詐欺対策について、

一、運転免許証自主返納の支援について、一、

ＭａａＳの進捗について、一、長崎県地域公共

交通活性化協議会の設立について、一、新幹線

のフル規格化について、一、原子力防災対策に

ついて、一、長崎県公式ＬＩＮＥについてなど、

総務行政全般にわたり活発な論議が交わされま

したが、その詳細については、この際、省略さ

せていただきます。

以上で、総務委員会の報告といたします。

議員各位のご賛同をいただきますよう、よろ

しくお願いいたします。（拍手）

〇議長（坂本智徳君） この際、念のため申し上

げます。

本委員会と文教厚生委員会に分割して付託い

たしておりました第86号議案「職員の育児休業
等に関する条例の一部を改正する条例」につき

ましては、文教厚生委員長の報告終了後に、一

括して審議することにいたします。
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お諮りいたします。

各議案は、質疑・討論を省略し、直ちに採決

することにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長（坂本智徳君） ご異議なしと認めます。

よって、直ちに採決いたします。

各議案は、委員長報告のとおり決することに

ご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長（坂本智徳君） ご異議なしと認めます。

よって、議案は、それぞれ原案のとおり、可

決、承認されました。

次に、文教厚生委員長の報告を求めます。

下条委員長―10番。
〇文教厚生委員長（下条博文君）（拍手）〔登

壇〕文教厚生委員会の審査結果並びに経過の概

要について、ご報告いたします。

今回、本委員会に付託されました案件は、第

86号議案「職員の育児休業等に関する条例の一
部を改正する条例」のうち関係部分の1件であ
ります。

慎重に審査いたしました結果、議案につきま

しては、異議なく、原案のとおり、可決すべき

ものと決定されました。

以下、本委員会で論議がありました主な事項

について、ご報告いたします。

まず、総務部関係の所管事項について、体罰

に係る実態調査等に関し、私立学校における体

罰の実態調査において、令和3年度は前年度の
認知件数等より増加したとの調査結果が出てい

るが、体罰・いじめ根絶に向けて、どのような

取組を行っているのかとの質問に対し、県では、

校長会・教頭会での啓発に加え、教頭・副校長

との面談などを行い、他校の情報等を紹介し、

新しい気づきを持ってもらうよう取り組んでい

る。また、いじめ対策として、今年度から新た

に、公私立の教頭を対象に研修を行い、それを

自校の教職員に伝達する「伝達研修」の取組も

行っている。

今後も、校長会・教頭会等あらゆる機会を捉

え、体罰・いじめの根絶に向けて、私立学校教

職員の意識の徹底を図っていきたいとの答弁が

ありました。

次に、教育委員会関係の所管事項について、

スクールソーシャルワーカーの労働環境に関し、

増加する不登校児童生徒への支援を行うスクー

ルソーシャルワーカーの役割が、今後ますます

大きくなる中、厳しい労働環境を理由に離職す

る方が多いと聞いている。県内全てのスクール

ソーシャルワーカーの労働環境の実態を調査し、

環境改善をしていくべきではないかとの質問に

対し、今後、スクールソーシャルワーカーの労

働環境について、各市町や、公立・私立学校で

雇用される場合も含め、実態把握に努めてまい

りたいとの答弁がありました。

次に、県立高校への文理探究科の設置に関し、

少子化等の影響もあり、現状の理数科において

も定員割れとなっている高校が多い中、文理探

究科を設置する目的は何か。また、定員の確保

に向けたアピールをどのように行っていくのか

との質問に対し、高大接続改革に幅広く対応で

きる学科として、また、変化の激しい社会の中

で、生きる力を身につけることができる学科と

して、県立高校5校に文理探究科を設置する。
求められる能力が変わってくるこれからの時代

に、なぜ探究的な学びが必要なのかを多くの中

学生や保護者にしっかりと伝えて、志願者の確

保に努めたいとの答弁がありました。

次に、福祉保健部関係の所管事項について、

手話言語条例の制定に向けた検討に関し、平成
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26年に県議会において、「手話言語法制定を求
める意見書」を可決したところであり、その後、

条例制定に向けて11回にわたり関係団体と意
見交換を行っているとのことであるが、いまだ

条例の制定には至っていない。このことについ

てどのように考えるのかとの質問に対し、県に

おいて、手話言語に対する理解の促進や、手話

通訳者の養成等を行っているが、条例制定に向

けて課題が山積している状況である。しかしな

がら、ろうあ者と健常者の相互理解は大変重要

であり、条例制定は、共生社会の実現に資する

ものであることから、制定も含め前向きに検討

したいとの答弁がありました。

次に、マスク着用のルールに関し、国におい

て、夏場の熱中症の観点から、一定の条件のも

とでのマスク着用について見解が示されたとこ

ろであるが、それを受け、県としての考えはど

うかとの質問に対し、基本的な対策として、引

き続きマスクの着用は重要であると考える。た

だし、屋外で会話がない場合など、着用の必要

がない場面では、マスクを外していただくよう、

県民の皆様へ周知を図るとともに、まずは県職

員へ働きかけを行っていきたいとの答弁があり

ました。

次に、こども政策局関係の所管事項について、

保育士の処遇改善に関し、令和4年2月から9月
まで、処遇改善が措置されていると認識してい

るが、10月以降の対応はどのようになるのかと
の質問に対し、保育士については、令和4年2月
から一律月額9,000円の処遇改善が行われてい
る。これについて、9月までは交付金であるが、
10月以降は保育所の運営費の算定基礎である
公定価格に組み込まれる予定であるとの答弁が

ありました。

これに関連し、この処遇改善について、実際

に現場が実感できているか、把握しているのか

との質問に対し、現段階で、詳しい現場の声は

把握できていないが、今後、実態の把握に努め

たいとの答弁がありました。

最後に、別途、本委員会から「少人数学級・

教職員定数の改善について」及び「骨髄移植ド

ナーに対する支援の充実について」の意見書提

出方の動議を提出しておりますので、併せてよ

ろしくお願いいたします。

以上のほか、教育及び福祉・保健行政全般に

わたり熱心な論議が交わされましたが、その詳

細については、この際、省略させていただきま

す。

以上で、文教厚生委員会の報告といたします。

議員各位のご賛同をいただきますよう、お願

いいたします。（拍手）

〇議長（坂本智徳君） お諮りいたします。

本委員会と総務委員会に分割して付託いたし

ておりました第86号議案は、質疑・討論を省略
し、直ちに採決することにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長（坂本智徳君） ご異議なしと認めます。

よって、直ちに採決いたします。

本議案は、委員長報告のとおり決することに

ご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長（坂本智徳君） ご異議なしと認めます。

よって、第86号議案は、原案のとおり可決さ
れました。

次に、観光生活建設委員長の報告を求めます。

石本委員長―2番。
〇観光生活建設委員長（石本政弘君）（拍手）

〔登壇〕観光生活建設委員会の審査結果並びに

経過の概要について、ご報告いたします。

今回、本委員会に付託されました案件は、第
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74号議案「長崎県県営空港条例の一部を改正す
る条例」ほか3件であります。
慎重に審査いたしました結果、議案につきま

しては、異議なく、原案のとおり、可決すべき

ものと決定されました。

以下、本委員会で論議のありました主な事項

について、ご報告いたします。

まず、土木部関係の所管事項について、公共

工事等の発注状況に関し、各振興局管内におい

て、事業の発注に当たって、Ａランクの業者に

偏っているという話を聞くところであり、Ｂラ

ンク以下の地元業者にバランスよく発注を行え

ないかと考えるが、現在の状況と県はどのよう

な考え方を持っているのかとの質問に対し、近

年、国土強靭化予算で予算規模が大きくなって

いるため、クラス別の発注状況でもＡクラスが

全体的に多い状況にある。しかしながら、県と

して地域の担い手として考えているのは、Ａク

ラスだけでなく、Ｂクラス以下の業者でもあり、

地域を下支えし、重要な役割を担っていただい

ていると考えている。

また、発注についても、Ｂクラス以下は地元

業者を優先した発注を行っているとの答弁があ

りました。

これに対し、コロナ禍により地方の建設業は

かなり厳しい状況であり、地元業者にバランス

よく発注することによって、担い手不足の解消

や土木技術の向上、地域の活性化にもつながる

ため、今後もバランスのある発注をお願いした

いとの意見がありました。

次に、文化観光国際部関係の所管事項につい

て、新・ご当地グルメの取組に関し、新・ご当

地グルメが4つの地域で誕生したとのことだが、
今回初めての取り組みなのか、また、今後どの

ように展開していくのかとの質問に対し、県内

各地に根づいたご当地グルメはあるが、今事業

は、地元で協議会をつくり、専門のプロデュー

サーをお招きし、一過性のものではないご当地

グルメを誕生させる今までに例がない取組であ

り、県としてもＰＲに積極的に努めてまいりた

いとの答弁がありました。

これに関連し、ご当地グルメもまずは食材が

大事である。本県は恵まれた環境の中、トラフ

グなどの水産物や肉用牛の知名度は高いが、そ

れを活かせていないと感じるため、原点に返っ

て食材の情報発信、併せて、水産県長崎のさら

なるＰＲを行うべきと考えるが、県の見解はど

うかとの質問に対し、農水産物や水産県長崎を

しっかりとＰＲしていく必要があると考えてお

り、今後も引き続き、「日本橋長崎館」やＥＣ

サイトで販路拡大に取り組んでいくとともに、

県産の魚を県産酒と組み合わせるなど新たな手

法も取り入れながら、より一層のＰＲに努めて

まいりたいとの答弁がありました。

次に、旅行割引キャンペーンに関し、今後、

全国に展開されるキャンペーンなどのチャンス

を十分に活用していただきたいと考えるが、ど

のように取り組んでいくつもりかとの質問に対

し、本県の魅力をしっかりと情報発信し、引き

続き、感染拡大防止と経済活動とを両立させな

がら、旅行需要の回復に向けて取り組んでまい

りたいとの答弁がありました。

次に、交通局関係の所管事項について、長崎

市内の路線バス再編に関し、本年4月の長崎自
動車株式会社との共同経営によるダイヤ改正か

ら3か月経過したが、東長崎、滑石地区におい
て減便により、バス利用者から車内の混雑や座

れなくなったなどの声が寄せられている。この

ような声に、交通局はどのように対応している

のかとの質問に対し、利用実態に沿った便数設
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定を行ったが、結果大きな減便となったもので

あり、現在、一つひとつの声にご理解いただけ

るよう説明を行っている。

今後も、バス利用者の利用実態の把握に努め、

利便性の向上に努めてまいりたいとの答弁があ

りました。

次に、交通局の経営状況に関し、令和3年度
は3億7,000万円の赤字が見込まれるものの、前
年度から約2億円の赤字削減となるなど改善策
による効果が出ており、評価したい。

一方で、燃油価格の高騰は、営業費用に影響

があると思われるが、今後、早期に黒字化を目

指すに当たって、どのように取り組むのかとの

質問に対し、昨年度は、中期経営計画に沿って、

人件費や各種経費の削減を行うとともに、リム

ジンバスの利用増加や貸切バスの受注の増加に

より、赤字縮減を行うことができた。

一刻も早い黒字化を目指すため、今後も社会

情勢を注視し、共同経営による路線の効率化や

投資の抑制、資産活用などに努め、経営の立て

直しを図ってまいりたいとの答弁がありました。

最後に、別途、本委員会から、「国土強靭化

のさらなる推進について」の意見書提出方の動

議を提出しておりますので、併せてよろしくお

願いいたします。

以上のほか、一、川口アパート建替事業につ

いて、一、国民文化祭、全国障害者芸術・文化

祭について、一、長崎県動物の愛護及び管理に

関する条例（仮称）についてなど、観光生活建

設行政全般にわたり熱心な論議が交わされまし

たが、その詳細については、この際、省略させ

ていただきます。

以上で、観光生活建設委員会の報告といたし

ます。

議員各位のご賛同をいただきますよう、お願

いいたします。（拍手）

〇議長（坂本智徳君） お諮りいたします。

各議案は、質疑・討論を省略し、直ちに採決

することにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長（坂本智徳君） ご異議なしと認めます。

よって、直ちに採決いたします。

各議案は、委員長報告のとおり決することに

ご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長（坂本智徳君） ご異議なしと認めます。

よって、議案は、それぞれ原案のとおり、可

決されました。

次に、農水経済委員長の報告を求めます。

山下委員長―11番。
〇農水経済委員長（山下博史君）（拍手）〔登

壇〕農水経済委員会の審査の結果並びに経過の

概要について、ご報告いたします。

本委員会に付託されました案件は、第80号議
案「和解及び損害賠償の額の決定について」で

あります。

慎重に審査いたしました結果、議案につきま

しては、異議なく、原案のとおり、可決すべき

ものと決定されました。

以下、本委員会で論議がありました主な事項

について、ご報告申し上げます。

まず、産業労働部関係の所管事項について、

アフターコロナに向けた製造業の振興について

に関し、成長産業ネクストステージ投資補助事

業においては、これまで約40億円を採択してき
たが、今後の雇用拡大や発注増をどのように見

込んでいるのかとの質問に対し、この補助金に

おいては、これまで5回の募集を行い、合計194
件、37億8,000万円を採択しており、コロナ禍
にあっても雇用が減少しないよう「雇用維持計
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画」の策定や、県内企業への波及効果を高める

ための「県内発注計画」の策定を求めている。

これらの事業計画をもとに、今後2年間で新
規雇用325人が創出されるほか、今後10年間で
約320億円の県内発注が見込まれることから、
事業計画の進捗確認を含め、しっかりと進めて

まいりたいとの答弁がありました。

これに関連し、佐世保重工業株式会社におい

て、同補助事業の活用が発表されるなど、造船

関連分野への継続的な支援が必要と考えるが、

県の見解はどうかとの質問に対し、造船関連分

野においては、県内企業が環境対応船分野へ進

出する動きも出ており、それに対応できるよう

なサプライチェーンの構築が非常に重要となっ

てきている。

県としては、6月補正予算において「グリー
ン対応型企業成長促進事業費」を計上しており、

成長分野における企業間連携による事業拡大、

サプライチェーンの構築などを支援することで、

今後、需要が拡大する成長分野をしっかりと後

押ししていきたいと考えているとの答弁があり

ました。

次に、水産部関係の所管事項について、漁業

所得向上対策についてに関し、平成27年度以降、
県や市町、系統団体で構成する「スマート漁業

等推進会議」と、長崎県中小企業診断士協会に

設置した「経営指導サポートセンター」が連携

して、個別の経営計画策定指導や漁労機器の整

備、先駆的な漁業技術の導入等を支援すること

で、収益性の高い優良経営体の育成を進めてき

た結果、平成27年度から7年間で692経営体の経
営計画を策定することができたとのことだが、

実際の効果はどのように出ているのかとの質問

に対し、これまで所得向上を目指し、692経営
体の経営指導を行っており、令和元年度は経営

計画を策定した漁業者のうち、6割の方の所得
向上が図られ、令和2年度は、コロナ禍ではあ
るが、5割の方が所得向上に至ったところであ
るとの答弁がありました。

これに関連し、本県、漁業者の一人当たりの

所得額の現状はどのようになっているのかとの

質問に対し、国の制度である浜の活力再生プラ

ン事業において、漁協、市町、県で連携して所

得向上を目指しており、この事業に参加した漁

業者の平均所得によれば、令和2年度で257万
3,000円、前年比21％増加している。水産部と
しては、水産業振興基本計画に基づき、令和7
年度の目標額272万9,000円を達成できるよう
取り組んでまいりたいと考えているとの答弁が

ありました。

それに対し、漁業所得は前年度からすれば所

得向上が図られているところだが、早期の目標

達成に向けて、所得向上への取組に努めていた

だきたいとの意見がありました。

次に、農林部関係の所管事項について、水田

を活用した水田農業についてに関し、米は全国

的に余剰が発生していることから、飼料用米や

麦、大豆などへの品目転換が進められているが、

本県では、今後、水田農業の展開について、ど

のように進めていこうと考えているのかとの質

問に対し、全国的には米の需要量に対して生産

が上回っていることから、主食用米以外の品目

への転換が図られているが、本県では生産が下

回っており、県内の米卸業者からは「長崎県産

米」を求める声が多い。

そのため、まずはよい米をしっかり生産し、

そのうえで、麦、大豆などに加えて、収益性の

高い野菜等の園芸品目の導入を進め、水田農業

による所得の確保を図っていきたいとの答弁が

ありました。
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これに関連し、水田農業における高収益化に

ついて、就農する後継者に対し強力に進めてい

くべきと考えるが、県としてはどのように取り

組んでいくのかとの質問に対し、県としては、

平成30年度から県内14地区をモデル地区とし
て選定し、「人・農地・産地プラン」を策定の

うえ、水田地帯への園芸品目の導入を進めてい

る。若い方が就農したいと思うような快適で、

もうかる農業を実現し、地域がにぎやかになる

水田農業や地域のあり方を市町、農協と連携し

ながら推進したいとの答弁がありました。

以上のほか、農水経済行政全般にわたり熱心

な論議が交わされましたが、その詳細について

は、この際、省略させていただきます。

以上で、農水経済委員会の報告といたします。

議員各位のご賛同をいただきますよう、お願

いいたします。（拍手）

〇議長（坂本智徳君） お諮りいたします。

第80号議案は、質疑・討論を省略し、直ちに
採決することにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長（坂本智徳君） ご異議なしと認めます。

よって、直ちに採決いたします。

本議案は、委員長報告のとおり決することに

ご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長（坂本智徳君） ご異議なしと認めます。

よって、第80号議案は、原案のとおり、可決
されました。

次に、予算決算委員長の報告を求めます。

松本委員長―27番。
〇予算決算委員長（松本洋介君）（拍手）〔登

壇〕予算決算委員会の審査の結果並びに経過の

概要について、ご報告いたします。

本委員会に付託されました案件は、第69号議

案「令和4年度長崎県一般会計補正予算（第3
号）」ほか19件でございます。
慎重に審査いたしました結果、第69号議案に
ついては、起立採決の結果、原案のとおり、可

決すべきものと決定されました。

その他の議案については、いずれも異議なく、

原案のとおり、可決、承認すべきものと決定さ

れました。

以下、本委員会で論議のありました主な事項

について、ご報告いたします。

まず、６月17日に行いました総括質疑におい
ては、本県の財政状況と財政運営について、産

業労働行政について、農業、水産業の振興につ

いて、介護職員の支援について、出産・子育て

の支援について、新型コロナウイルス感染症対

策について、人口減少対策について、子どもの

医療費助成についてなど、多岐にわたり、活発

な論議が交わされました。

次に、総務分科会では、公共交通事業継続緊

急支援費に関し、コロナ禍における公共交通事

業者の事業継続、燃料費高騰に対する支援につ

いて、12億1,613万円が計上されているが、ど
のような割合で構成されているのか、また、単

価はどのように設定しているのかとの質問に対

し、各交通事業者への事業継続に当たって固定

経費等の支援額が、約4割で5億2,000万円、燃
料費高騰による負担額の増加に対する支援が、

約6割で6億9,500万円となっている。
また、交通事業者ごとに、固定経費と感染防

止対策の年間所要額を算定し、その4分の1を支
援するとともに、燃料費高騰に係る燃料費の年

間負担増加額を算定し、その2分の1を支援する
こととし、1台当たりの単価を設定していると
の答弁がありました。

次に、文教厚生分科会では、スクールカウン
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セラー及びスクールソーシャルワーカー活用事

業費について、教育相談体制の一層の充実を図

るため、スクールカウンセラー、スクールソー

シャルワーカー及び教職員の3者合同の研修会
を開催するための費用を計上しているが、具体

的にどのような研修を実施するのかとの質問に

対し、現在も、スクールカウンセラーとスクー

ルソーシャルワーカーの研修は行っているが、

改めて教職員を含めた3者の連携強化が重要で
あるとの認識から、今回計上したものである。

「チーム学校」としての連携のあり方等につ

いてグループワークを通して議論を深めること

で、不登校児童生徒やいじめへの対応のさらな

る強化・充実を図っていきたいとの答弁があり

ました。

次に、観光生活建設分科会では、公共事業費

の予算確保と繰越予算の縮減に関し、令和4年
度の公共事業費の内示額は475億円で、例年ど
おりの予算確保ができているとのことだが、公

共事業の役割は大きく、今後も予算を確保する

必要があるが、県はどのように考えているのか。

また、増加する繰越予算の縮減に向け、どのよ

うに取り組んでいくのかとの質問に対し、公共

事業の目的は、工事発注による経済効果と、道

路や防災対策等を完成させることで、交通の充

実や安全安心等の効果を発現させることである。

本県は、いまだやるべきことが多く、その二

つの効果を早く、そして長く発現させるために

も、来年度以降も継続的に予算の確保に努めた

い。

また、積算業務の外部委託の拡大や、繰り越

しになりそうな予算の他工区への流用など、こ

れまでの取組を拡大・徹底することで、工事の

迅速な執行や繰越予算の一層の縮減に努めてい

きたいとの答弁がありました。

次に、農水経済分科会では、長崎県事業復活

支援給付金事業費に関し、当初の想定を超える

多くの申請があったことから、今回、給付金の

増額補正を行うとのことだが、申請が増加した

要因をどのように分析しているのかとの質問に

対し、物価高騰等の影響が、県内の幅広い事業

者に及んでいることがうかがわれる。また、本

給付金の申請要件となる「国の事業復活支援金」

について、県独自で申請サポート窓口を県下7
か所に設けるなど、事業者に対し、きめ細かに

支援したことが考えられるとの答弁がありまし

た。

これに関連し、物価高騰などは、多くの事業

者へ影響が出ていることから、幅広に支援が行

き届く施策を検討してほしいとの意見がありま

した。

以上のほか、補正予算に関し、熱心な論議が

交わされましたが、その詳細については、この

際、省略させていただきます。

以上で、予算決算委員会の報告といたします。

議員各位のご賛同をいただきますよう、お願

いいたします。（拍手）

〇議長（坂本智徳君） お諮りいたします。

各議案は、質疑・討論を省略し、直ちに採決

することにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長（坂本智徳君） ご異議なしと認めます。

よって、直ちに採決いたします。

まず、第69号議案「令和4年度長崎県一般会
計補正予算（第3号）」について、採決いたし
ます。

本議案は、委員長報告のとおり決することの

賛否について、表決ボタンをお押し願います。

間もなく、表決を終了いたします。

これにて、表決を終了いたします。
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賛成多数。

よって、第69号議案は、原案のとおり、可決
されました。

次に、その他の議案について、一括して採決

いたします。

各議案は、委員長報告のとおり決することに

ご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長（坂本智徳君） ご異議なしと認めます。

よって、議案は、それぞれ原案のとおり、可

決、承認されました。

次に、お手元に配付いたしております「動議

件名一覧表」のとおり、各委員会から、政府・

国会あて、意見書提出の動議が提出されており

ますので、これを一括して議題といたします。

お諮りいたします。

各動議は、直ちに採決することにご異議あり

ませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長（坂本智徳君） ご異議なしと認めます。

よって、直ちに採決いたします。

まず、総務委員会提出の「地方財政の充実・

強化について」、採決いたします。

本動議は、可決することの賛否について、表

決ボタンをお押し願います。

間もなく、表決を終了いたします。

これにて、表決を終了いたします。

賛成多数。

よって、本動議は、原案のとおり、可決され

ました。

次に、その他の動議について、一括して採決

いたします。

各動議は、可決することにご異議ありません

か。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長（坂本智徳君） ご異議なしと認めます。

よって、動議は、それぞれ可決されました。

次に、議会運営委員会より「2023年Ｇ7関係
閣僚会合の長崎開催を求める決議案」が、お手

元に配付いたしておりますとおり提出されてお

りますので、これを議題といたします。

お諮りいたします。

本動議は、直ちに採決することにご異議あり

ませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長（坂本智徳君） ご異議なしと認めます。

よって、直ちに採決いたします。

本動議は、可決することにご異議ありません

か。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長（坂本智徳君） ご異議なしと認めます。

よって、本動議は、可決されました。

次に、議員派遣の件を議題といたします。

お諮りいたします。

お手元に配付いたしております議員派遣第

89号のとおり、議員を派遣することにご異議あ
りませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長（坂本智徳君） ご異議なしと認めます。

よって、そのとおり決定されました。

議長を交代いたします。

〇副議長（山口初實君） この際、ご報告いたし

ます。

議長 坂本智徳議員から、本日付で、一身上の

都合により、議長の職を辞職したい旨の辞職願

が提出されましたので、ご報告いたします。

ただいま、ご報告いたしました辞職願を直ち

に議題といたします。

本件につきましては、長崎県議会会議規則第

88条第2項の規定により、許可を与えるかどう
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かについて、お諮りいたします。

坂本智徳議員の議長の辞職を許可することに

ついて、賛成の議員の起立を求めます。

〔賛成者起立〕

〇副議長（山口初實君） 起立多数。

よって、坂本智徳議員の議長の辞職は、許可

することに決定されました。

この際、坂本智徳議員より、退任のご挨拶が

あります。

坂本智徳議員―44番。
〇４４番（坂本智徳君）〔登壇〕 退任に当たり

まして、一言、ご挨拶を申し上げます。

私は、令和3年7月に、皆様方のご推挙をいた
だきまして、長崎県議会第67代議長として、県
政の様々な課題、特に、長年の課題でありまし

た九州新幹線西九州ルートの整備促進や、長引

く新型コロナウイルス感染症対策に取り組んで

まいりました。

そうありながらも、九州新幹線西九州ルート

に関しましては、本県議会と佐賀県議会との連

携が引き続き重要であり、新型コロナウイルス

感染症につきましては、感染症拡大防止と影響

を受けた観光関連産業や飲食業などの事業者の

皆様の事業継続拡大に向けた支援に積極的に取

り組んでいく必要があると存じます。

さらに、人口減少対策、離島・半島の振興、

ＩＲの整備など喫緊の課題も山積しており、今

後、さらに県と県議会が力を合わせて、その解

決に全力で取り組んでいかなければなりません。

本日、議長の職を辞することになりましたが、

これまで円滑な議会運営ができましたのは、大

石知事をはじめ、執行部の皆様、議員各位のご

指導、ご協力と報道関係皆様のご理解のおかげ

でありまして、私も、一議員として、様々な県

政の課題に微力ながら取り組んでまいる所存で

ありますので、これまで以上のご指導、ご鞭撻

を賜りますよう、よろしくお願いを申し上げま

す。

改めまして、ここに厚く御礼を申し上げまし

て、甚だ簡単ではございますが、退任に当たり、

ご挨拶をさせていただきました。

本当に長い間、ありがとうございました。（拍

手）

〇副議長（山口初實君） これより、議長の選挙

を行います。

議場を閉鎖いたします。

ただいまの出席議員は、45名であります。
お諮りいたします。

選挙立会人2名を、議長において指名いたし
たいと思いますが、ご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇副議長（山口初實君）ご異議なしと認めます。

よって、赤木幸仁議員及び坂口慎一議員を指

名いたします。

投票用紙を配付いたさせます。

〔投票用紙配付〕

〇副議長（山口初實君）投票用紙の配付漏れは

ありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

〇副議長（山口初實君） 配付漏れ なしと認め

ます。

赤木幸仁議員及び坂口慎一議員の立ち会いを

お願いいたします。

〔選挙立会人・立ち会い〕

〇副議長（山口初實君） 投票箱を改めます。

〔投票箱点検〕

〇副議長（山口初實君） 異状なしと認めます。

本選挙につきましては、地方自治法第118条
第1項の規定に基づき、公職選挙法を準用いた
します。
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この際、念のため申し上げます。

投票は、単記無記名でありますので、投票用

紙に、「被選挙人の氏名のみ」を記載のうえ、

点呼に応じて、順次、ご投票を願います。

氏名を点呼いたさせます。

〇議会事務局長（黒﨑 勇君） それでは、私の

方から順番に名前を読み上げます。

宮本議員、石本議員、赤木議員、中村泰輔

議員、●庭議員、堤議員、清川議員、坂口議

員、千住議員、下条議員、山下議員、北村議

員、浦川議員、久保田議員、中村一三議員、

宮島議員、麻生議員、川崎議員、山口経正議

員、吉村議員、坂本 浩議員、深堀議員、大

場議員、近藤議員、宅島議員、山本議員、松

本議員、ごう議員、中島浩介議員、前田議員、

堀江議員、溝口議員、中山議員、小林議員、

山口初實議員、山田議員、西川議員、浅田議

員、外間議員、徳永議員、中島⬤義議員、瀬
川議員、坂本智徳議員、田中議員、八江議員。

〇副議長（山口初實君）投票漏れはありません

か。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

〇副議長（山口初實君） 投票漏れ なしと認め

ます。

投票を終了いたします。

これより、開票をいたします。

選挙の結果を報告いたします。

投票総数45票、うち有効投票45票、無効投票
なしであります。

有効投票中、中島⬤義議員44票。堀江ひとみ
議員1票。
以上のとおりであります。

本選挙の法定得票数は、12票であります。

この結果、中島⬤義議員が、議長に当選され
ました。（拍手）

議場の閉鎖を解きます。

この際、議長に当選されました中島⬤義議員
をご紹介いたします。

〇議長（中島⬤義君）〔登壇〕 ただいま議員各
位のご推挙をいただき、第68代長崎県議会議長

の重責を担うことになりました中島⬤義でござ
います。

議長就任に当たり、一言、ご挨拶を申し上げ

ます。

まずもって、ご選任いただきました議員の皆

様方に心から感謝を申し上げます。

このうえは、議員各位のご指導、ご鞭撻をい

ただきながら、公正かつ円滑な議会運営に取り

組んでまいりたいと考えておりますので、ご協

力の方、よろしくお願いをいたします。

はじめに、新型コロナウイルス感染症により、

お亡くなりになられた方々並びにご遺族の皆様

に、深く哀悼の意を表しますとともに、感染さ

れた方々に、心からお見舞いを申し上げます。

また、感染者の治療などに、ご尽力をされて

おります医療従事者をはじめとする関係者の

方々に、深く感謝を申し上げます。

県議会におきましても、引き続き、ワクチン

接種などの感染症対策に力を注ぐとともに、度

重なる感染拡大を受け、様々な分野において大

きな経済的影響が生じておりますことから、ウ

イルスとの共生を前提とした社会経済活動の回

復・拡大に全力で取り組んでまいりたいと考え

ております。

また、本県は、若者の転出超過による人口減

少、九州新幹線西九州ルートの整備促進、特定

複合観光施設（ＩＲ）区域整備の推進、離島及

び過疎地域の振興、防災・減災対策など、多く

の課題を抱えております。

これら山積する諸課題について、県民の県議
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会に対する願いは大きなものがあり、県議会の

役割は、極めて重要であると考えております。

今後とも、皆様方のご協力をいただきながら、

これらの課題解決に取り組み、微力ではござい

ますが、県勢発展のために誠心誠意、努力して

まいる所存でありますので、何とぞ、よろしく

お願いを申し上げます。

最後になりましたが、大石知事をはじめ、理

事者の皆様並びに報道関係各位のご協力とご理

解を賜りますよう心からお願い申し上げまして、

議長就任のご挨拶とさせていただきます。

誠にありがとうございました。（拍手）

〇副議長（山口初實君） それでは、しばらく休

憩いたします。

― 午前１１時２３分 休憩 ―

― 午前１１時４５分 再開 ―

〇議長（中島⬤義君） 会議を再開いたします。
まず、常任委員会委員の選任の件を日程に追

加し、議題といたします。

小職が議長に就任いたしましたことにより、

長崎県議会委員会条例第1条第3項の規定によ
り、小職が所属しておりました総務委員会及び

予算決算委員会の両常任委員会の委員を外れま

すので、両常任委員会の後任委員として、それ

ぞれ坂本智徳議員を選任することといたしたい

と思いますが、ご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長（中島⬤義君） ご異議なしと認めます。
よって、そのとおり選任することに決定され

ました。

議長を交代いたします。

〇副議長（山口初實君） 次に、観光・ＩＲ・新

幹線対策特別委員会委員の辞任許可及び補充選

任の件を日程に追加し、議題といたします。

お諮りいたします。

中島⬤義議員から、一身上の都合により、観
光・ＩＲ・新幹線対策特別委員会委員を辞任し

たい旨の申し出があっておりますが、これを許

可することにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇副議長（山口初實君）ご異議なしと認めます。

よって、そのとおり許可することに決定され

ました。

この際、観光・ＩＲ・新幹線対策特別委員会

委員の補充選任を行います。

中島⬤義議員の観光・ＩＲ・新幹線対策特別
委員会委員の辞任が許可されましたので、その

後任委員に坂本智徳議員を選任することといた

したいと思いますが、ご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇副議長（山口初實君）ご異議なしと認めます。

よって、そのとおり選任することに決定され

ました。

議長を交代いたします。

〇議長（中島⬤義君） 次に、各委員会から議会
閉会中の付託事件として、お手元の一覧表のと

おり申し出があっておりますので、これを許可

することにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長（中島⬤義君） ご異議なしと認めます。
よって、そのとおり決定されました。

以上をもちまして、本定例会に付議されまし

た案件の審議は、終了いたしました。

この際、知事より、ご挨拶があります―知事。

〇知事（大石賢吾君）〔登壇〕 6月定例県議会
の閉会に当たり、一言、ご挨拶を申し上げます。

まず、はじめに、中島廣義新議長のご就任に

対しまして、心からお慶びを申し上げますとと

もに、県勢発展のため格段のご指導、ご協力を
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賜りますようお願い申し上げます。

今回、ご退任になられました坂本智徳前議長

におかれましては、就任以来、九州新幹線西九

州ルートの整備促進や特定複合観光施設（ＩＲ）

区域整備の推進等の県政の重要施策について、

県議会を代表され、ご貢献を賜るとともに、今

般の新型コロナウイルス感染症対策や台風、集

中豪雨により発生した災害の復旧についても、

多大なるご尽力をいただきましたことに厚く御

礼を申し上げます。

今後とも、ご健勝のうちに、引き続き、お力

添えを賜りますようお願い申し上げます。

このたびの議会は、去る6月6日から本日まで
の26日間にわたり開かれましたが、議員の皆様
方には、本会議及び委員会を通して、終始熱心

にご審議いただくとともに、それぞれ適正なご

決定を賜り、厚くお礼申し上げます。

また、新型コロナウイルス感染症への対応に

際し、県議会におかれましては、議会運営等に

ついて格別のご高配を賜り、重ねて感謝申し上

げます。

この際、議会中の主な動きについて、ご報告

申し上げます。

新型コロナウイルス感染症対策。

新型コロナウイルス感染症については、5月
中旬以降、新規感染者数、病床使用率ともに減

少傾向で推移し、6月に入ってからも落ち着い
た状態が継続していることから、有識者のご意

見等もお伺いしたうえで、6月9日から、県内全
域の感染段階をレベル1に引き下げることとい
たしました。

その際、県民の皆様に対し、会話時のマスク

着用や3密の回避など、基本的な感染防止対策
の徹底のほか、会食時の認証店利用やワクチン

接種への協力等をお願いしたところであります。

併せて、今後、熱中症のリスクが高まる時期

を迎えることから、マスク着用の基本的な考え

方や子どものマスク着用の取扱いについて、改

めて、お知らせをいたしました。

今後は、コロナとの共生を前提に、重症化リ

スクの高い高齢者等への対策の重点化や、基本

的な感染防止対策を講じながら、社会経済活動

の回復・拡大に努めてまいります。

九州新幹線西九州ルートの整備促進。

九州新幹線西九州ルートについては、去る6
月10日、ＪＲ九州から､9月23日の開業に伴う西
九州新幹線及び在来線特急列車の運行ダイヤが

公表されました。

西九州新幹線の運行ダイヤについては、県内

各駅への停車を配慮したうえで、長崎～博多間

の所要時間が短縮され、朝の通勤通学時間帯の

新大村駅新大村発～長崎駅の便も設定されるな

ど、利用者の利便性の向上につながるものであ

ると考えております。

一方、佐世保線の特急運行ダイヤについては、

現行の運行本数が維持され、佐世保～博多間の

快速及び平均の所要時間が短縮されるなど、利

便性が高まる部分があるものの、県が高速化工

事を実施した佐世保～有田間において、所要時

間が増加する便が見られるなど、全体として期

待された効果が認められない点もありました。

そのため、県としましては、ＪＲ九州に対し、

今回の運行ダイヤの考え方について説明を求め

るとともに、改善策についても検討していただ

きたいと考えております。

長崎スタジアムシティプロジェクト。

去る6月26日、株式会社ジャパネットホール
ディングスを事業主として進められております、

長崎スタジアムシティプロジェクトの起工式及

び新プロジェクト発表イベントが執り行われま
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した。今月から、本格的な建設工事に着工し、

2年後の令和6年9月の開業を目指しているとお
聞きしております。

県としては、事業者であるジャパネットホー

ルディングス及び長崎市と連携し、新たな交流

の拠点として、県民や来県される皆様に親しま

れるまちづくりを推進し、新たな雇用の場の創

出や、さらなる交流人口の拡大につなげてまい

りたいと考えております。

スポーツの振興。

5月から6月にかけて開催された「第106回日
本陸上競技選手権大会」において、本県出身の

廣中璃梨佳選手が、女子1万メートルで二連覇
となる優勝を果たすとともに、女子5,000メート
ルでは第2位となり、7月にアメリカで開催され
る「オレゴン2022世界陸上競技選手権大会」の
日本代表に選出されました。

県民を代表して、心からお祝いを申し上げま

すとともに、大会でのご活躍を大いに期待して

いるところであります。

本県出身選手の活躍は、県民に大きな夢や希

望、感動を与え、県内スポーツの活性化につな

がるものであることから、引き続き、競技団体

等と連携しながら、競技力の向上に取り組んで

まいりたいと考えております。

このほか、会期中、皆様からお寄せいただき

ました数々の貴重なご意見、ご提言などについ

ては、今後の県政に積極的に反映させてまいり

たいと存じます。

さて、日ごとに暑さが増すこの頃、皆様方に

は何かとご多用のことと存じます。どうかご健

康には一段とご留意いただき、ますますご活躍

されますことを心からお祈り申し上げます。

最後になりますが、報道関係の方々には、会

期中、終始、県議会の広報についてご協力を賜

り、ありがとうございました。

この機会にお礼を申し上げまして、閉会のご

挨拶といたします。

〇議長（中島⬤義君） これをもちまして、令和
4年6月定例会を閉会いたします。
お疲れさまでした。

― 午後 零時 ０分 閉会 ―
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報告第15号 令和3年度長崎県公債管理特別会計補正予算（第2号）

報告第16号 令和3年度長崎県国民健康保険特別会計補正予算（第2号）

報告第17号 令和3年度長崎県交通事業会計補正予算（第2号）

報告第18号 令和3年度長崎県流域下水道事業会計補正予算（第4号）

報告第19号 令和4年度長崎県一般会計補正予算（第2号）

報告第20号 長崎県税条例の一部を改正する条例

議員派遣第89号 議員派遣の件(九州各県議会議員交流セミナー)



令和４年６月定例会

委員会開催日程表

月日 曜日 開会時刻 委 員 会 名 場   所

6月17日 金 １０：００
予 算 決 算 委 員 会

（ 総 括 質 疑 ）
議 場

6月20日 月 １０：００

総 務 委 員 会 委 員 会 室 １

文 教 厚 生 委 員 会 委 員 会 室 ２

観 光 生 活 建 設 委 員 会 委 員 会 室 ３

農 水 経 済 委 員 会 委 員 会 室 ４

6月21日 火 １０：００

総 務 委 員 会 委 員 会 室 １

文 教 厚 生 委 員 会 委 員 会 室 ２

観 光 生 活 建 設 委 員 会 委 員 会 室 ３

農 水 経 済 委 員 会 委 員 会 室 ４

6月23日 木 １０：００

総 務 委 員 会 委 員 会 室 １

文 教 厚 生 委 員 会 委 員 会 室 ２

観 光 生 活 建 設 委 員 会 委 員 会 室 ３

農 水 経 済 委 員 会 委 員 会 室 ４

6月24日 金 １０：００

総 務 委 員 会 委 員 会 室 １

文 教 厚 生 委 員 会 委 員 会 室 ２

観 光 生 活 建 設 委 員 会 委 員 会 室 ３

農 水 経 済 委 員 会 委 員 会 室 ４

6月27日
月 １０：００

総 務 委 員 会 委 員 会 室 １

文 教 厚 生 委 員 会 委 員 会 室 ２

(予備日)
観 光 生 活 建 設 委 員 会 委 員 会 室 ３

農 水 経 済 委 員 会 委 員 会 室 ４

6月29日 水 １１：００
予 算 決 算 委 員 会

（分科会長報告、採決）
議        場



令和４年６月定例会

審  査  報  告  書



総 務 委 員 会 審 査 結 果 報 告 書

本委員会に付託された事件について審査の結果、下記のとおり決定したので報告する。

令和4年6月24日

総務委員会委員長 北村 貴寿

議長 坂本 智徳 様

記

１ 議 案

計 ６件（原案可決 ５件・承認 １件）

－1－

番 号 件 名 審査結果

第 72 号 議 案
長崎県の事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条
例

原案可決

第 73 号 議 案
長崎県議会議員及び長崎県知事の選挙における選挙運動用
自動車の使用等の公営に関する条例の一部を改正する条例

原案可決

第 76 号 議 案 財産の処分について 原案可決

第 77 号 議 案 和解及び損害賠償の額の決定について 原案可決

第 86 号 議 案
職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例（関
係分）

原案可決

報 告 第 20 号 長崎県税条例の一部を改正する条例 承 認



文教厚生委員会審査結果報告書

本委員会に付託された事件について審査の結果、下記のとおり決定したので報告する。

令和4年6月23日

文教厚生委員会委員長 下条 博文

議長 坂本 智徳 様

記

１ 議 案

計 １件（原案可決 １件）

－2－

番 号 件 名 審査結果

第 86 号 議 案
職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例（関
係分）

原案可決



観光生活建設委員会審査結果報告書

本委員会に付託された事件について審査の結果、下記のとおり決定したので報告する。

令和4年6月23日

観光生活建設委員会委員長 石本 政弘

議長 坂本 智徳 様

記

１ 議 案

計 ４件（原案可決 ４件）

－3－

番 号 件 名 審査結果

第 74 号 議 案 長崎県県営空港条例の一部を改正する条例 原案可決

第 75 号 議 案 長崎県建築関係手数料条例の一部を改正する条例 原案可決

第 78 号 議 案 契約の締結について 原案可決

第 79 号 議 案 訴えの提起について 原案可決



農水経済委員会審査結果報告書

本委員会に付託された事件について審査の結果、下記のとおり決定したので報告する。

令和4年6月23日

農水経済委員会委員長 山下 博史

議長 坂本 智徳 様

記

１ 議 案

計 １件（原案可決 １件）

－4－

番 号 件 名 審査結果

第 80 号 議 案 和解及び損害賠償の額の決定について 原案可決



予算決算委員会審査結果報告書

本委員会に付託された事件について審査の結果、下記のとおり決定したので報告する。

令和4年6月29日

予算決算委員会委員長 松本 洋介

議長 坂本 智徳 様

記

１ 議 案

－5－

番 号 件 名 審査結果

第 69 号 議 案 令和４年度長崎県一般会計補正予算（第３号） 原案可決

第 70 号 議 案
令和４年度長崎県港湾施設整備特別会計補正予算（第１
号）

原案可決

第 71 号 議 案
令和４年度長崎県国民健康保険特別会計補正予算（第１
号）

原案可決

第 85 号 議 案 令和４年度長崎県一般会計補正予算（第５号） 原案可決

報 告 第 4 号 令和３年度長崎県一般会計補正予算（第２３号） 承 認

報 告 第 5 号
令和３年度長崎県母子父子寡婦福祉資金特別会計補正予
算（第１号）

承 認

報 告 第 6 号
令和３年度長崎県農業改良資金特別会計補正予算（第２
号）

承 認

報 告 第 7 号
令和３年度長崎県林業改善資金特別会計補正予算（第２
号）

承 認

報 告 第 8 号 令和３年度長崎県県営林特別会計補正予算（第３号） 承 認

報 告 第 9 号
令和３年度長崎県沿岸漁業改善資金特別会計補正予算
（第２号）

承 認

報 告 第 10 号
令和３年度長崎県小規模企業者等設備導入資金特別会計
補正予算（第２号）

承 認

報 告 第 11 号 令和３年度長崎県用地特別会計補正予算（第２号） 承 認

報 告 第 12 号 令和３年度長崎県庁用管理特別会計補正予算（第２号） 承 認

報 告 第 13 号
令和３年度長崎県長崎魚市場特別会計補正予算（第１
号）

承 認

報 告 第 14 号
令和３年度長崎県港湾施設整備特別会計補正予算（第４
号）

承 認



計 ２０件（原案可決 ４件・承認 １６件）

－6－

番 号 件 名 審査結果

報 告 第 15 号 令和３年度長崎県公債管理特別会計補正予算（第２号） 承 認

報 告 第 16 号 令和３年度長崎県国民健康保険特別会計補正予算（第２

号）
承 認

報 告 第 17 号 令和３年度長崎県交通事業会計補正予算（第２号） 承 認

報 告 第 18 号 令和３年度長崎県流域下水道事業会計補正予算（第４

号）
承 認

報 告 第 19 号 令和４年度長崎県一般会計補正予算（第２号） 承 認



令和４年６月定例会

動 議 件 名 一 覧 表（ 参 考 掲 載 ）

１．委員会等提出

区分 提出先 件     名 委員会名 可否 掲載ページ

意見書
政 府

国 会
地方財政の充実・強化について 総 務 委 員 会 可決

付録

６ページ

意見書
政 府

国 会

少人数学級・教職員定数の改善につい

て
文教厚生委員会 可決

付録

７ページ

意見書
政 府

国 会

骨髄移植ドナーに対する支援の充実に

ついて
文教厚生委員会 可決

付録

８ページ

意見書
政 府

国 会
国土強靱化のさらなる推進について

観 光 生 活 建 設

委 員 会
可決

付録

８ページ

２．会議等提出

区分 提出先 件     名 委員会名 可否 掲載ページ

決 議 政 府
2023年 G７関係閣僚会合の長崎開催を
求める決議

議会運営委員会 可決
付録

９ページ

３．その他

区 分 件     名 可否 掲載ページ

議員派遣第89号議員派遣の件 可決
付録

10ページ



動       議

提   出   者     総 務 委 員 会

提 出 年 月 日     令和 ４年 ６月２４日

種  類 意 見 書

件  名 地方財政の充実・強化について

要  旨

地方自治体は、新型コロナウイルス感染症対策をはじめ、地方創生・人口

減少対策や地域経済活性化・雇用対策、人づくり、大規模災害に対応するた

めの防災・減災対策、デジタル化の推進など、様々な政策課題に直面してい

る。

政府においては、「経済財政運営と改革の基本方針2021」において、2022

年度からの３年間、地方の一般財源総額を2021年度地方財政計画の水準を下

回らないよう実質的に同水準を確保するとしているところであるが、新型コ

ロナウイルス感染症の影響の長期化に加え、原油価格・物価高騰等により社

会経済活動へ大きな影響が生じるなど、地方財政は極めて厳しい状況下にあ

り、２年以上に及ぶコロナ禍で疲弊した地域経済を回復させるためには、更

なる地方財源の確保が必要不可欠である。

よって、国に対して、2023年度の地方財政予算全体の安定確保に向けて、

次のとおり適切な措置を講じるよう強く求めるものである。

１．地方財政計画、地方税のあり方、地方交付税総額など地方に関わる重要

政策については、国と地方の協議の場において、地方と十分に協議を行

い、その意見を反映すること。

２．地方創生・人口減少対策をはじめ、社会保障関係費の増嵩への対応、地

域経済活性化・雇用対策、人づくり、防災・減災対策、デジタル化の推進

など、地方の実情に沿ったきめ細かな行政サービスを十分担えるよう、今

後も安定的な財政運営に必要な一般財源総額の確保・充実を図ること。

３．地方交付税については、本来の役割である財源調整機能と財源保障機能

が適切に発揮されるよう総額を確保するとともに、財源不足への補填につ

いては、臨時財政対策債の発行等によることなく、法定率の引上げを含め

た抜本的な改革等による対応を検討すること。

４．新型コロナウイルス感染症対策に関する地方創生臨時交付金や緊急包括

支援交付金などについては、今後の感染状況や地方における財政需要を把

握しつつ、物価高騰等の影響にも留意しながら、引き続き、国の責任にお

いて十分な財源を確保すること。また、リーマン・ショック時と同様に、

地方財政計画における歳出特別枠の計上や地方向け交付金の創設などの新

たな財政措置を講じること。

５．地方創生を確実に推進するため、地方財政計画における「まち・ひと・

しごと創生事業費（1.0兆円）」、「地域社会再生事業費（0.4兆円）」及



び「地域デジタル社会推進費（0.2兆円）」を維持・確保するとともに、

その算定については条件不利地域を有する団体や財政力の弱い団体に配慮

すること。

６．特に、令和３、４年度のみの措置とされている「地域デジタル社会推進

費」については、県民サービスの向上につながる行政のＤＸ・デジタル化

やシステム環境整備の推進に必要な経費も含め、増額を行うなどの拡充を

図ること。

７．地方創生推進交付金をはじめとする地方創生関連予算については、地域

の活力再生や移住定住促進などの取組を推進するため、継続的かつ安定的

な財源を確保すること。

８．会計年度任用職員制度に伴う財政需要については、引き続き、地方財政

計画に確実に計上すること。

９．地方自治体は、国を上回る行財政改革や歳出抑制の努力を行う中で基金

の確保など財政運営の年度間調整に取り組んでいることから、地方の基金

残高の増加を理由に地方財政計画の圧縮や、地方交付税の削減を行わない

こと。

  なお、文案の作成並びに提出の諸手続きについては、議長に一任する。

提 出 先 政 府 ・ 国 会



動       議

提   出   者     文 教 厚 生 委 員 会

提 出 年 月 日     令和 ４年 ６月２１日

種  類 意 見 書

件  名 少人数学級・教職員定数の改善について

要  旨

２０２１年の法改正により、小学校の学級編制の標準は段階的に３５人に

引き下げられるものの、今後は、小学校に留まることなく、中学校での早期

実施も必要である。

学校現場では、貧困・いじめ・不登校など解決すべき課題が山積してお

り、子どもたちのゆたかな学びを保障するための教材研究や授業準備の時間

を十分に確保することが困難な状況となっている。また、新型コロナウイル

ス感染症対策にともない新たな業務も発生している。ゆたかな学びや学校の

働き方改革を実現するためには、加配教員の増員や少数職種の配置増など教

職員定数改善が不可欠である。

よって、国に対して、地方教育行政の実情を十分に認識され、地方自治体

が計画的に教育行政を進めることができるように、下記の措置を講じられる

よう強く要請するものである。

記

１． 中学校での３５人以下学級について早期の拡充を検討すること。

２． 学校の働き方改革・長時間労働是正を実現するため、加配の増員や少

数職種の配置増など教職員定数改善を推進すること。

３． 自治体での国の標準を下回る「学級編制基準の弾力的運用」の実施が

できるよう加配の削減は行わないこと。

４． 教育の機会均等と水準の維持向上をはかるため、地方財政を確保した

上で義務教育費国庫負担制度を維持すること。

なお、文案の作成並びに提出の諸手続きについては、議長に一任する。

提 出 先 政 府 ・ 国 会



動       議

提   出   者     文 教 厚 生 委 員 会

提 出 年 月 日     令和 ４年 ６月２３日

種  類 意 見 書

件  名 骨髄移植ドナーに対する支援の充実について

要  旨

骨髄移植及び末梢血幹細胞移植は、白血病等の難治性血液疾患に対する有

効な治療法である。広く一般の方々に善意による骨髄等の提供を呼び掛ける

骨髄バンク事業は、公益財団法人日本骨髄バンクが主体となり、移植に用い

る造血幹細胞の適切な提供の推進に関する法律に基づいて実施されている。

骨髄バンク事業において、令和４年４月現在のドナー登録者数は５３万８

千人を超え、患者とのＨＬＡ適合率は９割を超えている一方で、そのうち移

植に至るのは６割未満に留まっている。これは、ドナーの健康上の問題のほ

か、提供に伴う通院や入院等のための休暇を認めるか否かは、ドナーを雇用

している事業主ごとに対応が異なることなど、様々な要因による。

骨髄ドナー特別休暇制度は、ドナー登録時や骨髄提供時の心理的な負担を

軽減することから、官公庁や大手企業等で既に導入されているが、令和４年

５月現在の導入企業等は全国で７２４社しかなく、中小企業等への普及拡大

が課題となっている。

また、本県においては、検査や入院等により休業したドナーの経済的負担

を軽減するため、令和３年４月に長崎県骨髄等移植ドナー支援市町補助事業

補助金を創設し、県内市町のドナー支援制度に対して支援を開始したところ

であるが、地方自治体が安定的に施策を継続して実施していくためには財源

の確保が重要である。

よって、国に対して、骨髄移植等の一層の推進を図るため、ドナーに対す

る支援の充実に関し、下記の事項を早期に実現するよう強く要請するもので

ある。

記

１．ドナー休暇制度の制度化に向けて、普及拡大を図るとともに、企業によ

る同制度の導入支援を行うこと。

２．ドナーが、骨髄等の提供に伴う入院、通院、打合せ等のために休業する

場合の補償制度の創設について検討すること。

なお、文案の作成並びに提出の諸手続きについては、議長に一任する。

提 出 先 政 府 ・ 国 会



動       議

提   出   者     観光生活建設委員会

提 出 年 月 日     令和 ４年 ６月２０日

種  類 意 見 書

件  名 国土強靱化のさらなる推進について

要  旨

本県は、土砂災害警戒区域が全国２位の３２，３７９箇所と急峻な山地や

崖地が多いことに加え、大雨特別警報も４年連続で発令されるなど、前線に

伴う集中豪雨や台風の常襲地帯に位置し、頻繁に洪水・浸水被害や土砂災害

が生じるなど、近年の激甚化・頻発化する自然災害によって、県民生活は多

大な影響を受けている。

現在、国においては、地震・津波対策をはじめ「流域治水」の考え方に基

づき、流域全体で水災害を軽減させる取組や土砂災害対策、社会インフラの

老朽化対策などの取組を令和７年度までの「防災・減災、国土強靱化のため

の５か年加速化対策」として進めているところであり、着々とその整備効果

が現れている。

しかしながら、その取組は未だ道半ばである。地球温暖化の悪影響が顕在

化し、巨大地震の切迫性も指摘されているなか、次代に向けて強靱な国土を

形成していくことに継続的かつ迅速に取り組んでいくことは、今を生きる

我々の責務であり、令和４年６月７日に閣議決定された骨太の方針において

も、「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」後も中長期的か

つ明確な見通しの下、継続的・安定的に国土強靱化の取組を進めていくこと

が明記されたところである。

また、進展する少子高齢化・人口減少の潮流を踏まえ、国と地方が総力を

挙げて地方創生への取組を進めるなか、２年以上に及ぶコロナ禍は、「大都

市への集中」から「地方への分散」へとパラダイムシフトをも導いている。

ポストコロナを見据えた、分散型の国づくりを推進するため、高規格道路の

ミッシングリンク解消や暫定２車線区間の４車線化など、国土強靱化に資す

る地方創生回廊の構築は必要不可欠である。

よって、国に対して、国土強靱化のさらなる推進に向けて、下記の事項を

講じられることを強く要望するものである。

記

１ ５か年加速化対策期間中の各年度予算を十分に確保するとともに、完了

後においても、引き続き、国土強靱化に必要な予算・財源を別枠で確保

すること。

２ 点検・調査・設計など多額の地方単独費を要する業務について、補助及

び交付金事業や地方債充当の対象とするなど地方財政措置の充実・強化

を図ること。

３ 補正予算については、円滑に事業執行するための弾力的な運用を講ずる

こと。



４ 計画的な事業執行に有効な当初予算で措置すること。

５ 自然災害の脅威等に即応するための地方整備局等の体制の充実・強化を

図ること。

なお、文案の作成並びに提出の諸手続きについては、議長に一任する。

提 出 先 政 府 ・ 国 会



動   議

２０２３年Ｇ７関係閣僚会合の長崎開催を求める決議案を別紙のとおり提出する。  

令和４年７月１日

                            

                      議会運営委員会委員長 西川 克己

長崎県議会議長 坂本 智徳  様         



２０２３年Ｇ７関係閣僚会合の長崎開催を求める決議（案）

自由、民主主義、人権などの基本的価値を共有する主要国首脳が一堂に会し、政治・経済をは

じめ、地球環境問題や新型コロナウイルス感染症拡大等の諸課題について議論するＧ７サミット

が、来年、我が国の広島市で開催される予定である。

本県は、このＧ７サミットに伴って開催される関係閣僚会合の長崎市開催を実現すべく、長崎

市と連携して誘致に向けた取組を推進している。

ロシアはウクライナ侵略の中で、核兵器の使用も辞さないと威嚇しており、今や国際社会

は、広島・長崎以後使われてこなかった核兵器が再び使われるという、未曾有のリスクに直面し

ている。

折りしも、核兵器禁止条約の初めての締約国会議がオーストリア・ウィーンで開催され、広

島・長崎の被爆者の方々も続々と現地入りして、核兵器の非人道性についてあらためて警鐘を鳴

らしたところである。

このような現下の核兵器を巡る厳しい国際情勢の中で、同じ被爆地として広島市と連携してＧ

７関係閣僚会合を誘致することは、各国閣僚が直接被爆の実相に触れ、二度と惨禍を起こさない

との思いを共有していただき、世界の人々の平和を希求する機運醸成を後押しする絶好の機会と

もなることから、核兵器のない世界の実現に取り組んできた本県にとって極めて大きな意義を有

するものである。

加えて、本県では、長年の悲願であった九州新幹線西九州ルートの本年９月の開業を控え

て、長崎駅周辺における大型ＭＩＣＥ施設をはじめとする様々なプロジェクトが進展するなど百

年に一度の変革の時期を迎えており、Ｇ７関係閣僚会合の開催実現は、その多彩な長崎の魅力を

あらためて世界に広く発信し、観光産業をはじめとする本県経済の活性化に大きく寄与すること

が期待される。

よって、本県議会は２０２３年Ｇ７関係閣僚会合の長崎開催を強く求めるものである。

以上、決議する。

令和４年７月１日

長 崎 県 議 会



     議員派遣第８９号

  議 員 派 遣 の 件 （ 案 ）

  下記のとおり議員を派遣する。

令和４年７月１日

  

記

    九州各県議会議員交流セミナー

１ 目 的     九州各県議会議員が一堂に会し、共通する政策課題等についての

情報や意見の交換を行うことにより、政策提案能力その他議会機能

の充実を図るとともに、議員間の親睦を深め、ともに九州の一体的

な発展と地方主権の確立を目指す

２ 期 日        令和４年８月３日（水）から

(３日間)

令和４年８月５日（金）まで

    

３ 派遣先        沖縄県

４ 派遣議員名  徳永 達也  山田 朋子  ごうまなみ  松本 洋介

宅島 寿一  山口 経正  宮島 大典  宮本 法広

饗庭 敦子  浦川 基継  
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№１令和４年６月定例会議会閉会中 委員会付託申出一覧表
委 員 会 名 付 託 事 件

総 務 ○委員会、現地調査及び要望活動

・危機管理、防災、消防、危険物の規制等に関する事項について
・重要施策の企画及び総合調整に関する事項について
・特定複合観光施設（ＩＲ）に関する事項について
・職員の人事、勤務条件、給与、福利厚生等に関する事項について
・行政改革、情報公開等県の行政一般に関する事項について
・県の予算、財政、県税その他の財務に関する事項について
・政策評価に関する事項について
・公有財産に関する事項について
・秘書、広報及び広聴に関する事項について
・地域・行政情報化その他他部の主管に属しない事項について
・離島・半島及び地域の振興に関する事項について
・県内市町の行政、財政、選挙に関する事項について
・土地対策に関する事項について
・交通運輸に関する事項について
・県庁舎の跡地活用に関する事項について
・出納及び物品調達に関する事項について
・議会事務局に関する事項について
・監査事務に関する事項について
・人事委員会に関する事項について
・労働委員会に関する事項について
・警察の組織及び運営に関する事項について
・交通安全、防犯対策の推進に関する事項について
・公安委員会に関する事項について

文 教 厚 生 ○委員会、現地調査及び要望活動

・私立学校及び県立大学（公立大学法人）に関する事項について

・福祉保健行政の企画及び総合調整に関する事項について

・社会福祉法人及び社会福祉施設等の指導監査に関する事項について

・医療政策に関する事項について

・医療人材の確保等に関する事項について

・薬務行政に関する事項について

・国民健康保険等に関する事項について

・高齢者施策の推進に関する事項について

・障害者施策の推進に関する事項について

・原爆被爆者対策等の推進に関する事項について

・子どもに関する総合的な施策及び調整に関する事項について

・教育委員会に関する事項について

・教職員の定数、勤務条件及び福利厚生等に関する事項について

・県立学校の施設及び設備に関する事項について

・義務教育及び高校教育に関する事項について

・特別支援教育に関する事項について

・生涯学習に関する事項について

・学芸文化に関する事項について

・保健体育に関する事項について
・競技力の向上に関する事項について



№２

委 員 会 名 付 託 事 件

観 光 生 活 建 設 ○委員会、現地調査及び要望活動

・文化振興に関する事項について
・世界遺産に関する事項について
・観光振興に関する事項について
・物産流通振興に関する事項について
・国際関連施策の推進に関する事項について
・スポーツ振興に関する事項について
・県民生活及び環境に関する施策の企画及び総合調整に関する事項に
ついて
・県民との協働推進等に関する事項について
・人権・同和問題に関する事項について
・男女共同参画に関する事項について
・交通安全の企画、交通安全運動等に関する事項について
・統計に関する事項について
・生活衛生に関する事項について
・食の安全・安心及び消費者行政に関する事項について
・環境保全等に関する事項について
・生活排水対策及び水資源政策に関する事項について
・廃棄物対策に関する事項について
・自然環境に関する事項について
・道路及び河川に関する事項について
・まちづくりに関する事項について
・土砂災害対策に関する事項について
・住宅及び建築に関する事項について
・県土地開発公社に関する事項について
・県住宅供給公社に関する事項について
・県道路公社に関する事項について
・港湾、空港その他土木に関する事項について
・県営交通事業に関する事項について

農 水 経 済 ○委員会、現地調査及び要望活動
・産業の振興に関する事項について
・労働に関する事項について
・産業技術の振興に関する事項について
・水産業に関する事項について
・漁港漁場に関する事項について
・農業に関する事項について
・林業に関する事項について

予 算 決 算 ○委員会、要望活動
・一般会計、特別会計及び企業会計予算並びに決算について

議 会 運 営 ○委員会、現地調査及び要望活動
・議会の運営に関する事項について
・議会の会議規則、委員会に関する条例等に関する事項について
・議長の諮問に関する事項について

離島・半島地域振興
特 別

○委員会、現地調査及び要望活動
・離島・半島地域振興対策
・有人国境離島法対策
・離島地域航路・航空路対策
・関係人口拡大対策

観 光 ・ Ｉ Ｒ ・
新 幹 線 対 策
特   別

○委員会、現地調査及び要望活動
・ＩＲ対策
・新幹線対策
・観光振興対策・国際戦略

ながさき新産業創造
特 別

○委員会、現地調査及び要望活動

・アフターコロナ対策

・人口減少・少子化・人材育成対策

・新産業・再生可能エネルギー振興対策

・ＤＸ・デジタル化対策


